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第1章 調査の目的と内容
1.1 目的
第 1期及び第 2期科学技術基本計画に基づき、研究開発システムの改革が進め
られてきており、第 1期科学技術基本計画のスタートした平成 8年以降、日本の
研究環境は大きな変化を遂げてきている。科学技術基本計画においては、科学技
術関係人材の養成と確保についても主要なテーマとして位置付けられ、任期付任
用制をはじめ様々な施策が講じられてきたところであるが、その実施実績、成果、
達成効果及び影響についての本格的なフォローアップ調査は必ずしも十分に行わ
れてこなかったのが現状である。このような状況のなかで、第 1期科学技術基本
計画、及び計画実施期間の後半を迎えた第 2期科学技術基本計画を体系的に分析・
評価することは、今後の第 2期科学技術基本計画の着実な実施や、次期科学技術
基本計画の策定プロセスをより効果的かつ適切に進めるために必要不可欠である
ということができる。
本調査は、上記のような問題意識の下、科学技術基本計画の施策領域のうち、特
に科学技術関係人材の養成と確保に焦点をあて、その達成状況を確認するととも
に、達成効果を把握し、その評価に資することを目的としている。
1.2 調査内容
人材養成施策は、人材が置かれている制度的環境、人材の学問分野、人材が所
属する組織のあり方に複合的な影響を受けており、仮説の立証には、多面的なア
プローチが必要である。本調査では、プログラムの実施主体からの視点及び養成
される人材本人からの視点の両面からの調査を実施することとした。
平成 15年度は、科学技術基本計画のうち、まず人材関連施策に関する基礎情報
を収集し達成状況として取りまとめた。次にその結果をもとに、多様なプログラ
ムから特に詳細に調査すべき領域を選定し、調査の仮説を構築した。
さらに、プログラム実施主体からみた人材関連施策の達成状況を把握すること
を目標として、主に大学、公的研究機関等において、科学技術関係人材養成の責
任を負っている研究マネージャーに対し、インタビュー及び郵送アンケート調査
を実施し、研究人材をとりまく環境の現状、 課題及びそれらに対する考え方を把
握し分析した。
平成 16年度は、まず、プログラムの対象となった科学技術関係人材を対象にイ
ンタビュー及び郵送アンケート調査を実施し、研究人材の流動性の状況、各種制
度に対する認識、研究現場における課題を分析し、今後の方策について検討を行っ
た。そして、昨年度の調査結果と総合して、科学技術人材関連施策の総合的評価
1
を行った。
なお、本調査の実施にあたっては、調査の内容、方法の妥当性、結果の分析等
調査全般について有識者の示唆を参考とすることを目的とし、「人材関連プログラ
ム達成効果調査アドバイザリ委員会」を設置した。2年間を通して、調査工程の節
目にあたる時期に合わせて 6回の委員会を開催し、活発な議論を行ない、調査に
対する有益な示唆を得ることができた。また、特に調査実施の具体的方法につい
て、各委員から個別に研究指導を受け、これを調査方法に反映させた。
( 委員名簿、委員会の開催の詳細については、231ページB「人材関連プログラ
ム達成効果調査アドバイザリ委員会」 参照)
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1.3 調査方法
1.3.1 科学技術関係人材に関する施策領域の整理・分類
第 1期及び第 2期の科学技術基本計画 (以下「基本計画」という)の全文を精査
し、人材育成に関連する記述を特定した。また、それらを施策の目的、施策が対
象とする人材等の観点から分類し整理した (主に平成 15年度)。
1.3.2 科学技術人材に関する基礎的状況の把握
基本計画で言及された事項のうち人材育成に関する事項について各種の統計資
料、公開資料を用い、特に数値で示された達成の状況、及び制度の導入・改善状
況等の基礎的状況を把握した。なお、新しい統計情報等が利用できるものについ
ては、適宜データを補強し分析を加えた (平成 15年度、16年度)。
1.3.3 詳細調査領域の選定及び調査仮説の設定
科学技術基本計画の記述の整理・分類によって得られた施策領域から、第 1期、
第 2期を通じて実施されたプログラムであること、プログラムの実施主体及び実
施対象の範囲が広いこと等の観点から特に詳細に調査すべき 5つの施策領域を選
定した。次にそれぞれの領域において、調査を行う上での視点及び問題意識を調
査仮説として設定した。
1.3.4 プログラム実施主体からみた達成状況の調査
プログラム実施主体からみた達成効果の調査・評価は平成 15年度、主に人材プ
ログラムの実施主体である研究機関等において人材養成の責任を負っている研究
機関の長、研究部門の長などの研究マネージャー層を対象とした郵送アンケート
調査によって行った。
また、アンケート調査票を設計する上で必要に応じ回答者として想定される研
究マネージャーに予備的なインタビュー調査を実施し、適切な調査票の設計に努
めた。
なお、大学及び公的研究機関等との比較を行うため、研究開発を実施する民間
企業に対しても、同様の郵送アンケート調査を実施した。
インタビュー調査
上記で設定した調査仮説の適切さを検討し、後述のアンケート調査設問を的確
なものとするため、大学及び公的試験研究機関等の研究マネージャーに対してア
ンケート設計のための予備的なインタビュー調査を行った。上記の詳細調査領域
に関する当該研究組織の現状、課題、インタビュー対象者の意識等について質問
した。
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インタビュー対象機関を表 1–3–1に示す。
表 1–3–1: インタビュー対象機関 (平成 15年度)
首都圏国立大学 1
地方国公立大学 2
地方私立大学 2
独立行政法人 5
省庁直轄研究機関 1
アンケート調査
詳細調査領域における施策実施の状況を広範に把握するための郵送アンケート調
査を行った。アンケートでは、プログラム実施状況、実施上の課題、実施責任者の
意識等に関して質問した。この調査により、研究人材をとりまく環境の現状、課
題及びそれらに対する研究マネージャーの考え方を把握し分析することができた。
アンケート調査は以下の機関の研究マネージャー (機関の長及び部門の長) を対
象とした。
(1) 大学・大学共同利用機関等
大学・大学共同利用機関等の研究マネージャーとして以下を調査の対象と
した。
• 自然科学系博士課程 (後期)を有する大学の長、研究科の長及び一部の
学科の長
• 自然科学系の研究を行う大学附置研究所の長
• 自然科学系の研究を行う大学共同教育研究施設の長
• 大学共同利用機関の長、部門の長
上記の条件によって特定した大学について、各機関の公式ホームページを
参照し、該当する研究科及び学科を抽出し、ホームページで氏名が提供され
ているものについては個人名宛で、そうでない対象については職名宛で調査
票を郵送した。
全国 13の大学共同利用機関については、本調査では大学と同格として扱
い、上記と同様の方法で抽出し、その所長及び部門長を対象とした。
さらに、研究科よりも小さな組織単位における人材養成の状況を把握する
ため、本調査においては科学研究費補助金の配分額が多い 8大学 (旧帝大及
び東京工業大学)の自然科学系の学科長を対象として含めた。
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(2) 公的研究機関等
自然科学系の研究開発を行う、独立行政法人、省庁直轄研究機関、特別認
可法人、特殊法人の機関の長及び部門の長を対象とした。対象機関はReaD
において、国立研究機関、独立行政法人または特殊法人・認可法人として分
類されている機関から抽出し、各機関の公式ホームページを参照し、該当す
る部門を抽出し、ホームページで氏名が提供されているものについては、個
人名宛で、そうでない対象については職名宛で調査票を郵送した。
(3) 民間企業
今回は民間企業についても、大学、公的研究機関等との比較のために調査
対象に含めた。対象企業は東京証券取引所 1部上場企業であって、自然科学
系の研究開発を実施する企業とした。自然科学系の研究開発企業は、文部科
学省監修 LATTICE社刊「全国試験研究機関名鑑 2004–2005」に収録されて
おり、これを参考とした。対象企業の選別の際には、東証一部上場企業を業
種別に層化抽出した。
リストアップには、基本的に上記「全国試験研究機関名鑑 2004–2005」の
情報を採用したが、可能な限り最新の情報を反映させるため、適宜企業が提
供する公式ホームページを参考とした。
上記方法により抽出されたアンケート調査票の送付対象を表 1–3–2 に示す。
表 1–3–2: アンケート調査票送付対象
分類 選定の基準 機関数 機関の長 部門の長 計
大学 理系または複合領域系の博士課程のある研究科を有する大学 235 235 770 1,005
理系または複合領域系の大学共同利用機関 13 13 82 95
公的研究機関等 理系または複合領域系の研究開発を行う独立行政法人、省庁の直轄研究所等 52 52 492 544
民間企業 研究開発型の東証一部上場企業 795 795 795
合計 1,095 300 2,139 2,439
対象機関 対象者
大学における部門の長には旧帝大及び東京工業大学の自然科学系の学科の長 203を含む。
なお、科学技術基本計画の主旨に鑑み、専ら人文・社会科学系のみをその
研究対象とする機関は本調査対象から除外した。
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(4) 調査票
調査対象区分別に以下の 3種の調査票を作成し送付した。
調査票 A: 大学及び公的研究機関等の機関の長向け
調査票 B: 大学及び公的研究機関等の部門の長向け
調査票C: 民間企業の研究部門の長向け
(「資料 C アンケート調査票」参照)
(5) 調査期間
• 大学・大学共同利用機関等及び公的研究機関等
発送: 平成 16年 2月 9日 、締切日 平成 16年 2月 27日
• 民間企業
発送: 平成 16年 2月 23日 、締切日 平成 16年 3月 12日
(6) 発送数及び回収数
発送数・回収数・回収率を表 1–3–3に示す。
表 1–3–3: 発送数・回収数及び回収率
発送数 回収数 回収率 発送数 回収数 回収率 発送数 回収数 回収率
大学 1,100 449 40.8% 248 113 45.6% 852 336 39.4%
公的研究機関等 544 183 33.6% 52 19 36.5% 492 164 33.3%
民間企業 795 279 35.1% － － － 795 279 35.1%
全体 2,439 911 37.4% 300 132 44.0% 2,139 779 36.4%
機関の長 部門の長全体
区分
注: 大学の部門の長 の回収数 336には学科の長の回答 92が含まれる。
(7) 回答者の属性
[年齢構成] 回答者の年齢構成を図 1–3–1に示す。
図 1–3–1: 回答者の年齢 (研究マネージャー)
0.0%
1.6%
3.9%
7.1%
21.3%
28.3%
46.3%
63.9%
60.9%
39.9%
9.8%
5.7%
4.0%
1.1%
2.7%
2.2%
1.1%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
31～40歳 41～50歳 51～60歳 61～70歳 71歳～ 無回答
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[専門分野]
回答者の専門分野の構成を図 1–3–2に示す。
図 1–3–2: 回答者の専門分野 (研究マネージャー)
22.5%
16.4%
15.4%
26.7%
23.5%
6.8%
24.7%
15.3%
4.0%
4.9%
5.7%58.4%
8.2%
23.0%
3.2%
7.8%
6.6%
2.2%
6.0%
10.4%
8.2%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
理学系 工学系 農学系 医学薬学系 複合領域系 その他 無回答
なお、本調査における専門分野区分は、科学研究費補助金の学問分野分類
に従った [16]。
[所属機関]
回答者の所属機関の構成を図 1–3–3に示す。
図 1–3–3: 回答者の所属機関の構成 (研究マネージャー)
51.7 % 7.1 % 33.6 % 7.6 %
65.6 % 30.6 %
3.8 %
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
国立大学
公立大学
私立大学
大学共同
利用機関
独立行政法人 省庁直轄研究機関
その他
(8) 報告書における結果の表示について
本報告書中の図のうち、「出典」の記載がないものは全て、本調査におい
て実施した「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
によって得られた結果であり、特に図の表題に「(研究マネージャー)」との
表記があるものについては、平成 15年度実施された研究マネージャー向け
アンケート調査によるものである。
図には設問文とそれに続く設問記号が記載されている。設問記号に「AB」
が含まれる場合は、その設問が平成 15年度実施のマネージャー向けアンケー
トによる設問であることを表す。
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1.3.5 プログラムの対象本人からみた達成状況の調査
プログラムの対象となった人材本人から見た達成効果の調査・評価は平成 16年
度、主に研究人材本人を対象としたアンケート調査によって行った。
本アンケート調査は、昨年度実施のプログラム実施主体に対するアンケートの
回答とできる限り対比可能な設問内容とし、施策の達成効果を実施主体と実施対
象との両面から評価することを目的とした。
アンケートの対象者は大学、公的研究機関等及び民間企業において、自然科学
系の研究または研究支援を行っている博士課程学生、ポストドクター、研究者及
び研究支援者である。
なお、アンケート調査票を設計する上で必要に応じ回答者として想定される研
究人材に予備的なインタビュー調査を実施し、適切な調査票の設計に努めた。
インタビュー調査
上記で設定した調査仮説の適切さを確認し、後述のアンケート調査設問を的確
なものとするため、大学、公的試験研究機関等及び民間企業の研究者及びポスト
ドクター、研究支援者を対象にアンケート設計のための予備的インタビュー調査
を行った。上記の詳細調査領域に関する当該研究組織の現状、課題、インタビュー
対象者の意識等について質問した。
インタビュー対象者の機関種別及び職名を表 1–3–4に示す。
表 1–3–4: インタビュー対象者
研究マネー
ジャー 博士課程学生 ポストドクター 研究者 研究支援者
国立大学法人 A ○ ○ ○ ○
B ○ ○ ○ ○
C ○ ○ ○
私立大学 D ○ ○
E ○ ○
F ○ ○ ○ ○
大学共同利用機関 G ○ ○
H ○ ○ ○ ○
独立行政法人 I ○ ○
J ○ ○
民間企業 L ○ ○
インタビュー対象者
アンケート調査
詳細調査領域における施策実施の状況を広範に把握するため、研究者、ポスト
ドクター、博士課程学生及び研究支援者を対象とした郵送アンケート調査を行っ
た。アンケートでは人材関連施策の実施状況、機関間移動の状況等プログラムの
効果を把握するためのの質問を行った。
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(1) 対象者の選定に関する基本的な考え方
アンケート調査の対象は研究者、ポストドクター、博士課程学生及び研究
支援者である。現在、国内の民間も含めた研究者を網羅した、郵送調査に利
用できる公開データベースは存在しない。ポストドクター、博士課程学生及
び研究支援者についても同様である。
そこで、本調査では可能な限り広い範囲の研究者が登録されいる利用可能
なデータベースとして、科学技術振興機構 (JST)が構築・運用する研究開発
支援総合ディレクトリ (ReaD)を活用することとした。対象者の選定に際し、
可能な限り JST ReaDを利用するように努めた。しかしながら、ReaDの収
録対象となっていない民間の研究者や博士課程学生、研究支援者については、
一般に利用できるこのようなデータベースが無いため、ここでは研究マネー
ジャーに調査票を送付し、人選を依頼することとした。またポストドクター
については、ReaDのみでは対象者数が十分に確保できないため、同様に研
究マネージャーに対する人選依頼をも併せて行うこととした。
(2) JST ReaDからの抽出
公開されているReaDの情報から、対象として以下の条件を満たす研究者
データ 22,331件を抽出した。
• 研究分野が自然科学系であるレコード
• 機関名、所属部署及び職名が明記されているレコード
• データ記入日が明記されているレコード
レコードの職名欄をもとに助手、講師、助教授、教授、研究員、ポストド
クターを選定した。これら以外の職名を持つレコードは対象外とした。
助手、講師、助教授、教授、研究員については、ReaD内の職名比率を保
存した無作為抽出とした。また、ポストドクターについては、レコード数が
発送予定数に満たなかったため全て対象とした。なお、ポストドクターにつ
いては教授等の他の職に比較して、レコードが登録されてから人材が機関を
移動している可能性が高いため、レコード登録から抽出時点までの期間が 1
年未満の新しいレコードのみを対象とした。
以上のような考え方に基づき、JST ReaDからは大学及び公的研究機関等
の研究者 1,867人、ポストドクター 154人を対象者として抽出した。
(3) 研究マネージャーに対する依頼
• 大学及び公的研究機関等
研究支援者、博士課程学生及びReaDからの抽出のみでは対象数が不
足すると思われるポストドクターについては、研究マネージャー宛に調
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査票を複数郵送し、人選を依頼した。そして、選ばれた研究人材が調査
票に記入し、返送する形式で郵送アンケート調査を実施した。なお、人
選を依頼した研究マネージャーは、平成 15年度調査において、返信先
を明記し、ポストドクターを受け入れていると回答した大学の研究マ
ネージャーである。
• 民間企業
民間企業の研究者及び研究支援者については、ReaDの収録対象外で
あるため、対象者の抽出全てを研究マネージャーの人選に依った。調査
票を送付した研究マネージャーは平成 15年度調査において回答のあっ
た研究マネージャー全員である。
調査票の送付対象となった大学、公的研究機関等及び民間企業の研究マネー
ジャー並びに発送件数を表 1–3–5に示す。
表 1–3–5: 調査票送付先の研究マネージャー及びアンケート対象
研究者 ポストドクター
 博士課程学
生 研究支援者
大学 258 516 774 258
マネージャー1人あたりポストドクター2
名、博士課程学生3名、研究支援者1名を
依頼
公的研究機関等 129 258 129 マネージャー1人あたりポストドクター2名、研究支援者1名を依頼
民間企業 279 837 279 マネージャー1人あたり研究者3名、研究支援者1名を依頼
計 666 837 774 774 666
依頼の内容
対象者数
機関種別 依頼者数
(4) 留意事項
上記のように、民間企業の研究者、ポストドクター、博士課程学生及び研
究支援者については、研究マネージャーに人選を依頼している。従って、調
査対象がこのようにして選ばれた回答者の集合であることから、これらは、
必ずしも研究者、ポストドクター、博士課程学生、研究支援者それぞれの総
体を代表しているとは限らないことに留意する必要がある。
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(5) 発送数及び回収数
前述の方法によって抽出された対象者数及び調査票の回収数を表 1–3–6に
示す。
表 1–3–6: アンケート調査票の発送数及び回収数
実施時期 大学 公的研究機関 民間企業 発送計 有効回収 回収率
研究者 2004年8月～9月 1,610 257 837 2,704 1,483 54.8%
ポストドクター 2004年8月～9月 648 280 0 928 338 36.4%
博士課程学生 2004年8月～9月 774 0 0 774 368 47.5%
研究支援者 2004年8月～9月 258 129 279 666 311 46.7%
5,072 2,500 49.3%
対象者
発送 回収
(6) 調査期間
発送: 平成 16年 8月 5日、締切日: 平成 16年 8月 27日
(研究者、ポストドクター、博士課程学生、研究支援者共通)
なお、より多くのサンプルを得るため、締切日後に到着した調査票について
も可能な限り回収した。
(7) 調査票
調査対象区分別に以下の 4種の調査票を作成し送付した。
調査票D: 博士課程に在学中の学生向け
調査票 E: ポストドクター向け
調査票 F: 大学、公的研究機関及び民間企業の研究者向け
調査票G: 大学、公的研究機関及び民間企業の研究支援者向け
(「資料 C アンケート調査票」参照)
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(8) 回答者の属性
[年齢構成] 回答者の年齢構成を図 1–3–4に示す。
図 1–3–4: 回答者の年齢 (研究人材本人)
16.7%
26.9%
78.0%
22.5%
21.9%
52.8%
59.1%
69.2%
16.6%
34.7%
31.5%
21.8%
2.3%
3.5%
2.7%
1.6%
22.5%
31.3%
2.1%
15.8%
1.1%
9.7%
26.3%
3.9%
16.0%
1.4%
0.2%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=826)
公的研究機関等(N=144)
民間企業(N=486)
ポストドクター(N=338)
博士課程学生（N＝368)
研究支援者(N=311)
20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳～ 不明
研
究
者
[専門分野] 回答者の専門分野の構成を図 1–3–5に示す。
図 1–3–5: 回答者の専門分野 (研究人材本人)
15.9%
18.8%
9.5%
36.4%
30.2%
29.3%
32.6%
68.1%
15.1%
23.4%
9.6%
27.1%
7.0%
14.2%
10.9%
37.2%
6.9%
6.0%
17.5%
21.2%
7.6%
15.4%
12.5%
8.0%
11.7%
1.4%
2.1%
2.2%
0.9%
0.5%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=826)
公的研究機関等(N=144)
民間企業(N=486)
ポストドクター(N=338)
博士課程学生（N＝368)
理学系 工学系 農学系 医学系 複合領域系 その他 分野不明
研
究
者
なお、本調査における専門分野区分は、科学研究費補助金の学問分野分類
に従った [16]。
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[所属機関] 回答者の所属機関の構成を図 1–3–6に示す。
図 1–3–6: 回答者の所属機関の構成 (研究人材本人)
51.5 %
47.6 %
45.2 %
9.5 %
0.2 %
67.4 %
3.1 %
2.7 %
6.0 % 19.8 %
3.0 %
5.0 %
0.0 %
%
79.9 %
23.7 %
19.4 %
8.9 %
0.7 %
1.8 %
1.9%
2.4 %
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=826)
公的研究機関等(N=144)
ポストドクター(N=338)
博士課程学生(N＝368)
46.6%24.1%
1.9 %
5.5 %
1.0 %
14.8 %
3.2 %
1.0%研究支援者(N=311)
研
究
者
国立大学法人
公立大学
私立大学
独立行政法人
省庁直轄
研究機関
独立行政法人大学共同
利用機関
国立大学法人
公立大学 私立大学
省庁直轄
研究機関
その他
公立大学 私立大学
不明国立大学法人
大学共同
利用機関
国立大学法人 公立大学
私立大学
独立行政法人省庁直轄
研究機関
民間企業
(9) 報告書における結果の表示について
本報告書中の図表のうち、「出典」の記載がないものは全て、本調査におい
て実施した「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
によって得られた結果であり、特に図表の表題に「(博士課程学生)」、「(ポス
トドクター)」、「(研究者)」あるいは「(研究支援者)」との表記があるものに
ついては、平成 16年度に実施した研究人材本人向けアンケート調査による
ものである。
図には設問文とそれに続く設問記号が記載されており、設問記号は調査票
の種類と設問の番号を表している。
例) 設問記号 DA–12は、博士課程学生向け調査票Dの設問A–12 を表す。
1.3.6 達成効果の総合的評価及び今後の継続的評価手法の検討
平成 15年及び平成 16年度調査結果を踏まえ、科学技術基本計画における人材
関連プログラムの達成状況を総合的に評価するとともに、今後の科学技術関係人
材を対象とした施策の望ましいあり方を検討した。
また、2年間の調査を通じて得られた知見をもとに、人材関連施策の達成状況を
継続的に把握・評価する上で有用であって、今後把握が期待される項目等をまと
めた (平成 16年度)。
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本調査の全体構成を図 1–3–7に示す。
図 1–3–7: 本調査の全体構成
(2) 人材養成プログラムの対象となった人材本人からみた達成効果
　　人材養成プログラムの総合的評価
インタビュー調査
インタビュー調査、アンケート調査
対象：研究者、ポストドクター、博士課程学生、
　　　　　　　　　研究支援者　約5,000名
3. 達成効果の総合的評価
基本計画の達成状況
各施策領域における課題と方策
1. 科学技術関係人材に関する施策領域の整理・分類
3. 詳細調査領域の選定および調査仮説の設定
4. プログラムの実施主体からみた達成状況の調査
　
(1) 人材関連施策の達成状況の把握、重点調査領域の選定、仮説の構築
　　人材養成プログラムの実施主体から見た達成効果
1. 人材養成プログラムの対象となった人材本人からみた
    達成状況の調査
H15年度調査
H16年度調査
アンケート結果の詳細分析
2. 詳細分析
サブテーマ
「主要国における
施策動向調査およ
び達成効果に係る
国際比較分析」　
連携
2. 科学技術関係人材に関する基礎的状況の把握
既存データの収集・整理・分類
アンケート調査
対象：大学、公的研究機関等、
民間企業の研究マネージャー約2,500名
４. 継続的評価手法の検討
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1.4 調査結果の概要
本節では、平成 15年度及び 16年度にわたる調査結果のうち主な結果について
記している。なお、調査結果の詳細については、第 3章「達成状況の把握及び評
価」に記している。
1.4.1 科学技術関係人材養成に関する施策の整理・分類
科学技術基本計画の全文を精査し、人材育成に関係する施策を抽出し、施策の
目的・コンセプトに従って分類した。その結果を表 1–4–1に示す。
なお、具体的な科学技術基本計画における人材施策に関連した記述箇所は 42
ページ表 2–1–1(第 1期)及び 43ページ表 2–1–2(第 2期)に示している。
表 1–4–1: 基本計画における科学技術関係人材養成に関する施策領域 (1/2)
施策領域 第1期基本計画における主要な記述 第2期基本計画における主要な記述
研究者個人への研究成果の帰属 公募の普及や産学官間の人材交流の促進等
柔軟かつ機動的に改編できる組織運営 研究を行う職については原則公募
新たな任期付き任用制度の導入 任期制の広範な定着
国立試験研究機関の優秀な人材の円滑な結
集のための任期付き任用
若手研究者は原則５年間は任期付研究員と
する
任期制の広範な普及等による人材の流動性
の向上
国の研究機関等における任期制および公募
の適用方針の策定
ポストドクター等１万人支援計画の平成12
年度までの達成
研究費でポストドクターを確保する機会の
拡充
奨学金の貸与人数および金額の改善・拡充 ポストドクターの行政・企業等への派遣
ポストドクトラル研究者層の充実・強化 ポストドクターの大幅な採用も含め若手の人材を中心に据える
若手研究者に対するフェローシップの拡大 各研究機関において研究スペースの確保など必要な配慮を行う
大学等における自然科学系教育の改善･充実
を図る
優れた研究者が最大限の能力を発揮できる
よう、若手研究者の自立性を確保する
多様なキャリア・パスの開拓 行政、産業界等幅広い職で活躍できるような多様なキャリア・パスを確保する
大学等における社会人の受入等の推進 ポストドクターや若手研究者の行政、企業等への派遣
研究開発マネジメントの充実 優秀な研究マネージャー及び研究リーダー
の養成・確保
研究開発の責任者とマネジメントの責任者
を分離
適切な処遇の確保を図るための業績等の適
切な評価実施
専任で評価に従事する人材を確保するな
ど、評価に必要な体制を整える
必要に応じた外部専門家による評価の導入 公正で透明性の高い評価の実施
適切な評価指標の適用 評価結果を適切に処遇に反映させる
多様なキャリア・パスの形成
研究者の評価
人材の流動性の向上
任期付任用
ポストドクター支援
若手研究者の自立
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表 1–4–1: 基本計画における科学技術関係人材養成に関する施策領域 (2/2)
施策領域 第1期基本計画における主要な記述 第2期基本計画における主要な記述
研究支援者への採用機会の確保及び勤務環
境の充実 労働者派遣事業の活用を可能とする
研究者１人あたりの研究支援者数が早期に
約１人となるよう研究補助者及び技能者を
確保
研究機関内に研究支援者を集約して活用
民間事業者との契約を活用した研究支援者
の確保 特殊法人が研究支援者を提供
事務支援の充実 研究開発を円滑に行うための事務職員の資
質の向上
年度当初から研究を開始できるようにする
ための会計事務の効率化
技術者の質を社会的に認証するシステムの
整備
大学における技術者教育の外部認定制度の
導入
技術マネジメント教育の確立
技術者資格制度の国際的な相互承認の具体
化
女性研究者の環境改善 女性研究者の環境改善 女性研究者の環境改善
日本語研修の充実、外国人宿舎の整備、家
族に対する教育・文化活動の機会の提供等
の生活支援
外国人を積極的に登用する
平成12年度までに日本学術振興会外国人特
別研究員制度を420人規模から1,050人規模
に拡充
研究開発活動の共通語と言える英語を使用
言語とする
優れた外国人の活躍の機会の拡大
民間企業等の外部人材の活用等の推進
国立試験研究機関における高度な技能を有
する外部人材の活用
理科教育･技術教育のための外部人材の活用
小・中・高等学校等での大学教員・研究者
による講演、実験実演等の推進 観察・実験・体験学習を重視する
理科教育・技術教育の担当教員に対する各
種研修機会の充実、外部人材の積極的活用
教員研修の充実、産業現場等におけるイン
ターンシップ、社会人講師の導入
魅力ある博物館・科学館等の整備充実及び
プログラムの開発による科学技術理解増進 研究機関の公開
大学、高等専門学校、国立試験研究機関等
に高校生等を受け入れる体験事業の推進
海外人材の確保と海外交
流の促進
外部人材の活用
研究支援者の充実
技術者の養成･確保
学習の振興、理解増進
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1.4.2 詳細調査領域の選定と調査仮説の設定
(1) 詳細調査領域の選定
前述のように人材育成関連施策を幾つかの領域に整理・分類した後に、各
施策領域について、以下の観点から検討を行った。
• 第 1期、第 2期を通じて実施されたプログラム
• プログラムの実施主体及び実施対象の範囲が広いこと
その結果、次に示す 5領域を詳細調査領域として設定した。
1. 研究人材の流動性向上
2. 若手研究者の養成と自立支援
3. 研究人材の多様なキャリア・パス形成
4. 研究開発マネジメントの充実
5. 研究支援の充実
(2) 調査仮説の設定
選定した各詳細調査領域で実施されている施策について、プログラム実施
主体及び研究人材本人の両面から、その達成効果を評価するためにアンケー
ト調査を実施するに当たり、調査を行う上での視点及び問題意識を調査仮説
として設定した。表 1–4–2に各詳細調査領域における仮説を示す。
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表 1–4–2: 調査仮説 (1/2)
施策領域 番号 調査仮説
1.研究人材の 1-01 研究者の流動性向上を目的とした基本計画の施策は着実に実行されている。
流動性向上 1-02 流動性の重要性は研究人材に認識されている。
1-03 研究人材の流動性の向上は、研究組織を活性化させ、研究開発を効率化させる。
1-04 任期制の適用は着実に進んでいる。
1-05 任期制の導入に伴い、研究者の流動性は高まった。
1-06 任期付任用について、任期後のキャリア・パスが不明確等の問題がある。
1-07 公募制の普及に伴い、研究人材の流動性は高まった。
1-08 人材選考プロセスの透明性が十分でなく、これが広範な流動を阻害している。
1-09 研究者が流動しやすくするためには、研究者の採用に関する情報がより広範に流通することが必要である。
1-10 研究者の流動性は依然として小さい。
1-11 年功序列型給与体系、退職金、年金等の科学技術政策以外の要素が、流動性の阻害要因になっている。
2.若手研究者の 2-01 若手研究者が自立するための環境が整備されていない。
養成と自立支援
2-02 若手向け競争的資金は充実しているが、全体としては研究資金が十分でないため、若手の自立が困難になっている。
2-03 研究者が独立までの年月が長くなっている。能力を発揮すべき時期にそれができない。
2-04 「ポスドク等1万人支援計画」により若手研究者は数・質ともに確実に養成されている。
2-05 ポストドクターについては、研究テーマの多様性が十分でない。
2-06 研究者のキャリア・パス上でポストドクターの位置付けが確立していない。
2-07 ポストドクターについては、支援期間終了後の就職機会（ポスト）が少ない等の課題がある。
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表 1–4–2: 調査仮説 (2/2)
施策領域 番号 調査仮説
3.研究人材の多様な 3-01 基本計画の実施によって研究者のキャリア・パスは多様化している。
キャリアパス形成
3-02 研究者には研究マネジメント部門、産学連携コーディネーター、民間企業への出向等の多様なキャリア・パスの選択肢が必要とされている。
3-03 ベンチャ－の起業などに研究者が挑戦しやすくするための制度が導入され、実際に挑戦する研究者が増大した。
3-04 若手研究者は多様な研究テーマに取り組むための機会が十分でなく、多様なキャリア・パスを志向しにくい人材となっている。
3-05 個々の研究者のキャリア・パス形成を研究組織として支援する試みがなされていない。
3-06 研究者が多様なキャリア・パスを選択し得ることは、組織にとってもメリットがある。
4.研究開発 4-01 組織の長は研究開発力を最大化するための十分な権限を有している。
マネジメントの充実
4-02 組織の長には制度の弾力的運用が認められているものの、それを十分活用できていない。
4-03 明確な目標の設定と、公平かつ透明性のある評価の実施には組織の長の強力な指導力が必要である。
4-04 研究者のインセンティブとして作用するような評価が実施されていない。
4-05 研究者の適正な評価を具体化するための施策が必要である。
4-06 評価に応じた処遇が実施され難いため、結果として若手のための研究者ポストが十分に供給されていない。
5.研究支援の充実 5-01 研究支援者については、一層の充実をはかる必要がある。
5-02 研究者一人当りの研究支援者数は第１期基本計画で設定された数値目標に達していない。
5-03 研究支援を必要とする場合に、タイムリーに支援者を確保する方策が必要である。
5-04 研究支援サービスの多様化・高度化が求められており、これらに対応するための施策が必要である。
5-05 支援者の能力開発・キャリア・パスの形成のための施策が求められている。
5-06 研究支援者は研究組織内での地位が不安定であり、キャリア・パスを明確にし、処遇を改善する必要がある。
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1.4.3 人材関連施策の達成状況の把握及び評価の概要
以下では、本調査結果のうち代表的なものをいくつか取り上げて紹介する。
(1) 研究人材の流動性向上
(a) 依然として低い研究人材の流動性
1年間に他機関へ移動した研究者は多くない。また、大学及び民間企
業の転出・転入は同セクター内の割合が約 8割と高く、セクター間を移
動する研究者は比較的少ない (図 1–4–1)。
図 1–4–1: 大学・公的研究機関等・民間企業間の転出転入の状況 (2003年度)
284,330
48,595 497,620
12,392
(84.0%)
2,704
(31.2%)
6,333
(86.9%)
5,627
(65.0%)
1,172
(7.9%)
586
(8.0%)
367
(5.0%)
1,190
(8.1%)
326
(3.8%)
大学等
非営利団体・公的機関 企業等
出典: 総務省「科学技術研究調査報告」(平成 16年)より作成
上段: 転出数
括弧内: 転出総数に占める割合
枠内: 2004年 3月 31日現在の在籍研究者数 (兼務者を含む)
注 1: 人文・社会科学系分野を含む。
注 2: 機関間の移動のみを対象としている (同一大学内における他学部への移動
等は含まない)。
注 3: 研究者にはポストドクターを含む。
注 4: 大学の研究者には博士課程後期学生が含まれる。
注 5: この他の新規採用者数は、大学等: 8,415人、非営利団体・公的機関: 1,443
人、企業等: 21,200人である。
注 6: この図には研究者以外の職種として転出した者、大学等、非営利団体・公
的機関、企業等以外に転出した者、退職した者等は含まれていない。
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(b) 流動性はやや向上しつつある
カーネギー調査1 時点 (1993年)の日本の教授職の生涯移動回数期待
値は 0.78回、2004年度実施したアンケート調査では 0.99回であり、流
動性がやや向上している可能性がある (図 1–4–2)。ただし、カーネギー
調査と本調査では条件が同一でない 2ことに留意する必要がある。
図 1–4–2: 生涯移動回数期待値
3.53
2.69
2.58
2.42
2.00
1.77
1.68
1.64
1.62
1.54
1.52
0.83
0.78
0.54
0.99
0.96
1.18
1.00
0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0
オランダ
香港
オーストラリア
ブラジル
ドイツ
英国
スウェーデン
イスラエル
米国
メキシコ
チリ
韓国
日本
ロシア
大学全体(N=240)
国立大学法人(N=116)
公立大学(N=10)
私立大学(N=114)
カーネギー調査（1993）
基本計画レビュー調査（2004）
（機関）
出典: カーネギー財団「大学教授職国際調査」(1992–1993)[15]、「これか
らの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」(2004年実
施) より作成
注 1: 基本計画レビュー調査における算出方法:
1) 回答者から教授職のみを抽出する。
2) 各回答者の高等教育機関における経験機関数を算出する。経験機
関数から 1を引いたものを移動回数Aとする。
3) 各回答者の高等教育機関における経験年数 Bを算出する。
4) A/Bを計算しこれを年間移動回数期待値 Cとする。
5) 生涯の在職期間を 30年と仮定し、Cを 30倍したものを生涯移動
回数期待値とする。
注 2: 助手以上の大学の教員としての経験を対象としている (ポストドク
ター、研究生等の経験は除外)。
注 3: 海外における経験は除外している。
注 4: 同一高等教育機関内での移動は含まない。
1カーネギー調査は人文・社会科学系を含む全分野の教授職を対象としている。有効回答数は
1,889名。
2本年度調査では自然科学系のみを対象としている。
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(c) 任期付任用制の導入は進んだが、適用は少ない
任期付任用制の制度としての導入は順調に進んでいる (図 1–4–3)が、
適用率は導入率に比較して低い (図 1–4–4) 3。
図 1–4–3: 大学における任期付任用制の導入率の推移
3.5%
14.1%
3.3%
1.1%
10.6%
27.3%
7.6%
7.4%
14.5%
44.4%
11.1%
8.8%
22.0%
55.6%
14.9%
16.3%
28.6%
65.7%
16.0%
23.2%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
大学全体
国立
公立
私立
1998年
1999年
2000年
2001年
2002年
出典： 中央教育審議会 大学分科会 大学教員組織のあり方に関する
検討委員会 (第 2回) 配布資料 4: 「大学教員の流動性につい
て」、文部科学省「学校基本調査報告書」より作成
注: ここでの「導入率」とは学校総数に占める任期付任用制を導
入している学校数の割合を指す。
図 1–4–4: 大学における任期付任用制の適用率の推移
0.07%
0.12%
0.08%
0.02%
0.39%
0.39%
0.60%
0.37%
0.87%
0.85%
0.77%
0.90%
1.9%
2.7%
1.6%
1.3%
3.4%
5.8%
1.2%
1.9%
0% 2% 4% 6% 8% 10%
大学全体
国立
公立
私立
1998年
1999年
2000年
2001年
2002年
出典： 同上
注 1: ここでの「適用率」とは教員 (本務者)総数に占める任期付任
用制が適用されている教員の割合を指す。
注 2: 本図は大学の教員等の任期に関する法律に基づく任期制の導
入状況を示したものであり、私立大学においては、この法律
に基づかない任期制を採用しているところもある。
3本年度実施したアンケート調査では、大学の回答者の 17.1%に任期が設定されていた。年齢別
では 20代では 31.6%、50代では 12.4%であった。
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(d) 公募制は普及したが、より透明性のある運用を期待
研究職の採用における公募制の導入が進んでいる (図 1–4–5)。ただし、
公募が形式的であると感じることがある研究者も少なくない (図1–4–6)。
図 1–4–5: 大学における公募実施率の推移
97.0%
59.7% 63.5%
51.0%
56.7%
87.6%
94.9% 94.9%
77.1%
82.5%
69.2%
93.1%
39.7%
52.1%
48.7%
45.1%
0%
20%
40%
60%
80%
100%
1991 1994 1997 2000
全体
国立
公立
私立
（年）
出典: 中央教育審議会 大学分科会 大学教員組織のあり方に関する
検討委員会 (第 2回)配布資料 4: 「大学教員の流動性につい
て」より作成
図 1–4–6: 公募が形式的であると思うか (研究者)
研究者の公募が形式的である(公募された時点で実際には大方採用される人が決まって
いる)と感じることはありますか。(FA-23)
35.0%
43.8%
17.1%
51.3%
48.6%
35.2%
7.1%
18.5% 21.2%
4.2%
3.4%
2.8%
3.1%
0.7%
8.0%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=826)
公的研究機関等(N=144)
民間企業(N=486)
よくある ときどきある ほとんどない ない 無回答
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
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(e) 研究者の流動性向上は研究組織と本人の能力向上にとって好ましい
研究マネージャーは研究者の流動性向上は研究組織にメリットがある
と認めている (図 1–4–7)。また、移動は一般的に研究能力の向上にも寄
与すると広く認識されている (図 1–4–8)。
図 1–4–7: 研究者の流動化と研究機関へのメリット (研究マネージャー)
研究者の流動性が向上すると、あなたの所属する機関にとってどのようなメ
リットがありますか。(AB1-18)
41.6%
30.5%
50.5%
1.1%
26.5%
65.0%
52.6%
1.6%
30.1%
28.4%
59.0%
56.3%
34.4%
0.7%
11.5%
66.3%
51.6%
25.8%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
優れた人材を獲得できる
新しい研究領域を開拓できる
新しい文化を取り入れられる
人材のやる気を引き出せる
不適合者の転出を促せる
その他
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
(複数回答可)
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
図 1–4–8: 移動することと研究能力との関係
研究能力を高めるためには、研究機関間を移動して経験を積むことが良いと思いますか。
(DA-26,EA-50,FA-13)
15.9%
11.1%
11.3%
43.0%
31.3%
46.3%
26.1%
26.0%
30.1%
39.6%
31.9%
5.4%
6.2%
7.1%
11.8%
9.9%
16.6%
21.2%
48.8%
45.7% 1.4%
0.4%
1.6%
1.5%
4.9%
0.2%
2.3%
0.9%
0.3%
1.4%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
博士課程学生（N=368)
ポストドクター(N=338)
研究者 大学(N=826)
研究者 公的研究機関等
(N=144)
研究者 民間企業(N=486)
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
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(f) 移動することによるデメリット
一方、研究者が研究機関を移動すると、様々なデメリットも生ずると
組織 (図 1–4–9)及び人材本人 (図 1–4–10)の双方に認識されている。
図 1–4–9: 研究者の流動化と研究機関へのデメリット (研究マネージャー)
研究者の流動性が向上すると、あなたの所属する機関にとってどのようなデメ
リットがありますか。(AB1-19)
40.8%
24.5%
10.5%
47.2%
13.6%
6.0%
31.7%
51.4%
13.7%
53.0%
10.4%
8.2%
45.5%
48.0%
58.8%
17.2%
9.0%
2.5%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
優れた人材が流出してしまう
ノウハウの蓄積が困難になる
知識や技術が流出してしまう
長期の研究計画が立てにくくなる
研究者への意思の疎通が円滑になりにくい
その他
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
(複数回答可)
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
図 1–4–10: 移動に伴うデメリット (研究者)
あなたが今の研究機関を移動するとすれば、待遇面ではどのようなデメリットがある
と思いますか。大きいデメリットから2つ選んでください。(FA-08)
19.7%
36.6%
23.8%
9.9%
30.8%
13.6%
25.0%
43.1%
31.3%
13.2%
26.4%
9.7%
35.0%
40.3%
25.1%
28.2%
21.4%
7.4%
0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%
収入が減る
退職金で不利になる
年金や保険の面で不利になる
組織における昇進で不利になる
特に不利になる要素はない
その他
大学(N=826)
公的研究機関等(N=144)
民間企業(N=486)
(複数回答可)
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
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(g) 流動化の促進方策
大学の研究者は「人的サポート」、公的研究機関等では「研究テーマ
の自由度」、民間企業では「収入の増加」が移動のインセンティブにな
り得る (図 1–4–11)。
図 1–4–11: 移動してもよいと思う最低条件 (研究者)
あなたは最低どのような条件が満たされれば現在所属する研究機関から移動してもよ
いと思いますか。最も重要な条件を一つだけ選んで下さい。(F-A10)
15.0%
27.1%
39.3%
16.3%
7.6%
30.5%
9.7%
17.9%
25.8%
47.2%
32.3%
3.5%
2.4%
1.4%
1.0%
9.9%
6.9%
6.0%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=826)
公的研究機関等(N=144)
民間企業(N=486)
収入が十分に増える 機材、スペース等の研究基盤が向上する
研究支援・事務支援等の人的サポートが向上する やりたい研究テーマに取り組める
現在の研究チームの単位で移動できる その他
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
(h) まとめ
定量的データからは、大学及び民間企業においては 1年間に他機関へ
転出した研究者の絶対数は多くはなく、必ずしも流動性が高い状況とは
言えないが、大学教授を対象とした生涯移動回数期待値をみると、10
年前の調査との比較では流動性が向上した可能性があると思われる結
果が得られている。
また、任期付任用制及び公募制の導入は進んでいるが、適用について
はまだ十分でない面も見られる。
さらに、研究人材の流動性の意義については、研究マネージャーは組
織へのメリットを、研究者本人は研究能力の向上にメリットがあると認
識しているが、一方で、ノウハウや人材の流出、収入や退職金面ではデ
メリットがあると認識している。
もっとも、大学の研究者は「人的サポート」、公的研究機関等では「研
究テーマの自由度」、民間企業では「収入の増加」を移動の条件として
重視しており、これらの条件が移動のインセンティブになり得ると考え
られる。
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(2) 若手研究者の養成と自立支援
(a) 博士課程学生の経済的支援
博士課程学生は学部学生や修士学生に比べアルバイト等への依存度が
大きい (図 1–4–12)。また、アンケート調査の記述回答を見ると、研究
活動をする上での障害として経済的支援の不足を指摘するものも多く
あることから (3.3.5 回答例 参照)、優秀な学生が安心して博士課程に進
学できるようにするため、経済的により一層の支援が期待される。
図 1–4–12: 大学生の収入構成
69.6%
52.0%
19.4%
10.1%
22.0%
35.3%
16.0%
13.3%
22.2%
4.3%
12.7%
23.0%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
学部学生
修士課程学生
博士課程学生
家庭から 奨学金 アルバイト 定職・その他
出典: 文部科学省「平成 14年度 学生生活調査」より作成
図 1–4–13: 博士課程学生への経済的支援について (研究マネージャー)
博士課程の学生を経済的により支援すべきである。(AB2-02)
65.9%
53.1%
59.6%
47.1%
31.5%
40.6%
38.4%
41.2%
2.6%
6.3%
5.9%
1.3%
2.9% 2.9%
0.7%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
国立大学(N=232)
公立大学(N=32)
私立大学(N=151)
大学共同利用機関(N=34)
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
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(b) 研究者のキャリア・パスとしてのポストドクターの意義は概ね認知され
ている
研究マネージャー、ポストドクター、博士課程学生それぞれに、ポス
トドクターの経験は「自立のための登竜門」あるいは「研究分野の幅を
広げる期間」としての意義があることが認識されている (図 1–4–14)。
図 1–4–14: ポストドクター経験の意義
ポストドクターの経験は、研究者本人にはどのような意義があると思いますか。
(AB2-11,DA-12,EA-02)
64.8%
53.5%
29.8%
2.9%
3.1%
1.1%
56.3%
55.2%
36.1%
2.2%
6.6%
2.2%
38.5%
46.4%
15.1%
1.2%
2.1%
1.8%
29.1%
42.7%
13.3%
6.5%
8.7%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
自立のための登竜門
研究分野の幅を広げる期間
就職までの猶予期間
単なる博士課程の延長
特に意義を見出せない
その他
研究マネージャー大学(N=449)
研究マネージャー公的研究機関等(N=183)
ポストドクター(N=338)
博士課程学生（N＝368)
(複数回答可)
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
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(c) ポストドクター等の支援は着実に増加し研究組織に浸透
ポストドクター等 1万人支援計画の実施により、支援を受けるポスト
ドクター及び博士課程学生が着実に増加している (図 1–4–15)。
ポストドクターは、国立大学法人の約 9割、公立・私立大学の約 6割、
独立行政法人の約 8割で受け入れられている (図 3–3–13参照)。
図 1–4–15: 「ポストドクター等 1万人支援計画」対象事業による支援数
の推移 (予算ベース)
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出典: 文部科学省 科学技術・学術政策局 予算関係資料より作成
注: 独立行政法人及び国立大学法人における支援数については、運営費
交付金に占める推計値
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(d) ポストドクター後の就職に課題
若手研究者向けの大学の教員ポストが余り増加していないなどから
(図 3–3–30 参照)、ポストドクターは支援期間終了後に、希望する終身
雇用型のポストへ就職することが厳しいと認識している (図 1–4–16)。
図 1–4–16: ポスドク期間終了後の雇用形態の見込み (ポストドクター)
（ポストドクター期間終了直後に 「研究業務」に従事したい方）実際にはどのような
立場で従事する見込みですか。(EA-25)
31.0%
36.9%
29.9%
25.9%
32.9%
27.4%
36.5%
29.3%
14.7%
10.7%
15.6%
17.2%
21.4%
25.0%
18.0%
27.6%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
全体(N=313)
25～29歳(N=84)
30～34歳(N=167)
35歳以上(N=58)
ポストドクターとして 任期付きの職員または教員として 終身雇用型の職員または教員として わからない・その他
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
(e) 若手向け競争的資金は研究者の自立に寄与
研究マネージャーは若手向け競争的資金が研究者の自立に寄与したと
考えている (図 1–4–17)。
図 1–4–17: 若手向け競争的資金の自立支援への寄与 (研究マネージャー)
若手向け外部競争的資金の拡充は若手研究者の自立に貢献している。(AB-2-08)
14.7%
10.4%
54.1%
50.3%
24.3%
27.3%
6.0%
9.8%
0.4%
1.6%
0.4%
0.5%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
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(f) まとめ
ポストドクター経験の意義については、研究マネージャー及び研究人
材本人ともにキャリア・パスの重要なステップであると認識している。
ポストドクター等の量的支援状況は、最近やや頭打ちの傾向が見られ
るものの、支援者数は着実に増加し、1999年度以降、毎年 1万人を超
える水準で推移している (予算ベース)。その一方で、支援期間終了直後
に希望する終身雇用型のポストを獲得することが困難であるなどの課
題も存在する。
博士課程学生に対する支援制度については、拡充されて来てはいるも
のの、優秀な学生が安心して博士課程に進学できるようにするために
は、より一層、経済的支援を充実させることが期待される。
若手向け競争的資金については、研究マネージャー、研究者本人とも
に研究者の自立に寄与したと認識しており、若手研究者の自立促進のた
めには、今後とも充実していくことが必要と思われる。
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(3) 研究人材の多様なキャリア・パス形成
(a) 約 4割の博士課程学生は民間企業への就職を希望
博士課程学生の約 4割は民間企業に就職してもよいと考えている (図
1–4–18)。特に工学系において、希望する割合が高い。
図 1–4–18: 民間企業に就職したいと思うか (博士課程学生)
あなたは民間企業に就職したいと思いますか。(D-A19)
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10.8%
18.6%
12.5%
10.3%
16.3%
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31.5%
34.9%
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28.2%
27.9%
28.8%
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19.3%
20.7%
16.3%
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14.1%
25.6% 7.0%
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5.0%
9.9%
3.5%
10.3%
0.5%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
全体(N=368)
理学系(N=111)
工学系(N=86)
農学系(N=40)
医学系(N=78)
複合領域系(N=43)
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
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(b) 民間企業での採用が徐々に増加
博士課程学生及びポストドクターともに、全く採用しないという企
業4 もまだ多いが、その割合は徐々に減少している (図 1–4–19)。
図 1–4–19: 民間企業における博士課程学生、ポストドクターの採用状況
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26.9%
26.1%
31.0%
32.8%
9.5%
12.1%
15.6%
13.0%
18.1%
21.6%
21.2%
22.8%
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18.9%
19.3%
23.9%
44.8%
41.0%
37.8%
34.2%
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66.8%
63.3%
61.4%
5.1%
5.4%
0.6%
0.7%
0.4%
0.2%
3.7%
4.6%
5.6%
4.8%
1.3%
1.5%
1.4%
1.4%
6.2%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
2000
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2001
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2003
毎年必ず採用 ほぼ毎年採用 採用する年もある ほとんど採用しない 全く採用しない
博士課程
ポスドク
（年度）
出典: 文部科学省 科学技術・学術政策局「民間企業の研究活動に関する調
査報告」(平成 12～15年度) より作成
4文部科学省 科学技術・学術政策局「民間企業の研究活動に関する調査報告」が対象とする企
業とは、資本金 10億円以上で研究開発活動を実施していると推測される民間企業。平成 15年度調
査の対象数は 2,038社。
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(c) インターンシップの可能性
博士課程学生の約 6割はインターンシップに興味を持っている (図 1–
4–20)。「非常にそう思う」との回答割合を見ると、複合領域系 (32.6%)、
工学系 (26.7%)が比較的高い。ただし、実際にインターンシップの経験
のある博士課程学生は少ない5。
図 1–4–20: インターンシップを活用したいか (博士課程学生)
あなたはインターンシップを経験したいと思いますか。(D-A17)
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出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
(d) ポストドクター (JSPS 特別研究員PD)は若手研究者への 1ステップ
日本学術振興会 (JSPS)の特別研究員 (PD)は支援期間終了後 5年で
約 2/3が教職、約 1割が公的研究機関等の常勤研究職を獲得している
(図 1–4–21)。
図 1–4–21: ポストドクター支援期間終了後の進路 (JSPS 特別研究員 PD)
56.2 %
43.4 %
43.3 %
70.8 %
73.9 %
65.7 %
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3.5 %
5.6 %
5.3 %
5.9 %
7.8 %
4.2 %
0% 20% 40% 60% 80% 100%
1998
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1998
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教員 公的研究機関等 民間企業 非常勤 ポストドクター その他 不明
1年後
5年後
（97年終了者）
（99年終了者）
（01年終了者）
（93年終了者）
（95年終了者）
（97年終了者）
出典: 日本学術振興会 ホームページ記載データより作成
注: 本図の対象は日本学術振興会の特別研究員 PDのみ
5本年度実施したアンケート調査では、博士課程学生のうち、インターンシップの経験のある割
合は 9.8%。図 3–4–18参照
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(e) 組織内の移動がキャリア・パス多様化の一方策
公的研究機関等及び民間企業では組織内の移動によってキャリア・パ
スの多様化に取り組んでいる。一方、大学ではそのような取組みが余り
なされていない (図 1–4–22)。
図 1–4–22: 中堅・シニア研究者への取組状況 (研究マネージャー)
あなたが責任者を務める組織・部局では、研究者のキャリアパスを多様にするために、中堅・
シニア研究者に対して組織としてどのような取り組みを行っていますか。(AB3-02)
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32.8%
9.8%
5.5%
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37.3%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%
組織としての取り組みはしていない
組織外への出向
非研究職として組織内の配置転換
研究職として組織内の配置転換
次の就職先の斡旋
その他
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
(複数回答可)
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
(f) まとめ
博士課程学生の卒業後の進路については、大学及び公的研究機関等へ
の就職を第 1希望とする学生が多数を占めるが (図 3–4–3)、一方で、民
間企業へ就職したいと考えている学生も 40%を超え (図 3–4–4)、博士課
程学生の 60%弱がインターンシップにも興味を持っている。これに対
し、民間企業側の博士課程学生の採用状況をみると、採用しないとする
割合は徐々に減ってきているものの、依然として博士課程学生の民間企
業への就職機会は小さい。
また、参考までにポストドクター支援制度の一つである日本学術振興
会の特別研究員 (PD)について、その支援期間終了後の進路をみると、
大学教員等の教職が大半を占め、民間企業は僅かに 3～5%に過ぎない。
一方、民間企業側の採用状況をみても、ポストドクターを「全く」又は
「ほとんど」採用しないとする企業が大多数を占める。このように、ポ
ストドクターのキャリア・パスは大学が中心となっていると思われる。
キャリア・パスの多様化のための組織としての取組みについては、公
的研究機関等、民間企業では組織内の移動によって対応している機関も
あるが、大学では組織としての取組みは余り行われていない。
35
(4) 研究開発マネジメントの充実
(a) 研究機関の長のイニシアティブによるマネジメントの必要性と実際
研究マネージャー及び研究者は研究機関の長のイニシアティブによる
マネジメントが必要であると認識している (図 1–4–23)。民間企業や公
的研究機関等ではそれが実践されているが、それらに比べると大学では
あまり実践されていない (図 1–4–24)。
図 1–4–23: 機関の長のイニシアティブによるマネジメントの必要性
(研究マネージャー、研究者)
研究機関を活性化し、研究効率を高めるためには一般に、機関の長のイニシアティブによ
るマネジメントが必要不可欠であると思いますか。(AB4-01、FA-46)
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まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
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者
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
図 1–4–24: 機関の長のイニシアティブによるマネジメントの実施状況
(研究マネージャー)
あなたが所属する機関では、機関の長のイニシアティブによるマネジメントが実践さ
れていますか。(AB4-02)
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33.4%
48.6%
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まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
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(b) 定量的指標の活用状況
研究者の評価に際して、大学及び公的研究機関等の多くは発表論文の
数を定量的指標として用いているが、民間企業では約半数が定量的指標
は用いていないと回答した (図 1–4–25)。
図 1–4–25: 定量的指標の活用状況 (研究マネージャー)
あなたが責任者を務める組織・部局では研究者の評価に際して、次の定量的指標のう
ちどれを用いていますか。(AB4-12)
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定量的指標は用いていない
その他
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
(複数回答可)
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
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(c) 評価に応じた処遇
民間企業では約 8割の研究マネージャーが給与等に評価結果が反映さ
れていると感じているが、多くの大学の研究マネージャーは評価に応じ
た処遇がされていないと感じている (図 1–4–26)。
図 1–4–26: 評価結果の処遇への反映の状況 (研究マネージャー)
あなたが責任者を務める組織・部局では、研究者個人の評価結果は個人の処遇
としてどのように反映されていますか。(AB4-13)
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(複数回答可)
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
(d) まとめ
機関の長のイニシアティブによるマネジメントの必要性については、
研究マネージャー、研究者ともに、その必要性について認識している。
一方、機関の長のイニシアティブによるマネジメントの実践に関して
は、特に、大学において十分に実践できていないようである。
研究者の評価のための指標については、民間企業では定量的指標があ
まり用いられていないとする回答が多いのに対して、大学及び公的研究
機関等では、主に発表論文数が定量的指標として用いられている。とこ
ろが、評価結果に応じた処遇の実施については、大学及び公的研究機関
等では、評価が給与等の処遇に反映されていないと感じる研究マネー
ジャーが多い。
以上から、大学及び公的研究機関等における研究効率を高め、研究活
動を活性化するためには、評価の処遇への反映が適切に実施されるよう
な仕組みの導入や、その実現のための支援体制の整備等が必要であると
思われる。
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(5) 研究支援の充実
(a) 研究支援者は量的に不足している
研究者一人当りの技術系研究支援者数は、公的研究機関等では約 0.5
人でやや増加傾向、大学では約 0.1人で横ばい、民間企業では約 0.3人
で減少傾向にある (図 1–4–27)。
図 1–4–27: 研究者一人当たりの研究支援者数 (技術系)の推移
0.0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004（年）
（人）
企業等 非営利団体・公的機関 大学等 全体
出典: 総務省「科学技術研究調査報告」より作成
注: 上記出典において「研究補助者」及び「技能者」として
区分されている者の和を研究支援者 (技術系)とした。
研究者一人当りの事務系研究支援者数は、公的研究機関等では約 0.5
人でやや増加傾向、大学では約 0.1人で横ばい、民間企業では約 0.1人
でやや減少傾向にある (図 1–4–28)。
図 1–4–28: 研究者一人当たりの研究支援者数 (事務系)の推移
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0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 （年）
（人）
企業等 非営利団体・公的機関 大学等 全体
出典: 総務省「科学技術研究調査報告」より作成
注: 出典において「研究事務その他の関係者」として区分
されている者を研究支援者 (事務系)とした。
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(b) 技術力の向上への対応状況
技術系の研究支援者が自己の技術力を向上させたいという希望の大き
さ (図 1–4–29)と比較すると、技術の向上の機会が十分に与えられると
感じている (「まったくそのとおり」、「そのとおり」と回答した)研究
支援者はやや少ない (図 1–4–30)。
図 1–4–29: 技術力向上に対する希望 (研究支援者)
あなたは現在あなたが専門としている技術力をさらに高めたいと思いますか。
(GA-25)
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25.5%
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23.2%
46.2%
20.8%
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21.4%
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4.1%
3.6%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=101)
公的研究機関等(N=56)
民間企業(N=145)
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
図 1–4–30: 研修等の機会の有無 (研究支援者)
あなたは、所属する組織から技術力を高めるための研修等の機会を十分に与えられて
いますか。(G-A07)
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30.4%
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39.3%
33.8%
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公的研究機関等(N=56)
民間企業(N=145)
まったくそのとおり そのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
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(c) 研究支援者の処遇改善
研究支援者 (技術系)は給与面と貢献度に応じた評価について改善を
求めている (図 1–4–31)。
図 1–4–31: 処遇への要望 (研究支援者)
あなたはご自身の処遇について、どのようなことを希望しますか。あてはまるものをいくつ
でも選んでください。(GA-30)
40.6%
34.7%
26.7%
19.8%
5.9%
3.0%
44.6%
35.7%
23.2%
21.4%
5.4%
8.9%
38.6%
18.6%
22.8%
14.5%
2.8%
35.2%
0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%
給与等の金銭面の処遇を良くしてほしい
貢献度に応じた評価をして欲しい
特に希望はない
組織における地位を向上させてほしい
労働の負荷を軽減して欲しい
その他
大学(N=101)
公的研究機関等(N=56)
民間企業(N=145)
(複数回答可)
出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
(2004年実施) より作成
(d) まとめ
研究者 1人当たりの研究支援者数は低い水準であり、特に、技術系研
究支援者数は大学で約 0.12人と少ない。同様に、事務系支援者数も大
学及び民間企業で 0.1人と少ない。
また、研究支援者本人としては、技術力の向上、新たな技術の習得に
関する意欲を持っているが、技術力を高めるための機会は必ずしも十分
に与えられていないようである。研究支援者の技術力は研究の効率を左
右し得る重要な要素であるため、今後は意欲ある技術系支援者に対して
より多くの能力向上のための研修機会等を提供することが求められる。
さらに、研究支援者は処遇について、金銭面の処遇の向上及び貢献度
に応じた評価を望んでいる。
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第2章 科学技術関係人材に関する施策の整
理・分類
2.1 基本計画における人材養成関連記述
第 1期科学技術基本計画 (1996.07.02)及び第 2期科学技術基本計画 (2001.03.30)
の全文を精査し、人材育成に関係する記述を抽出した。
第 1期科学技術基本計画の全体構成を表 2–1–1, 表 2–1–2に示す。表中の濃い色
の部分は人材養成関連の記述を含む箇所である。
(1) 第 1期科学技術基本計画の全体構成と人材育成関連施策
表 2–1–1: 第 1期科学技術基本計画の全体構成における人材育成関連記述箇所
1 研究開発の 1 研究開発推進の基本的方向
推進に関する 2 新たな研究開発 1 創造的な研究開発活動の展開のための研究開発システムの構築
総合的方針 システムの構築 2 各セクター間、地域間及び国際間の連携・交流のシステムの構築
3 厳正な評価の実施
3 望ましい研究開発基盤の実現
4 科学技術に関する学習の振興と幅広い国民的合意の形成
5 政府の研究開発投資の拡充
2 総合的かつ 1 研究者等の 1 研究者及び研究支援者の養成・確保
計画的な 養成・確保と 2 研究開発システム 1 任期付任用制度
施策の展開 研究開発システムの の整備 2 外部の人材の活用
整備等 3 産学官の連携・交流等 1 産学官の人的交流の促進に関する施策の推進
の促進 2 学会等の交流活動への参画の拡大、円滑化
3 研究開発施設・設備の共同利用等の促進
4 産学官の研究開発機能の集積による連携・交流の促進
4 組織運営の柔軟化及び資金の効果的使用
3 各種評価の実施 1 研究開発課題の評価
2 研究開発機関の評価
3 研究者の評価
2 研究開発基盤の 1 研究開発施設・ 1 国立大学等の施設の整備
整備・充実 設備の整備 2 国立試験研究機関の施設の整備
3 国立大学等及び国立試験研究機関の設備の整備
4 私立大学等の施設・設備の整備
2 研究開発に関する情報化の促進
3 知的基盤の整備
3 多元的な研究資金の拡充
4 私立大学における研究の充実
5 民間の研究開発の 1 民間の研究開発の促進
促進と国等の 2 国等の研究開発の成果の活用
研究開発の
成果の活用
6 国際的な 1 主導的・主体的な国際共同研究開発の推進
交流等の促進 2 開発途上国等との科学技術協力の拡充
3 国際的な科学技術活動の強化のための環境の整備
7 地域における科学技術の振興
8 科学技術に関する 1 学校教育における理科教育・技術教育の充実
学習の振興及び理解の 2 科学技術に親しむ多様な機会の提供
増進と関心の喚起 3 科学技術に関する理解の増進と関心の喚起
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(2) 第 2期科学技術基本計画の全体構成と人材育成関連施策
表 2–1–2: 第 2期科学技術基本計画における人材育成関連記述箇所 (1/2)
1 基本理念 1 科学技術を巡る諸情勢 1 20世紀を振り返って
2 21世紀の展望 
2 我が国が目指すべき 1 知の創造と活用により世界に貢献できる国の実現に向けて -新しい知の創造-
国の姿と科学技術 2 国際競争力があり持続的発展ができる国の実現に向けて -知による活力の創出-
政策の理念 3 安心・安全で質の高い生活のできる国の実現に向けて -知による豊かな社会の創生
3 科学技術政策の総合性と戦略性
4 科学技術と社会の 1 科学技術と社会のコミュニケーション
新しい関係の構築 2 産業を通じた科学技術の成果の社会への還元
5 第1期科学技術基本計画の成果と課題
6 科学技術振興のための 1 基本方針
基本的考え方 2 政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分
2 重要政策 1 科学技術の戦略的重点化
1 基礎研究の推進
2 国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点化
3 急速に発展し得る領域への対応
2 優れた成果の創出・活用のための科学技術システム改革
1 優れた成果を生み出す 1 競争的な研究開発環境の 1 競争的資金の拡充
研究開発システムの構 整備 2 間接経費
築 3 基盤的経費の取扱い
2 任期制の広範な普及等による人材の流動性の向上
3 若手研究者の自立性の向上
4 評価システムの改革 1 評価における公正さと透明性の確保、評価結果の資
源配分への反映
2 評価に必要な資源の確保と評価体制の整備
5 制度の弾力的・効果的・ 1 研究開発の特性を踏まえた予算執行の柔軟性・効率
効率的運用 性の確保
2 勤務形態等の弾力化
6 人材の活用と多様な 1 優れた外国人の活躍の機会の拡大
キャリア・パスの開拓 2 女性研究者の環境改善
3 多様なキャリア・パスの開拓
7 創造的な研究開発システムの実現
2 産業技術力の強化と産 1 産学官連携の強化のための情報流通・人材交流の仕組みの改革
学官連携の仕組みの改 2 公的研究機関から産業へ 1 技術移転に向けた公的研究機関における取組の促進
革 の技術移転の環境整備 2 公的研究機関が保有する特許等の機関管理の促進
3 公的研究機関の研究成果 1 民間の研究開発の促進
を活用した事業化の促進 2 研究人材の流動化への対応
4 ハイテク・ベンチャー企業活性化のための環境整備
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表 2–1–2: 第 2期科学技術基本計画における人材育成関連記述箇所 (2/2)
2 重要政策 2 優れた成果 3 地域における科学技術振興 1 地域における「知的クラスター」の形成
（つづき） の創出・活 のための環境整備 2 地域における科学技術施策の円滑な展開
用のための 4 優れた科学技術関係人 1 研究者・技術者の養成と 1 大学院
科学技術シ 材の養成とそのための 大学等の改革 2 大学学部・短期大学
ステム改革 科学技術に関する教育 3 高等専門学校・専修学校
の改革 4 高等学校
2 技術者の養成・確保
5 科学技術活動について 1 科学技術に関する学習の振興
の社会とのチャンネル 2 社会とのチャンネルの構築
の構築
6 科学技術に関する倫理 1 生命倫理等
と社会的責任 2 研究者・技術者の倫理
3 説明責任とリスク管理
7 科学技術振興のための 1 施設・設備の計画的・ 1 大学、国立試験研究機関等の施設の整備
基盤の整備 重点的整備 2 大学、国立試験研究機関等の設備の整備
3 私立大学等の施設・設備の整備
2 研究支援の充実
3 知的基盤の整備
4 知的財産権制度の充実と標準化への積極的対応
5 研究情報基盤の整備
6 ものづくりの基盤の整備
7 学協会の活動の促進
3 科学技術活 1 主体的な国際協力活動の展開
動の国際化 2 国際的な情報発信力の強化
の推進 3 国内の研究環境の国際化
3 科学技術基本計画を 1 運営の基本
実行するに当たっての 2 重点分野における研究開発の推進
総合科学技術会議の使命 3 資源配分の方針
4 国家的に重要なプロジェクトの推進
5 重要施策についての基本的指針の策定
6 評価
7 基本計画のフォローアップ
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2.2 人材養成関連施策の分類
前項で抽出した記述をその施策の目的や対象とする人材によって整理・分類し
た。その結果を表 2–2–1に示す。なお表においては見やすさのため、記述を要約
したものを記載している。
表 2–2–1: 基本計画における科学技術関係人材養成に関する施策領域 (1/2)
施策領域 第1期基本計画における主要な記述 第2期基本計画における主要な記述
研究者個人への研究成果の帰属 公募の普及や産学官間の人材交流の促進等
柔軟かつ機動的に改編できる組織運営 研究を行う職については原則公募
新たな任期付き任用制度の導入 任期制の広範な定着
国立試験研究機関の優秀な人材の円滑な結
集のための任期付き任用
若手研究者は原則５年間は任期付研究員と
する
任期制の広範な普及等による人材の流動性
の向上
国の研究機関等における任期制および公募
の適用方針の策定
ポストドクター等１万人支援計画の平成12
年度までの達成
研究費でポストドクターを確保する機会の
拡充
奨学金の貸与人数および金額の改善・拡充 ポストドクターの行政・企業等への派遣
ポストドクトラル研究者層の充実・強化 ポストドクターの大幅な採用も含め若手の人材を中心に据える
若手研究者に対するフェローシップの拡大 各研究機関において研究スペースの確保など必要な配慮を行う
大学等における自然科学系教育の改善･充実
を図る
優れた研究者が最大限の能力を発揮できる
よう、若手研究者の自立性を確保する
多様なキャリア・パスの開拓 行政、産業界等幅広い職で活躍できるような多様なキャリア・パスを確保する
大学等における社会人の受入等の推進 ポストドクターや若手研究者の行政、企業等への派遣
研究開発マネジメントの充実 優秀な研究マネージャー及び研究リーダー
の養成・確保
研究開発の責任者とマネジメントの責任者
を分離
適切な処遇の確保を図るための業績等の適
切な評価実施
専任で評価に従事する人材を確保するな
ど、評価に必要な体制を整える
必要に応じた外部専門家による評価の導入 公正で透明性の高い評価の実施
適切な評価指標の適用 評価結果を適切に処遇に反映させる
多様なキャリア・パスの形成
研究者の評価
人材の流動性の向上
任期付任用
ポストドクター支援
若手研究者の自立
45
表 2–2–1: 基本計画における科学技術関係人材養成に関する施策領域 (2/2)
施策領域 第1期基本計画における主要な記述 第2期基本計画における主要な記述
研究支援者への採用機会の確保及び勤務環
境の充実 労働者派遣事業の活用を可能とする
研究者１人あたりの研究支援者数が早期に
約１人となるよう研究補助者及び技能者を
確保
研究機関内に研究支援者を集約して活用
民間事業者との契約を活用した研究支援者
の確保 特殊法人が研究支援者を提供
事務支援の充実 研究開発を円滑に行うための事務職員の資
質の向上
年度当初から研究を開始できるようにする
ための会計事務の効率化
技術者の質を社会的に認証するシステムの
整備
大学における技術者教育の外部認定制度の
導入
技術マネジメント教育の確立
技術者資格制度の国際的な相互承認の具体
化
女性研究者の環境改善 女性研究者の環境改善 女性研究者の環境改善
日本語研修の充実、外国人宿舎の整備、家
族に対する教育・文化活動の機会の提供等
の生活支援
外国人を積極的に登用する
平成12年度までに日本学術振興会外国人特
別研究員制度を420人規模から1,050人規模
に拡充
研究開発活動の共通語と言える英語を使用
言語とする
優れた外国人の活躍の機会の拡大
民間企業等の外部人材の活用等の推進
国立試験研究機関における高度な技能を有
する外部人材の活用
理科教育･技術教育のための外部人材の活用
小・中・高等学校等での大学教員・研究者
による講演、実験実演等の推進 観察・実験・体験学習を重視する
理科教育・技術教育の担当教員に対する各
種研修機会の充実、外部人材の積極的活用
教員研修の充実、産業現場等におけるイン
ターンシップ、社会人講師の導入
魅力ある博物館・科学館等の整備充実及び
プログラムの開発による科学技術理解増進 研究機関の公開
大学、高等専門学校、国立試験研究機関等
に高校生等を受け入れる体験事業の推進
海外人材の確保と海外交
流の促進
外部人材の活用
研究支援者の充実
技術者の養成･確保
学習の振興、理解増進
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第3章 達成状況の把握及び評価
本章では、人口構成及び研究者数の推移等の科学技術関係人材に関する全般的
な状況を把握した上で、科学技術基本計画における科学技術関係人材養成に関す
る施策領域別に、各種指標及びアンケート調査の結果をもとに達成状況について
考察する。
3.1 科学技術人材に関する全般的状況
生産年齢人口の推計
主要国の総人口に占める生産年齢人口 (15～64歳の人口)の割合の推移を図3–1–1
に示す。
図 3–1–1: 主要国の生産年齢人口比の推移
0.45
0.5
0.55
0.6
0.65
0.7
0.75
1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 （年）
日本
ドイツ
フランス
英国
中国
米国
インド
出典: United Nations, “World Population Prospects 2002” 中位推計より作成
国連の推計によれば、日本における総人口に占める生産年齢人口の割合は、2010
年には図中の主要国中最も低くなり、その後も低下し続け、2050年には約 0.5の
水準にまで低下すると予想されている。これは国の生産性の低下の可能性が大き
いことを示している。科学技術創造立国を目指す日本は、少ない生産年齢人口の
もとでいかに効率的に財・サービスを生産できるかが問われることとなり、科学
技術関係人材の確保・養成の重要性が一層高まるということができる。
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研究者数の推移
(1) 日本
機関種別の研究者数の推移を図 3–1–2に示す。研究者数の増加から研究開
発に携わる者に対する需要の増加が推察される。
図 3–1–2: 機関種別研究者数の推移 (日本)
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出典: 科学技術政策研究所「2004年版 科学技術指標」より作成
注 1: 値は実数 (Head Count)値
注 2: 人文・社会科学系を含む全分野
図 3–1–1で見たように、研究開発を担う生産年齢人口比は今後急激に低下
することが予想され、その中でいかにレベルの高い科学技術関係人材を養成・
確保し、科学技術分野で国際的な地位を維持・確立するかが課題となる。
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(2) 主要国との比較
主要国の研究者数の推移を図 3–1–3に示す。
図 3–1–3: 主要国の研究者数の推移
0
200,000
400,000
600,000
800,000
1,000,000
1,200,000
1,400,000
1981 1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003
米国
中国
日本
ドイツ
韓国
フランス
英国
（年）
（人）
出典: 科学技術政策研究所「2004年版 科学技術指標」より作成
注 1: 韓国を除き、人文・社会科学系を含む。
注 2: 値は実数 (Head Count)値
注 3: 米国及びドイツについては、未調査年があるため、調査年を直線 (波
線)で結んでいる箇所がある。
米国の研究者数は 1981年に約 68万人であったが、1999年にはその約 1.8
倍の約 126万人に達している。
日本の研究者数 (実数)は 1981年には約 38万人であったが、1999年には
その約 1.9倍の約 73万人、2003年には約 80万人となった。
中国の研究者数は 1999年以降急速に増加しており、2001年には約 74万人
になり、日本の研究者数を超えている。
欧州のドイツ、英国及びフランスの研究者数は増加しているものの、その
伸びは米国、日本及び中国に比較して小さい。
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博士号取得者
(1) 主要国の博士号取得者数
主要国の博士号取得者数 (科学技術系)の推移を図 3–1–4に示す。
図 3–1–4: 主要国の博士号取得者数 (科学技術系)の推移
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出典: NSF “Science and Engineering Indicators 2002” , 同 2004 より作成
注 1 : 科学技術系には「社会・行動科学」、「生物学・農学」、「工学」、「物理学・
地球物理学」、「数学」、「計算機科学」が含まれる。
注 2 : 日本の値は論文博士を含む。
注 3 : 外国人に与えた博士号を含む。
博士号取得者数の規模では米国が他の主要国に比較して非常に多く、1996
年には年間 27,000人を超えたが、1999年にはやや減少している。
ドイツは米国に次いで多くの博士号取得者を輩出しているが、増加率で見
ると、1990年以降鈍化傾向が見られる。
アジアでは、中国での博士号取得者数は 1993年頃から日本を上回る率で
増加し、2000年に日本の数 (7,089人)を上回った (7,304人)。韓国の博士号
取得者数は、主要国に比較して絶対数では及ばないものの、順調に増加して
いるということができる。
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(2) 分野別博士号取得者数
次に、博士号取得者の専門分野別の割合を図 3–1–5に示す。
図 3–1–5: 主要国の博士号取得者の専門分野別割合
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出典: NSF “Science and Engineering Indicators 2004” より作成
注 1 : 「自然科学」は物理学、生物学、地球・大気科学、海洋科学を含む。
注 2 : 保健分野は「非科学技術系」に分類されている。
他の主要国と比較した場合の日本の特徴として、「自然科学」の割合が小
さい (9.9%)ことを挙げることができる。また、「農学」の占める割合は 7.7%
であり、比較対照国中で日本は最も大きな割合となっている。「工学」の割
合は 24.7%であり、これは中国 (34.8%)、韓国 (26.9%)についで大きな割合
を占めている。また、非科学技術分野の割合が高い (54.0%)ことも日本の特
徴である。
米国の特徴は心理学や行動科学を含む「社会科学」の割合が高いこと(18.4%)
である。英国は「自然科学」の割合が高く (30.9%)、フランスは「数学・計算
機科学」の割合が比較的高い (7.6%)。中国は工学の割合が大きく (34.8%)、ま
た韓国は日本と良く似た割合であり「非科学技術系」の割合が大きい (53.4%)
ことが特徴となっている。
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3.2 研究人材の流動性向上
3.2.1 基本計画における記述
[第 1期基本計画]
• 柔軟で競争的な研究開発環境の実現に不可欠な研究者の流動化を促進させる
ため、任期制が我が国の研究社会の中で実効的に機能し得るよう配慮しつつ、
研究者の任期制の導入を図る。(1–121400–01)
• 国立試験研究機関においては、人材の結集や若手研究者の登竜門として活用
できる新たな任期付任用制度を、処遇等諸条件を整備しつつ導入する。(1–
121400–02)
• 研究開発の進展と変化が大きい中にあって、各国立試験研究機関が、研究者
の流動的な活用を必要とする研究分野等に優秀な人材を円滑に結集するため、
研究計画の年限があらかじめ定まっていない場合にも、任期を付した任用を
可能とする。(1–212111–01)
• 研究者が若い時代においてその創造的な能力を涵養し、研究社会において優
秀な研究者として認知されていくための登竜門として、若手研究者を任期を
付して任用することを可能とする。(1–212112–01)
• 研究者の流動化が今後進展していく状況にもかんがみ、研究者個人による研
究成果の利用に道を開くため、各省庁は必要に応じ、特許権等の研究者個人
への帰属を導入するよう、各省庁の判断に応じ、平成 8年度から職務発明規
程を改正する。(1–252300–03)
[第 2期基本計画]
• 人材は、科学技術活動の基礎となるものであるので、科学技術に関する教育
の改革を進めることにより、優れた人材を養成・確保する。研究者の養成に
は、多様な研究開発環境を経験することが重要であるので、研究者の流動性
を確保する。 (2–106120–03)
• 研究者がその資質・能力に応じた職を得られるよう、公募の普及や産学官間
の人材交流の促進等を図る。(2–221120–3)
• 研究者が多様な経験を積むとともに、研究者の流動性を高めるため、産学官
間の交流や国際交流を重視する。その際、適性に応じて、研究開発のみなら
ず、行政、産業界等幅広い職で活躍できるような多様なキャリア・パスを確
保するため、ポストドクターや若手研究者の行政、企業等への派遣を可能と
し、促進する。 (2–221120–07)
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• 国立試験研究機関、独立行政法人研究機関、国立大学等の国の研究機関等は、
30代半ば程度までの若手研究者については広く任期を付して雇用するよう
に努めるとともに、研究を行う職については原則公募とし、広く資質・能力
のある研究者に公平な雇用機会を提供する。国の研究機関等は、任期制及び
公募の適用方針 (業務や研究分野等により任期制または公募を適用できない
場合はその理由)を明示した計画を作成するよう努める。研究機関の評価に
当たっては、任期制及び公募の適用状況を評価の一つの重要な観点とする。
(2–221120–05)
• 研究者の流動化その他の科学技術システム改革に関する施策についても、基
本計画を踏まえ、必要に応じ、基本的な指針を取りまとめる。(2–305000–02)
3.2.2 研究人材の流動性向上のための主な施策
(1) 第 1期期間中 (平成 8年度～12年度)
(a) 「大学の教員等の任期に関する法律」 (平成 9年度)
(b) 「一般職の任期付き研究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法
律」(平成 9年度)
• 研究公務員を任期付きで特別の俸給体系により採用することが可能
となった。
• 若手の研究者の能力を涵養する場合: 原則 3年 (人事院の承認を得
て 5 年)
• 特に優れた研究者を招聘する場合: 原則 5年 (人事院の承認を得て
7年、特別の計画に基づくプロジェクトでは 10年)
(c) 「流動促進研究制度」(平成 9年度～12年度)
(2) 第 2期期間中 (平成 13年度～17年度)
(a) 産業技術力強化法 (国立大学の教官が企業役員を兼任することが可能と
なった。)(平成 12年度)
(b) 人事院規則 14–17(国立大学教員等の研究成果活用企業の役員等との兼
業) (平成 12年度)
(c) 人事院規則 14–18(国立大学教員等の技術移転事業者の役員等との兼業)
(平成 12年度)
(d) 「研究者の流動性向上に関する基本的指針 (意見)」総合科学技術会議
(平成 13年度)
(e) 「若手任期付任用研究員支援プログラム」 文部科学省 (平成 13年度～
15 年度)
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(f) 人事院規則 8-12改正 (任期延長の包括事後承認制、給与の弾力運用化)
人事院 (平成 14年度)
(g) 特別研究員の採用基準の改定 (出身研究室以外への配置) 文部科学省 日
本学術振興会 (平成 15年度)
(h) 「一般職の任期付き研究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法
律」(平成 14年度改正)
3.2.3 研究人材の流動化の意義
科学技術基本計画において、研究者の流動性は柔軟で競争的な研究開発環境の
実現に不可欠であり、優れた研究者の養成にとって重要であると述べられている。
しかしながら、流動性の意義については基本計画には具体的に記述されておら
ず、研究人材自身がどのように認識しているかは必ずしも明らかになっていない。
そこで、本年度実施したアンケート調査では、まず研究人材の流動性の意義その
ものを研究マネージャー及び研究者に質問し、認識を明らかにすることとした。こ
こでは、その結果をもとに、人材の流動化の意義について述べる。
研究人材の移動と研究組織の活性化
研究マネージャーに対して研究者が流動することが研究機関にどのようなメリッ
トをもたらすかについて質問した回答結果を図 3–2–1に示す。
図 3–2–1: 研究者の流動化と研究機関へのメリット (研究マネージャー)
研究者の流動性が向上すると、あなたの所属する機関にとってどのようなメ
リットがありますか。(AB1-18)
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大学、公的研究機関等、民間企業の研究マネージャーがそろって最も多く回答し
たのは「新しい研究領域を開拓できる」で、それぞれ 65.0%、59.0%、66.3%であっ
た。次に多い回答は「優れた人材を獲得できる」(それぞれ 52.6%、56.3%、51.6%)
であった。一方、民間企業では「新しい文化を取り入れられる」との回答も50.5%と
多くなっており、この点が大学や公的研究機関等と異なる民間企業の特徴といえる。
54
この他、民間企業とその他の差が大きい回答として「不適合者の転出を促せる」
がある。大学、公的研究機関等の約 30%の回答者がこの選択肢を選択しているの
に対して、民間企業では 11.5%と回答割合が小さい。
一方、研究者に対しては、研究人材の流動性が向上することが研究機関の活性
化に寄与するかどうかを質問した。その回答結果を図 3–2–2に示す。
図 3–2–2: 研究人材の流動性向上は活性化に寄与するか (研究者)
一般に研究者の流動性が向上することは、研究機関の活性化に寄与すると思います
か。(FA-15)
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非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答
「非常にそう思う」と「ややそう思う」とを合わせた肯定的回答の割合は大学
で 63.2%、公的研究機関等ではやや小さく 45.9%、民間企業では 67.2%であった。
全般的に、肯定的回答が「あまりそう思わない」と「まったくそう思わない」と
を合わせた否定的回答の割合よりも大きく、流動性の研究機関の活性化への寄与
は認知されているということができる。
研究人材の移動と研究能力の向上
研究者に対して「研究能力を高めるためには研究機関を移動して経験を積むこ
とが重要か」を質問した。その回答を図 3–2–3に示す。
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図 3–2–3: 移動することと研究能力との関係 (研究者)
研究能力を高めるためには、研究機関間を移動して経験を積むことが良いと思いますか。
(DA-26,EA-50,FA-13)
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この質問に対して肯定的回答を最も高い割合で示したのは博士課程学生であり、
66.9%が「非常にそう思う」または「ややそう思う」と回答している。これに対し
て最も肯定的回答割合が小さかったのは公的研究機関等の研究者で、その割合は
42.4%であった。しかし、全体として見ると、肯定的回答が否定的回答を大きく上
回っており、研究者は移動することによって研究能力が高まると考えているといっ
てよいだろう。
この他、「研究能力を高めるためには、長期にわたり一つの研究組織でじっくり
と研究を続けることが良いと思いますか」との質問に対する回答結果でも肯定的
回答割合が否定的回答割合よりも大きかったことからすると、研究能力を高める
ためには、一つの組織でじっくりと研究を継続することが必要な場合もあると言
えそうである。
このように、研究人材の流動性の向上については、研究組織の活性化にも、研
究人材の研究能力の向上の点からもメリットがあると評価されたが、他方、後述
するように流動性向上に伴う様々のデメリットの指摘がある点にも留意する必要
があろう。
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3.2.4 研究人材の流動性の状況
科学技術基本計画においては、柔軟で競争的な研究開発環境の実現のために、あ
るいは、研究者の養成には多様な研究開発環境を経験することが重要であるため、
研究者の流動性を確保することとされている。
そこで、研究者の機関間の移動の状況や経験機関数など、我が国における全体
的な研究人材の流動性の状況を把握する。
機関間移動の状況
図 3–2–4は 2003年度 1年間の大学、公的研究機関等、民間企業の間で転出する
人材がどのように移動するかを示したものである。枠内は 2003年度末におけるそ
のセクターの総研究者数である。
図 3–2–4: 大学・公的研究機関等・民間企業間の転出転入の状況 (2003年度)
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非営利団体・公的機関 企業等
出典: 総務省「科学技術研究調査報告」(平成 16年)より作成
上段: 転出数
括弧内: 転出総数に占める割合
枠内: 2004年 3月 31日現在の在籍研究者数 (兼務者を含む)
注 1: 人文・社会科学系分野を含む。
注 2: 機関間の移動のみを対象としている (同一大学内における他学部への移動
等は含まない)。
注 3: 研究者にはポストドクターを含む。
注 4: 大学の研究者には博士課程後期学生が含まれる。
注 5: この他の新規採用者数は、大学等: 8,415人、非営利団体・公的機関: 1,443
人、企業等: 21,200人である。
注 6: この図には研究者以外の職種として転出した者、大学等、非営利団体・公
的機関、企業等以外に転出した者、退職した者等は含まれていない。
転出する研究者が再びそのセクターに転入する割合を見ると、大学では 86.9%、
民間企業では 84.0%と同程度で、高い水準にある。これに対して公的研究機関等
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では 31.2%と比較的低い。
公的研究機関等の特徴は、転出者の多く (65.0%)が大学に転入していることで
ある。公的研究機関等は大学の転出人材の 8.0%を受け入れ、また総研究者数に対
する転出者数が大学、民間企業に比較して多いなど、比較的流動性が高い機関種
であるということができる。一方、大学及び民間企業はそれぞれ約 28万人、約 50
万人と大きな研究者総数に比較して他の機関種へ転出する研究者数が少なく、機
関種が異なる機関との間の移動の規模は限られている。
文部科学省の「我が国の研究活動の実態に関する調査」(平成 12年度)では、研
究者 (国内で論文 (医学を含む科学技術分野)を発表した者から無作為抽出)の年齢
別の経験機関数を調査している。その結果を図 3–2–5に示す。
図 3–2–5: 研究者の年齢階層別経験機関数
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出典: 文部科学省「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」(平成 12年度)
注 1: 大学・大学院等の高等教育課程を修了した後、調査時点に至るまでに所属し
た研究機関の数を対象としている。
注 2: 現在所属している機関、海外機関を含む。
30歳未満では約 74% が 1機関のみであり、35歳～40歳の間でも 1機関のみの
比率は約 66%である。年齢別にみて最も大きな変化があらわれるのが 60歳以上で
あり、ようやく 1機関のみの比率が 50%を下回る。なお、60歳以上で移動機関に
急な増加をもたらす要因は、定年後または定年間近になってから外部へ転出する
例が多いからではないかと推察できる。
同じく「我が国の研究活動の実態に関する調査」(平成 13年度)の結果より、所
属機関種別の移動経験 (図 3–2–6)を見ると、特に民間において経験「1機関のみ」
の割合が 72.2%と高く、流動性が低いことが分かる。
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図 3–2–6: 研究者の所属機関種別経験機関数
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1機関のみ 同種2機関 異種2機関 同種3機関以上 異種3機関以上
出典 : 文部科学省「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」(平成 13年度)よ
り作成
注 1 : 機関区分は上記調査の対象者とされた研究者の所属機関の区分であり、本調
査において実施したアンケート調査結果の集計区分とは異なる可能性がある。
注 2 : 所属機関は調査時点で調査対象者が所属している機関区分を表す。
注 3 : 経験機関数の数え方については、図 3–2–5の注参照
図 3–2–7は本年度実施した「これからの人材育成と研究の活性化のためのアン
ケート調査」の回答者 (研究者)の現在の所属機関種別の平均経験機関数を年齢階
層別に示したものである。
図 3–2–7: アンケート調査回答者の年齢階層別平均経験機関数
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(N=213)
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出典: 「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」(2004年実施)
より作成
注 1 : 大学・大学院等の高等教育課程を修了した後、調査時点に至るまでに所属した
研究機関の数を対象としている。
注 2 : ポストドクター・研究生、海外の経験を含む。
全ての年齢階層を通じて大学の研究者の経験機関数が公的研究機関等及び民間
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企業の経験機関数よりも大きい。29歳以下の大学の回答者は平均 1.47機関を経験
しており、年齢とともに経験機関数は増加し、大学の 40歳代の回答者は平均 2.61
機関を経験している。民間企業では 40歳代までは大学及び公的研究機関等に比較
して平均経験機関数がかなり小さいが、50歳代では 2.30となり、公的研究機関等
よりも大きくなっている。これは関連会社への出向や転籍によるものではないか
と推察できる。なお、大学及び公的研究機関等では 40歳代と 50歳代とで、経験機
関数の逆転現象が見られる。研究人材の流動性が経年的に同程度であるとすれば、
経験機関数は経験年数とともに単調に増加するはずであるが、このように逆転が
見られることから、近年、流動性が増大している可能性があるとも考えられる。
また、同アンケート調査では、研究現場での実感としての流動性の状況を知る
ため、3年前と現在との人材の流動性の変化について、研究マネージャーに質問し
た。その結果を図 3–2–8に示す。
図 3–2–8: 研究マネージャーからみた流動化の状況
私が責任者を務める組織・部局では、3年前にくらべて人材の流動性(他の機関との間
の研究人材の転入転出)が向上している。(AB-1-01 )
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大学では「まったくそのとおり」、「ほぼそのとおり」を合わせた回答割合 (46.3%)
が、「ほとんどそうでない」、「まったくそうでない」を合わせた回答割合 (13.2%)
よりも大きく、流動性が向上しているという実感をもっている研究マネージャーが
多いことが分かる。公的研究機関等ではその割合がそれぞれ 41.0%、18.1%と若干
低くなるが、やはり流動性が高まったと感じている研究マネージャーが多い。こ
れに対して民間企業では逆にそれぞれ 21.2%、39.8%と否定的回答が大きく、3年
前との比較では流動性はあまり大きくなっていないようである。
このように、大学では最近、研究人材の流動性が向上していると実感している
研究マネージャーが多いが、実際に大学における教員の流動性を経年変化を分析
するために、本年実施したアンケート調査とカーネギー財団による調査 [15](以下
「カーネギー調査」という)を対比した。カーネギー調査は 1992年から 1993年に
かけて主要国の大学教授職を対象とし、国際的な比較調査を行ったものであり、同
調査では、大学教授の高等教育機関におけるこれまでの移動経験から生涯に移動
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が期待される経験機関数を算出している。カーネギー調査は、研究者の移動を定
量的に分析した調査としては貴重な存在である。
本年実施したアンケート調査では、大学教授を含む研究者の移動実態を詳細に
把握した。その結果をもとに、回答者のうち大学教授職についてカーネギー調査と
同様の方法によって生涯移動回数期待値を算出した。その結果を図 3–2–9に示す。
図 3–2–9: 生涯移動回数期待値
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出典: カーネギー財団「大学教授職国際調査」(1992–1993)[15]、「これからの人
材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」(2004年実施) より作成
注 1: 基本計画レビュー調査における算出方法:
1) 回答者から教授職のみを抽出する。
2) 各回答者の高等教育機関における経験機関数を算出する。経験機関数
から 1を引いたものを移動回数Aとする。
3) 各回答者の高等教育機関における経験年数 Bを算出する。
4) A/Bを計算しこれを年間移動回数期待値 Cとする。
5) 生涯の在職期間を 30年と仮定し、Cを 30倍したものを生涯移動回数
期待値とする。
注 2: 助手以上の大学の教員としての経験を対象としている (ポストドクター、
研究生等の経験は除外)。
注 3: 海外における経験は除外している。
注 4: 同一高等教育機関内での移動は含まない。
カーネギー調査時点では日本の教授職の生涯移動回数期待値は 0.78回とされた。
本調査では大学全体で 0.99回、国立大学法人で 0.96回、公立大学で 1.18回、私
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立大学で 1.00回であった。ただし、本年度実施したアンケート調査の対象者は自
然科学系の博士課程を有する大学の研究者であり、全分野の教授職を対象とした
カーネギー調査とは対象分野が全く同じではないことに留意する必要がある。こ
のため、この数値を単純に比較することには注意を要する。
インブリーディングの状況
大学おける教員の自校出身者の割合を図 3–2–10に示す。2001年では、全体の
34.0%の教員が自校出身者である。分野別では保健が最も自校出身者の割合が高く
過半数 (55.9%)が自校出身者で占められている 。一方、人文科学 (15.8%)や社会
科学 (16.3%)は自校出身者の割合が低い。経年的に見ると、いずれの分野も自校
出身者の割合が低下している。
図 3–2–10: 大学教員の自校出身者の割合 (分野別、学部＋大学院)
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出典: 文部科学省「学校教員統計報告書」より作成
表 3–2–1は大学院教員のみについて見たものである1。学部を含めた場合 (図 3–
2–10)に比較して、全体として自校出身者の割合が高い。2001年では、大学院教員
の 59.1%が自校出身者で占められている。分野別では農学系が高く、77.3%が自校
出身者である。1998年から 2001年の変化を見ると、保健分野を除いてインブリー
ディング率は低下している。
表 3–2–1: 大学院教員の自校出身者割合 (分野別)
全体 人文科学 社会科学 理学 工学 農学 保健
1998 62.2% 62.9% 58.4% 51.2% 65.0% 83.5% 69.4%
2001 59.1% 52.6% 41.9% 47.2% 62.2% 77.3% 69.8%
出典: 文部科学省「学校教員統計報告書」より作成
1出典資料では 1998年以降、大学院教員の自校出身者の割合が公表されている
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なお、図 3–2–10、表 3–2–1のもととなった学校教員統計調査における「自校出
身者」とは、調査時点における教員総数のうち、現在勤務している学校を卒業し
た者の占める割合である。したがって、例えば出身校を卒業後、民間企業等、出
身校以外の機関を経て出身校に着任した場合にも自校出身者として数えられる。
一方、インブリーディングが問題視されるのは、出身校を卒業後すぐに出身校
に教員として就職するような場合に閉鎖的な学閥が形成されたり、学問分野に広
がりがないまま停滞することを懸念する場合である。この状況を把握するために
は、出身校卒業後の第一機関に着目する必要がある。そこで、アンケート調査の
結果をもとに、第一機関に着目し回答者のインブリーディング率を集計した。そ
の結果を図 3–2–11に示す。
図 3–2–11: アンケート調査回答者のインブリーディング率
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注 1: インブリーディング I : 経験機関が現在まで出身大学 1機関のみの者
注 2: インブリーディング II : 第 1機関が出身大学で、その後移動経験のある者
インブリーディング I とは、経験機関が現在まで出身大学 1機関のみの者であ
る。また、インブリーディング IIとは高等教育機関修了後の第 1機関が出身大学
であり、その後移動の経験がある者である。インブリーディング Iを見ると、30代
の研究者の 27.5%、50代でも 20.2%を占める。すなわち、30代の 4人に 1人以上、
50代の教員の 5人に約 1人はその大学の出身者であり、他の機関の経験がない。
Iと IIの和が第 1機関に出身校を選択した者の割合であり、これを年齢階層別に
見ると、年齢が若い層ほどその割合が大きくなっている。これはすなわち、高等
教育機関修了後の第 1機関として出身大学を選択する割合が近年大きくなってい
ることを示している。
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3.2.5 制度の活用状況
科学技術基本計画では、研究者の流動性向上を目的とした施策として、若手を
対象として任期付任用制を適用するとともに、公募制を導入し広く公平な雇用機
会を提供するとしている。ここでは任期付任用制および公募制について、既存の
統計情報と本年度実施したアンケート調査の結果から、制度の導入率や適用率等
の活用状況について達成状況の把握を行う。
任期付任用制の活用状況
大学における任期付任用制の導入状況を図 3–2–12に示す。大学全体の機関数に
占める任期付任用制導入機関数の割合 (導入率)は 1998年の 3.5%から上昇し、2002
年には 28.6%に達している。国立、公立、私立の別では、国立大学での導入率が高
く、2002年で 65.7%の大学で導入されている。これに比べると、公立及び私立大
学の導入率は低く、2002年でそれぞれ 16.0%、23.2%にとどまっている。
図 3–2–12: 大学における任期付任用制の導入状況
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出典: 中央教育審議会 大学分科会 大学教員組織のあり方に関する検討委
員会 (第 2回)配布資料 4: 「大学教員の流動性について」、文部科
学省「学校基本調査報告書」より作成
注: 各年における大学数に占める任期付任用制を導入している大学の割
合
次に、教員全体に占める任期付任用制の適用者数の割合 (適用率)を図 3–2–13に
示す。大学全体では 1998年に僅か 0.07%であった適用率は 2002年には 3.4%まで
上昇している。大学の設置者別に見ると、国立大学の適用率は 5.8%と公立大学や
私立大学に比較して高く、適用率の伸びも他に比べて大きくなっている。
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図 3–2–13: 大学における任期付任用制の適用状況
0.07%
0.12%
0.08%
0.02%
0.39%
0.39%
0.60%
0.37%
0.87%
0.85%
0.77%
0.90%
1.9%
2.7%
1.6%
1.3%
3.4%
5.8%
1.2%
1.9%
0% 2% 4% 6% 8% 10%
大学全体
国立
公立
私立
1998年
1999年
2000年
2001年
2002年
出典: 中央教育審議会 大学分科会 大学教員組織のあり方に関する検討委員会
(第 2回)配布資料 4: 「大学教員の流動性について」、文部科学省「学校
基本調査報告書」より作成
注 1 : 各年の本務教員数に占める任期付任用制が適用されている教員数の割合
注 2 : 本図は大学の教員等の任期に関する法律に基づく任期制の導入状況を示
したものであり、私立大学においては、この法律に基づかない任期制を採
用しているところもある。
国の研究機関等における年齢階層別の任期任用制の適用率の推移を図 3–2–14に
示す。
図 3–2–14: 国の研究機関等における任期付任用制の適用状況 (年齢階層別)
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出典: 文部科学省「国の研究機関等における研究者の流動性向上に関する実態調
査」(2004年 3月)より作成
注 1: 各年の常勤研究者数に占める任期付任用制が適用されている研究者数の
割合
注 2: 国立試験研究機関、特定独立行政法人研究機関の合計
注 3: 2002年、2003年は 4月 1日現在、2004年は 1月 1日現在
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全年齢合計では2004年で 6.0%であり、これは国立大学の適用率 (5.8%、2002年)
と同程度である。年齢階層別に見ると、26歳から 35歳の若手を中心に適用され、
適用割合は増加する傾向にある。2004年の適用率は、26～30歳で 20.3%、31～35
歳では 16.7%である。若手に比べ、中堅・シニア層への適用率は低く、36～40 歳
では 5.6%、41～45歳では 2.3%であるが、46歳以上の適用率は 1%程度である。
アンケート調査においても、任期付任用制が回答者 (研究マネージャー及び研究
者)の所属機関に導入されているか、また、回答者本人 (研究者)に適用されている
か否かを質問した。その回答結果を図 3–2–15、図 3–2–17にそれぞれ示す。
図 3–2–15: 任期付任用制の導入状況 (研究マネージャー、研究者)
あなたの所属する研究機関では任期付任用制度を導入していますか。(AB1-20,FA-01)
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大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
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公的研究機関等(N=144)
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公的研究機関等では回答者の 78.1%(研究マネージャー)、83.3%(研究者)が自身
の機関に任期付任用制が導入されていると回答している。一方、大学では 54.3%(研
究マネージャー)、47.5%(研究者)である。
図 3–2–16は大学における任期付任用制の導入状況を国立、公立、私立、共同利
用機関別に集計したものである。
図 3–2–16: 任期付任用制の導入状況 (研究マネージャー、大学のみ)
あなたの所属する研究機関では任期付任用制度を導入していますか。(AB1-20)
58.2%
21.9%
47.7%
88.2%
38.8%
78.1%
49.0%
8.8%
3.0%
3.3%
2.9%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
国立大学(N=232)
公立大学(N=32)
私立大学(N=151)
大学共同利用機関(N=34)
はい いいえ 無回答
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公立大学では国立大学や私立大学に比較して導入していると回答した割合が低
く (21.9%)、一方、大学共同利用機関では国立、公立、私立大学に比較して導入し
ていると回答した割合がかなり高い (88.2%)。このように同じ大学をとっても、導
入の状況には差が見られる。
次に回答者 (研究者)に適用されているかについて質問したところ、大学では
17.1% 、公的研究機関等では 6.9%であった。
図 3–2–17: 任期付任用制の適用状況 (研究者)
現在、あなたの雇用には任期が設定されていますか。(FA-03)
17.1%
6.9%
81.8%
93.1%
1.1%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=826)
公的研究機関等(N=144)
設定されている 設定されていない 無回答
このうち大学の研究者について、回答者の年齢階層別の適用率を集計した結果
を図 3–2–18に示す。
図 3–2–18: 年齢階層別の任期付任用制の適用状況 (大学の研究者)
現在、あなたの雇用には任期が設定されていますか。(FA-03)
31.6%
22.7%
15.4%
12.4%
17.4%
68.4%
77.3%
83.8%
86.2%
80.3%
0.0%
0.0%
0.8%
2.3%
1.4%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
～29歳(N=19)
30～39歳(N=181)
40～49歳(N=260)
50～59歳(N=217)
60～69歳(N=132)
設定されている 設定されていない 無回答
年齢階層別では 29歳以下の研究者の 31.6%に任期が適用されている。年代が上
がるにつれて任期の適用率は低くなるが、60歳代になると再び上昇し、適用率は
17.4%となっている。
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任期付任用制の効果
科学技術基本計画では、流動性向上のための施策として考えられている任期付
任用制度について、研究マネージャーに対しその導入目的を質問した。その回答
結果を図 3–2–19に示す。
図 3–2–19: 任期付任用制の導入目的 (研究マネージャー)
任期付き任用制度を導入した目的はなんですか。(AB1-20-1)
38.1%
31.1%
36.1%
5.7%
16.4%
7.8%
51.0%
40.6%
11.9%
30.8%
6.3%
8.4%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
時限プロジェクト対応として
若手の試用期間として
人材のやる気を引き出すため
監督官庁の指示により
不適合者の転出促進策として
その他
大学(N=244)
公的研究機関等(N=143)
(複数回答可)
大学においては「時限プロジェクト対応として」との回答 (38.1%)が最も多い
が、同程度に「人材のやる気を引き出すため」(36.1%)も多く、次いで「若手の試
用期間として」(31.1%)との回答も多い。
公的研究機関等で最も多い回答は大学と同じく「時限プロジェクト対応として」
(51.0%)であり、次いで「若手の試用期間として」(40.6%)が多い。公的研究機関
等においては「監督官庁の指示により」が 30.8%であり、大学の回答割合 (5.7%)
に比較してかなり大きくなっている。
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次に、任期付任用制が流動性向上に寄与しているかを任期付任用制を導入して
いる機関の研究マネージャーに対して質問した。その結果を図 3–2–20に示す。
図 3–2–20: 任期付任用制の若手研究者の流動性向上への寄与
(任期制を導入している機関の研究マネージャー)
私が責任者を務める組織・部局では、任期付き任用制度を導入してから若手研究者の
流動性が向上した。(AB-1-10)
5.7%
7.0%
32.8%
32.2%
39.8%
35.7%
11.9%
14.0%
4.5%
4.9%
5.3%
6.3%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=244)
公的研究機関等(N=143)
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
大学、公的研究機関等ともに肯定的回答が否定的回答よりも多く、全体として
は任期付任用制は若手研究者の流動性向上に寄与したと評価されている。ただし、
最も多い回答割合を示したのは「どちらともいえない」であり、任期付任用制と
若手の流動性との関連について評価を保留している回答者も少なくない。
次いで、中堅・シニア研究者の流動性向上への寄与について同様の質問をした。
その回答を図 3–2–21に示す。
図 3–2–21: 任期付任用制の中堅・シニア研究者の流動性向上への寄与
(任期制を導入している機関の研究マネージャー)
私が責任者を務める組織・部局では、任期付き任用制度を導入してから中堅・シニア
研究者の流動性が向上した。(AB-1-11)
3.3%
2.1%
12.7%
8.4%
48.4%
41.3%
20.5%
30.1%
9.0%
11.9%
6.1%
6.3%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=244)
公的研究機関等(N=143)
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
若手に対する回答 (図 3–2–20)とは対照的に、肯定的回答よりは否定的回答が多
くなっており、全体としては中堅・シニア研究者の流動性向上にはあまり寄与し
ていないとの評価である。この場合も最も多い回答割合は「どちらともいえない」
であり、若手の場合と同様、任期制と流動性の間の関連について保留する回答者
が多い。
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図 3–2–22は同様の質問に対する研究者の回答である。
図 3–2–22: 任期付任用制の研究者の流動性向上への寄与
(任期制を導入している機関の研究者)
任期付任用制度を導入してから、あなたの所属する研究機関において、研究者の流動
性は向上しましたか。(FA-02)
17.1%
25.0%
34.5%
28.6%
32.5%
20.7%
24.7%
25.0%
31.0%
1.5%
11.7%
10.0%
13.8%
16.3%
7.5%
0.0%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=392)
公的研究機関等(N=120)
民間企業(N=29)
大いに向上したと思う 向上したと思う
制度の導入と流動性とは関係ないと思う あまり向上しなかったと思う
向上しなかったと思う 無回答
研究マネージャーへの質問 (図 3–2–20、図 3–2–21)と異なり、研究者に対しては
若手と中堅・シニア層との区別をしていないため、直接の比較はできないが、全
体として肯定的回答よりも「あまり向上しなかった」及び「向上しなかった」と
いう否定的回答が多く、研究現場では任期付任用制の流動性向上への寄与はあま
り実感されていないようである。
研究マネージャーに対しては、任期付任用制が研究開発の効率化に効果がある
かどうかを質問した。その結果を図 3–2–23に示す。
図 3–2–23: 組織の活性化・効率化への任期付任用制の効果 (研究マネージャー)
任期制の導入は組織の活性化、研究開発効率の向上に効果があると思う。(AB-1-12)
15.6%
10.4%
49.7%
52.5%
26.3%
25.1%
3.3%
3.3%
1.3%
4.9%
3.8%
3.8%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
この問いに対しては、60%以上の大学、公的研究機関等の研究マネージャーが肯
定的に回答している。任期付任用制の流動性向上への寄与 (図 3–2–20、図 3–2–21)
よりも組織の活性化や効率化への寄与を高く評価しているところが興味深い。
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公募制の活用状況
大学における公募制の導入率を図 3–2–24に示す。
図 3–2–24: 大学における公募実施率の推移
97.0%
59.7% 63.5%
51.0%
56.7%
87.6%
94.9% 94.9%
77.1%
82.5%
69.2%
93.1%
39.7%
52.1%
48.7%
45.1%
0%
20%
40%
60%
80%
100%
1991 1994 1997 2000
全体
国立
公立
私立
（年）
出典: 中央教育審議会 大学分科会 大学教員組織のあり方に関する検討委
員会 (第 2回)配布資料 4: 「大学教員の流動性について」、文部科
学省「学校教員統計調査報告書」より作成
大学全体の公募制導入率は1991年の51.0%から2000年の 63.5%に増加している。
国立、公立、私立の別では国立大学における導入率が高く、2000年には 97.0%に
達している。公立大学では 1991年当時は 69.2%と国立大学の 87.6%に比較して低
い水準であったが、その後導入が進み、2000年では 93.1%となった。私立大学で
は公募制の導入が国立及び公立大学に比較して進んでおらず、2000年現在におい
ても 52.1% である。
図 3–2–25は採用全体における公募の適用率である。大学全体では 2000年現在、
採用全体の 41.1%が公募による採用となっている。国立大学ではその割合は 61.9%、
公立大学では 58.1%である。これに対して私立大学では 22.3%と適用率においても
国立、公立大学に比較して低い割合にとどまっている。
私立大学では公募が実施される大学が国立大学、公立大学に比べ少ない上、実
際に採用数に占める公募の適用割合も低い。
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図 3–2–25: 大学の採用における公募適用率の推移
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出典: 中央教育審議会 大学分科会 大学教員組織のあり方に関する検討委
員会 (第 2回) 配布資料 4: 「大学教員の流動性について」、文部科
学省 「学校教員統計調査報告書」より作成
次に、国の研究機関等における公募適用率を図 3–2–26に示す。
図 3–2–26: 国の研究機関等の新規採用における公募適用率の推移
69.0%
75.0%
81.1%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
2001年度(N=436)
2002年度(N=539)
2003年度(N=528)
出典: 文部科学省「国の研究機関等における研究者の流動性向上に関する
実態調査」(2004年 3月)より作成
注: 本図の値は上記出典資料における「国立試験研究機関」、「特定独立
行政法人機関」及び「非特定独立行政法人機関」の数の和である。
2001年度の公募適用率は 69.0%であったが、その後適用率は上昇し、2003年度
には 81.1%となっている。
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研究者に対して公募に応募したことがあるかどうかを質問した。その回答を図
3–2–27に示す。
図 3–2–27: 公募に応募したことがあるか (研究者)
あなたは大学または公的研究機関の研究職の公募に応募したことがありますか。
(FA-18)
50.4%
38.2%
49.0%
61.1%
0.6%
0.7%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=826)
公的研究機関等(N=144)
ある ない 無回答
大学の研究者の 50.4%が公募に応募したことがあると回答している。公的研究
機関等では大学よりもやや割合が低く 38.2%である。なお、現在民間企業に所属
する研究者については、2.7%は公募に応募したことがあると回答している。
公募への応募経験を有する研究者に対しては、さらに、現在の職を公募で得た
かどうかを質問している。その回答結果を図 3–2–28に示す。
図 3–2–28: 現在の職を公募で得たか (公募の応募経験のある研究者)
あなたは現在の職を得る際に公募を経て採用されましたか。(FA-20)
57.7%
72.7%
39.7%
20.0%
2.6%
7.3%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=416)
公的研究機関等(N=55)
はい いいえ 無回答
現在の職を公募で得た割合は大学で 57.7%、公的研究機関等では 72.7%であっ
た。大学の研究者について、年齢別に集計したものを図 3–2–29に示す。
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図 3–2–29: 現在の職を公募で得たか (大学の研究者)
あなたは現在の職を得る際に公募を経て採用されましたか。(FA-20)
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60～69歳(N=57)
はい いいえ 無回答
「はい」との回答は 30歳代が他の年齢層に比べ僅かに多いが、年齢による大き
な差異は認められない。各年代共通して、公募に応募経験のある研究者の約 6割
が現職を公募で得ており、約 4割は非公募で職を得ている。公募経験のない層 (図
3–2–27参照)を合わせると、現職を公募で得た割合は、大学ではおおよそ 3割とい
うことになる。
公募制に対する研究マネージャー及び研究者の考え方を把握するため、アンケー
ト調査において「大学または公的研究機関等の研究者はすべて公募を経て採用さ
れるべきかどうか」を質問した。その結果を図 3–2–30に示す。
図 3–2–30: 大学及び公的研究機関の研究者採用における公募の適用
 大学または公的研究機関等の研究者はすべて公募を経て採用されるべきであると
思いますか。(AB1-06,FA-25)
16.7%
9.3%
18.8%
18.8%
10.5%
40.8%
30.1%
28.5%
24.3%
26.7%
35.9%
43.7%
39.0%
29.2%
37.4%
4.7%
12.0%
11.5%
23.6%
22.4%
2.5%
1.7%
3.3%
3.5%
1.1%
0.4%
0.6%
1.6%
0.9%
0.7%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
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最も肯定的なのは大学の研究マネージャーであり、「非常にそう思う」「ややそう
思う」を合わせると 57.5%がすべての研究者の公募による採用に前向きであるとい
うことができる。また、大学の研究者も比較的肯定的回答の割合が高い (47.3%)。
これに対して、公的研究機関等の研究マネージャーと研究者については、大学より
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もやや肯定的回答の割合が小さくなっている。特に公的研究機関等の研究者では、
「あまりそうは思わない」、「まったくそう思わない」を合わせると 27.1%となる。
この要因として、公的研究機関等における研究には、大学などと比較して明確
なミッションが定められていることがあり、このことが影響している可能性も考
えられる。
図 3–2–31は公募制が導入されている組織に属する研究者に対して、公募制の導
入と流動性との関係について質問した際の回答である。
図 3–2–31: 公募制を導入してから研究者の流動性は高まったか (研究者)
公募制度を導入してから、あなたの所属する研究機関において、研究者の流動性は向
上しましたか。(FA-17)
32.4% 27.6%
47.6%
26.8%
23.8%
1.5%
13.5%
5.4%
10.3%
6.4%
4.8%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=598)
公的研究機関等(N=126)
大いに向上したと思う 向上したと思う
制度の導入と流動性とは関係ないと思う あまり向上しなかったと思う
向上しなかったと思う 無回答
大学については肯定的回答と否定的回答がほぼ同程度の割合であるのに対して、
公的研究機関等では否定的な意見の方が多い。公的研究機関等は新規採用における
公募の適用率が 81.1%(図 3–2–26)と高い割合であるが、このように少なくとも研
究者の間では公募制が流動性に寄与するとはあまり認められていないようである。
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3.2.6 流動化促進のための課題及び方策
これまでみてきたように、研究人材の流動性の向上を目指した任期付任用制・公
募制についてみると、制度自体の導入は増大してきているが、実際の研究者への
適用がまだ十分でないところもある。また、研究人材の流動性を表すいくつかの
指標についても、流動性が向上する傾向が見られるものの、現状では必ずしも研
究者が十分円滑に流動しているとは言い難い面もある。そこで、各制度の運用上
の課題を把握するとともに、全体として、研究人材の自発的な流動を阻害してい
る制度的要因がないかどうかを検討する。
任期付任用制の課題
任期付任用制の導入を阻害する要因については、アンケート調査で任期付任用
制を導入していないと回答した研究マネージャーに対して、導入しない、あるい
はできない理由を質問している。その回答を図 3–2–32に示す。
図 3–2–32: 任期付任用制を導入できない/しない理由 (研究マネージャー)
任期付き任用制度を導入しない、あるいはできない理由はなんですか。
(AB1-20-2)
18.8%
15.6%
13.0%
2.6%
7.3%
1.6%
16.7%
18.2%
9.1%
3.0%
3.0%
6.1%
0.0%
21.2%
0% 5% 10% 15% 20% 25%
特に必要を感じないから
研究スタイルに適合しないから
研究者の反対が大きいから
職員団体の反対が大きいから
関連制度面の制約があるから
資金・財政面の制約があるから
計画中
大学(N=192)
公的研究機関等(N=33)
(複数回答可)
注: 図中の選択肢「関連制度面の制約があるから」「資金・財政面の制約があ
るから」「計画中」については、質問票の選択肢「その他」の回答を分類
した結果である。
大学では導入しない理由として多い回答には「特に必要性を感じない」(18.8%)、
「研究スタイルに適合しない」(15.6%)がある。もっとも、現在任期付任用制を導入
していない理由として、「計画中」との回答が 16.7%あり、これは導入に対して前向
きであると判断できる。公的研究機関等では「職員団体の反対が大きい」(21.2%)、
「特に必要性を感じない」(18.2%)との回答が多い。
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任期付任用制に対する研究者側の考え方を把握するため、雇用に任期が設定さ
れた場合に許容できる年限について質問した。その回答結果を図 3–2–33に示す。
図 3–2–33: 任期が設定される場合の許容できる年限 (研究者)
あなたの雇用に任期が設定されるとして、何年の任期なら受け入れることができます
か。(FA-05)
5.9%
9.0%
20.4%
40.4%
30.6% 6.9%
0.6%
1.6%
33.1% 5.3%
16.6% 28.0%
49.3%
34.6%
8.5%
4.2%
4.9%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=826)
公的研究機関等(N=144)
民間企業(N=486)
1年 3年 5年 7年 任期が何年でも受け入れられない 無回答
大学では「5年」が最も多く (40.4%)、次いで「何年でも受け入れられない」(28.0%)
が多い。公的研究機関等では、「何年でも受け入れられない」が最も多く (49.3%)、
次いで「5年」(30.6%)が多い。民間企業では「何年でも受け入れられない」が最
も多い (34.6%)が、「3年」の回答割合が 20.4%と、他に比べて多いのが特徴であ
る。国の制度における研究者の任期付任用の任期は、3年が一般的であるが、いず
れの機関種の研究者も 3年より長い 5年を希望する割合が多くなっている。
任期付任用制を受け入れるかどうかについては、研究者の年齢との関係も大き
いと推測される。そこで、本問については年齢別に集計をおこなった。ここでは
サンプル数の最も多い大学の研究者に限定した。その結果を図 3–2–34に示す。
図 3–2–34: 任期が設定される場合の許容できる年限 (大学の研究者)
あなたの雇用に任期が設定されるとして、何年の任期なら受け入れることができま
すか。(FA-05)
0.8%
15.8%
9.9%
6.5%
3.2%
3.0
63.2%
47.0%
39.6%
41.7% 18.9%
5.3%
0.4%
0.5%
32.7%
10.5%
11.0%
18.1%
18.0%
18.9%
28.8%
26.5%
35.9% 9.7%
5.3%
4.4%
6.5%
16.7%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
～29歳(N=19)
30～39歳(N=181)
40～49歳(N=260)
50～59歳(N=217)
60～69歳(N=132)
1年 3年 5年 7年 任期が何年でも受け入れられない 無回答
20歳代では任期 3年で 15.8%、任期 5年で 63.2%が任期制を受け入れることが
できると回答している。年齢が上がるにつれ、年限が長くないと許容できない傾
向があると同時に、「何年でも受け入れられない」という強い拒否の回答も 40歳
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代で 28.8%、50歳代で 35.9%と、60歳代を除いては、年齢が上がるにつれて増加
している。
次に、任期付任用制に対するこれらの抵抗感の具体的内容を把握するため、「任
期が何年でも受け入れられない」との回答した 50歳代の大学の研究者のその具体
的理由に関する記述回答例を以下に示す。
< 任期付任用制の課題 (「任期が何年でも受け入れられない」
と回答した 50 歳代の大学の研究者) >
研究面
• 長期の研究計画が立てられない。(国立大学法人)
• 研究テーマの継続性が失われる。(国立大学法人)
• 短期に結果の出るような研究課題に偏ってしまい、独創的な研究が困難になる。(国
立大学法人)
• 業績主義が強くなるので、研究テーマが制約される。(国立大学法人)
• 研究テーマを新たに設置する場合には、先端に出るまでに 2～3年以上かかる。任期
がつくと冒険できない。(国立大学法人)
• 長期的視野に立った研究ができない。(公立大学)
• 長期的な基礎研究ができにくい。(私立大学)
生活面
• ローンの申込ができない等、社会的に不安定な身分となる。(公立大学)
• 生活する上での経済的基盤の不安。(私立大学)
• 生活設計が立てられない (家の購入、結婚、出産、教育など)。(私立大学)
その他
• 研究教育活動が制限される。(国立大学法人)
• 数年に渡るプロジェクトの申請、学生、特に博士課程学生の指導が困難。(国立大学
法人)
• 病院の患者さんに対する責任があるので、チーフはある程度固定する必要があると
思う。(国立大学法人)
• 教育がおろそかになり、かつ校務にも不熱心になる。(私立大学)
全体として、生活面やその他よりも研究面に関する回答が多く得られた。研究
面の問題としては、長期的計画に基づく研究ができない点、短期の成果を重視す
るような研究にテーマが制約される点の 2点に要約することができそうである。生
活面の問題としては、任期後の雇用が不安定な点、社会制度が任期付きの雇用に
対応できていない点を挙げることができよう。
また、その他として、教育等の人材養成面での継続性が保てない点、研究組織
のための活動への参加意識が低下することへの懸念を挙げる記述もある。
以上から、任期付任用制は研究マネージャーからは、組織の活性化や効率化に
効果があると概ね肯定的な評価が得られているものの (図 3–2–23)、研究人材本人
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は、受け入れる場合には任期が 5年程度のやや長期の任期を希望するか、または
受け入れられないといった否定的な見解が示されている (図 3–2–33)。このため今
後、任期付任用制を研究マネージャー及び研究者の双方にとって有益な制度として
活用するためには、研究テーマの継続性や研究環境等の金銭面以外の条件 (後述、
3.2.6「流動を促進する方策」参照)を含む、研究者が受け入れやすい条件を設定す
るなどの必要があるだろう。
公募制の課題
図 3–2–35は大学又は公的研究機関等の研究職の公募に応募した経験のある研究
者に対して、公募の事実をどこで知ったかについて質問した際の回答結果である。
図 3–2–35: 公募されていることをどこで知ったか
(公募の応募経験のある研究者)
公募されていることを初めて知ったのは次のどこでですか。(FA-19)
16.3%
14.5%
7.7%
9.4%
10.9%
15.4%
18.8%
12.7%
23.1%
1.4%
39.4%
49.1%
46.2%
14.7%
12.7%
7.7%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=416)
公的研究機関等(N=55)
民間企業(N=13)
募集機関のホームページや掲示板で JST等の情報機関のホームページで
学会誌で 新聞や雑誌の求人広告で
恩師、上司、知人等の紹介で その他
大学、公的研究機関等、民間企業ともに最も多い回答が「恩師、上司、知人等の
紹介」である。その割合は大学で約 4割、公的研究機関等、民間企業で約 5割であ
り、公募があることを伝えるのは研究者間の人によるコミュニケーション、いわ
ゆる「クチコミ」であるということができる。次いで多いのが、大学と民間企業
では「学会誌」、公的研究機関等では「募集機関のホームページ等」である。「そ
の他」に対しては、「学科宛の郵便」、「学会のメーリングリスト」、「公文書による
通知」等の記述があった。
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公募に関連して、大学や公的研究機関等における研究職の採用情報が一般に公開
されていると思うかについて研究者に質問した。その回答結果を図 3–2–36に示す。
図 3–2–36: 大学・公的研究機関等の採用情報は公開されているか (研究者)
あなたは、大学または公的研究機関の研究職の求人情報が充分に公開されていると思
いますか。(FA-26)
5.4%
6.9%
29.9%
30.6%
11.9%
25.4%
26.4%
27.4%
33.2%
27.8%
51.6%
0.4%
4.7%
7.6%
6.2%
1.3%
0.7%
2.5%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=826)
公的研究機関等(N=144)
民間企業(N=486)
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答
大学、公的研究機関等の回答は肯定的回答と否定的回答がほぼ同程度である。こ
れに対して、民間企業では「あまりそう思わない」「まったくそう思わない」の否
定的回答が 57.8%を占め、民間企業の研究者からは、大学や公的研究機関等におけ
る採用情報の公開は不十分であると認識されているようである。これは図 3–2–35
で見たように公募の存在がかなりの部分クチコミで伝えられていることを考えれ
ば、民間企業の研究者にその情報が届きにくいのは必然であるということもでき
る。
研究者に対して、採用の公募が形式的になっていると思うかについて質問した。
その結果を図 3–2–37に示す。
図 3–2–37: 公募が形式的であると思うか (研究者)
研究者の公募が形式的である(公募された時点で実際には大方採用される人が決まって
いる)と感じることはありますか。(FA-23)
35.0%
43.8%
17.1%
51.3%
48.6%
35.2%
7.1%
18.5% 21.2%
4.2%
3.4%
2.8%
3.1%
0.7%
8.0%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=826)
公的研究機関等(N=144)
民間企業(N=486)
よくある ときどきある ほとんどない ない 無回答
大学及び公的研究機関等では「よくある」、「ときどきある」を合わせた肯定的
回答はそれぞれ 86.3%、92.4%であり、多くの研究者は公募が形式的であると感じ
ることがある。
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科学技術基本計画は「公募制を導入し広く公平な雇用機会を提供する」とうたっ
ている。上記のように公募制には、透明性や情報の伝達範囲に課題があると思わ
れるため、公募制の運用をより適正にし、広く公正な雇用機会の提供が実現され
ることが望まれる。
では、研究者の採用に際し、一律に公募を全面的に適用すべきであろうか。確
かに大学及び公的研究機関等の研究マネージャーは概ね公募の適用に肯定的であ
る (図 3–2–30)。しかし、公募が馴染みにくい場合があることを指摘する記述回答
も見られる。以下は、図 3–2–30の「研究者はすべて公募を経て採用されるべきで
あると思いますか」との問に対して「あまりそう思わない」または「まったくそ
う思わない」と回答した研究マネージャーの記述回答例である。
• ある割合のポストについて、公募でなくリーダーの裁量を認めるのが良い。
また、トレードやチーム交換を認める制度を導入するのが良い。(大学)
• 研究内容が専門的な分野のため、公募では適格者を得にくい。(公的研究機
関等)
このように、全面的な公募による採用ではなく、研究リーダーの裁量による人
選が必要な場合や特に専門性が高い場合などには、公募では適格者を採用し難い
といった課題も指摘されており、採用の目的や、求める人材の希少性を考慮して
公募の適否を判断することも必要であろう。
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流動の阻害要因
さらに、研究人材の流動性を阻害する社会的・制度的要因を把握するために、研
究マネージャーに対して、流動性が向上すると研究機関にとっていかなるデメリッ
トがあるについて質問した。その回答結果を図 3–2–38に示す。
図 3–2–38: 研究者の流動化と研究機関へのデメリット (研究マネージャー)
研究者の流動性が向上すると、あなたの所属する機関にとってどのようなデメ
リットがありますか。(AB1-19)
40.8%
24.5%
10.5%
47.2%
13.6%
6.0%
31.7%
51.4%
13.7%
53.0%
10.4%
8.2%
45.5%
48.0%
58.8%
17.2%
9.0%
2.5%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
優れた人材が流出してしまう
ノウハウの蓄積が困難になる
知識や技術が流出してしまう
長期の研究計画が立てにくくなる
研究者への意思の疎通が円滑になりにくい
その他
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
(複数回答可)
大学では「長期の研究計画が立てにくくなる」(47.2%)、「優れた人材が流出し
てしまう」(40.8%)の回答割合が高くなっている。公的研究機関等では「長期の研
究計画が立てにくくなる」(53.0%)、「ノウハウの蓄積が困難になる」(51.4%)の回
答割合が高い。なお、民間企業では大学、公的研究機関等では回答が少なかった
「知識や技術が流出してしまう」(58.8%)との回答が多いのが特徴である。
また、研究マネージャーに対して、日本の制度や慣習で研究人材が移動する際
に不利になるものを質問した回答結果を図 3–2–39に示す。
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図 3–2–39: 流動の阻害要因 (研究マネージャー)
現在の日本の制度または慣習で、研究人材が異動しようとするときに不利に働く
ものはなんですか。(AB1-21)
38.8%
29.4%
29.8%
18.5%
19.2%
13.1%
41.5%
32.2%
34.4%
28.4%
14.2%
15.8%
45.5%
33.0%
30.1%
35.5%
19.0%
2.2%
0% 10% 20% 30% 40% 50%
年功序列的な賃金体系
退職金の目減り
年金や保険の可搬性の低さ
昇進が内部の者に有利なこと
特に不利に働く要素はない
その他
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
(複数回答可)
大学、公的研究機関等、民間企業の研究マネージャーがともに最も多く選択した
のは「年功序列的な賃金体系 」である。大学及び公的研究機関等では次いで「年
金や保険の可搬性の低さ」「退職金の目減り」を指摘している。これに対して民間
企業では「昇進が内部の者に有利である」ことを指摘している。
次に、研究者本人に対して移動に伴う待遇面のデメリットを質問した (図3–2–40)。
図 3–2–40: 移動に伴う待遇面のデメリット (研究者)
あなたが今の研究機関を移動するとすれば、待遇面ではどのようなデメリットがある
と思いますか。大きいデメリットから2つ選んでください。(FA-08)
19.7%
36.6%
23.8%
9.9%
30.8%
13.6%
25.0%
43.1%
31.3%
13.2%
26.4%
9.7%
35.0%
40.3%
25.1%
28.2%
21.4%
7.4%
0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%
収入が減る
退職金で不利になる
年金や保険の面で不利になる
組織における昇進で不利になる
特に不利になる要素はない
その他
大学(N=826)
公的研究機関等(N=144)
民間企業(N=486)
(複数回答可)
この回答結果によると、「退職金で不利になる」との回答割合が大学、公的研究
機関等、民間企業の研究者ともに最も大きくなっている。次に多いのは、公的研
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究機関等では「年金や保険の面で不利になる」、民間企業では「収入が減る」であ
る。これに対して大学では「特に不利になる要素はない」との回答が多くなって
いる。
移動に対する年代別の抵抗感を知るため、サンプル数が最も多い大学の研究者の
回答について、待遇面のデメリットを年齢階層別に集計した。その結果を 3–2–41
に示す。
図 3–2–41: 移動に伴う年齢階層別の待遇面のデメリット (大学の研究者)
あなたが今の研究機関を移動するとすれば、待遇面ではどのようなデメリットがある
と思いますか。大きいデメリットから2つ選んでください。(FA-08)
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13.6%
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31.8%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
収入が減る
退職金で不利になる
年金や保険の面で不利になる
組織における昇進で不利になる
特に不利になる要素はない
その他
～29歳(N=19)
30～39歳(N=181)
40～49歳(N=260)
50～59歳(N=217)
60～69歳(N=132)
(複数回答可)
20歳代では「特に不利になる要素はない」(52.6%)が最も大きな回答割合を示
し、移動に対してあまり待遇面でのデメリットを感じていない。30歳代について
も 20歳代に比較すれば回答割合は小さくなるものの同様である。40歳代と 50歳
代では「退職金で不利になる」との回答 (それぞれ 37.3%、43.8%)が最も多い。
したがって、中堅・シニアの流動化を促進させるためには、待遇面については
移動する研究者が退職金での不利益を被らないようにすることも必要となろう。
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では、退職金で不利益となることが分かった場合、研究者は移動しないのであ
ろうか。これを確かめるために、研究者が待遇面で不利益となることが分かった
場合、どのように考えるかを質問した。その回答結果を図 3–2–42に示す。
図 3–2–42: 年金や退職金で不利益となった場合の移動について (大学の研究者)
研究機関を移動すると、年金や退職金で不利になるとわかった場合、あなたは次のう
ちどのように考えますか。最も近いものを一つ選んでください。(FA-09)
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年金や退職金がかなり不利になるなら移動しない 研究環境の充実とのバランスで移動するか否かを決める
研究環境が良くなるのであれば移動する 給与が当面高くなるのであれば移動する
特に気にならない 無回答
大学、公的研究機関等、民間企業ともに「研究環境の充実とのバランスで移動
するか否かを決める」との回答割合が最も多く、研究環境の充実が金銭面での不
利益を補う可能性があることを示唆している。
次に回答割合が大きいものを見ると、大学では「研究環境が良くなるのであれ
ば移動する」であり、研究環境を重視する回答が多いのに対して、公的研究機関
等と民間企業では「年金や退職金がかなり不利になるなら移動しない」と、比較
的経済面を重視している。
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流動を促進する方策
前述のように、研究人材の流動性を阻害する様々な要因があることが確認され
たが、より積極的に流動を促進するための方策をアンケート調査の結果をもとに
検討する。
研究者にとって流動のインセンティブとなるような要素にはどのようなものが
あるかを把握するため、研究者に対して「どのような条件が満たされれば現在の
所属機関を移動するか」について質問した。その回答を図 3–2–43に示す。
図 3–2–43: 移動してもよいと思う最低条件 (研究者)
あなたは最低どのような条件が満たされれば現在所属する研究機関から移動してもよ
いと思いますか。最も重要な条件を一つだけ選んで下さい。(F-A10)
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収入が十分に増える 機材、スペース等の研究基盤が向上する
研究支援・事務支援等の人的サポートが向上する やりたい研究テーマに取り組める
現在の研究チームの単位で移動できる その他
大学の研究者が最も重視する条件は「研究支援・事務支援等の人的サポート」
(30.5%)であり、次に「やりたい研究テーマに取り組める」(25.8%)である。公的
研究機関等では「やりたい研究テーマに取り組める」(47.2%)が最も多く、次い
で「収入が十分に増える」(27.1%)である。民間企業では「収入が十分に増える」
(39.3%)が最も多く、次に「やりたい研究テーマに取り組める」(32.3%)である。
このように機関種別に見ると、それぞれ最も重視する条件が異なるが、「やりた
い研究テーマに取り組める」については、機関種に共通して回答割合が高い。そ
れをいかに実現するかについては容易ではないと思われるが、流動を促進する要
因は単に経済的なものだけでなく、研究テーマそのものにもあることは、今後の
研究人材の流動性を考える上の重要な示唆と言えるであろう。また、大学の研究
者は「人的サポートの向上」を最も重要視しており、研究の人的支援環境が流動
性に影響をおよぼす可能性があることを示唆している。
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さらに、任期付任用制について、大学及び公的研究機関等の研究マネージャー
に任用期間や再任の回数等を自由に設定できれば、制度をより活用したいかどう
かを質問した。その回答結果を図 3–2–44に示す。
図 3–2–44: 任期付任用制の柔軟な運用への要望 (研究マネージャー)
任期期間、再任の回数などを自由に設定できれば、任期付き任用制度をもっと活用し
たい。(AB-1-09)
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まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
大学では 69.1%、公的研究機関等では 66.6%の研究マネージャーが肯定的回答を
示した。任期付任用のより広範な制度導入には運用の自由度が求められているこ
とが分かる。ただし、自由度の拡大により本来の任期付任用制の主旨が損なわれ
ることのないように留意すべきであろう。
研究マネージャーからみた流動の阻害要因及び促進方策
本年実施したアンケート調査では大学及び公的研究機関等の研究マネージャー
に対して、流動を阻害する要因及び流動を促進する方策について記述回答を求め
た。その回答例をそれぞれ 88～89ページ、90～91ページに記す。
(1) 大学及び公的研究機関等の研究マネージャー
「経済的要因」としては、金銭的な待遇面で移動すると不利になる、ある
いはメリットがないという回答や、流動した人材を獲得するための予算がな
いといった回答があった。「社会の状況・慣習等」については、社会全体の
流動性が小さいという回答が多く、「制度と運用のあり方」としては、流動
に対応したポストが確保されていない、組織の運営が硬直的である、といっ
た回答がある。「研究組織のあり方」では、研究者の評価方法が確立してい
ない点、長期に継続することを評価する傾向があることを指摘する回答があ
る。「人材の意識・その他」については、組織への忠誠心が強い点、出身大
学に残ることが最上であるという価値観を指摘する回答がある。
全体として、移動が研究者にとって不利にならない、あるいは有利になる
ような方策を求める回答が目立つ。主な方策として、予算及び予算運用の柔
軟性の増大、研究者の流動に対応したポストの確保、評価基準の明確化と適
切な評価を挙げることができる。
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< 流動の阻害要因 (大学の研究マネージャーの回答例) >
経済的要因
• 退職金の目減り。年金の可搬性。
• 移動による処遇の改善がない。住宅事情。業績の評価システムがない。
• 助手、助教授、教授の階層を越えてのステップアップ以外は収入面のメリットが無
い上に、資産転売や子供の学校の選択制限など家族への負担が大きい。
• 良い人材を獲得する際の資金不足。
• 年功制賃金体系。終身雇用制が中心の組織。業績評価システムと雇用が連動してい
ないこと。給与体系 (特に年金等)の可搬性の不足。
社会の状況・慣習等
• 住環境、子弟の教育、機能不全の「公募制」、帝国大学以来の固定化した大学の格
差、母校への「愛着」
• 社会的意識が「流動化」に達していない。
• 任期制が定着しておらず、任期が来ても移動先の数に限りがあるため、流動性が出
て来ない。
• 研究人材の流動性が低い以前に、それ以外の日本社会全体において人材の流動性が
ほとんどない。
制度と運用のあり方
• 一部で流動化を試みても、ポストが限られている。評価システムが確立していない
(研究、教育など)実験装置の移動にかかる費用、立ち上げの時などに問題がある。
• 任期制が限られた機関でしか適用されていない。社会制度 (退職金、年金など)が縦
割りである。
• 採用がオープンになっていない。
研究組織のあり方
• 研究者の評価法が確立していない。研究者ポストの選考法、基準が不透明。研究環
境が貧弱。年功序列的体制から脱却できていない。
• 研究者が優秀な弟子を自分のもとにおいておこうとする。
• 東大、京大などの超一流大学への予算配分の偏重。その結果としての人材囲い込み。
学歴の有名大学志向型の意識。
人材の意識・その他
• 移動するためにエネルギーを要し、それが報われるという実感を持ちにくいこと。
• 昔からの慣習で定着している者が重視される。実際次の職場を探すのが難しい。学
生指導が中途半端になる。
• 他機関に移ることによるメリットがない (給与等での優遇。業績経歴の評価。年金、
保険、生活環境の保障等がほとんど期待できない)。
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< 流動の阻害要因 (公的研究機関の研究マネージャーの回答例) >
経済的要因
• 研究費の会計が単年度であり、支出項目に柔軟性がないため、人件費を容易に出せ
ない。
社会の状況・慣習等
• 社会全体での職業の流動性が少ない中で研究者だけを動かそうとしてもうまくいく
訳がない。
• 社会自体の閉鎖性、終身雇用に由来するマインド。単身赴任にみられるような研究
者個人と家族の都合の不統合。
• 全体としての流動性が低いため、任期付研究員が任期終了後適切なポストを外部に
得ることが困難。
• 職の流動化を普通と考えていない国民性。退職金制度。
• 流動化ができる社会的システムができていない。
• 公務員型として早くから生活の安定が約束されているから、流動の必要性を認めな
い社会が出来ている。
制度と運用のあり方
• 移動することのメリットがない。研究環境、研究資源、待遇を個別に決めることが
できない硬直性の高い研究機関の運営や資源配分の制度。
• 長期的に見た生活の安定が確保されないまま制度のみができても、本人、供給側 (大
学等)共に、不安が残るであろう。
• 任期満了研究者の再雇用が困難であり、処遇が問題である。
• 流動性を持つ研究人材には、一定の年齢以上になるとポストが極度に減少する。高
齢になるほど受け入れ機関が少なくなる。
研究組織のあり方
• 基本的には、同一組織であれ、同一分野であれ、長期間に渡って積み重ねた結果を
良しとする文化がある。
• 出身大学、指導教官 (出身講座)などの関連、関係がかなり大きな判断ポイントとな
り、個人の能力や業績を十分に評価するシステムが出来上がっていない。
• 組織が容易に硬直化し、長く勤務する者が有利な状態が一般的である。既得権を放
棄させるシステムがない。
人材の意識・その他
• 組織への忠誠心。
• 研究者の多くが出身大学の教室に残ることを最上とし、又厳しい状況にある大学側
もまた人材の囲い込みを行っていること。
• 研究機構を移動していくことで各種メリットが増え、総合的に成功したと判断でき
るモデルケースが不足。
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< 流動の促進方策 (大学の研究マネージャー回答例) >
経済的対策
• 国等の公的な研究資金の運用基盤の弾力化と、研究計画に応じた次年度繰越制度の
導入等、研究活動の融合・国際化に対応した研究資金運用の多様化と規制緩和。
• 関係予算の大幅な充実。
• 住居等の移動を容易にする方策が必要。
• 退職金の問題は研究者にとって決定的ではないにしても、給与体系と合わせて、然
るべき待遇の可能な年俸制の導入が望ましい。
• 住宅問題、教育問題は、研究機関だけでは対処できない社会全体の課題。
制度と運用の改革
• 若手研究者のポストを増やす。任期制の導入を全大学一律的に行う。私立大学との
交流を円滑にする制度の確立。
• 退職金と年金を完全可搬性にする。
• 流動化が不利とならないように給与や社会保険、年金等の社会制度を整備する。
• 院生、ポスドク、助手、教授・助教授の各段階で他大学等に移ることを義務付ける。
• 全国的に任期制を義務づける (法的措置)統一的組織にする。
• 人材マーケットをつくることが必要。
• 一般企業に対して、人材流動化を促す施策をとる。積極的受入れを奨励する。大学
等、公的研究機関ポストの 50%程度を完全任期制とする。
• 昇任する際必ず職場を変わる制度を定着させる。同じ機関の異なる部署は認めない。
• 流動する度に給与が高くなるシステムをつくること。
評価
• 単なる任期制で追い立てるのではなく、移動がキャリアアップにつながるというイ
ンセンティブ。
• 移動によるステップアップ等インセンティブの付与。業績評価システムの導入。
• 研究者の評価、選考法、基準を明確にする。研究環境を整備する。年功序列を少な
くし、成果が評価に反映される制度に改める。
• 移動により研究者にかなり有利になるシステムをつくらずに、流動化を進めようと
しても難しい。給与面など格段のメリットを与えないと不安定勤労者のようになり、
優秀な若手は研究者の道に進まなくなる。
• マスコミ等を利用して、研究者の業績、研究価値を宣伝し、その栄誉をたたえること。
業務や意識の変革
• 補助員の増強、メンテの充実。研究以外の仕事の軽減。
• ある割合のポストについて、公募でなく、リーダーの裁量を認めること。その上で、
1対 1のトレード (チーム対チームでもよい)を認める制度を導入すること。
• 研究者のサポート体制の充実。
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< 流動の促進方策 (公的研究機関等の研究マネージャーの回答例) >
経済的対策
• 任期付きは任期後の不安定さも考慮して一般より給料を上げる必要があるのではな
いか。
制度と運用の改革
• 米国型に近く、40代までは期限付き研究員制度として、テニュアの研究・教職員は
新たに選考制で採用する制度とすべき。
• 流動研究者の安定した生活を保障する仕組みを社会の中に作る必要がある。手始め
に、研究所間の定期的な人事交流を行うと良い。
• パーマネントな採用への切替のメカニズム、適正から見て、研究外の職種に転ずる
場合の適正な労働市場の確保がなされねばならない。需要側だけの都合では制度は
円滑に機能しないと考えられる。
• 学閥の廃止。例えば、同じ大学出身の教授は 5割以下に制限する。アメリカのよう
に出身大学の教授にはなれないようにするなど。こうすれば、一挙に活動性は増す
と思います。
• 流動化が必要な領域を定めて、プロジェクトリーダー、研究員など、広く公募する
施策を図ることが、流動化の第一歩となるのではないか。
• 若手研究者が腰の座った成果を出せるゆとりをもった身分を保証する。研究のため
の一時的な他機関への滞在の機会を増やす。定員削減をやめること。シンクタンク
としての研究蓄積を重視する。
• ハイリスク・ハイリターンのポストを 1割でも設け、有能な人材の処遇にあてる。
• どのように流動しても賃金、年金が継続されるシステム。併任、客員制度の活用に
より、成果もシェアできれば、流動にこだわらなくてもよい。
• 5年に 1回、最初は半年から 3ヶ月でよいからサバーティカルで海外機関で研究生活
をできるようにすること。これによりパイプができる。
評価
• 関係者以外の人を加えた客観的評価の実施とそれを尊重する環境を作りあげる。
• 能力の評価が少いため現状では流動化が生じない。
業務や意識の変革
• 真に流動化が必要であるとする現実を明らかにする。
• 移動できる人材は優秀だという概念の確立。移動するたびに待遇が良くなる配慮。
• 現在の日本の良い面を分析して、国際的にアピールすべきである。
• 管理職よりもシニア研究員の意識改革が必要。
• 研究者の定住意識がいまだに強い。理系人間が社会で冷遇されており、働くことに
より利する状況が限られている。
• 日本型の雇用形態も評価される点が多くあり (安定性)、生活不安を生じない施策の
下で上手く組み合わせていくしかない。
• 研究者の意識の問題というよりも、流動化を可能にできる社会的受け入れ体制の整
備が必要である。
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(2) 民間企業の研究マネージャー
民間企業の研究マネージャーに対しては、流動化を阻害する要因及び流
動化を促進する方策について選択式で質問を実施した。その回答結果を図
3–2–45及び図 3–2–46に示す。
図 3–2–45: 流動を阻害する要因 (民間企業の研究マネージャー)
日本で研究者の流動性を阻害している要因は何であると思いますか。(C1-24-1)
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日本では機関を移動する者に不利になることが多い。
日本では年功序列賃金体系が残っているため、移動しよ
うとするインセンティブがはたらかない。
日本では組織に特有の文化や慣習があるので、個人が移
動しても馴染むことが難しい。
日本では研究者の客観的な評価が行われないので、移動
しようとしても過小評価されてしまう。
日本では研究は組織 、チームとして行われるので、個人
の移動は歓迎されない。
流動を阻害する要因として、最も回答割合が大きいのは「日本では機関を
移動する者に不利になることが多い」(57.3%)であり、次いで「日本では年
功序列賃金体系が残っているため、移動しようとするインセンティブがはた
らかない」(48.7%)であった。
図 3–2–46: 流動化を促進する方策 (民間企業の研究マネージャー)
流動性を促進するためにはどのような方策が有効でしょうか。(C1-24-2)
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研究者を客観的に評価するような基準をもうけるべきである
保険や年金を個人に帰属させ、移動によって不利益を被らない
ようにすべきである
研究者は成果によってのみ処遇し、年功序列的な賃金体系を廃
止すべきである。
移動によって退職金が目減りしないようにすべきである。
社会制度として異動する者に利益を与えるべきである。
流動化を促進する方策については、「研究者を客観的に評価するような基
準をもうけるべきである」 (62.4%)、「保険や年金を個人に帰属させ、移動に
よって不利益を被らないようにすべきである」(39.1%)が続いている。
移動に対する抵抗感や不安感をなくし、自発的な移動を促すためには、こ
の回答結果に見られるように、客観的に評価することのできる基準を設置し、
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研究者が自己の能力を証明しやすくし、公平な評価と年功序列ではない評価
に応じた処遇を期待できるようにすることが検討に値しよう。
また、移動しようとする研究者が移動することによって不利益を被らない
よう、保険や年金の可搬性を高めることも必要となろう。
上記質問については選択肢に適当なものがない場合に記述を求めている。その
回答例を以下に記す。
< 流動の阻害要因と促進方策 (民間企業の研究マネージャーの回答例) >
流動化の阻害要因
• 特別なスキルを有した専門職を育てる土壌がない。
• 日本人の気質、安定化指向。
• 本人に本気・勇気がない。
• 国全体として、移動はまだまだ特殊。一部の例として考えられている。
• 研究者の独立性が小さい。
• 職務転換等の判断が必要となる 40歳以上で雇用条件が悪くなる。同一の雇用条件
で売れる人とそうでない人が二極化する。売れる人の方が少ない。
• 研究者自身のチャレンジ性が低いのかもしれない。
流動化の促進方策
• 1～2年の試用期間と雇用の場合の条件緩和。
• 流動性が必要な事業と必ずしもそうでない事業があるので一概には言いづらい。
• 個人が外で通用するスキルと外で勝負する勇気を持つこと。
• 企業間の移動については、国の文化、慣習の問題なので、政策では困難。大学、国
の機関については、「出、入、戻り」をしやすくする。
• 欧米の研究機関を積極的に誘致する (税制面での優遇など)。
• 社会制度によって不利益にならない歯止めが機能するようにしたらどうか。
• 大学、公的機関所属の個人と契約可能とする法整備、制度改革。米国の大学は使い
やすいが日本の大学は使いにくい理由の一つ。大学発ベンチャーが出にくい原因で
もある。
阻害要因として本人の気質、勇気・チャレンジ精神、専門性、独立性といった、
研究者個人に要因があるとの回答が目立っている。一方、促進の方策としては、企
業間の流動よりはむしろ、企業と大学や公的研究機関等の間の流動を意識した回
答が多く見られる。制度に対する具体的な言及として、「試用期間の条件緩和」や
「大学や公的研究機関等の研究者との個人契約」を挙げるものがあった。
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3.3 若手研究者の養成と自立支援
3.3.1 基本計画における記述
[第 1期基本計画]
• 欧米に比べて手薄なポストドクトラル研究者層を充実・強化し、その研究歴
を研究者のキャリア・パスの重要なステップとして確立することに努め、もっ
て、研究者としての能力の涵養と、これらの研究者層が研究開発の重要な一翼
を担う体制の実現を図り、我が国の研究開発能力を強化する。(1–121500–02)
• 若手研究者層の養成、拡充等を図る「ポストドクター等 1万人支援計画」を平
成 12年度までに達成するなどの施策により、支援の充実を図る。(1–211200–
01)
• また、その研究歴を常勤研究者と同等に評価するなど、引き続き適切に取り
扱うよう努めるとともに、産業界における処遇の改善を期待しつつ、博士課
程修了者に対する評価の定着と併せて、我が国における研究者のキャリア・
パスとしてのポストドクトラル制度の整備・確立を図る。(1–211200–02)
[第 2期基本計画]
• ポストドクター等 1万人支援計画は、数値目標が 4年目において達成され、
我が国の若手研究者の層を厚くし、研究現場の活性化に貢献したが、ポスト
ドクター期間中の研究指導者との関係、期間終了後の進路等に課題が残った。
(2–105000–06)
• 単独の研究者がポストドクター・研究支援者等とともに行う研究を大幅に拡
大する。複数の研究者が行うグループ研究においては、明確な責任体制の下
で分担して行うようにする。 (2–221111–05)
• 特に優れた成果を上げた若手研究者に対する表彰等を充実する。また、研究
指導者の下で研究を行うポストドクター等についても、独立して研究できる能
力の向上を図るため、ポストドクター等 1万人支援計画が策定され、これによ
りポストドクターが研究に専念できる環境が構築されてきた。(2–221130–05)
• 研究指導者が明確な責任を負うことができるよう研究費でポストドクター
を確保する機会の拡充や、能力に応じた処遇を行うとともに、ポストドク
ターの行政・企業等への派遣や優秀な博士課程学生への支援充実等を図り、
ポストドクトラル制度等の質的充実を図るとともに、その効果を評価する。
(2–221130–06)
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• 研究に関し、優れた助教授・助手が教授から独立して活躍することができる
よう、制度改正も視野に入れつつ、助教授・助手の位置付けの見直しを図る。
あわせて、助教授・助手が研究開発システムの中で存分に能力を発揮できる
よう、研究支援体制の充実、大学等における幅広い視野を持つ創造的人材の
育成の推進など総合的な取組を進める。(2–221130–02)
• 優れた若手研究者が自立して研究できるよう、各研究機関において、研究ス
ペースの確保など必要な配慮を行う。 (2-221130-03)
• 競争的資金の倍増の中で、若手研究者を対象とした研究費を重点的に拡充す
るとともに、競争的資金一般においても、若手研究者の積極的な申請を奨励
する。 (2–221130–04)
3.3.2 若手研究者の養成と自立支援のための主な施策
(1) ポストドクター等支援 (フェローシップ型)
• 特別研究員制度 (PD) 文部科学省 日本学術振興会
• STAフェローシップ 文部科学省 科学技術振興事業団 (～平成 13年度)
• 産業技術フェローシップ制度 通商産業省 新エネルギー・産業技術総合
開発機構
(2) ポストドクター等支援 (独立行政法人等雇用型)
• 宇宙航空プロジェクト研究員 (独)宇宙航空研究開発機構 (旧 宇宙開発
事業団)
• 基礎科学特別研究員制度 (独) 理化学研究所
• 博士研究員流動化促進費 文部科学省 日本原子力研究所
(3) ポストドクター等支援 (プログラム雇用型)
• リサーチレジデント制度 厚生省
• 産学連携支援・若手研究者支援型研究開発制度創設郵政省 (平成11年度)
• 地球フロンティアポストドクター研究員 (平成 11年度～)、地球変動予
測フロンティア研究員 (～平成 10年度) (独)海洋研究開発機構海 (旧 海
洋科学技術センター)
• 地球観測フロンティアポストドクター研究員 (独)海洋研究開発機構海
(旧 海洋科学技術センター)
• 新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業 農林水産省
95
(4) 博士課程学生向け支援制度
• 特別研究員制度 (DC) (独)日本学術振興会
• ジュニア・リサーチ・アソシエイト制度 (独)理化学研究所
• リサーチ・アシスタント制度 (平成 8年度)
(5) 若手向け競争的資金
• 「科学研究費補助金」の若手研究枠創設 (37歳以下)
• 産業技術研究助成制度 通商産業省 (平成 12年度)
• 若手研究者支援型事業の創設 農林水産省 (平成 11年度)
(6) その他
• 非常勤研究員制度 文部科学省
• 若手研究者研究推進制度 科学技術庁 (平成 11年度)
• 「戦略的情報通信研究開発」研究主体育成型研究開発 (35歳以下)
• 特別流動研究員制度 文部科学省 科学技術振興事業団 (～平成 14年度)
• 「助教授・助手の位置づけをはじめ教育研究の活性化に資する教員養成
の在り方」中央教育審議会諮問 (平成 13年)
• 21世紀 COEプログラム (平成 14年度～、教育面での拠点形成事業を
含む)
• 若手科学者賞 文部科学省
• 日本学術振興会賞 (独)日本学術振興会 (平成 16年度)
3.3.3 ポストドクター等の支援の状況
科学技術基本計画において、ポストドクターは研究者のキャリア・パスの重要な
ステップとして位置付けられ、その支援について量的な拡充が目標に掲げられた。
具体的には「ポストドクター等 1万人支援計画」が策定され、1996年から 2002年
まで着実に増加した。
同時に科学技術基本計画では「ポストドクターの行政・企業等への派遣や優秀
な博士課程学生への支援充実等を図り、ポストドクトラル制度等の質的充実を図
るとともに、その効果を評価する。」と、質的充実にも言及している。
本項ではポストドクター及び博士課程学生の支援に関係する制度を整理し、支
援数の推移等を見ることにより、科学技術基本計画においてポストドクター等の
支援に関して掲げられた目標の達成状況を確認する。
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博士課程学生等の支援状況
(1) 日本における支援状況
国内で最も支援の対象者が多い奨学金制度は日本学生支援機構 (旧日本育
英会)による奨学金である。優れた学生生徒であって、経済的理由により就
学に困難がある者に対して、学資の貸与を行っている。表 3–3–1に平成 16年
度の制度を示す。
表 3–3–1: 日本学生支援機構の奨学金制度 (平成 16年度)
対象 制度 条件 貸与月額 返済義務 貸与期間
自宅通学 44,000円
自宅外通学 50,000円
3万円、5万円、
8万円、10万円
修士課程 87,000円
博士課程 121,000円
5万円、8万円、
10万円、13万円
大学学部生
大学院生
第一種〔無利息〕
第二種（きぼう２１プラン）〔有利息〕
第二種（きぼう２１プラン）〔有利息〕
あり
あり
最短修業年限
の終期まで
第一種〔無利息〕
出典: (独)日本学生支援機構ホームページより 作成
注: 大学学部生の貸与額は国立大学法人の場合
図 3–3–1に日本学生支援機構による大学院生に対する奨学金貸与状況の推
移を示す。
図 3–3–1: 日本学生支援機構による大学院生に対する貸与実績
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出典: 日本育英会年報、広島大学大学教育研究センター「高等教育統計
データ集」、文部科学省 「学校基本調査報告書」より作成
注: 大学院在籍数には専門職学位課程在籍者は含まれない。
97
大学院の在籍学生数は 1995年以降一貫して増加しているが、日本学生支
援機構による貸与を受ける大学院生の数も増加し、大学院の在籍総数に占め
る貸与を受ける学生数の割合は、1995年の 28.0%から 2003年には 36.2% に
上昇している。
博士学生等に対する経済的な支援制度には、日本学生支援機構による奨学
金制度のように、原則として返済義務がある貸与型の他に、返済義務のない
給付型がある。表 3–3–2は主な給付型制度をまとめたものである。
表 3–3–2: 博士課程学生を対象とした給付型の支援制度の概要
制度名 実施主体 対象 概要 資格 給付月額（円） 期間 返済義務
特別研究員（DC） 日本学術振興会
博士課程
学生
若手研究者に、その研究活動の初期にお
いて、自由な発想のもとに主体的に研究
課題等を選びながら研究に専念する機会
を与えることにより、学術研究の将来を
担う創造性に富んだ研究者を養成する。
大学院博士課程後
期在学者（博士課
程後期への進学予
定者含む）
約200,000 3年間 なし
ジュニア・リサー
チ・アソシエイト制
度
理化学研究所 博士課程学生
大学院博士課程在籍者を理研の研究環境
に導入して、豊富な知識と経験を有する
シニア研究者と柔軟な発想と活力に富む
若手研究者の融合により、研究所の活性
化及び創造的・基盤的研究を推進する。
後期博士課程在籍
者 約164,000
1年間（最長
3年間） なし
ティーチング・アシ
スタント（TA） 国立大学等
大学院生
（修士・
博士）
優秀な大学院学生に対し、教育的配慮の
下に学部学生等に対する助言や実験、実
習等の教育補助業務を行わせ、学部教育
等におけるきめ細かい指導の実現や大学
院学生が将来教員・研究者になるための
トレーニングの機会の提供を図るととも
に、これに対する手当支給により、大学
院学生の処遇の改善の一助とすることを
目的とする
国立大学の大学院
に在籍する優秀な
学生
約43,200
（約1,080/時
間）
1年間(更新
可） なし
リサーチ・アシスタ
ント（RA） 国立大学等
博士課程
学生
国立大学・大学共同利用機関の研究プロ
ジェクト等に優秀な博士後期課程在学者
を研究補助者として参画し、研究プロ
ジェクトの効果的な推進を図るととも
に、研究補助業務を通じて若手研究者と
しての研究遂行能力の育成を図る。
後期博士課程在籍
者（国公私大を問
わない）
約86,000
（約1,080/時
間）
1年間(週20時
間程度を上限
とし、通算
200時間程度
以上が基準）
なし
出典: 科学技術・学術審議会 人材委員会 (第 13回) 資料 2:「若手研究者支援関
連資料」, 日本学術振興会ホームページ、理化学研究所ホームページより
作成
日本学術振興会、理化学研究所においては、博士課程学生を対象とした返
済義務のない月額を定めた給付型の制度が実施されている。この他にも民間
の財団等が独自に設けた給付型の制度がある。
ティーチング・アシスタント (TA)制度とは、有償で大学院学生に学部学
生への助言や教育補助等を担当させる制度であり、リサーチ・アシスタント
(RA)制度とは、有償で博士課程学生を研究補助者として研究プロジェクト
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に参加させる制度である。両制度は学生の教育及び研究現場における人材養
成という機能とともに、学生の活動に対価を支払うという点で経済支援的側
面及び学生の将来設計にも役立つという側面を有している。
なお、平成 16年 4月の国立大学の法人化に伴い、各法人の自主的な判断
に基づき支援することが可能となったことから、今後は大学独自の奨学金や
授業料免除の制度を設ける等、多様な支援制度の実施が期待される。
(2) 米国における支援状況
米国における主要な奨学金制度を表 3–3–3に示す。ペル奨学金の受給者は
380万人 (1999年)で、援助総額、受給者ともに米国最大の奨学金制度であ
る。補助的教育機会奨学金はペル奨学金の補助的制度であり、ペル奨学金受
給者が優先的に受給することができる。受給者数は約 110万人である。
ローン (貸与奨学金)も多様であり、連邦政府が管理するパーキンズ・ロー
ン、連邦政府が民間金融機関に対して債務保証を行うスタッフォード・ロー
ン、親に対して貸しつけを行うプラス・ローンなどがある。
表 3–3–3: 米国における主要な奨学金制度
制度名 概要 金額（年間、ドル） 返済義務 対象者数（1999年）
ペル奨学金
ほぼ大学学部生により利用。受給資格のある
すべての学生は連邦ペル奨学金をそれぞれの
資格に応じて支給される。
最高4,050 なし 380万人
補助的教育機会奨学金 特に経済的援助が必要な学部生へ支給。連邦ペル奨学生が優先される。 最高4,000 なし 110万人
パーキンズ・ローン 学部生及び大学院生への5％ローン。支払いはローンを組んだ学校に負う。 4,000～6,000 あり 70万人
スタッフォード・ロー
ン （利子補給）
米国教育省は借り手の在学中及び猶予延長期
間中、利子を支払う。 2,525～8,500 あり 424万人
スタッフォード・ロー
ン （非利子補給） 借り手はローンの期間中支払い責任を負う。 2,525～18,500 あり 280万人
プラス・ローン
扶養学生の親が利用可能。学校へ行くために
必要とされる年間総費用から他の助成金額を
除いた金額の貸し付け。
－ あり 47万人
出典: U.S. Department of Education ,“The Student Guide” より作成
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米国における大学院学生を対象とした主な政府系のフェローシップ制度を
表 3–3–4に示す。日本の 2制度と比較すると 1制度あたりの対象人数は少な
いが、制度が多様であり、支給額が充実していることが特徴である。
表 3–3–4: 米国における連邦政府によるフェローシップ制度
対象人数 支給額 対象期間
（2003年） （年額、ドル） （年）
米国国立科学財団 大学院リサーチフェローシップ 900 27,500 3 なし
米国航空宇宙局 大学院研究生フェローシップ（米国市民のみ） 90 18,000 最長3 なし
米国国防省 国防科学及び工学分野の大学院フェローシップ 約200 23,500～25,500 3 なし
国家的必要性分野の大学院生(GAANN) 943 22,000 3 なし
ジャコブ・ジャビッツフェローシップ 238 29,500 最長4年 なし
国立保健研究所 国立研究局奨学金（プレドクトラル研修生） 140 18,156 5 なし
マイノリティーのためのプレドクトラルフェローシップ 40 18,156 最長5年 なし
米国環境保護省 環境研究のためのフェローシップ 100 34,000 2 なし
環境研究のための小規模研究機関フェローシップ 25 34,000 2 なし
国土安全保障省 大学院フェローシップ(米国市民のみ） 100 27,600 最長3年 なし
機関名 制度名 返済義務
出典: NSFホームページより作成
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ポストドクター等の支援状況
(1) 日本における支援状況
「ポストドクター等 1万人支援計画」対象事業による支援状況の推移を図
3–3–2 に示す。本図の支援数はポストドクターと博士課程学生を合わせた予
算上の支援人数である。ポストドクター等の支援数は 1999年度に 1万人を
突破し、それ以降、毎年 1万人を超える水準で推移している。
図 3–3–2: 「ポストドクター等 1万人支援計画」対象事業による支援数
の推移 (予算ベース)
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出典: 文部科学省 科学技術・学術政策局 予算関係資料 より作成
注 1: 独立行政法人及び国立大学法人における支援数については、運営費
交付金に占める推計値
注 2: ポストドクター支援制度にはここに挙げる「ポストドクター等 1万
人支援計画」対象事業に基づくものの他に、科学研究費補助金や 21
世紀 COEに伴う雇用、私立大学や公的研究機関等が独自に設けた
制度、民間財団による支援等、多様な制度がある。
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表 3–3–5: ポストドクター等支援の内訳 (2004年度、予算ベース)
フェロー
シップ型
独立行政
法人等雇
用型
国立大学
法人等雇
用型
プログラ
ム雇用型
文部科学省 （独）日本学術振興会 特別研究員(DC) 2～3年 3,220
特別研究員(PD) 3年 1,364
特別研究員(SPD) 3年 36
特別研究員(その他) 86
海外特別研究員 2年 380
外国人特別研究員 1～2年 1,790
未来開拓学術研究推進事業 最長5年 120
国立大学法人等 非常勤研究員 [ 581 ] 
ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー非常
勤研究員 [ 380 ] 
（独）理化学研究所 基礎科学特別研究員制度 最長3年 192
ジュニア・リサーチ・アソシエイト制度 最長3年 145
日本原子力研究所 博士研究員流動化促進費 1年 90
特別研究生 1年 55
（独）海洋研究開発機構 特別研究員等 原則1年 13
地球フロンティアポストドクター研究員 原則1年 40
地球観測フロンティアポストドクター研究
員 原則1年 24
（独）宇宙航空研究
開発機構 宇宙航空プロジェクト研究員 原則3年 45
核燃料サイクル開発機構 任期付研究員制度 原則3年 17
（独）科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業 最長5年 672
創造科学技術推進制度 最長5年 48
計算科学技術活用型特定研究開発推進事業 最長3年 32
地域結集型共同研究事業 最長5年 110
ITBL用公募型計算科学技術活用事業 最長3年 4
厚生労働省 公益法人 厚生労働科学研究推進事業（リサーチ・レジデント事業） 原則1年 489
農林水産省 独立行政法人等 新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業 最長5年 138
民間結集型アグリビジネス創出技術開発事
業 最長3年 29
沖縄対応特別研究 最長3年 1
先端技術を活用した農林水産研究高度化事
業
プロジェクト
実施期間によ
る
75
経済産業省 独立行政法人等 産業技術フェローシップ 98
地域新生コンソーシアム研究開発制度 最長2年 131
地域コンソーシアム研究開発制度（中小企
業版）
小計 3,754 357 [ 961 ] 1,913 3,420
合計 10,405
事業名事業主体省庁 博士課程学生
ポストドクター
支援期間
出典: 文部科学省 科学技術・学術政策局 予算関係資料 より作成
注 1: 従来の国立学校特別会計による事業については、国立大学等の法人化に伴い、経費が国立大学法人運営費交付
金に移行。予算上人数計上されていないが、当該運営費交付金において、実質的に前年度と同水準以上の支援
が可能となるよう必要な経費が措置されていることから、2003 年度と同人数を 2004 年度に推計している。
注 2 : 独立行政法人の人数は、運営交付金に占める推計値。
注 3 : 2004 年度の人数の合計については、国立大学法人等雇用型の人数を含めた数字。
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図 3–3–3: 「ポストドクター等 1万人支援計画」対象事業による支援形態
(予算ベース)
フェロー
シップ型
32.9%
プログラム
雇用型
39.7%
国立大学法
人等雇用型
20.0%
独立行政法
人等雇用型
7.4%
ポストドクター
（国内）
4,185人
2004年
出典: 文部科学賞 科学技術・学術政策局 予算関係資料より作成。
注: 博士課程学生を対象とした特別研究員制度 (DC)による支援、
外国人の受け入れ、海外への派遣は含まない。
図 3–3–3は「ポストドクター等 1万人支援計画」対象事業による支援形態
(予算ベース)を示したものである。フェローシップ型が32.9%、プログラム雇
用型が 39.7%であり、ややプログラム雇用型の割合が高い。国立大学法人等
雇用型は 20.0%であり、次いで独立行政法人等雇用型が 7.4%となっている。
なお、ここに含まれないポストドクター支援制度として、例えば「21世紀
COEプログラム」による雇用 (プログラム雇用型)、科学研究費補助金によ
る雇用 (プログラム雇用型)、「NIES 2ポスドクフェロー」(独立行政法人等雇
用型)等がある。
2独立行政法人国立環境研究所
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(2) 米国におけるポストドクター数の推移
米国における分野別のポストドクター数の推移を図 3–3–4に示す。全体と
して、1995年以降ほぼ一貫して増加しており、1999年には 4万人を超えて
いる。分野別では生物学が最も大きな割合を占め、次いで保健分野が多い。
図 3–3–4: 米国における分野別ポストドクター数の推移
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出典: NSF, Survey of Graduate Students and Postdoctorates in Science
and Engineering,1994–2001
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(3) ポストドクターの支援形態
図 3–3–5は米国のポストドクター支援数について、支援形態別の人数の比
率を示したものである。
図 3–3–5: 米国におけるポストドクターの支援形態
非連邦政府
31.2%
連邦政府トレイニーシップ
5.7%
連邦政府 研究助成
54.8%
連邦政府フェローシップ
8%
米国
2001年
42,899人
出典: NSF, Survey of Graduate Students and Postdoctorates in
Science and Engineering , 2001
注: 「非連邦政府」には、所属大学、州政府、民間財団等からの
奨学金を含む。
米国における連邦政府フェローシップとは、主にポストドクター本人への
直接支援であり、トレイニーシップは研究機関に雇用される形態をとるもの
である。米国におけるこの 2つの制度は日本におけるフェローシップ型に対
応するものと思われる。米国では連邦政府フェローシップとトレイニーシッ
プを合わせても約 14%である。非連邦政府の支援については、プログラム雇
用型とフェローシップ型を区別する数字はないが、連邦政府の研究助成につ
いては日本のプログラム雇用型に対応すると考えられ、少なく見積もっても
全体の 50%以上がプログラム雇用型的な性格を有していると見られる。
105
3.3.4 自立支援を目的とした施策の効果
本項では研究マネージャー、研究者、ポストドクター及び博士課程学生を対象
としたアンケート調査の結果をもとに、博士課程学生・ポストドクターに対する
支援制度及び若手向け競争的資金の活用状況とその効果について確認する。
博士課程学生に対する支援制度
(1) 博士課程学生に対する支援制度の活用状況
博士課程学生の支援制度の効果を確認する上で、まず、博士課程学生が生
活を送るための収入源について把握する必要がある。そこで、博士課程学生
の回答者に対して、生活費や学費を賄うための収入源を質問した回答結果を
図 3–3–6に示す。
図 3–3–6: 博士課程学生の収入源 (博士課程学生)
あなたは生活費や学費を賄うための収入をどこから得ていますか。(DA-03)
58.7%
37.8%
39.4%
0.5%
66.7%
35.1%
44.1%
1.8%
69.8%
33.7%
46.5%
62.5%
22.5%
47.5%
33.3%
23.1%
62.8%
25.6%
57.7%
34.9%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%
奨学金
アルバイトの報酬
家族や親戚からの援助
銀行からの借り入れ
全体(N=368)
理学系(N=111)
工学系(N=86)
農学系(N=40)
医学系(N=78)
複合領域系(N=43)
(複数回答可)
全体としては「奨学金」との回答が 58.7%と最も多く、次いで「家族や親
戚からの援助」(39.4%)、アルバイトの報酬 (37.8%)が多かった。分野別に見
ると、医学系だけが他と収入の構造が異なることが分かる。医学系は「アル
バイトの報酬」との回答 57.7%と他の分野に比較して相当に高く、逆に奨学
金への依存度が低くなっている。
次に大学において教育あるいは研究の補助を行う、TA、RAの経験有無に
ついての回答結果を図 3–3–7に示す。
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図 3–3–7: TA、RAの経験 (博士課程学生)
あなたは、ティーチングアシスタント(TA)またはリサーチアシスタント(RA)として働いたことが
ありますか。(DA-04)
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ある ない 無回答
回答者全体の 81.0%が TAまたは RAの経験者である。分野別に見ると、
経験の割合が高いのは理学系、工学系である。逆に低いのは医学系である。
このTA、RAの対価が妥当であるかを質問した際の回答結果を図 3–3–8に
示す。
図 3–3–8: TA、RAの対価は適当ですか (博士課程学生)
TAまたはRAの経験が「ある」とお答えの方にお聞きします。労働の対価としてその支
給額(時間単価)の水準は適当だと思いますか。(DA-05)
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複合領域系(N=35)
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答
全体としては肯定的回答が否定的回答よりも多く、概ね適当であると評価
している。分野別では農学系における評価が高い。一方、複合領域系では肯
定的回答と否定的回答がほぼ同程度となっている。
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(2) 博士課程学生に対する支援制度の効果
博士課程学生が経済的に充足しているかどうかを確認するため、生活費の
充足度について質問した。その回答を図 3–3–9 に示す。
図 3–3–9: 生活費の充足度 (博士課程学生)
あなたの収入は生活費や学費を賄うのに足りていますか。(DA-06)
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足りている ほぼ足りている やや足りない 足りない 無回答
全体としては充足を表す「足りている」及び「ほぼ足りている」との回答
が不足を表す「やや足りない」「足りない」との回答よりも多いものの、生
活費や学費に宛てるための様々な収入源から収入を得ていてもなお「足りな
い」、「やや足りない」との回答が 4割を超えており、経済的には十分に充足
された状態とは言い難いと思われる。
一方、研究マネージャーの博士課程学生への経済的支援に対する考え方を
知るため、経済的により一層の支援を行うべきかどうかを質問した。その回
答結果を図 3–3–10に示す。
図 3–3–10: 博士課程学生への経済的支援について (研究マネージャー)
博士課程の学生を経済的により支援すべきである。(AB2-02)
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大学共同利用機関(N=34)
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
国立、公立及び私立大学の研究マネージャーの過半数は「全くそのとおり」
と回答した。特に国立大学の研究マネージャーの回答割合が高く、65.9%が
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「全くそのとおり」と回答している。「ほぼそのとおり」と合わせると、国
立大学のの 97.4%、私立大学の 98.0%という極めて高い割合で、研究マネー
ジャーは博士課程学生を経済的により支援すべきであると回答している。
ポストドクター支援制度
(1) ポストドクターの意義
ポストドクターについては、研究者のキャリアにおいて、その位置付けが
明確になっていない等の指摘がなされることがある。そこでポストドクター
経験の意義について研究マネージャー、ポストドクター本人及び博士課程
学生がどのように認識しているかを確認した。その回答結果を図 3–3–11に
示す。
図 3–3–11: ポストドクター経験の意義
(研究マネージャー、ポストドクター・博士課程学生)
ポストドクターの経験は、研究者本人にはどのような意義があると思いますか。
(AB2-11,DA-12,EA-02)
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単なる博士課程の延長
特に意義を見出せない
その他
研究マネージャー大学(N=449)
研究マネージャー公的研究機関等(N=183)
ポストドクター(N=338)
博士課程学生（N＝368)
(複数回答可)
全体として研究マネージャー、ポストドクター及び博士課程学生の回答傾
向は類似している。大学及び公的研究機関等ともに研究マネージャーの回答
で最も割合が大きかったのは「自立のための登竜門」であり、次いで「研究
分野の幅を広げる期間」である。ポストドクター自身と博士課程学生は「研
究分野の幅を広げる期間」との回答が最も多い。「就職までの猶予期間」との
回答はポストドクターや博士課程学生よりは研究マネージャーに多くなって
いる。研究マネージャーはポストドクターを正規の雇用までの試用期間と見
なしているのではないかと思われる。「単なる博士課程の延長」、「特に意義
を見い出せない」といったマイナスの回答は少数であり、研究マネージャー、
ポストドクター、博士課程学生はいずれも全体としてポストドクターの意義
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を積極的に見い出している ということができる。
次に、ポストドクター自身のポストドクターに進んだ動機に関する回答を
専門分野別に図 3–3–12に示す。
図 3–3–12: ポストドクターに進んだ動機 (ポストドクター)
あなたがポストドクターに進んだ動機は次のどれですか。(EA-01)
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10.4%
7.7%
5.7%
13.7%
6.8%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
全体(N=338)
理学系(N=123)
工学系(N=51)
農学系(N=48)
医学系(N=59)
複合領域系(N=52)
指導教官に勧められたから 就職口がなかったから 研究を続けたかったから
研究者になりたかったから なんとなく 無回答
ここでは最も当てはまる動機一つのみを回答している。全体としては「研
究を続けたかったから」との回答が 50.0%と最も多く、次いで多いのが「研
究者になりたかったから」であり、回答割合は 34.6%である。分野間では回
答の傾向にそれほど大きな差異は見られないが、医学系のみ「研究を続けた
かったから」との回答が 61.0%であり、他の分野に比較してその割合が大き
くなっている。
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(2) ポストドクターの受入状況
図 3–3–13は回答者が所属する機関のポストドクターの受入状況を機関種
別に表したものである。
図 3–3–13: 機関種別ポストドクター受入状況 (研究マネージャー)
あなたの所属する組織・部局では、ポストドクターを受け入れていますか(AB2-10 )
86.2%
62.5%
60.3%
91.2%
79.2%
76.8%
12.1%
31.3%
39.1%
5.9%
19.2%
23.2%
6.3%
1.7%
0.7%
2.9%
1.7%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
国立大学(N=232)
公立大学(N=32)
私立大学(N=151)
大学共同利用機関(N=34)
独立行政法人(N=120)
省庁直轄研究機関(N=56)
受け入れている 受け入れていない 無回答
最も受け入れているとの回答割合が大きかったのは大学共同利用機関であ
り、回答者の 91.2%が「受け入れている」と回答している。次いで回答割合
が高いのは順に国立大学 (86.2%)、独立行政法人 (79.2%)、省庁直轄研究機
関 (76.8%)である。公立大学と私立大学については、他に比較して受け入れ
ているとの回答割合が低く、公立大学が 62.5%、私立大学が 60.3%である。
図 3–3–14はポストドクター受入れの目的について研究マネージャーに対
して質問した際の回答である。
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図 3–3–14: ポストドクター受入れの目的
(ポストドクターを受け入れている研究マネージャー)
ポストドクター受け入れの目的は何ですか。(AB2-10-1)
75.4%
43.0%
32.2%
26.0%
9.6%
1.8%
52.8%
66.0%
4.2%
41.7%
16.0%
3.5%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%
共同研究者として
研究実施のための労働力として
若手または学生の指導役として
新たな研究分野を取り込むため
他の研究者のモチベーションを高めるため
その他
大学(N=342)
公的研究機関等(N=144)
(複数回答可)
大学では「共同研究者として」が最も多く、次いで「研究実施のための労
働力として」の順であるが、公的研究機関等ではその順序が逆転している。
(3) ポストドクター等支援制度の評価
研究マネージャーに対し、「ポストドクター等 1万人支援計画」について
全体としてどのような効果があったかを質問した。ポストドクターを受け
入れていないか、受け入れているかに分けて集計した結果を図 3–3–15及び
3–3–16に示す。
図 3–3–15: 「ポストドクター等 1万人支援計画」の効果
(ポストドクターを受け入れていない研究マネージャー)
「ポストドクター等１万人支援計画」はどのような点で日本の研究開発に効果があった
と思いますか。(受け入れていないマネージャー、AB2-12)
33.3%
23.2%
18.2%
18.2%
6.1%
24.3%
35.1%
2.7%
27.0%
16.2%
0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%
研究人材の流動性が向上した
若手研究者が着実に養成された
研究開発の成果が充実した
特に効果はなかった
その他
大学(N=99)
公的研究機関等(N=37)
(複数回答可)
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ポストドクターを受け入れていない大学の研究マネージャーの回答では
「研究人材の流動性が向上した」(33.3%)、「若手研究者が着実に養成された」
(23.2%)という回答割合が比較的大きい。公的研究機関等の研究マネージャー
の回答では「若手研究者が着実に養成された」(35.1%)、「特に効果はなかっ
た」(27.0%)との回答割合が比較的大きい。
図 3–3–16: 「ポストドクター等 1万人支援計画」の効果
(ポストドクターを受け入れている研究マネージャー)
「ポストドクター等１万人支援計画」はどのような点で日本の研究開発に効果があった
と思いますか。(受け入れているマネージャー、AB2-12)
42.1%
34.8%
25.7%
14.6%
9.1%
33.3%
27.8%
18.1%
17.4%
10.4%
0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%
研究人材の流動性が向上した
若手研究者が着実に養成された
研究開発の成果が充実した
特に効果はなかった
その他
大学(N=342)
公的研究機関等(N=144)
(複数回答可)
一方、ポストドクターを受け入れている研究マネージャーの回答 (図 3–3–
16)では、大学及び公的研究機関等の研究マネージャーの回答傾向は類似し
ており、「研究人材の流動性が向上した」との回答が最も多く (大学: 42.1%、
公的研究機関等: 33.3%)、前述のポストドクターを受け入れていない研究マ
ネージャーの場合に比較してその回答割合も大きくなっている。
次に多い「若手研究者が着実に養成された」に対する回答は (大学: 34.8%、
公的研究機関等: 27.8%)、大学では受け入れていない研究マネージャーより
も受け入れた研究マネージャーの方が回答割合が大きく、受け入れることに
よって実感されたものであると思われる。公的研究機関等については、むし
ろ受け入れた研究マネージャーの回答割合の方が小さくなっている。「若手
研究者が確実に養成された」と回答しなかった研究マネージャーのコメント
には「終了後の処遇に困っている」、「定着するためのポストが足りない」と
の回答が見られ、受け入れることによって、受入期間終了後の処遇に苦慮し
ていることを反映した回答とみることもできる。
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「研究開発の成果が充実した」については、大学及び公的研究機関等の研
究マネージャーは、受け入れていない研究マネージャーよりも強く効果を感
じているということができる。また「特に効果が無かった」という否定的な
評価についても、受け入れている研究マネージャーの回答割合は受け入れて
いない研究マネージャーの回答割合よりも小さく、受け入れることによって、
全体として効果を感じたと評価することができよう。
次に、ポストドクターの 1期当りの適切な支援期間について、研究マネー
ジャー及びポストドクターに質問した結果を図 3–3–17に示す。
図 3–3–17: 1期あたりの適切な支援期間について
(研究マネージャー、ポストドクター)
ポストドクターの支援期間は１期あたり何年程度が適当であると思いますか。
(AB2-03,EA-05)
16.9%
66.1%
56.8%
64.5% 8.0%
2.1%
3.3%
3.6%
29.2%
36.1%
6.5%
1.1%
3.8%
2.1%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
ポストドクター(N=338)
1年 2年 3年 4年 5年以上 無回答
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研究マネージャー、ポストドクターともに最も回答割合が大きいのは「3
年」である。ポストドクターの回答では 1年、2年といった 3年よりも短い
期間を回答する割合が 19.0%ある。これに対し、研究マネージャーはむしろ
3年よりも長い期間を適当する回答が多く、大学では 29.2%、公的研究機関
等では 36.1%が「5年以上」と回答している。これは、図 3–2–38で見たよう
に、大学や公的研究機関等では研究者の流動性のデメリットとして「長期の
研究計画が立てにくくなる」ことを最も懸念しており、このことからすると、
これらの機関では研究の継続性が重視されることが多いと思われ、そのため
3年よりも長い期間を適当とする回答が多くなっているのではないかと推察
される。
現行の支援制度の多くは、支援期間が「原則 3年」あるいは「最長 3年」
であり、中には「最長 5年」という制度もある。本回答結果は現行の支援期
間を肯定的にとらえていることを示していると思われる。
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さらにポストドクターの支援数を今後どのようにすべきであるかを研究マ
ネージャー及びポストドクターに質問した。その回答を図 3–3–18に示す。
図 3–3–18: ポストドクターの支援数について
(研究マネージャー、ポストドクター)
ポストドクターの数は今後どのようにあるべきだと思いますか。(AB2-14,EA-29)
11.1%
2.2%
3.2%
9.8%
44.5%
28.4%
19.7%
26.6%
30.5%
43.7%
42.7%
37.0%
8.5%
16.4%
26.2%
19.8%
2.2%
2.1%
2.7%
6.8%
4.7%
3.1%
6.6%
1.4%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
ポストドクター(N=338)
大幅に増えるのがよい 増えるのがよい 現状程度でよい 減るのがよい 大幅に減るのがよい 無回答
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公的研究機関等、民間企業及びポストドクター本人の回答割合は「現状程
度で良い」が最も多いが、大学の研究マネージャーのみ「増えるのが良い」
を最も多く回答している。前述の通り、大学の研究マネージャーの多くはポ
ストドクターを共同研究者として認めているが (図 3–3–14)、この結果から、
より多くのポストドクターが共同研究者として求められていることをうかが
うことができよう。
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若手向け競争的資金の効果
科学技術基本計画では、「若手研究者を対象とした研究費を重点的に拡充」し、
「研究者が自由な発想により最大限能力を発揮できる競争的な研究開発環境を整備
する」としている。そこで、研究者に対し、若手向け競争的資金を獲得したこと
があるかを質問した。その回答を図 3–3–19に示す。なお、ここでは若手向け競争
的資金の主な対象となっていると想定され、回答数の多い大学の研究者について、
年齢階層別に集計を行った結果を示している。
図 3–3–19: 若手向け競争的資金の獲得状況 (大学の研究者)
あなたはこれまで若手向けの競争的資金を獲得したことがありますか。(FA-30)
36.8%
49.3%
75.0%
49.0%
51.9%
44.0%
35.2%
24.3%
26.3%
10.2%
23.1%
19.9%
22.9%
15.7%
14.0%
5.3%
13.7%
4.6%
14.4%
17.9%
21.1%
39.8%
53.3%
31.6%
26.0%
10.2%
13.5%
10.3%
11.9%
9.3%
8.4%
11.0%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
25～29歳 (N=19)
30～34歳 (N=73)
35～39歳 (N=108)
40～44歳 (N=104)
45～49歳 (N=156)
50～54歳 (N=109)
55～59歳 (N=108)
60～64歳 (N=107)
若手の時期に制度があり、獲得した 制度はあったが対象外だった 制度自体がなかった 無回答
若手向け競争的資金を獲得した割合が最も高い年齢層は、35歳～39歳 (75.0%)
であり、この年齢層には若手向け競争的資金がかなり高い割合で浸透していると
いうことができよう。他の年齢層では、30～34歳、40～44歳、45～49歳のほぼ 5
割に獲得の経験がある。若手の中でも 30歳～34歳の「獲得した」との回答割合は
49.3% であり、35歳～39歳 (75.0%)との間に、獲得経験の大きな差が見られる。
ここから、特に 30歳台の前半から後半にかけて競争的資金を獲得するための実力
が養成されているのではないかと推察することもできる。
なお、55歳以上では「制度自体がなかった」との回答が最も多くなっている。
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図 3–3–19の質問において、若手向け研究資金を獲得したことのあると回答した
研究者に、獲得した競争的資金が自立に寄与したかどうかを質問した。その回答
結果を図 3–3–20に示す。
図 3–3–20: 若手向け競争的資金の自立支援への寄与
(若手向け競争的資金を得たことのある研究者)
若手向け競争的資金はあなたの研究者としての自立に寄与しましたか。(FA-31)
35.6%
36.8%
37.5%
38.5%
36.8%
25.0%
12.6%
13.2%
18.8%
8.1%
10.5%
12.5%
3.1%
6.3%
2.1%
2.6%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=382)
公的研究機関等(N=38)
民間企業(N=16)
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答
肯定的回答の割合は、大学の研究者では 74.1%、公的研究機関等では 73.6%、民
間企業では 62.5%であった。
研究マネージャーへの同様の質問に対する回答を図 3–3–21に示す。
図 3–3–21: 若手向け競争的資金の自立支援への寄与 (研究マネージャー)
若手向け外部競争的資金の拡充は若手研究者の自立に貢献している。(AB-2-08)
14.7%
10.4%
54.1%
50.3%
24.3%
27.3%
6.0%
9.8%
0.4%
1.6%
0.4%
0.5%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
肯定的回答は大学の研究マネージャーの 68.8%から、公的研究機関等の研究マ
ネージャーの 60.7%から得られ、全体として若手研究者の自立に貢献したとの評
価が得られている。
以上から、若手向け競争的資金を獲得した研究者は、自己の自立に寄与したと
回答しており (図 3–3–20)、大学及び公的研究機関等の研究マネージャーからも肯
定的な回答が得られたことから (図 3–3–21)、若手向け競争的資金については、そ
の効果が肯定的に評価されたといってよいだろう。
117
若手研究者の自立の状況
前述のポストドクター及び博士課程学生に対する支援制度並びに若手向け競争
的資金の拡充等の施策による若手研究者の自立の状況を把握するため、博士課程
学生及びポストドクターに対して研究実施上、どの程度の裁量が認められている
かを質問した。その結果を図 3–3–22に示す。
図 3–3–22: 認められている裁量 (博士課程学生、ポストドクター)
研究の遂行上、あなたに裁量が認められているのは次のうちどれですか。
(DA-35、EA-16)
78.0%
50.8%
31.8%
11.1%
4.6%
2.2%
79.0%
59.2%
49.4%
29.6%
7.1%
1.8%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%
研究の実施方法の決定
研究課題および目標の設定
研究成果発表の時期および方法
研究費の使途
研究チームの編成
その他
博士課程学生（N＝368)
ポストドクター(N=338)
(複数回答可)
博士課程学生の 78.0%、ポストドクターの 79.0%に「研究の実施方法の決定」の
裁量が与えられ、「研究課題および目標の設定」についても博士課程の 50.8%、ポ
ストドクターの 59.2%が認められている。博士課程学生とポストドクターとの回
答が異なるのが「研究費の使途」や「研究成果発表の時期及び方法」である。「研
究チームの編成」のような人事については博士課程学生もポストドクターも裁量
が小さい。
次に、対比対象として大学の研究者3について、認められている裁量についての
回答を年齢階層別に集計した結果を図 3–3–23に示す。
3サンプル数が最も多く年齢階層別集計に適しているため大学の研究者を選択した。
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図 3–3–23: 認められている裁量 (大学の研究者)
研究の遂行上、あなたに裁量が認められているのは次のうちどれですか。あてはまるものすべてをお
答えください。(FA-35)
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63.2%
47.4%
47.4%
15.8%
0.0%
89.5%
70.7%
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80.3%
89.4%
72.7%
67.4%
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0.8%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
研究の実施方法の決定
研究課題および目標の設定
研究成果発表の時期および方法
研究費の使途
研究チームの編成
その他
～29歳(N=19)
30～39歳(N=181)
40～49歳(N=260)
50～59歳(N=217)
60～69歳(N=132)
(複数回答可)
年齢階層を問わず比較的認められている裁量は「研究の実施方法の決定」であ
る。どの年齢階層においても 80%以上が認められていると回答していることから、
「研究の実施方法の決定」の裁量を得ることは、研究者としてのスタートラインに
立つことを表しているということができよう。これに対して、年齢によって裁量
の認められる割合に差が大きい「研究チームの編成」、「研究成果発表の時期及び
方法」、「研究課題及び目標の設定」、「研究費の使途」については、研究の経験を
積むことによって獲得していくものと位置付けることができると思われる。
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図 3–3–24は研究マネージャーに研究者が研究面で自立すべき時期を質問した際
の回答である。
図 3–3–24: 研究者は何歳くらいまでに研究面の自立をすべきか
(研究マネージャー)
研究者は(      )歳くらいまでに自分で研究テーマを設定し遂行できるよう研究面の自立
をすべきである。(AB2-05)
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1.6%
2.5%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
30 35 40 45 年齢とは関係ない 無回答
「30歳まで」及び「35歳まで」に自立すべきとの回答割合では、大学の研究マ
ネージャーが公的研究機関等及び民間企業に比べやや大きく、研究者の自立の時
期を早目に設定していることが分かる。「30歳まで」、「35歳まで」及び「40歳ま
で」を合わせた回答割合は、大学の研究マネージャーが 93.1%、公的研究機関等で
は 89.1%、民間企業では 77.4%であり、研究マネージャーが考える研究面の自立時
期は概ね 40歳までと言うことができよう。
図 3–3–23に挙げた選択肢のうち、実際に 40歳までに大部分の大学の研究者が
獲得しているといえる裁量は、「研究の実施方法の決定」(89.5%)、「研究課題およ
び目標の設定」(70.7%)の 2つであり、研究面の自立の目安として、この 2つを獲
得していることを挙げることができると思われる。
以上の観点から、ポストドクターや博士課程学生の自立の状況を見ると、「研究
の実施方法」の裁量については、約 8割が認められているとしているが、もう一方
の要件である「研究課題および目標の設定」を認められているとする割合は、博
士課程学生で約 5割、ポストドクターで約 6割であり (図 3–3–22)、博士課程学生
やポストドクターは自立の途上にあると言えるのではないかと思われる。
なお、図 3–3–23におけるその他の選択肢である「研究費の使途」や「研究チー
ムの編成」は、50歳代の中堅・シニア研究者の間でも、認められている者がそれ
ぞれ約 65%及び約 45%にとどまっている。
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3.3.5 自立促進のための課題及び方策
博士課程学生への経済的支援の充実
学部学生、修士課程学生、博士課程学生の収入の構成を図 3–3–25に示す。
図 3–3–25: 大学生及び大学院生の収入構成
69.6%
52.0%
19.4%
10.1%
22.0%
35.3%
16.0%
13.3%
22.2%
4.3%
12.7%
23.0%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
学部学生
修士課程学生
博士課程学生
家庭から 奨学金 アルバイト 定職・その他
出典: 文部科学省「平成 14年度 学生生活調査」より作成
学部、修士、博士と進むにしたがい、家庭からの給付の割合が減少し、代って
奨学金の比重が大きくなることが分かる。博士課程については、奨学金が収入全
体に占める割合は 35.3%で最大の収入源となっている。またアルバイトが収入に
占める割合も学部、修士よりも博士が高くなっている。
アンケートの回答からは、収入が「足りている」、「ほぼ足りている」としてい
るのは 5割強であるが (図 3–3–9)、それは奨学金やアルバイトによる収入を学部学
生や修士学生以上に得てようやく達成されており、それらの支援や自助努力なし
では経済的に充足することができないということもできる。
博士課程学生が研究活動をする上で障害と感じる点についての記述回答のうち、
経済的な障害を挙げたものの一部を以下に示す。
121
< 研究活動をする上での障害 (博士課程学生の回答例) >
• 生活費等の金銭面があまりにも不安。
• 日本学生支援機構の借金で生活しているが、その返済のことを考えると、
研究など止めて、働いた方が良いのかとも思う。
• 収入が少なすぎ、生活が苦しいことが研究活動の障害になっている。にも
かかわらず、多忙につき、アルバイトもできない。
• 博士課程ともなると親の援助は期待できない。奨学金は借金であり、学費・
生活費を奨学金で賄おうとすると、卒業時には 1千万円近い借金を背負う
ことになる。
• 博士課程学生への金銭的サポートがほとんどない点 (学生への生活を支援
しているのは、日本学術振興会の特別研究員のみだが、これに採用される
のは難しい。)
• 大学院生 (特に私学)の学費が高いことが問題。修士期間は年間 120～130
万円、博士期間は年間 84万円となり、学部から博士課程 3年までにかかる
費用が 1100万円を超える。
• 研究するための時間と、生活費を補うための時間のバランスが悪い。
• 資金面の問題が最も障害だと思います。多くの学生は育英会以外の援助な
く学生生活を送っています。アルバイトをする暇もなく、授業料や家賃を
払いながらの生活は、本当につらいです。親への負担も大きいです。
• 経済的に不安定であること。そのためアルバイト等に時間を取られてしま
う。遠方での研究会などに参加したくても、諦めることが多い。
経済的な充足度は住居の環境 (自宅か一人暮らしかなど)や家庭の経済状況にも
左右され、一様ではないが、これらの回答のように経済的に不足感が大きい学生
にとっては、このことが心理的な負担となっていることは容易に想像できる。
これは研究活動にも少なからず影響を与えていると思われるため、研究活動に
取り組む意欲が大きく、優秀な博士課程学生であって、経済的不足の大きい者に
対しては、より条件を緩和した貸付けあるいは支援制度の拡充等が求められる。
また、現在の奨学金は貸与であり、回答に見られるように卒業時に 1千万円近
くの負債を負う場合もある。このことが博士課程へ進学するかどうかの決定、さ
らには博士課程修了後の進路にも影響を与えている可能性があることも考えられ
るため、今後、さらに経済的負担の軽減について検討されることが望まれる。
大学及び公的研究機関等の研究マネージャーが博士課程学生などへの経済的支
援の問題をどのように考えているか、アンケートの記述回答から関連の深いと思
われるものを抽出して以下に示す (記述回答 A、B2–16–1)。
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< 博士課程学生またはポストドクターへの経済的支援に関する課題
(研究マネージャーの回答例) >
大学
• 博士課程修了後の研究者として自立するための最も重要な時期に、経済的支援やポ
ジションがなく、研究から離れざるを得なくなることが多いのは、将来の有望な学
究の人材を失う大きな要因となっている。
• 博士課程修了後の経済面での不安定さ。
• 状況は経済状態にも依存するので、一般論ではないが、通常の世界では博士号を取
得した年令で第一線で働いている分野もある。この時期に経済的に不安定な状態が
続くことは、研究者を目指す者にとって決してプラスにならない。修士、博士、ポ
スドクのそれぞれの節目で、他の選択肢が取れるような社会環境が実現していない。
• 若手研究者の経済的生活基盤が乏しい。
• 経済的自立。身分保障が必要。
• 養成と自立には経済的支援が必要。
• 研究だけで生活できる経済的支援。
• 若手研究者の生活支援 (経済的)が不足している。アルバイトに専念せざるを得ない
状況では研究は進まない。
公的研究機関等
• 博士課程の学生への奨学金の支給。博士課程の学生のレベルの向上。
博士課程学生を含む、若手研究者全体について、経済面での生活基盤を整える
べきとの意見が目立つ。同時に資質の向上を期待する意見や、節目毎の研究職以
外のキャリア・パスの選択肢を望む意見もある。
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支援期間終了後の就職
ポストドクターの支援については、ポストドクターの支援数の割に期間終了後
の研究者向けポストが少ないと指摘されることがある。そこで、ここでは特にポ
ストドクター支援期間終了後の就職を取り上げ、就職の希望及び就職の見込みに
ついての回答結果から、ポストドクターの就職に関する状況を定性的に把握する。
図 3–3–26はポストドクターが回答した、支援期間終了後の希望する雇用形態を
示したものである。
図 3–3–26: ポスドク期間終了後の雇用形態に対する希望 (ポストドクター)
（ポストドクター期間終了直後に 「研究業務」に従事したい方）どのような立場で従
事することを希望しますか。(EA-24)
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35歳以上(N=58)
ポストドクターとして 任期付きの職員または教員として 終身雇用型の職員または教員として その他
全体として、ポストドクターの 76.0%が支援期間終了後は終身雇用の職に就き
たいと考えている。再度ポストドクターとなりたいという回答は 4.8%に過ぎない。
また任期付任用を希望する割合は 16.3%である。年齢階層別に見ても、これらの
希望の割合はほぼ同じである。
次に、実際の雇用形態がどのようになると見込んでいるかについての回答結果
を図 3–3–27に示す。
図 3–3–27: ポスドク期間終了後の雇用形態の見込み (ポストドクター)
（ポストドクター期間終了直後に 「研究業務」に従事したい方）実際にはどのような
立場で従事する見込みですか。(EA-25)
31.0%
36.9%
29.9%
25.9%
32.9%
27.4%
36.5%
29.3%
14.7%
10.7%
15.6%
17.2%
21.4%
25.0%
18.0%
27.6%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
全体(N=313)
25～29歳(N=84)
30～34歳(N=167)
35歳以上(N=58)
ポストドクターとして 任期付きの職員または教員として 終身雇用型の職員または教員として わからない・その他
全体で最も回答割合が大きいのは「任期付きの職員または教員 」(32.9%)であ
り、次に「ポストドクターとして」(31.0%)である。年齢階層別では、年齢が高く
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なるにつれて「ポストドクターとして」の割合が減少し、「終身雇用型の職員また
は教員として」の割合が高くなっている。もっとも、30歳以上でも最大の回答割
合を示しているのは、やはり「任期付の職員または教員として」であり、「終身雇
用型の職員または教員として」を見込んでいる割合は 30～34歳で 15.6%、35 歳以
上でも 17.2%に過ぎない。
前述の図 3–3–26と図 3–3–27を比較すれば、ポストドクター終了後の就職は雇
用形態については、終身雇用型のポストを獲得するという希望を現実にするのは
容易ではないことが想像される。
ポストドクターに対して、直接的に次のポストを獲得する難易について質問し
た際の回答結果を図 3–3–28に示す。
図 3–3–28: ポスドク期間終了後の就職難易 (ポストドクター)
あなたは、ポストドクター期間終了後に次のポストを獲得することの難易について、
どのような見通しを持っていますか。(E-A28)
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極めて難しい 難しい あまり難しくない 難しくない 無回答
全体では 36.1%が「極めて難しい」と回答し、49.7%が「難しい」と回答してい
る。年齢階層別に見ると、「極めて難しい」との回答割合は 30～34歳で 39.1%と高
い。また、35歳以上では、「あまり難しくない」との回答が 14.1%であり、他の年
齢階層に比較して割合が大きくなっている。
このような就職難の状況にあって、複数回のポストドクター支援制度を利用す
るケースが増えているという指摘がある。そこで、これまでに受けた支援制度の
適用回数について質問した。その際の回答結果を図 3–3–29に示す。
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図 3–3–29: これまで適用された支援制度の回数 (ポストドクター)
あなたはこれまで延べ何回ポストドクター支援制度の適用を受けましたか。現在を1回と
して含めた回数をお答えください。(EA-03)
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回答者全体のうち、63.0%が「1回」と回答しており、現在が制度の初回適用で
ある。年齢階層別に見ると、25～29歳では「1回」が 78.0%であるが、30～34歳
では「2 回」との回答が 27.9%に増加し、35歳以上では「2回」が 28.1%、「3回以
上」が 29.7%となる。
このような状況をもたらす要因として考えられるのが、大学における若手向け
のポストの減少である。それを表す指標として 大学における職名別教員数の推移
を図 3–3–30に示す。
図 3–3–30: 職位別教員数の推移
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教授(63,162)
助教授(37,323)
講師(20,125)
助手(36,894)
全体(158,770)
（年）
出典: 文部科学省「学校基本調査報告」より作成
注 1: 本務教員のみ、1996年を 1.0としたときの指数
注 2: 括弧内は 2004年 5月 1日現在の本務教員総数
注 3: 全体の数は学長、副学長を含む。
教授、助教授、講師については順調に増加し、全体としても教員ポストは増加
しているものの、助手だけは 1996年以降他の職に比較してほとんど増加していな
い。また、講師については、増加しているものの、絶対数は助手よりも少ない。
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ポストドクター支援期間終了後の主要な就職先の一つであると考えられる助手
のポストがあまり増えておらず、また同様に就職先の一つと思われる講師の数も
全体から見れば少ないことがポストドクターの就職の厳しさをもたらしている一
因ではないかと思われる。
上述のように、若手研究者、特にポストドクターについては、支援期間終了後
の就職が困難になりつつあると思われる。この課題に対する、大学及び公的研究
機関等の研究マネージャーの認識及び解決に向けた方策について、アンケートの
記述回答から関連の深いと思われるものを抽出し、「研究者ポストの増加」、「就業
機会の多様化」及び「養成のあり方」の 3つ視点から検討を行う。
(1) 研究者ポストの増加
博士課程修了後及びポストドクター支援期間終了後の就職問題に対して、
研究者ポストの数及びその増加による解決を期待する研究マネージャーの記
述回答例を以下に示す。
研究マネージャーは、支援を充実させることについては概ね賛成のようで
あるが、支援期間終了後の就職口の不足を指摘しており、「責任をもって進
学を勧められない」など、優秀な学生であっても現状では研究職を獲得する
ことが容易ではないことをうかがうことができる。また、ポストの不足を流
動性と関連づけた回答が複数あり、ポスト不足が単に若手だけの問題ではな
く、研究者の雇用システム全体のあり方に関する大きな課題であるというこ
とをうかがうこともできる。
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< ポストドクター等の研究者ポストの不足の課題と方策 (研究マネージャーの回答例) >
課題
• 博士の学位の取得後の就職先が限られており、優秀な学生に責任をもって進学を勧
められない (大学)。
• 大学院で優れた資質を理した人材が、修了後その能力を発揮しようとしても、教育
ポストがないと達成できない (大学)。
• ポスドクで業績を挙げた者がすぐにリーダーとなれるポストが少ない (大学)。
• 就職先のめどが立たないまま研究に従事するケースが多い。(大学)
• 助手等の若手研究者ポストが極端に少なく、今なお減少させる方向に動いている。
(大学)
• 若手研究者の教と、それに見合う雇用の機会のミスマッチ。(大学)
• ポストの不足と予算不足 (部局としてポスドクを採用したいと考えるが、ポストも
予算もない)(大学)。
• ポストドクター後の就職の場が少ない。ポスドクの数のみを増やしても、ポジショ
ン取りが激化するのみ (公的研究機関等)。
• 適任者はいくらでもおり育てられるが、ポストが少ない (公的研究機関等)。
方策
• 研究者ポストの増加と研究環境の充実が欲しい。競争的環境の整備 (大学)。
• 研究者ポスト数の増加。財政的支援 (大学)。
• 中年以上のポストの流動性を高くする必要あり。退職金制度を無くし、年俸制とす
る。(公的研究機関等)
• 定年 2段階にし、50才前後で移動しない場合は 58～60才とし、移動した場合は 65
才あるいは 68才ぐらいにするなど工夫する。任期制の場合、移動しても次のポスト
が得られるよう制度が必要。(公的研究機関等)
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(2) 就業機会の多様化
就職の問題に対しては、大学や公的研究機関等のポストを増やすという対
策以外にも、産業界への進路など、多様なキャリアを選択することが可能と
なるような方策を検討すべきとの記述も見られた。その回答例を示す (記述
回答 A、B2–16–2)。
< ポストドクター等のキャリア・パスの課題と方策 (研究マネージャーの回答例) >
課題
• 企業が博士を活用していない。(大学)
• キャリア・パスが見えない。(大学)
方策 (産業界との関連)
• 雇用のチャンスを増す。そのためには大学独自に雇用できる経営実績を上げる (学
内ベンチャー)。海外への留学チャンスを与える。(大学)
• 国内外の研究者の採用の方法が閉鎖的である。より多くのポストドクターの市場へ
のアピールの機会をつくることが重要。(大学)
• 企業が、博士課程修了者やポストドクター修了者を積極的に受入れるような方策を
考える必要がある。(大学)
• 大学はポスドクの数を質とのバランスで考える必要がある。またポスドクから企業
への道を確立することも必要。(大学)
• 民間と大学との人事交流の多様化と、企業、自治体での博士号取得者への評価を高
める。(大学)
• 企業内での博士の地位を高める。大学院で博士課程の教育システムを充実させる。
(大学)
• 積極的に増やすためには、企業の採用数を多くしてもらいたい。また、競争も必要。
(大学)
• 専門性を必要とする研究者ポストを増やす。若手研究者が、産・官・学の社会シス
テムの中で実際に流動しやすい仕組みを調査するためのパイロットプロジェクトを
立ち上げる。(公的研究機関等)
• 産官学を連携し、自由に動ける様にする。ポストを増やす。(公的研究機関等)
• 指導者はもっと産業界への就職も勧めるべき。(公的研究機関等)
• 中小企業、ベンチャー企業についての税の優遇など、企業中心の政策が必要。産業
創出が第一義的。(公的研究機関等)
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< ポストドクター等のキャリア・パスの課題と方策 (研究マネージャーの回答例、
つづき) >
方策 (非研究職への転換等)
• 大学や研究機関のみではポスドクの収容に限界がある。政府組織、自治体、シンク
タンク等にもポスドクを雇用できるようなポストを増やすよう、社会全体の考え方
を転換してゆく必要がある。(大学)
• 若手研究者は一生研究者という考えでは駄目。研究者は専門家として社会の中 (役
所、企業、ベンチャー)に生きるすべを身につけるべき。(大学)
• ポスドクを繰り返して 37歳以上になった若手研究者に対して、多様なキャリア・パ
スを用意すべきである。研究職でなくても、技術職でもよい。高学歴若手研究者の
失業問題が深刻であり、若者は研究への道に失望している。有能な人材が博士課程
へ進学しない傾向が強まっている。(大学)
• 研究のできない研究者の職を見つける必要がある。(教育職、事務職など)(公的研究
機関等)
• 学生時代から意識改革をすべきである。米国では数パーセントの自立出来る研究者
以外はドクターの過程、ポスドクの過程で見切りをつけて研究職から離れていって
しまう。研究者は上が「養成」するものでなく、自立しようとする手助けをするだ
けである。数年 (3～5年)で芽の出ない若い研究者には、他の可能性を考えてもら
うことが必要。(その他)
企業体験や企業からの研究者受け入れ等の産学連携を通じ、若手研究者が産業
界を理解する機会を増やす必要がありそうである。また、従来ポストドクターを
ほとんど採用していない政府組織、自治体、シンクタンク等の民間企業の側の対
応も期待されている。
(3) 養成のあり方
就職の問題に対しては、博士課程学生及びポストドクターの視野を広げ、
キャリア・パスを多様化し、より多くの雇用機会に接触できるよう、養成の
あり方を考える必要があるとの回答があった。これに関連する回答例を示す。
ポストドクターを指導する側には、人材の将来像として大学や公的研究機
関等の研究者だけでなく、多様なキャリアを意識した指導内容、博士課程に
おけるカリキュラムの編成が期待されていることが、これらの回答結果から
読み取ることができる。
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< ポストドクター等の養成のあり方 (研究マネージャーの回答例) >
課題
• 学生の視野を広げ、研究への意欲を高める指導が不足している。(大学)
• 大学の場など「研究者」の捉えかたが狭すぎる。もっと広く「研究」を考え、また
それに相応しいポスト (例えば教育に携わる者等)を増やすべきである。(大学)
• 企業内での博士の地位を高める。大学院で博士課程の教育システムを充実させる。
(大学)
• 現在は指導教官の下で限られた指導しか受けられない状態にある。学位論文の質も
低下してきているように思える。(公的研究機関等)
• 基礎学力、コミュニケーションスキル、自分で考える力が研究生活の基礎として足
りなすぎる。(公的研究機関等)
方策
• 外部資金取得のための計画立案、指導をどしどしさせる。(大学)
• 既存の大学院とは違った全く新しいビジョンとカリキュラムを持った大学院の設立。
(大学)
• 目的が曖昧な研究者をただ養成するということがないように、博士レベルから徹底
した目的の明確化を教育の場でトレーニングすることが必要。(公的研究機関等)
• トコロ天式に博士号を与えず、しっかり教育をする制度。また、博士号を与えない
場合の、本人に合った道の選択が可能なルートを作る。(公的研究機関等)
• 自立的研究を行うための教育プログラムが必要 (日本人は博士課程で教育されてい
ない)。教授、部長等のもと、少額の研究費は自己調達しつつ、大きな枠組みの中で
指導育成、或いは他への転進を行うシステムの作成が必要。(公的研究機関等)
• 研究に入る以前の教育、訓練を変えるべき (主体性、自由な発想、議論する力、責
任感、考える力など)。(公的研究機関等)
• 大学教育での人間としての自立性、常識を身につけさせる方策を期待したい。(公的
研究機関等)
• 研究所では研究者の養成は一般に難しい。大学で十分な訓練が必要である。大学院
卒業後、国内、国外の先端機関への留学は、研究視野を広げる意味で必要。(公的研
究機関等)
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3.4 研究人材の多様なキャリア・パス形成
3.4.1 基本計画における記述
[第 1期基本計画]
• 研究者のキャリア・パス (様々な経験を通じて専門的な知識や技術、能力を
身につけていく過程としての職歴、経歴)の選択の幅を広げることによって
研究者の流動性を高め、これまでの我が国の科学技術の発展に大きく貢献し
てきている安定した信頼性のある研究者群と相まって、研究開発活動を更に
活性化することを実現する研究開発システムを構築する。(1–121110–01)
• 研究歴を常勤研究者と同等に評価するなど、引き続き適切に取り扱うよう努
めるとともに、産業界における処遇の改善を期待しつつ、博士課程修了者に
対する評価の定着と併せて、我が国における研究者のキャリア・パスとして
のポストドクトラル制度の整備・確立を図る。(1–211200–02)
[第 2期基本計画]
• 研究者が多様な経験を積むとともに、研究者の流動性を高めるため、産学官
間の交流や国際交流を重視する。その際、適性に応じて、研究開発のみなら
ず、行政、産業界等幅広い職で活躍できるような多様なキャリア・パスを確
保するため、ポストドクターや若手研究者の行政、企業等への派遣を可能と
し、促進する。 (2–221120–07)
• 研究者が、適性に応じて、研究開発の企画・管理等のマネジメント、研究開
発評価、知的財産権等研究開発にかかわる幅広い業務に携わることができる
よう、多様なキャリア・パスの開拓が必要である。(2–221163–01)
3.4.2 研究人材の多様なキャリア・パス形成のための主な施策
(1) 国立大学教員や研究公務員の兼業等 (営利企業の役員以外)
• 兼業許可基準の緩和 (平成 9年度)
– 兼業の許可件数及び 1週間当たりの延べ従事時間数の制限を撤廃
– 企業での研究開発・技術指導に関連した兼業 (技術コンサルティン
グ兼業)を原則許可
• TLOが行う技術コンサルティングへの兼業 (平成 12年度)
• 民間等との共同研究や国から民間等への委託研究に関連した休職
その際、一定の要件を満たせば、退職手当の算定に際し、休職期間の
1/2を除算せずに在職期間として通算 (研究交流促進法、平成 9年:教育
公務員特例法の一部改正)
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(2) 国立大学教員や研究公務員のTLO役員兼業 (平成 12年度)
• TLOの役員への兼業について、国家公務員法に基づく人事院規則の整
備により一定の条件の下で承認する。
• 国公立大学教員や研究公務員の民間企業役員兼業 (産業技術力強化法関
連 平成 12年度)
国立大学教員や研究公務員の民間企業役員兼業について、国家公務員
法に基づく人事院規則の整備により一定の範囲で承認。公立大学教員に
ついても各自治体が同様の措置
– 研究成果の事業化を目的とする役員への兼業
– 主として役員の職務に従事する必要があるときは、人事院の承認を
得て休職にすることが可能
– 株式会社等の監査役への兼業
(3) 国立大学教員の経営・法務アドバイザー兼業 (平成 14年度)
国立大学教員が、営利企業の経営・法務に関する助言を行う場合の兼業が
可能とした。
(4) 国立大学教員の兼業制度の運用の円滑化 (平成 14年度)
兼業の制度や国家公務員倫理法の解釈・運用について一部誤解が見られる
ため、マニュアルを作成し関係者への周知を徹底。また、役員兼業の学内審
査手続を 1 か月以内とするよう通知を発出した。
(5) 国立大学教員や研究公務員の民間企業役員兼業の承認権限の委任 (平成 14
年度)
人事院規則の改正等により、TLO役員兼業及び研究成果活用企業役員兼
業については、各国立大学等の長が承認を与えることを可能とした。
3.4.3 博士課程学生等の進路
研究人材のキャリア・パスについては、科学技術基本計画に基づき、前述のよ
うに多様化のための様々な施策が講じられているものの、全体としては研究者と
して機関に採用された人材が職種の転換を行ったり、業種を転換することが円滑
には行われていないといった指摘がある。
研究人材のキャリア・パスの状況については、それを追跡するような統計調査
は国内では実施されていないため、定量的に把握することはできないが、学校基
本調査等により、博士課程学生やポストドクターについては、課程修了後及び支
援期間終了後の進路が調査されている。以下ではこれらの情報に基づき、進路の
選択の状況を把握し、研究人材のキャリア・パス多様化の可能性について述べる
こととする。
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博士課程学生の進路
図 3–4–1に 2000年から 2003年の日本における博士課程修了直後の進路を示す。
図 3–4–1: 博士課程修了直後の進路 (日本)
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出典: 文部科学省「学校基本調査報告書」より作成
注 1: 人文・社会科学系を含む全分野。満期退学者を含む。
注 2: 「公務」には中央官庁、都道府県、市区役所、町村役場など本来の立
法事務、司法事務及び行政事務を行う官公署への就職者が含まれる。
注 3: 「非営利団体」には、日本標準産業分類上のサービス業のうち、学術・
文化団体等の非営利団体や学術研究機関等への就業者が含まれる。な
お、日本標準産業分類が 2002年 3月 (同年 10月 1日より適用)に大改
訂されたため、2003年の「非営利」には、改訂後のサービス業 (他に
分類されないもの)中の「学術・開発研究機関」への就業者を計上する
などの調整をしている。
注 4: 「民間企業」には建設、製造、卸売・小売、運輸・通信、サービス (一
部)の各業種の合計。民間企業以外が含まれている可能性がある。
注 5: 「左記以外の者 (進学者等を含む)」は、学校基本調査報告中の進学者、
臨床研修医及び左記以外の者の合計である。このうち、「左記以外の
者」の内訳は、2002年度学校基本調査においてその実態調査がなされ
ており、これによると「外国の学校等への入学者、研究生として学校
に残っている者」や「一時的な仕事に就いた者」等となっている。
全体として、2000年から 2003年の間に進路の構造に大きな変化は見られないよ
うである。2003年における博士課程修了直後の進路を具体的に見ると、「教育」が
17.7%を占め、「医療」(15.4%)、「民間企業」(10.8%)、「非営利」(6.3%)となって
いる。民間部門は研究者全体の約 57%を擁しているが (図 3–1–2参照)、それに比
較して博士課程修了直後の進路としては 10%程度と低い割合にとどまっている。
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日本の状況との比較のために、米国における博士課程修了直後の進路の状況を
図 3–4–2に示す。
図 3–4–2: 博士課程修了直後の進路 (米国)
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出典: NSF “Web CASPER Database System (Survey of Earned Doctor-
ates)”より作成
注 1: 「教育」には初中等教育、高等教育機関の教員が含まれる。
注 2: 「政府関連」には州及び連邦政府の機関 (公的な研究機関を含む)の
職員等が含まれる。
注 3: 「非営利」には非営利組織の職員が含まれる。
注 4: 「民間」には民間企業の従業員及び自営業者が含まれる。
注 5: 「研究員」にはフェローシップ、トレイニーシップ、研究補助者及
びその他研究生等が含まれる。
米国の特徴は大学等、教育部門の割合が最も大きいことであり、2002年にはそ
の割合は 38.6%となっている。次に多いのが研究員 (27.7%)である。民間企業への
進路割合は 15.0%であり、日本の割合に比較すると大きいが、進路全体からみると
上位ではない。
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本年度実施したアンケート調査では博士課程学生に対して、進路の希望、特に
民間企業への就職希望の有無等を質問している。
図 3–4–3は、希望する就職先の組織種別に対する回答 (第一希望)である。
図 3–4–3: 博士課程修了後の進路希望 (博士課程学生)
あなたは博士課程修了後、次のどの組織で勤務したいと思いますか(第1希望)
(DA08-1)
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全体で最も希望が多いのが「大学」であり、全体の 40.2%が第 1希望に挙げてい
る。次いで「公的研究機関等」の 30.4%であり、「民間企業」は 21.2%である。前
述の博士課程修了後の進路調査 (図 3–4–1)の対象が人文・社会科学系を含む点が
本図と異なるものの、実際の民間企業への就職が 10.8%(2003年)であることを考
慮すると、アンケート調査で得られた希望 21.2%は比較的大きな値ということが
できる。
分野別に民間企業への就職を第 1希望とする割合を見ると、工学系が最も大き
く (27.9%)、農学系 (12.5%)、理学系 (14.4%)は小さい。他方、大学を第 1希望と
する割合は、複合領域系 (53.5%)であるとともに、公的研究機関等を第 1希望とす
る割合は農学系 (52.5%)で非常に大きくなっている。
また、民間企業への就職希望の有無について質問した結果を図 3–4–4に示す。全
体として「非常にそう思う」が 13.3%、「ややそう思う」が 30.7%であり、両方を
合わせると 44.0%が肯定的回答を示した。
分野別では図3–4–3でも見たように、特に工学系で希望する割合が高く、53.5%が
肯定的回答を示した。希望が小さい農学系においても肯定的回答は 37.5%ある。博
士課程修了者の民間企業への就職数が少ない要因として、学生本人が志望してい
ないのではないかと指摘されることがあるが、この回答結果からすると、博士課
程学生は必ずしも民間企業を志望していないという訳ではないと言えそうである。
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図 3–4–4: 民間企業に就職したいと思うか (博士課程学生)
あなたは民間企業に就職したいと思いますか。(D-A19)
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ポストドクターの進路
次にポストドクター支援制度の一つである日本学術振興会「特別研究員 (PD)」
を例として取り上げ、支援期間終了 1年後、5年後の進路の状況を図 3–4–5に示す。
図 3–4–5: ポストドクター支援期間終了後の進路 (JSPS 特別研究員 PD)
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出典: 日本学術振興会 ホームページ記載データより作成
注: 「教員」には大学教員、高等専門学校教員及び外国の研究機
関研究員が含まれる。
これによると、支援期間の 1年後、5年後ともポストドクターの就職先の大きな
部分を大学等の「教員」が占めていることが分かる。
年推移を見ると 1年後、5年後ともに教員に就く割合が最も大きく、各年度で 1
年後と 5年後を比較すると 5年後の教員の割合が大きいことから、ポストドクター
は教員 (特に大学教員)へのキャリア・パスの一過程と見なすことができる。ただ
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し、例えば「企業」の割合が若干増加する傾向もあり、ポスドク終了後の進路は、
わずかながらではあるが多様化する兆しも見える。また、支援期間終了 1年後で
は近年、ポスドクを継続する割合が増加し、2002年では 25.5%となっているのに
対して、5年後ではポスドクの継続は 2.5%程度である。
なお、図 3–4–5は JSPS 特別研究員 (PD)の進路を示したものである。他の制度
によって支援されたポストドクターの進路については不明であり、進路の状況が
JSPS 特別研究員 (PD)とは異なっている可能性があるとも考えられる。
参考として、米国のポストドクターについて、期間終了後の進路を図 3–4–6に
示す。
図 3–4–6: ポストドクター期間終了 2年後の進路 (米国)
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出典: NSF,“Survey of Doctorate Recipients”より作成
注: 「教員」には 4年制大学におけるテニュアトラック以外の教
員、4年制大学以外の教育機関の教員が含まれる。
米国におけるポストドクター期間終了 2年後の進路は、教員の割合が減少し、テ
ニュアトラックがやや増加する傾向が見られる。また、民間企業に就職する割合
に増加傾向が見られ、1997年終了者のうち、2年後に民間企業へ就職した割合は
25.0%である。日本のデータが JSPS 特別研究員 (PD)の進路に限定されているた
め、直接的な比較はできないが、図 3–4–5で見た日本のポストドクターの進路に
比較して、特に民間への就職割合に大きな差を見ることができる。
ポストドクターの就職状況が厳しいと見られる中 (図 3–3–28)、民間企業の研究
職としての採用の可能性を探るため、ポストドクターに対し、博士課程学生と同
様、民間企業に就職したいと思うかを質問した。その結果を図 3–4–7に示す。
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図 3–4–7: 民間企業に就職したいか (ポストドクター)
あなたは民間企業に就職したいと思いますか。(E-A44)
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全体として「非常にそう思う」と「ややそう思う」との回答割合は、「あまりそ
う思わない」と「まったくそう思わない」よりも小さく、博士課程学生と比べて
(図 3–4–4)、民間企業への就職に対してやや否定的な姿勢が見られる。
民間企業における採用状況
民間企業の博士課程学生及びポストドクターの採用状況を図 3–4–8に示す。
図 3–4–8: 民間企業における博士課程学生、ポストドクターの採用状況
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博士課程
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（年度）
出典: 民間企業の研究活動に関する調査報告 (平成 12～15年度) より作成
2000年度から 2003年度の推移を見ると、博士課程学生については「毎年必ず」
や「ほぼ毎年」の割合にはほとんど変化が無いが、「採用する年もある」について
は 2000年度から 2003年度にかけて 26.9%から 32.8%の上昇を見せている。また
「全く採用しない」は 44.8%から 34.2%に低下している。このことから、博士課程
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学生については、民間企業の採用が徐々に広がっていると推察することができる。
ポストドクターについては、2000年度から 2003年度にかけて「全く採用しな
い」が 75.7%から 61.4%に減少している。ポストドクターについては博士課程学生
ほどではないとしても、以前に比較すれば僅かに民間企業の採用が改善されてき
た様子がうかがえる。
3.4.4 研究者のキャリア・パスの状況
研究職以外の職に対する意識と転換事例
科学技術基本計画では、研究者がその適正に応じて、研究開発にかかわる幅広
い業務に携わることができるよう、多様なキャリア・パスの開拓が必要であると
述べている。
そこで、実際に研究者がどの程度多様なキャリア・パスを志向しているかを把
握するため、研究者に対し研究職以外の職につくことを考えることがあるかを質
問した。その結果を図 3–4–9に示す。
民間企業の回答者の 18.5%は「よく考える」、41.8%が「ときどき考える」と回
答しており、研究職以外の職につくことを考えないとの否定的回答割合よりも大
きくなっている。これに対して大学、公的研究機関等の回答者の約 40%が「よく
考える」または「ときどき考える」と回答しているものの、残りの約 60%は「あ
まり考えない」あるいは「まったく考えない」としており、民間企業の研究者と
の間のキャリア・パスに対する意識の差を見ることができる。
図 3–4–9: 研究職以外の職に就くことを考えることがあるか (研究者)
あなたは将来、研究職以外の職に就くことを考えることはありますか。(F-A41)
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1.9%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=826)
公的研究機関等(N=144)
民間企業(N=486)
よく考える ときどき考える あまり考えない 全く考えない 無回答
キャリア・パスに対する意識は年齢に影響される可能性がある。そこで同質問に
ついて大学の研究者について年齢階層別に集計した。その結果を図 3–4–10に示す。
20歳代では回答者の 26.3%が「よく考える」としている。30歳代になるとその
割合は急激に低下し、12.7%になる。40歳代は 30歳代とほぼ同様の回答傾向であ
る。50歳代ではさらに「よく考える」の回答割合が減少し (4.6%)、「あまり考え
ない」(37.8%)、「全く考えない」(27.6%)の割合が増加する。このように大学にお
いては、研究職以外の職への転換の意識は、若手では転換を意識する者も比較的
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多いが、その意識は研究経験を積むにつれて薄まり、50代を超えると転換につい
ては意識しない者が 7割程度にも達している。
図 3–4–10: 研究職以外の職に就くことを考えることがあるか (大学の研究者)
あなたは将来、研究職以外の職に就くことを考えることはありますか。(FA-41)
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図 3–4–9の質問で「よく考える」または「ときどき考える」と回答した研究者に
対し、どのような職種に興味があるかを質問した。その結果を図 3–4–11に示す。
図 3–4–11: 研究職以外のどのような職種に興味があるか (研究者)
あなたは研究職以外のどのような職種に興味がありますか。(FA-42)
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大学では「教育専任職」が最も多く (33.1%)、次いで「研究支援・技術専門職」
が多い (23.1%)。公的研究機関等では「研究機関のマネジメント・管理職」が最も
多く (32.2%)、次いで「研究支援・技術専門職」(30.5%)となっている。民間企業で
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は「研究機関のマネジメント・管理職」が最も多く (35.8%)、次いで「研究機関以
外のマネジメント・管理職」(30.0%)、「研究支援・技術専門職」(30.0%)であった。
機関種毎の違いを見ると、大学では他に比べ て「教育専任職」が多く、公的研
究機関等では「行政職」が多い。また、民間企業では「営業職」や「知的財産管
理」が他に比較して多いのが特徴である。
研究者に対するアンケート調査のうち移動状況調査の結果から、研究職以外の
経験の有無について集計したものを図 3–4–12に示す。
図 3–4–12: 研究職以外の転換の有無 (研究者)
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民間企業(N=469)
あり なし
注: 機関の種別は現在の所属
これを見ると、大学の研究者では 21.6%、公的研究機関等では 18.2%、民間企業
では 14.5%の研究者が研究以外の職の経験を持つが、全体から見ると研究職以外
の職種の経験は多くない。一般に大学の研究者については、キャリア・パスの多様
化が進んでいないと思われるが、図 3–4–12では、公的研究機関等及び民間企業に
比べ、研究職以外を経験した割合がやや大きくなっている。この理由として、本
年度実施のアンケート調査が現在研究職に就いている研究者を対象としているた
め、民間企業や公的研究機関等に多いと思われる研究職以外の職に転換した者は
対象からはずれていること、また、大学の回答者には教育専任職を研究職以外の
職種と見なすものが少なくない (後述 図 3–4–13参照)ことなどが挙げられる。
研究職以外の経験を有する研究者については、具体的な経験職種の記述式での
回答を求めた。その回答を分類した結果を図 3–4–13に示す。
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図 3–4–13: 研究職以外の転換事例 (研究者)
46.7%
13.0%
21.9%
4.3%
1.9%
23.4%
13.0%
64.8%
4.4%
8.7%
25.9%
1.5%
3.7%
1.5%
47.8%
11.7%
17.4%
9.3%
0.0%
0.0%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
大学 (N=137)
公的研究機関等 (N=23)
民間企業 (N=54)
教職
医師等
設計・開発等
管理的職業
研究支援
行政職
その他
注: 各機関種別で非研究職を経験した回答者全体を 100%としたときの割合
大学の研究者については「教職 (教育専任職)」の経験が多く (46.7%)、「設計・
開発」、「医師等」がこれに続いて多い。公的研究機関等では「行政職」が最も多
い (47.8%)。民間企業では「設計・開発」最も多く 64.8%である。
研究組織としての取組状況
多様なキャリア・パス実現のための環境整備については研究機関が行うべきこ
とがあるのではないかとの認識のもと、研究マネージャーに対して、多様なキャ
リア・パス実現の意義と取組状況について質問している。
図 3–4–14はキャリア・パスの多様化の意義についての研究マネージャーからの
回答である。
図 3–4–14: キャリア・パスの多様化の意義 (研究マネージャー)
研究者が生涯にわたって活躍できるようにするために、研究職以外を含めた多様な
キャリアパスを選択できるようにするのが良いと思いますか。(AB3-04)
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思う 思わない 無回答
大学では 79.3%、公的研究機関等では 83.1%、民間企業では 89.6%の研究マネー
ジャーが研究者は研究職以外を含む多様なキャリア・パスの選択肢が必要である
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と回答している。
図 3–4–15は研究者のキャリア・パス多様化のために組織として取り組むべき点
があるかを尋ねたものである。
図 3–4–15: キャリア・パスの多様化のための組織としての取組み
(研究マネージャー)
研究者のキャリアパスを多様なものにするために、組織として取り組むべき点はある
と思いますか。(AB3-05)
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前問よりはやや肯定的回答の割合が小さくなっているものの、大学では 64.4%、
公的研究機関等では 72.7%、民間企業では 78.9%が組織としても取り組むべき点は
あると認識している。
実際に研究組織がどのような取組みを行っているのかを図 3–4–16に示す。
図 3–4–16: 中堅・シニア研究者への取組状況 (研究マネージャー)
あなたが責任者を務める組織・部局では、研究者のキャリアパスを多様にするために、中堅・
シニア研究者に対して組織としてどのような取り組みを行っていますか。(AB3-02)
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次の就職先の斡旋
その他
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
(複数回答可)
本質問は若手研究者と中堅・シニアの研究者の両方について質問し、その対比
を見ることを目的としたが、若手と中堅・シニアの回答傾向はほぼ同じであるた
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め、ここでは中堅・シニアの結果のみを示す。大学では「組織としての取組みをし
ていない」との回答割合が最も高く (69.9%)、基本的に組織としては研究者の多様
なキャリア・パス実現に対しては取り組んでいないことが分かる。これに対して、
公的研究機関等では主に「組織外への出向」(36.6%)、「研究職としての組織内の
配置転換」(32.8%)といった取組みがなされているようである。民間企業では「研
究職として」あるいは「非研究職として」の組織内の配置転換を挙げている。
このように、現状では組織内での転換が可能かどうかが、組織としての対応の
可否を左右しているようである。
3.4.5 キャリア・パス多様化のための課題及び方策
キャリア・パスの多様化の課題の一つとして、博士課程修了後またはポストドク
ター支援期間終了後の就職が大学に偏ったり、就職が困難である点に注目し、これ
を緩和する方策の一つとして、どのようにすれば博士課程学生やポストドクター
の民間企業での就業が増加するか、その可能性について検討を行った。
博士課程学生からみた民間企業
先の「民間企業に就職したいと思うか」との質問 (図 3–4–4参照)に、「あまりそ
う思わない」または「全くそう思わない」と回答した博士課程学生に対して、そ
のことについての最も大きな理由を質問した。その結果を図 3–4–17に示す。
図 3–4–17: 民間企業に就職したくない理由 (博士課程学生)
「あまりそう思わない」、「そう思わない」とお答えの方、その理由として最もあて
はまるものを一つお答えください。(DA-20)
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36.8%
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全体(N=98)
理学系(N=34)
工学系(N=17)
農学系(N=14)
医学系(N=19)
複合領域系(N=14)
研究テーマの選択の自由が小さいから 研究以外の業務が多く、研究に専念できないから
研究環境が充実していないから 研究成果の発表の自由度が小さいから
一度民間に就職するとアカデミックポストに戻れないから その他
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最も回答が多いのは「研究テーマの選択の自由が小さいから」(37.8%) である。
次に多い回答は「研究以外の業務が多く、研究に専念できない」(18.4%)であった。
分野別に見ると理学系は「研究テーマの選択の自由」を挙げる回答が多く(58.8%)、
複合領域系は「研究以外の業務が多く研究に専念できない」を挙げる回答が多い
(42.9%)。工学系では他の分野に比較して「研究成果の発表の自由度が小さい」こ
とを就職したくない理由に挙げている。製造業等の民間企業では、知的財産の獲
得のために学術的な成果公開を制限する場合もあるが、製造業への就職が多い工
学系の回答はこれを意識したものと考えられる。また、医学系では「一度民間に
就職するとアカデミックポストに戻れない」ことを理由にした回答が 21.1%であ
り、他の分野に比較して多い。
民間企業からみた博士課程学生等
民間企業の研究マネージャーに対して、博士課程学生やポストドクターを採用
する際の障害とその改善策について記述式で質問した。以下にそのうちの一部を
回答例として記す。
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< 博士課程学生やポストドクターを採用する際の障害
(民間企業の研究マネージャーの回答例) >
• 企業活動の一環としての研究意識が薄い。日頃、企業ともっと接点を持つよう
な研究のやり方をすべき。(ガラス・土石製品)
• 企業としてはドクター資格そのものは意味なく処遇もそうせざるを得ない。利
益につながる研究が主体にならざるを得なく、研究者の意識はそれと離れてい
る。(サービス業)
• 専門性が高い事と、視野が狭い事は違う。日本の多くのドクターコース修了者
は、学部から一貫して同じテーマでやってきた者が多い。視野の狭さが最大の
障害。(医薬品)
• 長期雇用を前提とするため、「研究人材」と同時に「事業のための社員」とし
ての適性も考慮して採用しないと、10年後に困ることになる。研究者といえど
も、市場経済のメカニズムの中にいるという自覚と、基本的な経済の仕組みを
理解できるように教育されなければならない。(医薬品)
• 知識、経験の幅が狭い為、応用開発ができない。専門職になり得ても、マネジ
メントができない。(化学)
• 民間企業では人材育成については「鉄は熱いうちに打て」が現状。博士課程修
了 orポスドクでは年齢的に社風に馴染ますのが大変。(機械)
• 博士課程修了者やポストドクターの専門性は必ずしも企業内研究課題と一致し
ない。民間企業の研究課題の展開推進できる人材であることが必要条件となる。
(金属製品)
• 人材や専攻分野の情報を入手することが難しいため、それらの情報公開が進め
ば採用の選択肢として広がるものと思われる。(情報・通信)
• 博士やポスドクは即戦力と考えているため、それまで行ってきた研究内容が当
社の研究分野により一層直結した者でないと採用できない。また、会社の人事
制度上、中途採用者となるため、採用枠が少ない。(食料品)
• 専門性が強まるので年齢 (27～29歳)から研究領域変更の即応が難しい。ビジ
ネス感覚を持って研究テーマを選択決定する経験に乏しい。博士課程の本来の
目的である「テーマを決める力をつける」教育を大学でしっかりやって欲しい。
(精密機械)
• 大学における研究は真理の探究が第一にあり、博士課程進学者も実利には興味
が薄い人が多いように思います。「大学=真理指向」「企業=実利指向」の違い
は、本質的な違いです。(電気機器)
• 大学側に博士課程修了者ポスドクを民間企業へ就業させようとする意識が薄い。
在学中から民間企業と連携した研究活動を行うなど、就職後、即戦力として活
動できる人材づくりが必要。(輸送用機器)
全体として、専門の深さと狭さ、年齢、企業活動への理解を障害として挙げる
意見が目立つ。これに対しては、周辺及び他分野の研究経験の機会の拡大、企業
における就業体験 (インターンシップ)、企業との連携や産学交流などが対策とし
て考えられよう。
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インターンシップの可能性
博士課程学生やポストドクターについては、民間企業の研究マネージャーから、
民間企業における研究活動の意義に対する理解が十分でないことが採用の障害の
一因になっていることと指摘されている。
そこで、学生の職業観を醸成し、学生と民間企業の相互理解のために有効であ
るとされるインターンシップについて、制度の活用状況と活用への意向について、
博士課程学生とポストドクターに質問を行った。
図 3–4–18は博士課程学生に対して、インターンシップの経験を尋ねたもので
ある。
図 3–4–18: インターンシップを活用したことがあるか (博士課程学生)
あなたはインターンシップを経験したことがありますか。(D-A16)
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工学系(N=86)
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複合領域系(N=43)
はい いいえ 無回答
全体では回答者の大多数 (89.9%)がインターンシップを経験していない。分野
別で見ると、工学系では経験者の割合が高く、20.9%が経験しているのに対して、
理学系、農学系では経験したとする回答は、それぞれ 2.7%、5.0%に過ぎない。
次にインターンシップを活用したいと思うかについて、博士課程学生及びポス
トドクターに質問した際の回答結果を図 3–4–19に示す。
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図 3–4–19: インターンシップを活用したいか (博士課程学生、ポストドクター)
あなたはインターンシップを経験したいと思いますか。(D-A17)
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回答した博士課程学生の 19.0%が「非常にそう思う」と回答し、「ややそう思う」
を合わせると 57.3%が肯定的である。学問分野別では、工学系、複合領域系の肯定
的回答の割合が高く、それぞれ 66.2%、65.2%である。
これは博士課程のインターンシップの実施状況 (図 3–4–18)の 1割程度と比較し
ても高い割合と言える。
このようにインターンシップは学生側の希望に対して十分に実施されていない
のが現状であり、制度をより活用しやすいものにする等の方策により、博士課程
学生等の民間企業における就業機会が増大する余地があると思われる。
なお、総合科学技術会議の「科学技術関係人材の育成と活用について (2004年 7
月)」においても、学部・修士課程におけるインターンシップの大幅な拡充に向け
た支援、ポストドクターや博士課程学生の能力を開花させる一つの方策としての
産業界との共同研究等に明確な権限を伴って参画するような機会を提供すること
等の方向性が提示されている。これを受け、文部科学省においても、従来のイン
ターンシップの取組みに加え、高度専門人材の育成を目指し、大学院生など一定
の専門性を有する学生を企業等に派遣し、実践的なトレーニングを行う等、「質」
の向上を目指した取組みが 2005年度より計画されている。
これにより、博士課程学生の民間企業への就業機会の増大等、そのキャリア・パ
スの多様化が促進されるよう期待したい。
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3.5 研究開発マネジメントの充実
3.5.1 基本計画における記述
[第 1期基本計画]
• 国立大学等及び国立試験研究機関において、優秀な研究マネージャー及び研
究リーダーの養成・確保を図るとともに、女性の研究者及び研究支援者への
採用機会等の確保及び勤務環境の充実を推進する。(1–211500–1)
[第 2期基本計画]
• 改革を徹底し、優れた成果を生み出す研究開発システムを実現するためには、
研究所等の一定の規模の組織で、機関の長のリーダーシップの下、柔軟かつ
機動的なマネジメントを行い、国際的に一流の研究開発拠点を構築していく
ことが有効である。(2–221170–01)
• 既存の研究開発機関を世界的な研究開発拠点とすることを目指し、当該機関
の研究開発能力や成果を活用するための斬新な手法を組織運営に取り入れて
行くなど、これら機関におけるマネジメントの改革に取り組むことを促進す
る。(2–221170–02)
• 研究開発の責任者とマネジメントの責任者を分離し、前者には国際的水準の
研究開発実績を有する者を、後者には研究開発と経営の経験をともに持つ者
を充てる。 (2–221170–05)
3.5.2 研究開発マネジメントの充実のための主な施策
(1) 教育改善推進費 (学長裁量経費)の拡充 (1990～)
教育改善推進費とは、各大学において学長の強いリーダーシップの下に取
り組む教育研究プロジェクト等に必要な経費である教育改善推進費 (学長裁
量経費)を拡充し、全学的な観点から教育研究の総合化を図ることを目的と
して 1989年度に設置された予算である4。
(2) 戦略的研究拠点育成プログラム (文部科学省、科学技術振興調整費、H13～)
総合科学技術会議及び文部科学省は、科学技術振興調整費を活用して、組
織の長の優れた構想とリーダーシップにより、研究開発機関の組織運営改革
を進め、国際的に魅力ある卓越した研究拠点の創出を図ることを内容とする
「戦略的研究拠点育成」プログラムを平成 13年度から実施している。
4文部科学省ホームページhttp://www.mext.go.jp/b menu/houdou/11/08/990807a/990807r.htm
より引用
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対象分野 自然科学全般並びに自然科学と人文・社会科学との融合領域
対象機関 組織 国立試験研究機関、大学及び大学共同利用機関、独立行政法人、
特殊法人及び認可法人機関または当該機関における学部、研究所等の一定
規模の組織 (ただし機関内の複数の組織の枠を越えて連携して取り組む組
織運営構想を重視)
研究支援期間・内容 原則として 5年間。1育成機関あたりの経費は年間 10億円
以内
評価体制 科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会の研究評価分科会科学技
術振興調整費審査部会で機関選定、3年目の中間評価、育成期間終了後の
評価を実施予定
(3) 21世紀 COEプログラム
文部科学省は、国公私立大学を通じて学問分野別に行う第三者評価に基づ
く競争原理により、世界的な研究教育拠点 (大学院博士課程レベル)の形成を
重点的に支援し、高度な人材養成機能も加味した国際競争力ある世界最高水
準の大学づくりを推進するため、平成 14年度より 21世紀 COEプログラム
を開始した。
(4) 国立試験研究機関等の独立行政法人化
平成 13年 4月 1日、97の国立試験研究機関 (当時)のうち、68機関を 32機
関に独立行政法人化 (うち、非国家公務員型は (独)経済産業研究所 (経済産
業省)のみ) し、新たな体制で業務が進められることとされた。一方、研究
開発型特殊法人等においても、特殊法人等整理合理化計画 (平成 13年 12月
19日閣議決定)により、事業の見直し等を行い、他の独立行政法人等との統
合等により独立行政法人化されることとなる。
(5) 国立大学の法人化
国立大学の法人化は、国立大学が国民や社会の期待にこたえ、その役割を
確実に果たすため、それぞれが法人格をもった独立した法人となることによ
り、より自律的な環境のもとで教育研究の活性化と質の向上を図ることを目
的として、下記の経緯を踏まえて実施されている。
(a) 『新しい「国立大学法人」像について』「国立大学等の独立行政法人化
に関する調査検討会議」の最終報告 (平成 14年 3月)
(b) 『国立大学の法人化と教員・事務職員等の非公務員化を平成 16年度を
目途に開始する』(平成 14年 6月)
(c) 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2002」閣議決定
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(d) 平成 15年 7月国立大学法人法制定
(e) 平成 16年 4月国立大学法人へ移行
3.5.3 研究組織のマネジメントの状況
機関の長のイニシアティブによるマネジメント
研究組織のマネジメントのあり方については、第 2期科学技術基本計画に次の
ように述べられている。
• 優れた成果を生み出す研究開発システムを実現するためには、研究所等の一
定の規模の組織で、機関の長のリーダーシップの下、柔軟かつ機動的なマネ
ジメントを行い、国際的に一流の研究開発拠点を構築していくことが有効で
ある。
これを踏まえ、研究マネージャー及び研究者に機関の長のイニシアティブによ
るマネジメントの必要性について質問した。その回答結果を図 3–5–1に示す。
図 3–5–1: 機関の長のイニシアティブによるマネジメントの必要性
(研究マネージャー、研究者)
研究機関を活性化し、研究効率を高めるためには一般に、機関の長のイニシアティブによ
るマネジメントが必要不可欠であると思いますか。(AB4-01、FA-46)
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研究マネージャー (大学、公的研究機関等)及び研究者 (民間企業)からは約 80%
の肯定的回答が得られた。民間企業の研究マネージャーの肯定的回答は特に多く、
その割合は 92.9%である。
これに対し、研究者 (大学、公的研究機関等)が肯定する割合は約 60%と若干低
くなっており、研究マネージャーと研究者との間の意識の差が表れている。民間
企業の研究者の肯定的回答の割合は、研究マネージャーと同様 83.3%と他の機関
と比べて高くなっている。
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また、機関種別に見ると、大学では研究マネージャー、研究者ともに公的研究
機関等や民間企業よりも「まったくそのとおり」の回答割合が低く、大学では研
究マネジメントに対する意識が公的研究機関等や民間企業と比較して、やや異な
ることを推察することができる。
次に研究マネージャーに対し、機関の長のイニシアティブによるマネジメント
の実施状況を質問した。その回答結果を図 3–5–2に示す。
図 3–5–2: 機関の長のイニシアティブによるマネジメントの実施状況
(研究マネージャー)
あなたが所属する機関では、機関の長のイニシアティブによるマネジメントが実践さ
れていますか。(AB4-02)
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実践の状況では、大学と公的研究機関等及び民間企業との差がより明確に表れて
いる。「まったくそのとおり」と「ほぼそのとおり」とを足した肯定的回答割合は大
学が 37.9%であるのに対して、公的研究機関等では 60.6%、民間企業では 76.7%は
である。
ここ 3年 (第 2期科学技術基本計画実施期間中)の間に研究開発マネジメントを
充実させるための新たな取組みを行ったかどうかを質問した。その結果を図 3–5–3
に示す。
図 3–5–3: マネジメント充実のための取組状況 (研究マネージャー)
あなたの所属する機関では、ここ3年の間に機関の長または部門の長のマネジメントを
充実させるための新たな取り組みを行いましたか。(AB4-15)
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52.3%
4.7%
9.8%
3.2%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
はい いいえ 無回答
大学については「いいえ」(新たな取組みはない)とする回答が「はい」よりも若
干多くなっている。公的研究機関等については「はい」が「いいえ」よりも多い。
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大学について、回答者を機関の長、部門の長、学科の長の 3つの職位に分類し
た際の回答結果を図 3–5–4に示す。
図 3–5–4: マネジメント充実のための取組状況 (国立大学の研究マネージャー)
あなたの所属する機関では、ここ3年の間に機関の長または部門の長のマネジメントを
充実させるための新たな取り組みを行いましたか。(AB4-15)
69.4%
53.5%
34.3%
30.6%
43.4%
56.7%
0.0%
3.1%
9.0%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
機関の長(N=36)
部門の長(N=129)
学科の長(N=67)
はい いいえ 無回答
機関の長の回答では 69.4%が新たな取組みをしたと回答しているのに対して、学
科の長では 34.3%である。大学においても機関の長など、上位の職位においては
下位の職位に比べ、新たな取組みを行っていることが分かる。
機関の長のイニシアティブによるマネジメントを実施するために特に重要な要
素であると思われる人事及び財政について、その権限の有無を質問した際の回答
結果を図 3–5–5に示す。
図 3–5–5: マネジメントを実施するための権限の有無 (研究マネージャー)
私が所属する機関では、機関の長には機動的な組織運営を実現するための人事および
財政の権限がある。(AB4-03)
3.8%
12.0%
9.0%
19.6%
43.2%
49.8%
26.5%
25.1%
28.0%
32.7%
13.7%
11.5%
15.1%
3.3%
1.4%
2.2%
2.7%
0.4%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
大学では肯定的回答よりも否定的回答の割合が大きく、47.8%の回答者が「ほと
んどそうでない」または「まったくそうでない」と回答している 。これに対し、
公的研究機関等、民間企業での肯定的回答割合はそれぞれ 55.2%、58.8%であり、
否定的回答を大きく上回っている。
大学においては機関の長のイニシアティブによるマネジメントが公的研究機関
等や民間企業に比較するとあまり実践されていないようであるが (図 3–5–2)その
一因として、本問でみられるような大学における機関の長の権限の不十分さが関
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係しているのではないかと推察できる。
第 2期科学技術基本計画では「研究開発の責任者とマネジメントの責任者を分
離し、前者には国際的水準の研究開発実績を有する者を、後者には研究開発と経
営の経験をともに持つ者を充てる。 」ことが目標として掲げられた。これをふま
え、経営の経験を持つ専任者によるマネジメントについての考え方を、研究マネー
ジャーに対して質問した。その回答結果を図 3–5–6に示す。
図 3–5–6: 研究組織のマネジメントは専任者が行うべきか (研究マネージャー)
研究者は研究に専念し、研究組織のマネジメントは研究者以外の経営の経験を持つマ
ネジメント専任者が担当すべきである。(AB4-04)
6.5%
2.7%
0.7%
24.1%
18.0%
13.6%
47.2%
39.9%
52.3%
14.3%
24.6%
27.2%
6.7%
14.2%
5.7%
1.3%
0.5%
0.4%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
いずれの機関種においても「どちらとも言えない」との回答割合が最も大きく、
一概に判断できない様子がうかがえる。その中でも、大学での肯定的回答割合は
30.6%であり、他に比較して高くなっている。
一般に大学では教授会による意思決定等、研究者の判断によってマネジメント
が行われていると考えられているが、その大学において、専任者によるマネジメ
ントに対する拒否感が公的研究機関等や民間企業よりも小さい点は興味深い。こ
れは研究に専念したいという意識の強さが表れたとみることもできる。
逆に民間企業では肯定的回答が 14.3%であり、マネジメントの分離には消極的
である。また、公的研究機関等でも「まったくそうでない」との回答が 14.2%と他
に比較して大きく、マネジメントの分離に対する抵抗感がうかがえる。
評価と処遇のマネジメント
研究開発のマネジメントの重要な要素に評価がある。ここでは研究者の評価及
び評価に応じた処遇の状況に関する回答を説明する。
第 2期科学技術基本計画では、研究者の評価ついて「研究者の業績評価は、研
究機関が行うべきものとして、機関長が評価のためのルールを整備し、責任を持っ
て実施する」としている。そこで、研究者の評価項目が研究者に対して明示され
ているかどうかを研究者に対して質問した。その回答結果を図 3–5–7に示す。
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図 3–5–7: 評価項目の明示の状況 (研究者)
あなたが所属する研究機関では研究者の評価項目が研究者に明示されていますか。
(FA-47)
34.0%
56.9%
45.9%
37.0%
19.4%
35.4%
26.5%
22.2%
16.7%
2.1%
1.4%
2.4%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=826)
公的研究機関等(N=144)
民間企業(N=486)
はい いいえ わからない 無回答
明示されているとする回答が最も多いのは公的研究機関等であり、その回答割合
は 56.9%である。一方最も低いのは大学の 34.0%である。大学では「わからない」
という回答も 26.5%と他に比較して多く、評価項目が明示されていないと同時に、
研究者の評価に対する関心もあまり高くないようである。
客観的な評価の指標として定量的な指標の活用が考えられる。図 3–5–8は定量
的指標の活用状況についての研究マネージャーからの回答である。
図 3–5–8: 定量的指標の活用状況 (研究マネージャー)
あなたが責任者を務める組織・部局では研究者の評価に際して、次の定量的指標のう
ちどれを用いていますか。(AB4-12)
72.2%
27.2%
17.4%
30.7%
19.6%
10.2%
10.4%
32.2%
21.3%
16.4%
0.4%
26.5%
23.5%
62.3%
10.0%
53.4%
29.7%
15.8%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%
発表論文の数
論文の引用度数
特許出願数
外部資金獲得額（または売上高）
定量的指標は用いていない
その他
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
(複数回答可)
定量的指標の中で最も利用されているのは「発表論文の数」であり、大学では
72.2%、公的研究機関等でも 62.3%の回答者が利用していると回答した。これに対
して、民間企業では 53.4%が「定量的指標は用いていない」と回答しており、機
関種間の定量的指標に対する考え方の差がはっきりと表れたということができる。
論文の質を示すとされる「論文の引用度数」については大学では 27.2%が利用し
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ていると回答したものの、公的研究機関等では 10.4%、民間企業では 0.4% と、論
文引用度数については大学を除いてあまり活用されていない状況がうかがえる。
研究者に対しては、定量的指標として何が適当であるかを質問した。その回答
を図 3–5–9に示す。
図 3–5–9: 定量的指標として何が適しているか (研究者)
あなたはどのような定量的指標が評価項目として適当だと思いますか。
(FA-49)
57.1%
46.7%
28.1%
38.5%
25.5%
9.3%
58.3%
36.1%
31.9%
28.5%
27.1%
11.1%
30.5%
21.6%
43.0%
8.6%
34.6%
11.3%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
発表論文の数
論文の引用度数
特許出願数
研究資金獲得額
定量的指標は適当ではない
その他
大学(N=826)
公的研究機関等(N=144)
民間企業(N=486)
(複数回答可)
大学及び公的研究機関等では「発表論文の数」との回答が最も多く、次に「論
文の引用度数」が多い。民間企業では「特許出願数」(43.0%)が最も多いが、次に
多いのが「定量的指標は適当ではない」(34.6%)である。
大学及び公的研究機関等においては、研究マネージャー、研究者ともに「発表
論文の数」は定量的指標として適していると考えているが、研究者はこれに加え
て「論文の引用度数」、「研究資金獲得額」及び「特許出願数」も指標として適し
ていると考えている。以上の結果から、今後は評価項目のより一層の多様化、多
次元化の検討が求められているということができよう。
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次に評価結果の処遇への反映状況を研究マネージャーに質問した。その回答を
図 3–5–10に示す。
図 3–5–10: 評価結果の処遇への反映の状況 (研究マネージャー)
あなたが責任者を務める組織・部局では、研究者個人の評価結果は個人の処遇
としてどのように反映されていますか。(AB4-13)
8.7%
17.4%
10.7%
21.2%
55.2%
8.7%
18.0%
30.1%
9.8%
25.1%
30.1%
12.0%
77.1%
79.6%
2.9%
6.5%
3.2%
6.1%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%
給与
賞与等一時金
機材、スペース等の研究環境
研究資金
反映されていない
その他
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
(複数回答可)
大学では過半数の 55.2%、公的研究機関等では 30.1%の回答者が「反映されて
いない」と回答している。これに対し、民間企業では「反映されていない」とする
回答は 3.2%にとどまっている。民間企業では「給与」、「賞与等一時金」への反映
がそれぞれ 77.1%、79.6%であり、反映は主に金銭的なものを通じてなされている
ようである。大学では「反映されていない」を除くと、反映の対象としては「研
究資金」が 21.2%と最も回答割合が大きい。公的研究機関等では「賞与等一時金」
(30.1%)、「研究資金」(25.1%)が選択肢のなかでは比較的回答割合が高い。
大学における評価結果の処遇への反映について、国立大学、公立大学、私立大
学及び大学共同利用機関別の現状を図 3–5–11に示す。
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図 3–5–11: 評価結果の処遇への反映の状況 (研究マネージャー、大学のみ)
あなたが責任者を務める組織・部局では、研究者個人の評価結果は個人の処遇としてどのよ
うに反映されていますか。(AB4-13)
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25.0%
12.5%
16.4%
51.7%
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6.3%
6.3%
9.4%
25.0%
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15.6%
4.6%
7.3%
8.6%
26.5%
60.9%
6.6%
5.9%
20.6%
8.8%
26.5%
50.0%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
給与
賞与等一時金
機材、スペース等の研究環境
研究資金
反映されていない
その他
国立大学(N=232)
公立大学(N=32)
私立大学(N=151)
大学共同利用機関(N=34)
(複数回答可)
「反映されていない」との回答割合が最も多い点は共通しているが、「賞与等一
時金」を見ると、国立大学及び大学共同利用機関の回答割合が、公立大学および
私立大学よりも大きい。また、「給与」では、国立大学の回答割合が他に比べて約
2倍となっており、大学によって、評価結果の処遇への反映状況に差があることが
推察できる。
研究者の評価については、全ての研究者を一様に評価するのではなく、特に優
れた成果を残した研究者及び特に成果の乏しい研究者を適切に評価し、かつ評価
に応じた処遇を施すことが、全体のモチベーションの高揚と評価の効率性の観点
から重要であるとの考え方がある。そこで本年実施したアンケート調査では研究
マネージャーに対して上記の考え方についての意識を質問した。その回答結果を
図 3–5–12に示す。
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図 3–5–12: 評価のマネジメントのあり方 (研究マネージャー)
研究者の評価で重要なのは、非常に高い評価を受けた研究者と非常に低い評価を受け
た研究者の適切な評価および評価に応じた処遇である。(AB4-07)
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0.7%
3.3%
1.4%
2.2%
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大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
大学においては 76.9%、公的研究機関等においては 67.8%の回答者が肯定的回
答を示し、研究者の評価における一つの望ましいあり方を示しているということ
ができる。
では、実際にそのような評価と処遇がされているかを研究マネージャーに質問
した。その回答を図 3–5–13と図 3–5–14に示す。
図 3–5–13: 非常に高い評価を受けた評価のマネジメントのあり方
(研究マネージャー)
非常に高い評価を受けた研究者に対して際立った処遇をしたいが、既存の人事制度の
制約があり、それができていない。(AB4-08)
31.0%
21.9%
8.6%
49.4%
41.5%
43.7%
14.9%
21.9%
25.8%
9.3%
19.0%
2.4% 0.2%
2.2%
2.2%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
非常に高い評価を受けた研究者に対し際立った処遇ができていないか、との質
問に対しては、大学では「まったくそのとおり」と「ほぼそのとおり」を合わせる
と 80.4%が既存の制度の制約等によりそのような処遇ができないと回答している。
公的研究機関等については、大学よりもその割合は小さくなるものの、63.4%が際
立った処遇はできないと回答している。民間企業においても過半数である 52.3%が
できていない、と回答しており、程度の差はあるものの際立った処遇が難しい状
況をうかがうことができる。
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図 3–5–13とは逆に、図 3–5–14は非常に低い評価を受けた研究者についての同
様の質問に対する回答である。
図 3–5–14: 非常に低い評価を受けた評価のマネジメントのあり方
(研究マネージャー)
非常に低い評価を受けた研究者に対して職種の転換や転出の斡旋をしたいが、既存の
人事制度の制約があり、それができていない。(AB4-09)
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まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
回答の傾向は「非常に高い評価を受けた研究者」とほぼ同様である。ただし、大
学及び公的研究機関等については、若干「まったくそのとおり」の回答割合が大
きくなっており、評価の低い研究者の方が適切な処遇がより困難であることが推
察できる。民間企業については逆に「ほとんどそうでない」及び「まったくそう
でない」との回答割合が前問 (図 3–5–13)よりも大きくなっており、低い評価の研
究者については、高い評価の研究者のケースよりも、評価に応じた相応の処遇が
される傾向があるようである。
3.5.4 研究開発マネジメントの課題及び方策
研究開発マネジメントに関して、平成 15年度実施したアンケート調査における
研究マネージャーの回答例を課題及び方策についてそれぞれ示す。
回答は大きく、予算や制度の不足や未整備、評価の困難さ、マネジメント人材
の不足や不在、人材の管理・処遇の問題に分けることができる。
課題として大学では、研究マネージャーがマネジメントを実践するための財政、
人材等の基盤となる環境が整っていない様子がうかがえる。また、公的研究機関
等では、組織や人事システムの硬直化が問題視されていることを垣間見ることが
できる。
また、今後の方策としては、大学ではマネジメントの実践のための支援体制の
充実が求められており、公的研究機関等では、評価の充実を指摘する意見が多い。
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< 研究開発マネジメントの課題 (研究マネージャーの回答例) >
予算・制度関連
• 大学にはシステムがない。人材、お金、インセンティブ。(大学)
• 研究開発はその進捗に応じ、有機的に変化していく。それに伴い、マネジメント資
源としての予算も変化することから、硬直化した予算体制では充実したマネジメン
トを実施することが困難な場合も多い。(公的研究機関等)
• これまでの日本の大学では、学長、学部長には予算選定における裁量権限はほとんど
与えられていないので、マネジメントのリーダーシップは発展しようがない。(大学)
• 基本的には組織の長が柔軟に現実の問題解決に向け動ける体制が必要だが、現実に
は研究人材、資金、規則等の制限があり、対応できるシステムを作るのは大変な努
力が必要となる。(公的研究機関等)
評価
• 研究の評価が、定量化しやすい論文の数や、引用度数などに基づいてなされること
が問題です。これは、あくまで過去の指標です。現在行なわれつつあるあるいは開
発されつつある研究の方向と可能性を評価する必要があります。(大学)
• 研究者には種々のフェイズがあり、研究に専念する者、マネジメントが主な役割と
なった者など種々であるが、それぞれについて適当な評価がなされる事が重要であ
る。(公的研究機関等)
• 研究開発の内容に応じた適正な評価と処遇。チームと個人の適正な評価と処遇。(公
的研究機関等)
マネージャー人材の不足・不在
• 研究開発マネージメントのための組織が出来ていない。研究開発のための各研究者
のモチベーションを高める必要がある。研究開発のためのプロジェクトの作成、成
果の評価などを行う準備が十分出来ていない。(大学)
• 強力で柔軟なマネジメントには、それを正当化する仕組みが必要。また、マネー
ジャーは結果責任を取るべきであり、それを制度化する必要がある。(大学)
• 研究開発マネジメントの「真」の専門家がいない。高度の専門家と称する人々は、
研究の現場を全く知らない。(公的研究機関等)
人材の管理・処遇
• 組織の長に人事権限がないため人事を動かせない。長の任期を終了後は一般の教官
となるため強いリーダーシップは発揮できない。(大学)
• 外へ転出できない研究者が蓄積する。(公的研究機関等)
• 人事権がプロジェクトリーダーに無い。(公的研究機関等)
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< 研究開発マネジメントの方策 (研究マネージャーの回答例) >
予算・制度関連
• 人件費を含め、使途に自由度を持たせる。(大学)
• 従来からある、いわゆる経常研究的なものへの一定割合の資金の投入、そのような
研究への人材の割当て、評価法などの改善が必要。(公的研究機関等)
評価
• 評価 (研究)システムを確立し、競争的環境下で、研究費、人的資源、設備等に対し
て傾斜配分できるような制度を確立する。(大学)
• (困難ではあるが)適正な評価指標の設定とそれに基づく透明性の高い評価の実施、
処遇等への反映。(公的研究機関等)
• マネジメントの評価をするべき。現実は研究の評価しかしていない。特に、結果の
評価を重視し、花火の打ち上げ的な研究のみを扱うマネジメントはいかがなものか?
もっと実のあるマネジメントを考えるべき。(公的研究機関等)
• 外部評価制度をいかに成熟させていくかが重要。特に独立行政法人が増加した今日、
評価制度が研究の活性化を阻害することがないようにすることが大事であると思う。
(公的研究機関等)
マネージャー人材の不足・不在
• 計画的な事務職の教育あるいは研究職から事務職への転換を可能にする体系も必要
であろう。(大学)
• マネジメント支援体制の充実。(大学)
• マネジメントの研修、また、マネジメント能力の適性評価を行い、組織運営に反映
させたい。組織としての柔軟性がまだ欠けている。(公的研究機関等)
• 機関のマネジメントと研究開発の指揮 (マネジメント)を分離する。(公的研究機関等)
• マネジメントについての教育が必要。マネジメントの重要性についての啓蒙。(公的
研究機関等)
人材の管理・処遇
• 名目的な組織にとらわれない研究組織体制を可能にする。特に流動などポスドクク
ラスの人数を増やす。採用時の基準を明確にし、評価をオープンにすることが有効
では。評価は実質的に問題のある研究者の排除に任期制を合わせて使えば良いので
はないか。(公的研究機関等)
• 機動的な人材確保が可能となるシステムの導入。(公的研究機関等)
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3.6 研究支援の充実
3.6.1 基本計画における記述
[第 1期基本計画]
• 研究者 (技術者を含む。以下同じ。)に比べて、研究支援者の数はかなり少な
い状況である。(1–000000–13)
• 国立大学等及び国立試験研究機関における研究者及び研究支援者の確保を図
るため、各種施策を通じ、これら要員の一層の拡充に努めるとともに、処遇
の確保を図る。(1–211400–01)
• 国立試験研究機関において、研究者 1人当たりの研究支援者数ができるだけ
早期に約 1人となるよう、高度な技能を有する外部人材の活用を図る重点研
究支援協力員制度の拡充、研究費等による研究支援者確保の促進等により、
研究補助者及び技能者を新たに確保する。(1–211710–01)
• 国立大学等において、研究者 1人当たりの研究支援者数が、英・独・仏並み
の約 1人となることを目標として、研究者 2人当たりの研究支援者数ができ
るだけ早期に約 1人となるよう、大学院学生のリサーチ・アシスタント制度
や高度な技能を有する外部人材の活用を図る研究支援推進事業の拡充等によ
り、研究補助者及び技能者を新たに確保する。(1–211720–01)
• 国立大学等及び国立試験研究機関における研究支援者に係る需給のニーズを
踏まえ、民間事業者との契約を活用して研究支援者の確保を図る。(1–211730–
01)
[第 2期基本計画]
• 施設、研究支援者数については十分な改善を行うことができなかった。(2–
105000–15)
• 研究支援者の確保は、国立試験研究機関については若干の改善が見られたの
みである。(2–105000–17)
• 国立大学については、研究支援者数はむしろ減少傾向を示しているが、研究
プロジェクトへの大学院学生の参画等により、研究支援体制の改善を図った。
(2–105000–18)
• 単独の研究者がポストドクター・研究支援者等とともに行う研究を大幅に拡
大する。複数の研究者が行うグループ研究においては、明確な責任体制の下
で分担して行うようにする。 (2–221111–05)
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3.6.2 研究支援の充実のための主な施策
• 「労働者派遣法施行令」改正
労働者派遣業法の対象業務の拡大 、派遣期間制限の見直しが行われた。研
究開発の業務については、2004年 3月の施行より、3年の期間制限が廃止さ
れた。
• 研究支援推進員制度 (文部科学省、平成 8年度～平成 15年度)
研究支援推進員制度とは、国立大学及び大学共同利用機関等において、特
殊技能等を有する外部人材を確保し、研究プロジェクト等の効果的な推進を
図ることを目的として平成 8年度から実施された制度である。身分は非常勤
職員であり、任期は最長 1年である。
• COEリサーチアシスタント (文部科学省)
COEリサーチアシスタントとは、21世紀 COEプログラムに選定された
研究教育拠点において、大学院博士 (後期)課程に在学する学生を有給で研究
プロジェクトに参加させ、研究補助を通じて優れた研究力有する研究者とし
て育成する大学の制度である。
• 重点研究支援協力員派遣事業 (文部科学省 科学技術振興事業団)
重点研究支援協力員派遣事業とは、創造的・基礎的研究の効率的、効果的
な推進を図るため、研究活動を支援する高度な知識・技術を有する者を国立
試験研究機関及び試験研究を行う独立行政法人に派遣する事業である。
• リサーチアシスタント制度 (文部科学省、平成 8年度～平成 15年度)
リサーチアシスタント制度とは、大学等における学術研究の一層の推進に
資する研究支援体制の充実・強化及び若手研究者の養成・確保を促進するた
め、研究プロジェクト等に優れた大学院博士後期課程在学者を研究補助者と
して参画させ、研究活動を効果化するとともに、研究補助業務を通じて若手
研究者としての研究遂行能力の育成を図ることを 目的とした制度である。
• 研究支援者派遣事業 (厚生労働省)
• 試験研究所の研究支援業務 (通商産業省)
なお、平成 16年 4月からの国立大学等の法人化に伴い、「研究支援推進員制度」
および「リサーチアシスタント制度」については、平成 16年度以降は各法人の自
主的な判断により研究支援のための事業を実施することが可能となった。
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3.6.3 研究支援の状況
研究者一人当りの研究支援者数
研究者及び研究支援者を含めた研究関係従事者の意味する範囲は国により様々
であり、単純に比較することは困難であるが、ここではフランス、ドイツ、韓国と
日本における研究者一人当たりの研究支援者数の推移を図 3–6–1に示している。
フランス、ドイツはほぼ同程度であり、研究者一人当たりの支援者数は 0.8～1.2
人である。これに対し日本はほぼ半分の水準の 0.35～0.5人であり、韓国と同程度
となっている。また、各国に共通した傾向として研究者一人当たりの支援者数は
減少傾向にある。
図 3–6–1: 主要国における研究者一人当たりの研究支援者数の推移
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001
フランス ドイツ 日本 韓国
(年)
（人）
出典: <日本> 総務省「科学技術研究調査報告」より作成
<日本以外> OECD “Research and Development Statistics 2003/01” よ
り作成
注 1: 「研究者」は人文・社会科学系を含む全分野の研究本務者
注 2: 「研究支援者」は「研究補助者」、「技能者」及び「研究事務その他の関係
者」の合計
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次に、日本における研究者一人当たりの支援者数を技術系と事務系に分け、機
関種別に図 3–6–2、図 3–6–3にそれぞれ示す。
図 3–6–2: 研究者一人当たりの研究支援者数 (技術系)の推移
0.0
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0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004（年）
（人）
企業等 非営利団体・公的機関 大学等 全体
出典: 総務省「科学技術研究調査報告」より作成
注: 上記出典において「研究補助者」及び「技能者」として区分
されている者の和を研究支援者 (技術系)とした。
技術系については、1993年から 2004年に至るまで全体として減少傾向にあるな
かで、非営利団体・公的機関は 1996年から増加に転じ、2004年には 0.5人となっ
ている。これは全体平均 0.25人の 2倍にあたり、非営利団体・公的機関では他に
比較して支援者数は充実しているということができる。これに対し、大学等では
1993年以来ほぼ一定の約 0.1人の水準である。民間における支援者数は 1993年以
降減少しており、2004年では研究者一人当たり約 0.3人となっている。
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図 3–6–3: 研究者一人当たりの研究支援者数 (事務系)の推移
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（人）
企業等 非営利団体・公的機関 大学等 全体
出典: 総務省「科学技術研究調査報告」より作成
注: 出典において「研究事務その他の関係者」として区分されて
いる者を研究支援者 (事務系)とした。
事務系については、1993年から全体として横ばいである。近年、非営利団体・
公的機関ではやや増加が見られ、2004年には研究者一人当たり約 0.55人となって
いる。これは全体平均約 0.13人の約 4倍にあたり、非営利団体・公的機関では他
に比較して事務系支援者数でも充実している。これに対し、大学等、民間では約
0.1人の水準である。
技術系研究支援の状況
以下では、技術系の研究支援について、研究マネージャー、研究者及び研究支
援者に対するアンケート調査結果をもとに、技術系支援者の充足度、確保の方法、
不足しているサービス、能力・資質の向上への取組みについての現状把握を行う。
(1) 充足感
大学及び公的研究機関等において必要とする支援者数を、研究マネージャー
に対して質問した回答結果を図 3–6–4に示す。
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図 3–6–4: 必要とする研究支援者数 (研究マネージャー)
あなたが責任者を務める組織・部局では、必要とする研究支援者数は、研究者一人当
り何人ですか。(AB5-01)
16.5%
8.7%
29.8%
39.9%
29.2%
25.7%
16.5%
19.7%
0.9%
2.2%
7.1%
3.8%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
0.2人未満 0.2人以上1.0人未満 1人 2人以上5人未満 5人以上 無回答
大学、公的研究機関等とも最も回答割合が大きいのは「0.2人以上 1.0人未
満」である。両者を比較すると、0.2人未満でよいとする回答割合は公的研
究機関等で 8.7%であるのに対し、大学では 16.5%である。一方、2人以上、
5人以上といった回答は公的研究機関等の方が大学よりもやや回答割合が大
きく、大学との比較では公的研究機関等の方がより支援者を多く必要として
いることが推察できる。
次に実際に確保できている支援者数を尋ねた。その回答を図 3–6–5に示す。
図 3–6–5: 確保できた研究支援者数 (研究マネージャー)
あなたが責任者を務める組織・部局では、確保している研究支援者数は、研究者一人
当り何人ですか。(AB5-02)
56.6%
33.9%
27.8%
43.2%
5.8%
9.3% 8.2%
3.6% 0.4%
1.6%
5.8%
3.8%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
0.2人未満 0.2人以上1.0人未満 1人 2人以上5人未満 5人以上 無回答
図 3–6–4と比較すると大学、公的研究機関等ともに必要とする研究支援者
数を確保できていないことが分かる。特に大学では、確保できた支援者数が
0.2 人未満との回答割合が過半数の 56.6%を占めている。研究者一人当たり
1人の支援者数を確保できたとの回答割合は大学で 5.8%、公的研究機関等で
9.3%に過ぎない。
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図 3–6–6: 研究支援者数の充足感 (研究者)
あなたの研究を技術的にサポートしてくれる研究支援者の数は充足していますか。
(FA-62)
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図 3–6–6は技術的サービスを提供する研究支援者の充足度に関する研究者
からの回答である。いずれの機関においても「十分充足している」と「充足
している」との回答割合よりも「不足している」と「非常に不足している」
とする回答割合が大きく、不足感があると言える。特に、大学においては不
足感が強く、「不足している」、「非常に不足している」を合わせた回答割合
は約 74%に達する。
(2) 確保の方法
このように、研究支援者数が不足している中で、組織の外部に支援サービ
スの提供を求めるアウトソーシングが考えられるため、この点に関する研究
マネージャーの認識を質問した。その回答結果を図 3–6–7に示す。
図 3–6–7: 研究支援 (技術系)のアウトソーシングの是非 (研究マネージャー)
研究支援者は、必要な時に必要なだけ研究支援業務を外部に委託すればよいと思いま
すか。(AB5-04)
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民間企業(N=279)
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
「必要な時に必要なだけ研究支援を外部委託すればよいか」との質問に
対し、大学、公的研究機関等、民間企業ともにどちらかと言えば否定的な
回答傾向であった。中でも大学では「まったくそうでない」との回答割合が
13.8%と、他よりも大きい。
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次に、研究支援の不足分を若手研究者に求めることについて質問した。そ
の回答を図 3–6–8に示す。
図 3–6–8: 若手研究者が研究支援を行うことについて (研究マネージャー)
研究支援業務は研究支援者を雇わなくても学生、ポスドクなどの若手研究者が行なえ
ばよいと思いますか。(AB5-05)
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まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
これについての回答傾向は、前問よりもさらに否定的な結果となった。特
に公的研究機関等においては、63.9%が否定的回答である。
(3) 技術系研究支援の質的充実
量的不足が指摘される中で、研究を効率的に実施するためには、技術系研
究支援者の質的充実を図る必要がある。そこで、ここでは支援者自身のアン
ケート回答結果に基づき、支援者の能力・資質の向上についての取組状況と
今後の課題について述べることとする。
まず、研究支援者に対し、自身の技術をさらに高めたいかどうかについて
質問した。その回答結果を図 3–6–9に示す。
図 3–6–9: 技術力向上に対する希望 (研究支援者)
あなたは現在あなたが専門としている技術力をさらに高めたいと思いますか。
(GA-25)
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大学(N=101)
公的研究機関等(N=56)
民間企業(N=145)
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答
いずれの機関種においても「非常にそう思う」、「ややそう思う」の割合が
大きく、技術力向上に対する意欲が高いことがうかがえる。特に公的研究機
関等においては約 84%という高い割合で肯定的回答が見られる。
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新しい分野の技術力を習得したいかどうかについて質問した結果を図 3–
6–10に示す。
図 3–6–10: 新たな分野の技術力向上に対する希望 (研究支援者)
あなたは他の新しい分野の技術力を習得したいと思いますか。(G-A27)
25.7%
35.7%
13.8%
32.7%
33.9%
32.4%
36.6%
25.0%
42.8%
4.0%
5.4%
9.7%
1.4%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=101)
公的研究機関等(N=56)
民間企業(N=145)
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答
民間企業ではその割合は若干低く 46.2%であるが、いずれの機関も肯定的
割合が高くなっている。
一方、技術力を高めるための機会が十分であるかどうかの質問に対する回
答を図 3–6–11に示す。
図 3–6–11: 研修等の機会の有無 (研究支援者)
あなたは、所属する組織から技術力を高めるための研修等の機会を十分に与えられて
いますか。(G-A07)
11.9%
5.4%
6.2%
28.7%
30.4%
42.8%
32.7%
39.3%
33.8%
17.8%
17.9%
12.4%
8.9%
7.1%
4.8%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=101)
公的研究機関等(N=56)
民間企業(N=145)
まったくそのとおり そのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
全体として肯定的回答が否定的回答よりも多いが、技術力向上の希望の大
きさに比較すると、それほど研修等の機会が与えられておらず、意欲に対し
てまだ十分な機会が提供されていないのではないかと思われる。
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新しい分野の技術を習得する上での障害についての記述回答例を以下に
示す。
< 新しい分野の技術を習得する上での障害 (研究支援者の回答例) >
大学
• 技術分野が研究室単位で分断されている。
• そのための研修費用など、自由に使える経費が全くない。
• 機会がない。予算措置がない。技術支援以外の職務が多い。
• 現在行っている研究支援とは違う分野の技術はあまり受け入れられない。
• 医学系とそれ以外の分野の研究者・技術者の交流の機会が少ない。
• 機会がない。予算措置がない。技術支援以外の職務が多い。
公的研究機関等
• 現在の業務では新しい技術の必要性がなく、接する機会がない。講習会な
どの参加費が高い。
• 組織としての計画性がない。長期的に必要なものと短期間の技術が混同さ
れている。
• 経済面。お金がないと教育を受けられない。
• 仕事内容がルーティン化しており、新しい技術を学ぶ機会は少ない。
民間企業
• 研修の機会が少ない。
• 単一の仕事でそれ以上は望めない。
• 現業務に追われてしまい、新しい技術を習得するための精神的余力、身体
的、時間的な余裕がない。
• 周囲に手本となるべき人がいない。
• 日常業務、依頼など緊急な仕事が多い。
• 自分のスケジュールで研修や講習が受けられない。
研究支援者自身には意欲はあるものの、日常業務をこなしながら、新しい
技術を習得する機会及び時間が得にくい様子がうかがえる。さらに新しく習
得した技術が業務に活かされるという展望が持ちにくい面があるようである。
また、研修のための時間、機会、資金が無いといった基礎的な条件の不備を
指摘する回答が多く、この点についての改善が強く望まれている。
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事務系研究支援の状況
(1) 充足感
事務系支援者の充足状況について、大学及び公的研究機関等の研究マネー
ジャーの回答結果を図 3–6–12に示す。
図 3–6–12: 研究支援者数 (事務系)の充足感 (研究マネージャー)
あなたが責任者を務める組織・部局では、事務支援者数は充足していますか。
(AB5-06)
31.1%
56.6%
49.2%
27.8%
12.6%
0.7%
3.8%
10.9% 4.0%
3.3%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
十分充足している 充足している 不足している 非常に不足している 無回答
「不足している」との回答割合が大学、公的研究機関等に共通して最も大
きく、それぞれ 56.6%、49.2%であった。大学において「充足している」と
するマネージャーは少なく、「十分充足している」、「充足している」を合わ
せても僅かに 11.6%であり、大部分は不足感をもっている。公的研究機関等
では充足感の割合が大学よりも大きく、「十分充足」と「充足」を合わせる
と 34.9%である。
次に研究者からみた事務系支援者の充足度に対する回答を図3–6–13に示す。
図 3–6–13: 研究支援者数 (事務系)の充足感 (研究者)
あなたの研究を事務的にサポートしてくれる事務支援者の数は充足していますか。
(F-A66)
5.6%
6.0%
34.3%
48.6%
52.5%
31.6%
24.3%
28.6%
22.6%
11.8%
6.6%
1.3%
10.2%
9.7%
6.4%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=826)
公的研究機関等(N=144)
民間企業(N=486)
十分充足している 充足している 不足している 非常に不足している 無回答
大学では不足感 (「不足している」と「非常に不足している」の和)が充足
感 (「十分充足している」と「充足している」の和)よりも多いが、公的研究
機関等では充足感が不足感よりも大きくなっている。また研究マネージャー
からの回答との比較では、大学、公的研究機関等でともに研究マネージャー
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よりも研究者の方が充足感を持っていることが分かる。民間企業の研究者は
大学、公的研究機関等よりも充足感を強く持っている。
(2) 確保の方法
事務系支援者の確保の手段としてアウトソーシングに対する考え方を研究
マネージャーに質問した。その回答結果を図 3–6–14に示す。
図 3–6–14: 研究支援 (事務系)のアウトソーシングの是非 (研究マネージャー)
事務支援者は、必要な時に必要なだけ事務支援業務を外部に委託すればよいと思いま
すか。(AB-5-08)
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41.0%
37.3%
30.5%
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14.5%
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5.0%
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2.7%
1.1%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
大学、公的研究機関等、民間企業のいずれからも肯定的回答よりも否定的
回答の方が多く得られた。事務系支援も技術系支援と同様、アウトソーシン
グは不足を補う手段としてはあまり適当でないと考えられている。ただし、
民間企業においては肯定的回答が約 27%であり、大学や公的研究機関等と比
較するとアウトソーシングに肯定的回答が多くなっている。
(3) 事務系研究支援の質的充実と連携の強化
次に、事務系支援者が研究現場のニーズに適切に対応できているかどう
かを確認するため、研究マネージャーに対して質問した結果を図 3–6–15に
示す。
図 3–6–15: 事務系研究支援のニーズへの対応状況 (研究マネージャー)
あなたが責任者を務める組織・部局では、事務支援部門は研究現場のニーズに適切に
対応することができますか。(AB5-09)
16.9%
26.2%
45.9%
34.1%
43.2%
38.4%
34.3%
20.2%
10.4%
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10.9%
6.0%
1.4%
3.6%
2.7%
1.1%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
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大学においては否定的回答が肯定的回答よりも多く、研究マネージャーは
事務支援部門が研究現場のニーズに適切に対応できていないと評価した。一
方、公的研究機関等では、肯定的回答と否定的回答はほぼ同程度であった。
また、民間企業では肯定的回答が否定的回答よりも多く、事務支援部門は概
ね研究現場のニーズに対応できていると考えられている。
次に、研究現場と事務支援との連携の状況に関する研究マネージャーの回
答結果を図 3–6–16に示す。
図 3–6–16: 研究支援者 (事務系)と研究者との連携の状況 (研究マネージャー)
あなたが責任者を務める組織・部局では、研究者と事務支援者の連携は十分に機能し
ていますか。(AB5-12)
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=449)
公的研究機関等(N=183)
民間企業(N=279)
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
連携の状況も、機関種別で見ると、先のニーズの対応状況 (図 3–6–15)と
同様の回答傾向を示し、大学では他に比べて肯定的回答の割合が小さい。し
かしながら、全体的には否定的回答よりも肯定的回答の割合が高く、研究者
と事務支援者との連携については、研究マネージャーから見てどちらかと言
えば肯定的な評価が下されたということができよう。
176
図 3–6–17は事務支援機能の強化の必要性を研究マネージャーに質問した
結果である。
図 3–6–17: 研究支援 (事務系)の強化の必要性 (研究マネージャー)
あなたが責任者を務める組織・部局では、事務支援機能を強化する必要を感じます
か。(AB5-13)
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はい いいえ 無回答
この回答は、事務支援機能に対する総合的な評価とも言えるものであるが、
特に大学では、80.8%の研究マネージャーが強化の必要性を感じており、事
務支援についてはまだ強化の余地が多く残されているようである。また、公
的研究機関等では、大学よりは回答の割合が小さいものの、63.4%の研究マ
ネージャーが強化が必要であると認識している。これに対して民間企業では、
強化が必要であるとした研究マネージャーは 24.7%と他に比べて回答割合が
小さく、事務支援機能については、他に比べて充実していると推察できる。
3.6.4 研究支援の充実のための課題及び方策
多様なニーズへの対応
(1) 技術的支援
このように、研究支援については技術系・事務系ともに不足感が大きく、そ
の充実を図る必要がある。そこで、具体的にいかなる技術的な研究支援サー
ビスが不足しており、不足に対してどのように対応しているかを研究者に質
問した。その主な記述回答を分野別に以下に示す。
不足している支援者の技術は、単純作業的なものから、自立した共同研究
者的なものまで様々であることが分かる。また、学問分野特有の技術がある
一方で、特許調査やデータ解析等、分野を問わず共通して不足しているサー
ビスがあることが分かる。
これらの支援サービスに不足が生じた際の対応についての回答では、研究
者のほとんどが「自分で行う」と回答しており、支援サービスが不足してい
るために、効率的な研究が阻害されている可能性も否めない。
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< 不足している技術的支援 (研究者の回答例) >
理学系
• 測定機器の維持。(私立大学)
• サンプル処理。材料生物の飼育。(独立行政法人)
• 装置の製作、データの解析。(国立大学法人)
• アイディアをプログラミングして実施。(私立大学)
• データ整理。ソフトウェア操作。(省庁直轄研究機関,理学系)
• 図書館からの情報取得。(国立大学法人,理学系)
農学系
• 教員もしくは研究を一緒にできる技術員が欲しい。(大学共同利用機関)
• 高度な解析装置等のオペレーター職員。(私立大学)
• 物品の管理。動物の飼育など。(私立大学)
• 遺伝子工学の手法に関する技術及び設備。(民間企業)
• シークエンス、化学分析等、大卒以上のテクニシャン。(独立行政法人)
• 知的財産関係業務。(民間企業)
工学系
• データ整理等単純作業。(民間企業)
• 先行技術調査・研究動向調査をする支援者が足りない。(民間企業)
• 特許・マーケット調査。(民間企業)
• 装置の維持。学生との間に入ったサポート。(国立大学法人)
• 微小分析に関するスペシャリスト。(民間企業)
医学系
• 専門的知識を有し、実験を適格に実施できる人材。(私立大学)
• コンピュータ解析。データ処理。(私立大学)
• 塩基配列決定などの、単純な流れ作業の補助。(私立大学)
• 短期 (1～2年)ではなく、長期的に支援してもらえる人材。(国立大学法人)
• 統計的処理。材料学的知識など別分野の知識保有者。(国立大学法人)
• 工学系、理学系の専門知識を有する人のサポート。(国立大学法人)
複合領域系
• 意図した内容通りのテストや調査を代行してくれる人材。(民間企業)
• 基礎的な実験やデータ収集などの技術支援。(私立大学)
• プログラミング。システム構築。(私立大学)
• 特許調査、文献調査。(民間企業)
• 特許出願のサポート。学会等の社会貢献活動のサポート。英文校正。事務全般。(国
立大学法人,複合領域系)
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(2) 事務的支援
次に、現在不足している事務的な研究支援サービスを研究者に質問した際
の主な記述回答を以下に示す。
特定の分野に特有のサービスはほとんど見られず、スケジュールや研究費
の管理、不在時や学会等の対外対応、文書作成等、秘書的なサービスが求め
られていることが分かる。研究組織の事務部門だけではサポートが難しい、
研究者毎の個別サービスに不足感が強いということができる。
< 不足している事務的支援 (研究者の回答例) >
理学系
• 各種申請様式作成。(省庁直轄研究機関)
• 研究費の管理。不在時の対応等。資料作成。(私立大学)
• 事務支援者雇用費が全く少ないため、全般的サービスが不足。(国立大学法人)
• 英文でのWEB制作。海外向けのドキュメント作成。(独立行政法人)
農学系
• 資金管理。(私立大学)
• 会議資料、連絡文書等の作成・印刷 (独立行政法人)
• 予算管理、スケジュール管理。(独立行政法人)
• 購入物品の請求などまで、研究者が入力させられている。(国立大学法人)
工学系
• 物品発注。会議資料の準備。(国立大学法人)
• 研究費の管理。(予算見積り。短期まとめ。)実験費用の計画とまとめ。(民間企業)
• 研究費の管理等。(大学共同利用機関)
• 専門用語もある程度分かって事務処理もできるサービス。(国立大学法人)
医学系
• 論文以外の文書作成。公務関連の連絡業務。(国立大学法人)
• 郵便物の処理、文書作成。(国立大学法人)
• 研究費を使う際の申請書類の用意。出張の際の準備。(私立大学)
• 文献の取寄せ、データのまとめなど、秘書的業務。(私立大学)
複合領域系
• 学会発表の手続き。書類送付や出張などの手配。(私立大学)
• 実験消耗品等のストックコントロール。(民間企業)
• 積算書、契約書等の文書作成。(独立行政法人)
• 英語による手紙、書類の作製。(国立大学法人)
これらの不足が生じた際の対応についての回答では、技術的サービスの場合と
同様、研究者のほとんどが「自分で行う」と回答している。
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このように、技術的支援、事務的支援ともに要求されるサービスの内容は多様
であり、従来の支援者が行うべきものとして定義されてきたサービスの範囲を超
えている可能性がある。
研究支援者のキャリア・パスの明確化
研究支援者については、そのキャリア・パスが明確でないために、なり手が少
ないといった指摘がある。そこで、技術系の研究支援者本人に処遇やキャリア・パ
スに関連する質問を行った。
研究支援者に対し将来のキャリア・パスに対する不安を質問した際の回答を図
3–6–18に示す。
図 3–6–18: キャリア・パスに対する不安 (研究支援者)
あなたは将来のキャリアパスに不安を感じますか。(G-A23)
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27.7%
19.6%
18.6%
46.5%
33.9%
53.1%
7.9%
14.3%
17.2%
2.0%
5.4%
2.1%
3.0%
1.8%
2.1%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
大学(N=101)
公的研究機関等(N=56)
民間企業(N=145)
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答
大学及び公的研究機関等においては「非常にそう思う」と「ややそう思う」を
合わせた肯定的回答が否定的回答よりも大きいのに対して、民間企業では若干肯
定的回答が多い程度である。
特に公的研究機関等における「非常にそう思う」との回答が大学、民間企業に
比較して多く、その割合が 25%に達していることが注目される。
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以下にキャリア・パスに対する不安の具体的記述回答例を示す。
< キャリア・パスに対する不安 (研究支援者の回答例) >
大学
• 技術職員に関する将来像が組織として全く見えない。(国立大学法人)
• 現在の組織のみで通用する技術分野が多い。(国立大学法人)
• 将来研究者になった、又はなろうとするときに、現職の職務内容 (研究支
援者としての仕事)が評価されるとは思えない。(国立大学法人)
• 外国人ですから、雇用期間や給与の待遇など仕方ないと思っている。(国立
大学法人)
• 昇進も配置移動もない。(国立大学法人)
• 現状況 (人事制度)では、成果の有無にかかわらず、十分な処遇 (業務等) を
受けることができるキャリア・パスがない。(私立大学)
公的研究機関等
• 任期付きの雇用形態であるので、終了後、給料が減少したり、次の雇用先
が見つかるかどうかの不安がある。(省庁直轄研究機関)
• 任期付なので、次のポジションを得るのが難しい。さらに研究者としてやっ
ていこうとするならば、現ポジションがあまり履歴にプラスにならない。
(独立行政法人)
• 自身の技術力を証明するものが何もない。(独立行政法人)
民間企業
• 研究支援職にはこれ以上のポストもないし、性別 (女性です)の面でも期待
されていない。(民間企業)
• 研究開発業務のアシスタントとして 10年近く働いているが、期間契約で給
与も低く、転職する際にもアシスタントは派遣がほとんどで、長期の雇用
が難しい感がある。(民間企業)
• 研究者、研究支援者以外には業務内容が見え難いため、特に人事関係者か
ら適切な評価を受けていない。(民間企業)
• 組織的なスキルアップ法がない。(民間企業)
評価システムへの不安感や、任期後の就職への不安が目立つ。また、現在の経
験が将来の評価にプラスになるかどうかを不安に思ったり、技術水準を証明する
ものの必要性を訴える回答もある。
この回答にも見られるように、将来研究者となることを希望する技術系支援者
も少なくないと思われる。そこで、技術的研究支援者に対して将来研究者になり
たいかどうかを質問した。その結果を図 3–6–19に示す。
181
図 3–6–19: 研究者になりたいと思うか (研究支援者)
あなたは将来、研究者になりたいと思いますか。(G-A22)
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公的研究機関等においては半数近く (46.5%)の支援者が「非常にそう思う」また
は「ややそう思う」と回答している。研究者を志望しながら、現在は研究支援者
として従事する者が公的研究機関等に多く、これが前問 (図 3–6–18)のキャリア・
パスに対する不安感の回答としても現れているのではないかとも思われる。
次に、処遇への要望に関する研究支援者の回答結果を図 3–6–20に示す。
図 3–6–20: 処遇への要望 (研究支援者)
あなたはご自身の処遇について、どのようなことを希望しますか。あてはまるものをいくつ
でも選んでください。(GA-30)
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組織における地位を向上させてほしい
労働の負荷を軽減して欲しい
その他
大学(N=101)
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(複数回答可)
全体として「給与等の金銭面」、「貢献に応じた評価」への要望が強い。機関種
別で見ると、大学及び公的研究機関等では「給与等の金銭面」、民間企業では「貢
献に応じた評価」が最も回答割合が大きくなっている。機関種間の相違を見ると、
民間企業で「労働の負荷を軽減」、大学では「特に希望はない」が他に比較して回
答割合が大きくなっている。
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回答者から得られた処遇に対しての具体的な要望のうち主な回答結果を以下に
示す。
大学等の回答からは、主体的に業務を行いたいという希望、公的研究機関等の
回答では、安定した雇用を望む意見、民間企業の回答からは、職務の地位向上へ
の期待をそれぞれ見ることができる。
< 処遇への要望 (研究支援者の回答例) >
大学等
• 命令により事務仕事が与えられることが多い。研究支援の分業について適切にして
欲しい。
• 予定を立て難く、無駄な作業もあるので、より能率的に変更して欲しい。
• 外国人ですが、給与や労働負荷などについて不公平を感じる。
• 勉強する機会を広く認めてほしい。すぐに役立つ技術だけでなく、学会等で現在の
状況を知ることは、たいへん役立つ。
公的研究機関等
• 単年契約ではない、安定した雇用形態。
• ポジションが中途半端でやりにくい。時には支援者、時には研究者として組織の都
合の良いように扱われる点を改善して欲しい。
• 雇用の期間が短い。
• 日給月給でなく、正職員待遇をして欲しい。
• 勤務時間に応じた有給、最低限の社会保障を希望する。
民間企業
• 後進の育成の機会が欲しい。
• グループ会社からの業務応援だが、6ヶ月毎の更新のため、身分上不安定。
• 企業では同じ技術者でも支援部門に対する評価は低めである。経営側の意識改革を
望む。
• 現在の研究支援の全社における地位向上。
• 支援グループは仕事が軽んじられる傾向にあるので改善して欲しい。
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研究マネージャーからみた課題及び方策
研究マネージャーを対象としたアンケート調査では、研究支援の課題と方策に
ついて記述式で質問した。以下、その回答例を示す。
課題としては財源の確保の問題が目立つ。方策として、支援者の評価システム
の確立、組織化、スペシャリストの養成、再雇用等が提案されている。
まず、技術的支援に関する課題と方策を以下に示す。
< 技術的支援に関する課題と方策 (研究マネージャー) >
課題
• 研究支援者がキャリアアップを図れるシステムがない。(大学)
• 大型の資金を獲得した部署だけが支援者を雇うことができる。(大学)
• グラントにおいて、研究支援者の重要性が軽視されている。(大学)
• 研究支援用の財源の確保。(大学)
• 非常勤職員として雇用するため給与が安く優秀な人材を長期に確保できない。(大学)
• 現在の支援者はほぼ全て非常勤雇用者であり、ポジションが不安定である。このた
めの人件費の安定的確保が重要な課題である。(大学)
• 研究支援者の継続雇用が困難。特許に対応できる支援者の不足。(公的研究機関等)
• 研究支援者を増やそうにも予算がない。専門的技能を有する支援者がいれば、研究
がより一層進展する。(公的研究機関等)
• 人件費の制限のため、研究を支援するテクニカルスタッフを常勤的に雇用すること
ができない。(公的研究機関等)
方策
• 研究支援者にも評価制度と、それに連携した人事、給与システムを導入すべき。(大学)
• 博士後期課程学生の奨学金の意味を含めて嘱託助手として任用すること。(大学)
• 人数の増加と体制の明確化。技官の技術向上のプログラムの確立。技官等の研究に
対する意識を明確にする。(大学)
• 支援室といった独自の場を設け、責任を持たせる。(大学)
• 支援者として、定年退職した有能な人材を雇用すべき。(大学)
• 研究支援のスペシャリストの養成が必須である。(大学)
• 専門性をもった研究支援者の確保のためには、現行の昇任などの考え方の改善ある
いは専門職俸給表の導入なども考慮する必要がある。(公的研究機関等)
• 研究支援業務に成果が出た人を優遇する仕組み、誇りを持てる仕組みを制度化する。
(公的研究機関等)
• 支援部門の評価方法の確立。研究者と支援者の間のコミュニケーションを充実させ
るシステムの確立。(公的研究機関等)
• 研究と研究支援の明確な線引きと研究支援業務に対する明確な評価基準が必要。研
究と事務の密接な相互連携。(公的研究機関等)
• 高レベル技術者の処遇を行い、長期的に確保する必要がある。国際競争力の点での
焦眉の課題。(公的研究機関等)
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次に事務的研究支援の課題と方策に関する主な回答を以下に示す。
< 事務系研究支援に関する課題と方策 (研究マネージャー) >
課題
• 国立大学では事務職員の質のバラツキが極めて大きいように感ずる。(大学)
• 研究者が期待する支援内容と事務支援者が業務の範囲と考えている内容に隔たりが
ある。(大学)
• 事務全般に外国語 (主に英語)能力が低く、外国との交流に支障がある。(大学)
• 人員削減のため、事務支援が著しく不足しており、研究者自身が行う事務的業務が
増大し、研究時間が著しく制限されてきている。(大学)
• 煩雑な事務の量が多すぎる。規制緩和により事務量を大幅に減らすべきである。(大学)
• 調査企画担当者、研究所専属の経理担当者、知的財産管理・支援が欲しい。(大学)
• 事務部門に研究を経験した人間が極めて少ない。(公的研究機関等)
方策
• 研究に対する理解度を高め、事務と研究のギャップを埋める人材が必要である。(大学)
• 国際対応専任事務員が必要である。(大学)
• 研究者と事務官の間をつなぐ Interpreterとしての第三の職種の充実 (リサーチ経験
を持つ経営、企画者)。(大学)
• 人材の教育、特にスペシャリストを養成するという意識を大学全体で高めていく事
が必要。(大学)
• 「支援」という考えからの脱却、法人にあっては教員、事務員は一体的。(大学)
• 研究と事務内容を共にある程度理解できる人。Scientific secretaryの育成。(公的研
究機関等)
課題として、事務業務量が多すぎる点、研究への理解が不足している点などが
挙げられている。方策として、研究への理解の醸成、対外対応能力の向上、スペ
シャリストの養成等が提案された。
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3.7 その他の施策領域
3.7.1 女性人材の活用
基本計画における記述
[第 1期基本計画]
• 国立大学等及び国立試験研究機関において、優秀な研究マネージャー及び研
究リーダーの養成・確保を図るとともに、女性の研究者及び研究支援者への
採用機会等の確保及び勤務環境の充実を推進する。(1–211500–01)
[第 2期基本計画]
• 男女共同参画の観点から、女性の研究者への採用機会等の確保及び勤務環境
の充実を促進する。(2–221162–01)
• 女性研究者が継続的に研究開発活動に従事できるよう、出産後職場に復帰す
るまでの期間の研究能力の維持を図るため、研究にかかわる在宅での活動を
支援するとともに、期限を限ってポストや研究費を手当するなど、出産後の
研究開発活動への復帰を促進する方法を整備する。(2–221162–02)
講じた施策
• 女性のキャリア形成支援に関する実践的な調査研究の実施 文部科学省 (2003
年)
• 女性のキャリア形成支援プラン (2004年～)
取組状況
• 総合科学技術会議
科学技術基本計画において、「優れた成果の創出・活用のための科学技術
システム改革」の一環として、男女共同参画の観点から、女性の研究者への
採用機会等の確保及び勤務環境の充実の必要性を明記した。
• 大学審議会
「21世紀の大学像と今後の改革方策について — 競争的環境の中で 個性
が輝く大学 —」(平成 10年 10月 大学審議会答申)において、女性教員の採
用について、今後とも大学が配慮することの必要性を指摘。
• 学術審議会
「科学技術創造立国を目指す我が国の学術研究の総合的推進について –
「知的存在感のある国」を目指して – 」において、女性研究者の積極的な育
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成・採用とともに、女性であることが研究者としての経歴形成の障害になる
ことがないようにする必要性を指摘。
• 大学 (東北大学)
「東北大学男女共同参画奨励賞」を創設するとともに、すべての活動領域
における男女共同参画を実現するため、教職員・大学院生等の人的構成にお
ける男女格差の是正、方針決定過程への男女共同参画の推進等について定め
た「男女共同参画推進のための東北大学宣言」を採択 (平成 14年 9月)。
女性の博士課程修了者の状況
男女別の博士課程修了者数の推移を図 3–7–1に示す。
図 3–7–1: 博士課程修了者数の推移
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出典: 文部科学省「学校基本調査調査報告」より作成
注: 人文・社会科学系を含む全分野
男性の年間の博士課程修了者数は、1963年に 1,345人であったが、2004年には
1963年の約 8倍である 11,384 人にまで増加した。同じ期間に女性の博士課程修了
者は 68人から約 56倍の 3,776人にまで増加した。
博士課程修了者に占める女性の割合も、1967年には僅か 4.8%であったが、2004
年には 24.9%にまで上昇している。このように、将来研究人材として活躍するこ
とが期待される博士課程修了者において、女性の割合は着実に上昇している。
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女性研究者の状況
機関種別の女性研究者数 (自然科学系)の推移を図 3–7–2に示す。女性研究者は
1993年では 34,528人であったが、2003年に 65,644人となり、この 10年で約 1.9
倍に増加した。
図 3–7–2: 機関種別の女性研究者数 (自然科学系)の推移
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出典: 総務省「科学技術研究調査報告」より作成
自然科学系のみを対象に、機関種別に見た研究者の女性比率の推移を図 3–7–3
に示す。女性比率が最も高いのは大学等であり、1993年の 11.3%から 2003年に
は 16.9%まで増加している。非営利団体・公的機関では、同期間に女性の比率は
5.8%から 10.5%に増加した。企業等においては同期間に 4.3%から 6.4%に増加した
ものの、大学等、非営利団体・公的機関に比べるとまだ低水準であり、増加率も低
くとどまっている。
図 3–7–3: 機関種別の研究者の女性比率 (自然科学系)の推移
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出典: 総務省「科学技術研究調査報告」より作成
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女性研究者に関する米国の状況
(1) 博士号取得者
米国における男女別の博士号取得者数及び博士号取得者に占める女性の割
合を図 3–7–4に示す。米国の男性の博士号取得者数は、1966年から 2001年
に至るまで 2回の増減を経ているが、その間も女性の博士号取得者数、女性
の比率はともにほぼ一貫して増加し、2001年の女性の比率は 36.5%に達して
いる。
図 3–7–4: 米国における男女別博士号取得者数の推移
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出典: NSF “Survey of Earned Doctorates, 1966–2001”より作成
注: 科学技術分野のみ
(2) 研究者の女性比率
表 3–7–1に米国の科学技術分野の雇用者における女性比率を示す。民間部
門では約 21%、教育部門では約 37%、公的部門 (政府)では約 22%である。分
野別では、社会科学系が最も高く、ほぼ過半数を女性が占めている。これに
対して技術者の女性比率はどの機関種においても 10%程度と低くなっている。
表 3–7–1: 米国の科学技術分野の雇用者における女性比率 (1999年)
セクター合計 民間 教育 政府
科学技術分野全体 23.6% 20.8% 36.6% 21.6%
　研究者 32.5% 30.2% 39.7% 29.9%
　　 計算機／数理科学 27.1% 25.8% 35.9% 28.7%
　　 生命科学 36.4% 36.4% 39.7% 28.0%
　　 物理学 23.0% 23.2% 22.9% 22.3%
　　社会科学  54.0% 59.8% 51.1% 44.2%
　技術者 9.5% 9.1% 11.8% 10.7%
NSF, Scientists and Engineers Statistical Data System(SESTAT),1999
189
欧州主要国との比較
(1) 卒業者に占める女性比率
自然科学系の 4年制大学の卒業者に占める女性比率を国際比較したものを
図 3–7–5に示す。米国は 31.8%、ドイツでは 22.3% であるのに対し、日本で
は 13.8%で、比較国中最下位となっている。
図 3–7–5: 自然科学系の 4年制大学の卒業者に占める女性比率 (2001年)
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(2) 研究者に占める女性比率
図 3–7–6は欧州各国及び日本における研究者の女性比率を比較したもので
ある。イタリア、フランスが約 28%、スイス 21%、ドイツ約 16%に対し、日
本は比較国中最下位の 10.2%である。
図 3–7–6: 欧州各国及び日本の研究者の女性比率 (2001年)
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まとめ
博士号課程修了者に占める女性の割合は 1967年に 4.8%であったが、2004年には
24.9%にまで上昇した (図 3–7–1)。また、女性研究者の数は 1993年から 2003年の
間に約 1.9倍に増加した (図 3–7–2)。2004年の機関種別の研究者の女性比率をみる
と、大学では女性比率が高く (約 17%)、これに次いで公的研究機関が高い (10.5%)
が、民間企業の女性比率は低い (6.4%)。長期的には生産年齢人口の減少が予測さ
れるなかで、研究者としての女性の能力活用が一層求められており、特に民間企
業における女性研究者の雇用促進、雇用環境の改善が大いに期待される。
米国においては、博士号取得者 (科学技術系)のうち 36.5%が女性である (2001
年、図 3–7–4)。また、研究者 (科学技術系)に占める女性比率は大学等の教育機関
で 36.6%、政府部門で 21.6%、民間企業で 20.8%であり (表 3–7–1)、研究者に占め
る女性比率は高いということができる。
欧州各国との比較においても、日本の研究者に占める女性の割合がかなり低い
ことが分かる (図 3–7–5、図 3–7–6)。
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3.7.2 海外人材の活用
基本計画における記述
[第 1期基本計画]
• 様々な研究開発の場を、我が国の研究者はもとより海外の研究者も含め、そ
れらの力を結集できる開放された環境とする。 (1–121140–01)
• 国立大学、国立試験研究機関、特殊法人等において整備する先端的かつ高度
な研究開発のための研究開発施設・設備については、幅広く産学官、海外の
研究者の共同利用に供し得るよう、外部の研究者の利用を支援する人材の確
保、簡素な共同利用手続の整備等を進める。 (1–212330–01)
• 我が国の研究体制を国際的に開かれたものとし、外国人研究者の登用・受入
れを促進する。 (1–263000–02)
• 国立試験研究機関全体として見れば 1研究室当たり 1人の外国人研究者の受
入れを行うことを目指す。 (1–263000–03)
• フェローシップ等各種受入れ制度の拡充を図ることとし、平成 12年度まで
に日本学術振興会外国人特別研究員制度を現状の 420人規模から 1050人規
模に拡充するとともに、STAフェローシップを現状の 340人から 1000人規
模に拡充する等により受入れの拡大を図る。 (1–263000–04)
• 外国人研究者の受入れのため、日本語研修の充実、外国人宿舎の整備、家族
に対する教育・文化活動の機会の提供等の生活支援を図ることとし、できる
だけ早期に、外国人研究者の長期受入れ制度の拡充に伴い増大する、国立試
験研究機関に受け入れる外国人研究者に新たに必要となる外国人宿舎の計画
的整備を図る。 (1–263000–05)
• 国立大学等においては、増大する長期滞在外国人研究者の研究に支障が生じ
ないよう、できるだけ早期に宿泊施設の計画的整備を図る。(1–263000–06)
[第 2期基本計画]
• 優れた外国人研究者が我が国において活発に研究開発活動ができるようにす
る。 (2–221161–01)
• 公的研究機関においては、フェローシップ等により日本で研究開発に従事
し、成果を上げた若手の外国人研究者を評価して、能力に見合う処遇をする。
(2–221161–02)
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• 競争的資金については、日本で研究する外国人研究者も応募できるよう英語
による申請を認めるなど、外国人研究者が日本の研究社会の中で同等に競争
できる環境を整備する。 (2–221161–03)
• 外国人を積極的に登用する。 (2–221170–08)
• 我が国の科学技術活動が国際的に認知され、評価され、その結果、世界一流
の人材や最新の情報が我が国に結集するようになるためには、研究成果、研
究者、研究機関に関する情報の積極的な海外への発信が重要であり、研究成
果の英語での発表を強化するための支援を行うとともに、学協会とも連携し
つつ、国際的水準の論文誌の刊行等、情報の組織的な発信を行うための環境
を整備する。 (2–232000–01)
• 我が国の研究環境を国際化するためには、国際的な舞台での経験のある優れ
た外国人研究者をはじめとする人材が数多く日本の研究社会に集まり、同等
に競争し、活躍できるようにする必要がある。 (2–233000–01)
• 公的研究機関においては、フェローシップ等により日本で研究開発に従事
し、成果を上げた若手の外国人研究者を評価して、能力に見合う処遇をする
など、優れた外国人研究者が我が国において研究を継続できるようにする。
(2–233000–02)
• 公的研究機関においては、外国人研究者が定着するよう、処遇の改善、英語
の使用、国際社会との交流の自由度の確保、滞在に係る支援等受入れ体制・
環境の整備充実を図る。 (2–233000–03)
• 競争的資金については、日本で研究する外国人研究者も応募できるよう英語
による申請を認めるとともに、英語による成果の発信を推進する。(2–233000–
04)
講じた施策
(1) STAフェローシップ (科学技術振興事業団 (～平成 13年)、日本学術振興会
(平成 14年～))
科学技術庁は昭和 63年に科学技術部門の優秀な外国人研究者を我が国の
国立試験研究機関等に招き、研究活動を行う機会を提供する STAフェロー
シップ制度を創設した。
平成元年 10月からは科学技術振興事業団がその運用を担当することとなっ
たが、平成 13年度新規採用分から日本学術振興会 (JSPS)に制度が移管さ
れた。
(2) 外国人特別研究員制度 (日本学術振興会)
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外国人特別研究員事業は、諸外国の若手研究者に対し、我が国の大学等に
おいて日本側受入研究者の指導のもとに共同して研究に従事する機会を提供
する事業で、個々の外国人特別研究員の研究の進展を援助するとともに、我
が国及び諸外国における学術の進展に資することを目的としている。
外国人特別研究員事業には「外国人特別研究員」と「外国人特別研究員（欧
米・短期）」の 2つのプログラムがある。
(3) 外国人招聘研究者 (短期・長期、日本学術振興会)
外国人招聘研究者制度とは、国内の研究者が、共同研究あるいは討議・意
見交換・講演等を通して関係分野の研究の発展に寄与するため、優れた研究
業績を有する外国人研究者を日本に招聘する制度である。
(4) 外国人著名研究者招聘 (平成 12年度～)
外国人著名研究者招聘事業とは、国内の大学等学術研究機関が、海外の著
名な業績を有する研究者を外国人著名研究者として研究業績に見合った処遇
により一定期間内に複数回招へいし、受入機関全体の研究及び研究活動等
への助言・協力を継続的に受けることで大学等の研究水準及び国際的評価の
向上に資するとともに、学術研究の進展に寄与することを目的とした事業で
ある。
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日本における海外人材の状況
研究人材に関する海外との交流の状況を把握するため、以下ではまず、日本の
大学院における、海外からの学生の状況を概観する。
国内の大学院学生数及び外国人学生数の推移を図 3–7–7に示す。
図 3–7–7: 大学院在学数に占める日本人学生数と外国人学生数
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出典: 文部科学省「学校基本調査報告書」より作成
日本の大学院における外国人学生数 (在学数)を見ると、1993年度には約 1.6万
人であったが、その後増加し、2004年度には約 3.0万人となった。この間、日本
人の大学院生は外国人学生を上回る勢いで増加し、1993年度に約 11万人であった
が、2004年度には約 2倍の約 21万人になった。このため、大学院生に占める外国
人学生の割合は、1993年度以降低下を続けたが、2000年度から上昇傾向にあり、
2004年度では 12.7%となった。大学院学生の約 8人に 1人は外国人ということが
できる。
なお、2003年 12月 16日に公表された、中央教育審議会「新たな留学生政策の
展開について（答申）」において、新たな留学生政策の基本的方向として、「大学
等の在学者数に占める留学生数の割合は、受入れ・派遣とも欧米先進国と比較し
て低い水準にあることなどから、留学生交流を更に推進し、我が国の大学等の国
際化を進めていく必要がある。」と記されるなど、日本への留学生を含む外国人学
生数の水準については十分でなく、より拡充すべきという議論もある。
195
次に図 3–7–8に分野別の外国人学生数の推移を 1993年を 1.0 とした時の指数で
表す。自然科学系では、学部においては全体に 1998年にかけて一旦僅かに減少し
たが、再び増加傾向にあることが分かる。分野別では理学と工学の増加が著しく、
保健系が減少傾向にある。大学院では、いずれの分野も 2003年時点で 1993年比
では増加している。
図 3–7–8: 分野別の外国人学生数の推移
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次に、出身国別の学生数の推移を図 3–7–9に示す。
図 3–7–9: 出身国別学生数 (大学院)の推移
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出典: 文部科学省「学校基本調査報告書」より作成
1993年度から 2004年度まで、一貫して最も多くの学生を日本に送っているのは
中国である。中国は外国人学生の過半数を占めている。次いで多いのは韓国・朝
鮮、タイ、インドネシアである。その他にもアジア諸国の学生が多く、欧州、米国
からの留学生は僅かである 5。
52004年度の国別留学生は米国:258人 (0.9%)、英国 84人 (0.3%)、ドイツ 104人 (0.3%)、フラ
ンス 139人 (0.5%)、括弧内は外国人学生全体に占める割合
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次に外国人研究者数とその総研究者数に占める比率の推移を図 3–7–10に示す。
2002年現在、日本に滞在する外国人研究者数は 11,120人である。経年変化を見る
と、研究者総数に占める割合は増加傾向にあり、1992年の約 0.7%から 2002年に
は 1.4%まで上昇している。これらの増加は、日本における外国人研究者の役割の
増大を示しているといえるだろう。
図 3–7–10: 外国人研究者数の推移と総研究者数に対する比率
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出典: 科学技術政策研究所 「2004年版 科学技術指標」
注: 外国人研究者とは、在留資格が「教授」(大学もしくはこれに
準ずる機関または高等専門学校において研究、研究の指導ま
たは教育をする活動)の者と「研究」(公私の機関との契約に
基づいて研究を行う業務に従事する活動)の者の合計である。
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日本における海外人材のための支援制度
日本学術振興会外国人特別研究員制度及び科学技術庁 STAフェローシップ制度
による研究員受入数の推移を図 3–7–11に示す。1993年度、両制度を合わせた受入
数は 331人であったが、その後増加し、2003年度は 1,775 名に達している。なお、
STAフェローシップ制度は 2001年度より外国人特別研究員制度に統合されている。
図 3–7–11: STAフェローシップ・外国人特別研究員制度による受入数推移
1,775
205
126
0
250
500
750
1,000
1,250
1,500
1,750
2,000
1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003
STAフェローシップ
外国人特別研究員
（人）
（年度）
出典: 文部科学省「我が国の文教施策」、「科学技術白書」より作成
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米国における海外人材の状況
米国における米国人及び外国人学生による博士号取得数 (科学技術系)の推移を
図 3–7–12に示す。
図 3–7–12: 米国における米国人/外国人別の博士号取得数 (科学技術系)
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出典: NSF, Science & Engineering Indicators 2004 より作成
米国で博士号を取得する外国人学生は、特に 1990年頃から急激に増加し、1996
年には年間約 11,000人となった。その後は減少傾向にあり、2001年には約 9,600
人となっている。米国人の博士号取得者数は、1970年代後半から 1980年代後半に
かけては年間約 15,000人で、ほぼ横ばいであったが、1988年ころから増加しはじ
め、1998 年には約 19,700人に達したが、その後やや減少し、2001年は約 18,600
人となっている。
博士号取得者に占める外国人学生の割合を見ると、1970年代後半には約 20%で
あったが、その後、1994年に至るまで増加し続け、1994年には 37.8%に達した。
その後 1999年までは減少し続けたものの、その後やや増加傾向にあり、2001年の
外国人学生の比率は 34.0%となっている。米国で博士号を取得する 3人に 1人は外
国人ということができる。
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次に、出身国別に見た米国における外国人学生による博士号取得数 (科学技術系)
の推移を図 3–7–13に示す。
図 3–7–13: 出身国別の米国における外国人学生による博士号取得数の推移
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出典: NSF, Science & Engineering Indicators 2002 より作成
米国における外国人による博士号取得数では、中国人が最も多く、1995年には
約 3,000人に達した。その後若干減少し、1999年では約 2200人となっている。イ
ンドの学生による取得数も多く、1996年には約 1300人となったが、その後減少し、
1999年には約 900人となった。韓国の学生による取得は 1994年以降減少傾向が見
られ、1999年には約 700人である。欧州の学生による取得数は、アジア諸国に比
較して少なく、日本もドイツや英国と同程度である。1999年の日本の米国におけ
る科学技術系の博士号取得数は 156人であった。
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米国における博士号を有する科学者・技術者数及び外国人比率の推移を図 3–7–14
に示す。
図 3–7–14: 米国における博士号を有する科学者・技術者数の推移
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注: 人文・社会科学、医療等を含む全分野
博士号を有する外国人数は 1993年から 1999年にかけて 8.1万人から 9.5万人ま
で増加している。また、博士号を有する米国人の数は 1993年から 1999年にかけ
て、約 62.6万人から 74.5万人まで増加している。博士号取得者全体に占める外国
人の割合は 1993年から 1999年まで約 11%でほぼ横ばいである。
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まとめ
(1) 日本における海外人材
日本の大学院の外国人学生は、1993年に約 1.7万人であったが、2004年に
は約 3.0万人にまで増加した (図 3–7–7)。外国人学生数 (大学院)を出身国別
で見ると、中国が半数以上を占めている (図 3–7–9)。また、アジア圏からの
学生が大半を占め、欧米からの学生は僅かである。以上から、日本の大学院
はこの 10年あまりの間、海外の学生に対してより開かれ、特にアジア諸国
の学生に対してより多くの学習と研究の機会を提供しつつあるということが
できる。
日本に滞在する外国人研究者数は 1992年当時約 4,000人であったが、2002
年で 11,120人となり、国内の研究者全体に占める割合も 0.7%から 1.4%に上
昇し、外国人研究者の国内における位置付けは絶対数は少ないものの、着実
に増加している (図 3–7–10)。
(2) 米国における海外人材
米国における自然科学系の博士号取得者を米国人、外国人の別にみると、
外国人が 1990年頃から急激に増加し、2001年には約 10,000人が米国の大学
から博士号を得た。同年の米国人の博士号取得数は約 19,000人であるから、
米国の博士号取得者の 3人に 1人は外国人ということができる (図 3–7–12)。
米国で科学技術系の博士号を取得する学生を出身国別で見ると、中国人が
その他の国々よりも遥かに多くの学生を米国に留学させ、博士号を取得して
いる。中国以外にもアジア圏に属するインドや韓国の取得が多い。日本はド
イツや英国と同程度であり、1999年には 150人程度が米国で博士号を取得し
た (図 3–7–13)。
米国の博士号を有する研究者についてみると、外国人数は約 9.5万人、外
国人の割合は 11.3%(1999年)である (図 3–7–14)。
以上のように、日本への外国人学生、日本におけるポストドクター、研究
者の数を見ると、支援制度の充実等の効果により、大学院等の研究環境は海
外からの科学技術人材にとって徐々に開かれたものになっているということ
ができるが、日米を比較すると、博士号取得者 (米国: 34%、日本: 12.5%(た
だし大学院生比率))、研究者 (米国: 11.3%、日本: 1.4%)のいずれにおいて
も外国人の割合は米国がかなり高く、米国は海外の人材に対してより多くの
機会を与えていることが分かる。
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3.7.3 技術者の養成
基本計画における記述
[第 2期基本計画]
• 革新的なアイディアを有する研究者個人に着目した研究開発にも重点を置く
とともに、民間の優れた人材の教育現場での活用などにより、優れた研究者・
技術者の養成・確保を図る。(2–212200–11)
• 優れた研究者・技術者等の養成は、科学技術システムの改革において極めて
重要な課題であり、大学はその中核を担うものであることから、その改革の
一層の推進を図る必要がある。(2–221410–01)
• 我が国の技術革新を担う高い専門能力を有する技術者は、国際競争力強化を
図る上で、重要な役割を果たしている。(2–221420–01)
• 技術の急速な進歩と経済活動のグローバリゼーションが進む中で、我が国の
技術基盤を支え、国境を越えて活躍できる質の高い技術者を十分な数とする
よう養成・確保していく必要がある。(2–221420–02)
• このため、技術者の質を社会的に認証するシステムを整備し、その能力が国
際水準に適合していることを保証する。(2–221420–03)
• 具体的には大学の理学部・工学部等における技術者教育への外部認定制度 (ア
クレディテーション・システム)の導入、技術マネジメント教育の確立、実
践的な教育のための環境整備を行う。(2–221420–04)
• さらに、技術者資格制度の普及拡大と活用促進を図るとともに、APEC(ア
ジア太平洋経済協力)域内をはじめとする国際的な相互承認の具体化を進め
る。(2–221420–05)
• これらにより、技術者教育、技術士等の資格付与、継続的な教育を通じ一貫
した技術者の資質と能力の向上を図るシステムの構築を図る。(2–221420–07)
• プロジェクトの複雑化、製造現場の自動化等が進展する中で「技術のブラッ
クボックス化」を回避するため、プロジェクト全体のスコープやコスト、品
質、リスク等の適切な管理のための知識・手法の体系化を行い、高いプロジェ
クトマネージメント能力を有する技術者を養成する。(2–221760–06)
講じた施策
• 「国際的に通用するエンジニア教育検討委員会」発足 日本工学教育協会・日
本工学会 共同 (平成 9年度)
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• 日本技術者教育認定制度 JABEE設立 (平成 11年 11月)
• APECエンジニア相互承認プロジェクト (平成 12年 11月～)
• 技術士法改正 (技術士資格について、外国との相互承認に対応させること等
を内容とする改正を実施。)(平成 12年)
• イノベーション人材養成事業 通商産業省 (平成 14年～)
• 起業家育成プログラム導入促進事業 通商産業省 (平成 14年～)
• 起業家精神涵養教材等開発普及事業 通商産業省 (平成 13年～)
• 起業家教育交流促進事業 通商産業省 (平成 11年～)
• インキュベーション・マネージャー養成等研修事業 通商産業省 (平成 14年
～)
• Webラーニングプラザ一般公開開始 (独)科学技術振興機構 (平成 14年 10月)
技術者の継続的な能力開発及び再教育のための、Eラーニングシステム
達成状況
(1) 理工系学生数の推移
第 2期科学技術基本計画の記述を見ると、技術者に関して「大学の理学部・
工学部等における技術者教育」というようにあり、技術者の分野としては理
学、工学が主要な分野としているとみなすことができる。そこで、ここでは
理学、工学系の学生の養成の状況から見ることとする。
理工系の博士及び修士課程の卒業者数の推移を表 3–7–2に示す。博士課程
の卒業者の推移を見ると、合計の人数は 1993年の 6,765人から 2004年には
15,160人と約 2.2倍に増加した。この間、理学系は 770人から 1558人の 2.0
倍、工学系では 1,354人から 3,355人の約 2.5倍に増加した。理学と工学を合
わせた数の全体に占める割合の推移を見ると、1993年から 1998年は上昇する
傾向にあったが、それ以降は低下しており、2004年にはその割合は 32.4%と
なっている。
修士課程において、理学と工学を合わせた数の全体に占める割合は、1993
年には59.6%であったが、2004年に至るまでほぼ一貫して低下しており、2004
年には 50.6%となっている。
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表 3–7–2: 理工系博士及び修士課程の卒業者数の推移
博士課程卒業者
年3月 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
合計（人） 6,765 7,366 8,019 8,968 9,860 10,974 12,192 12,375 13,179 13,642 14,512 15,160
理学 770 863 956 1,016 1,145 1,301 1,406 1,456 1,510 1,607 1,500 1,558
工学 1,354 1,550 1,783 2,127 2,434 2,767 2,990 2,903 3,048 3,073 3,212 3,355
農学 452 548 601 676 780 865 882 990 953 1,042 1,093 1,129
保健 2,757 2,858 2,956 3,153 3,370 3,559 3,876 3,977 4,173 4,310 4,561 4,728
その他 1,432 1,547 1,723 1,996 2,131 2,482 3,038 3,049 3,495 3,610 4,146 4,390
理学＋工学 数 2,124 2,413 2,739 3,143 3,579 4,068 4,396 4,359 4,558 4,680 4,712 4,913
理学＋工学 割合 31.4% 32.8% 34.2% 35.0% 36.3% 37.1% 36.1% 35.2% 34.6% 34.3% 32.5% 32.4%
修士課程卒業者
年3月 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004
合計（人） 32,847 36,581 41,681 47,747 50,430 53,153 52,850 56,038 60,635 65,275 67,412 69,073
理学 3,327 3,632 4,264 4,887 5,267 5,503 5,251 5,351 5,633 5,741 5,722 5,998
工学 16,234 17,978 20,197 22,622 23,337 24,421 24,242 24,762 26,957 28,538 28,498 28,921
農学 2,252 2,479 2,819 2,985 3,056 3,175 3,016 3,168 3,362 3,515 3,471 3,676
保健 1,436 1,709 1,815 1,959 2,033 2,285 2,321 2,544 2,815 3,116 3,733 4,146
その他 9,598 10,783 12,586 15,294 16,737 17,769 18,020 20,213 21,868 24,365 25,988 26,332
理学＋工学 数 19,561 21,610 24,461 27,509 28,604 29,924 29,493 30,113 32,590 34,279 34,220 34,919
理学＋工学 割合 59.6% 59.1% 58.7% 57.6% 56.7% 56.3% 55.8% 53.7% 53.7% 52.5% 50.8% 50.6%
出典: 文部科学省「学校基本調査報告書」より作成
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(2) 研究者・技術者数の推移
国内の研究者の専門別割合の推移を図 3–7–15に示す。専門分野の経年変
化を見ると、工学に増加傾向が見られ、理学に減少傾向が見られる。また、
保健にも僅かに減少傾向が見られる。2004年で理学が全体の 15.7%、工学が
53.2%を占めている。理学と工学を合わせた割合は 1993年に 62.5%であった
が、その後増加し、2004年では 68.9%となっている。
図 3–7–15: 研究者数の専門分野割合の推移
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出典: 総務省「科学技術研究調査報告」より作成
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(3) 技術者教育認定の状況
日本技術者教育認定機構 (JABEE)は 1999年に設立され、大学などの高等
教育機関で実施される技術者教育プログラムが社会の要求水準を満たしてい
るかどうかを審査し、満たしているものについてはそのプログラムに認定を
与える制度「日本技術者教育認定制度」の実施主体となっている。
JABEEの目的は大きく以下の 5点に要約される。
• 認定審査を実施し、認定されたプログラムを世界に公表する。
• 優れた教育方法の導入を促進する。
• 認定を通じて技術者教育の評価方法を発展させると共に、評価に関する
専門家を育成する。
• 教育活動に対する組織の責任と個人の役割を明確にすると共に、教員の
教育に対する貢献を評価する。
• ワシントン協定に加盟する。
なお、ワシントン協定とは、工学教育を含む技術者教育の国際的相互承認
の一つであり、米国、英国、カナダ、豪州、アイルランド、香港、南アフリ
カなどが正式加盟国となっている。また、韓国その他が加盟のための準備中
である。JABEEは 2001年 6月、ワシントン協定の暫定会員となり、正式会
員として早期加盟の方針を打ち出している。
プログラムの認定は 2001年度より開始し、2001年度 3件であったプログ
ラム数は 2004年度には 104件と急増している (表 3–7–3)。
表 3–7–3: JABEEによる認定プログラム数
年度 分野数 大学数 プログラム数
2001 2 3 3
2002 9 23 32
2003 14 49 68
2004 16 61 104
出典: JABEEホームページより作成
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(4) 国際的な技術者資格相互承認の状況
1995年に開催された APEC(アジア太平洋経済協力)閣僚会議において、
APECの発展のためには域内での適切な技術移転が必須であり、技術者の域
内での自由な移動を促進することが必要である旨の決議がなされた。1996
年、これを受けオーストラリアが APECエンジニア相互承認プロジェクト
を提案し、承認された。日本としては「技術士」と「一級建築士」の資格を
APECエンジニアに対応させることとした。
審査は有識者で構成される、日本APECエンジニア・モニタリング委員会
が行う。
登録及び日本APECエンジニア・モニタリング委員会から委託された審査
の一部は技術士については (社)日本技術士会、一級建築士については、(財)
建築技術教育普及センターが担当している。
APECエンジニア認定件数の推移を図 3–7–16に示す。
図 3–7–16: APECエンジニア認定件数の推移
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出典: (社) 日本技術士会 ホームページより作成
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(5) 技術者の継続的能力開発のための施策
(a) 独立行政法人 科学技術振興機構
技術者の継続的な能力開発及び再教育のための施策として、科学技術
振興機構は平成 15年度より、Webラーニングプラザを一般公開してい
る。これは主に民間企業に従事する技術者を対象とした教材で、技術者
が時間の制約の中で柔軟に学習できるよう、教材をインターネットを経
由したWebベースで提供するものである。表 3–7–4に 2004年 3月現在
の分野別の提供教材の内容を示す。
表 3–7–4: Webラーニングプラザの教材概要 (2004年 3月現在)
分野 コース数 レッスン数
科学技術史 1 3
環境 9 57
ナノテクノロジー・材料 9 47
ライフサイエンス 7 31
機械 14 133
化学 8 73
社会基盤 4 28
安全 1 3
総合技術監理 19 113
映像型教材 1 14
全体 73 502
出典: 科学技術振興機構 ホームページより作成
(b) PDE協議会委員会
PDE(Professional Development of Engineers)協議会とは、技術者の
専門能力の継続的開発のためのインフラ整備・支援を目的として、日本
工学会が中心となって設立した委員会であり、現在 41の学協会が参加
している。
PDE協議会は現在、教材及びカリキュラムの開発、サービス提供の
ためのシステム構築を実施している。
まとめ
将来技術者としての活躍が期待される理工系修士課程の卒業数を見ると、1993
年に約 19,500人であったが、2003年では約 34,200人であり、1.8倍に増加した (表
3–7–2)。したがって、大学院学生の育成という面からは、技術者の養成は着実に
進展しているということができる。ただし、理工系修士卒業生の割合は徐々に減
少してきており、学生の志向や研究開発の方向性の変化を反映している可能性も
ある。
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大学における技術者養成の点からは、理工系のカリキュラム履修者の技能を認
定する制度 (JABEE認定プログラム)が近年開始された。
また、実績を積んだ技術士に対しては、APECエンジニア相互承認プロジェク
トによって、技術士としての能力が客観的に評価され、APEC各国において国内
と同等の資格において技術者として従事できる仕組みが構築され、APECエンジ
ニアの認定件数も順調に増加している (図 3–7–16)。
さらに、学習を必要とする一般の技術者に対しては、インターネットを通じた
教材提供事業であるWeb ラーニングプラザが実施され、専門分野での能力開発、
あるいは隣接領域での知識獲得の支援が広範に行なわれている (表 3–7–4)。
上記のように、技術者の活躍を支援する環境は、大学での養成、カリキュラム
の認定、技術者の技能認定、教材の提供と、分野の技術者のライフサイクルの各
段階において充実してきている。これらの施策の多くは、まだ開始されてから間
もなく、今後の制度の定着、内容の一層の充実、適用範囲の拡大が期待される。
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第4章 人材関連施策の総合的評価
4.1 研究人材の流動性向上
4.1.1 流動化の意義と研究人材の流動性の状況
科学技術基本計画においては、「研究者の養成には、多様な研究開発環境を経験
することが重要であるので、研究者の流動性を確保する」こととされている。
まず、研究人材の流動性の意義についてみると、研究マネージャーは、流動性が
高まると新しい研究領域の開拓や優れた人材の獲得が可能になるといったメリッ
トを感じており、一般的に流動性の向上が研究機関の活性化に寄与すると評価し
ている。また、研究者本人も、研究機関間を移動することにより研究能力を高め
ることができると評価している。他方で、後述のように、流動性の向上に伴って
長期の研究計画が立てにくくなる等のデメリットの指摘がある点にも留意する必
要がある。
次に、研究人材の流動性の現状に関する定量的データをみると、大学及び民間
企業においては他機関へ転出した研究者の絶対数は少なく、しかも、その転出者
の 80%以上が同セクター内に転入しているなど必ずしも流動性が高い状況とは言
えない。
一方、大学教授を対象とした生涯移動回数期待値をみると、条件の違いから単
純な比較はできないものの、10年前に実施された「カーネギー調査」では 0.78回
であったのが、今回の「研究人材アンケート調査」では 0.99回となっている。
また、大学及び公的研究機関等の研究マネージャーは、3年前と比べると流動性
が向上していると認識しているなど、研究人材の流動性は多少とも高まりつつあ
ると推察される。
以上から、我が国の研究人材の流動性はまだ十分ではないものの、向上してき
ている状況にあると評価できる。
4.1.2 流動化促進のための制度の活用状況
科学技術基本計画においては、研究者の流動化を促進するための制度として、若
手研究者を中心とした「任期制の広範な定着に努める」とともに、「研究者がその
資質・能力に応じた職を得られるよう、公募制の普及を図る」としている。
(1) 任期付任用制
まず、任期付任用制の活用状況を定量的にみると、大学における任期付任
用制度の機関導入率は着実に向上しており、2002年には国立大学では約 3分
の 2で導入され、全体としても約 30%の大学で導入されている。だたし、公
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立大学や私立大学における機関導入率は 15～20%程度に留まっている。任期
付任用制度の機関導入率はかなり高まってきているのに対して、本務教員に
占める任期付任用制度の適用率は、経年的には上昇しているものの、最も適
用率が高い国立大学でも 6%程度 (2002年)と、制度の機関導入率に比べてま
だ低い割合に留まっている。
一方、国の研究機関等においても、研究者総数に占める任期付任用制度の
適用率は 2004年で 6%と低水準であるが、26歳から 35歳の若手研究者の適
用率は 16～20%とやや高くなっている。
次に、任期付任用制の効果等に関する研究マネージャー及び研究者の意識
を定性的にみてみると、研究者本人には、制度の導入と流動性とは無関係あ
るいは流動性はあまり向上しなかったとする認識も見られるが、研究マネー
ジャーにおいては若手研究者の流動化にはある程度の効果があったと認識し
ている。また、研究マネージャーは、任期付任用制の導入により研究組織の
活性化や研究開発効率の向上を促すと高く評価している。
さらに、任期付任用制を導入できない理由として、職員団体の反対 (公的
研究機関等)や研究者の反対 (大学)が大きいことが挙げられており、また、
公的研究機関等では任期が何年でも受け入れられないとする研究者が半数近
くにも及んでいるなど、必ずしも、広く研究者の理解が得られているとは言
えない状況にある。
以上から、任期付任用制度の導入率や適用率は徐々に上昇してきていると
評価できるが、今後、若手研究者を中心に広範な定着を図るためには、研究
者が受け入れやすい条件を設定するなどの必要があると思われる。
(2) 公募制
公募制の活用状況を定量的にみると、大学における公募制実施率は着実に
上昇しており、2000年には全体の 60%を超える大学で公募制が実施されて
いる。特に、国立大学及び公立大学ではそれぞれ 97%、93%と非常に高い実
施率となっている。採用数に占める公募適用率をみても、経年的に上昇傾向
にあり、国立大学及び公立大学では約 60%の適用率に至っている (2000年)。
ただし、私立大学では、未だ約 22%の適用率に留まっている。一方、国の研
究機関等では、約 80%に公募制が適用されている (2003年度)。
次に、公募制に対する研究マネージャー及び研究者の意識を定性的にみて
みると、大学においては、研究者の採用はすべて公募採用であるべきとする
者が比較的多く、公募制による公正な採用に対する期待は高いと評価し得る。
もっとも、公募と同時に個人的な紹介によって人材の情報を入手すること
も結構見られることからすると、公募情報が必ずしも十分に広く周知されて
いない可能性がある。また、大学、公的研究機関等のいずれも、公募が形式
的であると感じることがある研究者の割合がかなり高い。
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以上から、公募制の実施は着実に進展していると評価できるが、今後は、
公募情報をより広範に周知、流通させること、公募制のより透明性ある運用
を徹底すること等が期待される。
4.1.3 流動の阻害要因と流動化促進のための方策
任期制や公募制の実施が着実に進んできているなど研究人材の流動性は徐々に
向上してきているが、大学等での機関間流動が同セクター内に留まっているなど
必ずしも十分とは言えないのは、流動性の向上に伴うデメリットが想定されるか
らである。具体的には、研究組織に与えるデメリットとして、長期の研究計画が立
てにくくなることやノウハウの蓄積が困難になること (大学及び公的研究機関等)、
優れた人材や知識・技術の流出 (民間企業)が挙げられている。また、研究人材本
人へのデメリットとしては、年功序列的な賃金体系や年金や退職金での不利益と
いった我が国の長期雇用システム上の制度が指摘されている。
しかしながら、このような研究人材本人にとっての不利益は、研究環境の改善
によって代償可能と言い得る。なぜなら、年金・退職金での不利益があったとし
ても、研究環境の充実とのバランスも考慮して移動するか否か決めるとする研究
者が過半数に上るからである。ちなみに、研究環境で重視される要素は、大学で
は研究支援及び事務支援等の人的サポート、公的研究機関等では研究テーマ設定
の自由度とされている。
以上から、研究人材の流動化を一層促進するためには、制度的な阻害要因の除
去だけではなく、研究者が重要視する研究環境面の充実を流動のインセンティブ
とするような施策の導入が期待される。
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4.2 若手研究者の養成と自立支援
4.2.1 博士課程学生に対する支援制度の効果
我が国の科学技術水準の向上のためには、将来の研究開発を担う博士課程学生
に対する支援も重要である。科学技術基本計画においては、「優秀な学生が安心し
て大学院に進学できるよう、優秀な博士課程学生への支援充実等を図る」とされ
ている。
そこで、まず博士課程学生への支援の状況についてみると、博士課程学生を対
象とした日本学術振興会の特別研究員制度 (DC)は、2002年度以降、3,000人を超
える程度まで予算上の支援規模が拡大している。また、日本学生支援機構 (旧「日
本育英会」)による支援数も徐々に増加している。さらに、TA 制度及びRA制度
が整備されるとともに、最近では、競争的資金等のプロジェクトに博士課程学生
を RAとして参画させる仕組みも導入されるなど、博士課程学生への支援の拡充
が図られていると評価できる。特に、博士課程学生を対象としたアンケート調査
結果をみると、TA、RAとして働いた経験のある博士課程学生が約 8割にも上っ
ているなど、TA制度及びRA制度は広く活用されていることがうかがわれる。
一方で、文部科学省が実施している「学生生活調査 (平成 14年度)」によると、
博士課程学生が奨学金、アルバイト収入に依存している実態が浮き彫りになって
いる。また、今回の博士課程学生を対象としたアンケート調査でも、研究活動を
する上での障害として経済的不安定さを挙げる意見が多い。奨学金による支援の
充実もよいが、プロジェクトへの参画を通じて若手研究者としての研究遂行能力
の育成が図られるRA制度の一層の充実が望まれる。
以上から、博士課程学生に対する支援制度は拡充されて来てはいるものの、優
秀な学生が安心して博士課程に進学できるようにするためには、より一層経済的
支援を充実させることが期待される。
4.2.2 ポストドクター等支援制度の効果
第 1期科学技術基本計画においては、「欧米に比べて手薄なポストドクトラル研
究層を充実・強化し、その研究歴を研究者のキャリア・パスの重要なステップとし
て確立することに努め」るとされ、その量的拡充が目標とされていた。また、第
2期科学技術基本計画では、「研究指導者が明確な責任を負うことができるよう研
究費でポストドクターを確保する機会の拡充や、能力に応じた処遇を行う」など、
「ポストドクトラル制度等の質的充実を図る」こととしている。
(1) ポストドクター等支援の量的拡充について
まず、ポストドクター等支援の量的状況を把握するために、「ポストドク
ター等 1万人支援計画」対象事業による予算上の支援者数の推移をみると、
1999年度以降、毎年 1万人を超える水準で推移している。
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また、ポストドクターを実際に受け入れているかどうかについて、研究マ
ネージャーにアンケート調査したところ、国立大学の約 9割、公的研究機関
等の約 8割の研究マネージャーが受け入れていると回答している。これらの
研究機関においては、広くポストドクター支援制度が浸透していると考えら
れる。
(2) ポストドクター支援の質的拡充について
ポストドクター経験の意義についてみると、研究マネージャー及び研究人
材本人ともに、「研究分野の幅を広げる期間」あるいは「自立のための登竜
門」と考えており、ポストドクター期間が研究者のキャリア・パスの重要な
ステップであると認識されている。
また、「ポストドクター等 1万人支援計画」対象事業の効果についての研
究マネージャーの認識をみると、研究人材の流動性が向上したとともに若手
研究者が着実に養成されたと概ね肯定的に評価している。
もっとも、ポストドクターの多くが支援期間終了直後に終身雇用型の研究
職に就きたいと希望しているのに対して、実際の見込みとしては、再度ポス
トドクターとなるか任期付きの職を得るだろうと考えていることからも、支
援期間終了後の進路等については依然課題として残っている。
以上から、ポストドクター支援制度は、量的に拡大されてきているとともに、自
立した研究者となるための登竜門として若手研究者を着実に養成することが出来
ていると評価し得る。
しかしながら、一方で、支援期間終了直後に希望する終身雇用型の研究職を獲
得することが困難であるなどの課題も存在する。
競争的環境で自らの研究能力を高め、自立した研究者になるためには、ポスト
ドクター経験が有意義であると認識されていることに鑑みても、支援期間終了後
の進路については、後述のように、ポストドクター経験者がアカデミックポスト
以外でも活躍できる仕組みを構築するなど、キャリア・パスの多様化を促進する
ことが望まれる。
4.2.3 若手研究者の自立支援制度の効果
科学技術基本計画においては、「優れた若手研究者がその能力を最大限発揮でき
るように、若手研究者の自立性を確保する」こととされ、このため、「若手研究者
を対象とした研究費を拡充するとともに、競争的資金一般においても、若手研究
者の積極的な申請を奨励する」とされている。
本調査では、研究マネージャーに対して、若手向け競争的資金が研究者の自立に
寄与したか質問したところ、大学では 70%近くの研究マネージャーが、公的研究
機関等においても約 60%の研究マネージャーが肯定的回答をしている。また、若
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手向け競争的資金を獲得したことがある研究者についても、大学及び公的研究機
関等ともに、約 75%が自身の研究者としての自立に寄与したと評価している。
このように、若手向け競争的資金の拡充は、若手研究者の研究者としての自立
に貢献するものと評価できるので、今後とも充実していくことが必要である。
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4.3 研究人材の多様なキャリア・パス形成
4.3.1 博士課程学生及びポストドクターの進路
科学技術基本計画においては、研究者がその「適正に応じて、研究開発のみな
らず、行政、産業界等幅広い職で活躍できるような多様なキャリア・パスを確保す
る」こととされており、「民間においても、博士課程修了者やポストドクター経験
者等の能力のある若手研究者の採用に積極的に取り組むことが期待される」とし
ている。
(1) 博士課程学生の進路
まず、博士課程学生の課程修了直後の進路をみると、「教員」17.7%、「医
療」15.4%となっているが、民間企業への就職は 10%強程度と低い割合にと
どまっている。
次に、博士課程学生を対象とした今回のアンケート調査結果をみると、やは
り、大学、公的研究機関等への就職を第 1希望とする学生が全体の約 70%と
多数を占めているが、一方で、民間企業へ就職したいと考えている学生も
40%を超えている。また、博士課程学生の 60%弱がインターンシップに興味
を持っている。
これに対して、民間企業側の博士課程学生の採用状況をみると、博士課程
学生を「全く」あるいは「ほとんど」採用しない企業が約 60%もあり、依然
として博士課程学生の民間企業への就職機会は小さいと言わざるを得ない。
もっとも、採用しないとする割合は徐々に減ってきており、民間企業におけ
る博士課程学生の採用が拡大してきているものと考えられる。
(2) ポストドクターの進路
ポストドクター支援期間を終了した後の進路に関して、制度の一つの例と
して日本学術振興会の特別研究員 (PD)の 2002年のデータをみると、修了 1
年後の進路としては再度ポストドクター (25.5%)または非常勤研究員 (7.6%)
になる者が一定の割合を占めている。ただし、5年後には教員 (65.7%)また
は公的機関の研究員 (10.6%)といった常勤職を得ているが、民間企業の研究
員となる割合は 5%以下と小さい。
次に、ポストドクターを対象とした今回のアンケート調査結果をみると、
博士課程学生とは異なり、民間企業への就職希望割合は全体の約 25%程度と
低い。他方、民間企業側の採用状況をみても、ポストドクターを「全く」ま
たは「ほとんど」採用しないとする企業の割合も 85%程度にも及んでおり、
ポストドクターのキャリア・パスは大学が中心で、博士課程修了者以上に単
線的になっているといえる。
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もっとも、博士課程学生の場合と同様、ポストドクターを「全く」採用し
ないとする割合は徐々に減ってきている。
以上から、我が国では、博士課程学生及びポストドクターのいずれもが、その
主な進路は、大学教員や公的研究機関等の研究員等に限られており、現時点では
キャリア・パスが多様化しているとは言い難い。
しかしながら、高度知識社会においては、大学院博士課程で習得した高度な知
識や能力を社会の様々な場面で活用していくことが有用であると思われる。博士
課程学生やポストドクターのキャリア・パスを多様化することは、本人にとって
はもちろんのこと、適材適所の実現による組織の研究効率の向上や社会全体の活
力の向上に有益であると思われることから、その積極的な促進が望まれる。特に、
博士課程学生については、インターンシップの活用により多様な就業経験を持つ
ことも、新たなキャリア・パスの開拓にとって有益と考えられる。
4.3.2 研究者のキャリア・パス多様化のための課題及び方策
研究者のキャリア・パスを多様化することは、その能力や適正に応じて活躍で
きる場を広げることになるため、我が国の研究開発活動の活性化に資すると言え
る。科学技術基本計画でも、「研究者の多様なキャリア・パスの開拓が必要である」
と指摘されている。
そこで、研究者がどの程度多様なキャリア・パスを志向しているか把握するた
めに、研究職以外の職に就くことを考えることがあるかについて質問したところ、
大学及び公的研究機関等では研究者の約 60%が考えていないと否定的な回答であ
るのに対して、民間企業では、逆に、約 60%が考えているとの肯定的な回答結果
が得られた。
一方、研究マネージャーに対して、キャリア・パス多様化のための組織として
の取組状況に関して質問したところ、公的研究機関等及び民間企業では組織内で
の配置転換等の取組みが見られるのに対して、大学の約 70%が組織としての取組
みをしていない状況である。
この点、キャリア・パスの選択は最終的には個人の問題であるため、組織とし
ての取組みにも一定の限界があることは否めない。しかしながら、例えば、大学
の研究者にあっては、研究職以外では教育専任の職種に対する興味が比較的高く
見られるとともに、学生に対する教育指導も極めて重要な大学の役割であること
からすると、大学の研究者については、かかる教育専任職としてのキャリア・パ
ス転換を促すことも一つの方策ではないかと思われる。
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4.4 研究開発マネジメントの充実
4.4.1 機関の長のイニシアティブによるマネジメント
科学技術基本計画においては、「優れた成果を生み出す研究開発システムを実現
するためには、研究所等の一定の規模の組織で、機関の長のリーダシップの下、柔
軟かつ機動的なマネジメントを行」うことが必要であるとされている。
そこで、研究マネージャー及び研究者に対して、機関の長のイニシアティブに
よるマネジメントの必要性について質問したところ、何れも、その必要性につい
て認識している者の割合が高かった。一方、機関の長のイニシアティブによるマ
ネジメントの実践に関しては、特に、大学において、研究マネージャーの意図する
マネジメントがあまり実践できていないようである。これは、大学の研究マネー
ジャーが、かかるマネジメント実践のための実質的な権限 (人事及び財政権限)を
十分に有していないこととも無関係ではないと考えられる。
今後は、機関の長に、そのイニシアティブによる機動的かつ柔軟なマネジメント
を実現できるよう、人事及び財政権限等の実質的な権限を付与するとともに、人
的サポート体制を充実させることも必要であると考えられる。もっとも、研究マ
ネージャーに対するアンケート調査時点 (2004年 3月)とは異なり、平成 16年 4月
より国立大学が法人化しており、従来と比べると、制度的には柔軟で機動的な大
学運営が可能となっていると考えられる。国立大学法人制度の趣旨に則った大学
運営、組織マネジメントが実現されることが期待される。
4.4.2 評価と処遇のマネジメント
科学技術基本計画においては、「研究者の業績評価は、研究機関が行うべきもの
として、機関長が評価のためのルールを整備し、責任を持って実施する」とされ、
かかる評価を進めるに当たっては、「評価の公正さ、透明性を確保するため、客観
性の高い評価指標や外部評価を積極的に活用する」とともに、「評価結果について
は、資源配分や研究者の処遇に適切に反映する」こととされている。
(1) 評価のマネジメント
まず、評価項目が研究者に明示されているかについてのアンケート調査結
果をみると、公的研究機関等では明示が進んでいるが、大学では十分に明示
されているとは言えないようである。また、研究者の評価のための定量的指
標については、研究者は発表論文数、引用度数、特許件数等を指標として利
用することに概ね同意しているが、実際に利用されているのは主に発表論文
数であり、定量的指標の項目の多様性が小さいのが現状である。
研究者の活動は多様であり、定量的指標を用いる際は様々な側面から評価
されるべきである。今後より多様な指標を活用した、機関の長などの研究マ
ネージャーのイニシアティブに基づく多面的な評価が、実情に応じて実施さ
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れることが期待される。なお、評価を実施するための研究マネージャーの補
佐機能やデータ分析のための支援も必要となろう。
(2) 評価の処遇への反映
次に、評価結果に応じた処遇の実施についてみると、大学及び公的研究機
関等ではかかる処遇が十分に実施されていない。給与、一時金といった金銭
面での処遇だけでなく、金銭面以外の研究資金や研究環境へもあまり反映さ
れていない状況である。このように大学及び公的研究機関等は、評価が給与
や一時金等に反映されている民間企業とは全く異なった状況にあるというこ
とができる。
このため現状では、評価に応じた処遇が適切に行われないことによるモチ
ベーションの低下や研究組織の効率低下が懸念される。流動性に関する回答
で見たように、研究者は、人的サポート等の研究環境の充実や、希望する研
究ができるかという点に大きな価値を見出している。このことからすると、
評価の結果を人的サポート等研究環境面の充実等に反映させることで、研
究者にとって大きなモチベーションとなる可能性があるのではないかと思わ
れる。
以上から、大学及び公的研究機関等における研究効率を高め、研究活動を活性
化するためには、多面的な評価の仕組みを構築するとともに、評価結果が適切に
処遇へ反映されるような仕組みを導入することや、その実現のための支援体制の
整備等が必要であると思われる。
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4.5 研究支援の充実
4.5.1 研究支援の状況
第 2期科学技術基本計画においては、「研究支援業務は、研究開発に重要な役割
を果たすものであり、その体制の充実を図る」こととされ、その際、「研究分野な
どにより必要とされる具体的な研究支援業務が多様であることから、全ての研究
分野において一律に目標を上げるのではなく」、「個々の研究及び必要とされる支
援業務の実情に応じた対応を図る」こととされている。
まず、我が国における研究者 1人当たりの研究支援者数を定量的に見てみると、
欧州主要国の半分以下という低い水準であり、特に、研究者 1人当たりの技術系
研究支援者数は大学で約 0.1人と非常に少ない。同様に、研究者 1人当たりの事務
系支援者数も大学及び民間企業で非常に少なくなっている。また、研究支援者数
に対する研究者の充足感を調査したところ、特に、大学での不足感が高くなって
いる。
次に、研究支援の質的側面についてみると、大学の研究マネージャーには、事務
支援部門が研究現場のニーズに適切に対応することができていないと考える者が
比較的多い。また、研究者と事務支援者との連携もあまり十分に機能していない
と考えている者も多く見られる。一方、技術支援についても、研究分野の高度化
に伴う技術支援業務の多様化に対応できていないと指摘する研究者も少なくない。
以上からすると、研究支援の現状は、大学等において量的にも質的にも不十分
であると言わざるを得ない。
4.5.2 研究支援の充実のための課題と方策
このように研究支援者数が不足している状況の中、必要に応じて外部の支援サー
ビスを利用することも検討すべきと思われるが、実際には、研究マネージャー及
び研究者は、外部にサービスを求めることにどちらかと言えば否定的である。こ
の要因としては、資金面の不足や、必要としている多様な支援サービスをタイム
リーに提供する研究支援者が外部にいないのではないかといったことなどが挙げ
られている。資金面の不足については、競争的資金は別として、経常的研究にお
いて十分な手当てがされていないといった状況があると推測される。
また、研究内容を理解した上で行うデータ解析、ソフトウェア開発、資料の作
成等、要求される支援サービスの内容はより多様かつ高度になっている。一方で、
研究支援者本人の技術力の向上への意欲、新たな技術の習得に関する意欲は高い
が、これに比べると技術力を高めるための機会は必ずしも十分には与えられてい
ない。
研究支援者の技術力は研究の効率を左右し得る重要な要素であるため、今後は
意欲ある技術系支援者に対してより多くの能力向上のための研修機会等を提供す
ることが求められる。
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なお、研究支援者の多くがキャリア・パスに不安感を有していることは、新た
な研究支援人材の確保においては障害となり得る。このためキャリア・パスの不
安感についてはできるだけこれを軽減し、研究支援が魅力ある職業となるような
環境の改善策、地位の向上策が講じられることが期待される。このためにも、研
究支援者について、貢献度に応じた評価をするとともにこれに見合った処遇をす
るなどの処遇改善が望まれる。
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4.6 継続的評価手法の検討
4.6.1 科学技術人材に関連した統計情報の状況
学生数、研究者数、研究支援者数等、科学技術人材に関連した日本の統計情報
は、欧米諸国に比較しても充実していると言うことができる。米国では人材関連
の多くの統計調査はサンプリング調査であり、公表されるデータは推計値である。
また、調査が隔年であったり、公表までに数年を要するものも少なくない。これ
に対し、日本の教育及び科学技術関連の調査はほとんどが各年調査で、学校基本
調査等の教育関連調査や科学技術研究調査については悉皆調査であり 1、調査の翌
年度には公表されるなど、調査の範囲、頻度、公表の迅速さのいずれにおいても
海外の多くの統計調査よりも優れているということができる。
ただし、科学技術人材の養成と確保を目的とした施策の達成効果を確認すると
いう観点から見ると、情報として必ずしも必要なものが十分に得られるとは限ら
ない。
例えば、研究者を養成し、研究活動の充実させることを目的としたポストドク
ター支援制度については、一部制度はポストドクター支援期間終了後の進路につ
いて追跡調査を行っているものの、支援数全体から見ると、大部分のポストドク
ターについては、支援期間終了後の進路や就職状況については調査がされていな
い。また、ポストドクターがどの程度、研究を活性化させたか、論文等、具体的
な成果をどの程度残したかといった成果の情報についてもほとんど整備されてい
ない。
また、海外の学生や研究者を支援し、日本の研究環境を国際化することを目的
とした制度が充実しているが、これについても、支援期間終了後に支援対象となっ
た人材がどのような進路をとったか、日本に在留しているかどうか、その後日本
の研究活動にどのような影響を及ぼしているか、といった情報は現在は把握され
ていない。
さらに、研究人材の流動性の向上を目的とした施策の効果として、例えば任期を
付されて雇用された研究人材が任期後どの機関に移動し、どのような職に就き、結
果として全体の流動性にどの程度寄与したか、といった情報も把握されていない。
これらの情報の把握を困難にしている要因として、現状の統計調査が機関を対
象としたものであることを挙げることができる。機関は通常、その機関の研究人
材の過去の所属や職種、その機関を転出した際の転出先の情報について把握して
いることは稀である。機関を移動しながらキャリア・パスを積み重ねていく研究
者の状況を把握するためには、従来広く行われてきた機関を対象としたものはな
く、個人を対象とした調査がより有効であるということができる。
1ただし民間企業については研究活動の有無、資本金及び業種による層化標本抽出による調査
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4.6.2 人材施策の効果を確認するために期待される情報
流動性の向上、若手研究者の自立支援、キャリア・パスの多様化等、科学技術
関係人材に関連する施策の多くは、研究者個人の移動や職種の変遷を把握しては
じめてその達成状況を確認することができる。したがって、人材施策の効果を確
認するためには、研究人材個人を特定し、継続的に所属機関や職種を調査する必
要があろう。
現状で研究者個人を登録している一般に活用可能なデータベースとして、科学
技術振興機構が運営する研究開発支援総合ディレクトリ (以下ReaD という)があ
る。ReaDは科学技術振興機構が毎年、大学や公的研究機関等、国内の研究機関に
調査票を郵送し、これに回答した研究者の情報を登録する現在国内唯一の研究者
データベースである。このデータベースを分析することよって現在の国内の研究
人材の様子を推定することが可能である。ただし、調査票の郵送対象が研究機関
であるため、研究者の移動等の履歴を把握できないといった、前述の課題はその
まま残される。また、現状の対象には民間企業の研究者は含まれていない。
人材関連施策の達成状況を把握するための一方法として、ReaDのような、研究
機関とは独立したデータベースによる研究者個人の履歴の把握が望まれる。ただ
し実現のためには、情報登録を促すインセンティブの付与が必要であり、研究者
に負担感を与えずに、研究者にもメリットがあるようなデータベースの実現方法
についての検討が必要である。
なお、米国ではNSF(国立科学財団)によって、1957年以降、毎年新たに博士号
を取得した者に対する全数調査が行われ、性別、人種といった個人情報から、専
門分野、出身大学等の教育に関する事項に至るまでの多様な情報がデータベース
化されている。さらに、このデータベースを用いて、2年毎にこれらの博士号取得
者の職業、地位、収入等の状況が調査されている。これら 2 種の個人を対象とし
た調査により、米国では大学、民間企業、自営業を含めた社会の広い範囲におけ
る、多様な年齢層の博士号取得者の状況の把握が可能となっている [20]。国内で
は、まだこのようなデータベースや調査は存在しないが、研究人材の機関間の流
動やキャリア・パスの状況を把握する上で、NSFの例は大いに参考となろう。
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資料A 本報告書における用語
本報告書における用語に関する基本的な考え方を以下に示す。
(1) 科学技術関係人材
科学技術関係人材とは、研究者、技術者、研究支援者、研究開発部門に関
連する事務支援者等を含む、科学技術に関係した分野の従事者全体を指すも
のとする。科学技術関係人材には自然科学分野を先行する大学院学生 (修士
課程及び博士課程)の学生を含む。
(2) 研究人材
科学技術関係人材のうち、研究を本務とする従事者をいう。本報告におけ
る「研究人材」は主に自然科学系の大学教員、自然科学系の公的研究機関等
の研究職、企業において自然科学系の研究を主とする業務に従事している者
を指す。また、将来研究人材となることが期待される自然科学系大学院の博
士課程 (後期)の学生を含む。
(3) ポストドクター
ポストドクターとは、博士号を有し研究機関等に正規の職員としては雇用
されていないが、日本学術振興会等の公的機関、大学、研究機関等から助成
金や給与等の支給を受け、研究機関等で研究を行っている者をいう。
なお、任期付教員あるいは任期付研究員として雇用され、正規のポストに
就いている者は本調査では、「任期付研究員」と呼び、「ポストドクター」に
は含まない。
(4) 若手研究者
若手研究者とは、年齢 35～37歳以下の1研究者を指し、本報告書において
も基本的にそれに傚って用いている。ポストドクターも基本的に若手研究者
に含まれるものとする。ただし、ポストドクターをその他の研究者とは別に
集計したアンケート結果等の表示等においては、「ポストドクター」をその
他の研究者とは区別した用語として用いている。
(5) 自然科学系
自然科学系とは、文部科学省 科学研究補助金の学問分類において、理学、
工学、農学、保健及び複合領域系を合わせた分野を指す。
1競争的資金の応募資格として年齢による制限が加えられる場合があるが、その際「若手研究者」
を指す年齢区分が制度によって異なる。一般に 35才以下が「若手研究者」とされるが、37才以下
を「若手研究者」とする制度もある。
229
(6) 研究開発マネジメント
研究開発マネジメントとは、研究開発の企画、研究開発の遂行における監
督指導、研究成果の評価、知的財産権の管理、組織における科学技術人材の
人事、採用、評価等の業務を指す。
(7) 研究支援者等
「研究支援者」、「研究補助者」、「技能者」、「事務支援者」等の用語には
従来より統一的な定義がなく、調査や報告の都度定義されているのが現状で
ある。本報告においては、これらの用語は基本的に総務省「科学技術研究調
査」(平成 15年度)によるものとする。本調査で実施したアンケートについ
ても可能な限り同調査の用語の定義を使用している。
• 研究支援者
– 研究補助者
研究者、博士課程学生以外であって、研究者を補佐し、その指導
に従って研究に従事する者で、将来研究者になる可能性のある者
– 技能者
研究者、研究補助者以外の者であって、研究者、研究補助者の指
導、監督の下に研究に付随する技術的サービスを主として行う者
• 事務支援者
上記の研究者、研究支援者以外の者で、主に研究に関する庶務、会
計、雑務、調整業務等に従事する者
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資料B 人材関連プログラム達成効果調査ア
ドバイザリ委員会
B.1 委員
委員 伊澤 達夫 NTTエレクトロニクス株式会社 取締役相談役
岩永雅也 放送大学 教養学部 教授
◎ 榊 裕之 東京大学 生産技術研究所 教授
塚原 修一 国立教育政策研究所 高等教育研究部 総括研究官
山村 研一 熊本大学 発生医学研究センター 教授
吉野 諒三 統計数理研究所 領域統計研究系 助教授
注 : ◎は委員長を表す。なお岩永委員、吉野委員は第 3回委員会より参加。
B.2 審議課程
第 1回 人材関連プログラム達成効果調査アドバイザリ委員会 2003年 7月 9日 (水)
13:30～ 15:30
(1) 委員紹介
(2) 調査の進め方について
(3) 詳細調査領域と仮説の設定について
第 2回 人材関連プログラム達成効果調査アドバイザリ委員会 2003年 12月 3日 (水)
13:30～15:30
(1) 調査の進捗状況について
(2) アンケート調査について
第 3回 人材関連プログラム達成効果調査アドバイザリ委員会 2004年 3 月 5日 (金)
10:00～ 12:00
(1) アンケート調査の中間集計報告
(2) 来年度調査の方針について
(3) 達成状況の把握について
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第 4回 人材関連プログラム達成効果調査アドバイザリ委員会 2004年 8 月 4日 (水)
13:30～15:30
(1) 平成 15年度 研究マネージャー・アンケート調査結果について
(2) 平成 16年度 研究人材本人向けアンケート調査について
(3) 科学技術人材に関する国際比較分析について
第 5回 人材関連プログラム達成効果調査アドバイザリ委員会 2004年 11月 5日 (水)
15:00～17:30
(1) 科学技術関係人材育成プログラム達成状況調査の今後の進め方について
(2) 平成 16年度 研究人材本人向けアンケート調査結果について
(3) 科学技術人材に関する国際比較分析について
第 6回 人材関連プログラム達成効果調査アドバイザリ委員会 2005年 1月 18日 (火)
13:30～16:30
(1) 科学技術関係人材育成プログラム達成状況調査について
(2) 科学技術人材の活動実態に関する日米比較分析について
(3) その他
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Aこ れ か ら の 人 材 育 成 と 研 究 の 活 性 化 の た め の ア ン ケ ー ト 調 査
御 質 問 兼 御 回 答 用 紙
勝 手 な が ら 締 切 は 平 成 1 6 年 2 月 2 7 日 ( 金 ) ( 必 着 ) と さ せ て い た だ き ま す 。
間 に 合 う よ う に 御 投 函 を お 願 い い た し ま す 。
※ 御 回 答 い た だ い た 内 容 は 、 本 調 査 の 目 的 以 外 に は 使 用 い た し ま せ ん 。
※ 本 ア ン ケ ー ト に 関 す る お 問 い 合 わ せ は 下 記 ま で お 願 い い た し ま す 。
( 株 ) 三 菱 総 合 研 究 所 先 端 科 学 研 究 セ ン タ ー
担 当 : 近 藤 , 石 井
T E L : 0 3 – 3 2 7 7 – 0 5 5 6 ( 直 通 ) , F A X : 0 3 – 3 2 7 7 – 0 5 6 8 , k o n t a k @ m r i . c o . j p
本 調 査 の 目 的
本 調 査 は 、 第 1 期 お よ び 第 2 期 科 学 技 術 基 本 計 画 の フ ォ ロ ー ア ッ プ と し て 、 文 部 科 学 省 科 学 技 術 政 策 研 究 所 が 科 学 技 術 振 興 調 整 費 を 受 け て 行 な う 調 査 の 一
環 と し て 実 施 し て い ま す 。
こ の 結 果 は 今 後 開 始 さ れ る 第 3 期 科 学 技 術 基 本 計 画 策 定 に 活 用 さ れ る 予 定 で す 。 ま た 、 特 に 公 的 機 関 、 国 公 立 大 学 に お い て は 法 人 化 と い う 大 き な 転 機 を 迎
え 、 研 究 開 発 シ ス テ ム の 改 革 等 、 今 後 の 政 策 立 案 の た め に も 現 状 把 握 が 不 可 欠 で あ る と 考 え て お り ま す の で 、 是 非 御 協 力 を お 願 い い た し ま す 。
本 ア ン ケ ー ト で は 特 に 科 学 技 術 関 係 人 材 に 関 す る 施 策 の 達 成 状 況 を 把 握 す る こ と を 目 的 と し 、 「 研 究 人 材 の 確 保 と 流 動 性 」 、 「 研 究 人 材 の 多 様 な キ ャ リ ア パ
ス 」 、 「 若 手 研 究 者 の 養 成 と 自 立 」 、 「 研 究 開 発 マ ネ ジ メ ン ト の 充 実 」 、 「 研 究 支 援 ・ 事 務 支 援 の 充 実 」 の 5 つ の 観 点 か ら 質 問 い た し ま す 。
本 調 査 の 対 象 者
本 調 査 票 は 以 下 の 方 々 に お 送 り し て い ま す 。
• 博 士 課 程 の あ る 自 然 科 学 系 研 究 科 を 有 す る 大 学 の 長 、 研 究 科 の 長 お よ び 一 部 の 学 科 の 長
• 自 然 科 学 系 の 研 究 を 行 な う 大 学 附 置 研 究 所 の 長
• 自 然 科 学 系 の 研 究 を 行 な う 大 学 共 同 教 育 研 究 施 設 の 長
• 大 学 共 同 利 用 機 関 の 長 、 部 門 の 長
• 独 立 行 政 法 人 、 国 公 立 試 験 研 究 機 関 等 公 的 研 究 機 関 の 長 、 部 門 の 長
お 名 前 は 学 校 ・ 研 究 機 関 が 公 開 し て い る 公 式 ホ ー ム ペ ー ジ よ り 抽 出 し て い ま す 。 大 学 に お い て は 廣 潤 社 刊 「 平 成 1 5 年 全 国 大 学 職 員 録 」 も 参 考 に し て い ま す 。
用 語
本 ア ン ケ ー ト に お け る 用 語 の 定 義 を し ま す 。 御 回 答 に 際 し て は 、 以 下 の 定 義 を 念 頭 に お 答 え く だ さ い 。
1 . 研 究 人 材
本 ア ン ケ ー ト で は 国 公 立 私 立 大 学 お よ び 国 立 試 験 研 究 機 関 、 独 立 行 政 法 人 に お け る 「 研 究 者 」 と 「 研 究 支 援 者 」 を 合 わ せ て 「 研 究 人 材 」 と 呼 ぶ こ と と
し ま す 。 研 究 者 、 研 究 支 援 者 の そ れ ぞ れ の 定 義 は 後 述 の 通 り で す 。
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2 . 研 究 者
研 究 者 と は 、 従 業 者 の う ち 研 究 業 務 に 従 事 す る 大 学 の 課 程 を 終 了 し た 者 、 ま た は こ れ と 同 等 以 上 の 専 門 的 知 識 を 有 す る 者 で 、 特 定 の 研 究 テ ー マ を 持 っ
て 研 究 を 行 な っ て い る 者 ( 外 部 に 本 務 を 持 つ 研 究 者 ( 兼 務 者 ) を 除 く ) を 言 い ま す 。 事 業 所 等 に お い て 研 究 に 従 事 し て い る 研 究 者 も 含 め ま す 。
本 調 査 で は 後 述 の 「 ポ ス ト ド ク タ ー 」 は 研 究 者 に 含 ま れ ま す 。 な お 、 博 士 課 程 の 学 生 、 1 年 未 満 の 期 限 付 き で 雇 用 さ れ て い る 者 、 非 常 勤 の 者 、 臨 時 ・
日 雇 い の 者 は 本 調 査 で は 研 究 者 に は 含 ま れ ま せ ん 。
• ポ ス ト ド ク タ ー
ポ ス ト ド ク タ ー と は 、 博 士 号 取 得 者 で あ り 、 採 用 の 直 前 に お い て 定 職 を 持 た ず 、 か つ 助 成 や 奨 学 金 の 受 領 の 有 無 に 関 係 な く 、 大 学 、 国 立 試 験 研 究
機 関 等 で 研 究 を 行 な っ て い る 者 を 言 い ま す 。 ポ ス ト ド ク タ ー の 略 称 を 「 ポ ス ド ク 」 と し ま す 。
• 若 手 研 究 者
研 究 者 の う ち 、 3 7 才 以 下 の 者 を い い ま す 。
• 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者
本 調 査 で は 、 研 究 者 の う ち 、 3 8 才 以 上 の 者 を 「 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者 」 と 呼 ぶ こ と に し ま す 。
• 海 外 人 材
研 究 者 の う ち 、 日 本 以 外 の 国 籍 を 持 つ 者 を 言 い ま す 。
3 . 研 究 支 援 者
研 究 支 援 者 と は 、 以 下 の い ず れ か に 該 当 す る 者 を 指 し ま す 。
• 研 究 者 、 博 士 課 程 学 生 以 外 で あ っ て 、 研 究 者 を 補 佐 し 、 そ の 指 導 に 従 っ て 研 究 に 従 事 す る 者 で 、 将 来 研 究 者 に な る 可 能 性 の あ る 者
• 研 究 者 、 研 究 補 助 者 以 外 の 者 で あ っ て 、 研 究 者 、 研 究 補 助 者 の 指 導 、 監 督 の 下 に 研 究 に 付 随 す る 技 術 的 サ ー ビ ス を 主 と し て 行 う 者
4 . 事 務 支 援 者
事 務 支 援 者 と は 、 以 下 の い ず れ か に 該 当 す る 者 を 指 し ま す 。
• 上 記 の 研 究 者 、 研 究 支 援 者 以 外 の 者 で 、 主 に 研 究 に 関 す る 庶 務 、 会 計 、 雑 務 、 調 整 業 務 等 に 従 事 す る 者
• 図 書 館 等 の 共 用 施 設 に お い て 、 研 究 分 野 に よ ら な い 一 般 的 な サ ー ビ ス を 提 供 す る 者
• 建 物 等 共 用 設 備 の 保 守 管 理 に あ た る 者
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5 . 公 募
人 材 を 募 集 し て い る 事 実 お よ び 応 募 の 条 件 を 組 織 の 内 外 に 告 知 し て 、 人 材 を 募 る こ と を 「 公 募 」 と い い ま す 。 告 知 は 広 域 出 版 物 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 等 、
機 関 の 外 部 に あ っ て 、 国 内 で あ れ ば 地 理 的 条 件 に よ ら ず 募 集 情 報 を 取 得 す る こ と が で き る こ と が 条 件 で す 。 組 織 内 の み の 掲 示 は 公 募 に 含 ま な い こ と と し
ま す 。
6 . 任 期 付 き 任 用
1 年 を 超 え た 任 期 を 定 め 、 研 究 の 場 と な る 機 関 が 雇 用 す る こ と を 「 任 期 付 き 任 用 」 と い い ま す 。 な お 、 支 援 制 度 の 適 用 を 受 け て い る ポ ス ト ド ク タ ー は
任 期 付 き 任 用 の 研 究 者 に 含 み ま せ ん 。
7 . キ ャ リ ア パ ス
キ ャ リ ア と は そ の 人 の 経 歴 や 職 歴 を 指 し 、 キ ャ リ ア パ ス と は そ の 人 が 生 涯 で た ど る 経 歴 や 職 歴 の 全 体 を い い ま す 。 「 研 究 者 の 多 様 な キ ャ リ ア パ ス 」 と
は 、 専 門 的 な 知 識 や 技 術 ・ 能 力 を 身 に つ け た 研 究 者 が 、 能 力 や 適 性 に 応 じ た 研 究 以 外 の 分 野 を 含 む 様 々 な 職 業 を 選 択 し 、 経 験 を 積 む 過 程 を い い ま す 。
御 回 答 者 の 情 報
恐 れ 入 り ま す が 、 御 回 答 者 に つ い て 以 下 に ご 記 入 く だ さ い 。 連 絡 先 は 御 都 合 の よ ろ し い も の を ひ と つ ご 記 入 願 い ま す 。
（ フ リ ガ ナ ）
所 属 機 関
部 門 ・ 部 局 名
御 連 絡 先
（ 電 話 ま た は 電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）
御 回 答 者 の 氏 名
回 答 い た だ い た 個 人 デ ー タ は 秘 密 を 厳 守 し 、 本 調 査 以 外 へ の 転 用 ・ 流 用 は も ち ろ ん 、 外 部 に 公 表 さ れ る こ と は 一 切 あ り ま せ ん 。 回 答 者 個 人 と 関 連 付 け た 分
析 に 用 い ら れ る こ と も あ り ま せ ん 。
そ れ で は 、 次 ペ ー ジ 以 降 の 質 問 に お 答 え く だ さ い 。
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第 1 部 研 究 人 材 の 確 保 と 流 動 性
科 学 技 術 基 本 計 画 で は 研 究 人 材 の 流 動 性 の 重 要 性 が 指 摘 さ れ 、 そ の 実 現 の た め に 任 期 付 き 任 用 制 等 の 施 策 が 実 施 さ れ て い ま す 。 こ こ で は 、 御 回 答 者 が 担 当
す る 研 究 組 織 に お け る 研 究 者 の 流 動 性 の 状 況 、 流 動 を 阻 害 す る 要 因 、 公 募 に よ る 採 用 、 任 期 付 き 任 用 の 現 状 と 課 題 な ど に つ い て お 伺 い し ま す 。
そ れ で は 、 以 下 の 各 問 に 対 し て 、 最 も よ く 当 て は ま る も の ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え く だ さ い 。
例 設 問 の 例
回 答 例 私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 の 研 究 者 は 、 す べ て 第 一 級 の 人 材 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
番 号 設 問
1 - 1
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 3 年 前 に く ら べ て 人 材 の 流 動 性 （ 他 の 機 関 と の 間 の 研 究 人 材 の 転
入 転 出 ） が 向 上 し て い る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 2 研 究 人 材 の 流 動 性 を 高 め る に は 、 研 究 チ ー ム （ 研 究 室 ） 単 位 で 異 動 す る 仕 組 み が 必 要 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 3
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 公 募 と 同 時 に 個 人 的 な 紹 介 に よ っ て 人 材 の 情 報 を 入 手 す る こ と が
多 い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 4 公 募 よ り も 、 公 募 を 経 な い 個 人 的 な 紹 介 の 方 が 人 物 が よ く わ か る の で 良 い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 5 私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 公 募 制 度 を 導 入 し て か ら 研 究 者 の 流 動 性 が 向 上 し た 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 6 研 究 者 は す べ て 公 募 を 経 て 採 用 さ れ る べ き で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 7
公 募 制 が 定 着 し な い の は 、 公 募 で は そ の 時 最 も 適 し た 人 材 の も と へ 募 集 情 報 が 届 く と は 限 ら な い か ら で
あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 8 公 募 制 が 定 着 し な い の は 、 研 究 人 材 の 側 に 移 動 し た い と い う 意 識 が 小 さ い か ら で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 9 任 期 期 間 、 再 任 の 回 数 な ど を 自 由 に 設 定 で き れ ば 、 任 期 付 き 任 用 制 度 を も っ と 活 用 し た い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
選 択 肢 の 例
選 択 肢
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( つ づ き )
番 号 設 問
1 - 1 0
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 任 期 付 き 任 用 制 度 を 導 入 し て か ら 若 手 研 究 者 ※ 1 の 流 動 性 が 向 上
し た 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 1 1
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 任 期 付 き 任 用 制 度 を 導 入 し て か ら 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者 ※ 2 の 流 動
性 が 向 上 し た 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 1 2 任 期 制 の 導 入 は 組 織 の 活 性 化 、 研 究 開 発 効 率 の 向 上 に 効 果 が あ る と 思 う 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 1 3
優 秀 な 留 学 生 や 海 外 か ら の ポ ス ト ド ク タ ー を 日 本 の 研 究 人 材 と し て 定 着 さ せ る た め の 方 策 を 講 じ る べ き
で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 1 4 海 外 か ら の 研 究 人 材 は 組 織 を 活 性 化 さ せ 、 研 究 開 発 の 効 率 を 上 昇 さ せ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 1 5 今 後 の 任 期 付 き 任 用 の 適 用 者 数 を （ 　 　 　 　 　 　 ） 。
非 常 に 増 や し た
い
増 や し た い
現 状 程 度 と し た
い
減 ら し た い
非 常 に 減 ら し た
い
1 - 1 6 若 手 研 究 者 の （ 　 　 　 　 　 　 ） 程 度 に は 任 期 付 き 任 用 制 度 を 適 用 す べ き で あ る 。 1 割 3 割 5 割 7 割 9 割
1 - 1 7
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 任 期 付 き 任 用 制 度 の 適 用 者 の う ち 、 若 手 研 究 者 が お よ そ （
） を 占 め て い る 。
1 割 3 割 5 割 7 割 9 割
選 択 肢
※ 1 ) 「 若 手 研 究 者 」 : 研 究 者 の う ち 、 3 7 才 以 下 の 者 を い い ま す 。
※ 2 ) 「 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者 」 : 本 調 査 で は 、 研 究 者 の う ち 、 3 8 才 以 上 の 者 を 「 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者 」 と 呼 ぶ こ と と し ま す 。
以 下 の 問 に つ い て 、 あ て は ま る も の 全 て に ○ を つ け て く だ さ い 。 選 択 肢 に な い 場 合 は 「 そ の 他 」 の 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。 な お 、 1 – 2 0 の 最 初 の 問
に つ い て は 「 は い 」 ま た は 「 い い え 」 の ど ち ら か に ○ を つ け て く だ さ い 。
番 号 設 問
1 - 1 8
優 れ た 人 材 を 獲
得 で き る
新 し い 研 究 領 域
を 開 拓 で き る
新 し い 文 化 を 取
り 入 れ ら れ る
人 材 の や る 気 を
引 き 出 せ る
不 適 合 者 の 転 出
を 促 せ る
( )
1 - 1 9
優 れ た 人 材 が 流
出 し て し ま う
ノ ウ ハ ウ の 蓄 積
が 困 難 に な る
知 識 や 技 術 が 流
出 し て し ま う
長 期 の 研 究 計 画
が 立 て に く く な
る
研 究 者 と の 意 思
の 疎 通 が 円 滑 に
な り に く い
( )
選 択 肢 そ の 他
研 究 者 の 流 動 性 が 向 上 す る と 、 あ な た の 所 属 す る 機 関 に と っ て ど の よ う な メ
リ ッ ト が あ り ま す か 。
研 究 者 の 流 動 性 が 向 上 す る と 、 あ な た の 所 属 す る 機 関 に と っ て ど の よ う な デ
メ リ ッ ト が あ り ま す か 。
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( つ づ き )
番 号 設 問
1 - 2 0
は い い い え
（ 「 は い 」 と お 答 え の 方 ） 任 期 付 き 任 用 制 度 を 導 入 し た 目 的 は な ん で
す か 。
若 手 の 試 用 期 間
と し て
時 限 プ ロ ジ ェ ク
ト 対 応 と し て
人 材 の や る 気 を
引 き 出 す た め
不 適 合 者 の 転 出
促 進 策 と し て
監 督 官 庁 の 指 示
に よ り
( )
（ 「 い い え 」 と お 答 え の 方 ） 任 期 付 き 任 用 制 度 を 導 入 し な い 、 あ る い
は で き な い 理 由 は な ん で す か 。
研 究 者 の 反 対 が
大 き い か ら
職 員 団 体 の 反 対
が 大 き い か ら
研 究 ス タ イ ル に
適 合 し な い か ら
特 に 必 要 を 感 じ
な い か ら
( )
1 - 2 1
年 功 序 列 的 な 賃
金 体 系
退 職 金 の 目 減 り
年 金 や 保 険 の 可
搬 性 の 低 さ
昇 進 が 内 部 の 者
に 有 利 な こ と
特 に 不 利 に 働 く
要 素 は な い
( )
1 - 2 2
研 究 者 ポ ス ト の
不 足
金 銭 面 の 待 遇 へ
の 不 満
住 居 等 、 生 活 コ
ス ト の 高 さ
研 究 環 境 が 世 界
と 比 較 し て 充 実
し て い な い こ と
特 に 阻 害 し て い
る 要 因 は な い
( )
1 - 2 3
年 金 や 保 健 の 可
搬 性 の 低 さ
金 銭 面 の 待 遇 へ
の 不 満
住 居 等 、 生 活 コ
ス ト の 高 さ
研 究 環 境 が 世 界
と 比 較 し て 充 実
し て い な い こ と
特 に 阻 害 し て い
る 要 因 は な い
( )
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 任 期 付 き 任 用 制 度 を 導 入 し て い ま
す か 。
現 在 の 日 本 の 制 度 ま た は 慣 習 で 、 研 究 人 材 が 異 動 し よ う と す る と き に 不 利 に
働 く も の は な ん で す か 。
現 在 の 日 本 で 、 若 手 の 海 外 人 材 ※ 3 の 日 本 へ の 定 着 を 阻 害 し て い る 要 因 に は
何 が あ る と 思 い ま す か 。
現 在 の 日 本 で 、 中 堅 ・ シ ニ ア の 海 外 人 材 の 日 本 へ の 定 着 を 阻 害 し て い る 要 因
に は 何 が あ る と 思 い ま す か 。
選 択 肢 そ の 他
※ 3 ) 「 海 外 人 材 」 : 研 究 者 の う ち 、 日 本 以 外 の 国 籍 を 持 つ 者 を 言 い ま す 。
1 – 2 4 研 究 活 動 を 活 性 化 す る た め に は 、 研 究 人 材 の 流 動 化 が 必 要 で あ る と さ れ ま す が 、 現 在 の 日 本 に お け る 研 究 者 の 流 動 性 は 欧 米 諸 国 に 比 較 す る と 極 端 に 低
い と 言 わ れ て い ま す 。 日 本 で 研 究 者 の 流 動 化 を 阻 害 し て い る 要 因 は 何 で あ る と お 考 え に な り ま す か 。 ま た 、 流 動 化 を 促 進 す る た め に は 、 ど の よ う な 方 策 が 有
効 で あ る と お 考 え に な り ま す か 。 個 人 と し て の お 立 場 で 結 構 で す の で 、 お 考 え を お 書 き く だ さ い 。
阻 害 要 因 方 策 ・ 提 言
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第 2 部 若 手 研 究 者 の 養 成 と 自 立
科 学 技 術 基 本 計 画 で は 、 若 手 研 究 者 の 養 成 と 自 立 の 重 要 性 が 指 摘 さ れ て い ま す 。 こ れ を 受 け 、 ポ ス ド ド ク タ ー 等 支 援 制 度 、 若 手 研 究 者 を 対 象 と し た 競 争 的
資 金 制 度 等 が 実 施 さ れ て い ま す 。 こ こ で は 、 博 士 課 程 の 学 生 お よ び ポ ス ト ド ク タ ー に 対 す る 支 援 の あ り 方 、 研 究 者 の 自 立 の あ り 方 に つ い て お 伺 い し ま す 。
そ れ で は 、 以 下 の 各 問 に 対 し て 、 最 も よ く 当 て は ま る も の ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え く だ さ い 。
番 号 設 問
2 - 1 博 士 課 程 進 学 者 を 増 加 さ せ る べ き で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
2 - 2 博 士 課 程 の 学 生 を 経 済 的 に よ り 支 援 す べ き で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
2 - 3 ポ ス ト ド ク タ ー の 支 援 期 間 は （ 　 　 　 　 　 　 ） 程 度 が 適 当 で あ る 。 1 年 3 年 5 年 7 年 8 年 以 上
2 - 4 研 究 者 は （ 　 　 　 　 　 　 ） 歳 く ら い ま で に 自 分 の 生 活 を 維 持 で き る よ う 経 済 面 の 自 立 を す べ き で あ る 。 3 0 3 5 4 0 4 5
年 齢 と は 関 係 な
い
2 - 5
研 究 者 は （ 　 　 　 　 　 　 ） 歳 く ら い ま で に 自 分 で 研 究 テ ー マ を 設 定 し 遂 行 で き る よ う 研 究 面 の 自 立 を す
べ き で あ る 。
3 0 3 5 4 0 4 5
年 齢 と は 関 係 な
い
2 - 6 若 手 研 究 者 が 研 究 面 で 自 立 す る た め に は 、 多 様 な 研 究 組 織 で 経 験 を 積 む こ と が 重 要 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
2 - 7
若 手 研 究 者 が 研 究 面 で 自 立 す る た め に は 、 一 つ の 研 究 組 織 で じ っ く り と 研 究 能 力 を 高 め る こ と が 重 要 で
あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
2 - 8 若 手 向 け 外 部 競 争 的 資 金 の 拡 充 は 若 手 研 究 者 の 自 立 に 貢 献 し て い る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
2 - 9 教 授 、 助 教 授 、 助 手 等 か ら な る 旧 来 の 職 階 制 度 は 若 手 の 自 立 を 阻 害 す る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
選 択 肢
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以 下 の 問 に つ い て 、 あ て は ま る も の 全 て に ○ を つ け て く だ さ い 。 選 択 肢 に な い 場 合 は 「 そ の 他 」 の 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。 な お 、 2 – 9 の 最 初 の 問
に つ い て は 「 は い 」 ま た は 「 い い え 」 の ど ち ら か に ○ を つ け て く だ さ い 。
番 号 設 問
2 - 1 0
は い い い え
（ 「 は い 」 と お 答 え の 方 ） ポ ス ト ド ク タ ー 受 け 入 れ の 目 的 は 何 で す
か 。
共 同 研 究 者 と し
て
研 究 実 施 の た め
の 労 働 力 と し て
若 手 ま た は 学 生
の 指 導 役 と し て
新 た な 研 究 分 野
を 取 り 込 む た め
他 の 研 究 者 の モ
チ ベ ー シ ョ ン を
高 め る た め
( )
（ 「 い い え 」 と お 答 え の 方 ） ポ ス ト ド ク タ ー を 受 け 入 れ な い 、 あ る い
は 受 け 入 れ ら れ な い 理 由 は な ん で す か 。
研 究 指 導 に 負 担
を 感 じ る か ら
機 材 、 ス ペ ー ス
面 の 準 備 が で き
な い か ら
適 し た ポ ス ト ド
ク タ ー が 見 つ か
ら な い か ら
支 援 制 度 の 選 考
か ら も れ て し
ま っ た か ら
特 に 必 要 性 を 感
じ な い か ら
( )
2 - 1 1
単 な る 博 士 課 程
の 延 長
研 究 分 野 の 幅 を
広 げ る 期 間
自 立 の た め の 登
竜 門
就 職 ま で の 猶 予
期 間
特 に 意 義 を 見 出
せ な い
( )
2 - 1 2
若 手 研 究 者 が 着
実 に 養 成 さ れ た
研 究 開 発 の 成 果
が 充 実 し た
研 究 人 材 の 流 動
性 が 向 上 し た
特 に 効 果 は な
か っ た
( )
選 択 肢 そ の 他
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 ポ ス ト ド ク タ ー を 受 け 入 れ て い ま
す か 。
ポ ス ト ド ク タ ー の 経 験 は 、 研 究 者 本 人 に は ど の よ う な 意 義 が あ る と 思 い ま す
か 。
「 ポ ス ト ド ク タ ー 等 １ 万 人 支 援 計 画 」 は ど の よ う な 点 で 日 本 の 研 究 開 発 に 効
果 が あ っ た と 思 い ま す か 。
以 下 の 各 問 に つ い て 、 括 弧 に お 書 き く だ さ い 。 選 択 肢 の あ る も の に つ い て は ど れ か ひ と つ に ○ を つ け て く だ さ い 。
番 号 設 問
2 - 1 3
( )
2 - 1 4
大 幅 に 増 え
る の が よ い
増 え る の が
よ い
減 る の が よ い
そ の 理 由 を お 書 き く だ さ い 。
( )
2 - 1 5 あ る な い
( )
大 幅 に 減 る の
が よ い
ポ ス ト ド ク タ ー の 数 は 今 後 ど の よ う に あ る べ き だ と 思 い ま す か 。
選 択 肢 ・ 記 述
現 状 程 度 で よ
い
修 士 課 程 進 学 者 に 比 較 し て 、 博 士 課 程 進 学 者 が 少 な い （ 修 士 課 程  約 7 6 , 0 0 0 人 、 博 士 課 程  約 1 8 , 0 0 0 人  [ 平
成 1 5 年 4 月 ] ） 理 由 と し て お 気 付 き の 点 を お 答 え く だ さ い 。
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 若 手 研 究 者 が 自 立 す る た め の 制 度 や 環 境 と し て 不 足 し て い る も
の は あ り ま す か 。 「 あ る 」 と お 答 え の 方 は 、 特 に な に が 不 足 し て い る か を お 書 き く だ さ い 。
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2 – 1 6 若 手 研 究 者 の 養 成 と 自 立 に 関 し て 、 あ な た が お 感 じ に な る 課 題 お よ び そ れ を 解 決 す る た め の 方 策 ・ 提 言 に つ い て 、 個 人 と し て の お 立 場 で 結 構 で す の で
お 書 き 下 さ い 。
課 題 方 策 ・ 提 言
次 ペ ー ジ に 続 き ま す 。
9
第 3 部 研 究 人 材 の 多 様 な キ ャ リ ア パ ス
科 学 技 術 基 本 計 画 で は 、 研 究 者 の 流 動 性 を 高 め 、 研 究 開 発 活 動 を 活 性 化 さ せ る た め に 、 研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス の 多 様 化 が 必 要 で あ る と し て い ま す 。 ま た 、 研
究 人 材 は ラ イ フ サ イ ク ル を 通 じ 、 研 究 以 外 の 分 野 を 含 む 幅 広 い 選 択 肢 の 中 か ら キ ャ リ ア パ ス を 選 択 し 得 る こ と が 望 ま し い と 考 え ま す 。
そ れ で は 以 下 の 問 に つ い て 、 あ て は ま る も の 全 て に ○ を つ け て く だ さ い 。 選 択 肢 に な い 場 合 は 「 そ の 他 」 の 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
番 号 設 問
3 - 1
研 究 職 と し て 組
織 内 の 配 置 転 換
非 研 究 職 と し て
組 織 内 の 配 置 転
換
組 織 外 へ の 出 向
次 の 就 職 先 の 斡
旋
組 織 と し て の 取
り 組 み は し て い
な い
( )
3 - 2
研 究 職 と し て 組
織 内 の 配 置 転 換
非 研 究 職 と し て
組 織 内 の 配 置 転
換
組 織 外 へ の 出 向
次 の 就 職 先 の 斡
旋
組 織 と し て の 取
り 組 み は し て い
な い
( )
3 - 3
マ ネ ジ メ ン ト ・
管 理 職
教 育 専 任 職
産 学 連 携 コ ー
デ ィ ネ ー タ
研 究 支 援 職
転 換 の 事 例 は な
い
( )
選 択 肢 そ の 他
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 者 が 転 換 す る 研 究 職 以 外 の 職
種 と し て ど の よ う な 事 例 が あ り ま す か 。
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 に す
る た め に 、 若 手 研 究 者 に 対 し て 組 織 と し て ど の よ う な 取 り 組 み を 行 っ て い ま
す か 。
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 に す
る た め に 、 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者 に 対 し て 組 織 と し て ど の よ う な 取 り 組 み を
行 っ て い ま す か 。
以 下 の 各 問 に 対 し て 、 「 思 う / 思 わ な い 」 、 「 あ る / な い 」 の い ず れ か に ○ を つ け た 後 、 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
番 号 設 問
3 - 4 思 う 思 わ な い 　
( )
3 - 5 あ る な い
( )
3 - 6 あ る な い
( )
3 - 7 あ る な い
( )
3 - 8 あ る な い
( )
選 択 肢 ・ 記 述
研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 な も の に す る た め に 、 民 間 企 業 に 期 待 す る 点 は あ り ま す か 。 「 あ る 」 と お
答 え の か た は そ の 内 容 を 、 「 な い 」 と お 答 え の 方 は そ の 理 由 を お 書 き く だ さ い 。
研 究 者 が 生 涯 に わ た っ て 活 躍 で き る よ う に す る た め に 、 研 究 職 以 外 を 含 め た 多 様 な キ ャ リ ア パ ス を 選 択 で
き る よ う に す る の が 良 い と 思 い ま す か 。 ま た 、 そ う お 答 え に な る 理 由 を お 書 き く だ さ い 。
研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 な も の に す る た め に 、 組 織 と し て 取 り 組 む べ き 点 は あ る と 思 い ま す か 。
「 あ る 」 と お 答 え の か た は そ の 内 容 を お 書 き く だ さ い 。
研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 な も の に す る た め に 、 研 究 者 自 身 の 資 質 ・ 能 力 と し て 充 実 す べ き 点 は あ
る と 思 い ま す か 。 「 あ る 」 と お 答 え の か た は そ の 内 容 を お 書 き く だ さ い 。
研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 な も の に す る た め に 、 環 境 や 制 度 と し て 充 実 す べ き 点 は あ る と 思 い ま す
か 。 「 あ る 」 と お 答 え の か た は そ の 内 容 を お 書 き く だ さ い 。
1 0
3 – 9 研 究 者 の 生 涯 を 通 じ て の キ ャ リ ア パ ス を 考 え た と き に 、 ど の 時 期 に ど の よ う な 課 題 が あ る と お 考 え で し ょ う か 。 で き れ ば 御 自 身 の 経 験 を も と に お 書 き
く だ さ い 。


















次 ペ ー ジ に 続 き ま す 。
1 1
第 4 部 研 究 開 発 マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
今 後 、 研 究 開 発 に は 、 よ り 一 層 の 効 率 化 、 成 果 の 迅 速 な 還 元 、 研 究 テ ー マ の 素 早 い 展 開 が 求 め ら れ る と 予 想 さ れ ま す 。 科 学 技 術 基 本 計 画 で は 、 優 れ た 成 果
を 生 み 出 す 研 究 開 発 シ ス テ ム を 実 現 す る た め に 、 組 織 の 長 の 強 い リ ー ダ シ ッ プ に よ る 柔 軟 か つ 機 動 的 な 組 織 運 営 が 必 要 で あ る と し て い ま す 。 特 に 大 学 、 公 的
研 究 機 関 で は 、 法 人 化 に よ り 研 究 マ ネ ジ メ ン ト の 自 由 度 が 今 後 一 層 高 ま り ま す 。
そ れ で は 、 以 下 の 各 問 に 対 し て 、 最 も よ く 当 て は ま る も の ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え く だ さ い 。
番 号 設 問
4 - 1
研 究 機 関 を 活 性 化 し 、 研 究 効 率 を 高 め る た め に は 一 般 に 、 機 関 の 長 の イ ニ シ ア テ ィ ブ に よ る マ ネ ジ メ ン
ト が 必 要 不 可 欠 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 2 私 が 所 属 す る 機 関 で は 、 機 関 の 長 の イ ニ シ ア テ ィ ブ に よ る マ ネ ジ メ ン ト を 実 践 し て い る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 3
私 が 所 属 す る 機 関 で は 、 機 関 の 長 に は 機 動 的 な 組 織 運 営 を 実 現 す る た め の 人 事 お よ び 財 政 の 権 限 が あ
る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 4
研 究 者 は 研 究 に 専 念 し 、 研 究 組 織 の マ ネ ジ メ ン ト は 研 究 者 以 外 の 経 営 の 経 験 を 持 つ マ ネ ジ メ ン ト 専 任 者
が 担 当 す べ き で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 5 私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 者 の 採 用 の 際 の 評 価 に 研 究 者 以 外 の 意 見 を 参 考 に し て い る 。
は い い い え
4 - 6
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 者 の 評 価 に 優 れ た 研 究 者 集 団 の 見 識 に よ る 評 価 を 行 っ て い
る 。
は い い い え
4 - 7
研 究 者 の 評 価 を 行 う 上 で は 、 全 員 を 同 じ よ う な 労 力 で 評 価 す る よ り は む し ろ 、 特 に 優 れ た 業 績 を 上 げ て
い る 研 究 者 と 特 に 業 績 の 上 が っ て い な い 研 究 者 を 見 極 め 、 そ の 研 究 者 を 適 切 に 評 価 ・ 処 遇 す る こ と が 重
要 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 8
非 常 に 高 い 評 価 を 受 け た 研 究 者 に 対 し て 際 立 っ た 処 遇 を し た い が 、 既 存 の 人 事 制 度 の 制 約 が あ り 、 そ れ
が で き て い な い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 9
非 常 に 低 い 評 価 を 受 け た 研 究 者 に 対 し て 職 種 の 転 換 や 転 出 の 斡 旋 を し た い が 、 既 存 の 人 事 制 度 の 制 約 が
あ り 、 そ れ が で き て い な い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
選 択 肢
1 2
以 下 の 問 に つ い て 、 あ て は ま る も の 全 て に ○ を つ け て く だ さ い 。 選 択 肢 に な い 場 合 は 「 そ の 他 」 の 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
な お 、 4 – 1 0 , 4 – 1 1 に つ い て は 最 大 2 つ ま で ○ を つ け て く だ さ い 。
番 号 設 問
4 - 1 0
研 究 部 門 、 研 究
領 域 の 長
研 究 チ ー ム 、 学
科 の 長
研 究 室 長
企 画 ま た は 人 事
部 門 の 長
機 関 の 長 以 外 に
は 該 当 無 し
( )
4 - 1 1
研 究 部 門 、 研 究
領 域 の 長
研 究 チ ー ム 、 学
科 の 長
研 究 室 長
企 画 ま た は 人 事
部 門 の 長
機 関 の 長 以 外 に
は 該 当 無 し
( )
4 - 1 2
発 表 論 文 の 数 論 文 の 引 用 度 数 特 許 出 願 数 外 部 資 金 獲 得 額
定 量 指 標 は 用 い
て い な い
( )
4 - 1 3
給 与 賞 与 等 一 時 金
機 材 、 ス ペ ー ス
等 の 研 究 環 境
研 究 資 金
反 映 さ れ て い な
い
( )
4 - 1 4
給 与 賞 与 等 一 時 金
機 材 、 ス ペ ー ス
等 の 研 究 環 境
研 究 資 金
反 映 さ れ て い な
い
( )
選 択 肢 そ の 他
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 者 個 人 の 評 価 結 果 は 個 人 の 処
遇 と し て ど の よ う に 反 映 さ れ て い ま す か 。
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 部 門 あ る い は 研 究 チ ー ム の 評
価 結 果 は 個 人 の 処 遇 と し て ど の よ う に 反 映 さ れ て い ま す か 。
研 究 者 の 採 用 に あ た り 、 採 用 す る 学 問 分 野 を 決 定 す る 際 に 、 機 関 の 長 以 外 で
実 質 的 に イ ニ シ ア テ ィ ブ を と る の は ど な た で す か ( も っ と も 当 て は ま る も の
２ つ ま で ） 。
研 究 者 の 採 用 に あ た り 、 採 用 す る 研 究 者 の 絞 り 込 み に 、 機 関 の 長 以 外 で 実 質
的 に イ ニ シ ア テ ィ ブ を と る の は ど な た で す か ( も っ と も 当 て は ま る も の ２ つ
ま で ） 。
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 研 究 者 の 評 価 に 際 し て 、 次 の 定 量 的
指 標 の う ち ど れ を 用 い て い ま す か 。
以 下 の 各 問 に 対 し て 、 「 思 う / 思 わ な い 」 、 「 あ る / な い 」 の い ず れ か に ○ を つ け た 後 、 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
番 号 設 問
4 - 1 5 は い い い え
( )
4 - 1 6 あ る な い
( )
あ な た の 所 属 す る 機 関 で は 、 機 関 の 長 あ る い は 部 門 の 長 が 柔 軟 か つ 機 動 的 な マ ネ ジ メ ン ト を 行 な お う と す
る 際 に 障 害 は あ り ま す か 。 「 あ る 」 と お 答 え の 方 は そ の 内 容 を お 答 え く だ さ い 。
選 択 肢 ・ 記 述
あ な た の 所 属 す る 機 関 で は 、 こ こ ３ 年 の 間 に 機 関 の 長 ま た は 部 門 の 長 の マ ネ ジ メ ン ト を 充 実 さ せ る た め の
新 た な 取 り 組 み を 行 い ま し た か 。 「 は い 」 と お 答 え の 方 は 、 そ の 内 容 を お 答 え く だ さ い 。
1 3
4 – 1 7 研 究 開 発 マ ネ ジ メ ン ト の 充 実 に 関 し て 、 あ な た が お 感 じ に な る 課 題 お よ び そ れ を 解 決 す る た め の 方 策 ・ 提 言 に つ い て 、 個 人 と し て の お 立 場 で 結 構 で す
の で お 書 き 下 さ い 。
課 題 方 策 ・ 提 言
次 ペ ー ジ に 続 き ま す 。
1 4
第 5 部 研 究 支 援 ・ 事 務 支 援 の 充 実
研 究 開 発 の 高 度 化 、 複 雑 化 に と も な い 、 こ れ を 技 術 的 に 支 え る 研 究 支 援 者 の 重 要 性 が 高 ま っ て い ま す 。 ま た 国 際 的 な 共 同 研 究 の 増 加 、 研 究 成 果 の 活 用 へ の
要 請 等 に よ り 、 事 務 支 援 部 門 へ の ニ ー ズ も 高 度 に な っ て い ま す 。 科 学 技 術 基 本 計 画 に お い て は 、 研 究 支 援 者 の 数 を 欧 米 並 み と す る こ と を 目 標 と し 、 こ れ を 受 け
た 施 策 が 講 じ ら れ ま し た が 、 必 ず し も 期 待 通 り に 支 援 者 を 確 保 で き て い な い の が 現 状 で す 。
こ こ で は 、 研 究 支 援 者 お よ び 事 務 支 援 者 の 確 保 の 現 状 、 支 援 業 務 の 担 い 手 の あ り 方 、 課 題 に つ い て お 伺 い し ま す 。
そ れ で は 、 以 下 の 各 問 に 対 し て 、 最 も よ く 当 て は ま る も の ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え く だ さ い 。
番 号 設 問
5 - 1
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 必 要 と す る 研 究 支 援 者 数 は 、 研 究 者 一 人 当 り 約 （ 　 　 　 　 　 　 ）
人 で あ る 。
0 . 2 人 未 満
0 . 2 人 以 上 1 . 0 人
未 満
１ 人
２ 人 以 上 ５ 人 未
満
５ 人 以 上
5 - 2
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 確 保 し て い る 研 究 支 援 者 数 は 、 研 究 者 一 人 当 り 約 （
） 人 で あ る 。
0 . 2 人 未 満
0 . 2 人 以 上 1 . 0 人
未 満
１ 人
２ 人 以 上 ５ 人 未
満
５ 人 以 上
5 - 3
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 者 一 人 当 り の 研 究 支 援 業 者 数 は 、 ３ 年 前 と 比 較 し て （
） 。
非 常 に 増 加 し た 増 加 し た か わ ら な い 減 少 し た 非 常 に 減 少 し た
5 - 4 研 究 支 援 者 は 、 必 要 な 時 に 必 要 な だ け 研 究 支 援 業 務 を 外 部 に 委 託 す れ ば よ い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
5 - 5 研 究 支 援 業 務 は 研 究 支 援 者 を 雇 わ な く て も 学 生 、 ポ ス ド ク な ど の 若 手 研 究 者 が 行 な え ば よ い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
5 - 6 私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 事 務 支 援 者 ※ 4  数 は 、 （ 　 　 　 　 　 　 ） 。
十 分 充 足 し て い
る
充 足 し て い る 不 足 し て い る
非 常 に 不 足 し て
い る
5 - 7 私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 事 務 支 援 業 務 は 3 年 前 と 比 較 し て （ 　 　 　 　 　 　 ） 。
非 常 に 充 実 し た 充 実 し た
ほ と ん ど 変 わ ら
な い
不 足 し た 非 常 に 不 足 し た
5 - 8 事 務 支 援 者 は 、 必 要 な 時 に 必 要 な だ け 事 務 支 援 業 務 を 外 部 に 委 託 す れ ば よ い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
5 - 9
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 事 務 支 援 部 門 は 研 究 現 場 の ニ ー ズ に 適 切 に 対 応 す る こ と が で き
る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
選 択 肢
※ 4 「 事 務 支 援 者 」 : 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 を 指 し ま す 。・ 研 究 者 、 研 究 支 援 者 以 外 の 者 で 、 主 に 研 究 に 関 す る 庶 務 、 会 計 、 雑 務 、 調 整 業 務 等 に 従 事 す る 者 、・ 図 書 館 等 の
共 用 施 設 に お い て 、 研 究 分 野 に よ ら な い 一 般 的 な サ ー ビ ス を 提 供 す る 者 、・ 建 物 等 共 用 設 備 の 保 守 管 理 に あ た る 者
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( つ づ き )
番 号 設 問
5 - 1 0 事 務 部 門 の 人 事 異 動 の 間 隔 が 短 く 、 ノ ウ ハ ウ を 蓄 積 し 継 承 す る こ と が で き て い な い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
5 - 1 1 私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 事 務 支 援 の ス ペ シ ャ リ ス ト の 養 成 が 急 務 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
5 - 1 2
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 者 と 事 務 支 援 者 の 連 携 は 十 分 に 機 能 し て い る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
選 択 肢
以 下 の 問 に 対 し て 、 「 は い / い い え 」 の い ず れ か に ○ を つ け た 後 、 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
番 号 設 問
5 - 1 3 は い い い え
( )
あ な た の 所 属 す る 機 関 に お い て 、 事 務 支 援 機 能 を 強 化 す る 必 要 を 感 じ ま す か 。 「 は い 」 と お 答 え の 方 は 、
そ れ が ど の よ う な 機 能 か を お 書 き く だ さ い 。
選 択 肢 ・ 記 述
5 – 1 4 研 究 支 援 ・ 事 務 支 援 の 充 実 に 関 し て 、 回 答 者 が お 感 じ の 課 題 お よ び そ れ を 解 決 す る た め の 方 策 ・ 提 言 を お 聞 か せ く だ さ い 。
課 題 方 策 ・ 提 言
次 ペ ー ジ に 続 き ま す 。
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御 回 答 者 に つ い て
御 回 答 者 自 身 に つ い て お 伺 い し ま す 。 以 下 の 各 問 の 選 択 肢 の ど れ か ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え く だ さ い 。
番 号 項 目
備 考
A - 1 年 齢 （ 才 ） 3 1 ～ 4 0 4 1 ～ 5 0 5 1 ～ 6 0 6 1 ～ 7 0 7 1 ～
A - 2 研 究 歴 （ 年 ） 1 ～ 5 6 ～ 1 0 1 0 ～ 1 5 1 6 ～ 2 0 2 1 ～ 2 5
2 6 ～ 3 0 3 1 ～ 3 5 3 6 ～ 4 0 4 0 ～ な し
A - 3 大 学 で の 研 究 歴 な し 1 年 未 満 1 年 以 上 5 年 未 満 5 年 以 上 1 0 年 未 満 1 0 年 以 上
A - 4 公 的 研 究 機 関 で の 研 究 歴 な し 1 年 未 満 1 年 以 上 5 年 未 満 5 年 以 上 1 0 年 未 満 1 0 年 以 上
A - 5 民 間 で の 研 究 歴 な し 1 年 未 満 1 年 以 上 5 年 未 満 5 年 以 上 1 0 年 未 満 1 0 年 以 上
A - 6 海 外 で の 研 究 歴 な し 1 年 未 満 1 年 以 上 3 年 未 満 3 年 以 上 5 年 未 満 5 年 以 上
A - 7 ポ ス ト ド ク タ ー の 経 験 な し 1 年 未 満 1 年 以 上 3 年 未 満 3 年 以 上 5 年 未 満 5 年 以 上
A - 8 御 自 身 が こ れ ま で 経 験 し た 機 関 数 1 機 関 2 機 関 3 機 関 4 機 関 5 機 関 以 上 研 究 歴 に お け る 機 関 数 を お 答 え く だ さ い 。
A - 9
卒 業 大 学 （ 最 終 学 歴 ） と 現 在 の 所 属
大 学 は 同 じ 大 学 で あ る 。
は い い い え
大 学 に 所 属 の 方 の み お 答 え く だ さ い 。
A - 1 0 御 自 身 の 専 攻 分 野 数 学 物 理 学 化 学 生 物 学 天 文 学
地 球 科 学 人 類 学 応 用 物 理 学 土 木 工 学 建 築 学
農 学 水 産 学 農 芸 化 学 林 学 畜 産 ・ 獣 医 学
農 業 工 学 生 理 学 内 科 学 薬 学 病 理 学
外 科 学 歯 科 学 そ の 他 医 学 看 護 学 体 育 学
応 用 化 学 プ ロ セ ス 工 学 材 料 工 学 生 体 医 工 学 環 境 科 学
機 械 工 学 航 空 宇 宙 工 学 電 気 ・ 電 子 工 学 情 報 科 学 統 計 学
エ ネ ル ギ ー 工 学 シ ス テ ム 工 学 計 測 ・ 制 御 工 学 経 営 工 学 経 済 学
法 学 文 学 教 育 学
選 択 肢
そ の 他 （ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
経 験 し た 延 べ 年 数 を お 答 え く だ さ い 。
修 士 お よ び 博 士 課 程 は 研 究 歴 に 含 み ま せ ん 。
も っ と も あ て は ま る も の を ひ と つ だ け 選 ん で
○ を つ け て く だ さ い 。 ど う し て も あ て は ま る
も の が な い 場 合 は そ の 他 の カ ッ コ に 御 記 入 く
だ さ い 。
次 ペ ー ジ に 続 き ま す 。
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貴 機 関 と 研 究 者 数 等 に つ い て
御 回 答 者 の 所 属 す る 機 関 に つ い て お 尋 ね し ま す 。 以 下 の 各 問 に つ い て 、 ど れ か ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え 下 さ い 。
番 号 項 目
国 立 大 学 公 立 大 学 私 立 大 学 大 学 共 同 利 用 機 関
独 立 行 政 法 人 省 庁 直 轄 研 究 機 関 そ の 他
北 海 道 東 北 関 東 中 部
近 畿 中 国 四 国 九 州 ・ 沖 縄
選 択 肢
B - 1
B - 2
機 関 種 別
機 関 の 所 在 地
次 ペ ー ジ に 続 き ま す 。
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そ の 他 自 由 な 御 意 見
C – 1 研 究 人 材 を 養 成 す る お 立 場 か ら 、 人 材 の 養 成 に つ い て 特 に 留 意 し て い る 点 を お 書 き く だ さ い 。


















C – 2 科 学 技 術 基 本 計 画 で は 、 研 究 開 発 シ ス テ ム の 改 革 が う た わ れ て い ま す が 、 現 在 の 日 本 の 研 究 開 発 シ ス テ ム に 対 し て 、 あ な た が 特 に 課 題 で あ る と お 感 じ の
点 を お 書 き く だ さ い 。


















C – 3 次 期 科 学 技 術 基 本 計 画 へ の 御 意 見 、 御 提 言 が ご ざ い ま し た ら 記 述 を お 願 い い た し ま す 。


















御 回 答 は こ れ で 終 了 で す 。 お 忙 し い 中 お 手 数 を お か け し ま し た 。
本 回 答 を 返 信 用 封 筒 に 入 れ 、 ご 返 送 い た だ き ま す よ う 、 お 願 い い た し ま す 。
御 協 力 に 深 く 感 謝 い た し ま す 。
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Bこ れ か ら の 人 材 育 成 と 研 究 の 活 性 化 の た め の ア ン ケ ー ト 調 査
御 質 問 兼 御 回 答 用 紙
勝 手 な が ら 締 切 は 平 成 1 6 年 2 月 2 7 日 ( 金 ) ( 必 着 ) と さ せ て い た だ き ま す 。
間 に 合 う よ う に 御 投 函 を お 願 い い た し ま す 。
※ 御 回 答 い た だ い た 内 容 は 、 本 調 査 の 目 的 以 外 に は 使 用 い た し ま せ ん 。
※ 本 ア ン ケ ー ト に 関 す る お 問 い 合 わ せ は 下 記 ま で お 願 い い た し ま す 。
( 株 ) 三 菱 総 合 研 究 所 先 端 科 学 研 究 セ ン タ ー
担 当 : 近 藤 , 石 井
T E L : 0 3 – 3 2 7 7 – 0 5 5 6 ( 直 通 ) , F A X : 0 3 – 3 2 7 7 – 0 5 6 8 , k o n t a k @ m r i . c o . j p
本 調 査 の 目 的
本 調 査 は 、 第 1 期 お よ び 第 2 期 科 学 技 術 基 本 計 画 の フ ォ ロ ー ア ッ プ と し て 、 文 部 科 学 省 科 学 技 術 政 策 研 究 所 が 科 学 技 術 振 興 調 整 費 を 受 け て 行 な う 調 査 の 一
環 と し て 実 施 し て い ま す 。
こ の 結 果 は 今 後 開 始 さ れ る 第 3 期 科 学 技 術 基 本 計 画 策 定 に 活 用 さ れ る 予 定 で す 。 ま た 、 特 に 公 的 機 関 、 国 公 立 大 学 に お い て は 法 人 化 と い う 大 き な 転 機 を 迎
え 、 研 究 開 発 シ ス テ ム の 改 革 等 、 今 後 の 政 策 立 案 の た め に も 現 状 把 握 が 不 可 欠 で あ る と 考 え て お り ま す の で 、 是 非 御 協 力 を お 願 い い た し ま す 。
本 ア ン ケ ー ト で は 特 に 科 学 技 術 関 係 人 材 に 関 す る 施 策 の 達 成 状 況 を 把 握 す る こ と を 目 的 と し 、 「 研 究 人 材 の 確 保 と 流 動 性 」 、 「 研 究 人 材 の 多 様 な キ ャ リ ア パ
ス 」 、 「 若 手 研 究 者 の 養 成 と 自 立 」 、 「 研 究 開 発 マ ネ ジ メ ン ト の 充 実 」 、 「 研 究 支 援 ・ 事 務 支 援 の 充 実 」 の 5 つ の 観 点 か ら 質 問 い た し ま す 。
本 調 査 の 対 象 者
本 調 査 票 は 以 下 の 方 々 に お 送 り し て い ま す 。
• 博 士 課 程 の あ る 自 然 科 学 系 研 究 科 を 有 す る 大 学 の 長 、 研 究 科 の 長 お よ び 一 部 の 学 科 の 長
• 自 然 科 学 系 の 研 究 を 行 な う 大 学 附 置 研 究 所 の 長
• 自 然 科 学 系 の 研 究 を 行 な う 大 学 共 同 教 育 研 究 施 設 の 長
• 大 学 共 同 利 用 機 関 の 長 、 部 門 の 長
• 独 立 行 政 法 人 、 国 公 立 試 験 研 究 機 関 等 公 的 研 究 機 関 の 長 、 部 門 の 長
お 名 前 は 学 校 ・ 研 究 機 関 が 公 開 し て い る 公 式 ホ ー ム ペ ー ジ よ り 抽 出 し て い ま す 。 大 学 に お い て は 廣 潤 社 刊 「 平 成 1 5 年 全 国 大 学 職 員 録 」 も 参 考 に し て い ま す 。
用 語
本 ア ン ケ ー ト に お け る 用 語 の 定 義 を し ま す 。 御 回 答 に 際 し て は 、 以 下 の 定 義 を 念 頭 に お 答 え く だ さ い 。
1 . 研 究 人 材
本 ア ン ケ ー ト で は 国 公 立 私 立 大 学 お よ び 国 立 試 験 研 究 機 関 、 独 立 行 政 法 人 に お け る 「 研 究 者 」 と 「 研 究 支 援 者 」 を 合 わ せ て 「 研 究 人 材 」 と 呼 ぶ こ と と
し ま す 。 研 究 者 、 研 究 支 援 者 の そ れ ぞ れ の 定 義 は 後 述 の 通 り で す 。
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2 . 研 究 者
研 究 者 と は 、 従 業 者 の う ち 研 究 業 務 に 従 事 す る 大 学 の 課 程 を 終 了 し た 者 、 ま た は こ れ と 同 等 以 上 の 専 門 的 知 識 を 有 す る 者 で 、 特 定 の 研 究 テ ー マ を 持 っ
て 研 究 を 行 な っ て い る 者 ( 外 部 に 本 務 を 持 つ 研 究 者 ( 兼 務 者 ) を 除 く ) を 言 い ま す 。 事 業 所 等 に お い て 研 究 に 従 事 し て い る 研 究 者 も 含 め ま す 。
本 調 査 で は 後 述 の 「 ポ ス ト ド ク タ ー 」 は 研 究 者 に 含 ま れ ま す 。 な お 、 博 士 課 程 の 学 生 、 1 年 未 満 の 期 限 付 き で 雇 用 さ れ て い る 者 、 非 常 勤 の 者 、 臨 時 ・
日 雇 い の 者 は 本 調 査 で は 研 究 者 に は 含 ま れ ま せ ん 。
• ポ ス ト ド ク タ ー
ポ ス ト ド ク タ ー と は 、 博 士 号 取 得 者 で あ り 、 採 用 の 直 前 に お い て 定 職 を 持 た ず 、 か つ 助 成 や 奨 学 金 の 受 領 の 有 無 に 関 係 な く 、 大 学 、 国 立 試 験 研 究
機 関 等 で 研 究 を 行 な っ て い る 者 を 言 い ま す 。 ポ ス ト ド ク タ ー の 略 称 を 「 ポ ス ド ク 」 と し ま す 。
• 若 手 研 究 者
研 究 者 の う ち 、 3 7 才 以 下 の 者 を い い ま す 。
• 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者
本 調 査 で は 、 研 究 者 の う ち 、 3 8 才 以 上 の 者 を 「 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者 」 と 呼 ぶ こ と に し ま す 。
• 海 外 人 材
研 究 者 の う ち 、 日 本 以 外 の 国 籍 を 持 つ 者 を 言 い ま す 。
3 . 研 究 支 援 者
研 究 支 援 者 と は 、 以 下 の い ず れ か に 該 当 す る 者 を 指 し ま す 。
• 研 究 者 、 博 士 課 程 学 生 以 外 で あ っ て 、 研 究 者 を 補 佐 し 、 そ の 指 導 に 従 っ て 研 究 に 従 事 す る 者 で 、 将 来 研 究 者 に な る 可 能 性 の あ る 者
• 研 究 者 、 研 究 補 助 者 以 外 の 者 で あ っ て 、 研 究 者 、 研 究 補 助 者 の 指 導 、 監 督 の 下 に 研 究 に 付 随 す る 技 術 的 サ ー ビ ス を 主 と し て 行 う 者
4 . 事 務 支 援 者
事 務 支 援 者 と は 、 以 下 の い ず れ か に 該 当 す る 者 を 指 し ま す 。
• 上 記 の 研 究 者 、 研 究 支 援 者 以 外 の 者 で 、 主 に 研 究 に 関 す る 庶 務 、 会 計 、 雑 務 、 調 整 業 務 等 に 従 事 す る 者
• 図 書 館 等 の 共 用 施 設 に お い て 、 研 究 分 野 に よ ら な い 一 般 的 な サ ー ビ ス を 提 供 す る 者
• 建 物 等 共 用 設 備 の 保 守 管 理 に あ た る 者
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5 . 公 募
人 材 を 募 集 し て い る 事 実 お よ び 応 募 の 条 件 を 組 織 の 内 外 に 告 知 し て 、 人 材 を 募 る こ と を 「 公 募 」 と い い ま す 。 告 知 は 広 域 出 版 物 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 等 、
機 関 の 外 部 に あ っ て 、 国 内 で あ れ ば 地 理 的 条 件 に よ ら ず 募 集 情 報 を 取 得 す る こ と が で き る こ と が 条 件 で す 。 組 織 内 の み の 掲 示 は 公 募 に 含 ま な い こ と と し
ま す 。
6 . 任 期 付 き 任 用
1 年 を 超 え た 任 期 を 定 め 、 研 究 の 場 と な る 機 関 が 雇 用 す る こ と を 「 任 期 付 き 任 用 」 と い い ま す 。 な お 、 支 援 制 度 の 適 用 を 受 け て い る ポ ス ト ド ク タ ー は
任 期 付 き 任 用 の 研 究 者 に 含 み ま せ ん 。
7 . キ ャ リ ア パ ス
キ ャ リ ア と は そ の 人 の 経 歴 や 職 歴 を 指 し 、 キ ャ リ ア パ ス と は そ の 人 が 生 涯 で た ど る 経 歴 や 職 歴 の 全 体 を い い ま す 。 「 研 究 者 の 多 様 な キ ャ リ ア パ ス 」 と
は 、 専 門 的 な 知 識 や 技 術 ・ 能 力 を 身 に つ け た 研 究 者 が 、 能 力 や 適 性 に 応 じ た 研 究 以 外 の 分 野 を 含 む 様 々 な 職 業 を 選 択 し 、 経 験 を 積 む 過 程 を い い ま す 。
御 回 答 者 の 情 報
恐 れ 入 り ま す が 、 御 回 答 者 に つ い て 以 下 に ご 記 入 く だ さ い 。 連 絡 先 は 御 都 合 の よ ろ し い も の を ひ と つ ご 記 入 願 い ま す 。
（ フ リ ガ ナ ）
所 属 機 関
部 門 ・ 部 局 名
御 連 絡 先
（ 電 話 ま た は 電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）
御 回 答 者 の 氏 名
回 答 い た だ い た 個 人 デ ー タ は 秘 密 を 厳 守 し 、 本 調 査 以 外 へ の 転 用 ・ 流 用 は も ち ろ ん 、 外 部 に 公 表 さ れ る こ と は 一 切 あ り ま せ ん 。 回 答 者 個 人 と 関 連 付 け た 分
析 に 用 い ら れ る こ と も あ り ま せ ん 。
そ れ で は 、 次 ペ ー ジ 以 降 の 質 問 に お 答 え く だ さ い 。
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第 1 部 研 究 人 材 の 確 保 と 流 動 性
科 学 技 術 基 本 計 画 で は 研 究 人 材 の 流 動 性 の 重 要 性 が 指 摘 さ れ 、 そ の 実 現 の た め に 任 期 付 き 任 用 制 等 の 施 策 が 実 施 さ れ て い ま す 。 こ こ で は 、 御 回 答 者 が 担 当
す る 研 究 組 織 に お け る 研 究 者 の 流 動 性 の 状 況 、 流 動 を 阻 害 す る 要 因 、 公 募 に よ る 採 用 、 任 期 付 き 任 用 の 現 状 と 課 題 な ど に つ い て お 伺 い し ま す 。
そ れ で は 、 以 下 の 各 問 に 対 し て 、 最 も よ く 当 て は ま る も の ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え く だ さ い 。
例 設 問 の 例
回 答 例 私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 の 研 究 者 は 、 す べ て 第 一 級 の 人 材 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
番 号 設 問
1 - 1
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 3 年 前 に く ら べ て 人 材 の 流 動 性 （ 他 の 機 関 と の 間 の 研 究 人 材 の 転
入 転 出 ） が 向 上 し て い る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 2 研 究 人 材 の 流 動 性 を 高 め る に は 、 研 究 チ ー ム （ 研 究 室 ） 単 位 で 異 動 す る 仕 組 み が 必 要 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 3
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 公 募 と 同 時 に 個 人 的 な 紹 介 に よ っ て 人 材 の 情 報 を 入 手 す る こ と が
多 い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 4 公 募 よ り も 、 公 募 を 経 な い 個 人 的 な 紹 介 の 方 が 人 物 が よ く わ か る の で 良 い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 5 私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 公 募 制 度 を 導 入 し て か ら 研 究 者 の 流 動 性 が 向 上 し た 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 6 研 究 者 は す べ て 公 募 を 経 て 採 用 さ れ る べ き で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 7
公 募 制 が 定 着 し な い の は 、 公 募 で は そ の 時 最 も 適 し た 人 材 の も と へ 募 集 情 報 が 届 く と は 限 ら な い か ら で
あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 8 公 募 制 が 定 着 し な い の は 、 研 究 人 材 の 側 に 移 動 し た い と い う 意 識 が 小 さ い か ら で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 9 任 期 期 間 、 再 任 の 回 数 な ど を 自 由 に 設 定 で き れ ば 、 任 期 付 き 任 用 制 度 を も っ と 活 用 し た い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
選 択 肢 の 例
選 択 肢
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( つ づ き )
番 号 設 問
1 - 1 0
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 任 期 付 き 任 用 制 度 を 導 入 し て か ら 若 手 研 究 者 ※ 1 の 流 動 性 が 向 上
し た 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 1 1
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 任 期 付 き 任 用 制 度 を 導 入 し て か ら 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者 ※ 2 の 流 動
性 が 向 上 し た 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 1 2 任 期 制 の 導 入 は 組 織 の 活 性 化 、 研 究 開 発 効 率 の 向 上 に 効 果 が あ る と 思 う 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 1 3
優 秀 な 留 学 生 や 海 外 か ら の ポ ス ト ド ク タ ー を 日 本 の 研 究 人 材 と し て 定 着 さ せ る た め の 方 策 を 講 じ る べ き
で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 1 4 海 外 か ら の 研 究 人 材 は 組 織 を 活 性 化 さ せ 、 研 究 開 発 の 効 率 を 上 昇 さ せ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 1 5 今 後 の 任 期 付 き 任 用 の 適 用 者 数 を （ 　 　 　 　 　 　 ） 。
非 常 に 増 や し た
い
増 や し た い
現 状 程 度 と し た
い
減 ら し た い
非 常 に 減 ら し た
い
1 - 1 6 若 手 研 究 者 の （ 　 　 　 　 　 　 ） 程 度 に は 任 期 付 き 任 用 制 度 を 適 用 す べ き で あ る 。 1 割 3 割 5 割 7 割 9 割
1 - 1 7
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 任 期 付 き 任 用 制 度 の 適 用 者 の う ち 、 若 手 研 究 者 が お よ そ （
） を 占 め て い る 。
1 割 3 割 5 割 7 割 9 割
選 択 肢
※ 1 ) 「 若 手 研 究 者 」 : 研 究 者 の う ち 、 3 7 才 以 下 の 者 を い い ま す 。
※ 2 ) 「 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者 」 : 本 調 査 で は 、 研 究 者 の う ち 、 3 8 才 以 上 の 者 を 「 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者 」 と 呼 ぶ こ と と し ま す 。
以 下 の 問 に つ い て 、 あ て は ま る も の 全 て に ○ を つ け て く だ さ い 。 選 択 肢 に な い 場 合 は 「 そ の 他 」 の 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。 な お 、 1 – 2 0 の 最 初 の 問
に つ い て は 「 は い 」 ま た は 「 い い え 」 の ど ち ら か に ○ を つ け て く だ さ い 。
番 号 設 問
1 - 1 8
優 れ た 人 材 を 獲
得 で き る
新 し い 研 究 領 域
を 開 拓 で き る
新 し い 文 化 を 取
り 入 れ ら れ る
人 材 の や る 気 を
引 き 出 せ る
不 適 合 者 の 転 出
を 促 せ る
( )
1 - 1 9
優 れ た 人 材 が 流
出 し て し ま う
ノ ウ ハ ウ の 蓄 積
が 困 難 に な る
知 識 や 技 術 が 流
出 し て し ま う
長 期 の 研 究 計 画
が 立 て に く く な
る
研 究 者 と の 意 思
の 疎 通 が 円 滑 に
な り に く い
( )
選 択 肢 そ の 他
研 究 者 の 流 動 性 が 向 上 す る と 、 あ な た の 所 属 す る 機 関 に と っ て ど の よ う な メ
リ ッ ト が あ り ま す か 。
研 究 者 の 流 動 性 が 向 上 す る と 、 あ な た の 所 属 す る 機 関 に と っ て ど の よ う な デ
メ リ ッ ト が あ り ま す か 。
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( つ づ き )
番 号 設 問
1 - 2 0
は い い い え
（ 「 は い 」 と お 答 え の 方 ） 任 期 付 き 任 用 制 度 を 導 入 し た 目 的 は な ん で
す か 。
若 手 の 試 用 期 間
と し て
時 限 プ ロ ジ ェ ク
ト 対 応 と し て
人 材 の や る 気 を
引 き 出 す た め
不 適 合 者 の 転 出
促 進 策 と し て
監 督 官 庁 の 指 示
に よ り
( )
（ 「 い い え 」 と お 答 え の 方 ） 任 期 付 き 任 用 制 度 を 導 入 し な い 、 あ る い
は で き な い 理 由 は な ん で す か 。
研 究 者 の 反 対 が
大 き い か ら
職 員 団 体 の 反 対
が 大 き い か ら
研 究 ス タ イ ル に
適 合 し な い か ら
特 に 必 要 を 感 じ
な い か ら
( )
1 - 2 1
年 功 序 列 的 な 賃
金 体 系
退 職 金 の 目 減 り
年 金 や 保 険 の 可
搬 性 の 低 さ
昇 進 が 内 部 の 者
に 有 利 な こ と
特 に 不 利 に 働 く
要 素 は な い
( )
1 - 2 2
研 究 者 ポ ス ト の
不 足
金 銭 面 の 待 遇 へ
の 不 満
住 居 等 、 生 活 コ
ス ト の 高 さ
研 究 環 境 が 世 界
と 比 較 し て 充 実
し て い な い こ と
特 に 阻 害 し て い
る 要 因 は な い
( )
1 - 2 3
年 金 や 保 健 の 可
搬 性 の 低 さ
金 銭 面 の 待 遇 へ
の 不 満
住 居 等 、 生 活 コ
ス ト の 高 さ
研 究 環 境 が 世 界
と 比 較 し て 充 実
し て い な い こ と
特 に 阻 害 し て い
る 要 因 は な い
( )
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 任 期 付 き 任 用 制 度 を 導 入 し て い ま
す か 。
現 在 の 日 本 の 制 度 ま た は 慣 習 で 、 研 究 人 材 が 異 動 し よ う と す る と き に 不 利 に
働 く も の は な ん で す か 。
現 在 の 日 本 で 、 若 手 の 海 外 人 材 ※ 3 の 日 本 へ の 定 着 を 阻 害 し て い る 要 因 に は
何 が あ る と 思 い ま す か 。
現 在 の 日 本 で 、 中 堅 ・ シ ニ ア の 海 外 人 材 の 日 本 へ の 定 着 を 阻 害 し て い る 要 因
に は 何 が あ る と 思 い ま す か 。
選 択 肢 そ の 他
※ 3 ) 「 海 外 人 材 」 : 研 究 者 の う ち 、 日 本 以 外 の 国 籍 を 持 つ 者 を 言 い ま す 。
1 – 2 4 研 究 活 動 を 活 性 化 す る た め に は 、 研 究 人 材 の 流 動 化 が 必 要 で あ る と さ れ ま す が 、 現 在 の 日 本 に お け る 研 究 者 の 流 動 性 は 欧 米 諸 国 に 比 較 す る と 極 端 に 低
い と 言 わ れ て い ま す 。 日 本 で 研 究 者 の 流 動 化 を 阻 害 し て い る 要 因 は 何 で あ る と お 考 え に な り ま す か 。 ま た 、 流 動 化 を 促 進 す る た め に は 、 ど の よ う な 方 策 が 有
効 で あ る と お 考 え に な り ま す か 。 個 人 と し て の お 立 場 で 結 構 で す の で 、 お 考 え を お 書 き く だ さ い 。
阻 害 要 因 方 策 ・ 提 言
6
第 2 部 若 手 研 究 者 の 養 成 と 自 立
科 学 技 術 基 本 計 画 で は 、 若 手 研 究 者 の 養 成 と 自 立 の 重 要 性 が 指 摘 さ れ て い ま す 。 こ れ を 受 け 、 ポ ス ド ド ク タ ー 等 支 援 制 度 、 若 手 研 究 者 を 対 象 と し た 競 争 的
資 金 制 度 等 が 実 施 さ れ て い ま す 。 こ こ で は 、 博 士 課 程 の 学 生 お よ び ポ ス ト ド ク タ ー に 対 す る 支 援 の あ り 方 、 研 究 者 の 自 立 の あ り 方 に つ い て お 伺 い し ま す 。
そ れ で は 、 以 下 の 各 問 に 対 し て 、 最 も よ く 当 て は ま る も の ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え く だ さ い 。
番 号 設 問
2 - 1 博 士 課 程 進 学 者 を 増 加 さ せ る べ き で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
2 - 2 博 士 課 程 の 学 生 を 経 済 的 に よ り 支 援 す べ き で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
2 - 3 ポ ス ト ド ク タ ー の 支 援 期 間 は （ 　 　 　 　 　 　 ） 程 度 が 適 当 で あ る 。 1 年 3 年 5 年 7 年 8 年 以 上
2 - 4 研 究 者 は （ 　 　 　 　 　 　 ） 歳 く ら い ま で に 自 分 の 生 活 を 維 持 で き る よ う 経 済 面 の 自 立 を す べ き で あ る 。 3 0 3 5 4 0 4 5
年 齢 と は 関 係 な
い
2 - 5
研 究 者 は （ 　 　 　 　 　 　 ） 歳 く ら い ま で に 自 分 で 研 究 テ ー マ を 設 定 し 遂 行 で き る よ う 研 究 面 の 自 立 を す
べ き で あ る 。
3 0 3 5 4 0 4 5
年 齢 と は 関 係 な
い
2 - 6 若 手 研 究 者 が 研 究 面 で 自 立 す る た め に は 、 多 様 な 研 究 組 織 で 経 験 を 積 む こ と が 重 要 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
2 - 7
若 手 研 究 者 が 研 究 面 で 自 立 す る た め に は 、 一 つ の 研 究 組 織 で じ っ く り と 研 究 能 力 を 高 め る こ と が 重 要 で
あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
2 - 8 若 手 向 け 外 部 競 争 的 資 金 の 拡 充 は 若 手 研 究 者 の 自 立 に 貢 献 し て い る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
2 - 9 教 授 、 助 教 授 、 助 手 等 か ら な る 旧 来 の 職 階 制 度 は 若 手 の 自 立 を 阻 害 す る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
選 択 肢
7
以 下 の 問 に つ い て 、 あ て は ま る も の 全 て に ○ を つ け て く だ さ い 。 選 択 肢 に な い 場 合 は 「 そ の 他 」 の 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。 な お 、 2 – 9 の 最 初 の 問
に つ い て は 「 は い 」 ま た は 「 い い え 」 の ど ち ら か に ○ を つ け て く だ さ い 。
番 号 設 問
2 - 1 0
は い い い え
（ 「 は い 」 と お 答 え の 方 ） ポ ス ト ド ク タ ー 受 け 入 れ の 目 的 は 何 で す
か 。
共 同 研 究 者 と し
て
研 究 実 施 の た め
の 労 働 力 と し て
若 手 ま た は 学 生
の 指 導 役 と し て
新 た な 研 究 分 野
を 取 り 込 む た め
他 の 研 究 者 の モ
チ ベ ー シ ョ ン を
高 め る た め
( )
（ 「 い い え 」 と お 答 え の 方 ） ポ ス ト ド ク タ ー を 受 け 入 れ な い 、 あ る い
は 受 け 入 れ ら れ な い 理 由 は な ん で す か 。
研 究 指 導 に 負 担
を 感 じ る か ら
機 材 、 ス ペ ー ス
面 の 準 備 が で き
な い か ら
適 し た ポ ス ト ド
ク タ ー が 見 つ か
ら な い か ら
支 援 制 度 の 選 考
か ら も れ て し
ま っ た か ら
特 に 必 要 性 を 感
じ な い か ら
( )
2 - 1 1
単 な る 博 士 課 程
の 延 長
研 究 分 野 の 幅 を
広 げ る 期 間
自 立 の た め の 登
竜 門
就 職 ま で の 猶 予
期 間
特 に 意 義 を 見 出
せ な い
( )
2 - 1 2
若 手 研 究 者 が 着
実 に 養 成 さ れ た
研 究 開 発 の 成 果
が 充 実 し た
研 究 人 材 の 流 動
性 が 向 上 し た
特 に 効 果 は な
か っ た
( )
選 択 肢 そ の 他
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 ポ ス ト ド ク タ ー を 受 け 入 れ て い ま
す か 。
ポ ス ト ド ク タ ー の 経 験 は 、 研 究 者 本 人 に は ど の よ う な 意 義 が あ る と 思 い ま す
か 。
「 ポ ス ト ド ク タ ー 等 １ 万 人 支 援 計 画 」 は ど の よ う な 点 で 日 本 の 研 究 開 発 に 効
果 が あ っ た と 思 い ま す か 。
以 下 の 各 問 に つ い て 、 括 弧 に お 書 き く だ さ い 。 選 択 肢 の あ る も の に つ い て は ど れ か ひ と つ に ○ を つ け て く だ さ い 。
番 号 設 問
2 - 1 3
( )
2 - 1 4
大 幅 に 増 え
る の が よ い
増 え る の が
よ い
減 る の が よ い
そ の 理 由 を お 書 き く だ さ い 。
( )
2 - 1 5 あ る な い
( )
大 幅 に 減 る の
が よ い
ポ ス ト ド ク タ ー の 数 は 今 後 ど の よ う に あ る べ き だ と 思 い ま す か 。
選 択 肢 ・ 記 述
現 状 程 度 で よ
い
修 士 課 程 進 学 者 に 比 較 し て 、 博 士 課 程 進 学 者 が 少 な い （ 修 士 課 程  約 7 6 , 0 0 0 人 、 博 士 課 程  約 1 8 , 0 0 0 人  [ 平
成 1 5 年 4 月 ] ） 理 由 と し て お 気 付 き の 点 を お 答 え く だ さ い 。
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 若 手 研 究 者 が 自 立 す る た め の 制 度 や 環 境 と し て 不 足 し て い る も
の は あ り ま す か 。 「 あ る 」 と お 答 え の 方 は 、 特 に な に が 不 足 し て い る か を お 書 き く だ さ い 。
8
2 – 1 6 若 手 研 究 者 の 養 成 と 自 立 に 関 し て 、 あ な た が お 感 じ に な る 課 題 お よ び そ れ を 解 決 す る た め の 方 策 ・ 提 言 に つ い て 、 個 人 と し て の お 立 場 で 結 構 で す の で
お 書 き 下 さ い 。
課 題 方 策 ・ 提 言
次 ペ ー ジ に 続 き ま す 。
9
第 3 部 研 究 人 材 の 多 様 な キ ャ リ ア パ ス
科 学 技 術 基 本 計 画 で は 、 研 究 者 の 流 動 性 を 高 め 、 研 究 開 発 活 動 を 活 性 化 さ せ る た め に 、 研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス の 多 様 化 が 必 要 で あ る と し て い ま す 。 ま た 、 研
究 人 材 は ラ イ フ サ イ ク ル を 通 じ 、 研 究 以 外 の 分 野 を 含 む 幅 広 い 選 択 肢 の 中 か ら キ ャ リ ア パ ス を 選 択 し 得 る こ と が 望 ま し い と 考 え ま す 。
そ れ で は 以 下 の 問 に つ い て 、 あ て は ま る も の 全 て に ○ を つ け て く だ さ い 。 選 択 肢 に な い 場 合 は 「 そ の 他 」 の 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
番 号 設 問
3 - 1
研 究 職 と し て 組
織 内 の 配 置 転 換
非 研 究 職 と し て
組 織 内 の 配 置 転
換
組 織 外 へ の 出 向
次 の 就 職 先 の 斡
旋
組 織 と し て の 取
り 組 み は し て い
な い
( )
3 - 2
研 究 職 と し て 組
織 内 の 配 置 転 換
非 研 究 職 と し て
組 織 内 の 配 置 転
換
組 織 外 へ の 出 向
次 の 就 職 先 の 斡
旋
組 織 と し て の 取
り 組 み は し て い
な い
( )
3 - 3
マ ネ ジ メ ン ト ・
管 理 職
教 育 専 任 職
産 学 連 携 コ ー
デ ィ ネ ー タ
研 究 支 援 職
転 換 の 事 例 は な
い
( )
選 択 肢 そ の 他
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 者 が 転 換 す る 研 究 職 以 外 の 職
種 と し て ど の よ う な 事 例 が あ り ま す か 。
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 に す
る た め に 、 若 手 研 究 者 に 対 し て 組 織 と し て ど の よ う な 取 り 組 み を 行 っ て い ま
す か 。
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 に す
る た め に 、 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者 に 対 し て 組 織 と し て ど の よ う な 取 り 組 み を
行 っ て い ま す か 。
以 下 の 各 問 に 対 し て 、 「 思 う / 思 わ な い 」 、 「 あ る / な い 」 の い ず れ か に ○ を つ け た 後 、 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
番 号 設 問
3 - 4 思 う 思 わ な い 　
( )
3 - 5 あ る な い
( )
3 - 6 あ る な い
( )
3 - 7 あ る な い
( )
3 - 8 あ る な い
( )
選 択 肢 ・ 記 述
研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 な も の に す る た め に 、 民 間 企 業 に 期 待 す る 点 は あ り ま す か 。 「 あ る 」 と お
答 え の か た は そ の 内 容 を 、 「 な い 」 と お 答 え の 方 は そ の 理 由 を お 書 き く だ さ い 。
研 究 者 が 生 涯 に わ た っ て 活 躍 で き る よ う に す る た め に 、 研 究 職 以 外 を 含 め た 多 様 な キ ャ リ ア パ ス を 選 択 で
き る よ う に す る の が 良 い と 思 い ま す か 。 ま た 、 そ う お 答 え に な る 理 由 を お 書 き く だ さ い 。
研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 な も の に す る た め に 、 組 織 と し て 取 り 組 む べ き 点 は あ る と 思 い ま す か 。
「 あ る 」 と お 答 え の か た は そ の 内 容 を お 書 き く だ さ い 。
研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 な も の に す る た め に 、 研 究 者 自 身 の 資 質 ・ 能 力 と し て 充 実 す べ き 点 は あ
る と 思 い ま す か 。 「 あ る 」 と お 答 え の か た は そ の 内 容 を お 書 き く だ さ い 。
研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 な も の に す る た め に 、 環 境 や 制 度 と し て 充 実 す べ き 点 は あ る と 思 い ま す
か 。 「 あ る 」 と お 答 え の か た は そ の 内 容 を お 書 き く だ さ い 。
1 0
3 – 9 研 究 者 の 生 涯 を 通 じ て の キ ャ リ ア パ ス を 考 え た と き に 、 ど の 時 期 に ど の よ う な 課 題 が あ る と お 考 え で し ょ う か 。 で き れ ば 御 自 身 の 経 験 を も と に お 書 き
く だ さ い 。


















次 ペ ー ジ に 続 き ま す 。
1 1
第 4 部 研 究 開 発 マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
今 後 、 研 究 開 発 に は 、 よ り 一 層 の 効 率 化 、 成 果 の 迅 速 な 還 元 、 研 究 テ ー マ の 素 早 い 展 開 が 求 め ら れ る と 予 想 さ れ ま す 。 科 学 技 術 基 本 計 画 で は 、 優 れ た 成 果
を 生 み 出 す 研 究 開 発 シ ス テ ム を 実 現 す る た め に 、 組 織 の 長 の 強 い リ ー ダ シ ッ プ に よ る 柔 軟 か つ 機 動 的 な 組 織 運 営 が 必 要 で あ る と し て い ま す 。 特 に 大 学 、 公 的
研 究 機 関 で は 、 法 人 化 に よ り 研 究 マ ネ ジ メ ン ト の 自 由 度 が 今 後 一 層 高 ま り ま す 。
そ れ で は 、 以 下 の 各 問 に 対 し て 、 最 も よ く 当 て は ま る も の ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え く だ さ い 。
番 号 設 問
4 - 1
研 究 機 関 を 活 性 化 し 、 研 究 効 率 を 高 め る た め に は 一 般 に 、 機 関 の 長 の イ ニ シ ア テ ィ ブ に よ る マ ネ ジ メ ン
ト が 必 要 不 可 欠 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 2 私 が 所 属 す る 機 関 で は 、 機 関 の 長 の イ ニ シ ア テ ィ ブ に よ る マ ネ ジ メ ン ト を 実 践 し て い る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 3
私 が 所 属 す る 機 関 で は 、 機 関 の 長 に は 機 動 的 な 組 織 運 営 を 実 現 す る た め の 人 事 お よ び 財 政 の 権 限 が あ
る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 4
研 究 者 は 研 究 に 専 念 し 、 研 究 組 織 の マ ネ ジ メ ン ト は 研 究 者 以 外 の 経 営 の 経 験 を 持 つ マ ネ ジ メ ン ト 専 任 者
が 担 当 す べ き で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 5 私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 者 の 採 用 の 際 の 評 価 に 研 究 者 以 外 の 意 見 を 参 考 に し て い る 。
は い い い え
4 - 6
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 者 の 評 価 に 優 れ た 研 究 者 集 団 の 見 識 に よ る 評 価 を 行 っ て い
る 。
は い い い え
4 - 7
研 究 者 の 評 価 を 行 う 上 で は 、 全 員 を 同 じ よ う な 労 力 で 評 価 す る よ り は む し ろ 、 特 に 優 れ た 業 績 を 上 げ て
い る 研 究 者 と 特 に 業 績 の 上 が っ て い な い 研 究 者 を 見 極 め 、 そ の 研 究 者 を 適 切 に 評 価 ・ 処 遇 す る こ と が 重
要 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 8
非 常 に 高 い 評 価 を 受 け た 研 究 者 に 対 し て 際 立 っ た 処 遇 を し た い が 、 既 存 の 人 事 制 度 の 制 約 が あ り 、 そ れ
が で き て い な い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 9
非 常 に 低 い 評 価 を 受 け た 研 究 者 に 対 し て 職 種 の 転 換 や 転 出 の 斡 旋 を し た い が 、 既 存 の 人 事 制 度 の 制 約 が
あ り 、 そ れ が で き て い な い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
選 択 肢
1 2
以 下 の 問 に つ い て 、 あ て は ま る も の 全 て に ○ を つ け て く だ さ い 。 選 択 肢 に な い 場 合 は 「 そ の 他 」 の 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
な お 、 4 – 1 0 , 4 – 1 1 に つ い て は 最 大 2 つ ま で ○ を つ け て く だ さ い 。
番 号 設 問
4 - 1 0
研 究 部 門 、 研 究
領 域 の 長
研 究 チ ー ム 、 学
科 の 長
研 究 室 長
企 画 ま た は 人 事
部 門 の 長
機 関 の 長 以 外 に
は 該 当 無 し
( )
4 - 1 1
研 究 部 門 、 研 究
領 域 の 長
研 究 チ ー ム 、 学
科 の 長
研 究 室 長
企 画 ま た は 人 事
部 門 の 長
機 関 の 長 以 外 に
は 該 当 無 し
( )
4 - 1 2
発 表 論 文 の 数 論 文 の 引 用 度 数 特 許 出 願 数 外 部 資 金 獲 得 額
定 量 指 標 は 用 い
て い な い
( )
4 - 1 3
給 与 賞 与 等 一 時 金
機 材 、 ス ペ ー ス
等 の 研 究 環 境
研 究 資 金
反 映 さ れ て い な
い
( )
4 - 1 4
給 与 賞 与 等 一 時 金
機 材 、 ス ペ ー ス
等 の 研 究 環 境
研 究 資 金
反 映 さ れ て い な
い
( )
選 択 肢 そ の 他
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 者 個 人 の 評 価 結 果 は 個 人 の 処
遇 と し て ど の よ う に 反 映 さ れ て い ま す か 。
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 部 門 あ る い は 研 究 チ ー ム の 評
価 結 果 は 個 人 の 処 遇 と し て ど の よ う に 反 映 さ れ て い ま す か 。
研 究 者 の 採 用 に あ た り 、 採 用 す る 学 問 分 野 を 決 定 す る 際 に 、 機 関 の 長 以 外 で
実 質 的 に イ ニ シ ア テ ィ ブ を と る の は ど な た で す か ( も っ と も 当 て は ま る も の
２ つ ま で ） 。
研 究 者 の 採 用 に あ た り 、 採 用 す る 研 究 者 の 絞 り 込 み に 、 機 関 の 長 以 外 で 実 質
的 に イ ニ シ ア テ ィ ブ を と る の は ど な た で す か ( も っ と も 当 て は ま る も の ２ つ
ま で ） 。
あ な た が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 研 究 者 の 評 価 に 際 し て 、 次 の 定 量 的
指 標 の う ち ど れ を 用 い て い ま す か 。
以 下 の 各 問 に 対 し て 、 「 思 う / 思 わ な い 」 、 「 あ る / な い 」 の い ず れ か に ○ を つ け た 後 、 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
番 号 設 問
4 - 1 5 は い い い え
( )
4 - 1 6 あ る な い
( )
あ な た の 所 属 す る 機 関 で は 、 機 関 の 長 あ る い は 部 門 の 長 が 柔 軟 か つ 機 動 的 な マ ネ ジ メ ン ト を 行 な お う と す
る 際 に 障 害 は あ り ま す か 。 「 あ る 」 と お 答 え の 方 は そ の 内 容 を お 答 え く だ さ い 。
選 択 肢 ・ 記 述
あ な た の 所 属 す る 機 関 で は 、 こ こ ３ 年 の 間 に 機 関 の 長 ま た は 部 門 の 長 の マ ネ ジ メ ン ト を 充 実 さ せ る た め の
新 た な 取 り 組 み を 行 い ま し た か 。 「 は い 」 と お 答 え の 方 は 、 そ の 内 容 を お 答 え く だ さ い 。
1 3
4 – 1 7 研 究 開 発 マ ネ ジ メ ン ト の 充 実 に 関 し て 、 あ な た が お 感 じ に な る 課 題 お よ び そ れ を 解 決 す る た め の 方 策 ・ 提 言 に つ い て 、 個 人 と し て の お 立 場 で 結 構 で す
の で お 書 き 下 さ い 。
課 題 方 策 ・ 提 言
次 ペ ー ジ に 続 き ま す 。
1 4
第 5 部 研 究 支 援 ・ 事 務 支 援 の 充 実
研 究 開 発 の 高 度 化 、 複 雑 化 に と も な い 、 こ れ を 技 術 的 に 支 え る 研 究 支 援 者 の 重 要 性 が 高 ま っ て い ま す 。 ま た 国 際 的 な 共 同 研 究 の 増 加 、 研 究 成 果 の 活 用 へ の
要 請 等 に よ り 、 事 務 支 援 部 門 へ の ニ ー ズ も 高 度 に な っ て い ま す 。 科 学 技 術 基 本 計 画 に お い て は 、 研 究 支 援 者 の 数 を 欧 米 並 み と す る こ と を 目 標 と し 、 こ れ を 受 け
た 施 策 が 講 じ ら れ ま し た が 、 必 ず し も 期 待 通 り に 支 援 者 を 確 保 で き て い な い の が 現 状 で す 。
こ こ で は 、 研 究 支 援 者 お よ び 事 務 支 援 者 の 確 保 の 現 状 、 支 援 業 務 の 担 い 手 の あ り 方 、 課 題 に つ い て お 伺 い し ま す 。
そ れ で は 、 以 下 の 各 問 に 対 し て 、 最 も よ く 当 て は ま る も の ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え く だ さ い 。
番 号 設 問
5 - 1
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 必 要 と す る 研 究 支 援 者 数 は 、 研 究 者 一 人 当 り 約 （ 　 　 　 　 　 　 ）
人 で あ る 。
0 . 2 人 未 満
0 . 2 人 以 上 1 . 0 人
未 満
１ 人
２ 人 以 上 ５ 人 未
満
５ 人 以 上
5 - 2
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 確 保 し て い る 研 究 支 援 者 数 は 、 研 究 者 一 人 当 り 約 （
） 人 で あ る 。
0 . 2 人 未 満
0 . 2 人 以 上 1 . 0 人
未 満
１ 人
２ 人 以 上 ５ 人 未
満
５ 人 以 上
5 - 3
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 者 一 人 当 り の 研 究 支 援 業 者 数 は 、 ３ 年 前 と 比 較 し て （
） 。
非 常 に 増 加 し た 増 加 し た か わ ら な い 減 少 し た 非 常 に 減 少 し た
5 - 4 研 究 支 援 者 は 、 必 要 な 時 に 必 要 な だ け 研 究 支 援 業 務 を 外 部 に 委 託 す れ ば よ い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
5 - 5 研 究 支 援 業 務 は 研 究 支 援 者 を 雇 わ な く て も 学 生 、 ポ ス ド ク な ど の 若 手 研 究 者 が 行 な え ば よ い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
5 - 6 私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 事 務 支 援 者 ※ 4  数 は 、 （ 　 　 　 　 　 　 ） 。
十 分 充 足 し て い
る
充 足 し て い る 不 足 し て い る
非 常 に 不 足 し て
い る
5 - 7 私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 事 務 支 援 業 務 は 3 年 前 と 比 較 し て （ 　 　 　 　 　 　 ） 。
非 常 に 充 実 し た 充 実 し た
ほ と ん ど 変 わ ら
な い
不 足 し た 非 常 に 不 足 し た
5 - 8 事 務 支 援 者 は 、 必 要 な 時 に 必 要 な だ け 事 務 支 援 業 務 を 外 部 に 委 託 す れ ば よ い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
5 - 9
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 事 務 支 援 部 門 は 研 究 現 場 の ニ ー ズ に 適 切 に 対 応 す る こ と が で き
る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
選 択 肢
※ 4 「 事 務 支 援 者 」 : 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 を 指 し ま す 。・ 研 究 者 、 研 究 支 援 者 以 外 の 者 で 、 主 に 研 究 に 関 す る 庶 務 、 会 計 、 雑 務 、 調 整 業 務 等 に 従 事 す る 者 、・ 図 書 館 等 の
共 用 施 設 に お い て 、 研 究 分 野 に よ ら な い 一 般 的 な サ ー ビ ス を 提 供 す る 者 、・ 建 物 等 共 用 設 備 の 保 守 管 理 に あ た る 者
1 5
( つ づ き )
番 号 設 問
5 - 1 0 事 務 部 門 の 人 事 異 動 の 間 隔 が 短 く 、 ノ ウ ハ ウ を 蓄 積 し 継 承 す る こ と が で き て い な い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
5 - 1 1 私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 事 務 支 援 の ス ペ シ ャ リ ス ト の 養 成 が 急 務 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
5 - 1 2
私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 で は 、 研 究 者 と 事 務 支 援 者 の 連 携 は 十 分 に 機 能 し て い る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
選 択 肢
以 下 の 問 に 対 し て 、 「 は い / い い え 」 の い ず れ か に ○ を つ け た 後 、 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
番 号 設 問
5 - 1 3 は い い い え
( )
あ な た の 所 属 す る 機 関 に お い て 、 事 務 支 援 機 能 を 強 化 す る 必 要 を 感 じ ま す か 。 「 は い 」 と お 答 え の 方 は 、
そ れ が ど の よ う な 機 能 か を お 書 き く だ さ い 。
選 択 肢 ・ 記 述
5 – 1 4 研 究 支 援 ・ 事 務 支 援 の 充 実 に 関 し て 、 回 答 者 が お 感 じ の 課 題 お よ び そ れ を 解 決 す る た め の 方 策 ・ 提 言 を お 聞 か せ く だ さ い 。
課 題 方 策 ・ 提 言
次 ペ ー ジ に 続 き ま す 。
1 6
御 回 答 者 に つ い て
御 回 答 者 自 身 に つ い て お 伺 い し ま す 。 以 下 の 各 問 の 選 択 肢 の ど れ か ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え く だ さ い 。
番 号 項 目
備 考
A - 1 年 齢 （ 才 ） 3 1 ～ 4 0 4 1 ～ 5 0 5 1 ～ 6 0 6 1 ～ 7 0 7 1 ～
A - 2 研 究 歴 （ 年 ） 1 ～ 5 6 ～ 1 0 1 0 ～ 1 5 1 6 ～ 2 0 2 1 ～ 2 5
2 6 ～ 3 0 3 1 ～ 3 5 3 6 ～ 4 0 4 0 ～ な し
A - 3 大 学 で の 研 究 歴 な し 1 年 未 満 1 年 以 上 5 年 未 満 5 年 以 上 1 0 年 未 満 1 0 年 以 上
A - 4 公 的 研 究 機 関 で の 研 究 歴 な し 1 年 未 満 1 年 以 上 5 年 未 満 5 年 以 上 1 0 年 未 満 1 0 年 以 上
A - 5 民 間 で の 研 究 歴 な し 1 年 未 満 1 年 以 上 5 年 未 満 5 年 以 上 1 0 年 未 満 1 0 年 以 上
A - 6 海 外 で の 研 究 歴 な し 1 年 未 満 1 年 以 上 3 年 未 満 3 年 以 上 5 年 未 満 5 年 以 上
A - 7 ポ ス ト ド ク タ ー の 経 験 な し 1 年 未 満 1 年 以 上 3 年 未 満 3 年 以 上 5 年 未 満 5 年 以 上
A - 8 御 自 身 が こ れ ま で 経 験 し た 機 関 数 1 機 関 2 機 関 3 機 関 4 機 関 5 機 関 以 上 研 究 歴 に お け る 機 関 数 を お 答 え く だ さ い 。
A - 9
卒 業 大 学 （ 最 終 学 歴 ） と 現 在 の 所 属
大 学 は 同 じ 大 学 で あ る 。
は い い い え
大 学 に 所 属 の 方 の み お 答 え く だ さ い 。
A - 1 0 御 自 身 の 専 攻 分 野 数 学 物 理 学 化 学 生 物 学 天 文 学
地 球 科 学 人 類 学 応 用 物 理 学 土 木 工 学 建 築 学
農 学 水 産 学 農 芸 化 学 林 学 畜 産 ・ 獣 医 学
農 業 工 学 生 理 学 内 科 学 薬 学 病 理 学
外 科 学 歯 科 学 そ の 他 医 学 看 護 学 体 育 学
応 用 化 学 プ ロ セ ス 工 学 材 料 工 学 生 体 医 工 学 環 境 科 学
機 械 工 学 航 空 宇 宙 工 学 電 気 ・ 電 子 工 学 情 報 科 学 統 計 学
エ ネ ル ギ ー 工 学 シ ス テ ム 工 学 計 測 ・ 制 御 工 学 経 営 工 学 経 済 学
法 学 文 学 教 育 学
選 択 肢
そ の 他 （ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
経 験 し た 延 べ 年 数 を お 答 え く だ さ い 。
修 士 お よ び 博 士 課 程 は 研 究 歴 に 含 み ま せ ん 。
も っ と も あ て は ま る も の を ひ と つ だ け 選 ん で
○ を つ け て く だ さ い 。 ど う し て も あ て は ま る
も の が な い 場 合 は そ の 他 の カ ッ コ に 御 記 入 く
だ さ い 。
次 ペ ー ジ に 続 き ま す 。
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貴 機 関 と 研 究 者 数 等 に つ い て
御 回 答 者 の 所 属 す る 機 関 に つ い て お 尋 ね し ま す 。 次 の 各 問 に つ い て ど れ か ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え 下 さ い 。
番 号 項 目
B - 1 機 関 種 別
国 立 大 学 公 立 大 学 私 立 大 学 大 学 共 同 利 用 機 関
独 立 行 政 法 人 省 庁 直 轄 研 究 機 関 そ の 他
B - 2 機 関 の 所 在 地 北 海 道 東 北 関 東 中 部
近 畿 中 国 四 国 九 州 ・ 沖 縄
B - 3 あ な た の 研 究 機 関 に お け る お 立 場
研 究 部 門 の 長 ※ 大 学 の 学 科 の 長
選 択 肢
※ 研 究 部 門 の 長 に は 以 下 の 方 が 含 ま れ ま す 。
大 学 研 究 科 の 長 、 大 学 附 置 研 究 所 長 、 大 学 共 同 教 育 研 究 施 設 長 、 独 立 行 政 法 人 、 省 庁 直 轄 研 究 機 関 お よ び 特 殊 法 人 等 の 研 究 領 域 ・ 研 究 部 門 長
あ な た が 責 任 者 を 努 め る 組 織 ・ 部 局 の 研 究 人 材 の 人 員 に 関 し て 、 以 下 の 問 い に お 答 え く だ さ い 。 な お 、 詳 細 不 明 の 場 合 は 概 数 で 構 い ま せ ん 。 そ の 場 合 は 「 約 」
に ○ を つ け て く だ さ い 。
番 号 項 目 備 考
B - 4 在 籍 研 究 者 数 （ 平 成 1 4 年 度 末 ） A 約 人
B - 5 上 記 A の う ち 任 期 付 任 用 数 約 人
B - 6 上 記 A の う ち ポ ス ト ド ク タ ー 数 約 人
B - 7 博 士 課 程 学 生 数 （ 平 成 1 4 年 度 末 ） 約 人
B - 8 研 究 支 援 者 （ 技 術 系 ） 数 （ 平 成 1 4 年 度 末 ） 約 人
雇 用 者 数 を お 答 え く だ さ い 。 ア ル バ イ
ト 、 非 常 勤 は 含 み ま せ ん 。
B - 9 年 間 研 究 者 採 用 数 （ 平 成 1 4 年 度 ） B 約 人
B - 1 0 上 記 B の う ち 公 募 採 用 数 約 人
B - 1 1 上 記 B の う ち 任 期 付 任 用 数 約 人
選 択 肢
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そ の 他 自 由 な 御 意 見
C – 1 研 究 人 材 を 養 成 す る お 立 場 か ら 、 人 材 の 養 成 に つ い て 特 に 留 意 し て い る 点 を お 書 き く だ さ い 。


















C – 2 科 学 技 術 基 本 計 画 で は 、 研 究 開 発 シ ス テ ム の 改 革 が う た わ れ て い ま す が 、 現 在 の 日 本 の 研 究 開 発 シ ス テ ム に 対 し て 、 あ な た が 特 に 課 題 で あ る と お 感 じ の
点 を お 書 き く だ さ い 。


















C – 3 次 期 科 学 技 術 基 本 計 画 へ の 御 意 見 、 御 提 言 が ご ざ い ま し た ら 記 述 を お 願 い い た し ま す 。


















御 回 答 は こ れ で 終 了 で す 。 お 忙 し い 中 お 手 数 を お か け し ま し た 。
本 回 答 を 返 信 用 封 筒 に 入 れ 、 ご 返 送 い た だ き ま す よ う 、 お 願 い い た し ま す 。
御 協 力 に 深 く 感 謝 い た し ま す 。
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Cこ れ か ら の 人 材 育 成 と 研 究 の 活 性 化 の た め の ア ン ケ ー ト 調 査
御 質 問 兼 御 回 答 用 紙
勝 手 な が ら 締 切 は 平 成 1 6 年 3 月 1 9 日 ( 金 ) ( 必 着 ) と さ せ て い た だ き ま す 。
間 に 合 う よ う に 御 投 函 を お 願 い い た し ま す 。
※ 御 回 答 い た だ い た 内 容 は 、 本 調 査 の 目 的 以 外 に は 使 用 い た し ま せ ん 。
※ 本 ア ン ケ ー ト に 関 す る お 問 い 合 わ せ は 下 記 ま で お 願 い い た し ま す 。
( 株 ) 三 菱 総 合 研 究 所 先 端 科 学 研 究 セ ン タ ー
担 当 : 近 藤 , 石 井
T E L : 0 3 – 3 2 7 7 – 0 5 5 6 ( 直 通 ) , F A X : 0 3 – 3 2 7 7 – 0 5 6 8 , k o n t a k @ m r i . c o . j p
本 調 査 の 目 的
本 調 査 は 、 第 1 期 お よ び 第 2 期 科 学 技 術 基 本 計 画 の フ ォ ロ ー ア ッ プ と し て 、 文 部 科 学 省 科 学 技 術 政 策 研 究 所 が 科 学 技 術 振 興 調 整 費 を 受 け て 行 な う 調 査 の 一
環 と し て 実 施 し て い ま す 。 民 間 企 業 に お け る 人 材 の 育 成 ・ 確 保 の 状 況 を 政 策 立 案 の 参 考 に さ せ て い た だ き た い と 考 え て お り ま す の で 、 是 非 御 協 力 を お 願 い い
た し ま す 。 こ の 結 果 は 今 後 開 始 さ れ る 第 3 期 科 学 技 術 基 本 計 画 策 定 に 活 用 さ れ る 予 定 で す 。
本 ア ン ケ ー ト で は 特 に 科 学 技 術 関 係 人 材 に 関 す る 施 策 の 達 成 状 況 を 把 握 す る こ と を 目 的 と し 、 「 研 究 人 材 の 確 保 と 流 動 性 」 、 「 研 究 人 材 の 多 様 な キ ャ リ ア パ
ス 」 、 「 若 手 研 究 者 の 養 成 と 自 立 」 、 「 研 究 開 発 マ ネ ジ メ ン ト の 充 実 」 、 「 研 究 支 援 ・ 事 務 支 援 の 充 実 」 の 5 つ の 観 点 か ら 質 問 い た し ま す 。
本 調 査 の 対 象 者
本 調 査 票 は 東 証 1 部 上 場 企 業 よ り 選 択 し た 企 業 の 研 究 組 織 の 長 の 皆 様 に お 送 り し て い ま す 。 お 名 前 は 貴 社 が 公 開 し て い る 公 式 ホ ー ム ペ ー ジ よ り 抽 出 し て い
ま す 。
用 語
本 ア ン ケ ー ト に お け る 用 語 の 定 義 を し ま す 。 御 回 答 に 際 し て は 、 以 下 の 定 義 を 念 頭 に お 答 え く だ さ い 。
1 . 研 究 人 材
本 ア ン ケ ー ト で は 国 公 立 私 立 大 学 お よ び 国 立 試 験 研 究 機 関 、 独 立 行 政 法 人 に お け る 「 研 究 者 」 と 「 研 究 支 援 者 」 を 合 わ せ て 「 研 究 人 材 」 と 呼 ぶ こ と と
し ま す 。 研 究 者 、 研 究 支 援 者 の そ れ ぞ れ の 定 義 は 後 述 の 通 り で す 。
2 . 研 究 者
研 究 者 と は 、 従 業 者 の う ち 研 究 業 務 に 従 事 す る 大 学 の 課 程 を 終 了 し た 者 、 ま た は こ れ と 同 等 以 上 の 専 門 的 知 識 を 有 す る 者 で 、 特 定 の 研 究 テ ー マ を 持 っ
て 研 究 を 行 な っ て い る 者 ( 外 部 に 本 務 を 持 つ 研 究 者 ( 兼 務 者 ) を 除 く ) を 言 い ま す 。 事 業 所 等 に お い て 研 究 に 従 事 し て い る 研 究 者 も 含 め ま す 。
本 調 査 で は 後 述 の 「 ポ ス ト ド ク タ ー 」 は 研 究 者 に 含 ま れ ま す 。 な お 、 博 士 課 程 の 学 生 、 1 年 未 満 の 期 限 付 き で 雇 用 さ れ て い る 者 、 非 常 勤 の 者 、 臨 時 ・
日 雇 い の 者 は 本 調 査 で は 研 究 者 に は 含 ま れ ま せ ん 。
• ポ ス ト ド ク タ ー
ポ ス ト ド ク タ ー と は 、 博 士 号 取 得 者 で あ り 、 採 用 の 直 前 に お い て 定 職 を 持 た ず 、 か つ 助 成 や 奨 学 金 の 受 領 の 有 無 に 関 係 な く 、 大 学 、 国 立 試 験 研 究
機 関 等 で 研 究 を 行 な っ て い る 者 を 言 い ま す 。 ポ ス ト ド ク タ ー の 略 称 を 「 ポ ス ド ク 」 と し ま す 。
• 若 手 研 究 者
研 究 者 の う ち 、 3 7 才 以 下 の 者 を い い ま す 。
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• 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者
本 調 査 で は 、 研 究 者 の う ち 、 3 8 才 以 上 の 者 を 「 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者 」 と 呼 ぶ こ と に し ま す 。
• 海 外 人 材
研 究 者 の う ち 、 日 本 以 外 の 国 籍 を 持 つ 者 を 言 い ま す 。
3 . 研 究 支 援 者
研 究 支 援 者 と は 、 以 下 の い ず れ か に 該 当 す る 者 を 指 し ま す 。
• 研 究 者 、 博 士 課 程 学 生 以 外 で あ っ て 、 研 究 者 を 補 佐 し 、 そ の 指 導 に 従 っ て 研 究 に 従 事 す る 者 で 、 将 来 研 究 者 に な る 可 能 性 の あ る 者
• 研 究 者 、 研 究 補 助 者 以 外 の 者 で あ っ て 、 研 究 者 、 研 究 補 助 者 の 指 導 、 監 督 の 下 に 研 究 に 付 随 す る 技 術 的 サ ー ビ ス を 主 と し て 行 う 者
4 . 事 務 支 援 者
事 務 支 援 者 と は 、 以 下 の い ず れ か に 該 当 す る 者 を 指 し ま す 。
• 上 記 の 研 究 者 、 研 究 支 援 者 以 外 の 者 で 、 主 に 研 究 に 関 す る 庶 務 、 会 計 、 雑 務 、 調 整 業 務 等 に 従 事 す る 者
• 図 書 館 等 の 共 用 施 設 に お い て 、 研 究 分 野 に よ ら な い 一 般 的 な サ ー ビ ス を 提 供 す る 者
• 建 物 等 共 用 設 備 の 保 守 管 理 に あ た る 者
5 . 流 動 性
他 の 機 関 と の 間 の 研 究 人 材 の 転 入 や 転 出 を 研 究 人 材 の 流 動 と い い 、 流 動 の 起 こ り や す さ を 流 動 性 と い い ま す 。 こ こ で 「 他 の 機 関 」 と は 異 な る 大 学 、 公
的 機 関 、 民 間 企 業 を 指 し 、 機 関 内 で の 人 事 異 動 は 流 動 に は 含 め ま せ ん 。
6 . 公 募
人 材 を 募 集 し て い る 事 実 お よ び 応 募 の 条 件 を 組 織 の 内 外 に 告 知 し て 、 人 材 を 募 る こ と を 「 公 募 」 と い い ま す 。 告 知 は 広 域 出 版 物 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 等 、
機 関 の 外 部 に あ っ て 、 国 内 で あ れ ば 地 理 的 条 件 に よ ら ず 募 集 情 報 を 取 得 す る こ と が で き る こ と が 条 件 で す 。 組 織 内 の み の 掲 示 は 公 募 に 含 ま な い こ と と し
ま す 。
7 . 任 期 付 き 任 用
1 年 を 超 え た 任 期 を 定 め 、 研 究 の 場 と な る 機 関 が 雇 用 す る こ と を 「 任 期 付 き 任 用 」 と い い ま す 。 な お 、 支 援 制 度 の 適 用 を 受 け て い る ポ ス ト ド ク タ ー は
任 期 付 き 任 用 の 研 究 者 に 含 み ま せ ん 。
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8 . キ ャ リ ア パ ス
キ ャ リ ア と は そ の 人 の 経 歴 や 職 歴 を 指 し 、 キ ャ リ ア パ ス と は そ の 人 が 生 涯 で た ど る 経 歴 や 職 歴 の 全 体 を い い ま す 。 「 研 究 者 の 多 様 な キ ャ リ ア パ ス 」 と
は 、 専 門 的 な 知 識 や 技 術 ・ 能 力 を 身 に つ け た 研 究 者 が 、 能 力 や 適 性 に 応 じ た 研 究 以 外 の 分 野 を 含 む 様 々 な 職 業 を 選 択 し 、 経 験 を 積 む 過 程 を い い ま す 。
御 回 答 者 の 情 報
恐 れ 入 り ま す が 、 御 回 答 者 に つ い て 以 下 に ご 記 入 く だ さ い 。 連 絡 先 は 御 都 合 の よ ろ し い も の を ひ と つ ご 記 入 願 い ま す 。
（ フ リ ガ ナ ）
会 社 名
部 署 名
御 連 絡 先
（ 電 話 ま た は 電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）
御 回 答 者 の 氏 名
回 答 い た だ い た 個 人 デ ー タ は 秘 密 を 厳 守 し 、 本 調 査 以 外 へ の 転 用 ・ 流 用 は も ち ろ ん 、 外 部 に 公 表 さ れ る こ と は 一 切 あ り ま せ ん 。 回 答 者 個 人 と 関 連 付 け た 分
析 に 用 い ら れ る こ と も あ り ま せ ん 。
そ れ で は 、 次 ペ ー ジ 以 降 の 質 問 に お 答 え く だ さ い 。
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第 1 部 研 究 人 材 の 確 保 と 流 動 性
科 学 技 術 基 本 計 画 で は 研 究 人 材 の 流 動 性 ※ 1 の 重 要 性 が 指 摘 さ れ 、 そ の 実 現 の た め に 公 的 部 門 で は 任 期 付 き 任 用 制 等 の 施 策 が 実 施 さ れ て い ま す 。 こ こ で は 、
御 社 の 研 究 開 発 部 門 に お け る 研 究 者 の 流 動 性 の 現 状 と 課 題 な ど に つ い て お 伺 い し ま す 。
企 業 の 外 部 よ り 特 定 の 研 究 テ ー マ を 有 す る 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者 ※ 2 を 中 途 採 用 す る 場 合 を 想 定 し て お 答 え く だ さ い 。
そ れ で は 、 以 下 の 各 問 に 対 し て 、 最 も よ く 当 て は ま る も の ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え く だ さ い 。
例 設 問 の 例
回 答 例 私 が 責 任 者 を 務 め る 組 織 ・ 部 局 の 研 究 者 は 、 す べ て 第 一 級 の 人 材 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
番 号 設 問
1 - 1 当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 研 究 人 材 の 流 動 性 は 望 ま し い 水 準 か ら 見 る と 、 （ 　 　 　 　 　 　 ） 。
か な り 不 足 し て
い る
不 足 し て い る ち ょ う ど 良 い 過 剰 で あ る
か な り 過 剰 で あ
る
1 - 2 当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 3 年 前 に く ら べ て 人 材 の 流 動 性 が 向 上 し て い る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 3
当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 こ の ３ 年 の 間 に 大 学 、 独 立 行 政 法 人 研 究 所 の よ う な 公 的 部 門 か ら 研 究 者 を 採
用 し た こ と が あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 4
当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 機 会 が あ れ ば 、 大 学 、 独 立 行 政 法 人 研 究 所 の よ う な 公 的 部 門 か ら 研 究 者 を 採
用 し て み た い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 5 当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 人 材 の 流 動 性 向 上 は 研 究 開 発 の 活 性 化 の 面 で メ リ ッ ト が あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 6
採 用 活 動 に 利 用 す る た め の 、 大 学 や 独 立 行 政 法 人 研 究 所 の よ う な 公 的 部 門 の 研 究 者 の 人 材 情 報 は 、 十 分
公 開 さ れ て い る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 7 研 究 人 材 を 確 保 す る 際 、 研 究 チ ー ム （ 研 究 室 ） 単 位 で 確 保 す る 必 要 性 を 感 じ る こ と が あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 8
当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 研 究 者 を 中 途 採 用 す る 際 は 、 公 募 と 同 時 に 個 人 的 な 紹 介 に よ っ て 人 材 の 情 報
を 入 手 す る こ と が 多 い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 9 研 究 者 を 中 途 採 用 す る 際 は 、 公 募 よ り も 公 募 を 経 な い 個 人 的 な 紹 介 の 方 が 人 物 が よ く わ か る の で 良 い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
選 択 肢 の 例
選 択 肢
※ 1 ) 他 の 機 関 と の 間 の 研 究 人 材 の 転 入 や 転 出 を 研 究 人 材 の 流 動 と い い 、 流 動 の 起 こ り や す さ を 流 動 性 と い い ま す 。 た だ し 機 関 内 で の 人 事 異 動 は 流 動 に は 含 め
ま せ ん 。
※ 2 ) 「 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者 」 : 本 調 査 で は 、 研 究 者 の う ち 、 3 8 才 以 上 の 者 を 「 中 堅 ・ シ ニ ア 研 究 者 」 と 呼 ぶ こ と と し ま す 。
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( つ づ き )
設 問
1 - 1 0 当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 中 途 採 用 の 研 究 者 は す べ て 公 募 を 経 て 採 用 し て い る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 1 1 公 募 に は そ の 時 最 も 適 し た 人 材 の も と へ 募 集 情 報 が 届 く と は 限 ら な い と い う 欠 点 が あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 1 2 数 年 の 任 期 を 定 め て 研 究 者 を 雇 用 す る 仕 組 み （ 任 期 付 き 任 用 ） が あ れ ば 利 用 し た い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 1 3
当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 研 究 者 は 長 期 の 研 究 計 画 を も と に 活 動 し て い る の で 、 任 期 付 き 任 用 制 度 は 馴
染 ま な い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 1 4 当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 海 外 人 材 を 雇 用 し て い る 。
は い い い え
1 - 1 5 海 外 か ら の 研 究 人 材 は 組 織 を 活 性 化 さ せ 、 研 究 開 発 の 効 率 を 上 昇 さ せ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
1 - 1 6
優 秀 な 留 学 生 や 海 外 か ら の ポ ス ト ド ク タ ー を 日 本 の 研 究 人 材 と し て 定 着 さ せ る た め の 方 策 を 講 じ る べ き
で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
選 択 肢
5
以 下 の 問 に つ い て 、 あ て は ま る も の 全 て に ○ を つ け て く だ さ い 。 選 択 肢 に な い 場 合 は 「 そ の 他 」 の 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
番 号 設 問
1 - 1 7
優 れ た 人 材 を 獲
得 で き る
新 し い 研 究 領 域
を 開 拓 で き る
新 し い 文 化 を 取
り 入 れ ら れ る
人 材 の や る 気 を
引 き 出 せ る
不 適 合 者 の 転 出
を 促 せ る
( )
1 - 1 8
優 れ た 人 材 が 流
出 し て し ま う
ノ ウ ハ ウ の 蓄 積
が 困 難 に な る
知 識 や 技 術 が 流
出 し て し ま う
長 期 の 研 究 計 画
が 立 て に く く な
る
研 究 者 と の 意 思
の 疎 通 が 円 滑 に
な り に く い
( )
1 - 1 9
年 功 序 列 的 な 賃
金 体 系
退 職 金 の 目 減 り
年 金 や 保 険 の 可
搬 性 の 低 さ
昇 進 が 内 部 の 者
に 有 利 な こ と
特 に 不 利 に 働 く
要 素 は な い
( )
1 - 2 0
研 究 開 発 の た め
の 労 働 力 の 獲 得
研 究 チ ー ム の
リ ー ダ シ ッ プ の
獲 得
研 究 開 発 部 門 の
マ ネ ー ジ メ ン ト
機 能 の 獲 得
新 規 研 究 テ ー マ
開 拓
研 究 成 果 の 商 品
化 、 サ ー ビ ス 化
の 促 進
( )
1 - 2 1
ま っ た く 検 討 し
な い
検 討 す る こ と も
あ る
少 し は 検 討 す る 検 討 す る
主 要 な 採 用 元 と
し て 検 討 す る
1 - 2 2
研 究 者 ポ ス ト の
不 足
金 銭 面 の 待 遇 へ
の 不 満
住 居 等 、 生 活 コ
ス ト の 高 さ
研 究 環 境 が 世 界
と 比 較 し て 充 実
し て い な い こ と
特 に 阻 害 し て い
る 要 因 は な い
( )
1 - 2 3
年 金 や 保 健 の 可
搬 性 の 低 さ
金 銭 面 の 待 遇 へ
の 不 満
住 居 等 、 生 活 コ
ス ト の 高 さ
研 究 環 境 が 世 界
と 比 較 し て 充 実
し て い な い こ と
特 に 阻 害 し て い
る 要 因 は な い
( )
御 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 科 学 技 術 系 人 材 を 中 途 採 用 し よ う と す る と き に 、
採 用 元 と し て 大 学 や 公 的 研 究 所 を 検 討 し ま す か 。
現 在 の 日 本 で 、 中 堅 ・ シ ニ ア の 海 外 人 材 の 日 本 へ の 定 着 を 阻 害 し て い る 要 因
に は 何 が あ る と 思 い ま す か 。
研 究 者 の 流 動 性 が 向 上 す る と 、 あ な た の 所 属 す る 機 関 に と っ て ど の よ う な メ
リ ッ ト が あ り ま す か 。
研 究 者 の 流 動 性 が 向 上 す る と 、 あ な た の 所 属 す る 機 関 に と っ て ど の よ う な デ
メ リ ッ ト が あ り ま す か 。
現 在 の 日 本 の 制 度 ま た は 慣 習 で 、 研 究 人 材 が 異 動 し よ う と す る と き に 不 利 に
働 く も の は な ん で す か 。
現 在 の 日 本 で 、 若 手 の 海 外 人 材 ※ 3 の 日 本 へ の 定 着 を 阻 害 し て い る 要 因 に は
何 が あ る と 思 い ま す か 。
御 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 科 学 技 術 系 人 材 を 中 途 採 用 す る 主 要 な 目 的 は な ん
で す か 。
選 択 肢 そ の 他
※ 3 ) 「 海 外 人 材 」 : 研 究 者 の う ち 、 日 本 以 外 の 国 籍 を 持 つ 者 を 言 い ま す 。
6
1 – 2 4 研 究 活 動 を 活 性 化 す る た め に は 、 研 究 人 材 の 流 動 化 が 必 要 で あ る と さ れ ま す が 、 現 在 の 日 本 に お け る 研 究 者 の 流 動 性 は 欧 米 諸 国 に 比 較 す る と 極 端 に 低
い と 言 わ れ て い ま す 。 日 本 で 研 究 者 の 流 動 化 を 阻 害 し て い る 要 因 は 何 で あ る と お 考 え に な り ま す か 。 ま た 、 流 動 化 を 促 進 す る た め に は 、 ど の よ う な 方 策 が 有
効 で あ る と お 考 え に な り ま す か 。 阻 害 要 因 、 方 策 の そ れ ぞ れ に つ い て 、 あ て は ま る も の 全 て に ○ を つ け て く だ さ い 。 ま た 、 選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 は 、
( ) 内 に ご 記 入 願 い ま す 。
1 日 本 で は 機 関 を 異 動 す る 者 に 不 利 に な る こ と が 多 い 。 そ の 他
2 日 本 で は 研 究 は 組 織 、 チ ー ム と し て 行 わ れ る の で 、 個 人 の 異 動 が 歓 迎 さ れ な い 。
3 日 本 で は 組 織 に 特 有 の 文 化 や 慣 習 が あ る の で 、 個 人 が 異 動 し て も 馴 染 む こ と が 難 し い 。
4 日 本 で は 研 究 者 の 客 観 的 な 評 価 が 行 わ れ な い の で 、 異 動 し よ う と し て も 過 小 評 価 さ れ て し ま う 。
5 日 本 で は 年 功 序 列 賃 金 体 系 が 残 っ て い る た め 、 異 動 し よ う と い う イ ン セ ン テ ィ ブ が は た ら か な い 。
1 保 険 や 年 金 を 個 人 に 帰 属 さ せ 、 異 動 に よ っ て 不 利 益 を 被 ら な い よ う に す べ き で あ る 。 そ の 他
2 異 動 に よ っ て 退 職 金 が 目 減 り し な い よ う に す べ き で あ る 。
3 研 究 者 を 客 観 的 に 評 価 す る よ う な 基 準 を 設 け る べ き で あ る 。
4 研 究 者 は 成 果 に よ っ て の み 処 遇 し 、 年 功 序 列 型 賃 金 体 系 を 廃 止 す べ き で あ る 。
5 社 会 制 度 と し て 異 動 す る 者 に 利 益 を 与 え る べ き で あ る 。
阻 害 要 因
方 策 ・ 提 言
( )
( )
7
第 2 部 若 手 研 究 者 の 養 成 と 自 立
科 学 技 術 基 本 計 画 で は 、 若 手 研 究 者 の 養 成 と 自 立 の 重 要 性 が 指 摘 さ れ て い ま す 。 こ れ を 受 け 、 ポ ス ド ド ク タ ー 等 支 援 制 度 、 若 手 研 究 者 を 対 象 と し た 競 争 的
資 金 制 度 等 が 実 施 さ れ て い ま す 。 こ こ で は 、 博 士 課 程 の 学 生 お よ び ポ ス ト ド ク タ ー に 対 す る 支 援 の あ り 方 、 研 究 者 の 自 立 の あ り 方 お よ び 御 社 の 研 究 開 発 部 門
に お け る こ れ ら の 人 材 の 採 用 へ の お 考 え に つ い て お 伺 い し ま す 。
そ れ で は 、 以 下 の 各 問 に 対 し て 、 最 も よ く 当 て は ま る も の ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え く だ さ い 。
番 号 設 問
2 - 1 当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 研 究 人 材 と し て 博 士 課 程 修 了 者 を 必 要 と し て い る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
2 - 2 当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 研 究 人 材 と し て ポ ス ト ド ク タ ー を 必 要 と し て い る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
2 - 3
当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 博 士 課 程 修 了 者 を 新 規 卒 業 者 と し て 採 用 す る 際 は 、 修 士 課 程 修 了 者 よ り も 良
い 条 件 で 採 用 す る 。
は い い い え
2 - 4 必 要 な 期 間 の み の 雇 用 が 可 能 な ら ば 、 博 士 課 程 修 了 者 や ポ ス ト ド ク タ ー の 専 門 性 を も っ と 活 用 し た い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
2 - 5
研 究 者 は （ 　 　 　 　 　 　 ） 歳 く ら い ま で に 自 分 で 研 究 テ ー マ を 設 定 し 遂 行 で き る よ う 研 究 面 の 自 立 を す
べ き で あ る 。
3 0 3 5 4 0 4 5
年 齢 と は 関 係 な
い
2 - 6 一 般 に 若 手 研 究 者 が 研 究 面 で 自 立 す る た め に は 、 多 様 な 研 究 組 織 で 経 験 を 積 む こ と が 重 要 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
選 択 肢
2 – 7 日 本 で は 博 士 課 程 修 了 者 や ポ ス ト ド ク タ ー の 期 間 を 終 え た 若 手 研 究 者 の 進 路 は 大 学 や 公 的 研 究 機 関 に 偏 り が ち で 、 修 士 課 程 修 了 者 の 進 路 に 比 較 し て 特
に 民 間 企 業 へ の 就 職 が 少 な い と い う こ と が 指 摘 さ れ て い ま す 。 民 間 企 業 の 研 究 マ ネ ー ジ ャ ー と し て の お 立 場 か ら 、 博 士 課 程 修 了 者 や ポ ス ト ド ク タ ー 期 間 終 了
者 を 研 究 人 材 と し て 採 用 す る 場 合 、 ど の よ う な 点 が 障 害 と な っ て い ま す か 。 ま た 、 そ れ を 改 善 す る た め に は ど の よ う な 方 策 が 講 じ ら れ る と よ い と 思 い ま す か 。


















8
第 3 部 研 究 人 材 の 多 様 な キ ャ リ ア パ ス
科 学 技 術 基 本 計 画 で は 、 研 究 者 の 流 動 性 を 高 め 、 研 究 開 発 活 動 を 活 性 化 さ せ る た め に 、 研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス の 多 様 化 が 必 要 で あ る と し て い ま す 。 ま た 、 研
究 人 材 は ラ イ フ サ イ ク ル を 通 じ 、 研 究 以 外 の 分 野 を 含 む 幅 広 い 選 択 肢 の 中 か ら キ ャ リ ア パ ス を 選 択 し 得 る こ と が 望 ま し い と 考 え ま す 。
そ れ で は 、 以 下 の 各 問 に 対 し て 、 最 も よ く 当 て は ま る も の ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え く だ さ い 。
番 号 設 問
3 - 1 当 社 の 研 究 者 に は 、 多 様 な キ ャ リ ア パ ス の 選 択 肢 は 不 要 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
3 - 2
当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 大 学 や 公 的 研 究 機 関 に お い て も 活 躍 で き る 中 堅 ・ シ ニ ア の 研 究 人 材 を 擁 し て
い る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
3 - 3 当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 大 学 や 公 的 研 究 機 関 へ 中 堅 ・ シ ニ ア の 研 究 人 材 を 提 供 し た い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
選 択 肢
以 下 の 問 に つ い て 、 あ て は ま る も の 全 て に ○ を つ け て く だ さ い 。 選 択 肢 に な い 場 合 は 「 そ の 他 」 の 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
番 号 設 問
3 - 4
企 画 能 力 幅 広 い 視 野
コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン 能 力
専 門 的 知 識 研 究 能 力
( )
3 - 5
研 究 職 と し て 組
織 内 の 配 置 転 換
非 研 究 職 と し て
組 織 内 の 配 置 転
換
組 織 外 へ の 出 向
次 の 就 職 先 の 斡
旋
組 織 と し て の 取
り 組 み は し て い
な い
( )
3 - 6
研 究 職 と し て 組
織 内 の 配 置 転 換
非 研 究 職 と し て
組 織 内 の 配 置 転
換
組 織 外 へ の 出 向
次 の 就 職 先 の 斡
旋
組 織 と し て の 取
り 組 み は し て い
な い
( )
3 - 7
マ ネ ジ メ ン ト ・
管 理 職
営 業 職 知 的 財 産 管 理 研 究 支 援 職
転 換 の 事 例 は な
い
( )
御 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 に す る た め に 、 中
堅 ・ シ ニ ア 研 究 者 に 対 し て 組 織 と し て ど の よ う な 取 り 組 み を 行 っ て い ま す
か 。
御 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 大 学 院 を 卒 業 し た 博 士 号 取 得 者 を 採 用 す る と す れ
ば 、 特 に ど の よ う な 資 質 を 重 視 し ま す か 。
御 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 研 究 者 が 転 換 す る 研 究 職 以 外 の 職 種 と し て ど の よ
う な 事 例 が あ り ま す か 。
御 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 に す る た め に 、 若 手
研 究 者 に 対 し て 組 織 と し て ど の よ う な 取 り 組 み を 行 っ て い ま す か 。
選 択 肢 そ の 他
9
以 下 の 各 問 に 対 し て 、 「 思 う / 思 わ な い 」 、 「 あ る / な い 」 の い ず れ か に ○ を つ け た 後 、 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
番 号 設 問
3 - 8 思 う 思 わ な い 　
( )
3 - 9 あ る な い
( )
3 - 1 0 あ る な い
( )
3 - 1 1 あ る な い
( )
3 - 1 2 あ る な い
( )
研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 な も の に す る た め に 、 大 学 や 公 的 研 究 機 関 に 期 待 す る 点 は あ り ま す か 。
「 あ る 」 と お 答 え の か た は そ の 内 容 を 、 「 な い 」 と お 答 え の 方 は そ の 理 由 を お 書 き く だ さ い 。
選 択 肢 ・ 記 述
研 究 者 が 生 涯 に わ た っ て 活 躍 で き る よ う に す る た め に 、 研 究 職 以 外 を 含 め た 多 様 な キ ャ リ ア パ ス を 選 択 で
き る よ う に す る の が 良 い と 思 い ま す か 。 ま た 、 そ う お 答 え に な る 理 由 を お 書 き く だ さ い 。
研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 な も の に す る た め に 、 組 織 と し て 取 り 組 む べ き 点 は あ る と 思 い ま す か 。
「 あ る 」 と お 答 え の か た は そ の 内 容 を お 書 き く だ さ い 。
研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 な も の に す る た め に 、 研 究 者 自 身 の 資 質 ・ 能 力 と し て 充 実 す べ き 点 は あ
る と 思 い ま す か 。 「 あ る 」 と お 答 え の か た は そ の 内 容 を お 書 き く だ さ い 。
研 究 者 の キ ャ リ ア パ ス を 多 様 な も の に す る た め に 、 環 境 や 制 度 と し て 充 実 す べ き 点 は あ る と 思 い ま す
か 。 「 あ る 」 と お 答 え の か た は そ の 内 容 を お 書 き く だ さ い 。
3 – 1 3 研 究 者 の 生 涯 を 通 じ て の キ ャ リ ア パ ス を 考 え た と き に 、 求 め ら れ る 能 力 や 知 識 に 転 換 が 求 め ら れ る の は ど の よ う な 時 期 で 、 そ の 際 、 ど の よ う な 困 難 が
あ り ま す で し ょ う か 。 で き れ ば 御 自 身 の 経 験 を も と に お 書 き く だ さ い 。


















1 0
第 4 部 研 究 開 発 マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
今 後 、 研 究 開 発 に は 、 よ り 一 層 の 効 率 化 、 成 果 の 迅 速 な 還 元 、 研 究 テ ー マ の 素 早 い 展 開 が 求 め ら れ る と 予 想 さ れ ま す 。 科 学 技 術 基 本 計 画 で は 、 優 れ た 成 果
を 生 み 出 す 研 究 開 発 シ ス テ ム を 実 現 す る た め に 、 組 織 の 長 の 強 い リ ー ダ シ ッ プ に よ る 柔 軟 か つ 機 動 的 な 組 織 運 営 が 必 要 で あ る と し て い ま す 。
そ れ で は 、 以 下 の 各 問 に 対 し て 、 最 も よ く 当 て は ま る も の ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え く だ さ い 。
番 号 設 問
4 - 1
研 究 組 織 を 活 性 化 し 、 研 究 効 率 を 高 め る た め に は 一 般 に 、 研 究 組 織 の 長 の イ ニ シ ア テ ィ ブ に よ る マ ネ ジ
メ ン ト が 必 要 不 可 欠 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 2 当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 組 織 の 長 の イ ニ シ ア テ ィ ブ に よ る マ ネ ジ メ ン ト を 実 践 し て い る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 3
当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 組 織 の 長 に は 機 動 的 な 組 織 運 営 を 実 現 す る た め の 人 事 お よ び 財 政 の 権 限 が あ
る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 4
研 究 者 は 研 究 に 専 念 し 、 研 究 組 織 の マ ネ ジ メ ン ト は 研 究 者 以 外 の 経 営 の 経 験 を 持 つ マ ネ ジ メ ン ト 専 任 者
が 担 当 す べ き で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 5 当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 研 究 者 の 採 用 の 際 の 評 価 に 研 究 者 以 外 の 意 見 を 参 考 に し て い る 。
は い い い え
4 - 6
研 究 者 の 評 価 を 行 う 上 で は 、 全 員 を 同 じ よ う な 労 力 で 評 価 す る よ り は む し ろ 、 特 に 優 れ た 業 績 を 上 げ て
い る 研 究 者 と 特 に 業 績 の 上 が っ て い な い 研 究 者 を 見 極 め 、 そ の 研 究 者 を 適 切 に 評 価 ・ 処 遇 す る こ と が 重
要 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 7
非 常 に 高 い 評 価 を 受 け た 研 究 者 に 対 し て 際 立 っ た 処 遇 を し た い が 、 既 存 の 人 事 制 度 の 制 約 が あ り 、 そ れ
が で き て い な い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 8
非 常 に 低 い 評 価 を 受 け た 研 究 者 に 対 し て 職 種 の 転 換 や 転 出 の 斡 旋 を し た い が 、 既 存 の 人 事 制 度 の 制 約 が
あ り 、 そ れ が で き て い な い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 9 発 明 に よ る 利 益 に 応 じ た 報 償 を 研 究 者 に 与 え る こ と は 、 イ ン セ ン テ ィ ブ の 向 上 に つ な が る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 1 0
当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 発 明 が 経 営 に 多 大 な 利 益 を も た ら し た 場 合 に 、 研 究 者 に そ の 利 益 に 応 じ た 特
別 の 報 償 を 与 え る こ と が あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
4 - 1 1
当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 特 許 が 経 営 に 利 益 を 及 ぼ す か 及 ぼ さ な い か に 関 わ ら ず 、 研 究 者 に 与 え る 報 償
は 一 定 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
選 択 肢
1 1
以 下 の 問 に つ い て 、 あ て は ま る も の 全 て に ○ を つ け て く だ さ い 。 選 択 肢 に な い 場 合 は 「 そ の 他 」 の 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
な お 、 4 – 1 2 , 4 – 1 3 に つ い て は 最 大 2 つ ま で ○ を つ け て く だ さ い 。
番 号 設 問
4 - 1 2
研 究 部 門 、 研 究
領 域 の 長
研 究 チ ー ム の 長 研 究 室 長
企 画 ま た は 人 事
部 門 の 長
機 関 の 長 以 外 に
は 該 当 無 し
( )
4 - 1 3
研 究 部 門 、 研 究
領 域 の 長
研 究 チ ー ム の 長 研 究 室 長
企 画 ま た は 人 事
部 門 の 長
機 関 の 長 以 外 に
は 該 当 無 し
( )
4 - 1 4
発 表 論 文 の 数 論 文 の 引 用 度 数 特 許 出 願 数
製 品 ま た は サ ー
ビ ス の 売 上 高
定 量 指 標 は 用 い
て い な い
( )
4 - 1 5
給 与 賞 与 等 一 時 金
機 材 、 ス ペ ー ス
等 の 研 究 環 境
研 究 資 金
反 映 さ れ て い な
い
( )
4 - 1 6
給 与 賞 与 等 一 時 金
機 材 、 ス ペ ー ス
等 の 研 究 環 境
研 究 資 金
反 映 さ れ て い な
い
( )
御 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 研 究 者 個 人 の 評 価 結 果 は 個 人 の 処 遇 と し て ど の よ
う に 反 映 さ れ て い ま す か 。
御 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 研 究 部 門 あ る い は 研 究 チ ー ム の 評 価 結 果 は 個 人 の
処 遇 と し て ど の よ う に 反 映 さ れ て い ま す か 。
研 究 者 の 採 用 に あ た り 、 採 用 す る 学 問 分 野 を 決 定 す る 際 に 、 機 関 の 長 以 外 で
実 質 的 に イ ニ シ ア テ ィ ブ を と る の は ど な た で す か ( も っ と も 当 て は ま る も の
２ つ ま で ） 。
研 究 者 の 採 用 に あ た り 、 採 用 す る 研 究 者 の 絞 り 込 み に 、 機 関 の 長 以 外 で 実 質
的 に イ ニ シ ア テ ィ ブ を と る の は ど な た で す か ( も っ と も 当 て は ま る も の ２ つ
ま で ） 。
御 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 研 究 者 の 評 価 に 際 し て 、 次 の 定 量 的 指 標 の う ち ど
れ を 用 い て い ま す か 。
選 択 肢 そ の 他
1 2
以 下 の 各 問 に 対 し て 、 選 択 肢 の い ず れ か に ○ を つ け た 後 、 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
番 号 設 問
4 - 1 7 は い い い え
「 い い え 」 と お 答 え の 方 、 そ の 理 由 を お 書 き く だ さ い 。
( )
4 - 1 8 は い い い え
「 は い 」 と お 答 え の 方 、 そ の 基 準 は つ ぎ の ど の 観 点 に つ い て の も の で す か 。 あ て は ま る も の 全 て に
○ を つ け て く だ さ い 。 ま た 、 基 準 の 具 体 的 内 容 に つ い て （ 　 　 　 　 　 　 ） に お 書 き く だ さ い 。
学 術 的 新 規
性
知 的 財 産 価
値
新 聞 、 テ レ ビ
等 の 広 報 効 果
具 体 的 方 法 ：
( )
4 - 1 9 は い い い え
( )
4 - 2 0 あ る な い
( )
御 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 基 礎 研 究 の 成 果 を 評 価 す る た め の 基 準 を お 持 ち で す か 。
利 益 等 、 主 に
経 済 的 価 値
選 択 肢 ・ 記 述
御 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 こ こ ３ 年 の 間 に 機 関 の 長 ま た は 部 門 の 長 の マ ネ ジ メ ン ト を 充 実 さ せ る た め の 新
た な 取 り 組 み を 行 い ま し た か 。 「 は い 」 と お 答 え の 方 は 、 そ の 内 容 を お 答 え く だ さ い 。
民 間 企 業 の 研 究 者 は 、 そ の 研 究 者 の 個 々 の 発 明 に つ い て 、 そ れ が 経 営 に も た ら し た 利 益 に 応 じ て
報 酬 を 受 け る べ き で あ る 。
新 事 業 へ の 展
開 可 能 性
御 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 機 関 の 長 あ る い は 部 門 の 長 が 柔 軟 か つ 機 動 的 な マ ネ ジ メ ン ト を 行 な お う と す る
際 に 障 害 は あ り ま す か 。 「 あ る 」 と お 答 え の 方 は そ の 内 容 を お 答 え く だ さ い 。
4 – 2 1 研 究 開 発 マ ネ ジ メ ン ト の 充 実 に 関 し て 、 あ な た が お 感 じ に な る 課 題 お よ び そ れ を 解 決 す る た め の 方 策 ・ 提 言 に つ い て 、 個 人 と し て の お 立 場 で 結 構 で す
の で お 書 き 下 さ い 。
課 題 方 策 ・ 提 言
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第 5 部 研 究 支 援 ・ 事 務 支 援 の 充 実
研 究 開 発 の 高 度 化 、 複 雑 化 に と も な い 、 こ れ を 技 術 的 に 支 え る 研 究 支 援 者 の 重 要 性 が 高 ま っ て い ま す 。 ま た 国 際 的 な 共 同 研 究 の 増 加 、 研 究 成 果 の 活 用 へ の
要 請 等 に よ り 、 事 務 支 援 部 門 へ の ニ ー ズ も 高 度 に な っ て い ま す 。 科 学 技 術 基 本 計 画 に お い て は 、 研 究 支 援 者 の 数 を 欧 米 並 み と す る こ と を 目 標 と し 、 こ れ を 受 け
た 施 策 が 講 じ ら れ ま し た が 、 必 ず し も 期 待 通 り に 支 援 者 を 確 保 で き て い な い の が 現 状 で す 。
こ こ で は 、 研 究 支 援 者 お よ び 事 務 支 援 者 の 確 保 の 現 状 、 支 援 業 務 の 担 い 手 の あ り 方 、 課 題 に つ い て お 伺 い し ま す 。
そ れ で は 、 以 下 の 各 問 に 対 し て 、 最 も よ く 当 て は ま る も の ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え く だ さ い 。
番 号 設 問
5 - 1 研 究 支 援 者 は 、 必 要 な 時 に 必 要 な だ け 研 究 支 援 業 務 を 外 部 に 委 託 す れ ば よ い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
5 - 2 研 究 支 援 業 務 は 研 究 支 援 者 を 雇 わ な く て も 若 手 研 究 者 が 行 な え ば よ い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
5 - 3 事 務 支 援 者 ※ 4  は 、 必 要 な 時 に 必 要 な だ け 事 務 支 援 業 務 を 外 部 に 委 託 す れ ば よ い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
5 - 4 当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 事 務 支 援 部 門 は 研 究 現 場 の ニ ー ズ に 適 切 に 対 応 す る こ と が で き る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
5 - 5 事 務 部 門 の 人 事 異 動 の 間 隔 が 短 く 、 ノ ウ ハ ウ を 蓄 積 し 継 承 す る こ と が で き て い な い 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
5 - 6 当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 事 務 支 援 の ス ペ シ ャ リ ス ト の 養 成 が 急 務 で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
5 - 7
当 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 研 究 者 と 事 務 支 援 者 の 連 携 は 十 分 に 機 能 し て い る 。
ま っ た く そ の と
お り
ほ ぼ そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
選 択 肢
※ 4 「 事 務 支 援 者 」 : 次 の い ず れ か に 該 当 す る 者 を 指 し ま す 。・ 研 究 者 、 研 究 支 援 者 以 外 の 者 で 、 主 に 研 究 に 関 す る 庶 務 、 会 計 、 雑 務 、 調 整 業 務 等 に 従 事 す る 者 、・ 図 書 館 等
の 共 用 施 設 に お い て 、 研 究 分 野 に よ ら な い 一 般 的 な サ ー ビ ス を 提 供 す る 者 、・ 建 物 等 共 用 設 備 の 保 守 管 理 に あ た る 者
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以 下 の 問 に つ い て 、 あ て は ま る も の 全 て に ○ を つ け て く だ さ い 。 選 択 肢 に な い 場 合 は 「 そ の 他 」 の 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
番 号 設 問
5 - 8
担 当 者 の 人 事 異
動 間 隔 が 短 す ぎ
る
窓 口 が 多 数 に 別
れ て い る
担 当 者 間 の 連 携
が 悪 い
手 続 き 処 理 が 遅
い
特 に 無 い
( )
選 択 肢 そ の 他
大 学 や 公 的 研 究 機 関 の 事 務 サ ー ビ ス に つ い て 、 改 善 し て ほ し い 点 は な ん で す
か 。
以 下 の 問 に 対 し て 、 「 は い / い い え 」 の い ず れ か に ○ を つ け た 後 、 括 弧 に 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
番 号 設 問
5 - 9 は い い い え
( )
5 - 1 0 あ る な い
「 あ る 」 と お 答 え の 方 、 そ の 機 関 の 名 称 と 、 そ の サ ー ビ ス の 優 れ て い る 点 を お 書 き く だ さ い 。
( )
あ な た は 大 学 や 公 的 研 究 機 関 の 事 務 サ ー ビ ス に 接 し て 、 特 に 優 れ て い る と 感 じ た こ と は あ り ま す か 。
御 社 の 研 究 開 発 部 門 で は 、 事 務 支 援 機 能 を 強 化 す る 必 要 を 感 じ ま す か 。 「 は い 」 と お 答 え の 方 は 、 そ れ が
ど の よ う な 機 能 か を お 書 き く だ さ い 。
選 択 肢 ・ 記 述
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御 回 答 者 に つ い て
御 回 答 者 自 身 に つ い て お 伺 い し ま す 。 以 下 の 各 問 の 選 択 肢 の ど れ か ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え く だ さ い 。
番 号 項 目
備 考
A - 1 年 齢 （ 才 ） 3 1 ～ 4 0 4 1 ～ 5 0 5 1 ～ 6 0 6 1 ～ 7 0 7 1 ～
A - 2 研 究 歴 （ 年 ） 1 ～ 5 6 ～ 1 0 1 0 ～ 1 5 1 6 ～ 2 0 2 1 ～ 2 5
2 6 ～ 3 0 3 1 ～ 3 5 3 6 ～ 4 0 4 0 ～ な し
A - 3 大 学 で の 研 究 歴 な し 1 年 未 満 1 年 以 上 5 年 未 満 5 年 以 上 1 0 年 未 満 1 0 年 以 上
A - 4 公 的 研 究 機 関 で の 研 究 歴 な し 1 年 未 満 1 年 以 上 5 年 未 満 5 年 以 上 1 0 年 未 満 1 0 年 以 上
A - 5 民 間 で の 研 究 歴 な し 1 年 未 満 1 年 以 上 5 年 未 満 5 年 以 上 1 0 年 未 満 1 0 年 以 上
A - 6 海 外 で の 研 究 歴 な し 1 年 未 満 1 年 以 上 3 年 未 満 3 年 以 上 5 年 未 満 5 年 以 上
A - 7 ポ ス ト ド ク タ ー の 経 験 な し 1 年 未 満 1 年 以 上 3 年 未 満 3 年 以 上 5 年 未 満 5 年 以 上
A - 8 御 自 身 が こ れ ま で 経 験 し た 機 関 数 1 機 関 2 機 関 3 機 関 4 機 関 5 機 関 以 上
研 究 歴 に お け る 機 関 数 を お 答 え く だ さ い 。 民 間 企
業 の 場 合 は １ 企 業 を １ 機 関 と 数 え て 下 さ い 。
A - 9 御 自 身 の 専 攻 分 野 数 学 物 理 学 化 学 生 物 学 天 文 学
地 球 科 学 人 類 学 応 用 物 理 学 土 木 工 学 建 築 学
農 学 水 産 学 農 芸 化 学 林 学 畜 産 ・ 獣 医 学
農 業 工 学 生 理 学 内 科 学 薬 学 病 理 学
外 科 学 歯 科 学 そ の 他 医 学 看 護 学 体 育 学
応 用 化 学 プ ロ セ ス 工 学 材 料 工 学 生 体 医 工 学 環 境 科 学
機 械 工 学 航 空 宇 宙 工 学 電 気 ・ 電 子 工 学 情 報 科 学 統 計 学
エ ネ ル ギ ー 工 学 シ ス テ ム 工 学 計 測 ・ 制 御 工 学 経 営 工 学 経 済 学
法 学 文 学 教 育 学
選 択 肢
そ の 他 （ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
経 験 し た 延 べ 年 数 を お 答 え く だ さ い 。
修 士 お よ び 博 士 課 程 は 研 究 歴 に 含 み ま せ ん 。
も っ と も あ て は ま る も の を ひ と つ だ け 選 ん で
○ を つ け て く だ さ い 。 ど う し て も あ て は ま る
も の が な い 場 合 は そ の 他 の カ ッ コ に 御 記 入 く
だ さ い 。
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貴 機 関 と 研 究 者 数 等 に つ い て
御 回 答 者 の 所 属 す る 機 関 に つ い て お 尋 ね し ま す 。 以 下 に つ い て 、 ど れ か ひ と つ に ○ を つ け て お 答 え 下 さ い 。
番 号 項 目
鉱 業 建 設 業 水 産 ・ 農 林 業 化 学
石 油 ・ 石 炭 製 品 医 薬 品 食 料 品 機 械
精 密 機 器 電 気 機 器 輸 送 用 機 器 繊 維 製 品
鉄 鋼 非 鉄 金 属 金 属 製 品 パ ル プ ・ 紙
ゴ ム 製 品
ガ ラ ス ・ 土 石 製 品
そ の 他 製 品 電 気 ・ ガ ス 業
情 報 ・ 通 信 空 運 業 海 運 業 陸 運 業
サ ー ビ ス 業 そ の 他
北 海 道 東 北 関 東 中 部
近 畿 中 国 四 国 九 州 ・ 沖 縄
選 択 肢
B - 1
B - 2
業 種
機 関 の 所 在 地
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そ の 他 自 由 な 御 意 見
C – 1 研 究 人 材 を 養 成 す る お 立 場 か ら 、 人 材 の 養 成 に つ い て 特 に 留 意 し て い る 点 を お 書 き く だ さ い 。


















C – 2 科 学 技 術 基 本 計 画 で は 、 研 究 開 発 シ ス テ ム の 改 革 が う た わ れ て い ま す が 、 現 在 の 日 本 の 研 究 開 発 シ ス テ ム に 対 し て 、 あ な た が 特 に 課 題 で あ る と お 感 じ の
点 を お 書 き く だ さ い 。


















C – 3 次 期 科 学 技 術 基 本 計 画 へ の 御 意 見 、 御 提 言 が ご ざ い ま し た ら 記 述 を お 願 い い た し ま す 。


















御 回 答 は こ れ で 終 了 で す 。 お 忙 し い 中 お 手 数 を お か け し ま し た 。
本 回 答 を 返 信 用 封 筒 に 入 れ 、 ご 返 送 い た だ き ま す よ う 、 お 願 い い た し ま す 。
御 協 力 に 深 く 感 謝 い た し ま す 。
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Dこ れ か ら の 人 材 育 成 と 研 究 の 活 性 化 の た め の ア ン ケ ー ト 調 査
調 査 票
博 士 課 程 学 生 の 方
勝 手 な が ら 締 切 は 平 成 1 6 年 8 月 2 7 日 ( 金 ) 投 函 と さ せ て い た だ き ま す 。
間 に 合 う よ う に 投 函 を お 願 い い た し ま す 。
博 士 課 程 学 生 の 方
本 調 査 の 目 的
本 調 査 は 、 第 1 期 お よ び 第 2 期 科 学 技 術 基 本 計 画 の フ ォ ロ ー ア ッ プ と し て 、 文 部 科 学 省 科 学 技 術 政 策 研 究 所 が 科 学 技 術 振 興 調 整 費 を 受 け て 行
な う 調 査 の 一 環 と し て 実 施 し て い ま す 。
こ の 結 果 は 第 3 期 科 学 技 術 基 本 計 画 策 定 に 活 用 さ れ る 予 定 で す 。 特 に 公 的 機 関 、 国 立 大 学 に お い て は 法 人 化 と い う 大 き な 転 機 を 迎 え 、 研 究 環
境 が 変 わ り つ つ あ る 中 で 、 研 究 開 発 シ ス テ ム の 改 革 等 、 今 後 の 政 策 立 案 の た め に も 研 究 の 現 場 に い ら っ し ゃ る 方 々 の 現 状 把 握 が 不 可 欠 で あ る と
考 え て お り ま す の で 、 是 非 ご 協 力 を お 願 い い た し ま す 。
用 語
本 ア ン ケ ー ト に お け る 用 語 の 定 義 を し ま す 。 ご 回 答 に 際 し て は 、 以 下 の 定 義 を 念 頭 に お 答 え く だ さ い 。
1 . 研 究 者
研 究 者 と は 、 従 業 者 の う ち 研 究 業 務 に 従 事 す る 方 で 、 大 学 の 課 程 を 修 了 し た 者 、 ま た は こ れ と 同 等 以 上 の 専 門 的 知 識 を 有 し 、 特 定 の 研 究
テ ー マ を 持 っ て 研 究 を 行 な っ て い る 方 を い い ま す 。 事 業 所 等 に お い て 研 究 に 従 事 し て い る 研 究 者 も 含 め ま す 。
2 . ポ ス ト ド ク タ ー
ポ ス ト ド ク タ ー と は 、 博 士 号 を 有 し 研 究 機 関 等 に 正 規 の 職 員 と し て は 雇 用 さ れ て い な い が 、 日 本 学 術 振 興 会 等 の 公 的 機 関 、 大 学 、 研 究 機
関 等 か ら 助 成 金 や 給 与 等 の 支 給 を 受 け 、 研 究 機 関 等 で 研 究 を 行 な っ て い る 方 を い い ま す 。
な お 、 任 期 付 教 員 あ る い は 任 期 付 研 究 員 と し て 雇 用 さ れ 、 正 規 の ポ ス ト に 就 い て い る 方 は 本 調 査 で は 、「 任 期 付 研 究 員 」 と 呼 び 、「 ポ ス ト
ド ク タ ー 」 に は 含 み ま せ ん 。
3 . 公 的 研 究 機 関
公 的 研 究 機 関 と は 、 研 究 を 行 う 国 立 試 験 研 究 機 関 、 独 立 行 政 法 人 研 究 機 関 、 特 殊 法 人 研 究 機 関 、 公 設 試 験 研 究 機 関 、 公 益 法 人 を い い ま す 。
例 え ば 、 国 立 医 薬 品 食 品 衛 生 研 究 所 、 独 立 行 政 法 人 理 化 学 研 究 所 、 日 本 原 子 力 研 究 所 、 東 京 都 立 衛 生 研 究 所 、 電 力 中 央 研 究 所 な ど が こ れ
に あ た り ま す 。
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博 士 課 程 学 生 の 方
研 究 活 動 の 今 と 将 来 に つ い て の 質 問
以 下 の 問 い に お 答 え く だ さ い 。 各 問 に つ い て ど れ か 一 つ に ○ を つ け て く だ さ い 。 な お 、 問 い に 「 い く つ で も 」 と あ る 場 合 は 、 当 て は ま る も の す べ て に
○ を つ け て く だ さ い 。 選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 は 「 そ の 他 」 欄 に ご 記 入 く だ さ い 。
番 号
設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等
回 答
例
ま っ た く そ の と
お り
そ の と お り
ど ち ら と も い
え な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で な
い
番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等
A - 1
指 導 教 官 に 勧 め
ら れ た か ら
修 士 課 程 修 了
時 に 就 職 口 が
な か っ た か ら
研 究 を 続 け た
か っ た か ら
研 究 者 に な り た
か っ た か ら
な ん と な く
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 2
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 3
奨 学 金
ア ル バ イ ト の
報 酬
家 族 や 親 戚 か
ら の 援 助
銀 行 か ら の 借 り
入 れ
そ の 他
「 そ の 他 」 を 選 択 さ れ た 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く だ
さ い 。
A - 4
あ る な い
A - 5
「 あ る 」 と お 答 え の 方 に お 聞 き し ま す 。 労 働 の 対 価 と し て そ の 支
給 額 （ 時 間 単 価 ） の 水 準 は 適 当 だ と 思 い ま す か 。
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 6 あ な た の 収 入 は 生 活 費 や 学 費 を 賄 う の に 足 り て い ま す か 。
足 り て い る
ほ ぼ 足 り て い
る
や や 足 り な い 足 り な い
A - 7
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 8
大 学 公 的 研 究 機 関
民 間 の 企 業 ・
法 人
官 公 庁 自 営 業
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 9
国 内 海 外
ど ち ら で も よ
い
A - 1 0
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
あ な た は 博 士 課 程 修 了 直 後 に 国 内 、 海 外 の ど ち ら で 活 動 し た い と 思 い
ま す か 。
あ な た は 将 来 、 海 外 の 研 究 機 関 で 研 究 を し て み た い と 思 い ま す か 。
選 択 肢
私 が 研 究 で 最 も 重 視 す る 要 素 は ‥ ‥ で あ る 。
あ た な は 、 テ ィ ー チ ン グ ア シ ス タ ン ト （ T A ） ま た は リ サ ー チ ア シ ス タ
ン ト （ R A ） と し て 働 い た こ と が あ り ま す か 。
選 択 肢
あ な た が 博 士 課 程 に 進 ん だ 動 機 は 次 の ど れ で す か 。 最 も よ く あ て は ま
る も の を 最 大 ２ つ ま で 選 ん で く だ さ い 。
あ な た は 博 士 課 程 修 了 後 、 次 の ど の 組 織 で 勤 務 し た い と 思 い ま す か 。
第 １ 希 望 に ◎ 、 第 ２ 希 望 に ○ を つ け て く だ さ い 。
博 士 号 を も っ て い る こ と は 、 あ な た が 社 会 生 活 を 送 る 上 で 大 き な メ
リ ッ ト が あ る と 思 い ま す か 。
あ な た は 希 望 す る 職 が 見 つ か れ ば 、 博 士 課 程 を 中 断 し て 就 職 し た い と
思 い ま す か 。
あ な た は 生 活 費 や 学 費 を 賄 う た め の 収 入 を ど こ か ら 得 て い ま す か 。
（ い く つ で も ）
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博 士 課 程 学 生 の 方
番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等
選 択 肢
A - 1 1
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 1 2
単 な る 博 士 課 程
の 延 長
研 究 分 野 の 幅
を 広 げ る 期 間
自 立 の た め の
登 竜 門
就 職 ま で の 猶 予
期 間
特 に 意 義 は 見 出 せ
な い
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 1 3
は い い い え
A - 1 4
「 は い 」 と お 答 え の 方 、 ど の よ う な 業 務 に 従 事 し て も よ い と 思 い
ま す か 。 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
具 体 的 に 記 入 く だ さ い
A - 1 5
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 1 6
は い い い え
A - 1 7
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 1 8
あ る な い
A - 1 9
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 2 0
「 あ ま り そ う 思 わ な い 」 、 「 そ う 思 わ な い 」 と お 答 え の 方 、 そ の
理 由 と し て 最 も あ て は ま る も の を 一 つ お 答 え く だ さ い 。 選 択 肢 に
な い 場 合 は 「 そ の 他 」 欄 に 記 入 し て く だ さ い 。
研 究 テ ー マ の 選
択 の 自 由 が 小 さ
い か ら
研 究 以 外 の 業
務 が 多 く 、 研
究 に 専 念 で き
な い か ら
研 究 環 境 が 充
実 し て い な い
か ら
研 究 成 果 の 発 表
の 自 由 度 が 小 さ
い か ら
一 度 民 間 に 就 職 す
る と ア カ デ ミ ッ ク
ポ ス ト に 戻 れ な い
か ら
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 2 1
「 あ ま り そ う 思 わ な い 」 、 「 そ う 思 わ な い 」 と お 答 え の 方 、 ど の
よ う な 条 件 が 満 た さ れ れ ば 民 間 企 業 に 就 職 し て も よ い と 思 い ま す
か 。
具 体 的 に 記 入 く だ さ い
あ な た は 民 間 企 業 に 就 職 し た い と 思 い ま す か 。
ポ ス ト ド ク タ ー の 経 験 は 、 ど の よ う な 意 義 が あ る と 思 い ま す か 。
あ な た は イ ン タ ー ン シ ッ プ （ 注 1 ） を 経 験 し た こ と が あ り ま す か 。
あ な た は 、 大 学 ま た は 公 的 研 究 機 関 の 研 究 職 の 求 人 情 報 が 充 分 に 公 開
さ れ て い る と 思 い ま す か 。
あ な た は イ ン タ ー ン シ ッ プ を 経 験 し た い と 思 い ま す か 。
あ な た は 博 士 課 程 修 了 後 、 ポ ス ト ド ク タ ー と し て 研 究 を し た い と 思 い
ま す か 。
あ な た は 博 士 課 程 修 了 直 後 に 研 究 以 外 の 業 務 に 従 事 し て も よ い と 思 い
ま す か 。
あ な た は こ れ ま で に 、 何 ら か の 形 で 研 究 マ ネ ジ メ ン ト （ 注 2 ）  を 経 験
し た こ と が あ り ま す か 。
( 注 1 ) 学 生 が 在 学 中 に 自 ら の 専 攻 、 将 来 の キ ャ リ ア に 関 連 し た 就 業 体 験 を 行 う こ と
( 注 2 ) 研 究 の 目 標 を 設 定 し 、 学 部 学 生 や 修 士 課 程 の 学 生 か ら な る 研 究 チ ー ム を 率 い て 、 研 究 課 題 の 責 任 者 と し て 研 究 を 行 う こ と
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博 士 課 程 学 生 の 方
番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等
選 択 肢
A - 2 2
非 常 に 感 じ る や や 感 じ る
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り 感 じ な い ま っ た く 感 じ な い
A - 2 3
「 非 常 に 感 じ る 」 、 「 や や 感 じ る 」 と お 答 え の 方 、 ど の よ う な 不
安 を 感 じ ま す か 。 具 体 的 に 記 入 く だ さ い 。
具 体 的 に 記 入 く だ さ い
A - 2 4
同 じ 異 な る
A - 2 5
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 2 6
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 2 7
満 足 概 ね 満 足 や や 不 満 足 不 満 足
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 2 8
ス ペ ー ス や 機 材
な ど の 研 究 基 盤
が 不 十 分
支 援 者 、 補 助
者 な ど の 人 的
環 境 が 不 十 分
事 務 手 続 き が
煩 雑
研 究 資 金 が 不 十
分
研 究 以 外 の 業 務 が
多 す ぎ る
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 2 9
は い い い え
A - 3 0
「 い い え 」 と お 答 え の 方 、 現 在 の 研 究 テ ー マ を 選 ん だ 理 由 は 次 の
ど れ で す か 。
上 司 （ 指 導 教 官
等 ） の 指 示 が
あ っ た か ら
所 属 す る 組 織
の 方 針 だ か ら
競 争 的 資 金 が
得 や す い か ら
現 在 の テ ー マ の
研 究 者 と し て 配
属 さ れ た か ら
こ の 分 野 の 研 究 者
の 需 要 が 将 来 多 く
な り そ う だ か ら
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 3 1
よ く あ る と き ど き あ る ほ と ん ど な い な い
A - 3 2
よ く あ る と き ど き あ る ほ と ん ど な い な い
あ な た は 現 在 の 研 究 環 境 に 満 足 し て い ま す か 。
研 究 環 境 と し て ど の よ う な 点 が 不 満 で す か 。 （ い く つ で も ）
あ な た が 現 在 所 属 す る 大 学 と 学 部 を 卒 業 し た 大 学 は 同 じ で す か 。
あ な た が 今 実 施 し て い る 研 究 テ ー マ は 、 あ な た が 本 当 に や り た い 研 究
テ ー マ で す か 。
あ な た は 指 導 教 官 か ら 研 究 課 題 の 設 定 や 研 究 の 進 め 方 に つ い て 強 制 さ
れ て い る と 思 う こ と が あ り ま す か 。
あ な た は 指 導 教 官 に 労 働 力 と し て 使 わ れ て い る と 感 じ る こ と が あ り ま
す か 。
研 究 能 力 を 高 め る た め に は 、 長 期 に わ た り 一 つ の 研 究 機 関 で じ っ く り
と 研 究 を 続 け る こ と が 良 い と 思 い ま す か 。
研 究 能 力 を 高 め る た め に は 、 研 究 機 関 間 を 移 動 し て 経 験 を 積 む こ と が
良 い と 思 い ま す か 。
あ な た は 将 来 の キ ャ リ ア ・ パ ス に つ い て 不 安 を 感 じ ま す か 。
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博 士 課 程 学 生 の 方
番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等
選 択 肢
A - 3 3
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 3 4
よ く あ る と き ど き あ る ほ と ん ど な い な い
A - 3 5
研 究 課 題 お よ び
目 標 の 設 定
研 究 の 実 施 方
法 の 決 定
研 究 費 の 使 途
研 究 チ ー ム の 編
成
研 究 成 果 発 表 の 時
期 お よ び 方 法
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 3 6
社 会 的 必 要 性
社 会 的 波 及 効
果 の 大 き さ
独 創 性 や 革 新
性
研 究 の 実 施 可 能
性
個 人 的 興 味
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 3 7
あ る な い
A - 3 8
「 あ る 」 と お 答 え の 方 に お 聞 き し ま す 。 ど の よ う な 点 を 改 善 し て
ほ し い と 思 い ま す か 。 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
具 体 的 に 記 入 く だ さ い
A - 3 9
あ る な い
A - 4 0
「 あ る 」 と お 答 え の 方 に お 聞 き し ま す 。 ど の よ う な 点 を 改 善 し て
ほ し い と 思 い ま す か 。 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
具 体 的 に 記 入 く だ さ い
A - 4 1
十 分 に 養 わ れ る ほ ぼ 養 わ れ る
あ ま り 養 わ れ
な い
養 わ れ な い
A - 4 2
「 あ ま り 養 わ れ な い 」 、 「 養 わ れ な い 」 と お 答 え の 方 、 博 士 課 程
修 了 時 に ど の よ う な 能 力 あ る い は 経 験 が ま だ 不 足 し て い る と 思 い
ま す か 。 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
具 体 的 に 記 入 く だ さ い
博 士 課 程 の 研 究 指 導 に つ い て 、 改 善 し て 欲 し い 点 は あ り ま す か 。
博 士 課 程 を 修 了 し た 時 点 で 、 研 究 者 に な る た め の 基 礎 的 な 能 力 は あ な
た に は 十 分 に 養 わ れ る と 思 い ま す か 。
修 士 課 程 お よ び 博 士 課 程 で の 講 議 や 実 習 等 の 教 育 カ リ キ ュ ラ ム に つ い
て 、 改 善 し て 欲 し い 点 は あ り ま す か 。
研 究 の 遂 行 上 、 あ な た に 裁 量 が 認 め ら れ て い る の は 次 の う ち ど れ で す
か 。 あ て は ま る も の す べ て を お 答 え く だ さ い 。
あ な た は 研 究 課 題 を 設 定 す る 際 、 ど の 要 素 を 特 に 重 視 し ま す か 。 最 も
重 視 す る も の を ２ つ ま で 選 ん で く だ さ い 。
あ な た は 他 の 研 究 者 か ら 指 示 さ れ 、 研 究 支 援 的 な 作 業 を す る こ と が あ
り ま す か 。
あ な た は 研 究 者 と な る た め の 十 分 な 指 導 を 指 導 教 官 か ら 受 け て い る と
思 い ま す か 。
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研 究 環 境 に 関 す る 質 問
あ な た が 研 究 活 動 の 場 を 選 ぶ 際 、 以 下 の 各 条 件 は ど の 程 度 重 要 で す か 。 各 条 件 に つ き 「 重 要 度 」 を 一 つ ず つ 選 ん で ○ を つ け 、 さ ら に 国 内 の 大
学 、 公 的 研 究 機 関 等 、 民 間 企 業 の 中 で そ の 条 件 が 最 も 期 待 で き る と 思 う 場 所 に ○ 、 最 も 期 待 で き な い と 思 う 場 所 × を つ け て く だ さ い 。
番 号 条 件
回 答 例
研 究 所 周 辺 の 自 然 環 境 が よ い こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1
一 貫 し た 研 究 テ ー マ を 長 期 間 継 続 す る こ と が 可 能 で あ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 2
研 究 の 課 題 選 択 の 自 由 度 が 大 き い こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 3
研 究 の 実 施 方 法 の 自 由 度 が 大 き い こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 4
商 品 や 事 業 等 、 実 用 に つ な が る 成 果 が 出 し や す い こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 5
新 し い テ ー マ に 取 り 組 む こ と が で き る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 6
研 究 活 動 の た め の 時 間 が 十 分 に と れ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 7
優 れ た 研 究 者 や 学 生 が 所 属 し て い る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 8
研 究 環 境 が 資 金 面 、 設 備 面 で 充 実 し て い る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 9
研 究 支 援 体 制 が 充 実 し て い る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 0
研 究 者 の 評 価 が 公 平 で 透 明 性 が あ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 1
自 分 の 研 究 が 高 く 評 価 さ れ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 2
給 与 等 の 金 銭 面 の 処 遇 が 良 い こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 3
終 身 雇 用 で あ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 4
良 い 研 究 指 導 が 受 け ら れ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 5
そ の 他 重 要 な も の が あ り ま し た ら 、 記 入 く だ さ い 。
重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 6
大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
重 要 度
国 内 で 最 も 期 待 で き る 場 所 ○ ・ 期 待 で き な い 場 所 ×
様 々 な 条 件 を 総 合 し て 、 も し 次 に 従 事 す る 研 究 活 動 の 場 を 国 内 で 選 ぶ と し た ら 、 あ な た は ど こ を 希 望 し ま す か 。 ひ と つ
だ け 選 ん で く だ さ い 。
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そ の 他 自 由 な ご 意 見
E – 1 研 究 活 動 を す る 上 で 、 あ な た が 今 最 も 障 害 と 感 じ る こ と は 何 で し ょ う か 。


















E – 2 将 来 の キ ャ リ ア ・ パ ス を 考 え た と き 、 あ な た が 国 の 政 策 に 最 も 期 待 す る こ と は 何 で し ょ う か 。


















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回 答 者 自 身 に つ い て
あ な た 自 身 に つ い て 、 以 下 の 各 項 目 に お 答 え く だ さ い 。 な お 、 F – 5 に つ い て は お 手 数 で す が 、 9 ペ ー ジ の コ ー ド 表 を 参 照 し て 、 コ ー ド 番 号 で
お 答 え 下 さ い 。
番 号
項 目
F - 1 年 齢 （ 才 ） （ 　 　 　 　 　 　 　 ） 才
F - 2 最 終 学 歴 ４ 年 制 大 学 学 部 卒 業 修 士 課 程 修 了 博 士 課 程 修 了 そ の 他 （ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
F - 3 博 士 号 取 得 の 有 無
あ り な し
F - 4 現 在 の 所 属 機 関 の 種 別 国 立 大 学 法 人 公 立 大 学 私 立 大 学 大 学 共 同 利 用 機 関 独 立 行 政 法 人
省 庁 直 轄 研 究 機 関
民 間 企 業 そ の 他 （ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
F - 5 現 在 の 専 門 分 野 （ コ ー ド 番 号 ）
分 野 コ ー ド （ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
F - 6 経 済 的 な 支 援 制 度 の 適 用 を 受 け て い る う け て い な い
（ 支 援 制 度 を う け て い る 方 の み お 答 え く だ さ い 。 ）
F - 7 支 援 制 度 に よ る 支 給 額 （ 税 込 み ）
（ 支 援 制 度 を う け て い る 方 の み お 答 え く だ さ い 。 ）
該 当 す る 制 度 の 番 号 全 て に ○ を つ け て く だ さ い 。
F - 8
適 用 さ れ て い る 支 援 制 度
1 .  日 本 学 術 振 興 会 特 別 研 究 員 （ Ｄ Ｃ ）
2 .  理 化 学 研 究 所 ジ ュ ニ ア ・ リ サ ー チ ・ ア ソ シ エ イ ト 制 度
3 .  日 本 原 子 力 研 究 所 特 別 研 究 生
4 .  日 本 学 生 支 援 機 構 第 1 種 奨 学 金 （ 無 利 子 ）
5 .  日 本 学 生 支 援 機 構 第 2 種 奨 学 金 （ き ぼ う 2 1 プ ラ ン ）
9 9 .  そ の 他
実 施 主 体 名 制 度 名
月 額 　 5 万 円 未 満 月 額 5 万 円 以 上 1 0 万 円 未 満 月 額 1 0 万 円 以 上 1 5 万 円 未 満 月 額 1 5 万 円 以 上 2 0 万 円 未 満 月 額 2 0 万 円 以 上
※ 添 付 の コ ー ド 表 よ り 、 も っ と も あ て は ま る も の を 選 ん で そ の 番 号 を 記 入 し て く だ さ い 。
選 択 肢
質 問 は こ れ で 終 了 で す 。 お 忙 し い 中 あ り が と う ご ざ い ま し た 。
本 回 答 を 返 信 用 封 筒 に 入 れ 、 ご 返 送 い た だ き ま す よ う 、 お 願 い い た し ま す 。
ご 協 力 に 深 く 感 謝 い た し ま す 。
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コ ー ド 表
分 野 コ ー ド
大 分 類
専 門 分 野
分 野 コ ー ド 大 分 類
専 門 分 野
分 野 コ ー ド 大 分 類
専 門 分 野
分 野 コ ー ド
理 学 数 学 1 0 1
農 学 農 学 3 0 1 複 合 領 域 科 学 技 術 史 （ 含 科 学 社 会 学 ・ 科 学 技 術 基 礎 論 ） 5 0 1
地 球 科 学 1 0 2
水 産 学 3 0 2 体 育 学 5 0 2
人 類 学 （ 含 生 理 人 類 学 ） 1 0 3
畜 産 学 ・ 獣 医 学 3 0 3 プ ラ ズ マ 理 工 学 5 0 3
天 文 学 1 0 4
農 芸 化 学 3 0 4 地 理 学 5 0 4
化 学 1 0 5
農 業 経 済 学 3 0 5 エ ネ ル ギ ー 学 5 0 5
物 理 学
1 0 6
境 界 農 学 3 0 6 家 政 学 5 0 6
生 物 学 1 0 7
林 学 3 0 7 環 境 科 学 5 0 7
そ の 他 理 学 系 1 9 9
農 業 工 学 3 0 8 文 化 財 科 学 5 0 8
工 学 応 用 物 理 学 2 0 1 そ の 他 農 学 系 3 9 9
生 物 化 学 5 0 9
土 木 工 学 2 0 2 医 学 生 理 4 0 1 科 学 教 育 ・ 教 科 教 育 学 5 1 0
プ ロ セ ス 工 学 2 0 3 内 科 4 0 2 基 礎 生 物 科 学 5 1 1
機 械 工 学 2 0 4 薬 学 4 0 3 統 計 科 学 5 1 2
建 築 学 2 0 5 病 理 4 0 4 神 経 科 学 （ 含 脳 科 学 ） 5 1 3
工 業 化 学 2 0 6 外 科 4 0 5 情 報 科 学 5 1 4
電 気 電 子 工 学 2 0 7 医 学 一 般 4 0 6 実 験 動 物 学 5 1 5
材 料 工 学 2 0 8 社 会 医 学 4 0 7 社 会 シ ス テ ム 工 学 5 1 6
総 合 工 学 2 0 9 歯 科 4 0 8 医 用 生 体 工 学 ・ 生 体 材 料 科 学 5 1 7
そ の 他 工 学 系 2 9 9
看 護 学 4 0 9 自 然 災 害 科 学 5 1 8
そ の 他 医 学 系 4 9 9 そ の 他 複 合 領 域 系 5 9 9
そ の 他 文 学 系 9 0 1
法 学 系 9 0 2
経 済 学 系 9 0 3
そ の 他 の 領 域 9 9 9
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Eこ れ か ら の 人 材 育 成 と 研 究 の 活 性 化 の た め の ア ン ケ ー ト 調 査
調 査 票
ポ ス ト ド ク タ ー の 方
勝 手 な が ら 締 切 は 平 成 1 6 年 8 月 2 7 日 ( 金 ) 投 函 と さ せ て い た だ き ま す 。
間 に 合 う よ う に 投 函 を お 願 い い た し ま す 。
本 調 査 の 目 的
本 調 査 は 、 第 1 期 お よ び 第 2 期 科 学 技 術 基 本 計 画 の フ ォ ロ ー ア ッ プ と し て 、 文 部 科 学 省 科 学 技 術 政 策 研 究 所 が 科 学 技 術 振 興 調 整 費 を 受 け て 行
な う 調 査 の 一 環 と し て 実 施 し て い ま す 。
こ の 結 果 は 第 3 期 科 学 技 術 基 本 計 画 策 定 に 活 用 さ れ る 予 定 で す 。 特 に 公 的 機 関 、 国 立 大 学 に お い て は 法 人 化 と い う 大 き な 転 機 を 迎 え 、 研 究 環
境 が 変 わ り つ つ あ る 中 で 、 研 究 開 発 シ ス テ ム の 改 革 等 、 今 後 の 政 策 立 案 の た め に も 研 究 の 現 場 に い ら っ し ゃ る 方 々 の 現 状 把 握 が 不 可 欠 で あ る と
考 え て お り ま す の で 、 是 非 ご 協 力 を お 願 い い た し ま す 。
用 語
本 ア ン ケ ー ト に お け る 用 語 の 定 義 を し ま す 。 ご 回 答 に 際 し て は 、 以 下 の 定 義 を 念 頭 に お 答 え く だ さ い 。
1 . 研 究 者
研 究 者 と は 、 従 業 者 の う ち 研 究 業 務 に 従 事 す る 方 で 、 大 学 の 課 程 を 修 了 し た 者 、 ま た は こ れ と 同 等 以 上 の 専 門 的 知 識 を 有 し 、 特 定 の 研 究
テ ー マ を 持 っ て 研 究 を 行 な っ て い る 方 を い い ま す 。 事 業 所 等 に お い て 研 究 に 従 事 し て い る 研 究 者 も 含 め ま す 。
2 . 任 期 付 任 用
1 年 を 超 え た 任 期 を 定 め 、 研 究 の 場 と な る 機 関 が 雇 用 す る こ と を 「 任 期 付 任 用 」 と い い 、 任 期 付 任 用 が 適 用 さ れ て い る 研 究 者 を 本 調 査 で
は 「 任 期 付 研 究 員 」 と い い ま す 。 な お 、 支 援 制 度 の 適 用 を 受 け て い る 「 ポ ス ト ド ク タ ー 」 ( 下 記 ) は 任 期 付 研 究 員 に 含 み ま せ ん 。
3 . ポ ス ト ド ク タ ー
ポ ス ト ド ク タ ー と は 、 博 士 号 を 有 し 研 究 機 関 等 に 正 規 の 職 員 と し て は 雇 用 さ れ て い な い が 、 日 本 学 術 振 興 会 等 の 公 的 機 関 、 大 学 、 研 究 機
関 等 か ら 助 成 金 や 給 与 等 の 支 給 を 受 け 、 研 究 機 関 等 で 研 究 を 行 な っ て い る 方 を い い ま す 。
な お 、 任 期 付 教 員 あ る い は 任 期 付 研 究 員 と し て 雇 用 さ れ 、 正 規 の ポ ス ト に 就 い て い る 方 は 本 調 査 で は 、「 任 期 付 研 究 員 」 と 呼 び 、「 ポ ス ト
ド ク タ ー 」 に は 含 み ま せ ん 。
4 . 研 究 支 援 者
研 究 支 援 者 と は 、 研 究 者 以 外 の 方 で あ っ て 、 研 究 機 関 等 に 正 規 の 職 員 と し て 雇 用 あ る い は 他 の 機 関 よ り 派 遣 さ れ 、 研 究 に 付 随 す る 技 術 的
サ ー ビ ス を 主 と し て 行 う 方 を い い ま す 。 例 え ば 技 官 、 テ ク ニ シ ャ ン 、 専 門 技 術 職 員 な ど の 方 が こ れ に あ た り ま す 。
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5 . 公 的 研 究 機 関
公 的 研 究 機 関 と は 、 研 究 を 行 う 国 立 試 験 研 究 機 関 、 独 立 行 政 法 人 研 究 機 関 、 特 殊 法 人 研 究 機 関 、 公 設 試 験 研 究 機 関 、 公 益 法 人 を い い ま す 。
例 え ば 、 国 立 医 薬 品 食 品 衛 生 研 究 所 、 独 立 行 政 法 人 理 化 学 研 究 所 、 日 本 原 子 力 研 究 所 、 東 京 都 立 衛 生 研 究 所 、 電 力 中 央 研 究 所 な ど が こ れ
に あ た り ま す 。
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研 究 活 動 の 今 と 将 来 に つ い て の 質 問
以 下 の 問 い に つ い て 、 回 答 例 に な ら っ て ど れ か 一 つ に ○ を つ け て く だ さ い 。 な お 、 問 い に 「 い く つ で も 」 と あ る 場 合 は 、 当 て は ま る も の す べ て に
○ を つ け て く だ さ い 。 選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 は 「 そ の 他 」 欄 に ご 記 入 く だ さ い 。
番 号
設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等
回 答
例
ま っ た く そ の と
お り
そ の と お り
ど ち ら と も い
え な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で な
い
番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等
A - 1
指 導 教 官 に 勧 め
ら れ た か ら
修 士 課 程 修 了
時 に 就 職 口 が
な か っ た か ら
研 究 を 続 け た
か っ た か ら
研 究 者 に な り た
か っ た か ら
な ん と な く
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 2
単 な る 博 士 課 程
の 延 長
研 究 分 野 の 幅
を 広 げ る 期 間
自 立 の た め の
登 竜 門
就 職 ま で の 猶 予
期 間
特 に 意 義 は 見 出 せ
な い
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 3
1 回 2 回 3 回 4 回 5 回 以 上
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 4
年
A - 5
1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 以 上
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 6
移 動 し な か っ た
大 学 内 で 移 動
し た
大 学 （ 研 究 機
関 ） を 移 動 し
た
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 7
大 き く 変 え た や や 変 え た
ほ と ん ど 変 え
て い な い
全 く 変 え て い な
い
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 8
は い い い え
A - 9
（ 「 い い え 」 と お 答 え の 方 ） 現 在 の 研 究 テ ー マ を 選 ん だ 理 由 は 次
の ど れ で す か 。 （ い く つ で も ）
上 司 （ 指 導 教 官
等 ） の 指 示 が
あ っ た か ら
所 属 す る 組 織
の 方 針 だ か ら
競 争 的 資 金 が
得 や す い か ら
現 在 の テ ー マ の
研 究 者 と し て 採
用 さ れ た か ら
こ の 分 野 の 研 究 者
の 需 要 が 将 来 多 く
な り そ う だ か ら
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
あ な た は 、 博 士 課 程 修 了 後 、 ポ ス ト ド ク タ ー と な る 際 に 所 属 す る 研 究
室 を 移 動 し ま し た か 。
あ な た は 、 博 士 課 程 修 了 後 、 ポ ス ト ド ク タ ー と な る 際 に 研 究 分 野 や 研
究 テ ー マ を 変 え ま し た か 。
あ な た は こ れ ま で 延 べ 何 回 ポ ス ト ド ク タ ー 支 援 制 度 （ 注 1 ） の 適 用 を
受 け ま し た か 。 現 在 を １ 回 と し て 含 め た 回 数 を お 答 え く だ さ い 。
あ な た は こ れ ま で 延 べ 何 年 ポ ス ト ド ク タ ー と し て 研 究 し ま し た か 。 四
捨 五 入 し た 年 数 で お 答 え く だ さ い 。
ポ ス ト ド ク タ ー の 期 間 は １ 期 あ た り 何 年 程 度 が 適 当 だ と 思 い ま す か 。
選 択 肢
あ な た が ポ ス ト ド ク タ ー に 進 ん だ 動 機 は 次 の ど れ で す か 。 最 も よ く あ
て は ま る も の 一 つ を 選 ん で く だ さ い 。
あ な た が 今 実 施 し て い る 研 究 テ ー マ は 、 あ な た が 本 当 に や り た い 研 究
テ ー マ で す か 。
ポ ス ト ド ク タ ー の 経 験 は 、 ど の よ う な 意 義 が あ る と 思 い ま す か 。
選 択 肢
私 が 研 究 で 最 も 重 視 す る 要 素 は ‥ ‥ で あ る 。
( 注 1 ) ポ ス ト ド ク タ ー の 研 究 活 動 を 支 援 す る た め に 、 日 本 学 術 振 興 会 等 の 公 的 機 関 、 大 学 、 研 究 機 関 等 が 行 う 経 済 的 な 支 援 制 度 ( 国 に よ る 制 度 例 に つ い て は 1 4 ペ ー ジ を 参 照 )
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番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等
選 択 肢
A - 1 0
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 1 1
社 会 的 必 要 性
社 会 的 波 及 効
果 の 大 き さ
独 創 性 や 革 新
性
研 究 の 実 施 可 能
性
個 人 的 興 味
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 1 2
よ く あ る と き ど き あ る ほ と ん ど な い な い
A - 1 3
よ く あ る と き ど き あ る ほ と ん ど な い な い
A - 1 4
よ く あ る と き ど き あ る ほ と ん ど な い な い
A - 1 5
よ く あ る と き ど き あ る ほ と ん ど な い な い
A - 1 6
研 究 課 題 お よ び
目 標 の 設 定
研 究 の 実 施 方
法 の 決 定
研 究 費 の 使 途
研 究 チ ー ム の 編
成
研 究 成 果 発 表 の 時
期 お よ び 方 法
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 1 7
満 足 概 ね 満 足 や や 不 満 足 不 満 足
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 1 8
ス ペ ー ス や 機 材
な ど の 研 究 基 盤
が 不 十 分
支 援 者 、 補 助
者 な ど の 人 的
環 境 が 不 十 分
事 務 手 続 き が
煩 雑
研 究 資 金 が 不 十
分
研 究 以 外 の 業 務 が
多 す ぎ る
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 1 9
奨 学 金
ア ル バ イ ト の
報 酬
家 族 や 親 戚 か
ら の 援 助
銀 行 か ら の 借 り
入 れ
そ の 他
「 そ の 他 」 を 選 択 さ れ た 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く だ
さ い 。
A - 2 0 あ な た の 収 入 は 生 活 費 や 学 費 を 賄 う の に 足 り て い ま す か 。
足 り て い る
ほ ぼ 足 り て い
る
や や 足 り な い 足 り な い
A - 2 1
国 内 海 外
ど ち ら で も よ
い
A - 2 2
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
研 究 の 遂 行 上 、 あ な た に 裁 量 が 認 め ら れ て い る の は 次 の う ち ど れ で す
か 。 あ て は ま る も の す べ て を お 答 え く だ さ い 。
あ な た は 現 在 の 研 究 環 境 に 満 足 し て い ま す か 。
研 究 環 境 と し て ど の よ う な 点 が 不 満 で す か 。 （ い く つ で も ）
あ な た は 研 究 課 題 を 設 定 す る 際 、 ど の 要 素 を 特 に 重 視 し ま す か 。 最 も
重 視 す る も の を ２ つ ま で 選 ん で く だ さ い 。
あ な た は ポ ス ト ド ク タ ー 期 間 終 了 後 、 国 内 、 海 外 の ど ち ら で 活 動 し た
い と 思 い ま す か 。
あ な た は 希 望 す る 職 が 見 つ か れ ば 、 ポ ス ト ド ク タ ー を 中 断 し て 就 職 し
た い と 思 い ま す か 。
あ な た は 生 活 費 や 学 費 を 賄 う た め の 収 入 を ど こ か ら 得 て い ま す か 。
（ い く つ で も ）
博 士 号 を も っ て い る こ と は 、 あ な た が 社 会 生 活 を 送 る 上 で 大 き な メ
リ ッ ト が あ る と 思 い ま す か 。
あ な た は 研 究 者 と な る た め の 十 分 な 指 導 を 指 導 教 官 （ 上 司 ） か ら 受 け
て い る と 思 い ま す か 。
あ な た は 他 の 研 究 者 か ら 指 示 さ れ 、 研 究 支 援 的 な 作 業 を す る こ と が あ
り ま す か 。
あ な た は 指 導 教 官 （ 上 司 ） か ら 研 究 課 題 の 設 定 や 研 究 の 進 め 方 に つ い
て 強 制 さ れ て い る と 思 う こ と が あ り ま す か 。
あ な た は 指 導 教 官 （ 上 司 ） に 労 働 力 と し て 使 わ れ て い る と 感 じ る こ と
が あ り ま す か 。
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番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等
選 択 肢
A - 2 3
研 究 業 務
研 究 以 外 の 業
務
A - 2 4
「 研 究 業 務 」 と お 答 え の 方 、 ど の よ う な 立 場 で 従 事 す る こ と を 希
望 し ま す か 。
ポ ス ト ド ク タ ー
と し て
任 期 付 き の 職
員 ま た は 教 員
と し て
終 身 雇 用 型 の
職 員 ま た は 教
員 と し て
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 2 5
「 研 究 業 務 」 と お 答 え の 方 、 実 際 に は ど の よ う な 立 場 で 従 事 す る
見 込 み で す か 。
ポ ス ト ド ク タ ー
と し て
任 期 付 き の 職
員 ま た は 教 員
と し て
終 身 雇 用 型 の
職 員 ま た は 教
員 と し て
A - 2 6
「 研 究 以 外 の 業 務 」 と お 答 え の 方 、 ど の よ う な 業 務 に 従 事 し た い
と 思 い ま す か 。 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
A - 2 7
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 2 8
極 め て 難 し い 難 し い
あ ま り 難 し く
な い
難 し く な い
A - 2 9
大 幅 に 増 え る の
が よ い
増 え る の が よ
い
現 状 程 度 で よ
い
減 る の が よ い
大 幅 に 減 る の が よ
い
そ う お 考 え に な る 理 由 を お 書 き く だ さ い 。
A - 3 0 そ の 理 由 を お 書 き く だ さ い 。
A - 3 1
あ る な い
A - 3 2
（ 「 あ る 」 と お 答 え の 方 ） 公 募 さ れ て い る こ と を 初 め て 知 っ た の
は 次 の ど こ で で す か 。
募 集 機 関 の ホ ー
ム ペ ー ジ や 掲 示
板 で
J S T 等 の 情 報
機 関 の ホ ー ム
ペ ー ジ で
学 会 誌 で
新 聞 や 雑 誌 の 求
人 広 告 で
恩 師 、 上 司 、 知 人
等 の 紹 介 で
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 3 3
（ 大 学 ま た は 公 的 研 究 機 関 に 所 属 の 方 ） 「 あ る 」 と お 答 え の 方 、
あ な た は 現 在 の 職 を 得 る 際 に 公 募 を 経 て 採 用 さ れ ま し た か 。
は い い い え
ポ ス ト ド ク タ ー の 数 は 今 後 ど う あ る べ き だ と 思 い ま す か 。
あ な た は ポ ス ト ド ク タ ー 期 間 終 了 直 後 に 研 究 、 研 究 以 外 の ど ち ら の 業
務 に 従 事 し た い と 思 い ま す か 。
あ な た は 将 来 、 海 外 の 研 究 機 関 で 研 究 を し て み た い と 思 い ま す か 。
あ な た は 、 ポ ス ト ド ク タ ー 期 間 終 了 後 に 次 の ポ ス ト を 獲 得 す る こ と の
難 易 に つ い て 、 ど の よ う な 見 通 し を 持 っ て い ま す か 。
あ な た は 大 学 ま た は 公 的 研 究 機 関 の 研 究 職 の 公 募 に 応 募 し た こ と が あ
り ま す か 。
具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
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番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等
選 択 肢
A - 3 4
あ る な い
A - 3 5
（ 「 あ る 」 と お 答 え の 方 ） 公 募 に は な い 、 紹 介 の 良 さ は ど の よ う
な こ と で す か 。 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
A - 3 6
よ く あ る と き ど き あ る ほ と ん ど な い な い
A - 3 7
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 3 8
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 3 9 あ な た は 、 研 究 職 の 求 人 情 報 を チ ェ ッ ク し ま す か 。
ほ ぼ 毎 日 す る
2 ～ 3 日 に １ 回
は す る
1 週 間 に 1 度 は
す る
1 ヶ 月 に 1 度 は す
る
ほ ど ん ど し な い
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 4 0
「 ほ ぼ 毎 日 す る 」 ～ 「 と き ど き す る 」 と お 答 え の 方 、 あ な た が
も っ と も よ く チ ェ ッ ク す る 求 人 情 報 の 情 報 源 は な ん で す か 。
科 学 技 術 振 興 機
構 の J R E C - I N
研 究 機 関 の
ホ ー ム ペ ー ジ
官 公 庁 の ホ ー
ム ペ ー ジ
人 材 情 報 を 扱 う
民 間 の ホ ー ム
ペ ー ジ
新 聞 や 雑 誌 の 求 人
広 告
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 4 1
は い い い え
A - 4 2
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 4 3
あ る な い
A - 4 4
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 4 5
「 あ ま り そ う 思 わ な い 」 、 「 そ う 思 わ な い 」 と お 答 え の 方 、 そ の
理 由 と し て 最 も あ て は ま る も の を 一 つ お 答 え く だ さ い 。 選 択 肢 に
な い 場 合 は 「 そ の 他 」 欄 に 記 入 し て く だ さ い 。
研 究 テ ー マ の 選
択 の 自 由 が 小 さ
い か ら
研 究 以 外 の 業
務 が 多 く 、 研
究 に 専 念 で き
な い か ら
研 究 環 境 が 充
実 し て い な い
か ら
研 究 成 果 の 発 表
の 自 由 度 が 小 さ
い か ら
一 度 民 間 に 就 職 す
る と ア カ デ ミ ッ ク
ポ ス ト に 戻 れ な い
か ら
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
あ な た は 、 大 学 ま た は 公 的 研 究 機 関 の 研 究 者 は す べ て 公 募 を 経 て 採 用
さ れ る べ き で あ る と 思 い ま す か 。
あ な た は 民 間 企 業 に 就 職 し た い と 思 い ま す か 。
あ な た は イ ン タ ー ン シ ッ プ を 経 験 し た い と 思 い ま す か 。
具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
あ な た は 、 大 学 ま た は 公 的 研 究 機 関 の 研 究 職 の 求 人 情 報 が 充 分 に 公 開
さ れ て い る と 思 い ま す か 。
あ な た は イ ン タ ー ン シ ッ プ （ 注 2 ） を 経 験 し た こ と が あ り ま す か 。
研 究 者 の 公 募 が 形 式 的 で あ る （ 公 募 さ れ た 時 点 で 実 際 に は 大 方 採 用 さ
れ る 人 が 決 ま っ て い る ） と 感 じ る こ と は あ り ま す か 。
あ な た は こ れ ま で に 、 研 究 マ ネ ジ メ ン ト （ 注 3 ）  を し た こ と が あ り ま
す か 。
公 募 で は な く 、 恩 師 や 知 人 の 紹 介 で 職 を 求 め た こ と が あ り ま す か 。
( 注 2 ) 学 生 が 在 学 中 に 自 ら の 専 攻 、 将 来 の キ ャ リ ア に 関 連 し た 就 業 体 験 を 行 う こ と
( 注 3 ) 複 数 の 研 究 者 か ら な る 研 究 チ ー ム を 構 成 し 、 研 究 の 目 標 を 設 定 し 、 研 究 計 画 を 策 定 し 、 研 究 実 施 の 責 任 者 と し て 研 究 チ ー ム を 率 い る こ と
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番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等
選 択 肢
A - 4 6
（ つ づ き ） 「 あ ま り そ う 思 わ な い 」 、 「 そ う 思 わ な い 」 と お 答 え
の 方 、 ど の よ う な 条 件 が 満 た さ れ れ ば 民 間 企 業 に 就 職 し て も よ い
と 思 い ま す か 。
A - 4 7
非 常 に 感 じ る や や 感 じ る
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り 感 じ な い ま っ た く 感 じ な い
A - 4 8
「 非 常 に 感 じ る 」 、 「 や や 感 じ る 」 と お 答 え の 方 、 ど の よ う な 不
安 を 感 じ ま す か 。 具 体 的 に 記 入 く だ さ い 。
具 体 的 に 記 入 く だ さ い
A - 4 9
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 5 0
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 5 1
収 入 が 十 分 に 増
え る
機 材 、 ス ペ ー
ス 等 の 研 究 基
盤 が 向 上 す る
研 究 支 援 ・ 事
務 支 援 等 の 人
的 サ ポ ー ト が
向 上 す る
や り た い 研 究
テ ー マ に 取 り 組
め る
現 在 の 研 究 チ ー ム
の 単 位 で 移 動 で き
る
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 5 2
収 入 が 減 る
蓄 積 し た ノ ウ
ハ ウ が 役 に た
た な く な る
新 し い 研 究 環
境 を 立 ち 上 げ
る の に コ ス ト
と 労 力 が か か
る
こ れ ま で の 研 究
テ ー マ が 継 続 し
難 い
こ れ ま で の 人 的 コ
ネ ク シ ョ ン の メ
リ ッ ト が 使 え な く
な る
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 5 3
メ リ ッ ト が 大 き
い
同 程 度
デ メ リ ッ ト が
大 き い
ど ち ら と も い え
な い
A - 5 4
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
A - 5 5
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思 わ
な い
あ な た は 最 低 ど の よ う な 条 件 が 満 た さ れ れ ば 現 在 所 属 す る 研 究 機 関 か
ら 移 動 し て も よ い と 思 い ま す か 。 最 も 重 要 な 条 件 を 一 つ だ け 選 ん で 下
さ い 。
具 体 的 に 記 入 く だ さ い
あ な た が 今 の 研 究 機 関 を 移 動 す る と す れ ば 、 ど の よ う な デ メ リ ッ ト が
あ る と 思 い ま す か 。 最 も 大 き い デ メ リ ッ ト を 一 つ だ け 選 ん で く だ さ
い 。
あ な た が 今 、 研 究 機 関 を 移 動 す る と す れ ば 、 全 体 と し て メ リ ッ ト と デ
メ リ ッ ト は ど ち ら が 大 き い で す か 。
一 般 に 研 究 者 の 流 動 性 が 向 上 す る こ と は 、 研 究 機 関 の 活 性 化 に 寄 与 す
る と 思 い ま す か 。
研 究 者 が 研 究 機 関 を 移 動 す る こ と は 、 そ の 研 究 者 が 優 れ て い る こ と の
証 で あ る と 思 い ま す か 。
研 究 能 力 を 高 め る た め に は 、 長 期 に わ た り 一 つ の 研 究 機 関 で じ っ く り
と 研 究 を 続 け る こ と が 良 い と 思 い ま す か 。
研 究 能 力 を 高 め る た め に は 、 研 究 機 関 間 を 移 動 し て 経 験 を 積 む こ と が
良 い と 思 い ま す か 。
あ な た は 将 来 の キ ャ リ ア ・ パ ス に つ い て 不 安 を 感 じ ま す か 。
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研 究 環 境 に 関 す る 質 問
あ な た が 研 究 活 動 の 場 を 選 ぶ 際 、 以 下 の 各 条 件 は ど の 程 度 重 要 で す か 。 各 条 件 に つ き 「 重 要 度 」 を 一 つ ず つ 選 ん で ○ を つ け 、 さ ら に 国 内 の 大
学 、 公 的 研 究 機 関 等 、 民 間 企 業 の 中 で そ の 条 件 が 最 も 期 待 で き る と 思 う 場 所 に ○ 、 最 も 期 待 で き な い と 思 う 場 所 × を つ け て く だ さ い 。
番 号 条 件
回 答 例
研 究 所 周 辺 の 自 然 環 境 が よ い こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1
一 貫 し た 研 究 テ ー マ を 長 期 間 継 続 す る こ と が 可 能 で あ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 2
研 究 の 課 題 選 択 の 自 由 度 が 大 き い こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 3
研 究 の 実 施 方 法 の 自 由 度 が 大 き い こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 4
商 品 や 事 業 等 、 実 用 に つ な が る 成 果 が 出 し や す い こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 5
新 し い テ ー マ に 取 り 組 む こ と が で き る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 6
研 究 活 動 の た め の 時 間 が 十 分 に と れ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 7
優 れ た 研 究 者 や 学 生 が 所 属 し て い る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 8
研 究 環 境 が 資 金 面 、 設 備 面 で 充 実 し て い る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 9
研 究 支 援 体 制 が 充 実 し て い る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 0
研 究 者 の 評 価 が 公 平 で 透 明 性 が あ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 1
自 分 の 研 究 が 高 く 評 価 さ れ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 2
給 与 等 の 金 銭 面 の 処 遇 が 良 い こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 3
終 身 雇 用 で あ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 4
良 い 研 究 指 導 が 受 け ら れ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 5
そ の 他 重 要 な も の が あ り ま し た ら 、 記 入 く だ さ い 。
重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 6
大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
重 要 度
国 内 で 最 も 期 待 で き る 場 所 ○ ・ 期 待 で き な い 場 所 ×
様 々 な 条 件 を 総 合 し て 、 も し 次 に 従 事 す る 研 究 活 動 の 場 を 国 内 で 選 ぶ と し た ら 、 あ な た は ど こ を 希 望 し ま す か 。 ひ と つ
だ け 選 ん で く だ さ い 。
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あ な た の 自 覚 す る 能 力 ・ 資 質 に 関 す る 質 問
優 れ た 研 究 者 と な る た め に 、 あ た な は ど の よ う な 能 力 ・ 資 質 が 重 要 だ と 思 い ま す か 。 次 の 各 能 力 ・ 資 質 に つ い て 、「 重 要 性 」 欄 の 数 字 を ○ で 囲
ん で お 答 え く だ さ い 。 次 に あ た な が そ の 能 力 を 獲 得 し た 時 期 を 選 び 、 「 習 得 時 期 」 欄 の 数 字 を ○ で 囲 ん で く だ さ い 。
さ ら に 、 そ の 習 得 方 法 を 選 ん で 「 習 得 方 法 」 の 欄 の 数 字 を ○ で 囲 ん で く だ さ い 。 習 得 方 法 に つ い て 、 選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 は 、 「 そ の
他 の 方 法 」 欄 に 具 体 的 に 記 入 し て く だ さ い 。
能 力 ・ 資 質
非 常 に
重 要 で
あ る
重 要 で
あ る
や や 重
用 で あ
る
重 要 で
な い
未 習 得
生 ま れ
て か ら
中 学 校
卒 業 ま
で
高 校 入
学 か ら
大 学 入
学 ま で
大 学 学
部 時 代
大 学 院
修 士 課
程
大 学 院
博 士 課
程
博 士 課
程 修 了
後
授 業 等
の 受 講
研 究 室
等 に お
け る 活
動
個 人 的
な 活 動
自 然 に
身 に つ
い て い
た
そ の 他 の 方 法 （ 具 体 的 に お 書
き く だ さ い ）
C - 1
創 造 性
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 2
論 理 的 思 考 力
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 3
専 門 分 野 の 知 識
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 4
専 門 分 野 周 辺 の 知 識
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 5
課 題 設 定 能 力
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 6
粘 り 強 さ ・ 忍 耐 力
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 7
総 合 的 判 断 力 ・ 俯 瞰 的 能 力
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 8 文 献 調 査 能 力 ・ デ ー タ 分 析 能 力 1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 9
研 究 マ ネ ジ メ ン ト 力
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 1 0
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 能 力
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 1 1
表 現 力 ・ 説 明 力
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 1 2
そ の 他 重 要 な も の が あ り ま し た ら 、 記 入
く だ さ い 。
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
※ 習 得 時 期 で 「 未 習 得 」 を 選 択 し た 場 合 は 、 習 得 方 法 へ の 記 入 は 不
要 で す 。
あ な た の 習 得 方 法 ※
重 要 性 あ な た の 習 得 時 期
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そ の 他 自 由 な ご 意 見
E – 1 研 究 活 動 を す る 上 で 、 あ な た が 今 最 も 障 害 と 感 じ る こ と は 何 で し ょ う か 。

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















E – 2 将 来 の キ ャ リ ア ・ パ ス を 考 え た と き 、 あ な た が 国 の 政 策 に 最 も 期 待 す る こ と は 何 で し ょ う か 。
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
















( 次 ペ ー ジ に 続 き ま す )
1 0
ポ ス ト ド ク タ ー の 方
回 答 者 自 身 に つ い て
あ な た 自 身 に つ い て 、 以 下 の 各 項 目 に お 答 え く だ さ い 。 な お 、 F – 5 ～ 7 に つ い て は お 手 数 で す が 、 1 2 ～ 1 4 ペ ー ジ の コ ー ド 表 を 参 照 し て 、 コ ー
ド 番 号 で お 答 え 下 さ い 。
番 号
項 目
F - 1 年 齢 （ 才 ） （ 　 　 　 　 　 　 　 ） 才
F - 2 博 士 課 程 修 了 の 有 無
あ り な し
F - 3 博 士 号 取 得 の 有 無
あ り な し
F - 4 現 在 研 究 を 行 っ て い る 機 関 国 立 大 学 法 人 公 立 大 学 私 立 大 学 大 学 共 同 利 用 機 関 独 立 行 政 法 人
省 庁 直 轄 研 究 機 関
民 間 企 業 そ の 他 （ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
F - 5 現 在 の 専 門 分 野 （ コ ー ド 番 号 ） 分 野 コ ー ド （ 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
F - 6 所 属 機 関 に お け る 役 職 名 職 名 な し 職 名 あ り 　 職 名 コ ー ド （ 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
「 そ の 他 」 9 9 9 の 場 合 は 役 職 名 を 具 体 的 に 記 入 く だ さ い
「 そ の 他 」 9 9 9 9 の 場 合 は 、 実 施 主 体 名 （ 大 学 や 法 人 名 ） と 制 度 名 を お 書 き く だ さ い 。
F - 7 適 用 さ れ て い る 支 援 制 度
実 施 主 体
制 度 名
F - 8 支 援 制 度 に よ る 支 給 額 （ 税 込 み ）
月 額 　 1 0 万 円 未 満 月 額 1 0 万 円 以 上 2 0 万 円 未 満 月 額 2 0 万 円 以 上 3 0 万 円 未 満 月 額 3 0 万 円 以 上 4 0 万 円 未 満 月 額 4 0 万 円 以 上
F - 9
支 援 制 度 の 任 用 期 間
選 択 肢
任 用 期 間 （ 　 　 　 　 　 　 　 　 ） 年 、 現 在 （ 　 　 　 　 　 　 　 　 ） 年 目
支 援 制 度 コ ー ド （ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
※ 職 名 が あ る 場 合 は 、 添 付 の コ ー ド 表 よ り 、 も っ と も あ て は ま
る も の を 選 ん で そ の 番 号 を 記 入 し て く だ さ い 。
※ 添 付 の コ ー ド 表 よ り 、 も っ と も あ て は ま る も の を 選 ん で そ の 番 号 を 記 入 し て く だ さ い 。
※ 添 付 の コ ー ド 表 よ り 、 あ て は ま る も の を 選 ん で そ の 番 号 を 記 入 し て く だ さ い 。
質 問 は こ れ で 終 了 で す 。 お 忙 し い 中 あ り が と う ご ざ い ま し た 。
本 回 答 を 返 信 用 封 筒 に 入 れ 、 ご 返 送 い た だ き ま す よ う 、 お 願 い い た し ま す 。
ご 協 力 に 深 く 感 謝 い た し ま す 。
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コ ー ド 表
分 野 コ ー ド
大 分 類
専 門 分 野
分 野 コ ー ド 大 分 類
専 門 分 野
分 野 コ ー ド 大 分 類
専 門 分 野
分 野 コ ー ド
理 学 数 学 1 0 1
農 学 農 学 3 0 1 複 合 領 域 科 学 技 術 史 （ 含 科 学 社 会 学 ・ 科 学 技 術 基 礎 論 ） 5 0 1
地 球 科 学 1 0 2
水 産 学 3 0 2 体 育 学 5 0 2
人 類 学 （ 含 生 理 人 類 学 ） 1 0 3
畜 産 学 ・ 獣 医 学 3 0 3 プ ラ ズ マ 理 工 学 5 0 3
天 文 学 1 0 4
農 芸 化 学 3 0 4 地 理 学 5 0 4
化 学 1 0 5
農 業 経 済 学 3 0 5 エ ネ ル ギ ー 学 5 0 5
物 理 学
1 0 6
境 界 農 学 3 0 6 家 政 学 5 0 6
生 物 学 1 0 7
林 学 3 0 7 環 境 科 学 5 0 7
そ の 他 理 学 系 1 9 9
農 業 工 学 3 0 8 文 化 財 科 学 5 0 8
工 学 応 用 物 理 学 2 0 1 そ の 他 農 学 系 3 9 9
生 物 化 学 5 0 9
土 木 工 学 2 0 2 医 学 生 理 4 0 1 科 学 教 育 ・ 教 科 教 育 学 5 1 0
プ ロ セ ス 工 学 2 0 3 内 科 4 0 2 基 礎 生 物 科 学 5 1 1
機 械 工 学 2 0 4 薬 学 4 0 3 統 計 科 学 5 1 2
建 築 学 2 0 5 病 理 4 0 4 神 経 科 学 （ 含 脳 科 学 ） 5 1 3
工 業 化 学 2 0 6 外 科 4 0 5 情 報 科 学 5 1 4
電 気 電 子 工 学 2 0 7 医 学 一 般 4 0 6 実 験 動 物 学 5 1 5
材 料 工 学 2 0 8 社 会 医 学 4 0 7 社 会 シ ス テ ム 工 学 5 1 6
総 合 工 学 2 0 9 歯 科 4 0 8 医 用 生 体 工 学 ・ 生 体 材 料 科 学 5 1 7
そ の 他 工 学 系 2 9 9
看 護 学 4 0 9 自 然 災 害 科 学 5 1 8
そ の 他 医 学 系 4 9 9 そ の 他 複 合 領 域 系 5 9 9
そ の 他 文 学 系 9 0 1
法 学 系 9 0 2
経 済 学 系 9 0 3
そ の 他 の 領 域 9 9 9
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職 名 コ ー ド
職 名 コ ー ド 職 名 コ ー ド 職 名 コ ー ド
あ 行 ア ソ シ エ イ ト ・ メ ン バ ー 1 9 1 さ 行 サ ブ リ ー ダ ー 1 9 2 た 行 大 学 院 生 0 0 6
医 長 1 8 0
産 業 技 術 総 合 研 究 所 特 別 研 究 員
2 4 1 チ ー フ 1 8 4
院 長 0 3 8 参 事 1 3 8 チ ー ム 長 2 4 4
園 長 0 3 7 参 事 研 究 員 0 2 9 チ ー ム リ ー ダ ー 0 9 6
か 行 科 学 技 術 特 別 研 究 員 1 6 1 施 設 長 0 4 0 長 期 在 外 若 手 研 究 員 2 2 7
学 芸 員 1 7 8 次 長 0 6 9 特 待 研 究 員 2 4 5
学 長 0 1 0 室 長 0 1 6 特 任 教 授 1 4 1
学 頭 1 4 3 室 長 代 理 1 4 2 特 任 助 教 授 1 2 1
科 長 0 2 3 主 幹 1 9 7 特 別 研 究 員 0 0 7
課 長 0 3 9 主 幹 研 究 員 2 5 1 は 行 博 士 研 究 員 0 5 0
館 長 0 1 4 首 席 研 究 官 1 9 4 班 長 0 9 7
管 理 官 2 0 0 主 任 研 究 員 0 1 5 非 常 勤 講 師 0 9 4
客 員 教 授 0 2 7 主 席 研 究 員 0 6 5 副 学 長 0 3 4
客 員 研 究 員 0 5 2 主 任 研 究 官 0 2 2 副 グ ル ー プ 長 2 3 3
客 員 助 教 授 0 4 3 上 級 研 究 員 0 4 7 副 参 事 0 3 2
教 授 0 0 1 上 席 研 究 員 1 8 2 副 参 事 研 究 員 0 2 6
グ ル ー プ 長 0 6 6 上 席 研 究 官 2 3 1 副 主 席 研 究 員 2 5 0
グ ル ー プ リ ー ダ ー 1 8 7 場 長 1 9 9 副 主 任 研 究 員 0 2 4
系 長 2 4 7 助 教 授 0 0 2 副 所 長 0 1 9
研 究 員 0 1 7 助 手 0 1 1 副 セ ン タ ー 長 2 4 8
研 究 官 1 7 3 所 長 0 1 2 副 総 裁 1 7 4
研 究 主 幹 0 6 7 所 長 代 理 1 9 5 副 部 長 2 2 0
研 究 主 席 2 1 2 セ ン タ ー 長 0 4 1 副 部 門 長 2 4 6
研 究 生 0 0 8 専 任 研 究 員 0 4 9 部 長 0 1 3
兼 任 教 授 0 4 4 専 門 研 究 員 0 6 1 部 門 長 1 9 6
兼 任 助 教 授 2 1 0 総 括 研 究 員 0 4 8 プ ロ ジ ェ ク ト リ ー ダ ー 2 5 2
講 師 （ 常 勤 ） 0 0 3 総 括 研 究 官 2 5 7 併 任 教 授 0 2 1
高 等 研 究 員 1 8 5 統 括 研 究 官 2 5 3 併 任 助 教 授 0 3 6
総 括 主 任 研 究 員 2 5 6 ポ ス ト ド ク タ ー 、 ポ ス ド ク 2 0 1
統 括 責 任 者 1 8 3 ら 行 ラ ボ 長 2 5 4
総 合 企 画 調 整 官 1 2 9 リ ー ダ ー 1 9 0
総 合 研 究 官 0 6 4 リ サ ー チ ア ソ シ エ イ ト 2 0 3
理 事 0 2 5
理 事 長 0 3 1
領 域 長 2 4 0
そ の 他 そ の 他 9 9 9
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支 援 制 度 コ ー ド
実 施 主 体 制 度 名
支 援 制 度 コ ー ド
日 本 学 術 振 興 会 特 別 研 究 員 （ P D ）
0 1 0 1
特 別 研 究 員 （ S P D ）
0 1 0 2
未 来 開 拓 学 術 研 究 推 進 事 業
0 1 0 3
理 化 学 研 究 所 基 礎 科 学 特 別 研 究 員 制 度
0 2 0 1
宇 宙 開 発 事 業 団 宇 宙 開 発 特 別 研 究 員
0 3 0 1
地 球 フ ロ ン テ ィ ア ポ ス ト ド ク タ ー 研 究 員
0 3 0 2
海 洋 科 学 技 術 セ ン タ ー 特 別 研 究 員 等
0 4 0 1
地 球 フ ロ ン テ ィ ア ポ ス ト ド ク タ ー 研 究 員
0 4 0 2
地 球 観 測 フ ロ ン テ ィ ア ポ ス ト ド ク タ ー 研 究 員
0 4 0 3
科 学 技 術 振 興 機 構 戦 略 的 創 造 研 究 推 進 事 業
0 5 0 1
創 造 科 学 技 術 推 進 制 度
0 5 0 2
計 算 科 学 技 術 活 用 型  特 定 研 究 開 発 推 進 事 業
0 5 0 3
地 域 結 集 型 共 同 研 究 事 業
0 5 0 4
I T B L 用 公 募 型 計 算 科 学 技 術 活 用 事 業
0 5 0 5
核 燃 料 サ イ ク ル 開 発 機 構 任 期 付 研 究 員 制 度
0 6 0 1
経 済 産 業 省 地 域 新 生 コ ン ソ ー シ ア ム 研 究 開 発 制 度
0 7 0 1
新 エ ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構 （ N E D O ） 産 業 技 術 フ ェ ロ ー シ ッ プ
0 7 0 2
厚 生 労 働 省 厚 生 労 働 科 学 研 究 推 進 事 業 （ リ サ ー チ ・ レ ジ デ ン ト ）
0 8 0 1
農 林 水 産 省 民 間 結 集 型 ア グ リ ビ ジ ネ ス 創 出 技 術 開 発 事 業
0 9 0 1
先 端 技 術 を 活 用 し た 農 林 水 産 研 究 高 度 化 事 業
0 9 0 2
生 物 系 特 定 産 業 技 術 研 究 推 進 機 構 新 技 術 ・ 新 分 野 創 出 の た め の 基 礎 研 究 推 進 事 業
0 9 0 3
農 業 技 術 研 究 機 構 沖 縄 対 応 特 別 研 究
0 9 0 4
国 立 大 学 等 ベ ン チ ャ ー ・ ビ ジ ネ ス ・ ラ ボ ラ ト リ ー 非 常 勤 研 究 員
1 0 0 1
非 常 勤 研 究 員
1 0 0 2
そ の 他
9 9 9 9
1 4
Fこ れ か ら の 人 材 育 成 と 研 究 の 活 性 化 の た め の ア ン ケ ー ト 調 査
調 査 票
研 究 者 の 方
勝 手 な が ら 締 切 は 平 成 1 6 年 8 月 2 7 日 ( 金 ) 投 函 と さ せ て い た だ き ま す 。
間 に 合 う よ う に 投 函 を お 願 い い た し ま す 。
本 調 査 の 目 的
本 調 査 は 、 第 1 期 お よ び 第 2 期 科 学 技 術 基 本 計 画 の フ ォ ロ ー ア ッ プ と し て 、 文 部 科 学 省 科 学 技 術 政 策 研 究 所 が 科 学 技 術 振 興 調 整 費 を 受 け て 行
な う 調 査 の 一 環 と し て 実 施 し て い ま す 。
こ の 結 果 は 第 3 期 科 学 技 術 基 本 計 画 策 定 に 活 用 さ れ る 予 定 で す 。 特 に 公 的 機 関 、 国 立 大 学 に お い て は 法 人 化 と い う 大 き な 転 機 を 迎 え 、 研 究 環
境 が 変 わ り つ つ あ る 中 で 、 研 究 開 発 シ ス テ ム の 改 革 等 、 今 後 の 政 策 立 案 の た め に も 研 究 の 現 場 に い ら っ し ゃ る 方 々 の 現 状 把 握 が 不 可 欠 で あ る と
考 え て お り ま す の で 、 是 非 ご 協 力 を お 願 い い た し ま す 。
用 語
本 ア ン ケ ー ト に お け る 用 語 の 定 義 を し ま す 。 ご 回 答 に 際 し て は 、 以 下 の 定 義 を 念 頭 に お 答 え く だ さ い 。
1 . 研 究 者
研 究 者 と は 、 従 業 者 の う ち 研 究 業 務 に 従 事 す る 方 で 、 大 学 の 課 程 を 修 了 し た 者 、 ま た は こ れ と 同 等 以 上 の 専 門 的 知 識 を 有 し 、 特 定 の 研 究
テ ー マ を 持 っ て 研 究 を 行 な っ て い る 方 を い い ま す 。 事 業 所 等 に お い て 研 究 に 従 事 し て い る 研 究 者 も 含 め ま す 。
2 . 任 期 付 任 用
1 年 を 超 え た 任 期 を 定 め 、 研 究 の 場 と な る 機 関 が 雇 用 す る こ と を 「 任 期 付 任 用 」 と い い 、 任 期 付 任 用 が 適 用 さ れ て い る 研 究 者 を 本 調 査 で
は 「 任 期 付 研 究 員 」 と い い ま す 。 な お 、 支 援 制 度 の 適 用 を 受 け て い る 「 ポ ス ト ド ク タ ー 」 ( 下 記 ) は 任 期 付 研 究 員 に 含 み ま せ ん 。
3 . ポ ス ト ド ク タ ー
ポ ス ト ド ク タ ー と は 、 博 士 号 を 有 し 研 究 機 関 等 に 正 規 の 職 員 と し て は 雇 用 さ れ て い な い が 、 日 本 学 術 振 興 会 等 の 公 的 機 関 、 大 学 、 研 究 機
関 等 か ら 助 成 金 や 給 与 等 の 支 給 を 受 け 、 研 究 機 関 等 で 研 究 を 行 な っ て い る 方 を い い ま す 。
な お 、 任 期 付 教 員 あ る い は 任 期 付 研 究 員 と し て 雇 用 さ れ 、 正 規 の ポ ス ト に 就 い て い る 方 は 本 調 査 で は 、「 任 期 付 研 究 員 」 と 呼 び 、「 ポ ス ト
ド ク タ ー 」 に は 含 み ま せ ん 。
4 . 研 究 支 援 者
研 究 支 援 者 と は 、 研 究 者 以 外 の 方 で あ っ て 、 研 究 機 関 等 に 正 規 の 職 員 と し て 雇 用 あ る い は 他 の 機 関 よ り 派 遣 さ れ 、 研 究 に 付 随 す る 技 術 的
サ ー ビ ス を 主 と し て 行 う 方 を い い ま す 。 例 え ば 技 官 、 テ ク ニ シ ャ ン 、 専 門 技 術 職 員 な ど の 方 が こ れ に あ た り ま す 。
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研 究 者 の 方
5 . 公 的 研 究 機 関
公 的 研 究 機 関 と は 、 研 究 を 行 う 国 立 試 験 研 究 機 関 、 独 立 行 政 法 人 研 究 機 関 、 特 殊 法 人 研 究 機 関 、 公 設 試 験 研 究 機 関 、 公 益 法 人 を い い ま す 。
例 え ば 、 国 立 医 薬 品 食 品 衛 生 研 究 所 、 独 立 行 政 法 人 理 化 学 研 究 所 、 日 本 原 子 力 研 究 所 、 東 京 都 立 衛 生 研 究 所 、 電 力 中 央 研 究 所 な ど が こ れ
に あ た り ま す 。
2
研 究 者 の 方
研 究 人 材 の 流 動 性 ・ 自 立 ・ 評 価 等 に 関 す る 質 問
以 下 の 問 い に お 答 え く だ さ い 。 回 答 例 に な ら っ て ど れ か 一 つ に ○ を つ け て く だ さ い 。 な お 、 問 い に 「 い く つ で も 」 と あ る 場 合 は 、
当 て は ま る も の す べ て に ○ を つ け て く だ さ い 。 選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 は 「 そ の 他 」 欄 に ご 記 入 く だ さ い 。
番 号 そ の 他 コ メ ン ト 等
回 答 例
ま っ た く そ の と
お り
そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等
A - 1
導 入 し て い る
導 入 し て い な
い
わ か ら な い
A - 2
「 導 入 し て い る 」 と お 答 え の 方 、 任 期 付 任 用 制 度 を 導 入 し て か
ら 、 あ な た の 所 属 す る 研 究 機 関 に お い て 、 研 究 者 の 流 動 性 は 向 上
し ま し た か 。
大 い に 向 上 し
た と 思 う
向 上 し た と 思
う
あ ま り 向 上 し
な か っ た と 思
う
向 上 し な か っ
た と 思 う
制 度 の 導 入 と
流 動 性 と は 関
係 な い と 思 う
A - 3 現 在 、 あ な た の 雇 用 に は 任 期 が 設 定 さ れ て い ま す か 。
設 定 さ れ て い
る
設 定 さ れ て い
な い
A - 4
「 設 定 さ れ て い る 」 と お 答 え の 方 、 あ な た は 任 期 の つ い て い な い
研 究 職 が 見 つ か れ ば 、 現 在 の 任 期 を 中 断 し て 就 職 し た い と 思 い ま
す か 。
非 常 に そ う 思
う
や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思
わ な い
ま っ た く そ う
思 わ な い
A - 5
1 年 3 年 5 年 7 年
任 期 が 何 年 で
も 受 け 入 れ ら
れ な い
A - 6
具 体 的 に 記 入 く だ さ い 。
A - 7
A - 8
収 入 が 減 る
退 職 金 で 不 利
に な る
年 金 や 保 険 の
面 で 不 利 に な
る
組 織 に お け る
昇 進 で 不 利 に
な る
特 に 不 利 に な
る 要 素 は な い
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
あ な た の 雇 用 に 任 期 が 設 定 さ れ る と し て 、 何 年 の 任 期 な ら 受 け 入 れ る
こ と が で き ま す か 。
設 問
私 が 研 究 で 最 も 重 視 す る 要 素 は ‥ ‥ で あ る 。
選 択 肢
あ な た の 所 属 す る 研 究 機 関 で は 任 期 付 任 用 制 度  （ 注 1 ）  を 導 入 し て
い ま す か 。
任 期 付 任 用 制 の 問 題 点 や 改 善 点 に つ い て お 気 付 き の 点 を お 書 き く だ さ
い 。
具 体 的 に 記 入 く だ さ い 。
選 択 肢
あ な た が 今 の 研 究 機 関 を 移 動 す る と す れ ば 、 待 遇 面 で は ど の よ う な デ
メ リ ッ ト が あ る と 思 い ま す か 。 大 き い デ メ リ ッ ト か ら ２ つ 選 ん で く だ
さ い 。
雇 用 に 任 期 が 設 定 さ れ る と 、 ど の よ う な 点 で 不 都 合 に な る と お 考 え で
し ょ う か 。 研 究 活 動 面 、 生 活 面 い ず れ で も 結 構 で す の で お 書 き く だ さ
い 。
( 注 1 ) 1 年 を 超 え た 任 期 を 定 め 、 研 究 の 場 と な る 機 関 が 雇 用 す る こ と
3
研 究 者 の 方
番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等選 択 肢
A - 9
年 金 や 退 職 金
が か な り 不 利
に な る な ら 移
動 し な い
研 究 環 境 の 充
実 と の バ ラ ン
ス で 移 動 す る
か 否 か を 決 め
る
研 究 環 境 が 良
く な る の で あ
れ ば 移 動 す る
給 与 が 当 面 高
く な る の で あ
れ ば 移 動 す る
特 に 気 に な ら
な い
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 1 0
収 入 が 十 分 に
増 え る
機 材 、 ス ペ ー
ス 等 の 研 究 基
盤 が 向 上 す る
研 究 支 援 ・ 事
務 支 援 等 の 人
的 サ ポ ー ト が
向 上 す る
や り た い 研 究
テ ー マ に 取 り
組 め る
現 在 の 研 究
チ ー ム の 単 位
で 移 動 で き る
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 1 1
メ リ ッ ト が 大
き い
同 程 度
デ メ リ ッ ト が
大 き い
ど ち ら と も い
え な い
A - 1 2
非 常 に そ う 思
う
や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思
わ な い
ま っ た く そ う
思 わ な い
A - 1 3
非 常 に そ う 思
う
や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思
わ な い
ま っ た く そ う
思 わ な い
A - 1 4
非 常 に そ う 思
う
や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思
わ な い
ま っ た く そ う
思 わ な い
A - 1 5
非 常 に そ う 思
う
や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思
わ な い
ま っ た く そ う
思 わ な い
A - 1 6
導 入 し て い る
導 入 し て い な
い
わ か ら な い
A - 1 7
「 導 入 し て い る 」 と お 答 え の 方 、 公 募 制 度 を 導 入 し て か ら 、 あ な
た の 所 属 す る 研 究 機 関 に お い て 、 研 究 者 の 流 動 性 は 向 上 し ま し た
か 。
大 い に 向 上 し
た と 思 う
向 上 し た と 思
う
あ ま り 向 上 し
な か っ た と 思
う
向 上 し な か っ
た と 思 う
制 度 の 導 入 と
流 動 性 と は 関
係 な い と 思 う
研 究 機 関 を 移 動 す る と 、 年 金 や 退 職 金 で 不 利 に な る と わ か っ た 場 合 、
あ な た は 次 の う ち ど の よ う に 考 え ま す か 。 最 も 近 い も の を 一 つ 選 ん で
く だ さ い 。
一 般 に 研 究 者 の 流 動 性 が 向 上 す る こ と は 、 研 究 機 関 の 活 性 化 に 寄 与 す
る と 思 い ま す か 。
研 究 能 力 を 高 め る た め に は 、 研 究 機 関 間 を 移 動 し て 経 験 を 積 む こ と が
良 い と 思 い ま す か 。
研 究 能 力 を 高 め る た め に は 、 長 期 に わ た り 一 つ の 研 究 機 関 で じ っ く り
と 研 究 を 続 け る こ と が 良 い と 思 い ま す か 。
あ な た が 今 、 研 究 機 関 を 移 動 す る と す れ ば 、 全 体 と し て メ リ ッ ト と デ
メ リ ッ ト は ど ち ら が 大 き い で す か 。
あ な た の 所 属 す る 研 究 機 関 で は 研 究 者 の 採 用 に 関 し て 、 公 募 制 度 を 導
入 し て い ま す か 。
研 究 者 が 研 究 機 関 を 移 動 す る こ と は 、 そ の 研 究 者 が 優 れ て い る こ と の
証 で あ る と 思 い ま す か 。
あ な た は 最 低 ど の よ う な 条 件 が 満 た さ れ れ ば 現 在 所 属 す る 研 究 機 関 か
ら 移 動 し て も よ い と 思 い ま す か 。 最 も 重 要 な 条 件 を 一 つ だ け 選 ん で 下
さ い 。
4
研 究 者 の 方
番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等選 択 肢
A - 1 8
あ る な い
A - 1 9
（ 「 あ る 」 と お 答 え の 方 ） 公 募 さ れ て い る こ と を 初 め て 知 っ た の
は 次 の ど こ で で す か 。
募 集 機 関 の
ホ ー ム ペ ー ジ
や 掲 示 板 で
J S T 等 の 情 報
機 関 の ホ ー ム
ペ ー ジ で
学 会 誌 で
新 聞 や 雑 誌 の
求 人 広 告 で
恩 師 、 上 司 、
知 人 等 の 紹 介
で
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 2 0
（ 大 学 ま た は 公 的 研 究 機 関 に 所 属 の 方 ） 「 あ る 」 と お 答 え の 方 、
あ な た は 現 在 の 職 を 得 る 際 に 公 募 を 経 て 採 用 さ れ ま し た か 。
は い い い え
A - 2 1
あ る な い
A - 2 2
（ 「 あ る 」 と お 答 え の 方 ） 公 募 に は な い 、 紹 介 の 良 さ は ど の よ う
な こ と で す か 。 具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
A - 2 3
よ く あ る と き ど き あ る ほ と ん ど な い な い
A - 2 4
ま っ た く そ の
と お り
そ の と お り
ど ち ら と も い
え な い
ほ と ん ど そ う
で な い
ま っ た く そ う
で な い
A - 2 5
非 常 に そ う 思
う
や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思
わ な い
ま っ た く そ う
思 わ な い
A - 2 6
非 常 に そ う 思
う
や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思
わ な い
ま っ た く そ う
思 わ な い
A - 2 7
研 究 者 の 公 募 が 形 式 的 で あ る （ 公 募 さ れ た 時 点 で 実 際 に は 大 方 採 用 さ
れ る 人 が 決 ま っ て い る ） と 感 じ る こ と は あ り ま す か 。
あ な た は 、 大 学 ま た は 公 的 研 究 機 関 の 研 究 者 は す べ て 公 募 を 経 て 採 用
さ れ る べ き で あ る と 思 い ま す か 。
あ な た の 所 属 す る 研 究 機 関 で は 、 研 究 者 の 採 用 プ ロ セ ス の 透 明 性 は 高
い で す か 。
公 募 制 の 問 題 点 や 改 善 点 に つ い て お 気 付 き の 点 を お 書 き く だ さ い 。
あ な た は 大 学 ま た は 公 的 研 究 機 関 の 研 究 職 の 公 募 に 応 募 し た こ と が あ
り ま す か 。
あ な た は 、 大 学 ま た は 公 的 研 究 機 関 の 研 究 職 の 求 人 情 報 が 充 分 に 公 開
さ れ て い る と 思 い ま す か 。
公 募 で は な く 、 恩 師 や 知 人 の 紹 介 で 職 を 求 め た こ と が あ り ま す か 。
具 体 的 に お 書 き く だ さ い 。
具 体 的 に 記 入 く だ さ い 。
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研 究 者 の 方
番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等選 択 肢
A - 2 8
は い い い え
A - 2 9
あ る な い
A - 3 0
制 度 は あ っ た
が 対 象 外 だ っ
た
制 度 自 体 が な
か っ た
A - 3 1
（ １ 回 以 上 獲 得 し た こ と の あ る 方 ） 若 手 向 け 競 争 的 資 金 は あ な た
の 研 究 者 と し て の 自 立 に 寄 与 し ま し た か 。
非 常 に そ う 思
う
や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思
わ な い
ま っ た く そ う
思 わ な い
A - 3 2
ま っ た く そ の
と お り
そ の と お り
ど ち ら と も い
え な い
ほ と ん ど そ う
で な い
ま っ た く そ う
で な い
A - 3 3
（ 「 い い え 」 と お 答 え の 方 ） 現 在 の 研 究 テ ー マ を 選 ん だ 理 由 は 次
の ど れ で す か 。 （ い く つ で も ）
上 司 （ 指 導 教
官 等 ） の 指 示
が あ っ た か ら
所 属 す る 組 織
の 方 針 だ か ら
競 争 的 資 金 が
得 や す い か ら
現 在 の テ ー マ
の 研 究 者 と し
て 採 用 さ れ た
か ら
こ の 分 野 の 研
究 者 の 需 要 が
将 来 多 く な り
そ う だ か ら
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 3 4
社 会 的 必 要 性
社 会 的 波 及 効
果 の 大 き さ
独 創 性 や 革 新
性
研 究 の 実 施 可
能 性
個 人 的 興 味
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 3 5
研 究 課 題 お よ
び 目 標 の 設 定
研 究 の 実 施 方
法 の 決 定
研 究 費 の 使 途
研 究 チ ー ム の
編 成
研 究 成 果 発 表
の 時 期 お よ び
方 法
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 3 6
果 た し て い る
果 た し て い な
い
A - 3 7
果 た し て い る
果 た し て い な
い
A - 3 8
よ く あ る あ る あ ま り な い な い
あ な た は こ れ ま で に 、 研 究 マ ネ ジ メ ン ト （ 注 3 ）  を し た こ と が あ り ま
す か 。
（ 大 学 で の 就 職 を 経 験 し た こ と の あ る 方 に お 聞 き し ま す ） あ な た は 、
教 授 、 助 教 授 、 助 手 等 か ら な る 旧 来 の 職 階 制 度 の た め に 、 自 由 に 研 究
を す す め る 上 で 障 害 を 感 じ た こ と が あ り ま す か 。
研 究 の 遂 行 上 、 あ な た に 裁 量 が 認 め ら れ て い る の は 次 の う ち ど れ で す
か 。 あ て は ま る も の す べ て を お 答 え く だ さ い 。
あ な た は こ れ ま で 若 手 向 け の 競 争 的 資 金 を 何 回 獲 得 し た こ と が あ り ま
す か 。
あ な た は 、 自 分 の 生 活 を 維 持 で き る だ け の 経 済 面 で の 自 立 を 果 た し て
い ま す か 。
あ な た は 、 自 分 で 研 究 テ ー マ を 設 定 し 遂 行 で き る だ け の 研 究 面 で の 自
立 を 果 た し て い ま す か 。
若 手 の 時 期 に 制 度 が あ り （ 　 　 　 　 回 ）
獲 得 し た 。
あ な た が 今 実 施 し て い る 研 究 テ ー マ は 、 あ な た が 本 当 に や り た い 研 究
テ ー マ で す か 。
あ な た は 研 究 課 題 を 設 定 す る 際 、 ど の 要 素 を 特 に 重 視 し ま す か 。 最 も
重 視 す る も の を ２ つ ま で 選 ん で く だ さ い 。
あ な た は 学 生 時 代 に イ ン タ ー ン シ ッ プ （ 注 2 ） を 経 験 し た こ と が あ り
ま す か 。
( 注 2 ) 学 生 が 在 学 中 に 自 ら の 専 攻 、 将 来 の キ ャ リ ア に 関 連 し た 就 業 体 験 を 行 う こ と
( 注 3 ) 複 数 の 研 究 者 か ら な る 研 究 チ ー ム を 構 成 し 、 研 究 の 目 標 を 設 定 し 、 研 究 計 画 を 策 定 し 、 研 究 実 施 の 責 任 者 と し て 研 究 チ ー ム を 率 い る こ と
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研 究 者 の 方
番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等選 択 肢
A - 3 9
あ る な い
A - 4 0
共 同 研 究
受 託 研 究 ま た
は 研 究 委 託
特 許 の 共 同 出
願
産 学 連 携 コ ー
デ ィ ネ ー タ
ベ ン チ ャ ー の
起 業
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 4 1
よ く 考 え る
と き ど き 考 え
る
あ ま り 考 え な
い
全 く 考 え な い
研 究 機 関 の マ
ネ ジ メ ン ト ・
管 理 職
研 究 機 関 以 外
の マ ネ ジ メ ン
ト ・ 管 理 職
教 育 専 任 職
産 学 連 携 コ ー
デ ィ ネ ー タ
研 究 支 援 ・ 技
術 専 門 職
知 的 財 産 管 理 営 業 職 行 政 職 そ の 他
A - 4 3
非 常 に そ う 思
う
や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思
わ な い
ま っ た く そ う
思 わ な い
A - 4 4
「 非 常 に 感 じ る 」 、 「 や や 感 じ る 」 と お 答 え の 方 、 ど の よ う な 不
安 を 感 じ ま す か 。 具 体 的 に 記 入 く だ さ い 。
具 体 的 に 記 入 く だ さ い
A - 4 5
研 究 者 の 採 用 研 究 者 の 評 価
研 究 機 関 と し
て の 研 究 方 針
の 決 定
財 政 、 予 算 配
分
研 究 環 境 （ 機
材 、 ス ペ ー ス
等 ） の 整 備
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 4 6
非 常 に そ う 思
う
や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思
わ な い
ま っ た く そ う
思 わ な い
A - 4 7
は い い い え わ か ら な い
A - 4 8
（ 「 は い 」 と お 答 え の 方 ） あ な た が 所 属 す る 研 究 機 関 で は 研 究 者
の 評 価 に 、 次 の 定 量 的 指 標 の う ち ど れ が 使 わ れ ま す か 。 （ い く つ
で も ）
発 表 論 文 の 数
論 文 の 引 用
度 数 （ 注 4 ）
特 許 出 願 数
（ 外 部 ） 研 究
資 金 獲 得 額
定 量 的 指 標 は
用 い て い な い
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 4 2
あ た た は こ れ ま で に 、 右 の 産 学 連 携 の 活 動 の う ち 、 ど の 経 験 が あ り ま
す か 。 あ て は ま る も の す べ て を お 答 え く だ さ い 。
（ 「 よ く 考 え る 」 、 「 と き ど き 考 え る 」 と お 答 え の 方 ） あ な た は
研 究 職 以 外 の ど の よ う な 職 種 に 興 味 が あ り ま す か 。 （ い く つ で
も ）
「 そ の 他 」 を 選 択 さ れ た 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く だ
さ い 。
あ な た は 将 来 の キ ャ リ ア ・ パ ス に つ い て 不 安 を 感 じ ま す か 。
右 に あ げ る 研 究 機 関 の マ ネ ジ メ ン ト の う ち 、 研 究 者 以 外 の 経 営 の 経 験
を 持 つ マ ネ ジ メ ン ト 専 任 者 が 担 当 す る の が よ い と 思 う の は ど れ で す
か 。 （ い く つ で も ）
研 究 機 関 を 活 性 化 し 、 研 究 効 率 を 高 め る た め に は 一 般 に 、 機 関 の 長 の
イ ニ シ ア テ ィ ブ に よ る マ ネ ジ メ ン ト が 必 要 不 可 欠 だ と 思 い ま す か 。
あ な た が 所 属 す る 研 究 機 関 で は 研 究 者 の 評 価 項 目 が 研 究 者 に 明 示 さ れ
て い ま す か 。
あ な た は 将 来 、 研 究 職 以 外 の 職 に 就 く こ と を 考 え る こ と は あ り ま す
か 。
（ 大 学 ま た は 公 的 研 究 機 関 へ の 就 職 の 経 験 の あ る 方 に お 聞 き し ま す ）
あ な た は こ れ ま で に 、 民 間 企 業 の 経 営 ま た は 技 術 移 転 の た め に 兼 業 ま
た は 休 職 を し た こ と が あ り ま す か 。
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研 究 者 の 方
番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等選 択 肢
A - 4 9
発 表 論 文 の 数
論 文 の 引 用 度
数
特 許 出 願 数
（ 外 部 ） 研 究
資 金 獲 得 額
定 量 的 指 標 は
適 当 で は な い
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 5 0
は い い い え わ か ら な い
A - 5 1
給 与 賞 与 等 一 時 金
機 材 、 ス ペ ー
ス 等 の 研 究 環
境
研 究 資 金
反 映 さ れ て い
な い
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 5 2
給 与 賞 与 等 一 時 金
機 材 、 ス ペ ー
ス 等 の 研 究 環
境
研 究 資 金
反 映 さ れ て い
な い
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 5 3
ま っ た く そ の
と お り
そ の と お り
ど ち ら と も い
え な い
ほ と ん ど そ う
で な い
ま っ た く そ う
で な い
A - 5 4
ま っ た く そ の
と お り
そ の と お り
ど ち ら と も い
え な い
ほ と ん ど そ う
で な い
ま っ た く そ う
で な い
A - 5 5
非 常 に そ う 思
う
や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思
わ な い
ま っ た く そ う
思 わ な い
A - 5 6
は い い い え わ か ら な い
A - 5 7
満 足 概 ね 満 足 や や 不 満 足 不 満 足
A - 5 8
ス ペ ー ス や 機
材 な ど の 研 究
基 盤 が 不 十 分
支 援 者 、 補 助
者 な ど の 人 的
環 境 が 不 十 分
事 務 手 続 き が
煩 雑
研 究 資 金 が 不
十 分
研 究 以 外 の 業
務 が 多 す ぎ る
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具 体 的 に お 書 き く
だ さ い 。
A - 5 9
非 常 に そ う 思
う
や や そ う 思 う
ど ち ら と も い
え な い
あ ま り そ う 思
わ な い
ま っ た く そ う
思 わ な い
あ な た の 給 与 や 昇 進 等 の 処 遇 は 年 功 序 列 的 で す か 。
研 究 者 は 個 々 の 職 務 発 明 に つ い て 、 所 属 す る 組 織 に も た ら し た 利 益 に
応 じ た 報 酬 （ 発 明 報 酬 ） を 受 け 取 る の は 当 然 で あ る と 思 い ま す か 。
あ な た は ど の よ う な 定 量 的 指 標 が 評 価 項 目 と し て 適 当 だ と 思 い ま す
か 。 （ い く つ で も ）
あ な た の 所 属 す る 機 関 で は 、 研 究 者 が そ の 発 明 に よ っ て 所 属 す る 組 織
に も た ら し た 場 合 は 、 利 益 に 応 じ た 報 酬 （ 発 明 報 酬 ） を 受 け 取 る よ う
に な っ て い ま す か 。
あ な た は 現 在 の 研 究 環 境 に 満 足 し て い ま す か 。
研 究 環 境 と し て ど の よ う な 点 が 不 満 で す か 。 （ い く つ で も ）
あ な た が 所 属 す る 研 究 機 関 で は 、 非 常 に 高 い 評 価 を 受 け た 研 究 者 は 際
立 っ た 処 遇 を さ れ て い ま す か 。
あ な た が 所 属 す る 研 究 機 関 で は 、 非 常 に 低 い 評 価 を 受 け た 研 究 者 は 、
職 種 の 転 換 や 転 出 を 勧 告 さ れ る よ う な こ と が あ り ま す か 。
あ な た の 研 究 チ ー ム の 評 価 結 果 は あ な た 個 人 の 処 遇 と し て ど の よ う に
反 映 さ れ て い ま す か 。 （ い く つ で も ）
博 士 号 を も っ て い る こ と は 、 あ な た が 社 会 生 活 を 送 る 上 で 大 き な メ
リ ッ ト が あ る と 思 い ま す か 。
あ な た 個 人 の 評 価 結 果 は 個 人 の 処 遇 と し て ど の よ う に 反 映 さ れ て い ま
す か 。 （ い く つ で も ）
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研 究 者 の 方
番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等選 択 肢
A - 6 0
あ る な い
A - 6 1
必 要 と し て い
る
必 要 と し て い
な い
A - 6 2
十 分 充 足 し て
い る
充 足 し て い る 不 足 し て い る
非 常 に 不 足 し
て い る
A - 6 3
「 や や 足 り な い 」 、 「 足 り な い 」 と お 答 え の 方 、 具 体 的 に ど の よ
う な 技 術 的 サ ー ビ ス が 足 り な い で す か 。
A - 6 4
「 や や 足 り な い 」 、 「 足 り な い 」 と お 答 え の 方 、 不 足 し た 分 は ど
の よ う に 補 っ て い ま す か 。
A - 6 5
必 要 と し て い
る
必 要 と し て い
な い
A - 6 6
十 分 充 足 し て
い る
充 足 し て い る 不 足 し て い る
非 常 に 不 足 し
て い る
A - 6 7
「 や や 足 り な い 」 、 「 足 り な い 」 と お 答 え の 方 、 具 体 的 に ど の よ
う な 事 務 的 サ ー ビ ス が 足 り な い で す か 。
A - 6 8
「 や や 足 り な い 」 、 「 足 り な い 」 と お 答 え の 方 、 不 足 し た 分 は ど
の よ う に 補 っ て い ま す か 。
あ な た は 、 研 究 を 事 務 的 に サ ポ ー ト し て く れ る 事 務 支 援 者 を 必 要 と し
て い ま す か 。
あ な た の 研 究 を 技 術 的 に サ ポ ー ト し て く れ る 研 究 支 援 者 の 数 は 充 足 し
て い ま す か 。
あ な た の 所 属 す る 研 究 機 関 に は 、 研 究 支 援 者 が 常 駐 し 、 常 時 サ ー ビ ス
を 提 供 す る 研 究 支 援 の た め の 組 織 が あ り ま す か 。
具 体 的 に 記 入 く だ さ い 。
あ な た の 研 究 を 事 務 的 に サ ポ ー ト し て く れ る 事 務 支 援 者 の 数 は 充 足 し
て い ま す か 。
具 体 的 に 記 入 く だ さ い 。
あ な た は 、 研 究 を 技 術 的 に サ ポ ー ト し て く れ る 研 究 支 援 者 を 必 要 と し
て い ま す か 。
具 体 的 に 記 入 く だ さ い 。
具 体 的 に 記 入 く だ さ い 。
( 次 ペ ー ジ に 続 き ま す )
9
研 究 者 の 方
研 究 環 境 に 関 す る 質 問
あ な た が 研 究 活 動 の 場 を 選 ぶ 際 、 以 下 の 各 条 件 は ど の 程 度 重 要 で す か 。 各 条 件 に つ き 「 重 要 度 」 を 一 つ ず つ 選 ん で ○ を つ け 、 さ ら に 国 内 の 大
学 、 公 的 研 究 機 関 等 、 民 間 企 業 の 中 で そ の 条 件 が 最 も 期 待 で き る と 思 う 場 所 に ○ 、 最 も 期 待 で き な い と 思 う 場 所 × を つ け て く だ さ い 。
番 号 条 件
回 答 例
研 究 所 周 辺 の 自 然 環 境 が よ い こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1
一 貫 し た 研 究 テ ー マ を 長 期 間 継 続 す る こ と が 可 能 で あ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 2
研 究 の 課 題 選 択 の 自 由 度 が 大 き い こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 3
研 究 の 実 施 方 法 の 自 由 度 が 大 き い こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 4
商 品 や 事 業 等 、 実 用 に つ な が る 成 果 が 出 し や す い こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 5
新 し い 分 野 の 知 識 が 修 得 で き る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 6
研 究 活 動 の た め の 時 間 が 十 分 に と れ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 7
優 れ た 研 究 者 や 学 生 が 所 属 し て い る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 8
研 究 環 境 が 資 金 面 、 設 備 面 で 充 実 し て い る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 9
研 究 支 援 体 制 が 充 実 し て い る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 0
研 究 者 の 評 価 が 公 平 で 透 明 性 が あ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 1
自 分 の 研 究 が 高 く 評 価 さ れ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 2
給 与 等 の 金 銭 面 の 処 遇 が 良 い こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 3
終 身 雇 用 で あ る こ と 重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 4
そ の 他 重 要 な も の が あ り ま し た ら 、 記 入 く だ さ い 。
重 要 で あ る
や や 重 要 で
あ る
あ ま り 重 要
で な い
重 要 で な い 大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
B - 1 5
大 学 公 的 研 究 機 関 等 民 間 企 業
重 要 度
国 内 で 最 も 期 待 で き る 場 所 ○ ・ 期 待 で き な い 場 所 ×
様 々 な 条 件 を 総 合 し て 、 も し 次 の 研 究 活 動 の 場 を 国 内 で 選 ぶ と し た ら 、 あ な た は ど こ を 希 望 し ま す か 。 ひ と つ だ け 選 ん
で く だ さ い 。
1 0
研 究 者 の 方
あ な た の 自 覚 す る 能 力 ・ 資 質 に 関 す る 質 問
優 れ た 研 究 者 と な る た め に 、 あ た な は ど の よ う な 能 力 ・ 資 質 が 重 要 だ と 思 い ま す か 。 次 の 各 能 力 ・ 資 質 に つ い て 、「 重 要 性 」 欄 の 数 字 を ○ で 囲
ん で お 答 え く だ さ い 。 次 に あ た な が そ の 能 力 を 獲 得 し た 時 期 を 選 び 、 「 習 得 時 期 」 欄 の 数 字 を ○ で 囲 ん で く だ さ い 。
さ ら に 、 そ の 習 得 方 法 を 選 ん で 「 習 得 方 法 」 の 欄 の 数 字 を ○ で 囲 ん で く だ さ い 。 習 得 方 法 に つ い て 、 選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 は 、 「 そ の
他 の 方 法 」 欄 に 具 体 的 に 記 入 し て く だ さ い 。
能 力 ・ 資 質
非 常 に
重 要 で
あ る
重 要 で
あ る
や や 重
用 で あ
る
重 要 で
な い
未 習 得
生 ま れ
て か ら
中 学 校
卒 業 ま
で
高 校 入
学 か ら
大 学 入
学 ま で
大 学 学
部 時 代
大 学 院
修 士 課
程
大 学 院
博 士 課
程
博 士 課
程 修 了
後
授 業 等
の 受 講
研 究 室
等 に お
け る 活
動
個 人 的
な 活 動
自 然 に
身 に つ
い て い
た
そ の 他 の 方 法 （ 具 体 的 に お 書
き く だ さ い ）
C - 1
創 造 性
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 2
論 理 的 思 考 力
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 3
専 門 分 野 の 知 識
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 4
専 門 分 野 周 辺 の 知 識
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 5
課 題 設 定 能 力
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 6
粘 り 強 さ ・ 忍 耐 力
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 7
総 合 的 判 断 力 ・ 俯 瞰 的 能 力
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 8 文 献 調 査 能 力 ・ デ ー タ 分 析 能 力 1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 9
研 究 マ ネ ジ メ ン ト 力
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 1 0
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 能 力
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 1 1
表 現 力 ・ 説 明 力
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
C - 1 2
そ の 他 重 要 な も の が あ り ま し た ら 、 記 入
く だ さ い 。
1 2 3 4 0 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4
※ 習 得 時 期 で 「 未 習 得 」 を 選 択 し た 場 合 は 、 習 得 方 法 へ の 記 入 は 不
要 で す 。
あ な た の 習 得 方 法 ※
重 要 性 あ な た の 習 得 時 期
1 1
研 究 者 の 方
移 動 経 験 に 関 す る 質 問
大 学 を 卒 業 ( 修 士 卒 ま た は 博 士 卒 の 場 合 は 修 了 ) 後 、 現 在 ま で に あ な た が 経 験 さ れ た 機 関 に つ い て お 尋 ね し ま す 。 記 入 例 に な ら っ て 、 経 験 さ れ
た 機 関 の 種 別 、 そ の 期 間 、 時 の 身 分 お よ び 職 種 に つ い て 当 て は ま る も の に ○ を つ け て く だ さ い ( 記 入 例 1 ) 。
同 じ 機 関 に 所 属 し な が ら 身 分 が 変 わ っ た 場 合 は 、 同 じ 行 の 該 当 す る 身 分 に ○ を つ け 、 そ の 順 序 が わ か る よ う に ○ 中 に 数 字 を 記 入 し て く だ さ い
( 記 入 例 2 ) 。 ま た 、 選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 は 、 「 そ の 他 」 欄 に 具 体 的 に 記 入 願 い ま す 。
記 入 例 １ ： 大 学 、 海 外 機 関 を 経 て 、 現 在 公 的 研 究 機 関 の 知 的 財 産 管 理 責 任 者 を 担 当 し て い る 場 合
卒 業 後
そ の 他 期 間 そ の 他
現 在
1 機 関 目
大 学 （ 出 身 大
学 と 同 じ ）
大 学 （ 出 身 大
学 と 異 な る ）
公 的 研 究 機
関
民 間 企 業 海 外 （ 　 ３ 　 ） 年 間
ポ ス ド ク ・
研 究 生 等
任 期 付 任 用 型
職 員 ・ 社 員
終 身 雇 用 型
職 員 ・ 社 員
研 究 職
そ の 他
2 機 関 目
大 学 （ 出 身 大
学 と 同 じ ）
大 学 （ 出 身 大
学 と 異 な る ）
公 的 研 究 機
関
民 間 企 業 海 外 （ 　 ５ 　 ） 年 間
ポ ス ド ク ・
研 究 生 等
任 期 付 任 用 型
職 員 ・ 社 員
終 身 雇 用 型
職 員 ・ 社 員
研 究 職
そ の 他
3 機 関 目
大 学 （ 出 身 大
学 と 同 じ ）
大 学 （ 出 身 大
学 と 異 な る ）
公 的 研 究 機
関
民 間 企 業 海 外 （ 　 ８ 　 ） 年 間
ポ ス ド ク ・
研 究 生 等
任 期 付 任 用 型
職 員 ・ 社 員
終 身 雇 用 型
職 員 ・ 社 員
研 究 職
そ の 他
4 機 関 目
大 学 （ 出 身 大
学 と 同 じ ）
大 学 （ 出 身 大
学 と 異 な る ）
公 的 研 究 機
関
民 間 企 業 海 外 （ 　 　 　 ） 年 間
ポ ス ド ク ・
研 究 生 等
任 期 付 任 用 型
職 員 ・ 社 員
終 身 雇 用 型
職 員 ・ 社 員
研 究 職
そ の 他
記 入 例 2 ： 出 身 大 学 と 同 じ 大 学 で 、 研 究 生 か ら 教 員 に な り そ の 間 一 貫 し て 研 究 者 と し て 従 事 し 、 現 在 に 至 る 例
卒 業 後
そ の 他 期 間 そ の 他
現 在
1 機 関 目
大 学 （ 出 身 大
学 と 同 じ ）
大 学 （ 出 身 大
学 と 異 な る ）
公 的 研 究 機
関
民 間 企 業 海 外 （ 　 1 8 ） 年 間
ポ ス ド ク ・
研 究 生 等
任 期 付 任 用 型
職 員 ・ 社 員
終 身 雇 用 型
職 員 ・ 社 員
研 究 職
そ の 他
職 種身 分機 関 の 種 類
機 関 の 種 類 身 分
　 知 的 財 産
管 理 責 任 者
1
2
( 次 ペ ー ジ に 回 答 く だ さ い 。 )
1 2
研 究 者 の 方
卒 業 後
そ の 他 期 間 そ の 他
現 在
D - 1 1 機 関 目
大 学 （ 出 身 大
学 と 同 じ ）
大 学 （ 出 身 大
学 と 異 な る ）
公 的 研 究 機
関
民 間 企 業 海 外 （ 　 　 　 ） 年 間
ポ ス ド ク ・
研 究 生 等
任 期 付 任 用 型
職 員 ・ 社 員
終 身 雇 用 型
職 員 ・ 社 員
研 究 職
そ の 他
D - 2 2 機 関 目
大 学 （ 出 身 大
学 と 同 じ ）
大 学 （ 出 身 大
学 と 異 な る ）
公 的 研 究 機
関
民 間 企 業 海 外 （ 　 　 　 ） 年 間
ポ ス ド ク ・
研 究 生 等
任 期 付 任 用 型
職 員 ・ 社 員
終 身 雇 用 型
職 員 ・ 社 員
研 究 職
そ の 他
D - 3 3 機 関 目
大 学 （ 出 身 大
学 と 同 じ ）
大 学 （ 出 身 大
学 と 異 な る ）
公 的 研 究 機
関
民 間 企 業 海 外 （ 　 　 　 ） 年 間
ポ ス ド ク ・
研 究 生 等
任 期 付 任 用 型
職 員 ・ 社 員
終 身 雇 用 型
職 員 ・ 社 員
研 究 職
そ の 他
D - 4 4 機 関 目
大 学 （ 出 身 大
学 と 同 じ ）
大 学 （ 出 身 大
学 と 異 な る ）
公 的 研 究 機
関
民 間 企 業 海 外 （ 　 　 　 ） 年 間
ポ ス ド ク ・
研 究 生 等
任 期 付 任 用 型
職 員 ・ 社 員
終 身 雇 用 型
職 員 ・ 社 員
研 究 職
そ の 他
D - 5 5 機 関 目
大 学 （ 出 身 大
学 と 同 じ ）
大 学 （ 出 身 大
学 と 異 な る ）
公 的 研 究 機
関
民 間 企 業 海 外 （ 　 　 　 ） 年 間
ポ ス ド ク ・
研 究 生 等
任 期 付 任 用 型
職 員 ・ 社 員
終 身 雇 用 型
職 員 ・ 社 員
研 究 職
そ の 他
D - 6 6 機 関 目
大 学 （ 出 身 大
学 と 同 じ ）
大 学 （ 出 身 大
学 と 異 な る ）
公 的 研 究 機
関
民 間 企 業 海 外 （ 　 　 　 ） 年 間
ポ ス ド ク ・
研 究 生 等
任 期 付 任 用 型
職 員 ・ 社 員
終 身 雇 用 型
職 員 ・ 社 員
研 究 職
そ の 他
D - 7 7 機 関 目
大 学 （ 出 身 大
学 と 同 じ ）
大 学 （ 出 身 大
学 と 異 な る ）
公 的 研 究 機
関
民 間 企 業 海 外 （ 　 　 　 ） 年 間
ポ ス ド ク ・
研 究 生 等
任 期 付 任 用 型
職 員 ・ 社 員
終 身 雇 用 型
職 員 ・ 社 員
研 究 職
そ の 他
D - 8 8 機 関 目
大 学 （ 出 身 大
学 と 同 じ ）
大 学 （ 出 身 大
学 と 異 な る ）
公 的 研 究 機
関
民 間 企 業 海 外 （ 　 　 　 ） 年 間
ポ ス ド ク ・
研 究 生 等
任 期 付 任 用 型
職 員 ・ 社 員
終 身 雇 用 型
職 員 ・ 社 員
研 究 職
そ の 他
D - 9 9 機 関 目
大 学 （ 出 身 大
学 と 同 じ ）
大 学 （ 出 身 大
学 と 異 な る ）
公 的 研 究 機
関
民 間 企 業 海 外 （ 　 　 　 ） 年 間
ポ ス ド ク ・
研 究 生 等
任 期 付 任 用 型
職 員 ・ 社 員
終 身 雇 用 型
職 員 ・ 社 員
研 究 職
そ の 他
D - 1 0 1 0 機 関 目
大 学 （ 出 身 大
学 と 同 じ ）
大 学 （ 出 身 大
学 と 異 な る ）
公 的 研 究 機
関
民 間 企 業 海 外 （ 　 　 　 ） 年 間
ポ ス ド ク ・
研 究 生 等
任 期 付 任 用 型
職 員 ・ 社 員
終 身 雇 用 型
職 員 ・ 社 員
研 究 職
そ の 他
身 分機 関 の 種 類
1 3
研 究 者 の 方
回 答 者 自 身 に つ い て
あ な た 自 身 に つ い て 、 以 下 の 各 項 目 に お 答 え く だ さ い 。 な お 、 A – 5 ～ 8 に つ い て は お 手 数 で す が 、 1 5 ～ 1 7 ペ ー ジ の コ ー ド 表 を 参 照 し て 、 コ ー
ド 番 号 で お 答 え 下 さ い 。
番 号
項 目
F - 1 年 齢 （ 才 ） （ 　 　 　 　 　 　 　 ） 才
F - 2 最 終 学 歴 中 学 卒 業 高 等 学 校 卒 業 短 期 大 学 卒 業 専 門 学 校 卒 業 高 専 （ 高 等 専 門 学 校 ）
４ 年 制 大 学 学 部 卒 業 修 士 課 程 修 了 博 士 課 程 修 了 そ の 他 （ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
F - 3 最 終 学 位
学 士 号 修 士 号 博 士 号 な し
F - 4 現 在 の 所 属 機 関 の 種 別 国 立 大 学 法 人 公 立 大 学 私 立 大 学 大 学 共 同 利 用 機 関 独 立 行 政 法 人
（ 併 任 、 兼 任 の 場 合 は 該 当 す る も の す べ て を 選 択 し て く だ さ い 。 ）
省 庁 直 轄 研 究 機 関 民 間 企 業 そ の 他 （ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
F - 5 現 在 の 専 門 分 野 （ コ ー ド 番 号 ） 分 野 コ ー ド （ 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
F - 6 所 属 機 関 に お け る 役 職 名 職 名 コ ー ド （ 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
「 そ の 他 」 9 9 9 の 場 合 は 具 体 的 に 記 入 く だ さ い
職 名 コ ー ド （ 　 　 　 　 　 　 　 　 ） （ 職 名 が 複 数 あ る 場 合 の み 記 入 し て く だ さ い ）
F - 7
雇 用 の タ イ プ （ 常 勤 / 非 常 勤 の 別 ） 常 勤 非 常 勤
F - 8
雇 用 の タ イ プ （ 終 身 雇 用 / 任 期 付 の 別 ） 終 身 型 雇 用 任 期 付 雇 用
F - 9
雇 用 の タ イ プ （ あ な た の 給 与 原 資 の 別 ）
研 究 機 関 の 経 常 人 件 費 で 雇
用 さ れ て い る
研 究 機 関 に プ ロ ジ ェ ク ト
経 費 で 雇 用 さ れ て い る
わ か ら な い そ の 他 （ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
F - 1 0
年 収
（ よ ろ し け れ ば ご 回 答 く だ さ い ）
F - 1 1 業 種 （ 民 間 企 業 の 方 の み 記 入 く だ さ い ） 業 種 コ ー ド （ 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
選 択 肢
平 成 1 5 年 １ 年 間 に 所 属 機 関 か ら 得 た 税 込 み の 給 与 所 得 （ 賞 与 を 含 む ） を 添 付 の コ ー ド 表 よ り あ て は ま る も の を 選 ん で そ の 番 号 を 記 入 し て く だ さ い 。
年 収 コ ー ド （ 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
※ 添 付 の コ ー ド 表 よ り 、 も っ と も あ て は ま る も の を 選 ん で そ の 番 号 を 記 入 し て く だ さ い 。
※ 添 付 の コ ー ド 表 よ り 、 も っ と も あ て は ま る も の を 選 ん で そ の 番 号 を 記 入 し て く だ さ い 。
※ 添 付 の コ ー ド 表 よ り 、 も っ と も あ て は ま る も の を 選 ん で そ の 番 号 を 記 入 し て く だ さ い 。
任 用 期 間 （ 　 　 　 　 　 　 　 ） 年 、 現 在 （ 　 　 　 　 　 　 　 ） 年 目
質 問 は こ れ で 終 了 で す 。 本 回 答 を 返 信 用 封 筒 に 入 れ 、 ご 返 送 い た だ き ま す よ う お 願 い い た し ま す 。 お 忙 し い 中 、 誠 に あ り が と う ご ざ い ま し た 。
1 4
研 究 者 の 方
コ ー ド 表
分 野 コ ー ド
大 分 類
専 門 分 野
分 野 コ ー ド 大 分 類
専 門 分 野
分 野 コ ー ド 大 分 類
専 門 分 野
分 野 コ ー ド
理 学 数 学 1 0 1
農 学 農 学 3 0 1 複 合 領 域 科 学 技 術 史 （ 含 科 学 社 会 学 ・ 科 学 技 術 基 礎 論 ） 5 0 1
地 球 科 学 1 0 2
水 産 学 3 0 2 体 育 学 5 0 2
人 類 学 （ 含 生 理 人 類 学 ） 1 0 3
畜 産 学 ・ 獣 医 学 3 0 3 プ ラ ズ マ 理 工 学 5 0 3
天 文 学 1 0 4
農 芸 化 学 3 0 4 地 理 学 5 0 4
化 学 1 0 5
農 業 経 済 学 3 0 5 エ ネ ル ギ ー 学 5 0 5
物 理 学
1 0 6
境 界 農 学 3 0 6 家 政 学 5 0 6
生 物 学 1 0 7
林 学 3 0 7 環 境 科 学 5 0 7
そ の 他 理 学 系 1 9 9
農 業 工 学 3 0 8 文 化 財 科 学 5 0 8
工 学 応 用 物 理 学 2 0 1 そ の 他 農 学 系 3 9 9
生 物 化 学 5 0 9
土 木 工 学 2 0 2 医 学 生 理 4 0 1 科 学 教 育 ・ 教 科 教 育 学 5 1 0
プ ロ セ ス 工 学 2 0 3 内 科 4 0 2 基 礎 生 物 科 学 5 1 1
機 械 工 学 2 0 4 薬 学 4 0 3 統 計 科 学 5 1 2
建 築 学 2 0 5 病 理 4 0 4 神 経 科 学 （ 含 脳 科 学 ） 5 1 3
工 業 化 学 2 0 6 外 科 4 0 5 情 報 科 学 5 1 4
電 気 電 子 工 学 2 0 7 医 学 一 般 4 0 6 実 験 動 物 学 5 1 5
材 料 工 学 2 0 8 社 会 医 学 4 0 7 社 会 シ ス テ ム 工 学 5 1 6
総 合 工 学 2 0 9 歯 科 4 0 8 医 用 生 体 工 学 ・ 生 体 材 料 科 学 5 1 7
そ の 他 工 学 系 2 9 9
看 護 学 4 0 9 自 然 災 害 科 学 5 1 8
そ の 他 医 学 系 4 9 9 そ の 他 複 合 領 域 系 5 9 9
そ の 他 文 学 系 9 0 1
法 学 系 9 0 2
経 済 学 系 9 0 3
そ の 他 の 領 域 9 9 9
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研 究 者 の 方
職 名 コ ー ド
職 名 コ ー ド 職 名 コ ー ド 職 名 コ ー ド
あ 行 ア ソ シ エ イ ト ・ メ ン バ ー 1 9 1 さ 行 サ ブ リ ー ダ ー 1 9 2 た 行 大 学 院 生 0 0 6
医 長 1 8 0
産 業 技 術 総 合 研 究 所 特 別 研 究 員
2 4 1 チ ー フ 1 8 4
院 長 0 3 8 参 事 1 3 8 チ ー ム 長 2 4 4
園 長 0 3 7 参 事 研 究 員 0 2 9 チ ー ム リ ー ダ ー 0 9 6
か 行 科 学 技 術 特 別 研 究 員 1 6 1 施 設 長 0 4 0 長 期 在 外 若 手 研 究 員 2 2 7
学 芸 員 1 7 8 次 長 0 6 9 特 待 研 究 員 2 4 5
学 長 0 1 0 室 長 0 1 6 特 任 教 授 1 4 1
学 頭 1 4 3 室 長 代 理 1 4 2 特 任 助 教 授 1 2 1
科 長 0 2 3 主 幹 1 9 7 特 別 研 究 員 0 0 7
課 長 0 3 9 主 幹 研 究 員 2 5 1 は 行 博 士 研 究 員 0 5 0
館 長 0 1 4 首 席 研 究 官 1 9 4 班 長 0 9 7
管 理 官 2 0 0 主 任 研 究 員 0 1 5 非 常 勤 講 師 0 9 4
客 員 教 授 0 2 7 主 席 研 究 員 0 6 5 副 学 長 0 3 4
客 員 研 究 員 0 5 2 主 任 研 究 官 0 2 2 副 グ ル ー プ 長 2 3 3
客 員 助 教 授 0 4 3 上 級 研 究 員 0 4 7 副 参 事 0 3 2
教 授 0 0 1 上 席 研 究 員 1 8 2 副 参 事 研 究 員 0 2 6
グ ル ー プ 長 0 6 6 上 席 研 究 官 2 3 1 副 主 席 研 究 員 2 5 0
グ ル ー プ リ ー ダ ー 1 8 7 場 長 1 9 9 副 主 任 研 究 員 0 2 4
系 長 2 4 7 助 教 授 0 0 2 副 所 長 0 1 9
研 究 員 0 1 7 助 手 0 1 1 副 セ ン タ ー 長 2 4 8
研 究 官 1 7 3 所 長 0 1 2 副 総 裁 1 7 4
研 究 主 幹 0 6 7 所 長 代 理 1 9 5 副 部 長 2 2 0
研 究 主 席 2 1 2 セ ン タ ー 長 0 4 1 副 部 門 長 2 4 6
研 究 生 0 0 8 専 任 研 究 員 0 4 9 部 長 0 1 3
兼 任 教 授 0 4 4 専 門 研 究 員 0 6 1 部 門 長 1 9 6
兼 任 助 教 授 2 1 0 総 括 研 究 員 0 4 8 プ ロ ジ ェ ク ト リ ー ダ ー 2 5 2
講 師 （ 常 勤 ） 0 0 3 総 括 研 究 官 2 5 7 併 任 教 授 0 2 1
高 等 研 究 員 1 8 5 統 括 研 究 官 2 5 3 併 任 助 教 授 0 3 6
総 括 主 任 研 究 員 2 5 6 ポ ス ト ド ク タ ー 、 ポ ス ド ク 2 0 1
統 括 責 任 者 1 8 3 ら 行 ラ ボ 長 2 5 4
総 合 企 画 調 整 官 1 2 9 リ ー ダ ー 1 9 0
総 合 研 究 官 0 6 4 リ サ ー チ ア ソ シ エ イ ト 2 0 3
理 事 0 2 5
理 事 長 0 3 1
領 域 長 2 4 0
そ の 他 そ の 他 9 9 9
1 6
研 究 者 の 方
年 収 コ ー ド
年 収 コ ー ド
3 0 0 万 円 未 満 0 1
3 0 0 万 円 以 上 4 0 0 万 円 未 満 0 2
4 0 0 万 円 以 上 5 0 0 万 円 未 満 0 3
5 0 0 万 円 以 上 6 0 0 万 円 未 満 0 4
6 0 0 万 円 以 上 7 0 0 万 円 未 満 0 5
7 0 0 万 円 以 上 8 0 0 万 円 未 満 0 6
8 0 0 万 円 以 上 9 0 0 万 円 未 満 0 7
9 0 0 万 円 以 上 1 0 0 0 万 円 未 満 0 8
1 0 0 0 万 円 以 上 1 2 0 0 万 円 未 満 0 9
1 2 0 0 万 円 以 上 1 4 0 0 万 円 未 満 1 0
1 4 0 0 万 円 以 上 1 6 0 0 万 円 未 満 1 1
1 6 0 0 万 円 以 上 1 8 0 0 万 円 未 満 1 2
1 8 0 0 万 円 以 上 2 0 0 0 万 円 未 満 1 3
2 0 0 0 万 円 以 上 1 4
年 収
業 種 コ ー ド
大  分  類 中  分  類 業 種 コ ー ド
水 産 ・ 農 林 業  水 産 ・ 農 林 業 0 1 0 1
鉱 業  鉱 業 0 2 0 1
建 設 業 建 設 業 0 3 0 1
製 造 業 食 料 品 0 4 0 1
繊 維 製 品 0 4 0 2
パ ル プ ・ 紙 0 4 0 3
化 学 0 4 0 4
医 薬 品 0 4 0 5
石 油 ・ 石 炭 製 品 0 4 0 6
ゴ ム 製 品 0 4 0 7
ガ ラ ス ・ 土 石 製 品 0 4 0 8
鉄 鋼 0 4 0 9
非 鉄 金 属 0 4 1 0
金 属 製 品 0 4 1 1
機 械 0 4 1 2
電 気 機 器 0 4 1 3
輸 送 用 機 器 0 4 1 4
精 密 機 器 0 4 1 5
そ の 他 製 品 0 4 1 6
電 気 ・ ガ ス 業  電 気 ・ ガ ス 業 0 5 0 1
運 輸 ・ 情 報 通 信 業 陸 運 業 0 6 0 1
海 運 業 0 6 0 2
空 運 業 0 6 0 3
情 報 ・ 通 信 業 0 6 0 5
サ ー ビ ス 業  サ ー ビ ス 業 1 0 0 1
そ の 他 そ の 他 9 9 9 9
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Gこ れ か ら の 人 材 育 成 と 研 究 の 活 性 化 の た め の ア ン ケ ー ト 調 査
調 査 票
研 究 支 援 者 の 方
勝 手 な が ら 締 切 は 平 成 1 6 年 8 月 2 7 日 ( 金 ) 投 函 と さ せ て い た だ き ま す 。
間 に 合 う よ う に 投 函 を お 願 い い た し ま す 。
研 究 支 援 者 の 方
本 調 査 の 目 的
本 調 査 は 、 第 1 期 お よ び 第 2 期 科 学 技 術 基 本 計 画 の フ ォ ロ ー ア ッ プ と し て 、 文 部 科 学 省 科 学 技 術 政 策 研 究 所 が 科 学 技 術 振 興 調 整 費 を 受 け て 行
な う 調 査 の 一 環 と し て 実 施 し て い ま す 。
こ の 結 果 は 第 3 期 科 学 技 術 基 本 計 画 策 定 に 活 用 さ れ る 予 定 で す 。 特 に 公 的 機 関 、 国 立 大 学 に お い て は 法 人 化 と い う 大 き な 転 機 を 迎 え 、 研 究 環
境 が 変 わ り つ つ あ る 中 で 、 研 究 開 発 シ ス テ ム の 改 革 等 、 今 後 の 政 策 立 案 の た め に も 研 究 の 現 場 に い ら っ し ゃ る 方 々 の 現 状 把 握 が 不 可 欠 で あ る と
考 え て お り ま す の で 、 是 非 ご 協 力 を お 願 い い た し ま す 。
用 語
本 ア ン ケ ー ト に お け る 用 語 の 定 義 を し ま す 。 ご 回 答 に 際 し て は 、 以 下 の 定 義 を 念 頭 に お 答 え く だ さ い 。
1 . 研 究 者
研 究 者 と は 、 従 業 者 の う ち 研 究 業 務 に 従 事 す る 方 で 、 大 学 の 課 程 を 修 了 し た 者 、 ま た は こ れ と 同 等 以 上 の 専 門 的 知 識 を 有 し 、 特 定 の 研 究
テ ー マ を 持 っ て 研 究 を 行 な っ て い る 方 を い い ま す 。 事 業 所 等 に お い て 研 究 に 従 事 し て い る 研 究 者 も 含 め ま す 。
2 . 研 究 支 援 者
研 究 支 援 者 と は 、 研 究 者 以 外 の 方 で あ っ て 、 研 究 機 関 等 に 正 規 の 職 員 と し て 雇 用 さ れ て い る か 、 あ る い は 他 の 機 関 よ り 派 遣 さ れ 、 研 究 に
付 随 す る 技 術 的 サ ー ビ ス を 主 と し て 行 う 方 を い い ま す 。 例 え ば 技 官 、 テ ク ニ シ ャ ン 、 専 門 技 術 職 員 な ど の 方 が こ れ に あ た り ま す 。
3 . 公 的 研 究 機 関
公 的 研 究 機 関 と は 、 研 究 を 行 う 国 立 試 験 研 究 機 関 、 独 立 行 政 法 人 研 究 機 関 、 特 殊 法 人 研 究 機 関 、 公 設 試 験 研 究 機 関 、 公 益 法 人 を い い ま す 。
例 え ば 、 国 立 医 薬 品 食 品 衛 生 研 究 所 、 独 立 行 政 法 人 理 化 学 研 究 所 、 日 本 原 子 力 研 究 所 、 東 京 都 立 衛 生 研 究 所 、 電 力 中 央 研 究 所 な ど が こ れ
に あ た り ま す 。
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研 究 支 援 者 の 方
ご 質 問
以 下 の 問 い に つ い て 、 回 答 例 に な ら っ て ど れ か 一 つ に ○ を つ け て く だ さ い 。 な お 、 問 い に 「 い く つ で も 」 と あ る 場 合 は 、 当 て は ま る も の す べ て に
○ を つ け て く だ さ い 。 選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 は 「 そ の 他 」 欄 に ご 記 入 く だ さ い 。
番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等
回 答
例
私 が 研 究 で 最 も 重 視 す る 要 素 は ‥ ‥ で あ る 。
ま っ た く そ の と
お り
そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等
A - 1
あ る な い
A - 2
採 用 し た 採 用 し て い な い わ か ら な い
A - 3
あ る な い
A - 4
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い え
な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思
わ な い
A - 5
あ る な い
A - 6
あ る な い
A - 7
ま っ た く そ の と
お り
そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
A - 8
認 め ら れ て い る
認 め ら れ て い な
い
分 か ら な い
A - 9
ま っ た く そ の と
お り
そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
あ な た の 所 属 す る 研 究 機 関 に は 、 研 究 支 援 者 が 常 駐 し 、 常 時 サ ー ビ ス
を 提 供 す る 研 究 支 援 の た め の 組 織 が あ り ま す か 。
選 択 肢
選 択 肢
あ な た に は 他 の 研 究 機 関 の 研 究 支 援 者 と 情 報 交 換 や 交 流 す る 機 会 が 十
分 に あ り ま す か 。
あ な た に は 研 修 等 の 参 加 の た め の 経 費 （ 旅 費 等 ） の 使 用 が 認 め ら れ て
い ま す か 。
あ な た の お 仕 事 は 、 特 定 の 研 究 者 ま た は 特 定 の 研 究 室 だ け に 支 援 サ ー
ビ ス を 提 供 す る も の で す か 。
あ な た は 所 属 す る 研 究 機 関 内 で 、 人 事 異 動 を 経 験 し た こ と が あ り ま す
か 。
で き れ ば 現 在 の 研 究 組 織 で ず っ と 働 き た い と 思 い ま す か 。
あ な た の 所 属 す る 機 関 で は 過 去 ３ 年 の 間 に 新 規 の 研 究 支 援 者 を 採 用 し
ま し た か 。
あ な た に は 所 属 機 関 内 の 他 の 研 究 支 援 者 と 情 報 交 換 や 交 流 す る 機 会 が
十 分 に あ り ま す か 。
あ な た は 、 所 属 す る 組 織 か ら 技 術 力 を 高 め る た め の 研 修 等 の 機 会 を 十
分 に 与 え ら れ て い ま す か 。
2
研 究 支 援 者 の 方
番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等
選 択 肢
A - 1 0
ま っ た く そ の と
お り
そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
A - 1 1
ま っ た く そ の と
お り
そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
A - 1 2
あ る な い
A - 1 3
あ る な い
A - 1 4
は い い い え わ か ら な い
A - 1 5
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い え
な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思
わ な い
A - 1 6
は い い い え わ か ら な い
A - 1 7
は い い い え わ か ら な い
A - 1 8
ま っ た く そ の と
お り
そ の と お り
ど ち ら と も い え
な い
ほ と ん ど そ う で
な い
ま っ た く そ う で
な い
A - 1 9
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い え
な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思
わ な い
A - 2 0
は い い い え わ か ら な い
A - 2 1
は い い い え
A - 2 2
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い え
な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思
わ な い
論 文 の 著 者 と し て 名 を 連 ね た こ と が あ り ま す か 。
あ な た の 技 術 力 は 所 属 機 関 か ら 適 切 な 評 価 を 受 け て い る と 思 い ま す
か 。
あ な た の 現 在 の 役 職 で は 能 力 次 第 で 昇 給 や 昇 格 が 可 能 で す か 。
論 文 の 謝 辞 等 に 自 分 の 名 前 が 掲 載 さ れ た こ と が あ り ま す か 。
あ な た は 個 人 と し て 、 業 績 や 能 力 が 評 価 さ れ て い ま す か 。
あ な た の 所 属 す る 機 関 で は 、 研 究 者 が そ の 発 明 に よ っ て 所 属 す る 組 織
に も た ら し た 場 合 は 、 利 益 に 応 じ た 報 酬 （ 発 明 報 酬 ） を 受 け 取 る よ う
に な っ て い ま す か 。
あ な た は 評 価 に 応 じ た 処 遇 を 受 け て い ま す か 。
あ な た の 給 与 や 昇 進 等 の 処 遇 は 年 功 序 列 的 で す か 。
研 究 者 は 個 々 の 職 務 発 明 に つ い て 、 所 属 す る 組 織 に も た ら し た 利 益 に
応 じ た 報 酬 （ 発 明 報 酬 ） を 受 け 取 る の は 当 然 で あ る と 思 い ま す か 。
あ な た は 将 来 、 研 究 者 に な り た い と 思 い ま す か 。
あ な た は 自 分 自 身 の 技 術 開 発 テ ー マ を 持 っ て い ま す か 。
あ な た は 研 究 者 の 要 求 に 対 し て 十 分 に 応 え る こ と が で き て い ま す か 。
あ な た が 今 支 援 し て い る 研 究 者 と の 連 携 は 、 十 分 円 滑 に 行 わ れ て い ま
す か 。
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研 究 支 援 者 の 方
番 号 設 問
そ の 他 コ メ ン ト 等
選 択 肢
A - 2 3
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い え
な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思
わ な い
A - 2 4
「 非 常 に そ う 思 う 」 、 「 そ う 思 う 」 と お 答 え の 方 、 ど の よ う な
不 安 を 感 じ ま す か 。
A - 2 5
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い え
な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思
わ な い
A - 2 6
「 非 常 に そ う 思 う 」 、 「 そ う 思 う 」 と お 答 え の 方 、 技 術 レ ベ ル
を 向 上 さ せ る 上 で の 障 害 が あ り ま し た ら 、 お 書 き く だ さ い 。
A - 2 7
非 常 に そ う 思 う や や そ う 思 う
ど ち ら と も い え
な い
あ ま り そ う 思 わ
な い
ま っ た く そ う 思
わ な い
A - 2 8
「 非 常 に そ う 思 う 」 、 「 そ う 思 う 」 と お 答 え の 方 、 ど の よ う な
技 術 を 習 得 し た い と 思 い ま す か 。
A - 2 9
「 非 常 に そ う 思 う 」 、 「 そ う 思 う 」 と お 答 え の 方 、 新 し い 技 術
を 習 得 す る 上 で の 障 害 が あ り ま し た ら 、 お 書 き く だ さ い 。
A - 3 0
給 与 等 の 金 銭 面
の 処 遇 を 良 く し
て ほ し い
組 織 に お け る 地
位 を 向 上 さ せ て
ほ し い
労 働 の 負 荷 を 軽
減 し て 欲 し い
貢 献 度 に 応 じ た
評 価 を し て 欲 し
い
特 に 希 望 は な い
選 択 肢 に 適 当 な も の が な い 場 合 、 具
体 的 に お 書 き く だ さ い 。
A - 3 1
上 記 以 外 で 、 処 遇 に つ い て ど の よ う な 点 を 改 善 し て ほ し い と 思 い ま す
か 。
あ な た は 他 の 新 し い 分 野 の 技 術 力 を 習 得 し た い と 思 い ま す か 。
具 体 的 に そ の 内 容 を お 書 き く だ さ い 。
具 体 的 に そ の 内 容 を お 書 き く だ さ い 。
あ な た は 現 在 あ な た が 専 門 と し て い る 技 術 力 を さ ら に 高 め た い と 思 い
ま す か 。
あ な た は 将 来 の キ ャ リ ア パ ス に 不 安 を 感 じ ま す か 。
あ な た は ご 自 身 の 処 遇 に つ い て 、 ど の よ う な こ と を 希 望 し ま す か 。 あ
て は ま る も の を い く つ で も 選 ん で く だ さ い 。
具 体 的 に そ の 内 容 を お 書 き く だ さ い 。
具 体 的 に そ の 内 容 を お 書 き く だ さ い 。
具 体 的 に そ の 内 容 を お 書 き く だ さ い 。
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研 究 支 援 者 の 方
回 答 者 自 身 に つ い て
あ な た 自 身 に つ い て 、 以 下 の 各 項 目 に お 答 え だ さ い 。 F – 5 は 具 体 的 に 記 述 く だ さ い 。
な お 、 民 間 企 業 の 方 は お 手 数 で す が 、 F – 9 に つ い て は 6 ペ ー ジ の コ ー ド 表 を 参 照 し て 、 コ ー ド 番 号 で お 答 え 下 さ い 。
番 号
項 目
F - 1 年 齢 （ 才 ） （ 　 　 　 　 　 　 　 ） 才
F - 2 最 終 学 歴 中 学 卒 業 高 等 学 校 卒 業 短 期 大 学 卒 業 専 門 学 校 卒 業 高 専 （ 高 等 専 門 学 校 ）
４ 年 制 大 学 学 部 卒 業 修 士 課 程 修 了 博 士 課 程 修 了 そ の 他 （ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
F - 3 博 士 号 取 得 の 有 無
あ り な し
F - 4 現 在 の 所 属 機 関 の 種 別 国 立 大 学 法 人 公 立 大 学 私 立 大 学 大 学 共 同 利 用 機 関 独 立 行 政 法 人
省 庁 直 轄 研 究 機 関
民 間 企 業 そ の 他 （ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
F - 5 所 属 機 関 に お け る 役 職 名
具 体 的 に 記 述 願 い ま す 。
F - 6
雇 用 の タ イ プ （ 常 勤 / 非 常 勤 の 別 ） 常 勤 非 常 勤
F - 7 雇 用 の タ イ プ （ あ な た の 給 与 原 資 の 別 ）
研 究 機 関 の 経 常 人 件 費 で 雇 用
さ れ て い る
研 究 機 関 に プ ロ ジ ェ ク ト
経 費 で 雇 用 さ れ て い る
派 遣 元 の 会 社 に 雇 用 さ
れ て い る
わ か ら な い そ の 他 （ 　 　 　 　 　 　 　 ）
F - 8
雇 用 の タ イ プ （ 終 身 雇 用 / 任 期 付 の 別 ） 終 身 型 雇 用 任 期 付 雇 用
F - 9 業 種 （ 民 間 企 業 の 方 の み 記 入 く だ さ い ） 業 種 コ ー ド （ 　 　 　 　 　 　 　 　 ）
※ 添 付 の コ ー ド 表 よ り 、 も っ と も あ て は ま る も の を 選 ん で そ の 番 号 を 記 入 し て く だ さ い 。
任 用 期 間 （ 　 　 　 　 　 　 　 ） 年 、 現 在 （ 　 　 　 　 　 　 　 ） 年 目
選 択 肢
質 問 は こ れ で 終 了 で す 。 お 忙 し い 中 あ り が と う ご ざ い ま し た 。
本 回 答 を 返 信 用 封 筒 に 入 れ 、 ご 返 送 い た だ き ま す よ う 、 お 願 い い た し ま す 。
ご 協 力 に 深 く 感 謝 い た し ま す 。
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研 究 支 援 者 の 方
コ ー ド 表
業 種 コ ー ド
大  分  類 中  分  類 業 種 コ ー ド 大  分  類 中  分  類 業 種 コ ー ド
水 産 ・ 農 林 業  水 産 ・ 農 林 業 0 1 0 1 製 造 業 （ つ づ き ） 機 械 0 4 1 2
鉱 業  鉱 業 0 2 0 1 電 気 機 器 0 4 1 3
建 設 業 建 設 業 0 3 0 1 輸 送 用 機 器 0 4 1 4
製 造 業 食 料 品 0 4 0 1 精 密 機 器 0 4 1 5
繊 維 製 品 0 4 0 2 そ の 他 製 品 0 4 1 6
パ ル プ ・ 紙 0 4 0 3 電 気 ・ ガ ス 業  電 気 ・ ガ ス 業 0 5 0 1
化 学 0 4 0 4 運 輸 ・ 情 報 通 信 業 陸 運 業 0 6 0 1
医 薬 品 0 4 0 5 海 運 業 0 6 0 2
石 油 ・ 石 炭 製 品 0 4 0 6 空 運 業 0 6 0 3
ゴ ム 製 品 0 4 0 7 情 報 ・ 通 信 業 0 6 0 5
ガ ラ ス ・ 土 石 製 品 0 4 0 8 サ ー ビ ス 業  サ ー ビ ス 業 1 0 0 1
鉄 鋼 0 4 0 9 そ の 他 そ の 他 9 9 9 9
非 鉄 金 属 0 4 1 0
金 属 製 品 0 4 1 1
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研究マネージャー（大学、公的研究機関等）
調査票A,B 研究マネージャー（大学及び公的研究機関等）
発送数 有効回収数 有効回収率
大学 1100 449 40.8%
公的研究機関等 544 183 33.6%
合計 1644 632 38.4%
AB1-01 私が責任者を務める組織・部局では、3年前にくらべて人材の流動性(他の機関との間の研究人材の転入転出)が向上している。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 24 (5.3%) 184 (41.0%) 178 (39.6%) 47 (10.5%) 12 (2.7%) 4 (0.9%) 449
 国立大学 14 (6.0%) 112 (48.3%) 89 (38.4%) 12 (5.2%) 3 (1.3%) 2 (0.9%) 232
 公立大学 1 (3.1%) 13 (40.6%) 14 (43.8%) 2 (6.3%) 1 (3.1%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 5 (3.3%) 47 (31.1%) 60 (39.7%) 31 (20.5%) 8 (5.3%) 0 (0.0%) 151
 大学共同利用機関 4 (11.8%) 12 (35.3%) 15 (44.1%) 2 (5.9%) 0 (0.0%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 15 (8.2%) 60 (32.8%) 71 (38.8%) 25 (13.7%) 8 (4.4%) 4 (2.2%) 183
AB1-02 研究人材の流動性を高めるには、研究チーム(研究室)単位で異動する仕組みが必要である。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 24 (5.3%) 79 (17.6%) 249 (55.5%) 70 (15.6%) 21 (4.7%) 6 (1.3%) 449
 国立大学 16 (6.9%) 38 (16.4%) 123 (53.0%) 38 (16.4%) 15 (6.5%) 2 (0.9%) 232
 公立大学 3 (9.4%) 8 (25.0%) 16 (50.0%) 4 (12.5%) 1 (3.1%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 3 (2.0%) 28 (18.5%) 91 (60.3%) 23 (15.2%) 4 (2.6%) 2 (1.3%)151
 大学共同利用機関 2 (5.9%) 5 (14.7%) 19 (55.9%) 5 (14.7%) 1 (2.9%) 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 6 (3.3%) 26 (14.2%) 92 (50.3%) 30 (16.4%) 22 (12.0%) 7 (3.8%) 183
AB1-03 私が責任者を務める組織・部局では、公募と同時に個人的な紹介によって人材の情報を入手することが多い。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 26 (5.8%) 203 (45.2%) 118 (26.3%) 75 (16.7%) 22 (4.9%) 5 (1.1%) 449
 国立大学 17 (7.3%) 94 (40.5%) 65 (28.0%) 36 (15.5%) 17 (7.3%) 3 (1.3%) 2 2
 公立大学 2 (6.3%) 13 (40.6%) 8 (25.0%) 8 (25.0%) 1 (3.1%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 6 (4.0%) 81 (53.6%) 39 (25.8%) 23 (15.2%) 1 (0.7%) 1 (0.7%) 151
 大学共同利用機関 1 (2.9%) 15 (44.1%) 6 (17.6%) 8 (23.5%) 3 (8.8%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 9 (4.9%) 95 (51.9%) 37 (20.2%) 26 (14.2%) 10 (5.5%) 6 (3.3%) 183
AB1-04 公募よりも、公募を経ない個人的な紹介の方が人物がよくわかるので良い。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 5 (1.1%) 66 (14.7%) 256 (57.0%) 87 (19.4%) 30 (6.7%) 5 (1.1%) 449
 国立大学 2 (0.9%) 30 (12.9%) 121 (52.2%) 54 (23.3%) 21 (9.1%) 4 (1.7%) 232
 公立大学 1 (3.1%) 3 (9.4%) 17 (53.1%) 9 (28.1%) 2 (6.3%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 0 (0.0%) 32 (21.2%) 97 (64.2%) 18 (11.9%) 4 (2.6%) 0 (0.0%) 151
 大学共同利用機関 2 (5.9%) 1 (2.9%) 21 (61.8%) 6 (17.6%) 3 (8.8%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 1 (0.5%) 30 (16.4%) 110 (60.1%) 26 (14.2%) 12 (6.6%) 4 (2.2%) 183
AB1-05 私が責任者を務める組織・部局では、公募制度を導入してから研究者の流動性が向上した。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 17 (3.8%) 163 (36.3%) 199 (44.3%) 35 (7.8%) 13 (2.9%) 22 (4.9%) 449
 国立大学 14 (6.0%) 102 (44.0%) 96 (41.4%) 14 (6.0%) 1 (0.4%) 5 (2.2%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 9 (28.1%) 15 (46.9%) 4 (12.5%) 3 (9.4%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 1 (0.7%) 37 (24.5%) 78 (51.7%) 14 (9.3%) 8 (5.3%) 13 (8.6%) 151
 大学共同利用機関 2 (5.9%) 15 (44.1%) 10 (29.4%) 3 (8.8%) 1 (2.9%) 3 (8.8%) 34
公的研究機関等 8 (4.4%) 44 (24.0%) 89 (48.6%) 19 (10.4%) 11 (6.0%) 12 (6.6%) 183
AB1-06 研究者はすべて公募を経て採用されるべきである。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 75 (16.7%) 183 (40.8%) 161 (35.9%) 21 (4.7%) 5 (1.1%) 4 (0.9%) 449
 国立大学 47 (20.3%) 109 (47.0%) 66 (28.4%) 7 (3.0%) 2 (0.9%) 1 (0.4%) 232
 公立大学 7 (21.9%) 17 (53.1%) 7 (21.9%) 0 (0.0%) 1 (3.1%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 10 (6.6%) 50 (33.1%) 77 (51.0%) 12 (7.9%) 0 (0.0%) 2 (1.3%)151
 大学共同利用機関 11 (32.4%) 7 (20.6%) 11 (32.4%) 2 (5.9%) 2 (5.9%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 17 (9.3%) 55 (30.1%) 80 (43.7%) 22 (12.0%) 6 (3.3%) 3 (1.6%) 183
AB1-07 公募制が定着しないのは、公募ではその時最も適した人材のもとへ募集情報が届くとは限らないからである。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 15 (3.3%) 118 (26.3%) 146 (32.5%) 129 (28.7%) 32 (7.1%) 9 (2.0%  449
 国立大学 12 (5.2%) 42 (18.1%) 76 (32.8%) 78 (33.6%) 22 (9.5%) 2 (0.9%  232
 公立大学 1 (3.1%) 6 (18.8%) 13 (40.6%) 9 (28.1%) 2 (6.3%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 2 (1.3%) 66 (43.7%) 49 (32.5%) 27 (17.9%) 4 (2.6%) 3 (2.0%)151
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 4 (11.8%) 8 (23.5%) 15 (44.1%) 4 (11.8%) 3 (8.8%) 34
公的研究機関等 10 (5.5%) 52 (28.4%) 53 (29.0%) 53 (29.0%) 11 (6.0%) 4 (2.2%) 183
AB1-08 公募制が定着しないのは、研究人材の側に移動したいという意識が小さいからである。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 14 (3.1%) 139 (31.0%) 187 (41.6%) 86 (19.2%) 13 (2.9%) 10 (2.2%) 44
 国立大学 9 (3.9%) 66 (28.4%) 99 (42.7%) 48 (20.7%) 8 (3.4%) 2 (0.9%) 232
 公立大学 1 (3.1%) 10 (31.3%) 14 (43.8%) 5 (15.6%) 0 (0.0%) 2 (6.3%) 32
 私立大学 3 (2.0%) 51 (33.8%) 68 (45.0%) 23 (15.2%) 4 (2.6%) 2 (1.3%) 151
 大学共同利用機関 1 (2.9%) 12 (35.3%) 6 (17.6%) 10 (29.4%) 1 (2.9%) 4 (11.8%) 34
公的研究機関等 7 (3.8%) 58 (31.7%) 72 (39.3%) 33 (18.0%) 6 (3.3%) 7 (3.8%) 183
AB1-09 任期期間、再任の回数などを自由に設定できれば、任期付き任用制度をもっと活用したい。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 86 (19.2%) 224 (49.9%) 100 (22.3%) 28 (6.2%) 5 (1.1%) 6 (1.3%) 449
 国立大学 47 (20.3%) 105 (45.3%) 58 (25.0%) 16 (6.9%) 5 (2.2%) 1 (0.4%) 232
 公立大学 6 (18.8%) 18 (56.3%) 7 (21.9%) 1 (3.1%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 31 (20.5%) 81 (53.6%) 29 (19.2%) 9 (6.0%) 0 (0.0%) 1 (0.7%) 151
 大学共同利用機関 2 (5.9%) 20 (58.8%) 6 (17.6%) 2 (5.9%) 0 (0.0%) 4 (11.8%) 34
公的研究機関等 35 (19.1%) 87 (47.5%) 46 (25.1%) 8 (4.4%) 3 (1.6%) 4 (2.2%) 183
研究マネージャー（大学、公的研究機関等）
AB1-10 私が責任者を務める組織・部局では、任期付き任用制度を導入してから若手研究者の流動性が向上した。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 14 (3.1%) 90 (20.0%) 139 (31.0%) 41 (9.1%) 31 (6.9%) 134 (29.8%) 449
 国立大学 9 (3.9%) 52 (22.4%) 79 (34.1%) 19 (8.2%) 9 (3.9%) 64 (27.6%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 0 (0.0%) 10 (31.3%) 2 (6.3%) 1 (3.1%) 19 (59.4%) 32
 私立大学 3 (2.0%) 31 (20.5%) 38 (25.2%) 15 (9.9%) 19 (12.6%) 45 (29.8%) 151
 大学共同利用機関 2 (5.9%) 7 (20.6%) 12 (35.3%) 5 (14.7%) 2 (5.9%) 6 (17.6%) 34
公的研究機関等 10 (5.5%) 46 (25.1%) 59 (32.2%) 28 (15.3%) 12 (6.6%) 28 (15.3%) 183
AB1-11 私が責任者を務める組織・部局では、任期付き任用制度を導入してから中堅・シニア研究者の流動性が向上した。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 8 (1.8%) 36 (8.0%) 161 (35.9%) 65 (14.5%) 44 (9.8%) 135 (30.1%) 449
 国立大学 4 (1.7%) 25 (10.8%) 94 (40.5%) 31 (13.4%) 15 (6.5%) 63 (27.2%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 0 (0.0%) 9 (28.1%) 2 (6.3%) 1 (3.1%) 20 (62.5%) 32
 私立大学 2 (1.3%) 8 (5.3%) 47 (31.1%) 24 (15.9%) 25 (16.6%) 45 (29.8%) 151
 大学共同利用機関 2 (5.9%) 3 (8.8%) 11 (32.4%) 8 (23.5%) 3 (8.8%) 7 (20.6%) 34
公的研究機関等 3 (1.6%) 12 (6.6%) 66 (36.1%) 51 (27.9%) 23 (12.6%) 28 (15.3%) 183
AB1-12 任期制の導入は組織の活性化、研究開発効率の向上に効果があると思う。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 70 (15.6%) 223 (49.7%) 118 (26.3%) 15 (3.3%) 6 (1.3%) 17 (3.8% 449
 国立大学 33 (14.2%) 110 (47.4%) 72 (31.0%) 9 (3.9%) 5 (2.2%) 3 (1.3%) 232
 公立大学 3 (9.4%) 15 (46.9%) 11 (34.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3 (9.4%) 32
 私立大学 29 (19.2%) 80 (53.0%) 27 (17.9%) 4 (2.6%) 1 (0.7%) 10 (6.6%) 151
 大学共同利用機関 5 (14.7%) 18 (52.9%) 8 (23.5%) 2 (5.9%) 0 (0.0%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 19 (10.4%) 96 (52.5%) 46 (25.1%) 6 (3.3%) 9 (4.9%) 7 (3.8%) 183
AB1-13 優秀な留学生や海外からのポストドクターを日本の研究人材として定着させるための方策を講じるべきである。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 147 (32.7%) 244 (54.3%) 49 (10.9%) 1 (0.2%) 0 (0.0%) 8 (1.8%) 449
 国立大学 83 (35.8%) 123 (53.0%) 25 (10.8%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.4%) 232
 公立大学 15 (46.9%) 14 (43.8%) 2 (6.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 39 (25.8%) 91 (60.3%) 17 (11.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 4 (2.6%)151
 大学共同利用機関 10 (29.4%) 16 (47.1%) 5 (14.7%) 1 (2.9%) 0 (0.0%) 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 46 (25.1%) 99 (54.1%) 20 (10.9%) 10 (5.5%) 3 (1.6%) 5 (2.7%) 183
AB1-14 海外からの研究人材は組織を活性化させ、研究開発の効率を上昇させる。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 96 (21.4%) 237 (52.8%) 106 (23.6%) 1 (0.2%) 1 (0.2%) 8 (1.8%) 449
 国立大学 50 (21.6%) 122 (52.6%) 56 (24.1%) 0 (0.0%) 1 (0.4%) 3 (1.3% 232
 公立大学 10 (31.3%) 17 (53.1%) 3 (9.4%) 1 (3.1%) 0 (0.0%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 30 (19.9%) 77 (51.0%) 41 (27.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3 (2.0%) 151
 大学共同利用機関 6 (17.6%) 21 (61.8%) 6 (17.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (2.934
公的研究機関等 25 (13.7%) 87 (47.5%) 57 (31.1%) 5 (2.7%) 4 (2.2%) 5 (2.7%) 183
AB1-15 今後の任期付き任用の適用者数を(      )。
非常に増やしたい 増やしたい 現状程度としたい 減らしたい 非常に減らしたい 無回答 計
大学 19 (4.2%) 267 (59.5%) 84 (18.7%) 5 (1.1%) 0 (0.0%) 74 (16.5%) 449
 国立大学 13 (5.6%) 129 (55.6%) 48 (20.7%) 4 (1.7%) 0 (0.0%) 38 (16.4%) 232
 公立大学 3 (9.4%) 18 (56.3%) 5 (15.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 6 (18.8%) 32
 私立大学 1 (0.7%) 102 (67.5%) 22 (14.6%) 1 (0.7%) 0 (0.0%) 25 (16.6%) 151
 大学共同利用機関 2 (5.9%) 18 (52.9%) 9 (26.5%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 5 (14.7%) 34
公的研究機関等 5 (2.7%) 87 (47.5%) 63 (34.4%) 4 (2.2%) 4 (2.2%) 20 (10.9%) 183
AB1-16 若手研究者の(      )程度には任期付き任用制度を適用すべきである。
1割 3割 5割 7割 9割 無回答 計
大学 22 (4.9%) 93 (20.7%) 118 (26.3%) 38 (8.5%) 118 (26.3%) 60 (13.4 449
 国立大学 12 (5.2%) 46 (19.8%) 56 (24.1%) 20 (8.6%) 64 (27.6%) 34 (14.7%) 232
 公立大学 1 (3.1%) 6 (18.8%) 9 (28.1%) 1 (3.1%) 10 (31.3%) 5 (15.6%) 32
 私立大学 9 (6.0%) 41 (27.2%) 45 (29.8%) 10 (6.6%) 29 (19.2%) 17 (11.3%  51
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 0 (0.0%) 8 (23.5%) 7 (20.6%) 15 (44.1%) 4 (11.8%) 34
公的研究機関等 29 (15.8%) 42 (23.0%) 50 (27.3%) 21 (11.5%) 24 (13.1%) 17 (9.3%) 83
AB1-17 私が責任者を務める組織・部局では、任期付き任用制度の適用者のうち、若手研究者※1がおよそ(       )を占めている。
1割 3割 5割 7割 9割 無回答 計
大学 104 (23.2%) 52 (11.6%) 32 (7.1%) 28 (6.2%) 46 (10.2%) 187 (41.6%) 449
 国立大学 57 (24.6%) 31 (13.4%) 19 (8.2%) 14 (6.0%) 27 (11.6%) 84 (36.2%) 232
 公立大学 3 (9.4%) 1 (3.1%) 3 (9.4%) 1 (3.1%) 1 (3.1%) 23 (71.9%) 32
 私立大学 39 (25.8%) 14 (9.3%) 6 (4.0%) 10 (6.6%) 9 (6.0%) 73 (48.3%) 151
 大学共同利用機関 5 (14.7%) 6 (17.6%) 4 (11.8%) 3 (8.8%) 9 (26.5%) 7 (20.6%) 34
公的研究機関等 36 (19.7%) 15 (8.2%) 13 (7.1%) 22 (12.0%) 52 (28.4%) 45 (24.6%) 183
AB1-18 研究者の流動性が向上すると、あなたの所属する機関にとってどのようなメリットがありますか。（複数回答可）
優れた人材を獲得
できる
新しい研究領域を
開拓できる
新しい文化を取り
入れられる
人材のやる気を引
き出せる
不適合者の転出を
促せる その他 計
大学 236 (52.6%) 292 (65.0%) 119 (26.5%) 187 (41.6%) 137 (30.5%) 5 ( 1%) 449
 国立大学 124 (53.4%) 146 (62.9%) 65 (28.0%) 91 (39.2%) 58 (25.0%) 3 (1.3%) 232
 公立大学 15 (46.9%) 21 (65.6%) 6 (18.8%) 17 (53.1%) 11 (34.4%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 75 (49.7%) 101 (66.9%) 35 (23.2%) 67 (44.4%) 51 (33.8%) 1 (0.7%) 151
 大学共同利用機関 22 (64.7%) 24 (70.6%) 13 (38.2%) 12 (35.3%) 17 (50.0%) 0 (0.0%) 34
公的研究機関等 103 (56.3%) 108 (59.0%) 52 (28.4%) 63 (34.4%) 55 (30.1%) 3 (1.6%) 183
研究マネージャー（大学、公的研究機関等）
AB1-19 研究者の流動性が向上すると、あなたの所属する機関にとってどのようなデメリットがありますか。（複数回答可）
優れた人材が流出
してしまう
ノウハウの蓄積が
困難になる
知識や技術が流出
してしまう
長期の研究計画が
立てにくくなる
研究者への意思の
疎通が円滑になり
にくい
その他 計
大学 183 (40.8%) 110 (24.5%) 47 (10.5%) 212 (47.2%) 61 (13.6%) 27 (6.0%) 449
 国立大学 73 (31.5%) 58 (25.0%) 18 (7.8%) 109 (47.0%) 35 (15.1%) 17 (7.3%) 232
 公立大学 20 (62.5%) 10 (31.3%) 1 (3.1%) 11 (34.4%) 6 (18.8%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 77 (51.0%) 31 (20.5%) 26 (17.2%) 70 (46.4%) 19 (12.6%) 6 (4.0%) 151
 大学共同利用機関 13 (38.2%) 11 (32.4%) 2 (5.9%) 22 (64.7%) 1 (2.9%) 3 (8.8%) 34
公的研究機関等 58 (31.7%) 94 (51.4%) 25 (13.7%) 97 (53.0%) 19 (10.4%) 15 (8.2%) 183
AB1-20 あなたが責任者を務める組織・部局では、任期付き任用制度を導入していますか。
はい いいえ 無回答 計
大学 244 (54.3%) 192 (42.8%) 13 (2.9%) 449
 国立大学 135 (58.2%) 90 (38.8%) 7 (3.0%) 232
 公立大学 7 (21.9%) 25 (78.1%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 72 (47.7%) 74 (49.0%) 5 (3.3%) 151
 大学共同利用機関 30 (88.2%) 3 (8.8%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 143 (78.1%) 33 (18.0%) 7 (3.8%) 183
AB1-20-1 (「はい」とお答えの方)任期付き任用制度を導入した目的はなんですか。（複数回答可）
若手の試用期間と
して
時限プロジェクト対
応として
人材のやる気を引
き出すため
不適合者の転出促
進策として
監督官庁の指示に
より その他 計
大学 76 (31.1%) 93 (38.1%) 88 (36.1%) 40 (16.4%) 14 (5.7%) 19 (7.8%) 244
 国立大学 31 (23.0%) 64 (47.4%) 55 (40.7%) 22 (16.3%) 7 (5.2%) 7 (5.2%) 135
 公立大学 3 (42.9%) 1 (14.3%) 2 (28.6%) 2 (28.6%) 1 (14.3%) 0 (0.0%) 7
 私立大学 32 (44.4%) 21 (29.2%) 18 (25.0%) 8 (11.1%) 2 (2.8%) 9 (12.5%) 72
 大学共同利用機関 10 (33.3%) 7 (23.3%) 13 (43.3%) 8 (26.7%) 4 (13.3%) 3 (10.0%) 30
公的研究機関等 58 (40.6%) 73 (51.0%) 17 (11.9%) 9 (6.3%) 44 (30.8%) 12 (8.4%) 143
AB1-20-2 (「いいえ」とお答えの方)任期付き任用制度を導入しない、あるいはできない理由はなんですか。（複数回答可）
研究者の反対が大
きいから
職員団体の反対が
大きいから
研究スタイルに適
合しないから
特に必要を感じな
いから その他 計
大学 25 (13.0%) 5 (2.6%) 30 (15.6%) 36 (18.8%) 77 (40.1%) 192
 国立大学 9 (10.0%) 2 (2.2%) 19 (21.1%) 22 (24.4%) 37 (41.1%) 90
 公立大学 5 (20.0%) 0 (0.0%) 4 (16.0%) 1 (4.0%) 6 (24.0%) 25
 私立大学 11 (14.9%) 3 (4.1%) 6 (8.1%) 13 (17.6%) 32 (43.2%) 74
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (33.3%) 0 (0.0%) 2 (66.7%) 3
公的研究機関等 1 (3.0%) 7 (21.2%) 3 (9.1%) 6 (18.2%) 13 (39.4%) 33
AB1-21 現在の日本の制度または慣習で、研究人材が異動しようとするときに不利に働くものはなんですか。（複数回答可）
年功序列的な賃金
体系 退職金の目減り
年金や保険の可搬
性の低さ
昇進が内部の者に
有利なこと
特に不利に働く要
素はない その他 計
大学 174 (38.8%) 132 (29.4%) 134 (29.8%) 83 (18.5%) 86 (19.2%) 59 (13.1%) 449
 国立大学 87 (37.5%) 61 (26.3%) 62 (26.7%) 35 (15.1%) 60 (25.9%) 33 (14.2%) 232
 公立大学 12 (37.5%) 9 (28.1%) 10 (31.3%) 13 (40.6%) 4 (12.5%) 2 (6.3%) 32
 私立大学 69 (45.7%) 56 (37.1%) 54 (35.8%) 29 (19.2%) 15 (9.9%) 15 (9.9%) 151
 大学共同利用機関 6 (17.6%) 6 (17.6%) 8 (23.5%) 6 (17.6%) 7 (20.6%) 9 (26.5%) 34
公的研究機関等 76 (41.5%) 59 (32.2%) 63 (34.4%) 52 (28.4%) 26 (14.2%) 29 (15.8%) 83
AB1-22 現在の日本で、若手の海外人材の日本への定着を阻害している要因には何があると思いますか。（複数回答可）
研究者ポストの不
足
金銭面の待遇への
不満
住居等、生活コスト
の高さ
研究環境が世界と
比較して充実して
いないこと
特に阻害している
要因はない その他 計
大学 277 (61.7%) 62 (13.8%) 174 (38.8%) 168 (37.4%) 17 (3.8%) 64 (14.3%) 449
 国立大学 146 (62.9%) 34 (14.7%) 86 (37.1%) 87 (37.5%) 9 (3.9%) 40 (17.2%) 232
 公立大学 20 (62.5%) 2 (6.3%) 14 (43.8%) 12 (37.5%) 0 (0.0%) 4 (12.5%) 32
 私立大学 97 (64.2%) 26 (17.2%) 62 (41.1%) 54 (35.8%) 5 (3.3%) 10 (6.6%) 151
 大学共同利用機関 14 (41.2%) 0 (0.0%) 12 (35.3%) 15 (44.1%) 3 (8.8%) 10 (29.4%) 34
公的研究機関等 91 (49.7%) 17 (9.3%) 59 (32.2%) 51 (27.9%) 13 (7.1%) 36 (1 .7%) 183
AB1-23 現在の日本で、中堅・シニアの海外人材の日本への定着を阻害している要因には何があると思いますか。（複数回答可）
年金や保健の可搬
性の低さ
金銭面の待遇への
不満
住居等、生活コスト
の高さ
研究環境が世界と
比較して充実して
いないこと
特に阻害している
要因はない その他 計
大学 79 (17.6%) 113 (25.2%) 182 (40.5%) 240 (53.5%) 25 (5.6%) 73 (16.3%) 449
 国立大学 39 (16.8%) 65 (28.0%) 93 (40.1%) 128 (55.2%) 11 (4.7%) 43 (18.5%) 232
 公立大学 8 (25.0%) 5 (15.6%) 15 (46.9%) 13 (40.6%) 3 (9.4%) 5 (15.6%) 32
 私立大学 28 (18.5%) 40 (26.5%) 62 (41.1%) 81 (53.6%) 7 (4.6%) 15 (9.9%) 151
 大学共同利用機関 4 (11.8%) 3 (8.8%) 12 (35.3%) 18 (52.9%) 4 (11.8%) 10 (29.4%) 34
公的研究機関等 35 (19.1%) 30 (16.4%) 61 (33.3%) 62 (33.9%) 16 (8.7%) 44 (24.0%) 183
AB2-01 博士課程進学者を増加させるべきである。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 133 (29.6%) 149 (33.2%) 128 (28.5%) 29 (6.5%) 7 (1.6%) 3 (0.7%) 449
 国立大学 66 (28.4%) 69 (29.7%) 73 (31.5%) 17 (7.3%) 6 (2.6%) 1 (0.4% 232
 公立大学 6 (18.8%) 14 (43.8%) 10 (31.3%) 2 (6.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 56 (37.1%) 60 (39.7%) 31 (20.5%) 3 (2.0%) 0 (0.0%) 1 (0.7%)151
 大学共同利用機関 5 (14.7%) 6 (17.6%) 14 (41.2%) 7 (20.6%) 1 (2.9%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 14 (7.7%) 45 (24.6%) 89 (48.6%) 25 (13.7%) 8 (4.4%) 2 (1.1%) 183
AB2-02 博士課程の学生を経済的により支援すべきである。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 276 (61.5%) 158 (35.2%) 12 (2.7%) 1 (0.2%) 0 (0.0%) 2 (0.4%) 449
 国立大学 153 (65.9%) 73 (31.5%) 6 (2.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 232
 公立大学 17 (53.1%) 13 (40.6%) 2 (6.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 90 (59.6%) 58 (38.4%) 2 (1.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.7%) 151
 大学共同利用機関 16 (47.1%) 14 (41.2%) 2 (5.9%) 1 (2.9%) 0 (0.0%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 35 (19.1%) 97 (53.0%) 39 (21.3%) 7 (3.8%) 3 (1.6%) 2 (1.1%) 183
研究マネージャー（大学、公的研究機関等）
AB2-03 ポストドクターの支援期間は(      )程度が適当である。
1年 3年 5年 7年 8年以上 無回答 計
大学 16 (3.6%) 297 (66.1%) 125 (27.8%) 2 (0.4%) 4 (0.9%) 5 (1.1%) 449
 国立大学 6 (2.6%) 148 (63.8%) 74 (31.9%) 1 (0.4%) 1 (0.4%) 2 (0.9%) 232
 公立大学 1 (3.1%) 23 (71.9%) 8 (25.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 9 (6.0%) 108 (71.5%) 29 (19.2%) 1 (0.7%) 2 (1.3%) 2 (1.3%) 151
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 18 (52.9%) 14 (41.2%) 0 (0.0%) 1 (2.9%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 6 (3.3%) 104 (56.8%) 56 (30.6%) 9 (4.9%) 1 (0.5%) 7 (3.8%) 183
AB2-04 研究者は(      )歳くらいまでに自分の生活を維持できるよう経済面の自立をすべきである。
30 35 40 45 年齢とは関係ない 無回答 計
大学 211 (47.0%) 180 (40.1%) 16 (3.6%) 0 (0.0%) 36 (8.0%) 6 (1.3%) 449
 国立大学 122 (52.6%) 84 (36.2%) 8 (3.4%) 0 (0.0%) 17 (7.3%) 1 (0.4%) 232
 公立大学 11 (34.4%) 16 (50.0%) 1 (3.1%) 0 (0.0%) 3 (9.4%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 66 (43.7%) 64 (42.4%) 6 (4.0%) 0 (0.0%) 12 (7.9%) 3 (2.0%) 151
 大学共同利用機関 12 (35.3%) 16 (47.1%) 1 (2.9%) 0 (0.0%) 4 (11.8%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 80 (43.7%) 79 (43.2%) 5 (2.7%) 0 (0.0%) 15 (8.2%) 4 (2.2%) 183
AB2-05 研究者は(      )歳くらいまでに自分で研究テーマを設定し遂行できるよう研究面の自立をすべきである。
30 35 40 45 年齢とは関係ない 無回答 計
大学 161 (35.9%) 226 (50.3%) 31 (6.9%) 0 (0.0%) 24 (5.3%) 7 (1.6%) 449
 国立大学 91 (39.2%) 108 (46.6%) 20 (8.6%) 0 (0.0%) 11 (4.7%) 2 (0.9%) 232
 公立大学 11 (34.4%) 15 (46.9%) 2 (6.3%) 0 (0.0%) 3 (9.4%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 46 (30.5%) 90 (59.6%) 6 (4.0%) 0 (0.0%) 6 (4.0%) 3 (2.0%) 151
 大学共同利用機関 13 (38.2%) 13 (38.2%) 3 (8.8%) 0 (0.0%) 4 (11.8%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 64 (35.0%) 80 (43.7%) 19 (10.4%) 0 (0.0%) 17 (9.3%) 3 (1.6%) 183
AB2-06 若手研究者が研究面で自立するためには、多様な研究組織で経験を積むことが重要である。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 101 (22.5%) 190 (42.3%) 143 (31.8%) 10 (2.2%) 2 (0.4%) 3 (0.7% 449
 国立大学 50 (21.6%) 96 (41.4%) 81 (34.9%) 4 (1.7%) 0 (0.0%) 1 (0.4%) 232
 公立大学 8 (25.0%) 13 (40.6%) 8 (25.0%) 3 (9.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 37 (24.5%) 65 (43.0%) 44 (29.1%) 2 (1.3%) 2 (1.3%) 1 (0.7%) 151
 大学共同利用機関 6 (17.6%) 16 (47.1%) 10 (29.4%) 1 (2.9%) 0 (0.0%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 29 (15.8%) 64 (35.0%) 80 (43.7%) 6 (3.3%) 2 (1.1%) 2 (1.1%) 183
AB2-07 若手研究者が研究面で自立するためには、一つの研究組織でじっくりと研究能力を高めることが重要である。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 3 (0.7%) 50 (11.1%) 280 (62.4%) 92 (20.5%) 19 (4.2%) 5 (1.1%) 449
 国立大学 2 (0.9%) 29 (12.5%) 145 (62.5%) 43 (18.5%) 11 (4.7%) 2 (0.9%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 2 (6.3%) 20 (62.5%) 9 (28.1%) 1 (3.1%) 0 (0.0%) 2
 私立大学 1 (0.7%) 15 (9.9%) 98 (64.9%) 31 (20.5%) 4 (2.6%) 2 (1.3%) 151
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 4 (11.8%) 17 (50.0%) 9 (26.5%) 3 (8.8%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 3 (1.6%) 29 (15.8%) 105 (57.4%) 35 (19.1%) 8 (4.4%) 3 (1.6%) 183
AB2-08 若手向け外部競争的資金の拡充は若手研究者の自立に貢献している。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 66 (14.7%) 243 (54.1%) 109 (24.3%) 27 (6.0%) 2 (0.4%) 2 (0.4%) 449
 国立大学 38 (16.4%) 121 (52.2%) 55 (23.7%) 16 (6.9%) 2 (0.9%) 0 (0.0%) 232
 公立大学 7 (21.9%) 15 (46.9%) 8 (25.0%) 2 (6.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 16 (10.6%) 89 (58.9%) 39 (25.8%) 6 (4.0%) 0 (0.0%) 1 (0.7%) 151
 大学共同利用機関 5 (14.7%) 18 (52.9%) 7 (20.6%) 3 (8.8%) 0 (0.0%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 19 (10.4%) 92 (50.3%) 50 (27.3%) 18 (9.8%) 3 (1.6%) 1 (0.5%) 183
AB2-09 教授、助教授、助手等からなる旧来の職階制度は若手の自立を阻害する。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 35 (7.8%) 111 (24.7%) 246 (54.8%) 45 (10.0%) 10 (2.2%) 2 (0.4%) 449
 国立大学 21 (9.1%) 48 (20.7%) 132 (56.9%) 24 (10.3%) 7 (3.0%) 0 (0.0 232
 公立大学 2 (6.3%) 12 (37.5%) 17 (53.1%) 1 (3.1%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 9 (6.0%) 43 (28.5%) 84 (55.6%) 12 (7.9%) 2 (1.3%) 1 (0.7%) 51
 大学共同利用機関 3 (8.8%) 8 (23.5%) 13 (38.2%) 8 (23.5%) 1 (2.9%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 19 (10.4%) 73 (39.9%) 78 (42.6%) 11 (6.0%) 1 (0.5%) 1 (0.5%) 183
AB2-10 あなたが責任者を務める組織・部局では、ポストドクターを受け入れていますか。
はい いいえ 無回答 計
大学 342 (76.2%) 99 (22.0%) 8 (1.8%) 449
 国立大学 200 (86.2%) 28 (12.1%) 4 (1.7%) 232
 公立大学 20 (62.5%) 10 (31.3%) 2 (6.3%) 32
 私立大学 91 (60.3%) 59 (39.1%) 1 (0.7%) 151
 大学共同利用機関 31 (91.2%) 2 (5.9%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 144 (78.7%) 37 (20.2%) 2 (1.1%) 183
AB2-10-1 (「はい」とお答えの方)ポストドクター受け入れの目的は何ですか。（複数回答可）
共同研究者として研究実施のための労働力として
若手または学生の
指導役として
新たな研究分野を
取り込むため
他の研究者のモチ
ベーションを高める
ため
その他 計
大学 258 (75.4%) 147 (43.0%) 110 (32.2%) 89 (26.0%) 33 (9.6%) 6 (1.8%) 342
 国立大学 151 (75.5%) 88 (44.0%) 64 (32.0%) 56 (28.0%) 17 (8.5%) 4 (2.0%) 200
 公立大学 16 (80.0%) 7 (35.0%) 7 (35.0%) 5 (25.0%) 2 (10.0%) 0 (0.0%)20
 私立大学 65 (71.4%) 41 (45.1%) 37 (40.7%) 19 (20.9%) 14 (15.4%) 1 (1.1%) 91
 大学共同利用機関 26 (83.9%) 11 (35.5%) 2 (6.5%) 9 (29.0%) 0 (0.0%) 1 (3.2%) 31
公的研究機関等 76 (52.8%) 95 (66.0%) 6 (4.2%) 60 (41.7%) 23 (16.0%) 5 (3.5%) 144
研究マネージャー（大学、公的研究機関等）
AB2-10-2 (「いいえ」とお答えの方)ポストドクターを受け入れない、あるいは受け入れられない理由はなんですか。（複数回答可）
研究指導に負担を
感じるから
機材、スペース面
の準備ができない
から
適したポストドク
ターが見つからな
いから
支援制度の選考か
らもれてしまったか
ら
特に必要性を感じ
ないから その他 計
大学 1 (1.0%) 17 (17.2%) 16 (16.2%) 21 (21.2%) 11 (11.1%) 27 (27.3%) 99
 国立大学 0 (0.0%) 4 (14.3%) 2 (7.1%) 12 (42.9%) 1 (3.6%) 8 (28.6%) 28
 公立大学 0 (0.0%) 1 (10.0%) 4 (40.0%) 2 (20.0%) 1 (10.0%) 0 (0.0%) 10
 私立大学 1 (1.7%) 12 (20.3%) 10 (16.9%) 6 (10.2%) 8 (13.6%) 19 (32.2%) 59
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (50.0%) 1 (50.0%) 0 (0.0%)2
公的研究機関等 4 (10.8%) 2 (5.4%) 12 (32.4%) 9 (24.3%) 10 (27.0%) 8 (21.6%) 37
AB2-11 ポストドクターの経験は、研究者本人にはどのような意義があると思いますか。（複数回答可）
単なる博士課程の
延長
研究分野の幅を広
げる期間
自立のための登竜
門
就職までの猶予期
間
特に意義を見出せ
ない その他 計
大学 13 (2.9%) 240 (53.5%) 291 (64.8%) 134 (29.8%) 14 (3.1%) 5 (1.1449
 国立大学 8 (3.4%) 128 (55.2%) 167 (72.0%) 67 (28.9%) 4 (1.7%) 3 (1.3%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 16 (50.0%) 21 (65.6%) 10 (31.3%) 1 (3.1%) 1 (3.1%)32
 私立大学 5 (3.3%) 79 (52.3%) 85 (56.3%) 46 (30.5%) 6 (4.0%) 1 (0.7%) 151
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 17 (50.0%) 18 (52.9%) 11 (32.4%) 3 (8.8%) 0 (0.0%) 34
公的研究機関等 4 (2.2%) 101 (55.2%) 103 (56.3%) 66 (36.1%) 12 (6.6%) 4 (2.2%) 183
AB2-12 「ポストドクター等1万人支援計画」はどのような点で日本の研究開発に効果があったと思いますか。（複数回答可）
若手研究者が着実
に養成された
研究開発の成果が
充実した
研究人材の流動性
が向上した
特に効果はなかっ
た その他 計
大学 144 (32.1%) 107 (23.8%) 178 (39.6%) 69 (15.4%) 38 (8.5%) 449
 国立大学 73 (31.5%) 59 (25.4%) 94 (40.5%) 40 (17.2%) 22 (9.5%) 232
 公立大学 6 (18.8%) 8 (25.0%) 13 (40.6%) 7 (21.9%) 3 (9.4%) 32
 私立大学 50 (33.1%) 36 (23.8%) 54 (35.8%) 21 (13.9%) 7 (4.6%) 151
 大学共同利用機関 15 (44.1%) 4 (11.8%) 17 (50.0%) 1 (2.9%) 6 (17.6%) 34
公的研究機関等 53 (29.0%) 28 (15.3%) 57 (31.1%) 35 (19.1%) 21 (11.5%) 183
AB2-14 ポストドクターの数は今後どのようにあるべきだと思いますか。
大幅に増えるのが
よい 増えるのがよい 現状程度でよい 減るのがよい
大幅に減るのがよ
い 無回答 計
大学 50 (11.1%) 200 (44.5%) 137 (30.5%) 38 (8.5%) 10 (2.2%) 14 (3.1%) 449
 国立大学 31 (13.4%) 109 (47.0%) 66 (28.4%) 15 (6.5%) 4 (1.7%) 7 (3.0%) 232
 公立大学 2 (6.3%) 13 (40.6%) 12 (37.5%) 2 (6.3%) 2 (6.3%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 15 (9.9%) 67 (44.4%) 45 (29.8%) 16 (10.6%) 3 (2.0%) 5 (3.3%) 151
 大学共同利用機関 2 (5.9%) 11 (32.4%) 14 (41.2%) 5 (14.7%) 1 (2.9%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 4 (2.2%) 52 (28.4%) 80 (43.7%) 30 (16.4%) 5 (2.7%) 12 (6.6%) 183
AB2-15 あなたが責任者を務める組織・部局では、若手研究者が自立するための制度や環境として不足しているものはありますか。
ある ない 無回答 計
大学 335 (74.6%) 87 (19.4%) 27 (6.0%) 449
 国立大学 182 (78.4%) 38 (16.4%) 12 (5.2%) 232
 公立大学 26 (81.3%) 4 (12.5%) 2 (6.3%) 32
 私立大学 110 (72.8%) 29 (19.2%) 12 (7.9%) 151
 大学共同利用機関 17 (50.0%) 16 (47.1%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 108 (59.0%) 55 (30.1%) 20 (10.9%) 183
AB3-01
研究職として組織
内の配置転換
非研究職として組
織内の配置転換 組織外への出向 次の就職先の斡旋
組織としての取り
組みはしていない その他 計
大学 29 (6.5%) 14 (3.1%) 55 (12.2%) 62 (13.8%) 296 (65.9%) 34 (7.6%) 449
 国立大学 12 (5.2%) 4 (1.7%) 24 (10.3%) 37 (15.9%) 158 (68.1%) 15 (6.5%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 1 (3.1%) 5 (15.6%) 6 (18.8%) 21 (65.6%) 4 (12.5%) 32
 私立大学 13 (8.6%) 8 (5.3%) 22 (14.6%) 16 (10.6%) 100 (66.2%) 9 (6.0%) 151
 大学共同利用機関 4 (11.8%) 1 (2.9%) 4 (11.8%) 3 (8.8%) 17 (50.0%) 6 (17.6%) 34
公的研究機関等 72 (39.3%) 44 (24.0%) 66 (36.1%) 18 (9.8%) 58 (31.7%) 8 (4.4%) 183
AB3-02
研究職として組織
内の配置転換
非研究職として組
織内の配置転換 組織外への出向 次の就職先の斡旋
組織としての取り
組みはしていない その他 計
大学 30 (6.7%) 19 (4.2%) 35 (7.8%) 60 (13.4%) 314 (69.9%) 24 (5.3%) 449
 国立大学 15 (6.5%) 2 (0.9%) 13 (5.6%) 38 (16.4%) 164 (70.7%) 10 (4.3%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 2 (6.3%) 7 (21.9%) 4 (12.5%) 24 (75.0%) 4 (12.5%) 32
 私立大学 10 (6.6%) 12 (7.9%) 13 (8.6%) 13 (8.6%) 109 (72.2%) 6 (4.0%) 151
 大学共同利用機関 5 (14.7%) 3 (8.8%) 2 (5.9%) 5 (14.7%) 17 (50.0%) 4 (11.8%) 34
公的研究機関等 60 (32.8%) 53 (29.0%) 67 (36.6%) 18 (9.8%) 62 (33.9%) 10 (5.5%) 183
AB3-03 あなたが責任者を務める組織・部局では、研究者が転換する研究職以外の職種としてどのような事例がありますか。（複数回答可）
マネジメント・管理
職 教育専任職
産学連携コーディ
ネータ 研究支援職 転換の事例はない その他 計
大学 71 (15.8%) 103 (22.9%) 35 (7.8%) 46 (10.2%) 224 (49.9%) 37 (8.2%) 449
 国立大学 36 (15.5%) 47 (20.3%) 24 (10.3%) 20 (8.6%) 117 (50.4%) 16 (6.9%) 232
 公立大学 3 (9.4%) 7 (21.9%) 1 (3.1%) 4 (12.5%) 19 (59.4%) 5 (15.6%) 32
 私立大学 23 (15.2%) 41 (27.2%) 6 (4.0%) 17 (11.3%) 74 (49.0%) 13 (8.6%) 151
 大学共同利用機関 9 (26.5%) 8 (23.5%) 4 (11.8%) 5 (14.7%) 14 (41.2%) 3 (8.8%) 34
公的研究機関等 105 (57.4%) 32 (17.5%) 23 (12.6%) 56 (30.6%) 30 (16.4%) 17 (9.3%) 83
あなたが責任者を務める組織・部局では、研究者のキャリアパスを多様にするために、若手研究者に対して組織としてどのような取り組みを
行っていますか。（複数回答可）
あなたが責任者を務める組織・部局では、研究者のキャリアパスを多様にするために、中堅・シニア研究者に対して組織としてどのような取
り組みを行っていますか。（複数回答可）
研究マネージャー（大学、公的研究機関等）
AB3-04
思う 思わない 無回答 計
大学 356 (79.3%) 63 (14.0%) 30 (6.7%) 449
 国立大学 180 (77.6%) 32 (13.8%) 20 (8.6%) 232
 公立大学 24 (75.0%) 5 (15.6%) 3 (9.4%) 32
 私立大学 125 (82.8%) 21 (13.9%) 5 (3.3%) 151
 大学共同利用機関 27 (79.4%) 5 (14.7%) 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 152 (83.1%) 21 (11.5%) 10 (5.5%) 183
AB3-05 研究者のキャリアパスを多様なものにするために、組織として取り組むべき点はあると思いますか。
ある ない 無回答 計
大学 289 (64.4%) 121 (26.9%) 39 (8.7%) 449
 国立大学 145 (62.5%) 63 (27.2%) 24 (10.3%) 232
 公立大学 22 (68.8%) 7 (21.9%) 3 (9.4%) 32
 私立大学 98 (64.9%) 44 (29.1%) 9 (6.0%) 151
 大学共同利用機関 24 (70.6%) 7 (20.6%) 3 (8.8%) 34
公的研究機関等 133 (72.7%) 28 (15.3%) 22 (12.0%) 183
AB3-06 研究者のキャリアパスを多様なものにするために、研究者自身の資質・能力として充実すべき点はあると思いますか。
ある ない 無回答 計
大学 304 (67.7%) 79 (17.6%) 66 (14.7%) 449
 国立大学 148 (63.8%) 46 (19.8%) 38 (16.4%) 232
 公立大学 20 (62.5%) 4 (12.5%) 8 (25.0%) 32
 私立大学 113 (74.8%) 22 (14.6%) 16 (10.6%) 151
 大学共同利用機関 23 (67.6%) 7 (20.6%) 4 (11.8%) 34
公的研究機関等 141 (77.0%) 17 (9.3%) 25 (13.7%) 183
AB3-07 研究者のキャリアパスを多様なものにするために、環境や制度として充実すべき点はあると思いますか。
ある ない 無回答 計
大学 320 (71.3%) 65 (14.5%) 64 (14.3%) 449
 国立大学 156 (67.2%) 33 (14.2%) 43 (18.5%) 232
 公立大学 22 (68.8%) 3 (9.4%) 7 (21.9%) 32
 私立大学 114 (75.5%) 25 (16.6%) 12 (7.9%) 151
 大学共同利用機関 28 (82.4%) 4 (11.8%) 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 127 (69.4%) 26 (14.2%) 30 (16.4%) 183
AB3-08 研究者のキャリアパスを多様なものにするために、民間企業に期待する点はありますか。
ある ない 無回答 計
大学 332 (73.9%) 68 (15.1%) 49 (10.9%) 449
 国立大学 164 (70.7%) 38 (16.4%) 30 (12.9%) 232
 公立大学 26 (81.3%) 1 (3.1%) 5 (15.6%) 32
 私立大学 118 (78.1%) 21 (13.9%) 12 (7.9%) 151
 大学共同利用機関 24 (70.6%) 8 (23.5%) 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 109 (59.6%) 48 (26.2%) 26 (14.2%) 183
AB4-01 研究機関を活性化し、研究効率を高めるためには一般に、機関の長のイニシアティブによるマネジメントが必要不可欠である。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 127 (28.3%) 234 (52.1%) 72 (16.0%) 5 (1.1%) 5 (1.1%) 6 (1.3%) 449
 国立大学 66 (28.4%) 118 (50.9%) 38 (16.4%) 5 (2.2%) 3 (1.3%) 2 (0.9% 2 2
 公立大学 6 (18.8%) 20 (62.5%) 6 (18.8%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 45 (29.8%) 82 (54.3%) 21 (13.9%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3 (2.0%)151
 大学共同利用機関 10 (29.4%) 14 (41.2%) 7 (20.6%) 0 (0.0%) 2 (5.9%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 76 (41.5%) 69 (37.7%) 30 (16.4%) 6 (3.3%) 1 (0.5%) 1 (0.5%) 183
AB4-02 私が所属する機関では、機関の長のイニシアティブによるマネジメントを実践している。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 20 (4.5%) 150 (33.4%) 156 (34.7%) 81 (18.0%) 34 (7.6%) 8 (1.8%) 449
 国立大学 10 (4.3%) 72 (31.0%) 88 (37.9%) 44 (19.0%) 16 (6.9%) 2 (0.9%) 232
 公立大学 1 (3.1%) 9 (28.1%) 15 (46.9%) 4 (12.5%) 3 (9.4%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 8 (5.3%) 48 (31.8%) 47 (31.1%) 29 (19.2%) 14 (9.3%) 5 (3.3%) 151
 大学共同利用機関 1 (2.9%) 21 (61.8%) 6 (17.6%) 4 (11.8%) 1 (2.9%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 22 (12.0%) 89 (48.6%) 51 (27.9%) 16 (8.7%) 3 (1.6%) 2 (1.1%) 183
AB4-03 私が所属する機関では、機関の長には機動的な組織運営を実現するための人事および財政の権限がある。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 17 (3.8%) 88 (19.6%) 119 (26.5%) 147 (32.7%) 68 (15.1%) 10 (2.2  449
 国立大学 6 (2.6%) 46 (19.8%) 65 (28.0%) 85 (36.6%) 28 (12.1%) 2 (0.9%  232
 公立大学 2 (6.3%) 1 (3.1%) 7 (21.9%) 12 (37.5%) 10 (31.3%) 0 (0.0%) 2
 私立大学 7 (4.6%) 21 (13.9%) 41 (27.2%) 46 (30.5%) 29 (19.2%) 7 (4.6%) 151
 大学共同利用機関 2 (5.9%) 20 (58.8%) 6 (17.6%) 4 (11.8%) 1 (2.9%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 22 (12.0%) 79 (43.2%) 46 (25.1%) 25 (13.7%) 6 (3.3%) 5 (2.7%) 183
AB4-04 研究者は研究に専念し、研究組織のマネジメントは研究者以外の経営の経験を持つマネジメント専任者が担当すべきである。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 29 (6.5%) 108 (24.1%) 212 (47.2%) 64 (14.3%) 30 (6.7%) 6 (1.3%449
 国立大学 20 (8.6%) 53 (22.8%) 102 (44.0%) 34 (14.7%) 20 (8.6%) 3 (1.3%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 14 (43.8%) 14 (43.8%) 3 (9.4%) 1 (3.1%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 6 (4.0%) 39 (25.8%) 79 (52.3%) 19 (12.6%) 6 (4.0%) 2 (1.3%) 151
 大学共同利用機関 3 (8.8%) 2 (5.9%) 17 (50.0%) 8 (23.5%) 3 (8.8%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 5 (2.7%) 33 (18.0%) 73 (39.9%) 45 (24.6%) 26 (14.2%) 1 (0.5%) 183
研究者が生涯にわたって活躍できるようにするために、研究職以外を含めた多様なキャリアパスを選択できるようにするのが良いと思いま
すか。
研究マネージャー（大学、公的研究機関等）
AB4-05 私が責任者を務める組織・部局では、研究者の採用の際の評価に研究者以外の意見を参考にしている。
はい いいえ 無回答 計
大学 50 (11.1%) 388 (86.4%) 11 (2.4%) 449
 国立大学 13 (5.6%) 214 (92.2%) 5 (2.2%) 232
 公立大学 2 (6.3%) 30 (93.8%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 32 (21.2%) 115 (76.2%) 4 (2.6%) 151
 大学共同利用機関 3 (8.8%) 29 (85.3%) 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 83 (45.4%) 94 (51.4%) 6 (3.3%) 183
AB4-06 私が責任者を務める組織・部局では、研究者の評価に優れた研究者集団の見識による評価を行っている。
はい いいえ 無回答 計
大学 229 (51.0%) 208 (46.3%) 12 (2.7%) 449
 国立大学 139 (59.9%) 87 (37.5%) 6 (2.6%) 232
 公立大学 10 (31.3%) 22 (68.8%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 53 (35.1%) 93 (61.6%) 5 (3.3%) 151
 大学共同利用機関 27 (79.4%) 6 (17.6%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 114 (62.3%) 60 (32.8%) 9 (4.9%) 183
AB4-07
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 100 (22.3%) 245 (54.6%) 86 (19.2%) 5 (1.1%) 3 (0.7%) 10 (2.2%) 449
 国立大学 47 (20.3%) 128 (55.2%) 48 (20.7%) 2 (0.9%) 2 (0.9%) 5 (2.2%) 232
 公立大学 8 (25.0%) 16 (50.0%) 8 (25.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 39 (25.8%) 80 (53.0%) 25 (16.6%) 2 (1.3%) 1 (0.7%) 4 (2.6%)151
 大学共同利用機関 6 (17.6%) 21 (61.8%) 5 (14.7%) 1 (2.9%) 0 (0.0%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 27 (14.8%) 97 (53.0%) 48 (26.2%) 2 (1.1%) 6 (3.3%) 3 (1.6%) 183
AB4-08 非常に高い評価を受けた研究者に対して際立った処遇をしたいが、既存の人事制度の制約があり、それができていない。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 139 (31.0%) 222 (49.4%) 67 (14.9%) 11 (2.4%) 1 (0.2%) 9 (2.0%) 449
 国立大学 65 (28.0%) 123 (53.0%) 36 (15.5%) 4 (1.7%) 0 (0.0%) 4 (1.7%) 232
 公立大学 15 (46.9%) 13 (40.6%) 2 (6.3%) 1 (3.1%) 1 (3.1%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 51 (33.8%) 73 (48.3%) 21 (13.9%) 2 (1.3%) 0 (0.0%) 4 (2.6%) 151
 大学共同利用機関 8 (23.5%) 13 (38.2%) 8 (23.5%) 4 (11.8%) 0 (0.0%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 40 (21.9%) 76 (41.5%) 40 (21.9%) 17 (9.3%) 4 (2.2%) 6 (3.3%) 183
AB4-09 非常に低い評価を受けた研究者に対して職種の転換や転出の斡旋をしたいが、既存の人事制度の制約があり、それができていない。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 171 (38.1%) 202 (45.0%) 51 (11.4%) 12 (2.7%) 2 (0.4%) 11 (2.4%) 449
 国立大学 88 (37.9%) 111 (47.8%) 21 (9.1%) 7 (3.0%) 1 (0.4%) 4 (1.7%)232
 公立大学 17 (53.1%) 9 (28.1%) 5 (15.6%) 0 (0.0%) 1 (3.1%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 55 (36.4%) 69 (45.7%) 20 (13.2%) 2 (1.3%) 0 (0.0%) 5 (3.3%) 151
 大学共同利用機関 11 (32.4%) 13 (38.2%) 5 (14.7%) 3 (8.8%) 0 (0.0%) 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 55 (30.1%) 73 (39.9%) 35 (19.1%) 10 (5.5%) 5 (2.7%) 5 (2.7%) 183
AB4-10 研究者の採用にあたり、採用する学問分野を決定する際に、機関の長以外で実質的にイニシアティブをとるのはどなたですか(2つまで可)。
研究部門、研究領
域の長
研究チーム、学科
の長 研究室長
企画または人事部
門の長
機関の長以外には
該当無し その他 計
大学 188 (41.9%) 226 (50.3%) 70 (15.6%) 10 (2.2%) 15 (3.3%) 63 (14.0  449
 国立大学 88 (37.9%) 106 (45.7%) 46 (19.8%) 1 (0.4%) 9 (3.9%) 37 (15.9%) 232
 公立大学 13 (40.6%) 18 (56.3%) 5 (15.6%) 2 (6.3%) 0 (0.0%) 9 (28.1%) 32
 私立大学 64 (42.4%) 90 (59.6%) 16 (10.6%) 6 (4.0%) 6 (4.0%) 12 (7.9% 151
 大学共同利用機関 23 (67.6%) 12 (35.3%) 3 (8.8%) 1 (2.9%) 0 (0.0%) 5 (14.7%) 34
公的研究機関等 114 (62.3%) 36 (19.7%) 28 (15.3%) 49 (26.8%) 7 (3.8%) 11 (6.0%) 183
AB4-11 研究者の採用にあたり、採用する研究者の絞り込みに、機関の長以外で実質的にイニシアティブをとるのはどなたですか(2つまで可)。
研究部門、研究領
域の長
研究チーム、学科
の長 研究室長
企画または人事部
門の長
機関の長以外には
該当無し その他 計
大学 164 (36.5%) 226 (50.3%) 82 (18.3%) 9 (2.0%) 9 (2.0%) 72 (16.0%) 449
 国立大学 71 (30.6%) 111 (47.8%) 51 (22.0%) 1 (0.4%) 6 (2.6%) 46 (19.8%) 232
 公立大学 12 (37.5%) 17 (53.1%) 6 (18.8%) 2 (6.3%) 0 (0.0%) 6 (18.8%) 32
 私立大学 63 (41.7%) 88 (58.3%) 20 (13.2%) 5 (3.3%) 3 (2.0%) 14 (9.3%) 151
 大学共同利用機関 18 (52.9%) 10 (29.4%) 5 (14.7%) 1 (2.9%) 0 (0.0%) 6 (17.6%) 34
公的研究機関等 125 (68.3%) 40 (21.9%) 30 (16.4%) 44 (24.0%) 6 (3.3%) 13 (7.1%) 183
AB4-12 あなたが責任者を務める組織・部局では研究者の評価に際して、次の定量的指標のうちどれを用いていますか。（複数回答可）
発表論文の数 論文の引用度数 特許出願数 外部資金獲得額 定量指標は用いていない その他 計
大学 324 (72.2%) 122 (27.2%) 78 (17.4%) 138 (30.7%) 88 (19.6%) 46 (1 2  449
 国立大学 166 (71.6%) 76 (32.8%) 45 (19.4%) 81 (34.9%) 41 (17.7%) 27 (11.6%) 232
 公立大学 25 (78.1%) 7 (21.9%) 8 (25.0%) 11 (34.4%) 7 (21.9%) 2 (6.3%) 32
 私立大学 119 (78.8%) 35 (23.2%) 24 (15.9%) 43 (28.5%) 25 (16.6%) 8 (5.3%) 151
 大学共同利用機関 14 (41.2%) 4 (11.8%) 1 (2.9%) 3 (8.8%) 15 (44.1%) 9 (26.5%) 34
公的研究機関等 114 (62.3%) 19 (10.4%) 59 (32.2%) 39 (21.3%) 43 (23.5%) 30 (16.4%) 183
AB4-13 あなたが責任者を務める組織・部局では、研究者個人の評価結果は個人の処遇としてどのように反映されていますか。（複数回答可）
給与 賞与等一時金 機材、スペース等の研究環境 研究資金 反映されていない その他 計
大学 39 (8.7%) 78 (17.4%) 48 (10.7%) 95 (21.2%) 248 (55.2%) 39 (8.7449
 国立大学 28 (12.1%) 58 (25.0%) 29 (12.5%) 38 (16.4%) 120 (51.7%) 19 (8.2%) 232
 公立大学 2 (6.3%) 2 (6.3%) 3 (9.4%) 8 (25.0%) 19 (59.4%) 5 (15.6%) 32
 私立大学 7 (4.6%) 11 (7.3%) 13 (8.6%) 40 (26.5%) 92 (60.9%) 10 (6.6%) 151
 大学共同利用機関 2 (5.9%) 7 (20.6%) 3 (8.8%) 9 (26.5%) 17 (50.0%) 5 (14.7%) 34
公的研究機関等 33 (18.0%) 55 (30.1%) 18 (9.8%) 46 (25.1%) 55 (30.1%) 22 (12.0%) 183
研究者の評価で重要なのは、非常に高い評価を受けた研究者と非常に低い評価を受けた研究者の適切な評価および評価に応じた処遇で
ある。
研究マネージャー（大学、公的研究機関等）
AB4-14
給与 賞与等一時金 機材、スペース等の研究環境 研究資金 反映されていない その他 計
大学 7 (1.6%) 22 (4.9%) 68 (15.1%) 88 (19.6%) 278 (61.9%) 25 (5.6%) 449
 国立大学 4 (1.7%) 16 (6.9%) 44 (19.0%) 36 (15.5%) 138 (59.5%) 12 (5.2%) 232
 公立大学 1 (3.1%) 1 (3.1%) 3 (9.4%) 5 (15.6%) 24 (75.0%) 3 (9.4%) 32
 私立大学 2 (1.3%) 3 (2.0%) 17 (11.3%) 36 (23.8%) 97 (64.2%) 8 (5.3%) 151
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 2 (5.9%) 4 (11.8%) 11 (32.4%) 19 (55.9%) 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 10 (5.5%) 15 (8.2%) 28 (15.3%) 62 (33.9%) 84 (45.9%) 11 (6.0%) 183
AB4-15
はい いいえ 無回答 計
大学 203 (45.2%) 225 (50.1%) 21 (4.7%) 449
 国立大学 117 (50.4%) 105 (45.3%) 10 (4.3%) 232
 公立大学 9 (28.1%) 23 (71.9%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 61 (40.4%) 81 (53.6%) 9 (6.0%) 151
 大学共同利用機関 16 (47.1%) 16 (47.1%) 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 92 (50.3%) 73 (39.9%) 18 (9.8%) 183
AB4-16 あなたの所属する機関では、機関の長あるいは部門の長が柔軟かつ機動的なマネジメントを行なおうとする際に障害はありますか。
ある ない 無回答 計
大学 274 (61.0%) 137 (30.5%) 38 (8.5%) 449
 国立大学 140 (60.3%) 74 (31.9%) 18 (7.8%) 232
 公立大学 27 (84.4%) 5 (15.6%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 90 (59.6%) 44 (29.1%) 17 (11.3%) 151
 大学共同利用機関 17 (50.0%) 14 (41.2%) 3 (8.8%) 34
公的研究機関等 119 (65.0%) 44 (24.0%) 20 (10.9%) 183
AB5-01 私が責任者を務める組織・部局では、必要とする研究支援者数は、研究者一人当り約(      )人である。
0.2人未満 0.2人以上1.0人未満 1人 2人以上5人未満 5人以上 無回答 計
大学 74 (16.5%) 134 (29.8%) 131 (29.2%) 74 (16.5%) 4 (0.9%) 32 (7.1%) 44
 国立大学 26 (11.2%) 69 (29.7%) 82 (35.3%) 44 (19.0%) 1 (0.4%) 10 (4.3 232
 公立大学 9 (28.1%) 10 (31.3%) 8 (25.0%) 3 (9.4%) 0 (0.0%) 2 (6.3%) 32
 私立大学 39 (25.8%) 42 (27.8%) 29 (19.2%) 21 (13.9%) 2 (1.3%) 18 (11.9%) 151
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 13 (38.2%) 12 (35.3%) 6 (17.6%) 1 (2.9%) 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 16 (8.7%) 73 (39.9%) 47 (25.7%) 36 (19.7%) 4 (2.2%) 7 (3.8%) 183
AB5-02 私が責任者を務める組織・部局では、確保している研究支援者数は、研究者一人当り約(      )人である。
0.2人未満 0.2人以上1.0人未満 1人 2人以上5人未満 5人以上 無回答 計
大学 254 (56.6%) 125 (27.8%) 26 (5.8%) 16 (3.6%) 2 (0.4%) 26 (5.8%) 449
 国立大学 123 (53.0%) 79 (34.1%) 13 (5.6%) 8 (3.4%) 0 (0.0%) 9 (3.9%) 232
 公立大学 24 (75.0%) 6 (18.8%) 0 (0.0%) 1 (3.1%) 0 (0.0%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 99 (65.6%) 23 (15.2%) 7 (4.6%) 6 (4.0%) 2 (1.3%) 14 (9.3%) 51
 大学共同利用機関 8 (23.5%) 17 (50.0%) 6 (17.6%) 1 (2.9%) 0 (0.0%) 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 62 (33.9%) 79 (43.2%) 17 (9.3%) 15 (8.2%) 3 (1.6%) 7 (3.8%) 183
AB5-03 私が責任者を務める組織・部局では、研究者一人当りの研究支援業者数は、3年前と比較して(      )。
非常に増加した 増加した かわらない 減少した 非常に減少した 無回答 計
大学 1 (0.2%) 68 (15.1%) 238 (53.0%) 104 (23.2%) 16 (3.6%) 22 (4.9%) 449
 国立大学 1 (0.4%) 38 (16.4%) 95 (40.9%) 78 (33.6%) 15 (6.5%) 5 (2.2%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 6 (18.8%) 19 (59.4%) 5 (15.6%) 1 (3.1%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 0 (0.0%) 16 (10.6%) 107 (70.9%) 13 (8.6%) 0 (0.0%) 15 (9.9%) 151
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 8 (23.5%) 17 (50.0%) 8 (23.5%) 0 (0.0%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 4 (2.2%) 50 (27.3%) 86 (47.0%) 30 (16.4%) 1 (0.5%) 12 (6.6%) 183
AB5-04 研究支援者は、必要な時に必要なだけ研究支援業務を外部に委託すればよい。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 5 (1.1%) 42 (9.4%) 219 (48.8%) 109 (24.3%) 62 (13.8%) 12 (2.7%) 449
 国立大学 1 (0.4%) 19 (8.2%) 103 (44.4%) 64 (27.6%) 42 (18.1%) 3 (1.3%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 3 (9.4%) 19 (59.4%) 8 (25.0%) 1 (3.1%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 3 (2.0%) 17 (11.3%) 84 (55.6%) 25 (16.6%) 14 (9.3%) 8 (5.3%) 151
 大学共同利用機関 1 (2.9%) 3 (8.8%) 13 (38.2%) 12 (35.3%) 5 (14.7%) 0 (0.0%) 34
公的研究機関等 5 (2.7%) 17 (9.3%) 89 (48.6%) 49 (26.8%) 17 (9.3%) 6 (3.3 183
AB5-05 研究支援業務は研究支援者を雇わなくても学生、ポスドクなどの若手研究者が行なえばよい。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 2 (0.4%) 59 (13.1%) 139 (31.0%) 126 (28.1%) 107 (23.8%) 16 (3.6%) 449
 国立大学 2 (0.9%) 24 (10.3%) 63 (27.2%) 68 (29.3%) 71 (30.6%) 4 (1.7%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 3 (9.4%) 12 (37.5%) 10 (31.3%) 6 (18.8%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 0 (0.0%) 32 (21.2%) 58 (38.4%) 34 (22.5%) 18 (11.9%) 9 (6.0%) 151
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 0 (0.0%) 6 (17.6%) 14 (41.2%) 12 (35.3%) 2 (5.9%) 4
公的研究機関等 1 (0.5%) 9 (4.9%) 51 (27.9%) 74 (40.4%) 43 (23.5%) 5 (2.7%) 183
AB5-06 私が責任者を務める組織・部局では、事務支援者数は、(      )。
十分充足している 充足している 不足している非常に不足している 無回答 計
大学 3 (0.7%) 49 (10.9%) 254 (56.6%) 125 (27.8%) 18 (4.0%) 449
 国立大学 1 (0.4%) 12 (5.2%) 128 (55.2%) 87 (37.5%) 4 (1.7%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 4 (12.5%) 18 (56.3%) 8 (25.0%) 2 (6.3%) 32
 私立大学 2 (1.3%) 23 (15.2%) 89 (58.9%) 26 (17.2%) 11 (7.3%) 151
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 10 (29.4%) 19 (55.9%) 4 (11.8%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 7 (3.8%) 57 (31.1%) 90 (49.2%) 23 (12.6%) 6 (3.3%) 183
あなたが責任者を務める組織・部局では、研究部門あるいは研究チームの評価結果は個人の処遇としてどのように反映されていますか。
（複数回答可）
あなたの所属する機関では、ここ3年の間に機関の長または部門の長のマネジメントを充実させるための新たな取り組みを行いましたか。
研究マネージャー（大学、公的研究機関等）
AB5-07 私が責任者を務める組織・部局では、事務支援業務は3年前と比較して(      )。
非常に充実した 充実した ほとんど変わらない 不足した 非常に不足した 無回答 計
大学 0 (0.0%) 33 (7.3%) 239 (53.2%) 138 (30.7%) 23 (5.1%) 16 (3.6%) 449
 国立大学 0 (0.0%) 10 (4.3%) 93 (40.1%) 104 (44.8%) 20 (8.6%) 5 (2.2%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 1 (3.1%) 22 (68.8%) 7 (21.9%) 1 (3.1%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 0 (0.0%) 17 (11.3%) 107 (70.9%) 15 (9.9%) 2 (1.3%) 10 (6.6% 51
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 5 (14.7%) 17 (50.0%) 12 (35.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 34
公的研究機関等 0 (0.0%) 24 (13.1%) 110 (60.1%) 36 (19.7%) 4 (2.2%) 9 (4.9%) 183
AB5-08 事務支援者は、必要な時に必要なだけ事務支援業務を外部に委託すればよい。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 5 (1.1%) 40 (8.9%) 190 (42.3%) 137 (30.5%) 65 (14.5%) 12 (2.7%) 449
 国立大学 2 (0.9%) 23 (9.9%) 86 (37.1%) 76 (32.8%) 43 (18.5%) 2 (0.9%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 2 (6.3%) 16 (50.0%) 7 (21.9%) 6 (18.8%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 2 (1.3%) 12 (7.9%) 81 (53.6%) 35 (23.2%) 12 (7.9%) 9 (6.0%) 151
 大学共同利用機関 1 (2.9%) 3 (8.8%) 7 (20.6%) 19 (55.9%) 4 (11.8%) 0 (0.0%) 34
公的研究機関等 3 (1.6%) 19 (10.4%) 75 (41.0%) 62 (33.9%) 19 (10.4%) 5 (2.7%) 183
AB5-09 私が責任者を務める組織・部局では、事務支援部門は研究現場のニーズに適切に対応することができる。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 1 (0.2%) 76 (16.9%) 153 (34.1%) 154 (34.3%) 49 (10.9%) 16 (3.6%) 449
 国立大学 0 (0.0%) 29 (12.5%) 88 (37.9%) 79 (34.1%) 31 (13.4%) 5 (2.2232
 公立大学 0 (0.0%) 5 (15.6%) 9 (28.1%) 12 (37.5%) 5 (15.6%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 0 (0.0%) 31 (20.5%) 47 (31.1%) 53 (35.1%) 10 (6.6%) 10 (6.6%) 151
 大学共同利用機関 1 (2.9%) 11 (32.4%) 9 (26.5%) 10 (29.4%) 3 (8.8%) 0 (0.0%) 34
公的研究機関等 3 (1.6%) 48 (26.2%) 79 (43.2%) 37 (20.2%) 11 (6.0%) 5 (2.7%) 183
AB5-10 事務部門の人事異動の間隔が短く、ノウハウを蓄積し継承することができていない。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 60 (13.4%) 166 (37.0%) 148 (33.0%) 53 (11.8%) 8 (1.8%) 14 (3.1%) 449
 国立大学 41 (17.7%) 100 (43.1%) 66 (28.4%) 19 (8.2%) 3 (1.3%) 3 (1.3 2 2
 公立大学 10 (31.3%) 14 (43.8%) 5 (15.6%) 2 (6.3%) 0 (0.0%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 6 (4.0%) 36 (23.8%) 65 (43.0%) 30 (19.9%) 5 (3.3%) 9 (6.0%)151
 大学共同利用機関 3 (8.8%) 16 (47.1%) 12 (35.3%) 2 (5.9%) 0 (0.0%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 17 (9.3%) 52 (28.4%) 71 (38.8%) 36 (19.7%) 2 (1.1%) 5 (2.7%) 183
AB5-11 私が責任者を務める組織・部局では、事務支援のスペシャリストの養成が急務である。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 129 (28.7%) 219 (48.8%) 73 (16.3%) 13 (2.9%) 2 (0.4%) 13 (2.9%) 449
 国立大学 72 (31.0%) 117 (50.4%) 34 (14.7%) 5 (2.2%) 1 (0.4%) 3 (1.3%) 232
 公立大学 13 (40.6%) 16 (50.0%) 2 (6.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 33 (21.9%) 76 (50.3%) 26 (17.2%) 7 (4.6%) 1 (0.7%) 8 (5.3%) 151
 大学共同利用機関 11 (32.4%) 10 (29.4%) 11 (32.4%) 1 (2.9%) 0 (0.0%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 21 (11.5%) 92 (50.3%) 51 (27.9%) 16 (8.7%) 0 (0.0%) 3 (1.6%) 183
AB5-12 私が責任者を務める組織・部局では、研究者と事務支援者の連携は十分に機能している。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
大学 0 (0.0%) 138 (30.7%) 193 (43.0%) 75 (16.7%) 29 (6.5%) 14 (3.1%449
 国立大学 0 (0.0%) 70 (30.2%) 98 (42.2%) 41 (17.7%) 19 (8.2%) 4 (1.7%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 8 (25.0%) 15 (46.9%) 6 (18.8%) 2 (6.3%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 0 (0.0%) 39 (25.8%) 71 (47.0%) 25 (16.6%) 7 (4.6%) 9 (6.0%) 151
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 21 (61.8%) 9 (26.5%) 3 (8.8%) 1 (2.9%) 0 (0.0%) 34
公的研究機関等 3 (1.6%) 79 (43.2%) 72 (39.3%) 23 (12.6%) 2 (1.1%) 4 (2.2%) 183
AB5-13 あなたが責任者を務める組織・部局では、事務支援機能を強化する必要を感じますか。
はい いいえ 無回答 計
大学 363 (80.8%) 61 (13.6%) 25 (5.6%) 449
 国立大学 202 (87.1%) 22 (9.5%) 8 (3.4%) 232
 公立大学 26 (81.3%) 4 (12.5%) 2 (6.3%) 32
 私立大学 110 (72.8%) 27 (17.9%) 14 (9.3%) 151
 大学共同利用機関 25 (73.5%) 8 (23.5%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 116 (63.4%) 56 (30.6%) 11 (6.0%) 183
ABA-01 年齢(才)
31～40 41～50 51～60 61～70 71～ 無回答 計
大学 0 (0.0%) 32 (7.1%) 208 (46.3%) 179 (39.9%) 18 (4.0%) 12 (2.7%) 449
 国立大学 0 (0.0%) 20 (8.6%) 129 (55.6%) 77 (33.2%) 1 (0.4%) 5 (2.2%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 1 (3.1%) 14 (43.8%) 15 (46.9%) 1 (3.1%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 0 (0.0%) 3 (2.0%) 46 (30.5%) 84 (55.6%) 13 (8.6%) 5 (3.3%) 151
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 8 (23.5%) 19 (55.9%) 3 (8.8%) 3 (8.8%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 3 (1.6%) 39 (21.3%) 117 (63.9%) 18 (9.8%) 2 (1.1%) 4 (2.2%) 183
ABA-02 研究歴(年)
1～5 6～10 10～15 16～20 21～25 26～30
大学 0 (0.0%) 0 (0.0%) 2 (0.4%) 19 (4.2%) 73 (16.3%) 76 (16.9%) 
 国立大学 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 13 (5.6%) 44 (19.0%) 41 (17.7%) 
 公立大学 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (3.1%) 4 (12.5%) 7 (21.9%) 
 私立大学 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3 (2.0%) 21 (13.9%) 18 (11.9%) 
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 0 (0.0%) 2 (5.9%) 2 (5.9%) 4 (11.8%) 10 (29.4%) 
公的研究機関等 7 (3.8%) 7 (3.8%) 14 (7.7%) 21 (11.5%) 31 (16.9%) 42 (23.0%) 
31～35 36～40 40～ なし 無回答 計
大学 125 (27.8%) 90 (20.0%) 50 (11.1%) 2 (0.4%) 12 (2.7%) 449
 国立大学 76 (32.8%) 38 (16.4%) 15 (6.5%) 0 (0.0%) 5 (2.2%) 3
 公立大学 6 (18.8%) 8 (25.0%) 5 (15.6%) 0 (0.0%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 36 (23.8%) 41 (27.2%) 26 (17.2%) 1 (0.7%) 5 (3.3%) 151
 大学共同利用機関 7 (20.6%) 3 (8.8%) 4 (11.8%) 1 (2.9%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 32 (17.5%) 6 (3.3%) 5 (2.7%) 10 (5.5%) 8 (4.4%) 183
研究マネージャー（大学、公的研究機関等）
ABA-03 大学での研究歴
なし 1年未満 1年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上 無回答 計
大学 10 (2.2%) 1 (0.2%) 7 (1.6%) 14 (3.1%) 405 (90.2%) 12 (2.7%) 449
 国立大学 0 (0.0%) 0 (0.0%) 2 (0.9%) 8 (3.4%) 216 (93.1%) 6 (2.6%) 232
 公立大学 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (3.1%) 30 (93.8%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 4 (2.6%) 0 (0.0%) 1 (0.7%) 2 (1.3%) 140 (92.7%) 4 (2.6%) 151
 大学共同利用機関 6 (17.6%) 1 (2.9%) 4 (11.8%) 3 (8.8%) 19 (55.9%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 70 (38.3%) 13 (7.1%) 46 (25.1%) 26 (14.2%) 23 (12.6%) 5 (2.7%) 183
ABA-04 公的研究機関での研究歴
なし 1年未満 1年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上 無回答 計
大学 273 (60.8%) 11 (2.4%) 21 (4.7%) 13 (2.9%) 90 (20.0%) 41 (9.1%)449
 国立大学 153 (65.9%) 6 (2.6%) 7 (3.0%) 3 (1.3%) 45 (19.4%) 18 (7.8%) 232
 公立大学 16 (50.0%) 0 (0.0%) 2 (6.3%) 1 (3.1%) 8 (25.0%) 5 (15.6%) 32
 私立大学 98 (64.9%) 5 (3.3%) 10 (6.6%) 6 (4.0%) 16 (10.6%) 16 (10.6%) 151
 大学共同利用機関 6 (17.6%) 0 (0.0%) 2 (5.9%) 3 (8.8%) 21 (61.8%) 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 21 (11.5%) 2 (1.1%) 18 (9.8%) 17 (9.3%) 117 (63.9%) 8 (4.4%) 183
ABA-05 民間での研究歴
なし 1年未満 1年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上 無回答 計
大学 340 (75.7%) 11 (2.4%) 26 (5.8%) 9 (2.0%) 23 (5.1%) 40 (8.9%) 449
 国立大学 176 (75.9%) 5 (2.2%) 21 (9.1%) 5 (2.2%) 6 (2.6%) 19 (8.2%) 32
 公立大学 24 (75.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3 (9.4%) 5 (15.6%) 32
 私立大学 110 (72.8%) 6 (4.0%) 4 (2.6%) 4 (2.6%) 13 (8.6%) 14 (9.3%) 151
 大学共同利用機関 30 (88.2%) 0 (0.0%) 1 (2.9%) 0 (0.0%) 1 (2.9%) 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 148 (80.9%) 2 (1.1%) 12 (6.6%) 1 (0.5%) 8 (4.4%) 12 (6.6%) 183
ABA-06 海外での研究歴
なし 1年未満 1年以上3年未満 3年以上5年未満 5年以上 無回答 計
大学 70 (15.6%) 86 (19.2%) 212 (47.2%) 40 (8.9%) 20 (4.5%) 21 (4.7%) 449
 国立大学 28 (12.1%) 49 (21.1%) 113 (48.7%) 24 (10.3%) 10 (4.3%) 8 (3.4%) 232
 公立大学 4 (12.5%) 4 (12.5%) 19 (59.4%) 1 (3.1%) 1 (3.1%) 3 (9.4%) 32
 私立大学 33 (21.9%) 25 (16.6%) 66 (43.7%) 10 (6.6%) 9 (6.0%) 8 (5.3%151
 大学共同利用機関 5 (14.7%) 8 (23.5%) 14 (41.2%) 5 (14.7%) 0 (0.0%) 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 58 (31.7%) 36 (19.7%) 57 (31.1%) 17 (9.3%) 10 (5.5%) 5 (2.7%) 183
ABA-07 ポストドクターの経験
なし 1年未満 1年以上3年未満 3年以上5年未満 5年以上 無回答 計
大学 298 (66.4%) 26 (5.8%) 75 (16.7%) 19 (4.2%) 4 (0.9%) 27 (6.0%) 449
 国立大学 151 (65.1%) 14 (6.0%) 42 (18.1%) 9 (3.9%) 3 (1.3%) 13 (5.6%) 232
 公立大学 19 (59.4%) 1 (3.1%) 7 (21.9%) 1 (3.1%) 0 (0.0%) 4 (12.5%) 32
 私立大学 110 (72.8%) 8 (5.3%) 18 (11.9%) 6 (4.0%) 1 (0.7%) 8 (5.3%) 151
 大学共同利用機関 18 (52.9%) 3 (8.8%) 8 (23.5%) 3 (8.8%) 0 (0.0%) 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 138 (75.4%) 8 (4.4%) 22 (12.0%) 8 (4.4%) 2 (1.1%) 5 (2.7%) 83
ABA-08 御自身がこれまで経験した機関数
1機関 2機関 3機関 4機関 5機関以上 無回答 計
大学 68 (15.1%) 148 (33.0%) 131 (29.2%) 66 (14.7%) 22 (4.9%) 14 (3.1%) 49
 国立大学 38 (16.4%) 80 (34.5%) 68 (29.3%) 31 (13.4%) 11 (4.7%) 4 (1.7%) 232
 公立大学 5 (15.6%) 10 (31.3%) 6 (18.8%) 8 (25.0%) 2 (6.3%) 1 (3.1%) 32
 私立大学 21 (13.9%) 53 (35.1%) 45 (29.8%) 19 (12.6%) 6 (4.0%) 7 (4.6%) 151
 大学共同利用機関 4 (11.8%) 5 (14.7%) 12 (35.3%) 8 (23.5%) 3 (8.8%) 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 45 (24.6%) 31 (16.9%) 42 (23.0%) 35 (19.1%) 19 (10.4%) 11 (6.0%) 183
ABA-09 卒業大学(最終学歴)と現在の所属大学は同じ大学である。
はい いいえ 無回答 計
大学 147 (32.7%) 283 (63.0%) 19 (4.2%) 449
 国立大学 109 (47.0%) 118 (50.9%) 5 (2.2%) 232
 公立大学 6 (18.8%) 24 (75.0%) 2 (6.3%) 32
 私立大学 32 (21.2%) 116 (76.8%) 3 (2.0%) 151
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 25 (73.5%) 9 (26.5%) 34
公的研究機関等 1 (0.5%) 65 (35.5%) 117 (63.9%) 183
ABA-10 回答者の専攻分野
理学系 工学系 農学系 医学薬学系 複合領域系 その他
大学 101 (22.5%) 120 (26.7%) 37 (8.2%) 111 (24.7%) 35 (7.8%) 27 (6.0%) 
 国立大学 57 (24.6%) 73 (31.5%) 26 (11.2%) 46 (19.8%) 14 (6.0%) 9 (3.9%) 
 公立大学 8 (25.0%) 6 (18.8%) 2 (6.3%) 10 (31.3%) 3 (9.4%) 2 (6.3%) 
 私立大学 19 (12.6%) 38 (25.2%) 9 (6.0%) 50 (33.1%) 12 (7.9%) 15 (9.9%) 
 大学共同利用機関 17 (50.0%) 3 (8.8%) 0 (0.0%) 5 (14.7%) 6 (17.6%) 1 (2.9%) 
公的研究機関等 30 (16.4%) 43 (23.5%) 42 (23.0%) 28 (15.3%) 12 (6.6%) 19 (10.4%) 
無回答 計
大学 18 (4.0%) 449
 国立大学 7 (3.0%) 232
 公立大学 1 (3.1%) 32
 私立大学 8 (5.3%) 151
 大学共同利用機関 2 (5.9%) 34
公的研究機関等 9 (4.9%) 183
研究マネージャー（大学、公的研究機関等）
ABB-01 回答者の所属機関
国立大学 公立大学 私立大学 大学共同利用機関 独立行政法人 省庁直轄研究機関 その他
大学 232 (51.7%) 32 (7.1%) 151 (33.6%) 34 (7.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 
公的研究機関等 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 120 (65.6%) 56 (30.6%) 7 (3.8%) 
計
大学 449
公的研究機関等 183
ABB-02 所属機関の所在地
北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国
大学 27 (6.0%) 44 (9.8%) 147 (32.7%) 70 (15.6%) 68 (15.1%) 24 (5.3% 9 2 0
 国立大学 20 (8.6%) 23 (9.9%) 62 (26.7%) 32 (13.8%) 32 (13.8%) 15 (6.5%) 8 (3.4%) 
 公立大学 2 (6.3%) 7 (21.9%) 4 (12.5%) 6 (18.8%) 7 (21.9%) 1 (3.1%) 0 (0.0%) 
 私立大学 5 (3.3%) 13 (8.6%) 70 (46.4%) 15 (9.9%) 25 (16.6%) 8 (5.3%) 1 (0.7%) 
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 1 (2.9%) 11 (32.4%) 17 (50.0%) 4 (11.8%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 
公的研究機関等 6 (3.3%) 2 (1.1%) 144 (78.7%) 4 (2.2%) 12 (6.6%) 8 (4.4%) 1 (0.5%) 
九州・沖縄 その他・無回答 計
大学 52 (11.6%) 8 (1.8%) 449
 国立大学 35 (15.1%) 5 (2.2%) 232
 公立大学 5 (15.6%) 0 (0.0%) 32
 私立大学 12 (7.9%) 2 (1.3%) 151
 大学共同利用機関 0 (0.0%) 1 (2.9%) 34
公的研究機関等 4 (2.2%) 2 (1.1%) 183
研究マネージャー（民間企業）
調査票C 研究マネージャー（民間企業）
発送数 有効回収数 有効回収率
795 279 35.1%
C1-01 当社の研究開発部門では、研究人材の流動性は望ましい水準から見ると、(      )。
かなり不足している 不足している ちょうど良い 過剰である かなり過剰である 無回答 計
44 (15.8%) 173 (62.0%) 53 (19.0%) 3 (1.1%) 1 (0.4%) 5 (1.8%) 279
C1-02 当社の研究開発部門では、3年前にくらべて人材の流動性が向上している。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
6 (2.2%) 53 (19.0%) 107 (38.4%) 66 (23.7%) 45 (16.1%) 2 (0.7%) 279
C1-03 当社の研究開発部門では、この3年の間に大学、独立行政法人研究所のような公的部門から研究者を採用したことがある。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
26 (9.3%) 35 (12.5%) 9 (3.2%) 36 (12.9%) 172 (61.6%) 1 (0.4%) 279
C1-04 当社の研究開発部門では、機会があれば、大学、独立行政法人研究所のような公的部門から研究者を採用してみたい。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
29 (10.4%) 101 (36.2%) 91 (32.6%) 40 (14.3%) 15 (5.4%) 3 (1.1%) 279
C1-05 当社の研究開発部門では、人材の流動性向上は研究開発の活性化の面でメリットがある。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
37 (13.3%) 142 (50.9%) 81 (29.0%) 15 (5.4%) 3 (1.1%) 1 (0.4%) 279
C1-06 採用活動に利用するための、大学や独立行政法人研究所のような公的部門の研究者の人材情報は、十分公開されている。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
1 (0.4%) 20 (7.2%) 110 (39.4%) 111 (39.8%) 34 (12.2%) 3 (1.1%) 279
C1-07 研究人材を確保する際、研究チーム(研究室)単位で確保する必要性を感じることがある。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
13 (4.7%) 53 (19.0%) 79 (28.3%) 93 (33.3%) 39 (14.0%) 2 (0.7%) 279
C1-08 当社の研究開発部門では、研究者を中途採用する際は、公募と同時に個人的な紹介によって人材の情報を入手することが多い。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
16 (5.7%) 112 (40.1%) 78 (28.0%) 43 (15.4%) 25 (9.0%) 5 (1.8%) 279
C1-09 研究者を中途採用する際は、公募よりも公募を経ない個人的な紹介の方が人物がよくわかるので良い。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
8 (2.9%) 77 (27.6%) 170 (60.9%) 14 (5.0%) 7 (2.5%) 3 (1.1%) 279
C1-10 当社の研究開発部門では、中途採用の研究者はすべて公募を経て採用している。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
8 (2.9%) 35 (12.5%) 101 (36.2%) 54 (19.4%) 79 (28.3%) 2 (0.7%) 279
C1-11 公募にはその時最も適した人材のもとへ募集情報が届くとは限らないという欠点がある。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
24 (8.6%) 145 (52.0%) 102 (36.6%) 4 (1.4%) 1 (0.4%) 3 (1.1%) 279
C1-12 数年の任期を定めて研究者を雇用する仕組み(任期付き任用)があれば利用したい。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
25 (9.0%) 103 (36.9%) 101 (36.2%) 25 (9.0%) 23 (8.2%) 2 (0.7%) 279
C1-13 当社の研究開発部門では、研究者は長期の研究計画をもとに活動しているので、任期付き任用制度は馴染まない。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
9 (3.2%) 55 (19.7%) 119 (42.7%) 73 (26.2%) 19 (6.8%) 4 (1.4%) 279
C1-13 ポストドクターの数は今後どのようにあるべきだと思いますか。
大幅に増えるのがよ
い 増えるのがよい 現状程度でよい 減るのがよい 大幅に減るのがよい 無回答 計
9 (3.2%) 55 (19.7%) 119 (42.7%) 73 (26.2%) 19 (6.8%) 4 (1.4%) 279
C1-14 御社の研究開発部門では、ポストドクターを研究者として雇用したいと思いますか。
はい いいえ 無回答 計
96 (34.4%) 180 (64.5%) 3 (1.1%) 279
C1-14 当社の研究開発部門では、海外人材を雇用している。
はい いいえ 無回答 計
96 (34.4%) 180 (64.5%) 3 (1.1%) 279
C1-15 海外からの研究人材は組織を活性化させ、研究開発の効率を上昇させる。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
14 (5.0%) 103 (36.9%) 141 (50.5%) 9 (3.2%) 9 (3.2%) 3 (1.1%) 79
研究マネージャー（民間企業）
C1-16 優秀な留学生や海外からのポストドクターを日本の研究人材として定着させるための方策を講じるべきである。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
39 (14.0%) 117 (41.9%) 105 (37.6%) 11 (3.9%) 6 (2.2%) 1 (0.4%) 279
C1-17 研究者の流動性が向上すると、御社の研究開発部門にとってどのようなメリットがありますか。（複数回答可）
優れた人材を獲得で
きる
新しい研究領域を開
拓できる
新しい文化を取り入
れられる
人材のやる気を引き
出せる
不適合者の転出を
促せる その他 計
144 (51.6%) 185 (66.3%) 141 (50.5%) 72 (25.8%) 32 (11.5%) 2 (0.7%) 279
C1-18 研究者の流動性が向上すると、御社の研究開発部門にとってどのようなデメリットがありますか。（複数回答可）
優れた人材が流出し
てしまう
ノウハウの蓄積が困
難になる
知識や技術が流出
してしまう
長期の研究計画が
立てにくくなる
研究者との意思の
疎通が円滑になりに
くい
その他 計
127 (45.5%) 134 (48.0%) 164 (58.8%) 48 (17.2%) 25 (9.0%) 7 (2.5%) 279
C1-19 現在の日本の制度または慣習で、研究人材が異動しようとするときに不利に働くものはなんですか。（複数回答可）
年功序列的な賃金
体系 退職金の目減り
年金や保険の可搬
性の低さ
昇進が内部の者に
有利なこと
特に不利に働く要素
はない その他 計
127 (45.5%) 92 (33.0%) 84 (30.1%) 99 (35.5%) 53 (19.0%) 6 (2.2%) 279
C1-20 御社の研究開発部門では、科学技術系人材を中途採用する主要な目的はなんですか。（複数回答可）
研究開発のための
労働力の獲得
研究チームのリーダ
シップの獲得
研究開発部門のマ
ネージメント機能の
獲得
新規研究テーマ開
拓
研究成果の商品化、
サービス化の促進 その他 計
113 (40.5%) 56 (20.1%) 30 (10.8%) 159 (57.0%) 45 (16.1%) 7 (2.5%) 279
C1-21 御社の研究開発部門では、科学技術系人材を中途採用しようとするときに、採用元として大学や公的研究所を検討しますか。（複数回答可）
まったく検討しない 検討することもある 少しは検討する 検討する主要な採用元として検討する 無回答 計
26 (9.3%) 112 (40.1%) 50 (17.9%) 70 (25.1%) 15 (5.4%) 6 (2.2%) 279
C1-22 現在の日本で、若手の海外人材※3の日本への定着を阻害している要因には何があると思いますか。（複数回答可）
研究者ポストの不足 金銭面の待遇への不満
住居等、生活コスト
の高さ
研究環境が世界と
比較して充実してい
ないこと
特に阻害している要
因はない その他 計
65 (23.3%) 69 (24.7%) 114 (40.9%) 110 (39.4%) 25 (9.0%) 31 (11.1%) 279
C1-23 現在の日本で、中堅・シニアの海外人材の日本への定着を阻害している要因には何があると思いますか。（複数回答可）
年金や保健の可搬
性の低さ
金銭面の待遇への
不満
住居等、生活コスト
の高さ
研究環境が世界と
比較して充実してい
ないこと
特に阻害している要
因はない その他 計
46 (16.5%) 118 (42.3%) 102 (36.6%) 100 (35.8%) 23 (8.2%) 27 (9.7%) 279
C1-24 日本で研究者の流動性を阻害している要因は何であると思いますか。（複数回答可）
日本では機関を異
動する者に不利にな
ることが多い。
日本では研究はそし
き 、チームとして行
われるので、個人の
異動は歓迎されな
い。
日本では組織に特
有の文化や慣習が
あるので、個人が異
動しても馴染むこと
が難しい。
日本では研究者の
客観的な評価が行
われないので、異動
仕様としても過小評
価されてしまう。
日本では年功序列
賃金体系が残ってい
るため、異動しようと
するインセンティブが
はたらかない。
その他 計
160 (57.3%) 95 (34.1%) 122 (43.7%) 106 (38.0%) 136 (48.7%) 15 (5.4%) 279
C1-25 流動性を促進するためにはどのような方策が有効でしょうか。（複数回答可）
保険や年金を個人
に帰属させ、異動に
よって不利益を被ら
ないようにすべきで
ある
異動によって退職金
が目減りしないよう
にすべきである。
研究者を客観的に
評価するような基準
をもうけるべきである
研究者は成果によっ
てのみ処遇し、年功
序列的な賃金体系
を廃止すべきであ
る。
社会制度として異動
する者に利益を与え
るべきである。
その他 計
109 (39.1%) 79 (28.3%) 174 (62.4%) 105 (37.6%) 42 (15.1%) 17 (6.1%) 279
C2-01 当社の研究開発部門では、研究人材として博士課程修了者を必要としている。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
14 (5.0%) 63 (22.6%) 116 (41.6%) 67 (24.0%) 18 (6.5%) 1 (0.4%) 279
C2-02 当社の研究開発部門では、研究人材としてポストドクターを必要としている。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
1 (0.4%) 36 (12.9%) 123 (44.1%) 86 (30.8%) 32 (11.5%) 1 (0.4%) 279
C2-03 当社の研究開発部門では、博士課程修了者を新規卒業者として採用する際は、修士課程修了者よりも良い条件で採用する。
はい いいえ 無回答 計
196 (70.3%) 73 (26.2%) 10 (3.6%) 279
C2-04 必要な期間のみの雇用が可能ならば、博士課程修了者やポストドクターの専門性をもっと活用したい。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
26 (9.3%) 107 (38.4%) 96 (34.4%) 38 (13.6%) 9 (3.2%) 3 (1.1%) 279
C2-05 研究者は(      )歳くらいまでに自分で研究テーマを設定し遂行できるよう研究面の自立をすべきである。
30 35 40 45 年齢とは関係ない 無回答 計
74 (26.5%) 117 (41.9%) 25 (9.0%) 2 (0.7%) 54 (19.4%) 7 (2.5%) 279
研究マネージャー（民間企業）
C2-06 一般に若手研究者が研究面で自立するためには、多様な研究組織で経験を積むことが重要である。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
29 (10.4%) 101 (36.2%) 127 (45.5%) 17 (6.1%) 2 (0.7%) 3 (1.1%) 279
C3-01 当社の研究者には、多様なキャリアパスの選択肢は不要である。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
6 (2.2%) 25 (9.0%) 95 (34.1%) 108 (38.7%) 41 (14.7%) 4 (1.4%) 2 9
C3-02 当社の研究開発部門では、大学や公的研究機関においても活躍できる中堅・シニアの研究人材を擁している。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
17 (6.1%) 104 (37.3%) 79 (28.3%) 57 (20.4%) 18 (6.5%) 4 (1.4%) 279
C3-03 当社の研究開発部門では、大学や公的研究機関へ中堅・シニアの研究人材を提供したい。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
2 (0.7%) 34 (12.2%) 106 (38.0%) 98 (35.1%) 35 (12.5%) 4 (1.4%) 279
C3-04 御社の研究開発部門では、大学院を卒業した博士号取得者を採用するとすれば、特にどのような資質を重視しますか。
企画能力 幅広い視野 コミュニケーション能力 専門的知識 研究能力 その他 計
78 (28.0%) 124 (44.4%) 84 (30.1%) 184 (65.9%) 190 (68.1%) 5 (1.8%) 279
C3-05
研究職として組織内
の配置転換
非研究職として組織
内の配置転換 組織外への出向 次の就職先の斡旋
組織としての取り組
みはしていない その他 計
156 (55.9%) 119 (42.7%) 100 (35.8%) 3 (1.1%) 50 (17.9%) 13 (4.7%) 279
C3-06
研究職として組織内
の配置転換
非研究職として組織
内の配置転換 組織外への出向 次の就職先の斡旋
組織としての取り組
みはしていない その他 計
104 (37.3%) 147 (52.7%) 97 (34.8%) 7 (2.5%) 67 (24.0%) 8 (2.9%) 279
C3-07 御社の研究開発部門では、研究者が転換する研究職以外の職種としてどのような事例がありますか。（複数回答可）
マネジメント・管理職 営業職 知的財産管理 研究支援職 転換の事例はない その他 計
211 (75.6%) 93 (33.3%) 158 (56.6%) 119 (42.7%) 7 (2.5%) 35 (12.5%) 279
C3-08 研究者が生涯にわたって活躍できるようにするために、研究職以外を含めた多様なキャリアパスを選択できるようにするのが良いと思いますか。
思う 思わない 無回答 計
250 (89.6%) 19 (6.8%) 10 (3.6%) 279
C3-09 研究者のキャリアパスを多様なものにするために、組織として取り組むべき点はあると思いますか。
ある ない 無回答 計
220 (78.9%) 44 (15.8%) 15 (5.4%) 279
C3-10 研究者のキャリアパスを多様なものにするために、研究者自身の資質・能力として充実すべき点はあると思いますか。
ある ない 無回答 計
239 (85.7%) 27 (9.7%) 13 (4.7%) 279
C3-11 研究者のキャリアパスを多様なものにするために、環境や制度として充実すべき点はあると思いますか。
ある ない 無回答 計
195 (69.9%) 57 (20.4%) 27 (9.7%) 279
C3-12 研究者のキャリアパスを多様なものにするために、大学や公的研究機関に期待する点はありますか。
ある ない 無回答 計
186 (66.7%) 66 (23.7%) 27 (9.7%) 279
C4-01 研究組織を活性化し、研究効率を高めるためには一般に、研究組織の長のイニシアティブによるマネジメントが必要不可欠である。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
121 (43.4%) 138 (49.5%) 17 (6.1%) 0 (0.0%) 2 (0.7%) 1 (0.4%) 279
C4-02 当社の研究開発部門では、組織の長のイニシアティブによるマネジメントを実践している。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
39 (14.0%) 175 (62.7%) 57 (20.4%) 6 (2.2%) 1 (0.4%) 1 (0.4%) 279
C4-03 当社の研究開発部門では、組織の長には機動的な組織運営を実現するための人事および財政の権限がある。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
25 (9.0%) 139 (49.8%) 78 (28.0%) 32 (11.5%) 4 (1.4%) 1 (0.4%) 279
C4-04 研究者は研究に専念し、研究組織のマネジメントは研究者以外の経営の経験を持つマネジメント専任者が担当すべきである。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
2 (0.7%) 38 (13.6%) 146 (52.3%) 76 (27.2%) 16 (5.7%) 1 (0.4%) 279
御社の研究開発部門では、研究者のキャリアパスを多様にするために、若手研究者に対して組織としてどのような取り組みを行っていますか。
（複数回答可）
御社の研究開発部門では、研究者のキャリアパスを多様にするために、中堅・シニア研究者に対して組織としてどのような取り組みを行っていますか。
（複数回答可）
研究マネージャー（民間企業）
C4-05 当社の研究開発部門では、研究者の採用の際の評価に研究者以外の意見を参考にしている。
はい いいえ 無回答 計
224 (80.3%) 51 (18.3%) 4 (1.4%) 279
C4-06
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
52 (18.6%) 160 (57.3%) 54 (19.4%) 5 (1.8%) 4 (1.4%) 4 (1.4%) 279
C4-07 非常に高い評価を受けた研究者に対して際立った処遇をしたいが、既存の人事制度の制約があり、それができていない。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
24 (8.6%) 122 (43.7%) 72 (25.8%) 53 (19.0%) 6 (2.2%) 2 (0.7%) 79
C4-08 非常に低い評価を受けた研究者に対して職種の転換や転出の斡旋をしたいが、既存の人事制度の制約があり、それができていない。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
15 (5.4%) 83 (29.7%) 91 (32.6%) 80 (28.7%) 8 (2.9%) 2 (0.7%) 7
C4-09 発明による利益に応じた報償を研究者に与えることは、インセンティブの向上につながる。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
57 (20.4%) 179 (64.2%) 40 (14.3%) 0 (0.0%) 1 (0.4%) 2 (0.7%) 279
C4-10 当社の研究開発部門では、発明が経営に多大な利益をもたらした場合に、研究者にその利益に応じた特別の報償を与えることがある。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
40 (14.3%) 116 (41.6%) 61 (21.9%) 46 (16.5%) 15 (5.4%) 1 (0.4%) 279
C4-11 当社の研究開発部門では、特許が経営に利益を及ぼすか及ぼさないかに関わらず、研究者に与える報償は一定である。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
15 (5.4%) 72 (25.8%) 54 (19.4%) 80 (28.7%) 57 (20.4%) 1 (0.4%) 279
C4-12 研究者の採用にあたり、採用する学問分野を決定する際に、機関の長以外で実質的にイニシアティブをとるのはどなたですか(2つまで)。
研究部門、研究領域
の長 研究チームの長 研究室長
企画または人事部
門の長
機関の長以外には
該当無し その他 計
157 (56.3%) 56 (20.1%) 60 (21.5%) 117 (41.9%) 8 (2.9%) 6 (2.2%) 279
C4-13 研究者の採用にあたり、採用する研究者の絞り込みに、機関の長以外で実質的にイニシアティブをとるのはどなたですか(2つまで)。
研究部門、研究領域
の長 研究チームの長 研究室長
企画または人事部
門の長
機関の長以外には
該当無し その他 計
129 (46.2%) 65 (23.3%) 56 (20.1%) 149 (53.4%) 7 (2.5%) 5 (1.8%) 279
C4-14 御社の研究開発部門では、研究者の評価に際して、次の定量的指標のうちどれを用いていますか。（複数回答可）
発表論文の数 論文の引用度数 特許出願数 製品またはサービスの売上高
定量指標は用いて
いない その他 計
44 (15.8%) 1 (0.4%) 74 (26.5%) 83 (29.7%) 149 (53.4%) 28 (10.0%) 279
C4-15 御社の研究開発部門では、研究者個人の評価結果は個人の処遇としてどのように反映されていますか。（複数回答可）
給与 賞与等一時金 機材、スペース等の研究環境 研究資金 反映されていない その他 計
215 (77.1%) 222 (79.6%) 8 (2.9%) 18 (6.5%) 9 (3.2%) 17 (6.1%) 279
C4-16 御社の研究開発部門では、研究部門あるいは研究チームの評価結果は個人の処遇としてどのように反映されていますか。（複数回答可）
給与 賞与等一時金 機材、スペース等の研究環境 研究資金 反映されていない その他 計
108 (38.7%) 150 (53.8%) 28 (10.0%) 55 (19.7%) 63 (22.6%) 14 (5.0%) 79
C4-17 民間企業の研究者は、その研究者の個々の発明について、それが経営にもたらした利益に応じて報酬を受けるべきである。
はい いいえ 無回答 計
237 (84.9%) 33 (11.8%) 9 (3.2%) 279
C4-18-1御社の研究開発部門では、基礎研究の成果を評価するための基準をお持ちですか。
はい いいえ 無回答 計
82 (29.4%) 190 (68.1%) 7 (2.5%) 279
C4-18-2「はい」とお答えの方、その基準はつぎのどの観点についてのものですか。あてはまるもの全てに○をつけてください。（複数回答可）
学術的新規性 知的財産価値 利益等、主に経済的価値
新聞、テレビ等の広
報効果
新事業への展開可
能性 計
37 (45.1%) 67 (81.7%) 41 (50.0%) 12 (14.6%) 47 (57.3%) 82
C4-19 御社の研究開発部門では、ここ3年の間に機関の長または部門の長のマネジメントを充実させるための新たな取り組みを行いましたか。
はい いいえ 無回答 計
124 (44.4%) 146 (52.3%) 9 (3.2%) 279
研究者の評価を行う上では、全員を同じような労力で評価するよりはむしろ、特に優れた業績を上げている研究者と特に業績の上がっていない研究者
を見極め、その研究者を適切に評価・処遇することが重要である。
研究マネージャー（民間企業）
C4-20 御社の研究開発部門では、機関の長あるいは部門の長が柔軟かつ機動的なマネジメントを行なおうとする際に障害はありますか。
ある ない 無回答 計
99 (35.5%) 169 (60.6%) 11 (3.9%) 279
C5-01 研究支援者は、必要な時に必要なだけ研究支援業務を外部に委託すればよい。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
5 (1.8%) 65 (23.3%) 119 (42.7%) 77 (27.6%) 10 (3.6%) 3 (1.1%) 279
C5-02 研究支援業務は研究支援者を雇わなくても若手研究者が行なえばよい。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
0 (0.0%) 45 (16.1%) 107 (38.4%) 105 (37.6%) 20 (7.2%) 2 (0.7%) 279
C5-03 事務支援者は、必要な時に必要なだけ事務支援業務を外部に委託すればよい。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
10 (3.6%) 65 (23.3%) 104 (37.3%) 83 (29.7%) 14 (5.0%) 3 (1.1%) 279
C5-04 当社の研究開発部門では、事務支援部門は研究現場のニーズに適切に対応することができる。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
8 (2.9%) 128 (45.9%) 107 (38.4%) 29 (10.4%) 4 (1.4%) 3 (1.1%) 279
C5-05 事務部門の人事異動の間隔が短く、ノウハウを蓄積し継承することができていない。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
2 (0.7%) 19 (6.8%) 84 (30.1%) 144 (51.6%) 24 (8.6%) 6 (2.2%) 279
C5-06 当社の研究開発部門では、事務支援のスペシャリストの養成が急務である。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
5 (1.8%) 57 (20.4%) 111 (39.8%) 93 (33.3%) 9 (3.2%) 4 (1.4%) 79
C5-07 当社の研究開発部門では、研究者と事務支援者の連携は十分に機能している。
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
6 (2.2%) 147 (52.7%) 93 (33.3%) 26 (9.3%) 4 (1.4%) 3 (1.1%) 279
C5-08 大学や公的研究機関の事務サービスについて、改善してほしい点はなんですか。（複数回答可）
担当者の人事異動
間隔が短すぎる
窓口が多数に別れ
ている
担当者間の連携が
悪い 手続き処理が遅い 特に無い その他 計
19 (6.8%) 67 (24.0%) 79 (28.3%) 94 (33.7%) 105 (37.6%) 6 (2.2%) 2 9
C5-09 御社の研究開発部門では、事務支援機能を強化する必要を感じますか。「はい」とお答えの方は、それがどのような機能かをお書きください。
はい いいえ 無回答 計
69 (24.7%) 205 (73.5%) 5 (1.8%) 279
C5-10 あなたは大学や公的研究機関の事務サービスに接して、特に優れていると感じたことはありますか。
ある ない 無回答 計
10 (3.6%) 256 (91.8%) 13 (4.7%) 279
CA-01 年齢(才)
31～40 41～50 51～60 61～70 71～ 無回答 計
11 (3.9%) 79 (28.3%) 170 (60.9%) 16 (5.7%) 0 (0.0%) 3 (1.1%) 279
CA-02 研究歴(年)
1～5 6～10 10～15 16～20 21～25 26～30 31～35
19 (6.8%) 31 (11.1%) 43 (15.4%) 37 (13.3%) 54 (19.4%) 35 (12.5%) 23(8.2%)
36～40 40～ なし 無回答 計
5 (1.8%) 0 (0.0%) 27 (9.7%) 5 (1.8%) 279
CA-03 大学での研究歴
なし 1年未満 1年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上 無回答 計
129 (46.2%) 30 (10.8%) 91 (32.6%) 21 (7.5%) 1 (0.4%) 7 (2.5%) 279
CA-04 公的研究機関での研究歴
なし 1年未満 1年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上 無回答 計
239 (85.7%) 11 (3.9%) 14 (5.0%) 1 (0.4%) 0 (0.0%) 14 (5.0%) 279
CA-05 民間での研究歴
なし 1年未満 1年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上 無回答 計
91 (32.6%) 4 (1.4%) 12 (4.3%) 27 (9.7%) 140 (50.2%) 5 (1.8%) 279
CA-06 海外での研究歴
なし 1年未満 1年以上3年未満 3年以上5年未満 5年以上 無回答 計
229 (82.1%) 14 (5.0%) 20 (7.2%) 4 (1.4%) 1 (0.4%) 11 (3.9%) 279
研究マネージャー（民間企業）
CA-07 ポストドクターの経験
なし 1年未満 1年以上3年未満 3年以上5年未満 5年以上 無回答 計
256 (91.8%) 1 (0.4%) 10 (3.6%) 1 (0.4%) 0 (0.0%) 11 (3.9%) 279
CA-08 御自身がこれまで経験した機関数
1機関 2機関 3機関 4機関 5機関以上 無回答 計
175 (62.7%) 58 (20.8%) 25 (9.0%) 6 (2.2%) 3 (1.1%) 12 (4.3%) 279
CA-09 御自身の専攻分野
理学系 工学系 農学系 医学薬学系 複合領域系 その他
43 (15.4%) 163 (58.4%) 19 (6.8%) 9 (3.2%) 6 (2.2%) 23 (8.2%) 
無回答 計
16 (5.7%) 279
博士課程学生
調査票D 博士課程学生
発送数 有効回収数 有効回収率
774 368 47.5%
DA-01 あなたが博士課程に進んだ動機は次のどれですか。最もよくあてはまるものを最大2つまで選んでください。
指導教官に勧められ
たから
修士課程修了時に就
職口がなかったから
研究を続けたかった
から
研究者になりたかっ
たから なんとなく 無回答 計
全体 51 (13.9%) 14 (3.8%) 184 (50.0%) 185 (50.3%) 17 (4.6%) 25 (6.8%) 368
国立大学法人 34 (13.7%) 13 (5.2%) 120 (48.4%) 129 (52.0%) 13 (5.2%) 15 (6.0%) 248
公立大学 2 (9.1%) 1 (4.5%) 16 (72.7%) 8 (36.4%) 1 (4.5%) 1 (4.5%) 22
私立大学 12 (16.4%) 0 (0.0%) 36 (49.3%) 35 (47.9%) 2 (2.7%) 7 (9.6%) 73
理学系 8 (7.2%) 3 (2.7%) 61 (55.0%) 67 (60.4%) 3 (2.7%) 3 (2.7%) 111
工学系 15 (17.4%) 4 (4.7%) 36 (41.9%) 48 (55.8%) 5 (5.8%) 3 (3.5%) 86
農学系 2 (5.0%) 5 (12.5%) 26 (65.0%) 18 (45.0%) 1 (2.5%) 0 (0.0%) 40
医学系 20 (25.6%) 0 (0.0%) 32 (41.0%) 26 (33.3%) 7 (9.0%) 13 (16.7%) 78
複合領域系 5 (11.6%) 2 (4.7%) 23 (53.5%) 24 (55.8%) 0 (0.0%) 4 (9.3%) 43
DA-02 博士号をもっていることは、あなたが社会生活を送る上で大きなメリットがあると思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 47 (12.8%) 123 (33.4%) 75 (20.4%) 95 (25.8%) 21 (5.7%) 7 (1.9%) 368
国立大学法人 32 (12.9%) 83 (33.5%) 52 (21.0%) 63 (25.4%) 16 (6.5%) 2 (0.8%) 248
公立大学 1 (4.5%) 5 (22.7%) 5 (22.7%) 7 (31.8%) 1 (4.5%) 3 (13.6%) 22
私立大学 12 (16.4%) 26 (35.6%) 14 (19.2%) 16 (21.9%) 3 (4.1%) 2 (2.7%) 73
理学系 11 (9.9%) 28 (25.2%) 22 (19.8%) 35 (31.5%) 11 (9.9%) 4 (3.6%) 111
工学系 9 (10.5%) 30 (34.9%) 22 (25.6%) 20 (23.3%) 4 (4.7%) 1 (1.2%) 86
農学系 6 (15.0%) 11 (27.5%) 10 (25.0%) 11 (27.5%) 2 (5.0%) 0 (0.0%) 40
医学系 11 (14.1%) 31 (39.7%) 12 (15.4%) 19 (24.4%) 4 (5.1%) 1 (1.3%) 78
複合領域系 9 (20.9%) 19 (44.2%) 8 (18.6%) 6 (14.0%) 0 (0.0%) 1 (2.3%) 43
DA-03 あなたは生活費や学費を賄うための収入をどこから得ていますか。（複数回答可）
奨学金 アルバイトの報酬 家族や親戚からの援助 銀行からの借り入れ その他 計
全体 216 (58.7%) 139 (37.8%) 145 (39.4%) 2 (0.5%) 73 (19.8%) 36
国立大学法人 154 (62.1%) 88 (35.5%) 98 (39.5%) 1 (0.4%) 52 (21.0%) 248
公立大学 12 (54.5%) 9 (40.9%) 8 (36.4%) 1 (4.5%) 2 (9.1%) 22
私立大学 35 (47.9%) 31 (42.5%) 32 (43.8%) 0 (0.0%) 17 (23.3%) 73
理学系 74 (66.7%) 39 (35.1%) 49 (44.1%) 2 (1.8%) 23 (20.7%) 111
工学系 60 (69.8%) 29 (33.7%) 40 (46.5%) 0 (0.0%) 17 (19.8%) 86
農学系 25 (62.5%) 9 (22.5%) 19 (47.5%) 0 (0.0%) 7 (17.5%) 40
医学系 26 (33.3%) 45 (57.7%) 18 (23.1%) 0 (0.0%) 14 (17.9%) 78
複合領域系 27 (62.8%) 11 (25.6%) 15 (34.9%) 0 (0.0%) 11 (25.6%) 43
DA-04 あたなは、ティーチングアシスタント(TA)またはリサーチアシスタント(RA)として働いたことがありますか。
ある ない 無回答 計
全体 298 (81.0%) 69 (18.8%) 1 (0.3%) 368
国立大学法人 214 (86.3%) 34 (13.7%) 0 (0.0%) 248
公立大学 13 (59.1%) 8 (36.4%) 1 (4.5%) 22
私立大学 51 (69.9%) 22 (30.1%) 0 (0.0%) 73
理学系 98 (88.3%) 12 (10.8%) 1 (0.9%) 111
工学系 75 (87.2%) 11 (12.8%) 0 (0.0%) 86
農学系 33 (82.5%) 7 (17.5%) 0 (0.0%) 40
医学系 50 (64.1%) 28 (35.9%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 35 (81.4%) 8 (18.6%) 0 (0.0%) 43
DA-05 「ある」とお答えの方にお聞きします。労働の対価としてその支給額(時間単価)の水準は適当だと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 49 (16.4%) 98 (32.9%) 76 (25.5%) 45 (15.1%) 29 (9.7%) 1 (0.3%) 298
国立大学法人 34 (15.9%) 72 (33.6%) 60 (28.0%) 26 (12.1%) 22 (10.3%) 0 (0.0%) 214
公立大学 0 (0.0%) 6 (46.2%) 1 (7.7%) 5 (38.5%) 1 (7.7%) 0 (0.0%) 13
私立大学 12 (23.5%) 13 (25.5%) 10 (19.6%) 10 (19.6%) 5 (9.8%) 1 (2.0%) 51
理学系 16 (16.3%) 30 (30.6%) 28 (28.6%) 20 (20.4%) 4 (4.1%) 0 (0.0%) 98
工学系 15 (20.0%) 26 (34.7%) 14 (18.7%) 9 (12.0%) 10 (13.3%) 1 (1.3%) 75
農学系 7 (21.2%) 12 (36.4%) 10 (30.3%) 1 (3.0%) 3 (9.1%) 0 (0.0%) 33
医学系 8 (16.0%) 16 (32.0%) 14 (28.0%) 4 (8.0%) 8 (16.0%) 0 (0.0%) 50
複合領域系 3 (8.6%) 11 (31.4%) 8 (22.9%) 10 (28.6%) 3 (8.6%) 0 (0.0%) 35
DA-06 あなたの収入は生活費や学費を賄うのに足りていますか。
足りている ほぼ足りている やや足りない 足りない 無回答 計
全体 101 (27.4%) 110 (29.9%) 82 (22.3%) 71 (19.3%) 4 (1.1%) 368
国立大学法人 72 (29.0%) 74 (29.8%) 51 (20.6%) 50 (20.2%) 1 (0.4%) 248
公立大学 4 (18.2%) 9 (40.9%) 7 (31.8%) 0 (0.0%) 2 (9.1%) 22
私立大学 22 (30.1%) 18 (24.7%) 15 (20.5%) 17 (23.3%) 1 (1.4%) 73
理学系 30 (27.0%) 26 (23.4%) 19 (17.1%) 34 (30.6%) 2 (1.8%) 11
工学系 27 (31.4%) 30 (34.9%) 12 (14.0%) 17 (19.8%) 0 (0.0%) 86
農学系 11 (27.5%) 11 (27.5%) 13 (32.5%) 5 (12.5%) 0 (0.0%) 40
医学系 20 (25.6%) 26 (33.3%) 20 (25.6%) 11 (14.1%) 1 (1.3%) 78
複合領域系 11 (25.6%) 13 (30.2%) 14 (32.6%) 4 (9.3%) 1 (2.3%) 43
博士課程学生
DA-07 あなたは希望する職が見つかれば、博士課程を中断して就職したいと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 48 (13.0%) 87 (23.6%) 60 (16.3%) 76 (20.7%) 89 (24.2%) 8 (2.2%368
国立大学法人 39 (15.7%) 64 (25.8%) 40 (16.1%) 51 (20.6%) 52 (21.0%) 2 (0.8%) 248
公立大学 2 (9.1%) 4 (18.2%) 4 (18.2%) 4 (18.2%) 6 (27.3%) 2 (9.1%) 22
私立大学 4 (5.5%) 14 (19.2%) 12 (16.4%) 16 (21.9%) 24 (32.9%) 3 (4.1%) 73
理学系 24 (21.6%) 34 (30.6%) 13 (11.7%) 20 (18.0%) 17 (15.3%) 3 (2.7%) 111
工学系 4 (4.7%) 20 (23.3%) 14 (16.3%) 19 (22.1%) 28 (32.6%) 1 (1.2%) 86
農学系 7 (17.5%) 9 (22.5%) 9 (22.5%) 8 (20.0%) 6 (15.0%) 1 (2.5%) 4
医学系 9 (11.5%) 12 (15.4%) 16 (20.5%) 15 (19.2%) 24 (30.8%) 2 (2.6%) 78
複合領域系 3 (7.0%) 10 (23.3%) 5 (11.6%) 14 (32.6%) 11 (25.6%) 0 (0.0%) 43
DA-08_1 あなたは博士課程修了後、次のどの組織で勤務したいと思いますか。第1希望
大学 公的研究機関 民間の企業・法人 官公庁 自営業 無回答 計
全体 148 (40.2%) 112 (30.4%) 78 (21.2%) 5 (1.4%) 10 (2.7%) 15 (4.1%) 368
国立大学法人 101 (40.7%) 82 (33.1%) 51 (20.6%) 5 (2.0%) 3 (1.2%) 6 (2.4%) 248
公立大学 9 (40.9%) 5 (22.7%) 4 (18.2%) 0 (0.0%) 1 (4.5%) 3 (13.6%) 22
私立大学 28 (38.4%) 17 (23.3%) 17 (23.3%) 0 (0.0%) 6 (8.2%) 5 (6.8%) 73
理学系 46 (41.4%) 43 (38.7%) 16 (14.4%) 2 (1.8%) 1 (0.9%) 3 (2.7%) 111
工学系 29 (33.7%) 26 (30.2%) 24 (27.9%) 2 (2.3%) 2 (2.3%) 3 (3.5%) 86
農学系 12 (30.0%) 21 (52.5%) 5 (12.5%) 0 (0.0%) 2 (5.0%) 0 (0.0%) 40
医学系 33 (42.3%) 15 (19.2%) 19 (24.4%) 1 (1.3%) 4 (5.1%) 6 (7.7%) 78
複合領域系 23 (53.5%) 6 (14.0%) 11 (25.6%) 0 (0.0%) 1 (2.3%) 2 (4.7%) 43
DA-08_2 あなたは博士課程修了後、次のどの組織で勤務したいと思いますか。第2希望
大学 公的研究機関 民間の企業・法人 官公庁 自営業 無回答 計
全体 79 (21.5%) 136 (37.0%) 49 (13.3%) 21 (5.7%) 11 (3.0%) 72 (19.6%) 368
国立大学法人 47 (19.0%) 101 (40.7%) 37 (14.9%) 15 (6.0%) 6 (2.4%) 42 (16.9%) 248
公立大学 5 (22.7%) 7 (31.8%) 1 (4.5%) 2 (9.1%) 2 (9.1%) 5 (22.7%) 22
私立大学 21 (28.8%) 20 (27.4%) 9 (12.3%) 1 (1.4%) 2 (2.7%) 20 (27.4%) 73
理学系 24 (21.6%) 43 (38.7%) 18 (16.2%) 6 (5.4%) 2 (1.8%) 18 (16.2%) 111
工学系 19 (22.1%) 33 (38.4%) 14 (16.3%) 4 (4.7%) 2 (2.3%) 14 (16.3%) 86
農学系 10 (25.0%) 15 (37.5%) 5 (12.5%) 7 (17.5%) 1 (2.5%) 2 (5.0%) 40
医学系 21 (26.9%) 17 (21.8%) 7 (9.0%) 2 (2.6%) 3 (3.8%) 28 (35.9%) 7
複合領域系 4 (9.3%) 24 (55.8%) 4 (9.3%) 1 (2.3%) 2 (4.7%) 8 (18.6%) 43
DA-09 あなたは博士課程修了直後に国内、海外のどちらで活動したいと思いますか。
国内 海外 どちらでもよい 無回答 計
全体 140 (38.0%) 67 (18.2%) 158 (42.9%) 3 (0.8%) 368
国立大学法人 95 (38.3%) 48 (19.4%) 104 (41.9%) 1 (0.4%) 248
公立大学 10 (45.5%) 3 (13.6%) 8 (36.4%) 1 (4.5%) 22
私立大学 26 (35.6%) 9 (12.3%) 37 (50.7%) 1 (1.4%) 73
理学系 43 (38.7%) 22 (19.8%) 45 (40.5%) 1 (0.9%) 111
工学系 32 (37.2%) 12 (14.0%) 42 (48.8%) 0 (0.0%) 86
農学系 13 (32.5%) 6 (15.0%) 21 (52.5%) 0 (0.0%) 40
医学系 32 (41.0%) 16 (20.5%) 28 (35.9%) 2 (2.6%) 78
複合領域系 15 (34.9%) 9 (20.9%) 19 (44.2%) 0 (0.0%) 43
DA-10 あなたは将来、海外の研究機関で研究をしてみたいと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 132 (35.9%) 133 (36.1%) 47 (12.8%) 39 (10.6%) 15 (4.1%) 2 (0.5%) 368
国立大学法人 96 (38.7%) 85 (34.3%) 27 (10.9%) 29 (11.7%) 11 (4.4%) 0 (0.0%) 248
公立大学 6 (27.3%) 10 (45.5%) 3 (13.6%) 1 (4.5%) 1 (4.5%) 1 (4.5%) 22
私立大学 21 (28.8%) 30 (41.1%) 15 (20.5%) 5 (6.8%) 1 (1.4%) 1 (1.4%) 73
理学系 46 (41.4%) 37 (33.3%) 11 (9.9%) 11 (9.9%) 5 (4.5%) 1 (0.9%) 111
工学系 25 (29.1%) 37 (43.0%) 14 (16.3%) 6 (7.0%) 4 (4.7%) 0 (0.0%) 86
農学系 19 (47.5%) 14 (35.0%) 4 (10.0%) 3 (7.5%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 40
医学系 23 (29.5%) 26 (33.3%) 12 (15.4%) 11 (14.1%) 5 (6.4%) 1 (1.3%) 78
複合領域系 17 (39.5%) 13 (30.2%) 5 (11.6%) 8 (18.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 43
DA-11 あなたは博士課程修了後、ポストドクターとして研究をしたいと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 66 (17.9%) 104 (28.3%) 84 (22.8%) 65 (17.7%) 45 (12.2%) 4 (1.1368
国立大学法人 47 (19.0%) 69 (27.8%) 58 (23.4%) 41 (16.5%) 31 (12.5%) 2 (0.8%) 248
公立大学 5 (22.7%) 7 (31.8%) 3 (13.6%) 4 (18.2%) 2 (9.1%) 1 (4.5%) 22
私立大学 10 (13.7%) 23 (31.5%) 18 (24.7%) 12 (16.4%) 9 (12.3%) 1 (1.4%) 73
理学系 32 (28.8%) 30 (27.0%) 29 (26.1%) 12 (10.8%) 7 (6.3%) 1 (0.9%) 111
工学系 11 (12.8%) 25 (29.1%) 18 (20.9%) 16 (18.6%) 15 (17.4%) 1 (1.2%) 86
農学系 7 (17.5%) 13 (32.5%) 7 (17.5%) 7 (17.5%) 5 (12.5%) 1 (2.5%) 40
医学系 7 (9.0%) 27 (34.6%) 17 (21.8%) 15 (19.2%) 12 (15.4%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 9 (20.9%) 8 (18.6%) 10 (23.3%) 10 (23.3%) 5 (11.6%) 1 (2.3%) 43
博士課程学生
DA-12 ポストドクターの経験は、どのような意義があると思いますか。
単なる博士課程の
延長
研究分野の幅を広げ
る期間
自立のための登竜
門
就職までの猶予期
間
特に意義は見出せ
ない その他 計
全体 24 (6.5%) 157 (42.7%) 107 (29.1%) 49 (13.3%) 32 (8.7%) 10 (2.7%) 368
国立大学法人 15 (6.0%) 99 (39.9%) 71 (28.6%) 40 (16.1%) 25 (10.1%) 8 (3.2%) 248
公立大学 0 (0.0%) 10 (45.5%) 9 (40.9%) 2 (9.1%) 1 (4.5%) 0 (0.0%) 22
私立大学 4 (5.5%) 38 (52.1%) 20 (27.4%) 6 (8.2%) 4 (5.5%) 2 (2.7%) 73
理学系 8 (7.2%) 47 (42.3%) 37 (33.3%) 12 (10.8%) 6 (5.4%) 6 (5.4%) 111
工学系 4 (4.7%) 38 (44.2%) 23 (26.7%) 16 (18.6%) 6 (7.0%) 3 (3.5%) 86
農学系 4 (10.0%) 13 (32.5%) 13 (32.5%) 6 (15.0%) 4 (10.0%) 0 (0.0%) 40
医学系 5 (6.4%) 41 (52.6%) 19 (24.4%) 6 (7.7%) 8 (10.3%) 1 (1.3%) 78
複合領域系 1 (2.3%) 16 (37.2%) 11 (25.6%) 8 (18.6%) 7 (16.3%) 0 (0.0%) 43
DA-13 あなたは博士課程修了直後に研究以外の業務に従事してもよいと思いますか。
はい いいえ 無回答 計
全体 175 (47.6%) 188 (51.1%) 5 (1.4%) 368
国立大学法人 119 (48.0%) 128 (51.6%) 1 (0.4%) 248
公立大学 7 (31.8%) 13 (59.1%) 2 (9.1%) 22
私立大学 37 (50.7%) 35 (47.9%) 1 (1.4%) 73
理学系 49 (44.1%) 60 (54.1%) 2 (1.8%) 111
工学系 33 (38.4%) 52 (60.5%) 1 (1.2%) 86
農学系 13 (32.5%) 27 (67.5%) 0 (0.0%) 40
医学系 53 (67.9%) 25 (32.1%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 22 (51.2%) 20 (46.5%) 1 (2.3%) 43
DA-15 あなたは、大学または公的研究機関の研究職の求人情報が充分に公開されていると思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 5 (1.4%) 44 (12.0%) 103 (28.0%) 160 (43.5%) 48 (13.0%) 8 (2.2%) 368
国立大学法人 3 (1.2%) 34 (13.7%) 61 (24.6%) 114 (46.0%) 32 (12.9%) 4 (1.6%) 248
公立大学 2 (9.1%) 1 (4.5%) 9 (40.9%) 7 (31.8%) 2 (9.1%) 1 (4.5%) 22
私立大学 0 (0.0%) 7 (9.6%) 23 (31.5%) 30 (41.1%) 11 (15.1%) 2 (2.7%) 73
理学系 3 (2.7%) 16 (14.4%) 31 (27.9%) 46 (41.4%) 11 (9.9%) 4 (3.6%) 111
工学系 0 (0.0%) 9 (10.5%) 30 (34.9%) 35 (40.7%) 12 (14.0%) 0 (0.0%) 86
農学系 1 (2.5%) 4 (10.0%) 6 (15.0%) 20 (50.0%) 9 (22.5%) 0 (0.0%) 40
医学系 1 (1.3%) 7 (9.0%) 23 (29.5%) 35 (44.9%) 10 (12.8%) 2 (2.6%) 78
複合領域系 0 (0.0%) 7 (16.3%) 10 (23.3%) 20 (46.5%) 5 (11.6%) 1 (2.3%) 43
DA-16 あなたはインターンシップを経験したことがありますか。
はい いいえ 無回答 計
全体 36 (9.8%) 331 (89.9%) 1 (0.3%) 368
国立大学法人 23 (9.3%) 225 (90.7%) 0 (0.0%) 248
公立大学 2 (9.1%) 19 (86.4%) 1 (4.5%) 22
私立大学 10 (13.7%) 63 (86.3%) 0 (0.0%) 73
理学系 3 (2.7%) 107 (96.4%) 1 (0.9%) 111
工学系 18 (20.9%) 68 (79.1%) 0 (0.0%) 86
農学系 2 (5.0%) 38 (95.0%) 0 (0.0%) 40
医学系 8 (10.3%) 70 (89.7%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 5 (11.6%) 38 (88.4%) 0 (0.0%) 43
DA-17 あなたはインターンシップを経験したいと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 70 (19.0%) 141 (38.3%) 80 (21.7%) 46 (12.5%) 24 (6.5%) 7 (1.9%) 368
国立大学法人 46 (18.5%) 97 (39.1%) 53 (21.4%) 31 (12.5%) 17 (6.9%) 4 (1.6%) 248
公立大学 5 (22.7%) 10 (45.5%) 4 (18.2%) 1 (4.5%) 1 (4.5%) 1 (4.5%) 22
私立大学 18 (24.7%) 28 (38.4%) 18 (24.7%) 5 (6.8%) 3 (4.1%) 1 (1.4%) 73
理学系 13 (11.7%) 48 (43.2%) 19 (17.1%) 20 (18.0%) 10 (9.0%) 1 (0.9%) 111
工学系 23 (26.7%) 34 (39.5%) 14 (16.3%) 9 (10.5%) 3 (3.5%) 3 (3.5%) 86
農学系 5 (12.5%) 20 (50.0%) 9 (22.5%) 4 (10.0%) 1 (2.5%) 1 (2.5%) 40
医学系 14 (17.9%) 24 (30.8%) 25 (32.1%) 7 (9.0%) 7 (9.0%) 1 (1.3%) 78
複合領域系 14 (32.6%) 14 (32.6%) 10 (23.3%) 4 (9.3%) 0 (0.0%) 1 (2.3%) 43
DA-18 あなたはこれまでに、何らかの形で研究マネジメントを経験したことがありますか。
ある ない 無回答 計
全体 59 (16.0%) 307 (83.4%) 2 (0.5%) 368
国立大学法人 35 (14.1%) 212 (85.5%) 1 (0.4%) 248
公立大学 3 (13.6%) 18 (81.8%) 1 (4.5%) 22
私立大学 20 (27.4%) 53 (72.6%) 0 (0.0%) 73
理学系 13 (11.7%) 97 (87.4%) 1 (0.9%) 111
工学系 24 (27.9%) 62 (72.1%) 0 (0.0%) 86
農学系 7 (17.5%) 32 (80.0%) 1 (2.5%) 40
医学系 8 (10.3%) 70 (89.7%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 6 (14.0%) 37 (86.0%) 0 (0.0%) 43
博士課程学生
DA-19 あなたは民間企業に就職したいと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 49 (13.3%) 113 (30.7%) 106 (28.8%) 71 (19.3%) 27 (7.3%) 2 (0.5%) 368
国立大学法人 38 (15.3%) 73 (29.4%) 66 (26.6%) 54 (21.8%) 17 (6.9%) 0 (0.0%) 248
公立大学 2 (9.1%) 7 (31.8%) 5 (22.7%) 7 (31.8%) 0 (0.0%) 1 (4.5%) 22
私立大学 5 (6.8%) 26 (35.6%) 28 (38.4%) 6 (8.2%) 8 (11.0%) 0 (0.0%) 73
理学系 12 (10.8%) 35 (31.5%) 29 (26.1%) 23 (20.7%) 11 (9.9%) 1 (0.9%) 111
工学系 16 (18.6%) 30 (34.9%) 22 (25.6%) 14 (16.3%) 3 (3.5%) 1 (1.2%) 86
農学系 5 (12.5%) 10 (25.0%) 11 (27.5%) 12 (30.0%) 2 (5.0%) 0 (0.0%) 40
医学系 8 (10.3%) 22 (28.2%) 29 (37.2%) 11 (14.1%) 8 (10.3%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 7 (16.3%) 12 (27.9%) 10 (23.3%) 11 (25.6%) 3 (7.0%) 0 (0.0%) 43
DA-20 「あまりそう思わない」、「そう思わない」とお答えの方、その理由として最もあてはまるものを一つお答えください。
研究テーマの選択
の自由が小さいから
研究以外の業務が多
く、研究に専念できな
いから
研究環境が充実して
いないから
研究成果の発表の
自由度が小さいから
一度民間に就職す
るとアカデミックポス
トに戻れないから
その他 計
全体 37 (37.8%) 18 (18.4%) 7 (7.1%) 6 (6.1%) 5 (5.1%) 25 (25.5%) 98
国立大学法人 31 (43.7%) 10 (14.1%) 3 (4.2%) 4 (5.6%) 3 (4.2%) 20 (28.2%) 71
公立大学 2 (28.6%) 2 (28.6%) 1 (14.3%) 0 (0.0%) 1 (14.3%) 1 (14.3%) 7
私立大学 2 (14.3%) 4 (28.6%) 2 (14.3%) 2 (14.3%) 1 (7.1%) 3 (21.4%) 14
理学系 20 (58.8%) 4 (11.8%) 0 (0.0%) 1 (2.9%) 1 (2.9%) 8 (23.5%) 34
工学系 8 (47.1%) 2 (11.8%) 1 (5.9%) 3 (17.6%) 0 (0.0%) 3 (17.6%) 17
農学系 5 (35.7%) 2 (14.3%) 3 (21.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 4 (28.6%) 14
医学系 2 (10.5%) 4 (21.1%) 1 (5.3%) 1 (5.3%) 4 (21.1%) 7 (36.8%) 19
複合領域系 2 (14.3%) 6 (42.9%) 2 (14.3%) 1 (7.1%) 0 (0.0%) 3 (21.4%) 14
DA-22 あなたは将来のキャリア・パスについて不安を感じますか。
非常に感じる やや感じる どちらともいえない あまり感じない まったく感じない 無回答 計
全体 86 (23.4%) 81 (22.0%) 138 (37.5%) 49 (13.3%) 7 (1.9%) 7 (1.9%) 368
国立大学法人 62 (25.0%) 61 (24.6%) 85 (34.3%) 30 (12.1%) 5 (2.0%) 5 (2.0%) 248
公立大学 1 (4.5%) 2 (9.1%) 13 (59.1%) 6 (27.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 22
私立大学 14 (19.2%) 11 (15.1%) 32 (43.8%) 13 (17.8%) 1 (1.4%) 2 (2.7%) 73
理学系 38 (34.2%) 27 (24.3%) 36 (32.4%) 8 (7.2%) 1 (0.9%) 1 (0.9%) 111
工学系 17 (19.8%) 18 (20.9%) 38 (44.2%) 11 (12.8%) 2 (2.3%) 0 (0.0%) 86
農学系 9 (22.5%) 10 (25.0%) 13 (32.5%) 3 (7.5%) 2 (5.0%) 3 (7.5%) 40
医学系 15 (19.2%) 11 (14.1%) 31 (39.7%) 20 (25.6%) 1 (1.3%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 6 (14.0%) 12 (27.9%) 14 (32.6%) 7 (16.3%) 1 (2.3%) 3 (7.0%) 43
DA-24 あなたが現在所属する大学と学部を卒業した大学は同じですか。
同じ 異なる 無回答 計
全体 228 (62.0%) 139 (37.8%) 1 (0.3%) 368
国立大学法人 156 (62.9%) 91 (36.7%) 1 (0.4%) 248
公立大学 9 (40.9%) 13 (59.1%) 0 (0.0%) 22
私立大学 56 (76.7%) 17 (23.3%) 0 (0.0%) 73
理学系 71 (64.0%) 40 (36.0%) 0 (0.0%) 111
工学系 60 (69.8%) 25 (29.1%) 1 (1.2%) 86
農学系 25 (62.5%) 15 (37.5%) 0 (0.0%) 40
医学系 48 (61.5%) 30 (38.5%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 19 (44.2%) 24 (55.8%) 0 (0.0%) 43
DA-25 研究能力を高めるためには、長期にわたり一つの研究機関でじっくりと研究を続けることが良いと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 32 (8.7%) 84 (22.8%) 131 (35.6%) 94 (25.5%) 25 (6.8%) 2 (0.5%) 36
国立大学法人 24 (9.7%) 54 (21.8%) 85 (34.3%) 64 (25.8%) 20 (8.1%) 1 (0.4%) 248
公立大学 1 (4.5%) 7 (31.8%) 8 (36.4%) 4 (18.2%) 2 (9.1%) 0 (0.0%) 22
私立大学 4 (5.5%) 19 (26.0%) 30 (41.1%) 19 (26.0%) 1 (1.4%) 0 (0.0%) 73
理学系 7 (6.3%) 22 (19.8%) 51 (45.9%) 21 (18.9%) 10 (9.0%) 0 (0.0%) 111
工学系 13 (15.1%) 16 (18.6%) 25 (29.1%) 26 (30.2%) 5 (5.8%) 1 (1.2%) 6
農学系 2 (5.0%) 11 (27.5%) 12 (30.0%) 12 (30.0%) 3 (7.5%) 0 (0.0%) 40
医学系 7 (9.0%) 19 (24.4%) 29 (37.2%) 20 (25.6%) 3 (3.8%) 0 (0.0%) 7
複合領域系 3 (7.0%) 13 (30.2%) 12 (27.9%) 12 (27.9%) 3 (7.0%) 0 (0.0%) 43
DA-26 研究能力を高めるためには、研究機関間を移動して経験を積むことが良いと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 78 (21.2%) 168 (45.7%) 96 (26.1%) 20 (5.4%) 5 (1.4%) 1 (0.3%) 368
国立大学法人 60 (24.2%) 108 (43.5%) 64 (25.8%) 11 (4.4%) 4 (1.6%) 1 (0.4%) 248
公立大学 2 (9.1%) 11 (50.0%) 6 (27.3%) 3 (13.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 22
私立大学 7 (9.6%) 40 (54.8%) 20 (27.4%) 5 (6.8%) 1 (1.4%) 0 (0.0%) 73
理学系 27 (24.3%) 46 (41.4%) 34 (30.6%) 3 (2.7%) 1 (0.9%) 0 (0.0%) 111
工学系 19 (22.1%) 43 (50.0%) 17 (19.8%) 3 (3.5%) 3 (3.5%) 1 (1.2%) 86
農学系 9 (22.5%) 17 (42.5%) 10 (25.0%) 4 (10.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 4
医学系 12 (15.4%) 39 (50.0%) 22 (28.2%) 5 (6.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 10 (23.3%) 19 (44.2%) 10 (23.3%) 4 (9.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 43
博士課程学生
DA-27 あなたは現在の研究環境に満足していますか。
満足 概ね満足 やや不満足 不満足 無回答 計
全体 74 (20.1%) 184 (50.0%) 81 (22.0%) 25 (6.8%) 4 (1.1%) 368
国立大学法人 47 (19.0%) 131 (52.8%) 49 (19.8%) 19 (7.7%) 2 (0.8%) 24
公立大学 5 (22.7%) 9 (40.9%) 5 (22.7%) 3 (13.6%) 0 (0.0%) 22
私立大学 16 (21.9%) 34 (46.6%) 22 (30.1%) 1 (1.4%) 0 (0.0%) 73
理学系 15 (13.5%) 61 (55.0%) 26 (23.4%) 8 (7.2%) 1 (0.9%) 111
工学系 27 (31.4%) 36 (41.9%) 20 (23.3%) 2 (2.3%) 1 (1.2%) 86
農学系 8 (20.0%) 19 (47.5%) 9 (22.5%) 4 (10.0%) 0 (0.0%) 40
医学系 11 (14.1%) 41 (52.6%) 17 (21.8%) 9 (11.5%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 13 (30.2%) 22 (51.2%) 6 (14.0%) 2 (4.7%) 0 (0.0%) 43
DA-28 研究環境としてどのような点が不満ですか。（複数回答可）
スペースや機材など
の研究基盤が不十
分
支援者、補助者など
の人的環境が不十分 事務手続きが煩雑 研究資金が不十分
研究以外の業務が
多すぎる その他 計
全体 82 (22.3%) 145 (39.4%) 45 (12.2%) 67 (18.2%) 91 (24.7%) 26 (7.1%) 368
国立大学法人 58 (23.4%) 105 (42.3%) 35 (14.1%) 44 (17.7%) 54 (21.8%) 14 (5.6%) 248
公立大学 5 (22.7%) 8 (36.4%) 1 (4.5%) 5 (22.7%) 3 (13.6%) 1 (4.5%) 22
私立大学 17 (23.3%) 23 (31.5%) 6 (8.2%) 14 (19.2%) 29 (39.7%) 7 (9.6%) 3
理学系 25 (22.5%) 49 (44.1%) 18 (16.2%) 21 (18.9%) 22 (19.8%) 10 (9.0%) 111
工学系 20 (23.3%) 26 (30.2%) 8 (9.3%) 10 (11.6%) 25 (29.1%) 5 (5.8%) 86
農学系 15 (37.5%) 17 (42.5%) 5 (12.5%) 5 (12.5%) 4 (10.0%) 1 (2.5%) 40
医学系 18 (23.1%) 33 (42.3%) 6 (7.7%) 20 (25.6%) 27 (34.6%) 5 (6.4%) 78
複合領域系 3 (7.0%) 17 (39.5%) 8 (18.6%) 9 (20.9%) 11 (25.6%) 2 (4.7%) 43
DA-29 あなたが今実施している研究テーマは、あなたが本当にやりたい研究テーマですか。
はい いいえ 無回答 計
全体 281 (76.4%) 85 (23.1%) 2 (0.5%) 368
国立大学法人 186 (75.0%) 60 (24.2%) 2 (0.8%) 248
公立大学 17 (77.3%) 5 (22.7%) 0 (0.0%) 22
私立大学 62 (84.9%) 11 (15.1%) 0 (0.0%) 73
理学系 88 (79.3%) 23 (20.7%) 0 (0.0%) 111
工学系 70 (81.4%) 15 (17.4%) 1 (1.2%) 86
農学系 31 (77.5%) 9 (22.5%) 0 (0.0%) 40
医学系 50 (64.1%) 27 (34.6%) 1 (1.3%) 78
複合領域系 35 (81.4%) 8 (18.6%) 0 (0.0%) 43
DA-30 「いいえ」とお答えの方、現在の研究テーマを選んだ理由は次のどれですか。（複数回答可）
上司(指導教官等)の
指示があったから
所属する組織の方針
だから
競争的資金が得や
すいから
現在のテーマの研
究者として配属され
たから
この分野の研究者
の需要が将来多くな
りそうだから
その他 計
全体 44 (51.8%) 19 (22.4%) 1 (1.2%) 14 (16.5%) 3 (3.5%) 9 (10.6%) 85
国立大学法人 28 (46.7%) 12 (20.0%) 1 (1.7%) 12 (20.0%) 2 (3.3%) 9 (15.0%) 60
公立大学 5 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 5
私立大学 5 (45.5%) 3 (27.3%) 0 (0.0%) 2 (18.2%) 1 (9.1%) 0 (0.0%) 11
理学系 12 (52.2%) 6 (26.1%) 1 (4.3%) 2 (8.7%) 1 (4.3%) 4 (17.4%) 23
工学系 8 (53.3%) 1 (6.7%) 0 (0.0%) 5 (33.3%) 1 (6.7%) 2 (13.3%) 15
農学系 3 (33.3%) 3 (33.3%) 0 (0.0%) 1 (11.1%) 1 (11.1%) 1 (11.1%) 9
医学系 14 (51.9%) 5 (18.5%) 0 (0.0%) 5 (18.5%) 0 (0.0%) 2 (7.4%) 27
複合領域系 4 (50.0%) 3 (37.5%) 0 (0.0%) 1 (12.5%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 8
DA-31 あなたは指導教官から研究課題の設定や研究の進め方について強制されていると思うことがありますか。
よくある ときどきある ほとんどない ない 無回答 計
全体 21 (5.7%) 89 (24.2%) 156 (42.4%) 101 (27.4%) 1 (0.3%) 368
国立大学法人 15 (6.0%) 62 (25.0%) 109 (44.0%) 62 (25.0%) 0 (0.0%) 248
公立大学 2 (9.1%) 7 (31.8%) 6 (27.3%) 7 (31.8%) 0 (0.0%) 22
私立大学 3 (4.1%) 13 (17.8%) 32 (43.8%) 25 (34.2%) 0 (0.0%) 73
理学系 6 (5.4%) 27 (24.3%) 50 (45.0%) 28 (25.2%) 0 (0.0%) 111
工学系 5 (5.8%) 17 (19.8%) 35 (40.7%) 29 (33.7%) 0 (0.0%) 86
農学系 1 (2.5%) 13 (32.5%) 15 (37.5%) 11 (27.5%) 0 (0.0%) 40
医学系 4 (5.1%) 25 (32.1%) 33 (42.3%) 16 (20.5%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 5 (11.6%) 6 (14.0%) 18 (41.9%) 14 (32.6%) 0 (0.0%) 43
DA-32 あなたは指導教官に労働力として使われていると感じることがありますか。
よくある ときどきある ほとんどない ない 無回答 計
全体 36 (9.8%) 82 (22.3%) 138 (37.5%) 111 (30.2%) 1 (0.3%) 368
国立大学法人 25 (10.1%) 61 (24.6%) 94 (37.9%) 68 (27.4%) 0 (0.0%) 248
公立大学 2 (9.1%) 3 (13.6%) 8 (36.4%) 9 (40.9%) 0 (0.0%) 22
私立大学 6 (8.2%) 12 (16.4%) 31 (42.5%) 24 (32.9%) 0 (0.0%) 73
理学系 13 (11.7%) 25 (22.5%) 47 (42.3%) 26 (23.4%) 0 (0.0%) 111
工学系 10 (11.6%) 16 (18.6%) 25 (29.1%) 35 (40.7%) 0 (0.0%) 86
農学系 2 (5.0%) 9 (22.5%) 15 (37.5%) 14 (35.0%) 0 (0.0%) 40
医学系 9 (11.5%) 19 (24.4%) 31 (39.7%) 19 (24.4%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 2 (4.7%) 12 (27.9%) 17 (39.5%) 12 (27.9%) 0 (0.0%) 43
博士課程学生
DA-33 あなたは研究者となるための十分な指導を指導教官から受けていると思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 133 (36.1%) 158 (42.9%) 50 (13.6%) 20 (5.4%) 0 (0.0%) 7 (1.9%) 368
国立大学法人 88 (35.5%) 103 (41.5%) 37 (14.9%) 16 (6.5%) 0 (0.0%) 4 (1.6%) 248
公立大学 5 (22.7%) 13 (59.1%) 4 (18.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 22
私立大学 33 (45.2%) 30 (41.1%) 6 (8.2%) 3 (4.1%) 0 (0.0%) 1 (1.4%) 73
理学系 27 (24.3%) 53 (47.7%) 23 (20.7%) 6 (5.4%) 0 (0.0%) 2 (1.8%) 111
工学系 39 (45.3%) 35 (40.7%) 8 (9.3%) 3 (3.5%) 0 (0.0%) 1 (1.2%) 86
農学系 15 (37.5%) 11 (27.5%) 8 (20.0%) 4 (10.0%) 0 (0.0%) 2 (5.0%) 4
医学系 29 (37.2%) 39 (50.0%) 3 (3.8%) 7 (9.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 20 (46.5%) 15 (34.9%) 8 (18.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 43
DA-34 あなたは他の研究者から指示され、研究支援的な作業をすることがありますか。
よくある ときどきある ほとんどない ない 無回答 計
全体 32 (8.7%) 173 (47.0%) 111 (30.2%) 51 (13.9%) 1 (0.3%) 368
国立大学法人 24 (9.7%) 114 (46.0%) 80 (32.3%) 30 (12.1%) 0 (0.0%) 248
公立大学 2 (9.1%) 10 (45.5%) 4 (18.2%) 6 (27.3%) 0 (0.0%) 22
私立大学 5 (6.8%) 41 (56.2%) 18 (24.7%) 9 (12.3%) 0 (0.0%) 73
理学系 6 (5.4%) 50 (45.0%) 40 (36.0%) 15 (13.5%) 0 (0.0%) 111
工学系 12 (14.0%) 42 (48.8%) 16 (18.6%) 16 (18.6%) 0 (0.0%) 86
農学系 4 (10.0%) 18 (45.0%) 12 (30.0%) 6 (15.0%) 0 (0.0%) 4
医学系 5 (6.4%) 41 (52.6%) 25 (32.1%) 7 (9.0%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 5 (11.6%) 18 (41.9%) 15 (34.9%) 5 (11.6%) 0 (0.0%) 43
DA-35 研究の遂行上、あなたに裁量が認められているのは次のうちどれですか。あてはまるものすべてをお答えください。（複数回答可）
研究課題および目
標の設定
研究の実施方法の決
定 研究費の使途 研究チームの編成
研究成果発表の時
期および方法 その他 計
全体 187 (50.8%) 287 (78.0%) 41 (11.1%) 17 (4.6%) 117 (31.8%) 8 (2.2%) 368
国立大学法人 129 (52.0%) 199 (80.2%) 33 (13.3%) 12 (4.8%) 84 (33.9%) 6 (2.4%) 248
公立大学 9 (40.9%) 18 (81.8%) 2 (9.1%) 1 (4.5%) 5 (22.7%) 0 (0.0%) 22
私立大学 40 (54.8%) 54 (74.0%) 5 (6.8%) 4 (5.5%) 21 (28.8%) 1 (1.4%) 73
理学系 70 (63.1%) 89 (80.2%) 16 (14.4%) 4 (3.6%) 32 (28.8%) 2 (1.8%) 111
工学系 39 (45.3%) 73 (84.9%) 8 (9.3%) 5 (5.8%) 28 (32.6%) 2 (2.3%) 86
農学系 22 (55.0%) 36 (90.0%) 4 (10.0%) 2 (5.0%) 16 (40.0%) 0 (0.0%) 40
医学系 26 (33.3%) 52 (66.7%) 7 (9.0%) 2 (2.6%) 25 (32.1%) 2 (2.6%) 78
複合領域系 25 (58.1%) 30 (69.8%) 4 (9.3%) 3 (7.0%) 12 (27.9%) 1 (2.3%) 43
DA-36 あなたは研究課題を設定する際、どの要素を特に重視しますか。最も重視するものを2つまで選んでください。
社会的必要性 社会的波及効果の大きさ 独創性や革新性 研究の実施可能性 個人的興味 その他 計
全体 133 (36.1%) 51 (13.9%) 185 (50.3%) 154 (41.8%) 133 (36.1%) 3 (0.8%) 368
国立大学法人 80 (32.3%) 37 (14.9%) 129 (52.0%) 108 (43.5%) 94 (37.9%) 3 (1.2%) 248
公立大学 8 (36.4%) 5 (22.7%) 11 (50.0%) 7 (31.8%) 7 (31.8%) 0 (0.0%) 22
私立大学 40 (54.8%) 8 (11.0%) 34 (46.6%) 26 (35.6%) 22 (30.1%) 0 (0.0%) 73
理学系 16 (14.4%) 14 (12.6%) 69 (62.2%) 44 (39.6%) 58 (52.3%) 0 (0.0%) 111
工学系 47 (54.7%) 14 (16.3%) 44 (51.2%) 36 (41.9%) 16 (18.6%) 1 (1.2%) 86
農学系 14 (35.0%) 7 (17.5%) 20 (50.0%) 19 (47.5%) 14 (35.0%) 1 (2.5%) 40
医学系 37 (47.4%) 11 (14.1%) 24 (30.8%) 35 (44.9%) 27 (34.6%) 1 (1.3%) 78
複合領域系 19 (44.2%) 5 (11.6%) 23 (53.5%) 13 (30.2%) 14 (32.6%) 0 (0.0%) 43
DA-37 修士課程および博士課程での講議や実習等の教育カリキュラムについて、改善して欲しい点はありますか。
ある ない 無回答 計
全体 119 (32.3%) 247 (67.1%) 2 (0.5%) 368
国立大学法人 85 (34.3%) 161 (64.9%) 2 (0.8%) 248
公立大学 7 (31.8%) 15 (68.2%) 0 (0.0%) 22
私立大学 15 (20.5%) 58 (79.5%) 0 (0.0%) 73
理学系 43 (38.7%) 67 (60.4%) 1 (0.9%) 111
工学系 20 (23.3%) 65 (75.6%) 1 (1.2%) 86
農学系 19 (47.5%) 21 (52.5%) 0 (0.0%) 40
医学系 21 (26.9%) 57 (73.1%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 11 (25.6%) 32 (74.4%) 0 (0.0%) 43
DA-39 博士課程の研究指導について、改善して欲しい点はありますか。
ある ない 無回答 計
全体 96 (26.1%) 268 (72.8%) 4 (1.1%) 368
国立大学法人 69 (27.8%) 175 (70.6%) 4 (1.6%) 248
公立大学 5 (22.7%) 17 (77.3%) 0 (0.0%) 22
私立大学 12 (16.4%) 61 (83.6%) 0 (0.0%) 73
理学系 35 (31.5%) 75 (67.6%) 1 (0.9%) 111
工学系 9 (10.5%) 74 (86.0%) 3 (3.5%) 86
農学系 12 (30.0%) 28 (70.0%) 0 (0.0%) 40
医学系 26 (33.3%) 52 (66.7%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 10 (23.3%) 33 (76.7%) 0 (0.0%) 43
博士課程学生
DA-41 博士課程を修了した時点で、研究者になるための基礎的な能力はあなたには十分に養われると思いますか。
十分に養われる ほぼ養われる あまり養われない 養われない 無回答 計
全体 12 (3.3%) 217 (59.0%) 119 (32.3%) 14 (3.8%) 6 (1.6%) 3 8
国立大学法人 10 (4.0%) 144 (58.1%) 80 (32.3%) 10 (4.0%) 4 (1.6%) 248
公立大学 0 (0.0%) 16 (72.7%) 6 (27.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 22
私立大学 2 (2.7%) 44 (60.3%) 26 (35.6%) 1 (1.4%) 0 (0.0%) 73
理学系 2 (1.8%) 67 (60.4%) 37 (33.3%) 5 (4.5%) 0 (0.0%) 111
工学系 5 (5.8%) 57 (66.3%) 20 (23.3%) 3 (3.5%) 1 (1.2%) 86
農学系 2 (5.0%) 25 (62.5%) 10 (25.0%) 3 (7.5%) 0 (0.0%) 40
医学系 2 (2.6%) 37 (47.4%) 35 (44.9%) 2 (2.6%) 2 (2.6%) 78
複合領域系 1 (2.3%) 27 (62.8%) 14 (32.6%) 0 (0.0%) 1 (2.3%) 4
DF-02 最終学歴
4年制大学学部卒業 修士課程修了 博士課程修了 その他 無回答 計
全体 9 (2.4%) 309 (84.0%) 9 (2.4%) 30 (8.2%) 11 (3.0%) 368
国立大学法人 3 (1.2%) 220 (88.7%) 7 (2.8%) 16 (6.5%) 2 (0.8%) 24
公立大学 0 (0.0%) 20 (90.9%) 0 (0.0%) 2 (9.1%) 0 (0.0%) 22
私立大学 5 (6.8%) 56 (76.7%) 1 (1.4%) 11 (15.1%) 0 (0.0%) 73
理学系 1 (0.9%) 103 (92.8%) 4 (3.6%) 2 (1.8%) 1 (0.9%) 111
工学系 2 (2.3%) 82 (95.3%) 2 (2.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 86
農学系 0 (0.0%) 39 (97.5%) 1 (2.5%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 40
医学系 4 (5.1%) 44 (56.4%) 2 (2.6%) 26 (33.3%) 2 (2.6%) 78
複合領域系 2 (4.7%) 39 (90.7%) 0 (0.0%) 2 (4.7%) 0 (0.0%) 43
DF-03 博士号取得の有無
あり なし 無回答 計
全体 7 (1.9%) 346 (94.0%) 15 (4.1%) 368
国立大学法人 5 (2.0%) 240 (96.8%) 3 (1.2%) 248
公立大学 0 (0.0%) 22 (100.0%) 0 (0.0%) 22
私立大学 1 (1.4%) 68 (93.2%) 4 (5.5%) 73
理学系 4 (3.6%) 106 (95.5%) 1 (0.9%) 111
工学系 1 (1.2%) 82 (95.3%) 3 (3.5%) 86
農学系 0 (0.0%) 40 (100.0%) 0 (0.0%) 40
医学系 2 (2.6%) 74 (94.9%) 2 (2.6%) 78
複合領域系 0 (0.0%) 42 (97.7%) 1 (2.3%) 43
DF-06 経済的な支援制度の適用を
受けている 受けていない 無回答 計
全体 242 (65.8%) 118 (32.1%) 8 (2.2%) 368
国立大学法人 177 (71.4%) 71 (28.6%) 0 (0.0%) 248
公立大学 14 (63.6%) 8 (36.4%) 0 (0.0%) 22
私立大学 38 (52.1%) 35 (47.9%) 0 (0.0%) 73
理学系 86 (77.5%) 25 (22.5%) 0 (0.0%) 111
工学系 63 (73.3%) 23 (26.7%) 0 (0.0%) 86
農学系 28 (70.0%) 12 (30.0%) 0 (0.0%) 40
医学系 36 (46.2%) 42 (53.8%) 0 (0.0%) 78
複合領域系 28 (65.1%) 15 (34.9%) 0 (0.0%) 43
DF-07 支援制度による支給額(税込み)
月額 5万円未満 月額5万円以上10万円未満
月額10万円以上15
万円未満
月額15万円以上20
万円未満 月額20万円以上 無回答 計
全体 8 (2.2%) 24 (6.5%) 141 (38.3%) 50 (13.6%) 19 (5.2%) 126 (34.2%) 368
国立大学法人 5 (2.0%) 16 (6.5%) 100 (40.3%) 40 (16.1%) 16 (6.5%) 71 (28.6%) 248
公立大学 0 (0.0%) 2 (9.1%) 9 (40.9%) 2 (9.1%) 1 (4.5%) 8 (36.4%) 22
私立大学 2 (2.7%) 6 (8.2%) 21 (28.8%) 7 (9.6%) 2 (2.7%) 35 (47.9%) 73
理学系 3 (2.7%) 9 (8.1%) 49 (44.1%) 14 (12.6%) 11 (9.9%) 25 (22.5%) 111
工学系 1 (1.2%) 4 (4.7%) 39 (45.3%) 18 (20.9%) 1 (1.2%) 23 (26.7%) 86
農学系 0 (0.0%) 1 (2.5%) 15 (37.5%) 7 (17.5%) 5 (12.5%) 12 (30.0%) 40
医学系 2 (2.6%) 7 (9.0%) 18 (23.1%) 7 (9.0%) 2 (2.6%) 42 (53.8%) 78
複合領域系 2 (4.7%) 3 (7.0%) 19 (44.2%) 4 (9.3%) 0 (0.0%) 15 (34.9%) 43
博士課程学生
DF-08 適用されている支援制度
日本学術振興会 特
別研究員(DC)
理化学研究所 ジュニ
ア・リサーチ・アソシエ
イト制度
日本原子力研究所
特別研究生
日本学生支援機構
第1種奨学金(無利
子)
日本学生支援機構
第2種奨学金(きぼう
21プラン)
その他 無回答
全体 44 (12.0%) 2 (0.5%) 0 (0.0%) 156 (42.4%) 14 (3.8%) 48 (13.0%) 104 (28.3%) 
国立大学法人 36 (14.5%) 2 (0.8%) 0 (0.0%) 115 (46.4%) 9 (3.6%) 34 (13.7%) 52 (21.0%) 
公立大学 2 (9.1%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 8 (36.4%) 1 (4.5%) 4 (18.2%) 7 (31.8%) 
私立大学 6 (8.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 22 (30.1%) 4 (5.5%) 8 (11.0%) 33 (45.2%) 
理学系 16 (14.4%) 1 (0.9%) 0 (0.0%) 57 (51.4%) 3 (2.7%) 20 (18.0%) 14 (12.6%) 
工学系 11 (12.8%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 39 (45.3%) 3 (3.5%) 13 (15.1%) 20 (23.3%) 
農学系 9 (22.5%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 16 (40.0%) 2 (5.0%) 2 (5.0%) 11 (27.5%) 
医学系 5 (6.4%) 1 (1.3%) 0 (0.0%) 22 (28.2%) 5 (6.4%) 7 (9.0%) 38 (48.7%) 
複合領域系 3 (7.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 21 (48.8%) 1 (2.3%) 5 (11.6%) 13 (30.2%) 
計
全体 368
国立大学法人 248
公立大学 22
私立大学 73
理学系 111
工学系 86
農学系 40
医学系 78
複合領域系 43
ポストドクター
調査票E ポストドクター
発送数 有効回収数 有効回収率
928 338 36.4%
EA-01 あなたがポストドクターに進んだ動機は次のどれですか。
指導教官に勧めら
れたから
修士課程修了時に
就職口がなかった
から
研究を続けたかっ
たから
研究者になりた
かったから なんとなく 無回答 計
全体 13 (3.8%) 10 (3.0%) 169 (50.0%) 117 (34.6%) 3 (0.9%) 26 (7.7%) 338
25～29歳 6 (6.6%) 2 (2.2%) 43 (47.3%) 33 (36.3%) 1 (1.1%) 6 (6.6%) 91
30～34歳 3 (1.7%) 8 (4.5%) 87 (48.6%) 66 (36.9%) 2 (1.1%) 13 (7.3%) 179
35歳以上 4 (6.3%) 0 (0.0%) 37 (57.8%) 16 (25.0%) 0 (0.0%) 7 (10.9%) 64
理学系 2 (1.6%) 5 (4.1%) 61 (49.6%) 46 (37.4%) 2 (1.6%) 7 (5.7%) 123
工学系 3 (5.9%) 2 (3.9%) 23 (45.1%) 16 (31.4%) 0 (0.0  7 (13.7%) 51
農学系 0 (0.0%) 2 (4.2%) 22 (45.8%) 19 (39.6%) 0 (0.0%) 5 (10.4%) 48
医学系 5 (8.5%) 1 (1.7%) 36 (61.0%) 12 (20.3%)  (1.7%) 4 (6.8%) 59
複合領域系 3 (5.8%) 0 (0.0%) 24 (46.2%) 22 (42.3%) 0 (0.0%) 3 (5.8%) 52
JSPS 4 (3.8%) 3 (2.9%) 54 (51.4%) 33 (31.4%) 2 ( 9%  9 (8.6%) 105
JSPS以外 9 (3.9%) 7 (3.0%) 115 (49.4%) 84 (36.1%) 1 (0.4%) 17 (7.3%) 233
EA-02 ポストドクターの経験は、どのような意義があると思いますか。C170
単なる博士課程の
延長
研究分野の幅を広
げる期間
自立のための登竜
門
就職までの猶予期
間
特に意義は見出せな
い その他尾 計
全体 4 (1.2%) 157 (46.4%) 130 (38.5%) 51 (15.1%) 7 (2.1%) 6 (1.8%) 338
25～29歳 0 (0.0%) 44 (48.4%) 37 (40.7%) 16 (17.6%) 2 (2.2%) 1 (1.1%) 91
30～34歳 4 (2.2%) 77 (43.0%) 72 (40.2%) 25 (14.0%) 4 ( .2%) 2 (1.1%) 179
35歳以上 0 (0.0%) 34 (53.1%) 19 (29.7%) 9 (14.1%) 1 (1.6%) 3 (4.7%) 64
理学系 2 (1.6%) 51 (41.5%) 48 (39.0%) 25 (20.3%) 1 (0.8%) 3 (2.4%) 123
工学系 1 (2.0%) 25 (49.0%) 18 (35.3%) 11 (21.6%) 2 (3.9%) 0 (0.0%) 51
農学系 1 (2.1%) 21 (43.8%) 22 (45.8%) 5 (10.4%) 1 (2.1%) 0 (0.0%) 48
医学系 0 (0.0%) 35 (59.3%) 16 (27.1%) 5 (8.5%) 1 (1.7%) 2 (3.4%) 59
複合領域系 0 (0.0%) 25 (48.1%) 24 (46.2%) 2 (3.8%) 2 (3.8%) 1 (1.9%) 52
JSPS 2 (1.9%) 54 (51.4%) 36 (34.3%) 17 (16.2%) 0 0.0%) 3 (2.9%) 105
JSPS以外 2 (0.9%) 103 (44.2%) 94 (40.3%) 34 (14.6%) 7 (3.0%) 3 (1.3%) 233
EA-03 あなたはこれまで延べ何回ポストドクター支援制度の適用を受けましたか。現在を1回として含めた回数をお答えください。
1回 2回 3回 4回 5回以上 無回答 計
全体 213 (63.0%) 86 (25.4%) 27 (8.0%) 2 (0.6%) 0 (0.0%) 10 (3.0%) 338
25～29歳 71 (78.0%) 18 (19.8%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 2 (2.2%) 91
30～34歳 116 (64.8%) 50 (27.9%) 8 (4.5%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 5 (2.8%) 179
35歳以上 23 (35.9%) 18 (28.1%) 17 (26.6%) 2 (3.1%) 0 (0.0%) 4 (6.3%) 64
理学系 72 (58.5%) 33 (26.8%) 13 (10.6%) 1 (0.8%) 0 (0.0%) 4 (3.3%) 123
工学系 35 (68.6%) 13 (25.5%) 2 (3.9%) 0 (0.0%) 0 (0. %) 1 (2.0%) 51
農学系 31 (64.6%) 13 (27.1%) 3 (6.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (2.1%) 48
医学系 35 (59.3%) 16 (27.1%) 6 (10.2%) 0 (0.0%) 0 ( . %) 2 (3.4%) 59
複合領域系 37 (71.2%) 10 (19.2%) 3 (5.8%) 1 (1.9%) 0 (0.0%) 1 (1.9%) 52
JSPS 69 (65.7%) 31 (29.5%) 5 (4.8%) 0 (0.0%) 0 ( . %) 0 (0.0%) 105
JSPS以外 144 (61.8%) 55 (23.6%) 22 (9.4%) 2 (0.9%) 0 (0. %) 10 (4.3%) 233
EA-05 ポストドクターの期間は1期あたり何年程度が適当だと思いますか。
1年 2年 3年 4年 5年以上 無回答 計
全体 7 (2.1%) 57 (16.9%) 218 (64.5%) 27 (8.0%) 22 (6.5%) 7 (2.1%) 338
25～29歳 2 (2.2%) 21 (23.1%) 56 (61.5%) 7 (7.7%) 4 (4.4%) 1 (1.1%) 91
30～34歳 3 (1.7%) 24 (13.4%) 120 (67.0%) 13 (7.3%) 14 (7.8%) 5 (2.8%) 179
35歳以上 1 (1.6%) 12 (18.8%) 40 (62.5%) 6 (9.4%) 4 (6.3%) 1 (1.6%) 64
理学系 3 (2.4%) 16 (13.0%) 88 (71.5%) 9 (7.3%) 5 (4.1%) 2 (1.6%) 123
工学系 0 (0.0%) 11 (21.6%) 32 (62.7%) 4 (7.8%) 4 (7.8%) 0 (0.0%) 51
農学系 1 (2.1%) 8 (16.7%) 28 (58.3%) 5 (10.4%) 4 (8.3%) 2 (4.2%) 48
医学系 2 (3.4%) 13 (22.0%) 36 (61.0%) 4 (6.8%) 3 (5.1%) 1 (1.7%) 59
複合領域系 0 (0.0%) 9 (17.3%) 32 (61.5%) 4 (7.7%) 6 (11.5%) 1 (1.9%) 52
JSPS 2 (1.9%) 14 (13.3%) 72 (68.6%) 10 (9.5%) 5 (4.8%) 2 (1.9%) 105
JSPS以外 5 (2.1%) 43 (18.5%) 146 (62.7%) 17 (7.3%) 17 ( .3%) 5 (2.1%) 233
ポストドクター
EA-06 あなたは、博士課程修了後、ポストドクターとなる際に所属する研究室を移動しましたか。
移動しなかった 大学内で移動した大学(研究機関)を移動した 無回答 計
全体 79 (23.4%) 32 (9.5%) 221 (65.4%) 6 (1.8%) 338
25～29歳 30 (33.0%) 13 (14.3%) 47 (51.6%) 1 (1.1%) 91
30～34歳 34 (19.0%) 13 (7.3%) 130 (72.6%) 2 (1.1%) 179
35歳以上 13 (20.3%) 6 (9.4%) 42 (65.6%) 3 (4.7%) 64
理学系 24 (19.5%) 16 (13.0%) 82 (66.7%) 1 (0.8%) 123
工学系 11 (21.6%) 6 (11.8%) 33 (64.7%) 1 (2.0%) 51
農学系 16 (33.3%) 4 (8.3%) 26 (54.2%) 2 (4.2%) 48
医学系 16 (27.1%) 4 (6.8%) 38 (64.4%) 1 (1.7%) 59
複合領域系 10 (19.2%) 2 (3.8%) 39 (75.0%) 1 (1.9%) 52
JSPS 25 (23.8%) 11 (10.5%) 68 (64.8%) 1 (1.0%) 105
JSPS以外 54 (23.2%) 21 (9.0%) 153 (65.7%) 5 (2.1%) 233
EA-07 あなたは、博士課程修了後、ポストドクターとなる際に研究分野や研究テーマを変えましたか。
大きく変えた やや変えた ほとんど変えていない 全く変えていない 無回答 計
全体 78 (23.1%) 127 (37.6%) 81 (24.0%) 48 (14.2%) 4 (1.2%) 338
25～29歳 17 (18.7%) 33 (36.3%) 24 (26.4%) 17 (18.7%) 0 (0.0%) 91
30～34歳 43 (24.0%) 65 (36.3%) 44 (24.6%) 25 (14.0%) 2 (1. %) 179
35歳以上 18 (28.1%) 26 (40.6%) 13 (20.3%) 5 (7.8%) 2 (3.1%) 64
理学系 20 (16.3%) 45 (36.6%) 35 (28.5%) 21 (17.1%) 2 ( .6%) 123
工学系 15 (29.4%) 20 (39.2%) 11 (21.6%) 5 (9.8%) 0 (0.0%) 51
農学系 11 (22.9%) 16 (33.3%) 14 (29.2%) 6 (12.5%) 1 (2.1%) 48
医学系 19 (32.2%) 21 (35.6%) 9 (15.3%) 9 (15.3%) 1 (1.7%) 59
複合領域系 12 (23.1%) 24 (46.2%) 12 (23.1%) 4 (7.7%) 0 (0.0%) 52
JSPS 20 (19.0%) 39 (37.1%) 25 (23.8%) 21 (20.0%) 0 (0.0%) 105
JSPS以外 58 (24.9%) 88 (37.8%) 56 (24.0%) 27 (11.6%) 4 (1. %) 233
EA-08 あなたが今実施している研究テーマは、あなたが本当にやりたい研究テーマですか。
はい いいえ 無回答 計
全体 247 (73.1%) 83 (24.6%) 8 (2.4%) 338
25～29歳 66 (72.5%) 24 (26.4%) 1 (1.1%) 91
30～34歳 130 (72.6%) 44 (24.6%) 5 (2.8%) 179
35歳以上 49 (76.6%) 13 (20.3%) 2 (3.1%) 64
理学系 92 (74.8%) 25 (20.3%) 6 (4.9%) 123
工学系 42 (82.4%) 9 (17.6%) 0 (0.0%) 51
農学系 34 (70.8%) 13 (27.1%) 1 (2.1%) 48
医学系 38 (64.4%) 20 (33.9%) 1 (1.7%) 59
複合領域系 38 (73.1%) 14 (26.9%) 0 (0.0%) 52
JSPS 87 (82.9%) 15 (14.3%) 3 (2.9%) 105
JSPS以外 160 (68.7%) 68 (29.2%) 5 (2.1%) 233
EA-09 「いいえ」とお答えの方、現在の研究テーマを選んだ理由は次のどれですか。（複数回答可）
上司(指導教官等)
の指示があったか
ら
所属する組織の方
針だから
競争的資金が得や
すいから
現在のテーマの研
究者として採用され
たから
この分野の研究者の
需要が将来多くなりそ
うだから
その他 計
全体 22 (26.5%) 23 (27.7%) 3 (3.6%) 48 (57.8%) 6 (7.2%) 3 (3.6%) 83
25～29歳 7 (29.2%) 7 (29.2%) 2 (8.3%) 15 (62.5%) 2 (8.3%) 1 (4.2%) 24
30～34歳 11 (25.0%) 10 (22.7%) 1 (2.3%) 24 (54.5%) 4 (9.1%) 2 (4.5%) 44
35歳以上 3 (23.1%) 4 (30.8%) 0 (0.0%) 9 (69.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 13
理学系 2 (8.0%) 6 (24.0%) 2 (8.0%) 14 (56.0%) 1 (4.0%) 1 (4.0%) 25
工学系 7 (77.8%) 4 (44.4%) 0 (0.0%) 6 (66.7%) 1 (11.1%) 0 (0.0%) 9
農学系 1 (7.7%) 4 (30.8%) 0 (0.0%) 9 (69.2%) 1 (7.7%) 0 (0.0%) 13
医学系 9 (45.0%) 7 (35.0%) 1 (5.0%) 9 (45.0%) 2 (10.0%) 0 (0.0%) 20
複合領域系 2 (14.3%) 1 (7.1%) 0 (0.0%) 10 (71.4%)  (7. %) 2 (14.3%) 14
JSPS 6 (40.0%) 4 (26.7%) 1 (6.7%) 8 (53.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 15
JSPS以外 16 (23.5%) 19 (27.9%) 2 (2.9%) 40 (58.8%) 6 (8.8%) 3 (4.4%) 68
EA-10 博士号をもっていることは、あなたが社会生活を送る上で大きなメリットがあると思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 35 (10.4%) 78 (23.1%) 78 (23.1%) 94 (27.8%) 47 (13.9%) 6 (1.8%) 3 8
25～29歳 5 (5.5%) 17 (18.7%) 25 (27.5%) 30 (33.0%) 13 (14.3%) 1 (1.1%) 91
30～34歳 13 (7.3%) 40 (22.3%) 41 (22.9%) 53 (29.6%) 28 (15.6%) 4 (2.2%) 179
35歳以上 17 (26.6%) 21 (32.8%) 11 (17.2%) 10 (15.6%) 4 (6.3%) 1 (1.6%) 64
理学系 6 (4.9%) 26 (21.1%) 29 (23.6%) 37 (30.1%) 22 (17.9%) 3 (2.4%) 123
工学系 11 (21.6%) 12 (23.5%) 9 (17.6%) 12 (23.5%) 7 (13.7%) 0 (0.0%) 51
農学系 5 (10.4%) 13 (27.1%) 11 (22.9%) 11 (22.9%) 6 ( 2.5%) 2 (4.2%) 48
医学系 5 (8.5%) 16 (27.1%) 16 (27.1%) 14 (23.7%) 8 (13.6%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 8 (15.4%) 11 (21.2%) 11 (21.2%) 19 (36.5%) 2 (3.8%) 1 (1.9%) 52
JSPS 12 (11.4%) 22 (21.0%) 21 (20.0%) 29 (27.6%) 19 (18.1%) 2 (1.9%) 105
JSPS以外 23 (9.9%) 56 (24.0%) 57 (24.5%) 65 (27.9%) 28 (12.0%) 4 (1.7%) 233
ポストドクター
EA-11 あなたは研究課題を設定する際、どの要素を特に重視しますか。最も重視するものを2つまで選んでください。
社会的必要性 社会的波及効果の大きさ 独創性や革新性 研究の実施可能性 個人的興味 計
全体 101 (29.9%) 44 (13.0%) 191 (56.5%) 92 (27.2%) 106 (31.4%) 338
25～29歳 22 (24.2%) 10 (11.0%) 56 (61.5%) 26 (28.6%) 32 (35.2%) 91
30～34歳 58 (32.4%) 29 (16.2%) 97 (54.2%) 46 (25.7%) 48 (26.8%) 179
35歳以上 21 (32.8%) 4 (6.3%) 35 (54.7%) 19 (29.7%) 25 (39.1%) 64
理学系 25 (20.3%) 17 (13.8%) 74 (60.2%) 35 (28.5%) 50 (40.7%) 123
工学系 20 (39.2%) 5 (9.8%) 33 (64.7%) 13 (25.5%) 10 (19.6%) 51
農学系 21 (43.8%) 5 (10.4%) 27 (56.3%) 10 (20.8%) 8 (16.7%) 48
医学系 23 (39.0%) 9 (15.3%) 24 (40.7%) 20 (33.9%) 21 (35.6%) 59
複合領域系 11 (21.2%) 7 (13.5%) 31 (59.6%) 12 (23.1%) 16 (30.8%) 52
JSPS 32 (30.5%) 16 (15.2%) 56 (53.3%) 27 (25.7%) 27 (25.7%) 105
JSPS以外 69 (29.6%) 28 (12.0%) 135 (57.9%) 65 (27.9%) 79 (33.9%) 233
EA-12 あなたは指導教官(上司)から研究課題の設定や研究の進め方について強制されていると思うことがありますか。
よくある ときどきある ほとんどない ない 無回答 計
全体 22 (6.5%) 85 (25.1%) 153 (45.3%) 72 (21.3%) 6 (1.8%) 338
25～29歳 6 (6.6%) 18 (19.8%) 39 (42.9%) 27 (29.7%) 1 (1.1%) 91
30～34歳 12 (6.7%) 44 (24.6%) 82 (45.8%) 37 (20.7%) 4 (2.2%) 179
35歳以上 3 (4.7%) 22 (34.4%) 30 (46.9%) 8 (12.5%) 1 (1.6%) 64
理学系 3 (2.4%) 29 (23.6%) 51 (41.5%) 38 (30.9%) 2 (1.6%) 123
工学系 4 (7.8%) 11 (21.6%) 23 (45.1%) 12 (23.5%) 1 (2.0%) 51
農学系 3 (6.3%) 11 (22.9%) 25 (52.1%) 7 (14.6%) 2 (4.2%) 48
医学系 10 (16.9%) 19 (32.2%) 26 (44.1%) 4 (6.8%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 2 (3.8%) 13 (25.0%) 27 (51.9%) 9 (17.3%) 1 (1.9%) 52
JSPS 5 (4.8%) 19 (18.1%) 45 (42.9%) 34 (32.4%) 2 (1.9%) 105
JSPS以外 17 (7.3%) 66 (28.3%) 108 (46.4%) 38 (16.3%) 4 (1.7%) 233
EA-13 あなたは指導教官(上司)に労働力として使われていると感じることがありますか。
よくある ときどきある ほとんどない ない 無回答 計
全体 45 (13.3%) 100 (29.6%) 109 (32.2%) 77 (22.8%) 7 (2.1%) 338
25～29歳 12 (13.2%) 26 (28.6%) 22 (24.2%) 30 (33.0%) 1 (1.1%) 91
30～34歳 20 (11.2%) 53 (29.6%) 65 (36.3%) 37 (20.7%) 4 (2.2%) 179
35歳以上 12 (18.8%) 20 (31.3%) 20 (31.3%) 10 (15.6%) 2 (3.1%) 64
理学系 8 (6.5%) 31 (25.2%) 48 (39.0%) 33 (26.8%) 3 (2.4%) 123
工学系 9 (17.6%) 18 (35.3%) 13 (25.5%) 11 (21.6%) 0 (0.0%) 51
農学系 9 (18.8%) 13 (27.1%) 13 (27.1%) 11 (22.9%) 2 (4. %) 48
医学系 15 (25.4%) 16 (27.1%) 17 (28.8%) 10 (16.9%) 1 ( .7%) 59
複合領域系 3 (5.8%) 20 (38.5%) 17 (32.7%) 11 (21.2%) 1 ( .9%) 52
JSPS 8 (7.6%) 27 (25.7%) 31 (29.5%) 37 (35.2%) 2 (1.9%) 105
JSPS以外 37 (15.9%) 73 (31.3%) 78 (33.5%) 40 (17.2%) 5 (2.1%) 233
EA-14 あなたは研究者となるための十分な指導を指導教官(上司)から受けていると思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 98 (29.0%) 160 (47.3%) 49 (14.5%) 25 (7.4%) 0 (0.0%) 6 (1.8%) 338
25～29歳 25 (27.5%) 45 (49.5%) 15 (16.5%) 5 (5.5%) 0 (0.0  1 (1.1%) 91
30～34歳 50 (27.9%) 85 (47.5%) 28 (15.6%) 12 (6.7%) 0 (0.0%) 4 (2.2%) 179
35歳以上 23 (35.9%) 27 (42.2%) 6 (9.4%) 7 (10.9%) 0 (0.0%) 1 (1.6%) 64
理学系 27 (22.0%) 60 (48.8%) 22 (17.9%) 12 (9.8%) 0 (0.0%) 2 (1.6%) 123
工学系 20 (39.2%) 22 (43.1%) 7 (13.7%) 2 (3.9%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 51
農学系 17 (35.4%) 20 (41.7%) 5 (10.4%) 4 (8.3%) 0 (0.0%) 2 (4.2%) 48
医学系 17 (28.8%) 33 (55.9%) 4 (6.8%) 5 (8.5%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 16 (30.8%) 21 (40.4%) 11 (21.2%) 2 (3.8%) 0 (0.0%) 2 (3.8%) 52
JSPS 32 (30.5%) 53 (50.5%) 13 (12.4%) 5 (4.8%) 0 (0.0%) 2 (1.9%) 105
JSPS以外 66 (28.3%) 107 (45.9%) 36 (15.5%) 20 (8.6%) 0 (0.0%) 4 (1.7%) 233
ポストドクター
EA-15 あなたは他の研究者から指示され、研究支援的な作業をすることがありますか。
よくある ときどきある ほとんどない ない 無回答 計
全体 47 (13.9%) 169 (50.0%) 76 (22.5%) 40 (11.8%) 6 (1.8%) 338
25～29歳 12 (13.2%) 48 (52.7%) 20 (22.0%) 10 (11.0%) 1 (1.1%) 91
30～34歳 26 (14.5%) 88 (49.2%) 42 (23.5%) 20 (11.2%) 3 (1.7%) 179
35歳以上 8 (12.5%) 30 (46.9%) 14 (21.9%) 10 (15.6%) 2 (3.1%) 64
理学系 15 (12.2%) 60 (48.8%) 29 (23.6%) 17 (13.8%) 2 (1.6%) 123
工学系 13 (25.5%) 24 (47.1%) 11 (21.6%) 3 (5.9%) 0 (0.0%) 51
農学系 6 (12.5%) 24 (50.0%) 11 (22.9%) 5 (10.4%) 2 (4.2%) 48
医学系 7 (11.9%) 31 (52.5%) 12 (20.3%) 9 (15.3%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 5 (9.6%) 27 (51.9%) 12 (23.1%) 6 (11.5%) 2 (3.8%) 52
JSPS 17 (16.2%) 49 (46.7%) 21 (20.0%) 15 (14.3%) 3 (2.9%) 105
JSPS以外 30 (12.9%) 120 (51.5%) 55 (23.6%) 25 (10.7%) 3 (1.3%) 233
EA-16 研究の遂行上、あなたに裁量が認められているのは次のうちどれですか。あてはまるものすべてをお答えください。（複数回答可）
研究課題および目
標の設定
研究の実施方法の
決定 研究費の使途 研究チームの編成
研究成果発表の時期
および方法 その他 計
全体 200 (59.2%) 267 (79.0%) 100 (29.6%) 24 (7.1%) 167 (49.4%) 6 (18%  338
25～29歳 61 (67.0%) 70 (76.9%) 26 (28.6%) 6 (6.6%) 41 (45.1%) 2 (2.2%  91
30～34歳 103 (57.5%) 149 (83.2%) 55 (30.7%) 12 (6.7%) 97 (54.2%) 3 (1.7%) 179
35歳以上 34 (53.1%) 47 (73.4%) 17 (26.6%) 6 (9.4%) 27 (42.2%) 1 (1.6%) 64
理学系 87 (70.7%) 99 (80.5%) 44 (35.8%) 10 (8.1%) 73 (59.3%) 3 (2.4%) 123
工学系 26 (51.0%) 43 (84.3%) 18 (35.3%) 4 (7.8%) 27 (52.9%) 0 (0.0%) 51
農学系 25 (52.1%) 39 (81.3%) 14 (29.2%) 5 (10.4%) 23 (47.9%) 1 (2.1%) 48
医学系 25 (42.4%) 42 (71.2%) 11 (18.6%) 2 (3.4%) 17 (28.8%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 34 (65.4%) 41 (78.8%) 11 (21.2%) 2 (3.8%) 25 (48.1%) 2 (3.8%) 52
JSPS 72 (68.6%) 92 (87.6%) 56 (53.3%) 6 (5.7%) 63 (60.0%) 2 (1.9%) 105
JSPS以外 128 (54.9%) 175 (75.1%) 44 (18.9%) 18 (7.7%) 104 (44.6%) 4 (1.7%) 233
EA-17 あなたは現在の研究環境に満足していますか。
満足 概ね満足 やや不満足 不満足 無回答 計
全体 67 (19.8%) 190 (56.2%) 54 (16.0%) 21 (6.2%) 6 (1.8%) 338
25～29歳 24 (26.4%) 46 (50.5%) 16 (17.6%) 4 (4.4%) 1 (1.1%) 91
30～34歳 30 (16.8%) 103 (57.5%) 31 (17.3%) 12 (6.7%) 3 ( .7%) 179
35歳以上 13 (20.3%) 38 (59.4%) 7 (10.9%) 4 (6.3%) 2 (3.1%) 64
理学系 27 (22.0%) 69 (56.1%) 19 (15.4%) 6 (4.9%) 2 (1.6%) 123
工学系 15 (29.4%) 22 (43.1%) 11 (21.6%) 3 (5.9%) 0 (0.0%) 51
農学系 11 (22.9%) 24 (50.0%) 5 (10.4%) 5 (10.4%) 3 (6.3%) 48
医学系 5 (8.5%) 37 (62.7%) 13 (22.0%) 4 (6.8%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 9 (17.3%) 34 (65.4%) 6 (11.5%) 2 (3.8%) 1 (1.9%) 52
JSPS 32 (30.5%) 55 (52.4%) 11 (10.5%) 5 (4.8%) 2 (1.9%) 105
JSPS以外 35 (15.0%) 135 (57.9%) 43 (18.5%) 16 (6.9%) 4 (1.7%) 233
EA-18 研究環境としてどのような点が不満ですか。（複数回答可）
スペースや機材な
どの研究基盤が不
十分
支援者、補助者な
どの人的環境が不
十分
事務手続きが煩雑 研究資金が不十分 研究以外の業務が多すぎる その他 計
全体 72 (21.3%) 120 (35.5%) 77 (22.8%) 65 (19.2%) 70 (20.7%) 34 (10.1%) 338
25～29歳 18 (19.8%) 23 (25.3%) 24 (26.4%) 15 (16.5%) 15 (16.5%) 10 (11.0%) 91
30～34歳 41 (22.9%) 66 (36.9%) 44 (24.6%) 35 (19.6%) 41 (22.9%) 18 (10.1%) 179
35歳以上 12 (18.8%) 29 (45.3%) 7 (10.9%) 15 (23.4%) 12 (18.8%) 4 (6.3%) 64
理学系 29 (23.6%) 39 (31.7%) 34 (27.6%) 28 (22.8%) 30 (24.4%) 12 (9.8%) 1 3
工学系 15 (29.4%) 12 (23.5%) 14 (27.5%) 10 (19.6%) 11 (21.6%) 4 (7.8%) 51
農学系 7 (14.6%) 15 (31.3%) 8 (16.7%) 5 (10.4%) 8 (16.7%) 5 (10.4%) 48
医学系 9 (15.3%) 33 (55.9%) 11 (18.6%) 9 (15.3%) 11 (18.6%) 5 (8.5%) 59
複合領域系 10 (19.2%) 18 (34.6%) 9 (17.3%) 13 (25.0%) 6 (11.5%) 8 (15.4%) 52
JSPS 20 (19.0%) 36 (34.3%) 27 (25.7%) 18 (17.1%) 19 (18.1%) 12 (11.4%) 05
JSPS以外 52 (22.3%) 84 (36.1%) 50 (21.5%) 47 (20.2%) 51 (21.9%) 22 (9.4%) 33
ポストドクター
EA-19 あなたは生活費や学費を賄うための収入をどこから得ていますか。（複数回答可）
奨学金 アルバイトの報酬 家族や親戚からの援助
銀行からの借り入
れ その他 計
全体 90 (26.6%) 38 (11.2%) 31 (9.2%) 4 (1.2%) 151 (44.7%) 338
25～29歳 22 (24.2%) 6 (6.6%) 7 (7.7%) 0 (0.0%) 49 (53.8%) 91
30～34歳 48 (26.8%) 21 (11.7%) 16 (8.9%) 1 (0.6%) 77 (43.0%) 179
35歳以上 18 (28.1%) 11 (17.2%) 7 (10.9%) 3 (4.7%) 24 (37.5%) 64
理学系 36 (29.3%) 13 (10.6%) 10 (8.1%) 1 (0.8%) 55 (44.7%) 123
工学系 18 (35.3%) 4 (7.8%) 6 (11.8%) 0 (0.0%) 24 (47.1%) 51
農学系 13 (27.1%) 4 (8.3%) 2 (4.2%) 1 (2.1%) 25 (52.1%) 48
医学系 14 (23.7%) 9 (15.3%) 8 (13.6%) 2 (3.4%) 22 (37.3%) 59
複合領域系 8 (15.4%) 8 (15.4%) 3 (5.8%) 0 (0.0%) 23 (44.2%) 52
JSPS 43 (41.0%) 9 (8.6%) 6 (5.7%) 1 (1.0%) 45 (42.9%) 105
JSPS以外 47 (20.2%) 29 (12.4%) 25 (10.7%) 3 (1.3%) 106 (45.5%) 233
EA-20 あなたの収入は生活費や学費を賄うのに足りていますか。
足りている ほぼ足りている やや足りない 足りない 無回答 計
全体 168 (49.7%) 101 (29.9%) 42 (12.4%) 19 (5.6%) 8 (2.4%) 338
25～29歳 56 (61.5%) 23 (25.3%) 10 (11.0%) 1 (1.1%) 1 (1.1%) 91
30～34歳 84 (46.9%) 58 (32.4%) 20 (11.2%) 12 (6.7%) 5 (2.8%) 179
35歳以上 26 (40.6%) 20 (31.3%) 10 (15.6%) 6 (9.4%) 2 (3.1%) 64
理学系 63 (51.2%) 41 (33.3%) 13 (10.6%) 2 (1.6%) 4 (3.3%) 123
工学系 26 (51.0%) 12 (23.5%) 9 (17.6%) 4 (7.8%) 0 (0.0%) 51
農学系 32 (66.7%) 8 (16.7%) 3 (6.3%) 2 (4.2%) 3 (6.3%) 48
医学系 22 (37.3%) 24 (40.7%) 7 (11.9%) 6 (10.2%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 23 (44.2%) 15 (28.8%) 8 (15.4%) 5 (9.6%) 1 (1. %) 52
JSPS 55 (52.4%) 31 (29.5%) 13 (12.4%) 3 (2.9%) 3 (2.9%) 105
JSPS以外 113 (48.5%) 70 (30.0%) 29 (12.4%) 16 (6.9%) 5 (2.1%) 233
EA-21 あなたはポストドクター期間終了後、国内、海外のどちらで活動したいと思いますか。
国内 海外 どちらでもよい 無回答 計
全体 101 (29.9%) 60 (17.8%) 171 (50.6%) 6 (1.8%) 338
25～29歳 25 (27.5%) 16 (17.6%) 49 (53.8%) 1 (1.1%) 91
30～34歳 58 (32.4%) 33 (18.4%) 84 (46.9%) 4 (2.2%) 179
35歳以上 15 (23.4%) 11 (17.2%) 37 (57.8%) 1 (1.6%) 64
理学系 40 (32.5%) 16 (13.0%) 64 (52.0%) 3 (2.4%) 123
工学系 12 (23.5%) 9 (17.6%) 30 (58.8%) 0 (0.0%) 51
農学系 16 (33.3%) 8 (16.7%) 22 (45.8%) 2 (4.2%) 48
医学系 17 (28.8%) 14 (23.7%) 28 (47.5%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 13 (25.0%) 13 (25.0%) 25 (48.1%) 1 (1.9%) 52
JSPS 30 (28.6%) 23 (21.9%) 50 (47.6%) 2 (1.9%) 105
JSPS以外 71 (30.5%) 37 (15.9%) 121 (51.9%) 4 (1.7%) 233
EA-22 あなたは希望する職が見つかれば、ポストドクターを中断して就職したいと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 185 (54.7%) 91 (26.9%) 32 (9.5%) 13 (3.8%) 11 (3.3%) 6 (1.8%) 338
25～29歳 51 (56.0%) 24 (26.4%) 8 (8.8%) 4 (4.4%) 3 (3.3%) 1 (1.1%) 91
30～34歳 101 (56.4%) 49 (27.4%) 12 (6.7%) 8 (4.5%) 5 (2.8%) 4 (2.2%) 179
35歳以上 29 (45.3%) 18 (28.1%) 12 (18.8%) 1 (1.6%) 3 (4.7%) 1 (1.6%) 64
理学系 81 (65.9%) 25 (20.3%) 8 (6.5%) 4 (3.3%) 2 (1.6%) 3 (2.4%) 123
工学系 25 (49.0%) 11 (21.6%) 8 (15.7%) 3 (5.9%) 4 (7.8%) 0 (0.0%) 51
農学系 29 (60.4%) 11 (22.9%) 4 (8.3%) 0 (0.0%) 2 (4.2%) 2 (4.2%) 48
医学系 22 (37.3%) 25 (42.4%) 6 (10.2%) 4 (6.8%) 2 (3.4%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 24 (46.2%) 18 (34.6%) 6 (11.5%) 2 (3.8%) 1 (1.9%) 1 (1.9%) 52
JSPS 62 (59.0%) 30 (28.6%) 4 (3.8%) 4 (3.8%) 3 (2.9%) 2 (1.9%) 105
JSPS以外 123 (52.8%) 61 (26.2%) 28 (12.0%) 9 (3.9%) 8 (3.4%) 4 (1.7%) 233
EA-23 あなたはポストドクター期間終了直後に研究、研究以外のどちらの業務に従事したいと思いますか。
研究業務 研究以外の業務 無回答 計
全体 313 (92.6%) 14 (4.1%) 11 (3.3%) 338
25～29歳 84 (92.3%) 5 (5.5%) 2 (2.2%) 91
30～34歳 167 (93.3%) 5 (2.8%) 7 (3.9%) 179
35歳以上 58 (90.6%) 4 (6.3%) 2 (3.1%) 64
理学系 115 (93.5%) 3 (2.4%) 5 (4.1%) 123
工学系 48 (94.1%) 2 (3.9%) 1 (2.0%) 51
農学系 45 (93.8%) 0 (0.0%) 3 (6.3%) 48
医学系 51 (86.4%) 8 (13.6%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 49 (94.2%) 1 (1.9%) 2 (3.8%) 52
JSPS 96 (91.4%) 4 (3.8%) 5 (4.8%) 105
JSPS以外 217 (93.1%) 10 (4.3%) 6 (2.6%) 233
ポストドクター
EA-24 「研究業務」とお答えの方、どのような立場で従事することを希望しますか。
ポストドクターとして任期付きの職員または教員として
終身雇用型の職員
または教員として 無回答 計
全体 15 (4.8%) 51 (16.3%) 238 (76.0%) 9 (2.9%) 313
25～29歳 4 (4.8%) 16 (19.0%) 60 (71.4%) 4 (4.8%) 84
30～34歳 7 (4.2%) 27 (16.2%) 129 (77.2%) 4 (2.4%) 167
35歳以上 4 (6.9%) 7 (12.1%) 46 (79.3%) 1 (1.7%) 58
理学系 5 (4.3%) 19 (16.5%) 89 (77.4%) 2 (1.7%) 115
工学系 1 (2.1%) 9 (18.8%) 35 (72.9%) 3 (6.3%) 48
農学系 2 (4.4%) 4 (8.9%) 37 (82.2%) 2 (4.4%) 45
医学系 4 (7.8%) 9 (17.6%) 38 (74.5%) 0 (0.0%) 51
複合領域系 3 (6.1%) 9 (18.4%) 35 (71.4%) 2 (4.1%) 49
JSPS 4 (4.2%) 14 (14.6%) 74 (77.1%) 4 (4.2%) 96
JSPS以外 11 (5.1%) 37 (17.1%) 164 (75.6%) 5 (2.3%) 217
EA-25 「研究業務」とお答えの方、実際にはどのような立場で従事する見込みですか。
ポストドクターとして任期付きの職員または教員として
終身雇用型の職員
または教員として わからない 計
全体 97 (31.0%) 103 (32.9%) 46 (14.7%) 67 (21.4%) 313
25～29歳 31 (36.9%) 23 (27.4%) 9 (10.7%) 21 (25.0%) 84
30～34歳 50 (29.9%) 61 (36.5%) 26 (15.6%) 30 (18.0%) 167
35歳以上 15 (25.9%) 17 (29.3%) 10 (17.2%) 16 (27.6%) 58
理学系 42 (36.5%) 39 (33.9%) 12 (10.4%) 22 (19.1%) 115
工学系 9 (18.8%) 13 (27.1%) 13 (27.1%) 13 (27.1%) 48
農学系 15 (33.3%) 13 (28.9%) 7 (15.6%) 10 (22.2%) 45
医学系 17 (33.3%) 19 (37.3%) 6 (11.8%) 9 (17.6%) 51
複合領域系 14 (28.6%) 17 (34.7%) 5 (10.2%) 13 (26.5%) 49
JSPS 35 (36.5%) 31 (32.3%) 14 (14.6%) 16 (16.7%) 96
JSPS以外 62 (28.6%) 72 (33.2%) 32 (14.7%) 51 (23.5%) 217
EA-27 あなたは将来、海外の研究機関で研究をしてみたいと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 136 (40.2%) 102 (30.2%) 66 (19.5%) 18 (5.3%) 9 (2.7%) 7 (2.1%) 338
25～29歳 35 (38.5%) 29 (31.9%) 19 (20.9%) 4 (4.4%) 3 (3.3%) 1 (1.1%) 91
30～34歳 76 (42.5%) 54 (30.2%) 33 (18.4%) 10 (5.6%) 3 (1.7%) 3 (1.7%) 179
35歳以上 23 (35.9%) 18 (28.1%) 14 (21.9%) 4 (6.3%) 3 (4.7%) 2 (3.1%) 64
理学系 45 (36.6%) 33 (26.8%) 36 (29.3%) 4 (3.3%) 2 (1.6%) 3 (2.4%) 123
工学系 27 (52.9%) 14 (27.5%) 5 (9.8%) 3 (5.9%) 1 (2.0%) 1 (2.0%) 51
農学系 21 (43.8%) 16 (33.3%) 7 (14.6%) 1 (2.1%) 1 (2.1%) 2 (4.2%) 48
医学系 22 (37.3%) 19 (32.2%) 11 (18.6%) 3 (5.1%) 4 (6.8%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 20 (38.5%) 18 (34.6%) 6 (11.5%) 6 (11.5%) 1 (1.9%) 1 (1.9%) 52
JSPS 48 (45.7%) 33 (31.4%) 17 (16.2%) 2 (1.9%) 2 (1.9%) 3 (2.9%) 105
JSPS以外 88 (37.8%) 69 (29.6%) 49 (21.0%) 16 (6.9%) 7 (3.0%) 4 (1.7%) 233
EA-28 あなたは、ポストドクター期間終了後に次のポストを獲得することの難易について、どのような見通しを持っていますか。
極めて難しい 難しい あまり難しくない 難しくない 無回答 計
全体 122 (36.1%) 168 (49.7%) 28 (8.3%) 13 (3.8%) 7 (2.1%) 338
25～29歳 28 (30.8%) 53 (58.2%) 6 (6.6%) 2 (2.2%) 2 (2.2%) 91
30～34歳 70 (39.1%) 87 (48.6%) 13 (7.3%) 6 (3.4%) 3 (1.7%) 179
35歳以上 22 (34.4%) 27 (42.2%) 9 (14.1%) 5 (7.8%) 1 (1.6%) 64
理学系 46 (37.4%) 62 (50.4%) 10 (8.1%) 2 (1.6%) 3 (2.4%) 123
工学系 16 (31.4%) 27 (52.9%) 3 (5.9%) 4 (7.8%) 1 (2.0%) 51
農学系 23 (47.9%) 18 (37.5%) 2 (4.2%) 3 (6.3%) 2 (4.2%) 48
医学系 16 (27.1%) 30 (50.8%) 9 (15.3%) 4 (6.8%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 19 (36.5%) 28 (53.8%) 4 (7.7%) 0 (0.0%) 1 (1.9%) 52
JSPS 39 (37.1%) 52 (49.5%) 6 (5.7%) 5 (4.8%) 3 (2.9%) 105
JSPS以外 83 (35.6%) 116 (49.8%) 22 (9.4%) 8 (3.4%) 4 (1.7%) 233
EA-29 ポストドクターの数は今後どうあるべきだと思いますか。
大幅に増えるのが
よい 増えるのがよい 現状程度でよい 減るのがよい 大幅に減るのがよい 無回答 計
全体 33 (9.8%) 90 (26.6%) 125 (37.0%) 67 (19.8%) 7 (2.1%) 16 (4.7%) 338
25～29歳 5 (5.5%) 24 (26.4%) 36 (39.6%) 19 (20.9%) 2 (2.2%) 5 (5.5%) 91
30～34歳 23 (12.8%) 45 (25.1%) 62 (34.6%) 35 (19.6%) 5 (2.8%) 9 (5.0%) 179
35歳以上 5 (7.8%) 21 (32.8%) 24 (37.5%) 12 (18.8%) 0 (0.0%) 2 (3.1%) 64
理学系 9 (7.3%) 33 (26.8%) 43 (35.0%) 28 (22.8%) 2 (1.6%) 8 (6.5%) 123
工学系 5 (9.8%) 17 (33.3%) 16 (31.4%) 10 (19.6%) 3 (5. %) 0 (0.0%) 51
農学系 6 (12.5%) 15 (31.3%) 20 (41.7%) 5 (10.4%) 0 (0.0%) 2 (4.2%) 48
医学系 8 (13.6%) 15 (25.4%) 24 (40.7%) 10 (16.9%) 0 (0.0%) 2 (3.4%) 59
複合領域系 4 (7.7%) 10 (19.2%) 19 (36.5%) 13 (25.0%) 2 (3.8%) 4 (7.7%) 52
JSPS 13 (12.4%) 31 (29.5%) 37 (35.2%) 19 (18.1%) 0 (0.0%) 5 (4.8%) 105
JSPS以外 20 (8.6%) 59 (25.3%) 88 (37.8%) 48 (20.6%) 7 (3.0%) 11 (4.7%) 233
ポストドクター
EA-31 あなたは大学または公的研究機関の研究職の公募に応募したことがありますか。
ある ない 無回答 計
全体 213 (63.0%) 118 (34.9%) 7 (2.1%) 338
25～29歳 55 (60.4%) 35 (38.5%) 1 (1.1%) 91
30～34歳 116 (64.8%) 58 (32.4%) 5 (2.8%) 179
35歳以上 40 (62.5%) 23 (35.9%) 1 (1.6%) 64
理学系 87 (70.7%) 33 (26.8%) 3 (2.4%) 123
工学系 34 (66.7%) 17 (33.3%) 0 (0.0%) 51
農学系 34 (70.8%) 12 (25.0%) 2 (4.2%) 48
医学系 26 (44.1%) 33 (55.9%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 30 (57.7%) 20 (38.5%) 2 (3.8%) 52
JSPS 59 (56.2%) 44 (41.9%) 2 (1.9%) 105
JSPS以外 154 (66.1%) 74 (31.8%) 5 (2.1%) 233
EA-32 (「ある」とお答えの方)公募されていることを初めて知ったのは次のどこでですか。
募集機関のホーム
ページや掲示板で
JST等の情報機関
のホームページで 学会誌で
新聞や雑誌の求人
広告で
恩師、上司、知人等の
紹介で 無回答 計
全体 44 (20.7%) 62 (29.1%) 16 (7.5%) 2 (0.9%) 57 (26.8%) 32 (15.0%) 213
25～29歳 15 (27.3%) 15 (27.3%) 6 (10.9%) 0 (0.0%) 16 (29.1%) 3 (5.5%) 55
30～34歳 20 (17.2%) 36 (31.0%) 5 (4.3%) 0 (0.0%) 33 (28.4%) 22 (19.0%) 116
35歳以上 9 (22.5%) 10 (25.0%) 5 (12.5%) 2 (5.0%) 8 (20.0%) 6 (15.0%) 40
理学系 21 (24.1%) 25 (28.7%) 10 (11.5%) 0 (0.0%) 16 (18.4%) 15 (17.2%) 87
工学系 5 (14.7%) 7 (20.6%) 1 (2.9%) 0 (0.0%) 12 (35.3%) 9 (26.5%) 34
農学系 6 (17.6%) 12 (35.3%) 0 (0.0%) 1 (2.9%) 11 (32.4%) 4 (11.8%) 34
医学系 2 (7.7%) 8 (30.8%) 0 (0.0%) 1 (3.8%) 13 (50.0%) 2 (7.7%) 26
複合領域系 10 (33.3%) 8 (26.7%) 5 (16.7%) 0 (0.0%) 5 (16.7%) 2 (6.7%) 30
JSPS 18 (30.5%) 12 (20.3%) 4 (6.8%) 1 (1.7%) 13 (22.0%) 11 (18.6%) 59
JSPS以外 26 (16.9%) 50 (32.5%) 12 (7.8%) 1 (0.6%) 44 (28.6%) 21 (13.6%) 154
EA-33 「ある」とお答えの方、あなたは現在の職を得る際に公募を経て採用されましたか。
はい いいえ 無回答 計
全体 118 (55.4%) 61 (28.6%) 34 (16.0%) 213
25～29歳 26 (47.3%) 18 (32.7%) 11 (20.0%) 55
30～34歳 67 (57.8%) 27 (23.3%) 22 (19.0%) 116
35歳以上 24 (60.0%) 15 (37.5%) 1 (2.5%) 40
理学系 46 (52.9%) 25 (28.7%) 16 (18.4%) 87
工学系 19 (55.9%) 9 (26.5%) 6 (17.6%) 34
農学系 15 (44.1%) 11 (32.4%) 8 (23.5%) 34
医学系 16 (61.5%) 8 (30.8%) 2 (7.7%) 26
複合領域系 22 (73.3%) 7 (23.3%) 1 (3.3%) 30
JSPS 28 (47.5%) 12 (20.3%) 19 (32.2%) 59
JSPS以外 90 (58.4%) 49 (31.8%) 15 (9.7%) 154
EA-34 公募ではなく、恩師や知人の紹介で職を求めたことがありますか。
ある ない 無回答 計
全体 112 (33.1%) 220 (65.1%) 6 (1.8%) 338
25～29歳 25 (27.5%) 64 (70.3%) 2 (2.2%) 91
30～34歳 58 (32.4%) 120 (67.0%) 1 (0.6%) 179
35歳以上 29 (45.3%) 32 (50.0%) 3 (4.7%) 64
理学系 34 (27.6%) 88 (71.5%) 1 (0.8%) 123
工学系 20 (39.2%) 30 (58.8%) 1 (2.0%) 51
農学系 18 (37.5%) 28 (58.3%) 2 (4.2%) 48
医学系 22 (37.3%) 36 (61.0%) 1 (1.7%) 59
複合領域系 18 (34.6%) 33 (63.5%) 1 (1.9%) 52
JSPS 20 (19.0%) 82 (78.1%) 3 (2.9%) 105
JSPS以外 92 (39.5%) 138 (59.2%) 3 (1.3%) 233
ポストドクター
EA-36 研究者の公募が形式的である(公募された時点で実際には大方採用される人が決まっている)と感じることはありますか。
よくある ときどきある ほとんどない ない 無回答 計
全体 166 (49.1%) 137 (40.5%) 23 (6.8%) 6 (1.8%) 6 (1.8%) 338
25～29歳 40 (44.0%) 37 (40.7%) 10 (11.0%) 1 (1.1%) 3 (3.3%) 91
30～34歳 84 (46.9%) 83 (46.4%) 9 (5.0%) 1 (0.6%) 2 ( .1%) 179
35歳以上 39 (60.9%) 16 (25.0%) 4 (6.3%) 4 (6.3%) 1 (1.6%) 64
理学系 57 (46.3%) 52 (42.3%) 10 (8.1%) 0 (0.0%) 4 (3.3%) 123
工学系 23 (45.1%) 24 (47.1%) 3 (5.9%) 1 (2.0%) 0 (0.0%) 51
農学系 25 (52.1%) 21 (43.8%) 0 (0.0%) 2 (4.2%) 0 (0.0%) 48
医学系 34 (57.6%) 17 (28.8%) 4 (6.8%) 2 (3.4%) 2 (3.4%) 59
複合領域系 25 (48.1%) 20 (38.5%) 6 (11.5%) 1 (1.9%) 0 (0.0%) 52
JSPS 49 (46.7%) 46 (43.8%) 6 (5.7%) 3 (2.9%) 1 (1.0%) 105
JSPS以外 117 (50.2%) 91 (39.1%) 17 (7.3%) 3 (1.3%) 5 (2.1%) 233
EA-37 あなたは、大学または公的研究機関の研究者はすべて公募を経て採用されるべきであると思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 83 (24.6%) 86 (25.4%) 127 (37.6%) 34 (10.1%) 5 (1.5%) 3 (0.9%) 338
25～29歳 22 (24.2%) 17 (18.7%) 35 (38.5%) 13 (14.3%) 2 (2.2%) 2 (2.2%) 91
30～34歳 39 (21.8%) 53 (29.6%) 70 (39.1%) 14 (7.8%) 2 (1.1%) 1 (0.6%) 179
35歳以上 20 (31.3%) 14 (21.9%) 22 (34.4%) 7 (10.9%) 1 (1.6%) 0 (0.0%) 64
理学系 37 (30.1%) 33 (26.8%) 41 (33.3%) 11 (8.9%) 0 (0.0%) 1 (0.8%) 123
工学系 13 (25.5%) 13 (25.5%) 16 (31.4%) 7 (13.7%) 2 (3.9%) 0 (0.0%) 51
農学系 13 (27.1%) 8 (16.7%) 22 (45.8%) 3 (6.3%) 2 (4.2%) 0 (0.0%) 48
医学系 11 (18.6%) 21 (35.6%) 18 (30.5%) 8 (13.6%) 0 (0.0%) 1 (1.7%) 59
複合領域系 8 (15.4%) 10 (19.2%) 28 (53.8%) 5 (9.6%) 1 (1.9%) 0 (0.0%) 52
JSPS 27 (25.7%) 32 (30.5%) 37 (35.2%) 8 (7.6%) 0 (0.0%) 1 (1.0%) 105
JSPS以外 56 (24.0%) 54 (23.2%) 90 (38.6%) 26 (11.2%) 5 (2.1%) 2 (0.9%) 233
EA-38 あなたは、大学または公的研究機関の研究職の求人情報が充分に公開されていると思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 11 (3.3%) 74 (21.9%) 107 (31.7%) 114 (33.7%) 29 (8.6%) 3 (0.9%) 338
25～29歳 3 (3.3%) 15 (16.5%) 30 (33.0%) 36 (39.6%) 5 (5.5%) 2 (2.2%) 91
30～34歳 5 (2.8%) 46 (25.7%) 59 (33.0%) 52 (29.1%) 16 (8.9%) 1 (0.6%) 179
35歳以上 3 (4.7%) 13 (20.3%) 17 (26.6%) 25 (39.1%) 6 (9.4%) 0 (0.0%) 64
理学系 7 (5.7%) 34 (27.6%) 41 (33.3%) 35 (28.5%) 4 (3.3%) 2 (1.6%) 123
工学系 0 (0.0%) 14 (27.5%) 15 (29.4%) 14 (27.5%) 7 (13.7%) 1 (2.0%) 51
農学系 1 (2.1%) 12 (25.0%) 16 (33.3%) 15 (31.3%) 4 (8.3%) 0 (0.0%) 48
医学系 1 (1.7%) 7 (11.9%) 16 (27.1%) 28 (47.5%) 7 (11.9%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 2 (3.8%) 6 (11.5%) 17 (32.7%) 21 (40.4%) 6 ( 1.5%) 0 (0.0%) 52
JSPS 5 (4.8%) 31 (29.5%) 33 (31.4%) 32 (30.5%)  1.9%) 2 (1.9%) 105
JSPS以外 6 (2.6%) 43 (18.5%) 74 (31.8%) 82 (35.2%) 27 (11.6%) 1 (0.4%) 233
EA-39 あなたは、研究職の求人情報をチェックしますか。
ほぼ毎日する 2?3日に1回はする 1週間に1度はする 1ヶ月に1度はする ほどんどしない 無回答 計
全体 30 (8.9%) 30 (8.9%) 82 (24.3%) 111 (32.8%) 80 (23.7%) 5 (1.5%) 338
25～29歳 6 (6.6%) 10 (11.0%) 25 (27.5%) 30 (33.0%) 18 (19.8%) 2 (2.2%) 91
30～34歳 15 (8.4%) 16 (8.9%) 42 (23.5%) 62 (34.6%) 41 (22.9%) 3 (1.7%) 179
35歳以上 9 (14.1%) 4 (6.3%) 13 (20.3%) 17 (26.6%) 21 (32.8%) 0 (0.0%) 64
理学系 11 (8.9%) 16 (13.0%) 28 (22.8%) 42 (34.1%) 21 (17.1%) 5 (4.1%) 123
工学系 7 (13.7%) 2 (3.9%) 10 (19.6%) 18 (35.3%) 14 (27.5%) 0 (0.0%) 51
農学系 4 (8.3%) 4 (8.3%) 16 (33.3%) 12 (25.0%) 12 (25.0%) 0 (0.0%) 48
医学系 5 (8.5%) 4 (6.8%) 8 (13.6%) 18 (30.5%) 24 (40.7%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 3 (5.8%) 4 (7.7%) 18 (34.6%) 19 (36.5%) 8 (15.4%) 0 (0.0%) 52
JSPS 11 (10.5%) 9 (8.6%) 28 (26.7%) 37 (35.2%) 17 (16.2%) 3 (2.9%) 105
JSPS以外 19 (8.2%) 21 (9.0%) 54 (23.2%) 74 (31.8%) 63 (27.0%) 2 (0.9%) 33
ポストドクター
EA-40 「ほぼ毎日する」～「1ヵ月に1回程度する」とお答えの方、あなたがもっともよくチェックする求人情報の情報源はなんですか。（複数回答可）
科学技術振興機構
のJREC-IN
研究機関のホーム
ページ
官公庁のホーム
ページ
人材情報を扱う民
間のホームページ
新聞や雑誌の求人広
告 計
全体 137 (54.2%) 49 (19.4%) 4 (1.6%) 30 (11.9%) 11 (4.3%) 253
25～29歳 36 (50.7%) 18 (25.4%) 0 (0.0%) 8 (11.3%) 4 (5.6%) 71
30～34歳 77 (57.0%) 21 (15.6%) 4 (3.0%) 15 (11.1%) 4 (3.0%) 135
35歳以上 22 (51.2%) 9 (20.9%) 0 (0.0%) 6 (14.0%) 2 (4.7%) 43
理学系 55 (56.7%) 17 (17.5%) 2 (2.1%) 7 (7.2%) 2 (2.1%) 97
工学系 16 (43.2%) 11 (29.7%) 1 (2.7%) 3 (8.1%) 3 (8.1%) 37
農学系 28 (77.8%) 5 (13.9%) 0 (0.0%) 4 (11.1%) 1 (2.8%) 36
医学系 15 (42.9%) 4 (11.4%) 0 (0.0%) 10 (28.6%) 2 (5.7%) 35
複合領域系 21 (47.7%) 12 (27.3%) 1 (2.3%) 6 (13.6%) 2 (4.5%) 44
JSPS 47 (55.3%) 20 (23.5%) 3 (3.5%) 8 (9.4%) 4 (4.7%) 85
JSPS以外 90 (53.6%) 29 (17.3%) 1 (0.6%) 22 (13.1%) 7 (4.2%) 168
EA-41 あなたはインターンシップを経験したことがありますか。
はい いいえ 無回答 計
全体 23 (6.8%) 314 (92.9%) 1 (0.3%) 338
25～29歳 10 (11.0%) 81 (89.0%) 0 (0.0%) 91
30～34歳 8 (4.5%) 170 (95.0%) 1 (0.6%) 179
35歳以上 5 (7.8%) 59 (92.2%) 0 (0.0%) 64
理学系 5 (4.1%) 117 (95.1%) 1 (0.8%) 123
工学系 10 (19.6%) 41 (80.4%) 0 (0.0%) 51
農学系 1 (2.1%) 47 (97.9%) 0 (0.0%) 48
医学系 5 (8.5%) 54 (91.5%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 2 (3.8%) 50 (96.2%) 0 (0.0%) 52
JSPS 6 (5.7%) 98 (93.3%) 1 (1.0%) 105
JSPS以外 17 (7.3%) 216 (92.7%) 0 (0.0%) 233
EA-42 あなたはインターンシップを経験したいと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 45 (13.3%) 85 (25.1%) 94 (27.8%) 68 (20.1%) 38 (11.2%) 8 (2.4%) 338
25～29歳 13 (14.3%) 28 (30.8%) 31 (34.1%) 12 (13.2%) 4 (4.4%) 3 (3.3%) 91
30～34歳 23 (12.8%) 50 (27.9%) 42 (23.5%) 40 (22.3%) 19 (10.6%) 5 (2.8%) 179
35歳以上 9 (14.1%) 7 (10.9%) 20 (31.3%) 14 (21.9%) 14 (21.9%) 0 (0.0%) 64
理学系 14 (11.4%) 33 (26.8%) 35 (28.5%) 29 (23.6%) 9 (7.3%) 3 (2.4%) 123
工学系 17 (33.3%) 9 (17.6%) 10 (19.6%) 7 (13.7%) 7 (13.7%) 1 (2.0%) 51
農学系 3 (6.3%) 13 (27.1%) 17 (35.4%) 6 (12.5%) 7 (14.6%) 2 (4.2%) 48
医学系 7 (11.9%) 16 (27.1%) 11 (18.6%) 16 (27.1%) 8 (13.6%) 1 (1.7%) 59
複合領域系 4 (7.7%) 13 (25.0%) 19 (36.5%) 8 (15.4%) 7 (13. %) 1 (1.9%) 52
JSPS 10 (9.5%) 29 (27.6%) 32 (30.5%) 22 (21.0%) 10 (9.5%) 2 (1.9%) 105
JSPS以外 35 (15.0%) 56 (24.0%) 62 (26.6%) 46 (19.7%) 28 (12.0%) 6 (2.6%) 233
EA-43 あなたはこれまでに、研究マネジメントをしたことがありますか。
ある ない 無回答 計
全体 33 (9.8%) 302 (89.3%) 3 (0.9%) 338
25～29歳 6 (6.6%) 85 (93.4%) 0 (0.0%) 91
30～34歳 15 (8.4%) 161 (89.9%) 3 (1.7%) 179
35歳以上 12 (18.8%) 52 (81.3%) 0 (0.0%) 64
理学系 11 (8.9%) 110 (89.4%) 2 (1.6%) 123
工学系 7 (13.7%) 44 (86.3%) 0 (0.0%) 51
農学系 4 (8.3%) 44 (91.7%) 0 (0.0%) 48
医学系 6 (10.2%) 52 (88.1%) 1 (1.7%) 59
複合領域系 5 (9.6%) 47 (90.4%) 0 (0.0%) 52
JSPS 10 (9.5%) 93 (88.6%) 2 (1.9%) 105
JSPS以外 23 (9.9%) 209 (89.7%) 1 (0.4%) 233
ポストドクター
EA-44 あなたは民間企業に就職したいと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 14 (4.1%) 71 (21.0%) 120 (35.5%) 85 (25.1%) 47 (13.9%) 1 (0.3%) 338
25～29歳 5 (5.5%) 22 (24.2%) 35 (38.5%) 20 (22.0%) 9 (9.9%) 0 (0.0%) 91
30～34歳 6 (3.4%) 42 (23.5%) 62 (34.6%) 38 (21.2%) 30 (16.8%) 1 (0.6%) 179
35歳以上 3 (4.7%) 6 (9.4%) 20 (31.3%) 27 (42.2%) 8 (12.5%) 0 (0.0%) 64
理学系 5 (4.1%) 26 (21.1%) 44 (35.8%) 29 (23.6%) 18 (14.6%) 1 (0.8%) 123
工学系 6 (11.8%) 11 (21.6%) 16 (31.4%) 8 (15.7%) 10 (19.6%) 0 (0.0%) 51
農学系 0 (0.0%) 11 (22.9%) 20 (41.7%) 14 (29.2%) 3 (6.3%) 0 (0.0%) 48
医学系 3 (5.1%) 13 (22.0%) 16 (27.1%) 17 (28.8%) 10 (16.9%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 0 (0.0%) 8 (15.4%) 22 (42.3%) 17 (32.7%) 5 (9.6%) 0 (0.0%) 52
JSPS 3 (2.9%) 24 (22.9%) 41 (39.0%) 24 (22.9%) 12 (11.4%) 1 (1.0%) 105
JSPS以外 11 (4.7%) 47 (20.2%) 79 (33.9%) 61 (26.2%) 35 (15.0%) 0 (0.0%) 233
EA-45 「あまりそう思わない」、「まったくそう思わない」とお答えの方、その理由として最もあてはまるものを一つお答えください。
研究テーマの選択
の自由が小さいか
ら
研究以外の業務が
多く、研究に専念で
きないから
研究環境が充実し
ていないから
研究成果の発表の
自由度が小さいか
ら
一度民間に就職すると
アカデミックポストに戻
れないから
無回答 計
全体 72 (54.5%) 11 (8.3%) 4 (3.0%) 8 (6.1%) 11 (8.3%) 26 (19.7%) 132
25～29歳 12 (41.4%) 4 (13.8%) 1 (3.4%) 1 (3.4%) 4 (1 8%) 7 (24.1%) 29
30～34歳 42 (61.8%) 5 (7.4%) 2 (2.9%) 4 (5.9%) 3 ( .4%) 12 (17.6%) 68
35歳以上 18 (51.4%) 2 (5.7%) 1 (2.9%) 3 (8.6%) 4 (11.4%) 7 (20.0%) 35
理学系 29 (61.7%) 2 (4.3%) 3 (6.4%) 2 (4.3%) 3 (6. %) 8 (17.0%) 47
工学系 8 (44.4%) 2 (11.1%) 0 (0.0%) 1 (5.6%) 2 (11.1%) 5 (27.8%) 18
農学系 10 (58.8%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3 (17.6%) 2 (11.8%) 2 (11.8%) 17
医学系 11 (40.7%) 4 (14.8%) 1 (3.7%) 1 (3.7%) 2 (7 4%) 8 (29.6%) 27
複合領域系 14 (63.6%) 2 (9.1%) 0 (0.0%) 1 (4.5%) 2 (9.1%) 3 (13.6%) 22
JSPS 23 (63.9%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (2.8%) 4 (11.1%) 8 (22.2%) 36
JSPS以外 49 (51.0%) 11 (11.5%) 4 (4.2%) 7 (7.3%) 7 (7.3%) 18 (18.8%) 96
EA-47 あなたは将来のキャリア・パスについて不安を感じますか。
非常に感じる やや感じる どちらともいえない あまり感じない まったく感じない 無回答 計
全体 101 (29.9%) 86 (25.4%) 107 (31.7%) 30 (8.9%) 5 (1.5%) 9 (2.7%)338
25～29歳 26 (28.6%) 19 (20.9%) 35 (38.5%) 6 (6.6%) 3 (3.3%) 2 (2.2%) 91
30～34歳 53 (29.6%) 48 (26.8%) 58 (32.4%) 14 (7.8%) 1 (0.6%) 5 (2.8%) 179
35歳以上 21 (32.8%) 18 (28.1%) 13 (20.3%) 10 (15.6%) 1 ( .6%) 1 (1.6%) 64
理学系 36 (29.3%) 29 (23.6%) 42 (34.1%) 8 (6.5%) 2 (1.6%) 6 (4.9%) 123
工学系 16 (31.4%) 14 (27.5%) 14 (27.5%) 7 (13.7%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 51
農学系 13 (27.1%) 13 (27.1%) 17 (35.4%) 2 (4.2%) 2 (4.2%) 1 (2.1%) 48
医学系 14 (23.7%) 16 (27.1%) 19 (32.2%) 8 (13.6%) 1 (1.7%) 1 (1.7%) 59
複合領域系 20 (38.5%) 13 (25.0%) 14 (26.9%) 5 (9.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 52
JSPS 36 (34.3%) 20 (19.0%) 31 (29.5%) 11 (10.5%) 2 (1.9%) 5 (4.8%) 105
JSPS以外 65 (27.9%) 66 (28.3%) 76 (32.6%) 19 (8.2%) 3 (1.3%) 4 (1.7%) 233
EA-49 研究能力を高めるためには、長期にわたり一つの研究機関でじっくりと研究を続けることが良いと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 49 (14.5%) 90 (26.6%) 125 (37.0%) 61 (18.0%) 10 (3.0%) 3 (0.9%) 338
25～29歳 12 (13.2%) 22 (24.2%) 39 (42.9%) 15 (16.5%) 3 (3.3%) 0 (0.0%) 91
30～34歳 29 (16.2%) 49 (27.4%) 61 (34.1%) 32 (17.9%) 6 (3.4%) 2 (1.1%) 179
35歳以上 8 (12.5%) 17 (26.6%) 23 (35.9%) 14 (21.9%) 1 ( .6%) 1 (1.6%) 64
理学系 15 (12.2%) 27 (22.0%) 49 (39.8%) 25 (20.3%) 4 (3.3%) 3 (2.4%) 123
工学系 14 (27.5%) 11 (21.6%) 16 (31.4%) 8 (15.7%) 2 (3.9%) 0 (0.0%) 51
農学系 4 (8.3%) 16 (33.3%) 16 (33.3%) 11 (22.9%) 1 ( .1%) 0 (0.0%) 48
医学系 8 (13.6%) 14 (23.7%) 27 (45.8%) 8 (13.6%) 2 (3.4%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 8 (15.4%) 19 (36.5%) 15 (28.8%) 9 (17.3%) 1 (1.9%) 0 (0.0%) 52
JSPS 13 (12.4%) 27 (25.7%) 39 (37.1%) 20 (19.0%) 3 (2.9%) 3 (2.9%) 105
JSPS以外 36 (15.5%) 63 (27.0%) 86 (36.9%) 41 (17.6%) 7 (3.0%) 0 (0.0%) 233
ポストドクター
EA-50 研究能力を高めるためには、研究機関間を移動して経験を積むことが良いと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 56 (16.6%) 165 (48.8%) 88 (26.0%) 21 (6.2%) 5 (1.5%) 3 (0.9%) 338
25～29歳 15 (16.5%) 45 (49.5%) 28 (30.8%) 2 (2.2%) 1 (1.1%) 0 (0.0%) 91
30～34歳 32 (17.9%) 89 (49.7%) 40 (22.3%) 13 (7.3%) 3 (1.7%) 2 (1.1%) 179
35歳以上 9 (14.1%) 30 (46.9%) 17 (26.6%) 6 (9.4%) 1 (1.6%) 1 (1.6%) 64
理学系 19 (15.4%) 58 (47.2%) 31 (25.2%) 11 (8.9%) 1 (0. %) 3 (2.4%) 123
工学系 11 (21.6%) 23 (45.1%) 13 (25.5%) 3 (5.9%) 1 (2.0%) 0 (0.0%) 51
農学系 6 (12.5%) 26 (54.2%) 14 (29.2%) 1 (2.1%) 1 (2.1%) 0 (0.0%) 48
医学系 9 (15.3%) 30 (50.8%) 16 (27.1%) 4 (6.8%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 10 (19.2%) 26 (50.0%) 12 (23.1%) 2 (3.8%) 2 (3.8%) 0 (0.0%) 52
JSPS 17 (16.2%) 55 (52.4%) 22 (21.0%) 6 (5.7%) 2 (1.9%) 3 (2.9%) 105
JSPS以外 39 (16.7%) 110 (47.2%) 66 (28.3%) 15 (6.4%) 3 (1.3%) 0 (0.0%) 233
EA-51 あなたは最低どのような条件が満たされれば現在所属する研究機関から移動してもよいと思いますか。最も重要な条件を一つだけ選んで下さい。
収入が十分に増え
る
機材、スペース等
の研究基盤が向上
する
研究支援・事務支
援等の人的サポー
トが向上する
やりたい研究テー
マに取り組める
現在の研究チームの
単位で移動できる 無回答 計
全体 56 (16.6%) 37 (10.9%) 48 (14.2%) 155 (45.9%) 11 (3.3%) 31 (9.2%) 338
25～29歳 17 (18.7%) 14 (15.4%) 13 (14.3%) 35 (38.5%)  (3.3%) 9 (9.9%) 91
30～34歳 31 (17.3%) 18 (10.1%) 28 (15.6%) 84 (46.9%) 5 (2.8%) 13 (7.3%) 179
35歳以上 8 (12.5%) 5 (7.8%) 5 (7.8%) 34 (53.1%) 3 (4.7%) 9 (14.1%) 64
理学系 24 (19.5%) 13 (10.6%) 15 (12.2%) 58 (47.2%) 3 (2. %) 10 (8.1%) 123
工学系 7 (13.7%) 8 (15.7%) 10 (19.6%) 19 (37.3%) 2 (3.9%) 5 (9.8%) 51
農学系 2 (4.2%) 6 (12.5%) 6 (12.5%) 28 (58.3%) 1 (2.1%) 5 (10.4%) 48
医学系 11 (18.6%) 4 (6.8%) 8 (13.6%) 27 (45.8%) 5 (8.5%) 4 (6.8%) 59
複合領域系 10 (19.2%) 5 (9.6%) 8 (15.4%) 22 (42.3%) 0 (0.0%) 7 (13.5%) 52
JSPS 19 (18.1%) 14 (13.3%) 13 (12.4%) 43 (41.0%)  (3.8%) 12 (11.4%) 105
JSPS以外 37 (15.9%) 23 (9.9%) 35 (15.0%) 112 (48.1%) 7 (3.0%) 19 (8.2%) 233
EA-52 あなたが今の研究機関を移動するとすれば、どのようなデメリットがあると思いますか。最も大きいデメリットを一つだけ選んでください。
収入が減る 蓄積したノウハウが役にたたなくなる
新しい研究環境を
立ち上げるのにコ
ストと労力がかかる
これまでの研究
テーマが継続し難
い
これまでの人的コネク
ションのメリットが使え
なくなる
無回答 計
全体 27 (8.0%) 27 (8.0%) 156 (46.2%) 79 (23.4%) 23 (6.8%) 26 (7.7%)338
25～29歳 5 (5.5%) 6 (6.6%) 44 (48.4%) 19 (20.9%)  (9.9%) 8 (8.8%) 91
30～34歳 15 (8.4%) 15 (8.4%) 88 (49.2%) 38 (21.2%) 11 (6.1%) 12 (6.7%) 179
35歳以上 6 (9.4%) 5 (7.8%) 23 (35.9%) 22 (34.4%) 3 (4.7%) 5 (7.8%) 64
理学系 14 (11.4%) 7 (5.7%) 58 (47.2%) 23 (18.7%) 11 (8.9%) 10 (8.1%) 123
工学系 1 (2.0%) 6 (11.8%) 24 (47.1%) 12 (23.5%) 3 (5.9%) 5 (9.8%) 51
農学系 2 (4.2%) 2 (4.2%) 19 (39.6%) 17 (35.4%) 2 (4.2%) 6 (12.5%) 48
医学系 6 (10.2%) 7 (11.9%) 23 (39.0%) 16 (27.1%) 5 (8.5%) 2 (3.4%) 59
複合領域系 3 (5.8%) 3 (5.8%) 31 (59.6%) 11 (21.2%) 1 (1.9%) 3 (5.8%) 52
JSPS 7 (6.7%) 4 (3.8%) 53 (50.5%) 22 (21.0%) 9 (8.6%) 10 (9.5%) 105
JSPS以外 20 (8.6%) 23 (9.9%) 103 (44.2%) 57 (24.5%) 14 (6.0%) 16 (6.9%) 233
EA-53 あなたが今、研究機関を移動するとすれば、全体としてメリットとデメリットはどちらが大きいですか。
メリットが大きい 同程度 デメリットが大きい どちらともいえない 無回答 計
全体 61 (18.0%) 110 (32.5%) 91 (26.9%) 75 (22.2%) 1 (0.3%) 338
25～29歳 12 (13.2%) 33 (36.3%) 26 (28.6%) 20 (22.0%) 0 (0.0%) 91
30～34歳 32 (17.9%) 55 (30.7%) 46 (25.7%) 45 (25.1%) 1 (0.6%) 179
35歳以上 16 (25.0%) 20 (31.3%) 18 (28.1%) 10 (15.6%) 0 ( .0%) 64
理学系 17 (13.8%) 49 (39.8%) 31 (25.2%) 25 (20.3%) 1 (0.8%) 123
工学系 14 (27.5%) 7 (13.7%) 19 (37.3%) 11 (21.6%) 0 (0.0%) 51
農学系 11 (22.9%) 16 (33.3%) 9 (18.8%) 12 (25.0%) 0 (0.0%) 48
医学系 6 (10.2%) 20 (33.9%) 18 (30.5%) 15 (25.4%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 11 (21.2%) 16 (30.8%) 13 (25.0%) 12 (23.1%) 0 (0.0%) 52
JSPS 18 (17.1%) 32 (30.5%) 33 (31.4%) 21 (20.0%) 1 (1.0%) 105
JSPS以外 43 (18.5%) 78 (33.5%) 58 (24.9%) 54 (23.2%) 0 (0.0%) 233
ポストドクター
EA-54 研究者が研究機関を移動することは、その研究者が優れていることの証であると思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 13 (3.8%) 73 (21.6%) 183 (54.1%) 48 (14.2%) 20 (5.9%) 1 (0.3%) 338
25～29歳 4 (4.4%) 20 (22.0%) 46 (50.5%) 15 (16.5%) 6 (6. %) 0 (0.0%) 91
30～34歳 7 (3.9%) 34 (19.0%) 99 (55.3%) 24 (13.4%) 14 (7.8%) 1 (0.6%) 179
35歳以上 2 (3.1%) 19 (29.7%) 34 (53.1%) 9 (14.1%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 64
理学系 3 (2.4%) 31 (25.2%) 66 (53.7%) 15 (12.2%) 7 (5.7%) 1 (0.8%) 123
工学系 4 (7.8%) 13 (25.5%) 23 (45.1%) 7 (13.7%) 4 (7.8%) 0 (0.0%) 51
農学系 3 (6.3%) 9 (18.8%) 29 (60.4%) 5 (10.4%) 2 (4.2%) 0 (0.0%) 48
医学系 2 (3.4%) 10 (16.9%) 35 (59.3%) 11 (18.6%) 1 (1.7%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 1 (1.9%) 10 (19.2%) 27 (51.9%) 10 (19.2%) 4 (7.7%) 0 (0.0%) 52
JSPS 4 (3.8%) 28 (26.7%) 49 (46.7%) 17 (16.2%) 6 (5.7%) 1 (1.0%) 105
JSPS以外 9 (3.9%) 45 (19.3%) 134 (57.5%) 31 (13.3%) 14 (6.0%) 0 (0.0%) 233
EA-55 一般に研究者の流動性が向上することは、研究機関の活性化に寄与すると思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 59 (17.5%) 149 (44.1%) 86 (25.4%) 31 (9.2%) 12 (3.6%) 1 (0.3%) 338
25～29歳 12 (13.2%) 43 (47.3%) 22 (24.2%) 9 (9.9%) 5 (5.5%) 0 (0.0%) 91
30～34歳 35 (19.6%) 74 (41.3%) 46 (25.7%) 17 (9.5%) 6 (3.4%) 1 (0.6%) 179
35歳以上 12 (18.8%) 30 (46.9%) 17 (26.6%) 4 (6.3%) 1 (1.6%) 0 (0.0%) 64
理学系 26 (21.1%) 51 (41.5%) 35 (28.5%) 9 (7.3%) 1 (0.8%) 1 (0.8%) 123
工学系 6 (11.8%) 23 (45.1%) 14 (27.5%) 5 (9.8%) 3 (5. %) 0 (0.0%) 51
農学系 9 (18.8%) 24 (50.0%) 10 (20.8%) 3 (6.3%) 2 (4.2%) 0 (0.0%) 48
医学系 11 (18.6%) 27 (45.8%) 14 (23.7%) 6 (10.2%) 1 (1.7%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 7 (13.5%) 23 (44.2%) 12 (23.1%) 6 (11.5%) 4 (7.7%) 0 (0.0%) 52
JSPS 20 (19.0%) 53 (50.5%) 21 (20.0%) 7 (6.7%) 3 (2.9%) 1 (1.0%) 105
JSPS以外 39 (16.7%) 96 (41.2%) 65 (27.9%) 24 (10.3%) 9 (3.9%) 0 (0.0%) 233
EF-FIELD 学問分野
理学系 工学系 農学系 医学系 複合領域系 その他 計
全体 123 (36.4%) 51 (15.1%) 48 (14.2%) 59 (17.5%) 52 (15.4%) 5 (1.5%) 338
25～29歳 36 (39.6%) 12 (13.2%) 17 (18.7%) 12 (13.2%) 13 (14.3%) 1 (1.1%) 91
30～34歳 69 (38.5%) 31 (17.3%) 24 (13.4%) 27 (15.1%) 26 (14.5%) 2 (1.1%) 179
35歳以上 18 (28.1%) 7 (10.9%) 6 (9.4%) 20 (31.3%) 13 (20.3%) 0 (0.0%) 64
理学系 123 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 123
工学系 0 (0.0%) 51 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 51
農学系 0 (0.0%) 0 (0.0%) 48 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 48
医学系 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 59 (100.0%) 0 (0. %) 0 (0.0%) 59
複合領域系 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 52 (100.0%) 0 (0.0%) 52
JSPS 44 (41.9%) 14 (13.3%) 18 (17.1%) 16 (15.2%) 12 (11.4%) 1 (1.0%) 105
JSPS以外 79 (33.9%) 37 (15.9%) 30 (12.9%) 43 (18.5%) 40 (17.2%) 4 (1.7%) 233
EF-02 博士課程修了の有無
あり なし 無回答 計
全体 328 (97.0%) 8 (2.4%) 2 (0.6%) 338
25～29歳 90 (98.9%) 1 (1.1%) 0 (0.0%) 91
30～34歳 174 (97.2%) 5 (2.8%) 0 (0.0%) 179
35歳以上 61 (95.3%) 2 (3.1%) 1 (1.6%) 64
理学系 122 (99.2%) 1 (0.8%) 0 (0.0%) 123
工学系 48 (94.1%) 3 (5.9%) 0 (0.0%) 51
農学系 47 (97.9%) 1 (2.1%) 0 (0.0%) 48
医学系 56 (94.9%) 3 (5.1%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 51 (98.1%) 0 (0.0%) 1 (1.9%) 52
JSPS 104 (99.0%) 1 (1.0%) 0 (0.0%) 105
JSPS以外 224 (96.1%) 7 (3.0%) 2 (0.9%) 233
EF-03 博士号取得の有無
あり なし 無回答 計
全体 335 (99.1%) 0 (0.0%) 3 (0.9%) 338
25～29歳 91 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 91
30～34歳 178 (99.4%) 0 (0.0%) 1 (0.6%) 179
35歳以上 63 (98.4%) 0 (0.0%) 1 (1.6%) 64
理学系 123 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 123
工学系 50 (98.0%) 0 (0.0%) 1 (2.0%) 51
農学系 48 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 48
医学系 59 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 51 (98.1%) 0 (0.0%) 1 (1.9%) 52
JSPS 105 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 105
JSPS以外 230 (98.7%) 0 (0.0%) 3 (1.3%) 233
ポストドクター
EF-04 現在研究を行っている機関
国立大学法人 公立大学 私立大学 大学共同利用機関 独立行政法人 省庁直轄研究機関 民間企業
全体 161 (47.6%) 9 (2.7%) 32 (9.5%) 17 (5.0%) 80 (23.7%) 30 (8.9%) 1 (0.3%) 
25～29歳 56 (61.5%) 2 (2.2%) 4 (4.4%) 7 (7.7%) 14 (15.4%) 7 (7.7%) 0 (0.0%) 
30～34歳 78 (43.6%) 6 (3.4%) 22 (12.3%) 9 (5.0%) 48 (26.8%) 12 (6.7%) 0 (0 0
35歳以上 25 (39.1%) 1 (1.6%) 6 (9.4%) 1 (1.6%) 17 (26.6%) 11 (17.2%) 1 (1 %  
理学系 66 (53.7%) 2 (1.6%) 9 (7.3%) 10 (8.1%) 28 (22.8%) 4 (3.3%) 1 (0.8%) 
工学系 30 (58.8%) 0 (0.0%) 8 (15.7%) 2 (3.9%) 10 (19.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 
農学系 21 (43.8%) 2 (4.2%) 1 (2.1%) 2 (4.2%) 21 (43.8%) 1 (2.1%) 0 (0.0%) 
医学系 25 (42.4%) 2 (3.4%) 9 (15.3%) 1 (1.7%) 9 (15.3%) 11 (18.6%) 0 (0.0%) 
複合領域系 17 (32.7%) 2 (3.8%) 5 (9.6%) 2 (3.8%) 11 (21.2%) 14 (26.9%) 0 (0.0%) 
JSPS 63 (60.0%) 5 (4.8%) 7 (6.7%) 8 (7.6%) 15 (14.3%) 6 (5.7%) 0 (0.0%) 
JSPS以外 98 (42.1%) 4 (1.7%) 25 (10.7%) 9 (3.9%) 65 (27.9%) 24 (10.3%) 1 (0.4%) 
無回答 その他 計
全体 2 (0.6%) 6 (1.8%) 338
25～29歳 1 (1.1%) 0 (0.0%) 91
30～34歳 0 (0.0%) 4 (2.2%) 179
35歳以上 0 (0.0%) 2 (3.1%) 64
理学系 0 (0.0%) 3 (2.4%) 123
工学系 0 (0.0%) 1 (2.0%) 51
農学系 0 (0.0%) 0 (0.0%) 48
医学系 1 (1.7%) 1 (1.7%) 59
複合領域系 0 (0.0%) 1 (1.9%) 52
JSPS 1 (1.0%) 0 (0.0%) 105
JSPS以外 1 (0.4%) 6 (2.6%) 233
EF-06 所属機関における役職
職名なし 職名あり 無回答 計
全体 19 (5.6%) 315 (93.2%) 4 (1.2%) 338
25～29歳 5 (5.5%) 85 (93.4%) 1 (1.1%) 91
30～34歳 8 (4.5%) 170 (95.0%) 1 (0.6%) 179
35歳以上 5 (7.8%) 58 (90.6%) 1 (1.6%) 64
理学系 4 (3.3%) 119 (96.7%) 0 (0.0%) 123
工学系 1 (2.0%) 49 (96.1%) 1 (2.0%) 51
農学系 4 (8.3%) 43 (89.6%) 1 (2.1%) 48
医学系 6 (10.2%) 53 (89.8%) 0 (0.0%) 59
複合領域系 2 (3.8%) 49 (94.2%) 1 (1.9%) 52
JSPS 5 (4.8%) 100 (95.2%) 0 (0.0%) 105
JSPS以外 14 (6.0%) 215 (92.3%) 4 (1.7%) 233
EF-08 支援制度による支給額(月額、税込み)
10万円未満 10万円以上20万円未満
20万円以上30万円
未満
30万円以上40万円
未満 40万円以上 無回答 計
全体 3 (0.9%) 9 (2.7%) 101 (29.9%) 167 (49.4%) 47 (13.9%) 11 (3.3%) 338
25～29歳 0 (0.0%) 4 (4.4%) 29 (31.9%) 48 (52.7%) 5 (5. %) 5 (5.5%) 91
30～34歳 3 (1.7%) 4 (2.2%) 54 (30.2%) 89 (49.7%) 25 (14.0%) 4 (2.2%) 179
35歳以上 0 (0.0%) 1 (1.6%) 18 (28.1%) 27 (42.2%) 17 (26.6%) 1 (1.6%) 64
理学系 2 (1.6%) 4 (3.3%) 28 (22.8%) 67 (54.5%) 18 (14.6%) 4 (3.3%) 123
工学系 0 (0.0%) 1 (2.0%) 18 (35.3%) 26 (51.0%) 4 (7.8%) 2 (3.9%) 51
農学系 0 (0.0%) 0 (0.0%) 11 (22.9%) 31 (64.6%) 4 (8.3%) 2 (4.2%) 48
医学系 1 (1.7%) 2 (3.4%) 22 (37.3%) 21 (35.6%) 12 (20.3%) 1 (1.7%) 59
複合領域系 0 (0.0%) 2 (3.8%) 20 (38.5%) 21 (40.4%) 9 (17.3%) 0 (0.0%) 52
JSPS 0 (0.0%) 0 (0.0%) 5 (4.8%) 98 (93.3%) 2 (1. %) 0 (0.0%) 105
JSPS以外 3 (1.3%) 9 (3.9%) 96 (41.2%) 69 (29.6%) 45 (19.3%) 11 (4.7%) 233
研究者
調査票F 研究者
発送数 有効回収数 有効回収率
2,704 1,483 54.8%
FA-01 あなたの所属する研究機関では任期付任用制度を導入していますか。
導入している 導入していない わからない 無回答 計
全体 556 (37.5%) 806 (54.3%) 105 (7.1%) 16 (1.1%) 1,483
大学 392 (47.5%) 367 (44.4%) 54 (6.5%) 13 (1.6%) 826
公的研究機関等 120 (83.3%) 20 (13.9%) 4 (2.8%) 0 (0.0%) 144
民間企業 29 (6.0%) 410 (84.4%) 44 (9.1%) 3 (0.6%) 486
～29歳 19 (17.9%) 72 (67.9%) 15 (14.2%) 0 (0.0%) 106
30～39歳 172 (31.3%) 333 (60.5%) 42 (7.6%) 3 (0.5%) 550
40～49歳 173 (41.5%) 209 (50.1%) 30 (7.2%) 5 (1.2%) 417
50～59歳 121 (49.6%) 110 (45.1%) 10 (4.1%) 3 (1.2%) 244
60～69歳 59 (42.8%) 71 (51.4%) 4 (2.9%) 4 (2.9%) 138
FA-02
大いに向上した
と思う 向上したと思う
あまり向上しな
かったと思う
向上しなかった
と思う
制度の導入と
流動性とは関
係ないと思う
無回答 計
全体 7 (1.3%) 111 (20.0%) 140 (25.2%) 65 (11.7%) 159 (28.6%) 74 (133%) 556
大学 6 (1.5%) 67 (17.1%) 97 (24.7%) 46 (11.7%) 112 (28.6%) 64 (16.3%) 392
公的研究機関等 0 (0.0%) 30 (25.0%) 30 (25.0%) 12 (10.0%) 39 (32.5%) 9 (7.5%) 120
民間企業 0 (0.0%) 10 (34.5%) 9 (31.0%) 4 (13.8%) 6 (20.7%) 0 (0.0%) 29
～29歳 2 (10.5%) 7 (36.8%) 4 (21.1%) 0 (0.0%) 3 (15.8%) 3 (15.8%) 19
30～39歳 1 (0.6%) 32 (18.6%) 46 (26.7%) 23 (13.4%) 52 (30.2%) 18 (10.5%) 172
40～49歳 0 (0.0%) 31 (17.9%) 48 (27.7%) 18 (10.4%) 54 (31.2%) 22 (12.7%  173
50～59歳 1 (0.8%) 25 (20.7%) 26 (21.5%) 20 (16.5%) 33 (27.3%) 16 (13.2%) 121
60～69歳 2 (3.4%) 14 (23.7%) 13 (22.0%) 3 (5.1%) 13 (22.0%) 14 (23.7%) 59
FA-03 現在、あなたの雇用には任期が設定されていますか。
設定されている設定されていない 無回答 計
全体 159 (10.7%) 1312 (88.5%) 12 (0.8%) 1,483
大学 141 (17.1%) 676 (81.8%) 9 (1.1%) 826
公的研究機関等 10 (6.9%) 134 (93.1%) 0 (0.0%) 144
民間企業 4 (0.8%) 479 (98.6%) 3 (0.6%) 486
～29歳 8 (7.5%) 98 (92.5%) 0 (0.0%) 106
30～39歳 48 (8.7%) 501 (91.1%) 1 (0.2%) 550
40～49歳 44 (10.6%) 369 (88.5%) 4 (1.0%) 417
50～59歳 28 (11.5%) 213 (87.3%) 3 (1.2%) 244
60～69歳 26 (18.8%) 109 (79.0%) 3 (2.2%) 138
FA-04
非常にそう思う ややそう思うどちらともいえない
あまりそう思わ
ない
まったくそう思
わない 無回答 計
全体 35 (22.0%) 18 (11.3%) 47 (29.6%) 30 (18.9%) 23 (14.5%) 6 (3.8%) 159
大学 33 (23.4%) 14 (9.9%) 42 (29.8%) 24 (17.0%) 22 (15.6%) 6 (4.3%) 141
公的研究機関等 2 (20.0%) 4 (40.0%) 1 (10.0%) 3 (30.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 10
民間企業 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (25.0%) 2 (50.0%) 1 (25.0%) 0 (0.0%) 4
～29歳 2 (25.0%) 0 (0.0%) 4 (50.0%) 0 (0.0%) 2 (25.0%) 0 (0.0%) 8
30～39歳 20 (41.7%) 6 (12.5%) 14 (29.2%) 6 (12.5%) 1 (2.1%) 1 (2.1%) 48
40～49歳 8 (18.2%) 6 (13.6%) 14 (31.8%) 10 (22.7%) 5 (11.4%) 1 (2.3%) 44
50～59歳 3 (10.7%) 3 (10.7%) 6 (21.4%) 7 (25.0%) 6 (21.4%) 3 (10.7%) 28
60～69歳 0 (0.0%) 2 (7.7%) 7 (26.9%) 7 (26.9%) 9 (34.6%) 1 (3.8%) 26
FA-05 あなたの雇用に任期が設定されるとして、何年の任期なら受け入れることができますか。
1年 3年 5年 7年
任期が何年で
も受け入れられ
ない
無回答 計
全体 13 (0.9%) 164 (11.1%) 547 (36.9%) 178 (12.0%) 480 (32.4%) 101 (6 8 1,483
大学 5 (0.6%) 49 (5.9%) 334 (40.4%) 137 (16.6%) 231 (28.0%) 70 (8.5%) 826
公的研究機関等 0 (0.0%) 13 (9.0%) 44 (30.6%) 10 (6.9%) 71 (49.3%) 6 (4.2%) 144
民間企業 8 (1.6%) 99 (20.4%) 161 (33.1%) 26 (5.3%) 168 (34.6%) 24 (4.9%) 486
～29歳 3 (2.8%) 29 (27.4%) 50 (47.2%) 6 (5.7%) 16 (15.1%) 2 (1.9%) 106
30～39歳 6 (1.1%) 88 (16.0%) 200 (36.4%) 44 (8.0%) 188 (34.2%) 24 (4.4%) 550
40～49歳 1 (0.2%) 31 (7.4%) 151 (36.2%) 58 (13.9%) 147 (35.3%) 29 (7.0%) 417
50～59歳 1 (0.4%) 8 (3.3%) 80 (32.8%) 39 (16.0%) 93 (38.1%) 23 (9.4%) 244
60～69歳 2 (1.4%) 6 (4.3%) 55 (39.9%) 25 (18.1%) 28 (20.3%) 22 (15.9%) 138
「導入している」とお答えの方、任期付任用制度を導入してから、あなたの所属する研究機関において、研究者の流動性は向上しましたか。
「設定されている」とお答えの方、あなたは任期のついていない研究職が見つかれば、現在の任期を中断して就職したいと思いますか。
研究者
FA-08 あなたが今の研究機関を移動するとすれば、待遇面ではどのようなデメリットがあると思いますか。大きいデメリットから2つ選んでください。
収入が減る 退職金で不利になる
年金や保険の
面で不利になる
組織における
昇進で不利に
なる
特に不利になる
要素はない 計
全体 373 (25.2%) 570 (38.4%) 370 (24.9%) 242 (16.3%) 404 (27.2%) 165 (11.1%) 1,483
大学 163 (19.7%) 302 (36.6%) 197 (23.8%) 82 (9.9%) 254 (30.8%) 112 (13.6%) 826
公的研究機関等 36 (25.0%) 62 (43.1%) 45 (31.3%) 19 (13.2%) 38 (26.4%) 14 (9.7%) 144
民間企業 170 (35.0%) 196 (40.3%) 122 (25.1%) 137 (28.2%) 104 (21.4%) 36 (7.4%) 486
～29歳 28 (26.4%) 26 (24.5%) 35 (33.0%) 27 (25.5%) 39 (36.8%) 5 (4.7%) 106
30～39歳 162 (29.5%) 217 (39.5%) 139 (25.3%) 116 (21.1%) 146 (26.5%) 48 (8.7%) 550
40～49歳 89 (21.3%) 169 (40.5%) 112 (26.9%) 68 (16.3%) 105 (25.2%) 55 (13.2%) 417
50～59歳 56 (23.0%) 105 (43.0%) 63 (25.8%) 18 (7.4%) 63 (25.8%) 38 (15.6 244
60～69歳 30 (21.7%) 42 (30.4%) 19 (13.8%) 12 (8.7%) 45 (32.6%) 16 (11.6%) 138
FA-09
年金や退職金
がかなり不利に
なるなら移動し
ない
研究環境の充
実とのバランス
で移動するか
否かを決める
研究環境が良く
なるのであれば
移動する
給与が当面高く
なるのであれば
移動する
特に気にならな
い 無回答 計
全体 225 (15.2%) 773 (52.1%) 285 (19.2%) 90 (6.1%) 45 (3.0%) 65 (4.4%) 1, 83
大学 104 (12.6%) 418 (50.6%) 198 (24.0%) 34 (4.1%) 28 (3.4%) 44 (5.3%) 826
公的研究機関等 29 (20.1%) 75 (52.1%) 27 (18.8%) 4 (2.8%) 5 (3.5%) 4 (2.8%) 144
民間企業 86 (17.7%) 267 (54.9%) 54 (11.1%) 51 (10.5%) 11 (2.3%) 17 (3.5%) 486
～29歳 10 (9.4%) 64 (60.4%) 16 (15.1%) 10 (9.4%) 5 (4.7%) 1 (0.9%) 106
30～39歳 74 (13.5%) 308 (56.0%) 89 (16.2%) 44 (8.0%) 13 (2.4%) 22 (4.0%) 550
40～49歳 62 (14.9%) 219 (52.5%) 85 (20.4%) 21 (5.0%) 14 (3.4%) 16 (3.8%) 417
50～59歳 50 (20.5%) 106 (43.4%) 56 (23.0%) 11 (4.5%) 10 (4.1%) 11 (4.5%) 244
60～69歳 25 (18.1%) 63 (45.7%) 32 (23.2%) 3 (2.2%) 1 (0.7%) 14 (10.1%) 138
FA-10
収入が十分に
増える
機材、スペース
等の研究基盤
が向上する
研究支援・事務
支援等の人的
サポートが向上
する
やりたい研究
テーマに取り組
める
現在の研究
チームの単位
で移動できる
無回答 計
全体 361 (24.3%) 167 (11.3%) 358 (24.1%) 444 (29.9%) 29 (2.0%) 124 (8 4%  1,483
大学 124 (15.0%) 135 (16.3%) 252 (30.5%) 213 (25.8%) 20 (2.4%) 82 (9 9  826
公的研究機関等 39 (27.1%) 11 (7.6%) 14 (9.7%) 68 (47.2%) 2 (1.4%) 10 (6.9%) 144
民間企業 191 (39.3%) 17 (3.5%) 87 (17.9%) 157 (32.3%) 5 (1.0%) 29 (6.0%) 486
～29歳 35 (33.0%) 7 (6.6%) 24 (22.6%) 37 (34.9%) 0 (0.0%) 3 (2.8%) 106
30～39歳 156 (28.4%) 48 (8.7%) 103 (18.7%) 195 (35.5%) 7 (1.3%) 41 7.5%) 550
40～49歳 101 (24.2%) 45 (10.8%) 114 (27.3%) 119 (28.5%) 11 (2.6%) 27 (6.5%) 417
50～59歳 44 (18.0%) 39 (16.0%) 79 (32.4%) 50 (20.5%) 4 (1.6%) 28 (11.5%) 244
60～69歳 20 (14.5%) 23 (16.7%) 32 (23.2%) 38 (27.5%) 4 (2.9%) 21 (15.2%) 138
FA-11 あなたが今、研究機関を移動するとすれば、全体としてメリットとデメリットはどちらが大きいですか。
メリットが大きい 同程度 デメリットが大きい
どちらともいえ
ない 無回答 計
全体 130 (8.8%) 259 (17.5%) 557 (37.6%) 509 (34.3%) 28 (1.9%) 1,483
大学 92 (11.1%) 146 (17.7%) 283 (34.3%) 287 (34.7%) 18 (2.2%) 826
公的研究機関等 5 (3.5%) 17 (11.8%) 78 (54.2%) 40 (27.8%) 4 (2.8%) 144
民間企業 29 (6.0%) 94 (19.3%) 182 (37.4%) 175 (36.0%) 6 (1.2%) 486
～29歳 11 (10.4%) 29 (27.4%) 27 (25.5%) 37 (34.9%) 2 (1.9%) 106
30～39歳 51 (9.3%) 108 (19.6%) 211 (38.4%) 173 (31.5%) 7 (1.3%) 550
40～49歳 41 (9.8%) 67 (16.1%) 149 (35.7%) 153 (36.7%) 7 (1.7%) 417
50～59歳 14 (5.7%) 40 (16.4%) 96 (39.3%) 89 (36.5%) 5 (2.0%) 244
60～69歳 11 (8.0%) 11 (8.0%) 62 (44.9%) 47 (34.1%) 7 (5.1%) 138
FA-12 研究能力を高めるためには、長期にわたり一つの研究機関でじっくりと研究を続けることが良いと思いますか。
非常にそう思う ややそう思うどちらともいえない
あまりそう思わ
ない
まったくそう思
わない 無回答 計
全体 129 (8.7%) 350 (23.6%) 606 (40.9%) 328 (22.1%) 59 (4.0%) 11 (0.7%) ,483
大学 74 (9.0%) 191 (23.1%) 351 (42.5%) 164 (19.9%) 39 (4.7%) 7 (0.8%) 826
公的研究機関等 24 (16.7%) 37 (25.7%) 57 (39.6%) 18 (12.5%) 6 (4.2%) 2 (1.4%) 144
民間企業 27 (5.6%) 115 (23.7%) 186 (38.3%) 143 (29.4%) 13 (2.7%) 2 (0.4%) 486
～29歳 5 (4.7%) 32 (30.2%) 38 (35.8%) 25 (23.6%) 5 (4.7%) 1 (0.9%) 106
30～39歳 43 (7.8%) 133 (24.2%) 210 (38.2%) 140 (25.5%) 22 (4.0%) 2 0.4%) 550
40～49歳 30 (7.2%) 98 (23.5%) 180 (43.2%) 92 (22.1%) 13 (3.1%) 4 (1.0%) 417
50～59歳 32 (13.1%) 36 (14.8%) 117 (48.0%) 46 (18.9%) 11 (4.5%) 2 (0 8 244
60～69歳 14 (10.1%) 46 (33.3%) 45 (32.6%) 24 (17.4%) 7 (5.1%) 2 (1.4%  138
研究機関を移動すると、年金や退職金で不利になるとわかった場合、あなたは次のうちどのように考えますか。最も近いものを一つ選んでください。
あなたは最低どのような条件が満たされれば現在所属する研究機関から移動してもよいと思いますか。最も重要な条件を一つだけ選んで下さい。
研究者
FA-13 研究能力を高めるためには、研究機関間を移動して経験を積むことが良いと思いますか。
非常にそう思う ややそう思うどちらともいえない
あまりそう思わ
ない
まったくそう思
わない 無回答 計
全体 206 (13.9%) 634 (42.8%) 472 (31.8%) 127 (8.6%) 22 (1.5%) 22 (1.5%) 1,483
大学 131 (15.9%) 355 (43.0%) 249 (30.1%) 59 (7.1%) 13 (1.6%) 19 (2.3%) 826
公的研究機関等 16 (11.1%) 45 (31.3%) 57 (39.6%) 17 (11.8%) 7 (4.9%) 2 (1.4%) 144
民間企業 55 (11.3%) 225 (46.3%) 155 (31.9%) 48 (9.9%) 2 (0.4%) 1 (0.2%) 486
～29歳 15 (14.2%) 49 (46.2%) 30 (28.3%) 12 (11.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 106
30～39歳 68 (12.4%) 265 (48.2%) 162 (29.5%) 46 (8.4%) 6 (1.1%) 3 (0.5%) 550
40～49歳 62 (14.9%) 161 (38.6%) 149 (35.7%) 29 (7.0%) 7 (1.7%) 9 (2.2%) 417
50～59歳 40 (16.4%) 90 (36.9%) 81 (33.2%) 23 (9.4%) 7 (2.9%) 3 (1.2%) 244
60～69歳 18 (13.0%) 59 (42.8%) 40 (29.0%) 15 (10.9%) 2 (1.4%) 4 (2.9%) 138
FA-14 研究者が研究機関を移動することは、その研究者が優れていることの証であると思いますか。
非常にそう思う ややそう思うどちらともいえない
あまりそう思わ
ない
まったくそう思
わない 無回答 計
全体 89 (6.0%) 380 (25.6%) 683 (46.1%) 235 (15.8%) 87 (5.9%) 9 (0.6%) 1,483
大学 54 (6.5%) 214 (25.9%) 374 (45.3%) 133 (16.1%) 43 (5.2%) 8 (1.0%) 826
公的研究機関等 7 (4.9%) 30 (20.8%) 67 (46.5%) 22 (15.3%) 17 (11.8%) 1 (0.7%) 144
民間企業 27 (5.6%) 130 (26.7%) 230 (47.3%) 73 (15.0%) 26 (5.3%) 0 (0.0%) 486
～29歳 7 (6.6%) 31 (29.2%) 50 (47.2%) 16 (15.1%) 2 (1.9%) 0 (0.0%) 1 6
30～39歳 27 (4.9%) 143 (26.0%) 234 (42.5%) 101 (18.4%) 43 (7.8%) 2 (0.4%) 550
40～49歳 32 (7.7%) 99 (23.7%) 206 (49.4%) 57 (13.7%) 21 (5.0%) 2 (0.5%) 417
50～59歳 16 (6.6%) 59 (24.2%) 115 (47.1%) 38 (15.6%) 13 (5.3%) 3 (12  244
60～69歳 5 (3.6%) 43 (31.2%) 63 (45.7%) 18 (13.0%) 7 (5.1%) 2 (1.4% 138
FA-15 一般に研究者の流動性が向上することは、研究機関の活性化に寄与すると思いますか。
非常にそう思う ややそう思うどちらともいえない
あまりそう思わ
ない
まったくそう思
わない 無回答 計
全体 226 (15.2%) 703 (47.4%) 374 (25.2%) 144 (9.7%) 27 (1.8%) 9 (0.6%) 1,483
大学 135 (16.3%) 387 (46.9%) 205 (24.8%) 78 (9.4%) 15 (1.8%) 6 (0.7%) 826
公的研究機関等 8 (5.6%) 58 (40.3%) 43 (29.9%) 26 (18.1%) 8 (5.6%) 1 (0.7%) 144
民間企業 77 (15.8%) 250 (51.4%) 117 (24.1%) 38 (7.8%) 4 (0.8%) 0 (0.0%) 486
～29歳 17 (16.0%) 50 (47.2%) 28 (26.4%) 11 (10.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 6
30～39歳 72 (13.1%) 253 (46.0%) 147 (26.7%) 65 (11.8%) 10 (1.8%) 3 0.5%) 550
40～49歳 76 (18.2%) 203 (48.7%) 90 (21.6%) 36 (8.6%) 10 (2.4%) 2 (0.5%) 417
50～59歳 33 (13.5%) 116 (47.5%) 67 (27.5%) 21 (8.6%) 6 (2.5%) 1 (0.4%) 244
60～69歳 23 (16.7%) 75 (54.3%) 27 (19.6%) 9 (6.5%) 1 (0.7%) 3 (2.2%) 138
FA-16 あなたの所属する研究機関では研究者の採用に関して、公募制度を導入していますか。
導入している 導入していない わからない 無回答 計
全体 812 (54.8%) 422 (28.5%) 231 (15.6%) 18 (1.2%) 1,483
大学 598 (72.4%) 112 (13.6%) 102 (12.3%) 14 (1.7%) 826
公的研究機関等 126 (87.5%) 12 (8.3%) 4 (2.8%) 2 (1.4%) 144
民間企業 71 (14.6%) 292 (60.1%) 121 (24.9%) 2 (0.4%) 486
～29歳 33 (31.1%) 36 (34.0%) 35 (33.0%) 2 (1.9%) 106
30～39歳 226 (41.1%) 204 (37.1%) 116 (21.1%) 4 (0.7%) 550
40～49歳 245 (58.8%) 120 (28.8%) 48 (11.5%) 4 (1.0%) 417
50～59歳 193 (79.1%) 28 (11.5%) 20 (8.2%) 3 (1.2%) 244
60～69歳 98 (71.0%) 27 (19.6%) 8 (5.8%) 5 (3.6%) 138
FA-17 「導入している」とお答えの方、公募制度を導入してから、あなたの所属する研究機関において、研究者の流動性は向上しましたか。
大いに向上した
と思う 向上したと思う
あまり向上しな
かったと思う
向上しなかった
と思う
制度の導入と
流動性とは関
係ないと思う
無回答 計
全体 9 (1.1%) 237 (29.2%) 206 (25.4%) 55 (6.8%) 254 (31.3%) 51 (6.3%) 812
大学 9 (1.5%) 194 (32.4%) 160 (26.8%) 32 (5.4%) 165 (27.6%) 38 (6.4%) 598
公的研究機関等 0 (0.0%) 17 (13.5%) 30 (23.8%) 13 (10.3%) 60 (47.6%) 6 (48%  126
民間企業 0 (0.0%) 21 (29.6%) 13 (18.3%) 7 (9.9%) 25 (35.2%) 5 (7.0%) 1
～29歳 0 (0.0%) 13 (39.4%) 4 (12.1%) 1 (3.0%) 11 (33.3%) 4 (12.1%) 33
30～39歳 2 (0.9%) 51 (22.6%) 48 (21.2%) 20 (8.8%) 90 (39.8%) 15 (6.6%) 226
40～49歳 3 (1.2%) 62 (25.3%) 70 (28.6%) 18 (7.3%) 76 (31.0%) 16 (6.5%) 245
50～59歳 3 (1.6%) 65 (33.7%) 50 (25.9%) 10 (5.2%) 56 (29.0%) 9 (4.7%) 193
60～69歳 1 (1.0%) 43 (43.9%) 29 (29.6%) 6 (6.1%) 14 (14.3%) 5 (5.1%) 98
研究者
FA-18 あなたは大学または公的研究機関の研究職の公募に応募したことがありますか。
ある ない 無回答 計
全体 493 (33.2%) 984 (66.4%) 6 (0.4%) 1,483
大学 416 (50.4%) 405 (49.0%) 5 (0.6%) 826
公的研究機関等 55 (38.2%) 88 (61.1%) 1 (0.7%) 144
民間企業 13 (2.7%) 473 (97.3%) 0 (0.0%) 486
～29歳 10 (9.4%) 96 (90.6%) 0 (0.0%) 106
30～39歳 130 (23.6%) 418 (76.0%) 2 (0.4%) 550
40～49歳 164 (39.3%) 252 (60.4%) 1 (0.2%) 417
50～59歳 117 (48.0%) 126 (51.6%) 1 (0.4%) 244
60～69歳 58 (42.0%) 78 (56.5%) 2 (1.4%) 138
FA-19 (公募に応募したことのある方)公募されていることを初めて知ったのは次のどこでですか。
募集機関の
ホームページ
や掲示板で
JST等の情報
機関のホーム
ページで
学会誌で 新聞や雑誌の求人広告で
恩師、上司、知
人等の紹介で 無回答 計
全体 77 (15.6%) 48 (9.7%) 89 (18.1%) 6 (1.2%) 202 (41.0%) 71 (14.4%) 493
大学 68 (16.3%) 39 (9.4%) 78 (18.8%) 6 (1.4%) 164 (39.4%) 61 (14.7%) 16
公的研究機関等 8 (14.5%) 6 (10.9%) 7 (12.7%) 0 (0.0%) 27 (49.1%) 7 (12.7%) 55
民間企業 1 (7.7%) 2 (15.4%) 3 (23.1%) 0 (0.0%) 6 (46.2%) 1 (7.7%) 13
～29歳 0 (0.0%) 4 (40.0%) 2 (20.0%) 0 (0.0%) 2 (20.0%) 2 (20.0%) 10
30～39歳 18 (13.8%) 22 (16.9%) 26 (20.0%) 1 (0.8%) 45 (34.6%) 18 (13.8%) 130
40～49歳 28 (17.1%) 13 (7.9%) 27 (16.5%) 2 (1.2%) 69 (42.1%) 25 (15.2%) 164
50～59歳 24 (20.5%) 7 (6.0%) 22 (18.8%) 1 (0.9%) 48 (41.0%) 15 (12.8%) 117
60～69歳 4 (6.9%) 1 (1.7%) 8 (13.8%) 2 (3.4%) 33 (56.9%) 10 (17.2%) 58
FA-20 「ある」とお答えの方、あなたは現在の職を得る際に公募を経て採用されましたか。
はい いいえ 無回答 計
全体 286 (58.0%) 177 (35.9%) 30 (6.1%) 493
大学 240 (57.7%) 165 (39.7%) 11 (2.6%) 416
公的研究機関等 40 (72.7%) 11 (20.0%) 4 (7.3%) 55
民間企業 0 (0.0%) 0 (0.0%) 13 (100.0%) 13
～29歳 8 (80.0%) 2 (20.0%) 0 (0.0%) 10
30～39歳 84 (64.6%) 32 (24.6%) 14 (10.8%) 130
40～49歳 87 (53.0%) 70 (42.7%) 7 (4.3%) 164
50～59歳 71 (60.7%) 43 (36.8%) 3 (2.6%) 117
60～69歳 33 (56.9%) 22 (37.9%) 3 (5.2%) 58
FA-21 公募ではなく、恩師や知人の紹介で職を求めたことがありますか。
ある ない 無回答 計
全体 461 (31.1%) 1004 (67.7%) 18 (1.2%) 1,483
大学 375 (45.4%) 439 (53.1%) 12 (1.5%) 826
公的研究機関等 31 (21.5%) 110 (76.4%) 3 (2.1%) 144
民間企業 47 (9.7%) 438 (90.1%) 1 (0.2%) 486
～29歳 19 (17.9%) 87 (82.1%) 0 (0.0%) 106
30～39歳 120 (21.8%) 426 (77.5%) 4 (0.7%) 550
40～49歳 145 (34.8%) 267 (64.0%) 5 (1.2%) 417
50～59歳 98 (40.2%) 142 (58.2%) 4 (1.6%) 244
60～69歳 67 (48.6%) 67 (48.6%) 4 (2.9%) 138
FA-23 研究者の公募が形式的である(公募された時点で実際には大方採用される人が決まっている)と感じることはありますか。
よくある ときどきある ほとんどない ない 無回答 計
全体 446 (30.1%) 673 (45.4%) 158 (10.7%) 139 (9.4%) 67 (4.5%) 1,483
大学 289 (35.0%) 424 (51.3%) 59 (7.1%) 28 (3.4%) 26 (3.1%) 826
公的研究機関等 63 (43.8%) 70 (48.6%) 6 (4.2%) 4 (2.8%) 1 (0.7%) 144
民間企業 83 (17.1%) 171 (35.2%) 90 (18.5%) 103 (21.2%) 39 (8.0%) 486
～29歳 18 (17.0%) 42 (39.6%) 25 (23.6%) 19 (17.9%) 2 (1.9%) 106
30～39歳 152 (27.6%) 230 (41.8%) 66 (12.0%) 73 (13.3%) 29 (5.3%) 550
40～49歳 143 (34.3%) 195 (46.8%) 29 (7.0%) 29 (7.0%) 21 (5.0%) 417
50～59歳 78 (32.0%) 125 (51.2%) 24 (9.8%) 11 (4.5%) 6 (2.5%) 244
60～69歳 46 (33.3%) 67 (48.6%) 13 (9.4%) 5 (3.6%) 7 (5.1%) 138
研究者
FA-24 あなたの所属する研究機関では、研究者の採用プロセスの透明性は高いですか。
まったくそのと
おり そのとおり
どちらともいえ
ない
ほとんどそうで
ない
まったくそうでな
い 無回答 計
全体 75 (5.1%) 302 (20.4%) 697 (47.0%) 242 (16.3%) 134 (9.0%) 33 (2.2%) 1,483
大学 61 (7.4%) 198 (24.0%) 348 (42.1%) 126 (15.3%) 75 (9.1%) 18 (2.2%) 826
公的研究機関等 3 (2.1%) 28 (19.4%) 67 (46.5%) 26 (18.1%) 16 (11.1%) 4 (2.8%) 144
民間企業 9 (1.9%) 70 (14.4%) 270 (55.6%) 85 (17.5%) 41 (8.4%) 11 (2.3%) 486
～29歳 5 (4.7%) 18 (17.0%) 56 (52.8%) 19 (17.9%) 7 (6.6%) 1 (0.9%) 1 6
30～39歳 8 (1.5%) 65 (11.8%) 311 (56.5%) 96 (17.5%) 54 (9.8%) 16 (29%) 550
40～49歳 17 (4.1%) 84 (20.1%) 179 (42.9%) 84 (20.1%) 44 (10.6%) 9 (.2%) 417
50～59歳 30 (12.3%) 74 (30.3%) 94 (38.5%) 25 (10.2%) 17 (7.0%) 4 (16%  244
60～69歳 12 (8.7%) 55 (39.9%) 43 (31.2%) 15 (10.9%) 10 (7.2%) 3 (2.2%) 138
FA-25 あなたは、大学または公的研究機関の研究者はすべて公募を経て採用されるべきであると思いますか。
非常にそう思う ややそう思うどちらともいえない
あまりそう思わ
ない
まったくそう思
わない 無回答 計
全体 235 (15.8%) 407 (27.4%) 558 (37.6%) 241 (16.3%) 33 (2.2%) 9 (0. %) 1,483
大学 155 (18.8%) 235 (28.5%) 322 (39.0%) 95 (11.5%) 14 (1.7%) 5 (0.6%) 826
公的研究機関等 27 (18.8%) 35 (24.3%) 42 (29.2%) 34 (23.6%) 5 (3.5%) 1 (0.7%) 144
民間企業 51 (10.5%) 130 (26.7%) 182 (37.4%) 109 (22.4%) 12 (2.5%) 2 (0.4%) 486
～29歳 19 (17.9%) 25 (23.6%) 36 (34.0%) 24 (22.6%) 2 (1.9%) 0 (0.0%) 1 6
30～39歳 87 (15.8%) 159 (28.9%) 182 (33.1%) 106 (19.3%) 12 (2.2%) 4 (0.7%) 550
40～49歳 67 (16.1%) 106 (25.4%) 167 (40.0%) 65 (15.6%) 11 (2.6%) 1 (0.2%) 417
50～59歳 36 (14.8%) 64 (26.2%) 108 (44.3%) 29 (11.9%) 6 (2.5%) 1 (0.4%) 244
60～69歳 23 (16.7%) 43 (31.2%) 55 (39.9%) 14 (10.1%) 1 (0.7%) 2 (1.4%) 138
FA-26 あなたは、大学または公的研究機関の研究職の求人情報が充分に公開されていると思いますか。
非常にそう思う ややそう思うどちらともいえない
あまりそう思わ
ない
まったくそう思
わない 無回答 計
全体 57 (3.8%) 360 (24.3%) 386 (26.0%) 575 (38.8%) 81 (5.5%) 24 (1.6%) 1,483
大学 45 (5.4%) 247 (29.9%) 210 (25.4%) 274 (33.2%) 39 (4.7%) 11 (1.3%) 826
公的研究機関等 10 (6.9%) 44 (30.6%) 38 (26.4%) 40 (27.8%) 11 (7.6%) 1 (0.7%) 144
民間企業 2 (0.4%) 58 (11.9%) 133 (27.4%) 251 (51.6%) 30 (6.2%) 12 (2.5%) 486
～29歳 1 (0.9%) 16 (15.1%) 27 (25.5%) 53 (50.0%) 7 (6.6%) 2 (1.9%) 06
30～39歳 16 (2.9%) 87 (15.8%) 138 (25.1%) 263 (47.8%) 37 (6.7%) 9 (1.6%) 550
40～49歳 12 (2.9%) 111 (26.6%) 117 (28.1%) 151 (36.2%) 23 (5.5%) 3 0.7%) 417
50～59歳 18 (7.4%) 94 (38.5%) 58 (23.8%) 63 (25.8%) 6 (2.5%) 5 (2.0%) 244
60～69歳 9 (6.5%) 41 (29.7%) 41 (29.7%) 36 (26.1%) 7 (5.1%) 4 (2.9%) 138
FA-28 あなたは学生時代にインターンシップを経験したことがありますか。
はい いいえ 無回答 計
全体 159 (10.7%) 1302 (87.8%) 22 (1.5%) 1,483
大学 113 (13.7%) 700 (84.7%) 13 (1.6%) 826
公的研究機関等 12 (8.3%) 131 (91.0%) 1 (0.7%) 144
民間企業 31 (6.4%) 448 (92.2%) 7 (1.4%) 486
～29歳 6 (5.7%) 97 (91.5%) 3 (2.8%) 106
30～39歳 38 (6.9%) 507 (92.2%) 5 (0.9%) 550
40～49歳 41 (9.8%) 367 (88.0%) 9 (2.2%) 417
50～59歳 34 (13.9%) 208 (85.2%) 2 (0.8%) 244
60～69歳 36 (26.1%) 100 (72.5%) 2 (1.4%) 138
FA-29 あなたはこれまでに、研究マネジメントをしたことがありますか。
ある ない 無回答 計
全体 484 (32.6%) 975 (65.7%) 24 (1.6%) 1,483
大学 307 (37.2%) 505 (61.1%) 14 (1.7%) 826
公的研究機関等 35 (24.3%) 107 (74.3%) 2 (1.4%) 144
民間企業 130 (26.7%) 349 (71.8%) 7 (1.4%) 486
～29歳 7 (6.6%) 96 (90.6%) 3 (2.8%) 106
30～39歳 103 (18.7%) 441 (80.2%) 6 (1.1%) 550
40～49歳 157 (37.6%) 250 (60.0%) 10 (2.4%) 417
50～59歳 122 (50.0%) 119 (48.8%) 3 (1.2%) 244
60～69歳 81 (58.7%) 56 (40.6%) 1 (0.7%) 138
研究者
FA-30_2 あなたはこれまで若手向けの競争的資金を何回獲得したことがありますか。
若手の時期に
制度があった
制度はあったが
対象外だった
制度自体がな
かった 無回答 計
全体 443 (29.9%) 237 (16.0%) 579 (39.0%) 224 (15.1%) 1,483
大学 382 (46.2%) 141 (17.1%) 199 (24.1%) 104 (12.6%) 826
公的研究機関等 38 (26.4%) 31 (21.5%) 27 (18.8%) 48 (33.3%) 144
民間企業 16 (3.3%) 60 (12.3%) 344 (70.8%) 66 (13.6%) 486
～29歳 8 (7.5%) 19 (17.9%) 54 (50.9%) 25 (23.6%) 106
30～39歳 154 (28.0%) 67 (12.2%) 226 (41.1%) 103 (18.7%) 550
40～49歳 151 (36.2%) 81 (19.4%) 135 (32.4%) 50 (12.0%) 417
50～59歳 87 (35.7%) 46 (18.9%) 85 (34.8%) 26 (10.7%) 244
60～69歳 31 (22.5%) 20 (14.5%) 74 (53.6%) 13 (9.4%) 138
FA-31 若手向け競争的資金はあなたの研究者としての自立に寄与しましたか。
非常にそう思う ややそう思うどちらともいえない
あまりそう思わ
ない
まったくそう思
わない 無回答 計
全体 158 (35.7%) 168 (37.9%) 57 (12.9%) 38 (8.6%) 13 (2.9%) 9 (2.0%) 443
大学 136 (35.6%) 147 (38.5%) 48 (12.6%) 31 (8.1%) 12 (3.1%) 8 (2.1%) 382
公的研究機関等 14 (36.8%) 14 (36.8%) 5 (13.2%) 4 (10.5%) 0 (0.0%) 1 (2.638
民間企業 6 (37.5%) 4 (25.0%) 3 (18.8%) 2 (12.5%) 1 (6.3%) 0 (0.0%) 16
～29歳 5 (62.5%) 2 (25.0%) 1 (12.5%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 8
30～39歳 58 (37.7%) 49 (31.8%) 27 (17.5%) 13 (8.4%) 2 (1.3%) 5 (3.2%) 154
40～49歳 57 (37.7%) 51 (33.8%) 19 (12.6%) 14 (9.3%) 8 (5.3%) 2 (1.3%) 151
50～59歳 26 (29.9%) 44 (50.6%) 5 (5.7%) 9 (10.3%) 2 (2.3%) 1 (1.1%) 87
60～69歳 8 (25.8%) 16 (51.6%) 3 (9.7%) 2 (6.5%) 1 (3.2%) 1 (3.2%) 31
FA-32 あなたが今実施している研究テーマは、あなたが本当にやりたい研究テーマですか。
まったくそのと
おり そのとおり
どちらともいえ
ない
ほとんどそうで
ない
まったくそうでな
い 無回答 計
全体 285 (19.2%) 677 (45.7%) 403 (27.2%) 80 (5.4%) 13 (0.9%) 25 (1.7%) 1,483
大学 232 (28.1%) 405 (49.0%) 161 (19.5%) 15 (1.8%) 2 (0.2%) 11 (1.3%) 826
公的研究機関等 22 (15.3%) 71 (49.3%) 35 (24.3%) 12 (8.3%) 1 (0.7%) 3 (2.1%) 144
民間企業 28 (5.8%) 188 (38.7%) 201 (41.4%) 50 (10.3%) 10 (2.1%) 9 (1.9%) 486
～29歳 11 (10.4%) 42 (39.6%) 37 (34.9%) 12 (11.3%) 1 (0.9%) 3 (2.8%) 106
30～39歳 66 (12.0%) 229 (41.6%) 193 (35.1%) 46 (8.4%) 7 (1.3%) 9 (1.6%) 550
40～49歳 76 (18.2%) 193 (46.3%) 115 (27.6%) 18 (4.3%) 5 (1.2%) 10 (2.4%) 417
50～59歳 78 (32.0%) 123 (50.4%) 39 (16.0%) 3 (1.2%) 0 (0.0%) 1 (0.4%) 244
60～69歳 46 (33.3%) 75 (54.3%) 15 (10.9%) 1 (0.7%) 0 (0.0%) 1 (0.7%) 138
FA-33 (「いいえ」とお答えの方)現在の研究テーマを選んだ理由は次のどれですか。（複数回答可）
上司(指導教官
等)の指示が
あったから
所属する組織
の方針だから
競争的資金が
得やすいから
現在のテーマ
の研究者として
採用されたから
この分野の研
究者の需要が
将来多くなりそ
うだから
その他 計
全体 33 (35.5%) 46 (49.5%) 4 (4.3%) 5 (5.4%) 1 (1.1%) 1 (1.1%) 93
大学 12 (70.6%) 4 (23.5%) 3 (17.6%) 1 (5.9%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 17
公的研究機関等 6 (46.2%) 7 (53.8%) 1 (7.7%) 3 (23.1%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 13
民間企業 15 (25.0%) 33 (55.0%) 0 (0.0%) 1 (1.7%) 1 (1.7%) 1 (1.7%) 60
～29歳 5 (38.5%) 8 (61.5%) 1 (7.7%) 0 (0.0%) 1 (7.7%) 0 (0.0%) 13
30～39歳 20 (37.7%) 26 (49.1%) 0 (0.0%) 3 (5.7%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 53
40～49歳 7 (30.4%) 11 (47.8%) 1 (4.3%) 1 (4.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 23
50～59歳 1 (33.3%) 1 (33.3%) 2 (66.7%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (33.3%) 
60～69歳 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1
FA-34 あなたは研究課題を設定する際、どの要素を特に重視しますか。最も重視するものを2つまで選んでください。（複数回答可）
社会的必要性 社会的波及効果の大きさ
独創性や革新
性
研究の実施可
能性 個人的興味 その他 計
全体 628 (42.3%) 295 (19.9%) 736 (49.6%) 488 (32.9%) 305 (20.6%) 18 (1.2%) 1,483
大学 304 (36.8%) 120 (14.5%) 452 (54.7%) 296 (35.8%) 195 (23.6%) 5 (0.6%) 826
公的研究機関等 72 (50.0%) 26 (18.1%) 61 (42.4%) 51 (35.4%) 38 (26.4%) 3 (2 1%  144
民間企業 238 (49.0%) 146 (30.0%) 210 (43.2%) 132 (27.2%) 65 (13.4%) 10 (2.1%) 486
～29歳 49 (46.2%) 29 (27.4%) 45 (42.5%) 29 (27.4%) 23 (21.7%) 0 (0.0%) 1 6
30～39歳 256 (46.5%) 118 (21.5%) 270 (49.1%) 170 (30.9%) 111 (20.2%) 11 (2 0 550
40～49歳 171 (41.0%) 81 (19.4%) 205 (49.2%) 147 (35.3%) 88 (21.1%) 4 (1.0%) 417
50～59歳 90 (36.9%) 46 (18.9%) 128 (52.5%) 92 (37.7%) 50 (20.5%) 1 (0.4%) 244
60～69歳 51 (37.0%) 20 (14.5%) 73 (52.9%) 41 (29.7%) 29 (21.0%) 2 (1.4%) 138
研究者
FA-35 研究の遂行上、あなたに裁量が認められているのは次のうちどれですか。あてはまるものすべてをお答えください。（複数回答可）
研究課題およ
び目標の設定
研究の実施方
法の決定 研究費の使途
研究チームの
編成
研究成果発表
の時期および
方法
その他 計
全体 1001 (67.5%) 1224 (82.5%) 710 (47.9%) 324 (21.8%) 766 (51.7%) 28 (1.9%) 1,483
大学 664 (80.4%) 684 (82.8%) 492 (59.6%) 285 (34.5%) 552 (66.8%) 13 (1.6%) 826
公的研究機関等 87 (60.4%) 116 (80.6%) 71 (49.3%) 16 (11.1%) 99 (68.8%) 5 (3.5%) 144
民間企業 233 (47.9%) 402 (82.7%) 135 (27.8%) 20 (4.1%) 103 (21.2%) 10 (2.1%) 486
～29歳 51 (48.1%) 88 (83.0%) 24 (22.6%) 4 (3.8%) 23 (21.7%) 1 (0.9%) 106
30～39歳 305 (55.5%) 472 (85.8%) 209 (38.0%) 35 (6.4%) 213 (38.7%) 12 (2.2%) 550
40～49歳 293 (70.3%) 340 (81.5%) 219 (52.5%) 104 (24.9%) 244 (58.5%) 10 (2.4%  417
50～59歳 209 (85.7%) 195 (79.9%) 155 (63.5%) 102 (41.8%) 171 (70.1%) 4 1.6%) 244
60～69歳 121 (87.7%) 109 (79.0%) 91 (65.9%) 66 (47.8%) 100 (72.5%) 1 (0.7%) 138
FA-36 あなたは、自分で研究テーマを設定し遂行できるだけの研究面での自立を果たしていますか。
果たしている 果たしていない 無回答 計
全体 1025 (69.1%) 423 (28.5%) 35 (2.4%) 1,483
大学 663 (80.3%) 146 (17.7%) 17 (2.1%) 826
公的研究機関等 113 (78.5%) 27 (18.8%) 4 (2.8%) 144
民間企業 230 (47.3%) 244 (50.2%) 12 (2.5%) 486
～29歳 31 (29.2%) 71 (67.0%) 4 (3.8%) 106
30～39歳 320 (58.2%) 219 (39.8%) 11 (2.0%) 550
40～49歳 303 (72.7%) 101 (24.2%) 13 (3.1%) 417
50～59歳 225 (92.2%) 18 (7.4%) 1 (0.4%) 244
60～69歳 122 (88.4%) 11 (8.0%) 5 (3.6%) 138
FA-37 あなたは、自分の生活を維持できるだけの経済面での自立を果たしていますか。
果たしている 果たしていない 無回答 計
全体 1351 (91.1%) 107 (7.2%) 25 (1.7%) 1,483
大学 761 (92.1%) 53 (6.4%) 12 (1.5%) 826
公的研究機関等 135 (93.8%) 6 (4.2%) 3 (2.1%) 144
民間企業 432 (88.9%) 45 (9.3%) 9 (1.9%) 486
～29歳 94 (88.7%) 9 (8.5%) 3 (2.8%) 106
30～39歳 495 (90.0%) 47 (8.5%) 8 (1.5%) 550
40～49歳 377 (90.4%) 30 (7.2%) 10 (2.4%) 417
50～59歳 230 (94.3%) 13 (5.3%) 1 (0.4%) 244
60～69歳 132 (95.7%) 4 (2.9%) 2 (1.4%) 138
FA-38 あなたは、教授、助教授、助手等からなる旧来の職階制度のために、自由に研究をすすめる上で障害を感じたことがありますか。
よくある ある あまりない ない 無回答 計
全体 108 (7.3%) 296 (20.0%) 305 (20.6%) 166 (11.2%) 608 (41.0%) 1,483
大学 102 (12.3%) 275 (33.3%) 264 (32.0%) 140 (16.9%) 45 (5.4%) 826
公的研究機関等 3 (2.1%) 6 (4.2%) 8 (5.6%) 7 (4.9%) 120 (83.3%) 144
民間企業 3 (0.6%) 11 (2.3%) 25 (5.1%) 15 (3.1%) 432 (88.9%) 486
～29歳 1 (0.9%) 10 (9.4%) 8 (7.5%) 6 (5.7%) 81 (76.4%) 106
30～39歳 34 (6.2%) 56 (10.2%) 83 (15.1%) 36 (6.5%) 341 (62.0%) 550
40～49歳 36 (8.6%) 99 (23.7%) 90 (21.6%) 42 (10.1%) 150 (36.0%) 417
50～59歳 30 (12.3%) 80 (32.8%) 69 (28.3%) 40 (16.4%) 25 (10.2%) 244
60～69歳 4 (2.9%) 44 (31.9%) 49 (35.5%) 35 (25.4%) 6 (4.3%) 138
FA-39
ある ない 無回答 計
全体 50 (3.4%) 921 (62.1%) 512 (34.5%) 1,483
大学 43 (5.2%) 726 (87.9%) 57 (6.9%) 826
公的研究機関等 3 (2.1%) 127 (88.2%) 14 (9.7%) 144
民間企業 3 (0.6%) 48 (9.9%) 435 (89.5%) 486
～29歳 0 (0.0%) 26 (24.5%) 80 (75.5%) 106
30～39歳 7 (1.3%) 264 (48.0%) 279 (50.7%) 550
40～49歳 14 (3.4%) 283 (67.9%) 120 (28.8%) 417
50～59歳 16 (6.6%) 206 (84.4%) 22 (9.0%) 244
60～69歳 11 (8.0%) 119 (86.2%) 8 (5.8%) 138
(大学または公的研究機関への就職の経験のある方にお聞きします)あなたはこれまでに、民間企業の経営または技術移転のために兼業または休
職をしたことがありますか。
研究者
FA-40 あなたはこれまでに、右の産学連携の活動のうち、どの経験がありますか。あてはまるものすべてをお答えください。（複数回答可）
共同研究 受託研究または研究委託
特許の共同出
願
産学連携コー
ディネータ
ベンチャーの起
業 その他 計
全体 715 (48.2%) 599 (40.4%) 336 (22.7%) 37 (2.5%) 10 (0.7%) 25 (1.7%) 1,483
大学 396 (47.9%) 368 (44.6%) 181 (21.9%) 29 (3.5%) 5 (0.6%) 15 (1.8%) 826
公的研究機関等 68 (47.2%) 49 (34.0%) 30 (20.8%) 2 (1.4%) 1 (0.7%) 1 (0.7%) 144
民間企業 233 (47.9%) 166 (34.2%) 114 (23.5%) 5 (1.0%) 3 (0.6%) 8 (1.6%) 486
～29歳 49 (46.2%) 29 (27.4%) 17 (16.0%) 1 (0.9%) 2 (1.9%) 0 (0.0%) 106
30～39歳 253 (46.0%) 170 (30.9%) 115 (20.9%) 9 (1.6%) 2 (0.4%) 7 (1.3%) 550
40～49歳 205 (49.2%) 180 (43.2%) 96 (23.0%) 3 (0.7%) 2 (0.5%) 6 (1.4%) 417
50～59歳 133 (54.5%) 121 (49.6%) 59 (24.2%) 9 (3.7%) 1 (0.4%) 5 (2.0%) 244
60～69歳 63 (45.7%) 83 (60.1%) 40 (29.0%) 15 (10.9%) 3 (2.2%) 6 (4.3%) 138
FA-41 あなたは将来、研究職以外の職に就くことを考えることはありますか。
よく考える ときどき考える あまり考えない 全く考えない 無回答 計
全体 180 (12.1%) 504 (34.0%) 548 (37.0%) 221 (14.9%) 30 (2.0%) 1,483
大学 74 (9.0%) 246 (29.8%) 315 (38.1%) 174 (21.1%) 17 (2.1%) 826
公的研究機関等 13 (9.0%) 46 (31.9%) 64 (44.4%) 19 (13.2%) 2 (1.4%) 144
民間企業 90 (18.5%) 203 (41.8%) 163 (33.5%) 21 (4.3%) 9 (1.9%) 486
～29歳 21 (19.8%) 42 (39.6%) 35 (33.0%) 5 (4.7%) 3 (2.8%) 106
30～39歳 84 (15.3%) 208 (37.8%) 191 (34.7%) 60 (10.9%) 7 (1.3%) 550
40～49歳 55 (13.2%) 151 (36.2%) 154 (36.9%) 46 (11.0%) 11 (2.6%) 417
50～59歳 13 (5.3%) 70 (28.7%) 95 (38.9%) 62 (25.4%) 4 (1.6%) 244
60～69歳 5 (3.6%) 29 (21.0%) 60 (43.5%) 40 (29.0%) 4 (2.9%) 138
FA-42 (「よく考える」、「ときどき考える」とお答えの方)あなたは研究職以外のどのような職種に興味がありますか。（複数回答可）
研究機関のマ
ネジメント・管理
職
研究機関以外
のマネジメント・
管理職
教育専任職 産学連携コーディネータ
研究支援・技術
専門職 知的財産管理 営業職 行政職
全体 185 (27.0%) 141 (20.6%) 148 (21.6%) 33 (4.8%) 184 (26.9%) 47 (6.9%) 66 9.6%) 53 (7.7%) 
大学 57 (17.8%) 41 (12.8%) 106 (33.1%) 20 (6.3%) 74 (23.1%) 12 (3.8%) 19 (5.9%) 30 (9.4%) 
公的研究機関等 19 (32.2%) 10 (16.9%) 14 (23.7%) 4 (6.8%) 18 (30.5%) 1 (1.7%) 1 (1.7%) 14 (23.7%) 
民間企業 105 (35.8%) 88 (30.0%) 26 (8.9%) 9 (3.1%) 88 (30.0%) 34 (11.6%) 46 (15.7%) 9 (3.1%) 
～29歳 19 (30.2%) 18 (28.6%) 9 (14.3%) 2 (3.2%) 16 (25.4%) 5 (7.9%) 13 (20.6%) 9 (14.3%) 
30～39歳 91 (31.2%) 68 (23.3%) 54 (18.5%) 15 (5.1%) 94 (32.2%) 27 (9.2%) 34 (11.6%) 19 (6.5%) 
40～49歳 46 (22.3%) 41 (19.9%) 41 (19.9%) 6 (2.9%) 51 (24.8%) 12 (5.8%) 15 7.3%) 16 (7.8%) 
50～59歳 17 (20.5%) 11 (13.3%) 30 (36.1%) 5 (6.0%) 14 (16.9%) 1 (1.2 3 (3.6%) 6 (7 2%) 
60～69歳 12 (35.3%) 1 (2.9%) 11 (32.4%) 5 (14.7%) 7 (20.6%) 2 (5.9% 1 ( .9%) 3 (8.8%) 
その他 計
全体 159 (23.2%) 684
大学 96 (30.0%) 320
公的研究機関等 16 (27.1%) 59
民間企業 44 (15.0%) 293
～29歳 12 (19.0%) 63
30～39歳 61 (20.9%) 292
40～49歳 62 (30.1%) 206
50～59歳 21 (25.3%) 83
60～69歳 2 (5.9%) 34
FA-43 あなたは将来のキャリア・パスについて不安を感じますか。
非常にそう思う ややそう思うどちらともいえない
あまりそう思わ
ない
まったくそう思
わない 無回答 計
全体 108 (7.3%) 216 (14.6%) 704 (47.5%) 313 (21.1%) 83 (5.6%) 59 (4.0%) 1,483
大学 48 (5.8%) 109 (13.2%) 365 (44.2%) 190 (23.0%) 75 (9.1%) 39 (4.7%) 826
公的研究機関等 14 (9.7%) 31 (21.5%) 53 (36.8%) 40 (27.8%) 2 (1.4%) 4 (2.8%) 144
民間企業 46 (9.5%) 71 (14.6%) 270 (55.6%) 80 (16.5%) 6 (1.2%) 13 (2.7%) 486
～29歳 17 (16.0%) 24 (22.6%) 47 (44.3%) 10 (9.4%) 3 (2.8%) 5 (4.7%) 106
30～39歳 59 (10.7%) 99 (18.0%) 279 (50.7%) 93 (16.9%) 6 (1.1%) 14 (2.5%) 550
40～49歳 27 (6.5%) 69 (16.5%) 209 (50.1%) 77 (18.5%) 16 (3.8%) 19 (4.6%) 417
50～59歳 4 (1.6%) 19 (7.8%) 105 (43.0%) 79 (32.4%) 27 (11.1%) 10 (4.1%) 244
60～69歳 0 (0.0%) 4 (2.9%) 50 (36.2%) 49 (35.5%) 26 (18.8%) 9 (6.5%) 138
研究者
FA-45
研究者の採用 研究者の評価
研究機関として
の研究方針の
決定
財政、予算配
分
研究環境(機
材、スペース
等)の整備
計
全体 134 (9.0%) 251 (16.9%) 309 (20.8%) 749 (50.5%) 637 (43.0%) 89 (6.0%) 1,483
大学 62 (7.5%) 133 (16.1%) 110 (13.3%) 408 (49.4%) 443 (53.6%) 48 (5.8 826
公的研究機関等 14 (9.7%) 17 (11.8%) 26 (18.1%) 60 (41.7%) 60 (41.7%) 17 1 8 144
民間企業 56 (11.5%) 96 (19.8%) 170 (35.0%) 270 (55.6%) 125 (25.7%) 21 (4.3%) 486
～29歳 15 (14.2%) 19 (17.9%) 31 (29.2%) 53 (50.0%) 27 (25.5%) 4 (3.8%) 106
30～39歳 58 (10.5%) 104 (18.9%) 147 (26.7%) 290 (52.7%) 186 (33.8%) 27 (4.9%) 550
40～49歳 31 (7.4%) 57 (13.7%) 66 (15.8%) 215 (51.6%) 205 (49.2%) 28 (6.7%) 417
50～59歳 24 (9.8%) 46 (18.9%) 37 (15.2%) 120 (49.2%) 122 (50.0%) 19 (7.8%) 244
60～69歳 4 (2.9%) 23 (16.7%) 26 (18.8%) 62 (44.9%) 81 (58.7%) 9 (6.5%) 138
FA-46 研究機関を活性化し、研究効率を高めるためには一般に、機関の長のイニシアティブによるマネジメントが必要不可欠だと思いますか。
非常にそう思う ややそう思うどちらともいえない
あまりそう思わ
ない
まったくそう思
わない 無回答 計
全体 363 (24.5%) 635 (42.8%) 269 (18.1%) 141 (9.5%) 44 (3.0%) 31 (2.1%) 1,483
大学 144 (17.4%) 344 (41.6%) 185 (22.4%) 107 (13.0%) 31 (3.8%) 15 (1 8  826
公的研究機関等 35 (24.3%) 59 (41.0%) 23 (16.0%) 14 (9.7%) 10 (6.9%) 3 (21 144
民間企業 179 (36.8%) 226 (46.5%) 54 (11.1%) 15 (3.1%) 2 (0.4%) 10 (2.1%) 486
～29歳 35 (33.0%) 48 (45.3%) 19 (17.9%) 1 (0.9%) 0 (0.0%) 3 (2.8%) 106
30～39歳 152 (27.6%) 257 (46.7%) 67 (12.2%) 44 (8.0%) 17 (3.1%) 13 (2.4%) 550
40～49歳 96 (23.0%) 175 (42.0%) 84 (20.1%) 39 (9.4%) 14 (3.4%) 9 (2.2%) 417
50～59歳 49 (20.1%) 98 (40.2%) 56 (23.0%) 31 (12.7%) 9 (3.7%) 1 (0.4%) 244
60～69歳 28 (20.3%) 49 (35.5%) 33 (23.9%) 23 (16.7%) 3 (2.2%) 2 (1.4%) 138
FA-47 あなたが所属する研究機関では研究者の評価項目が研究者に明示されていますか。
はい いいえ わからない 無回答 計
全体 592 (39.9%) 520 (35.1%) 337 (22.7%) 34 (2.3%) 1,483
大学 281 (34.0%) 306 (37.0%) 219 (26.5%) 20 (2.4%) 826
公的研究機関等 82 (56.9%) 28 (19.4%) 32 (22.2%) 2 (1.4%) 144
民間企業 223 (45.9%) 172 (35.4%) 81 (16.7%) 10 (2.1%) 486
～29歳 48 (45.3%) 37 (34.9%) 18 (17.0%) 3 (2.8%) 106
30～39歳 233 (42.4%) 184 (33.5%) 124 (22.5%) 9 (1.6%) 550
40～49歳 149 (35.7%) 161 (38.6%) 96 (23.0%) 11 (2.6%) 417
50～59歳 96 (39.3%) 83 (34.0%) 62 (25.4%) 3 (1.2%) 244
60～69歳 59 (42.8%) 46 (33.3%) 28 (20.3%) 5 (3.6%) 138
FA-48 あなたが所属する研究機関では研究者の評価に、次の定量的指標のうちどれが使われますか。（複数回答可）
発表論文の数 論文の引用 度数(注4) 特許出願数
研究資金獲得
額
定量的指標は
用いていない その他 計
全体 368 (24.8%) 90 (6.1%) 296 (20.0%) 210 (14.2%) 135 (9.1%) 56 (3.8%) 1,483
大学 242 (29.3%) 78 (9.4%) 137 (16.6%) 174 (21.1%) 34 (4.1%) 13 (1.6%) 826
公的研究機関等 73 (50.7%) 9 (6.3%) 60 (41.7%) 30 (20.8%) 7 (4.9%) 7 (4.9%) 144
民間企業 49 (10.1%) 1 (0.2%) 95 (19.5%) 2 (0.4%) 93 (19.1%) 35 (7.2%) 486
～29歳 10 (9.4%) 1 (0.9%) 19 (17.9%) 4 (3.8%) 25 (23.6%) 3 (2.8%) 106
30～39歳 112 (20.4%) 16 (2.9%) 120 (21.8%) 45 (8.2%) 67 (12.2%) 27 (4.9%) 550
40～49歳 101 (24.2%) 22 (5.3%) 75 (18.0%) 59 (14.1%) 30 (7.2%) 16 (3.8 417
50～59歳 84 (34.4%) 30 (12.3%) 50 (20.5%) 60 (24.6%) 11 (4.5%) 7 (2.9%) 244
60～69歳 54 (39.1%) 19 (13.8%) 27 (19.6%) 37 (26.8%) 2 (1.4%) 3 (2.2%) 138
FA-49 あなたはどのような定量的指標が評価項目として適当だと思いますか。（複数回答可）
発表論文の数 論文の引用度数 特許出願数
研究資金獲得
額
定量的指標は
適当ではない 計
全体 714 (48.1%) 555 (37.4%) 496 (33.4%) 409 (27.6%) 429 (28.9%) 151 (10.2%) 1,483
大学 472 (57.1%) 386 (46.7%) 232 (28.1%) 318 (38.5%) 211 (25.5%) 77 (9.3%) 826
公的研究機関等 84 (58.3%) 52 (36.1%) 46 (31.9%) 41 (28.5%) 39 (27.1%) 16 (11.1%) 144
民間企業 148 (30.5%) 105 (21.6%) 209 (43.0%) 42 (8.6%) 168 (34.6%) 55 (11.3%) 486
～29歳 26 (24.5%) 20 (18.9%) 31 (29.2%) 9 (8.5%) 53 (50.0%) 7 (6.6%) 106
30～39歳 258 (46.9%) 190 (34.5%) 205 (37.3%) 128 (23.3%) 151 (27.5%) 57 (10.4%  550
40～49歳 212 (50.8%) 170 (40.8%) 142 (34.1%) 129 (30.9%) 113 (27.1%) 39 (9 4  417
50～59歳 124 (50.8%) 103 (42.2%) 68 (27.9%) 82 (33.6%) 73 (29.9%) 30 (12.3%) 244
60～69歳 83 (60.1%) 63 (45.7%) 45 (32.6%) 53 (38.4%) 30 (21.7%) 18 (13.0%) 138
右にあげる研究機関のマネジメントのうち、研究者以外の経営の経験を持つマネジメント専任者が担当するのがよいと思うのはどれですか。（複数
回答可）
研究者
FA-50 あなたの給与や昇進等の処遇は年功序列的ですか。
はい いいえ わからない 無回答 計
全体 916 (61.8%) 291 (19.6%) 239 (16.1%) 37 (2.5%) 1,483
大学 513 (62.1%) 135 (16.3%) 157 (19.0%) 21 (2.5%) 826
公的研究機関等 101 (70.1%) 14 (9.7%) 22 (15.3%) 7 (4.9%) 144
民間企業 283 (58.2%) 139 (28.6%) 57 (11.7%) 7 (1.4%) 486
～29歳 66 (62.3%) 21 (19.8%) 19 (17.9%) 0 (0.0%) 106
30～39歳 335 (60.9%) 120 (21.8%) 85 (15.5%) 10 (1.8%) 550
40～49歳 268 (64.3%) 77 (18.5%) 60 (14.4%) 12 (2.9%) 417
50～59歳 151 (61.9%) 43 (17.6%) 44 (18.0%) 6 (2.5%) 244
60～69歳 80 (58.0%) 28 (20.3%) 23 (16.7%) 7 (5.1%) 138
FA-51 あなた個人の評価結果は個人の処遇としてどのように反映されていますか。（複数回答可）
給与 賞与等一時金 機材、スペース等の研究環境 研究資金
反映されていな
い その他 計
全体 422 (28.5%) 453 (30.5%) 58 (3.9%) 130 (8.8%) 685 (46.2%) 54 (3.6%) 1,483
大学 97 (11.7%) 87 (10.5%) 36 (4.4%) 97 (11.7%) 536 (64.9%) 36 (4.4%) 826
公的研究機関等 24 (16.7%) 33 (22.9%) 8 (5.6%) 17 (11.8%) 67 (46.5%) 6 (4.2%) 144
民間企業 299 (61.5%) 331 (68.1%) 13 (2.7%) 14 (2.9%) 64 (13.2%) 12 (2.5%) 486
～29歳 43 (40.6%) 61 (57.5%) 2 (1.9%) 6 (5.7%) 26 (24.5%) 0 (0.0%) 106
30～39歳 212 (38.5%) 218 (39.6%) 25 (4.5%) 39 (7.1%) 204 (37.1%) 19 (3.5%) 550
40～49歳 109 (26.1%) 118 (28.3%) 17 (4.1%) 33 (7.9%) 216 (51.8%) 10 (2.4%) 417
50～59歳 32 (13.1%) 37 (15.2%) 8 (3.3%) 26 (10.7%) 145 (59.4%) 14 (5.7%) 244
60～69歳 22 (15.9%) 18 (13.0%) 4 (2.9%) 24 (17.4%) 73 (52.9%) 11 (8.0 138
FA-52 あなたの研究チームの評価結果はあなた個人の処遇としてどのように反映されていますか。（複数回答可）
給与 賞与等一時金 機材、スペース等の研究環境 研究資金
反映されていな
い その他 計
全体 186 (12.5%) 227 (15.3%) 139 (9.4%) 223 (15.0%) 852 (57.5%) 47 (3.2%) 1,483
大学 32 (3.9%) 26 (3.1%) 61 (7.4%) 114 (13.8%) 568 (68.8%) 36 (4.4%) 826
公的研究機関等 2 (1.4%) 4 (2.8%) 17 (11.8%) 34 (23.6%) 83 (57.6%) 6 (4.2%) 144
民間企業 152 (31.3%) 197 (40.5%) 59 (12.1%) 74 (15.2%) 182 (37.4%) 5 (1.0%) 486
～29歳 23 (21.7%) 34 (32.1%) 14 (13.2%) 20 (18.9%) 46 (43.4%) 0 (0.0%) 106
30～39歳 96 (17.5%) 117 (21.3%) 57 (10.4%) 87 (15.8%) 289 (52.5%) 15 (2.7%) 550
40～49歳 54 (12.9%) 61 (14.6%) 38 (9.1%) 58 (13.9%) 243 (58.3%) 11 (2.6%) 417
50～59歳 9 (3.7%) 12 (4.9%) 19 (7.8%) 34 (13.9%) 164 (67.2%) 12 (4.%  244
60～69歳 4 (2.9%) 3 (2.2%) 9 (6.5%) 22 (15.9%) 90 (65.2%) 9 (6.5%) 138
FA-53 あなたが所属する研究機関では、非常に高い評価を受けた研究者は際立った処遇をされていますか。
まったくそのと
おり そのとおり
どちらともいえ
ない
ほとんどそうで
ない
まったくそうでな
い 無回答 計
全体 7 (0.5%) 167 (11.3%) 480 (32.4%) 452 (30.5%) 340 (22.9%) 37 (2.5%) 1,483
大学 3 (0.4%) 79 (9.6%) 242 (29.3%) 254 (30.8%) 224 (27.1%) 24 (2.9%) 826
公的研究機関等 1 (0.7%) 14 (9.7%) 47 (32.6%) 46 (31.9%) 31 (21.5%) 5 (3.5%) 144
民間企業 3 (0.6%) 73 (15.0%) 186 (38.3%) 140 (28.8%) 77 (15.8%) 7 (1.4%) 486
～29歳 1 (0.9%) 13 (12.3%) 38 (35.8%) 31 (29.2%) 22 (20.8%) 1 (0.9%) 106
30～39歳 1 (0.2%) 63 (11.5%) 170 (30.9%) 171 (31.1%) 130 (23.6%) 15 (2.7%) 550
40～49歳 4 (1.0%) 53 (12.7%) 148 (35.5%) 120 (28.8%) 83 (19.9%) 9 (2 2%  417
50～59歳 0 (0.0%) 22 (9.0%) 78 (32.0%) 78 (32.0%) 59 (24.2%) 7 (2.9%) 244
60～69歳 1 (0.7%) 16 (11.6%) 39 (28.3%) 40 (29.0%) 39 (28.3%) 3 (2.2%) 138
FA-54 あなたが所属する研究機関では、非常に低い評価を受けた研究者は、職種の転換や転出を勧告されるようなことがありますか。
まったくそのと
おり そのとおり
どちらともいえ
ない
ほとんどそうで
ない
まったくそうでな
い 無回答 計
全体 20 (1.3%) 138 (9.3%) 382 (25.8%) 463 (31.2%) 438 (29.5%) 42 (2.8%) 1,483
大学 7 (0.8%) 45 (5.4%) 177 (21.4%) 265 (32.1%) 308 (37.3%) 24 (2.9%) 826
公的研究機関等 3 (2.1%) 11 (7.6%) 19 (13.2%) 52 (36.1%) 49 (34.0%) 10 (6.9%) 144
民間企業 10 (2.1%) 81 (16.7%) 182 (37.4%) 139 (28.6%) 68 (14.0%) 6 (1.2%) 486
～29歳 0 (0.0%) 11 (10.4%) 36 (34.0%) 36 (34.0%) 22 (20.8%) 1 (0.9%) 106
30～39歳 6 (1.1%) 58 (10.5%) 158 (28.7%) 161 (29.3%) 151 (27.5%) 16 (2.9%) 550
40～49歳 10 (2.4%) 40 (9.6%) 109 (26.1%) 125 (30.0%) 121 (29.0%) 12 (2.9%) 417
50～59歳 3 (1.2%) 16 (6.6%) 46 (18.9%) 82 (33.6%) 90 (36.9%) 7 (2.9%) 244
60～69歳 0 (0.0%) 13 (9.4%) 26 (18.8%) 50 (36.2%) 45 (32.6%) 4 (2.9%) 138
研究者
FA-55 研究者は個々の職務発明について、所属する組織にもたらした利益に応じた報酬(発明報酬)を受け取るのは当然であると思いますか。
非常にそう思う ややそう思うどちらともいえない
あまりそう思わ
ない
まったくそう思
わない 無回答 計
全体 566 (38.2%) 660 (44.5%) 170 (11.5%) 52 (3.5%) 9 (0.6%) 26 (1.8%) 1,483
大学 295 (35.7%) 378 (45.8%) 102 (12.3%) 29 (3.5%) 6 (0.7%) 16 (1.9%) 826
公的研究機関等 50 (34.7%) 66 (45.8%) 18 (12.5%) 7 (4.9%) 0 (0.0%) 3 (2.1%) 144
民間企業 208 (42.8%) 209 (43.0%) 48 (9.9%) 14 (2.9%) 2 (0.4%) 5 (1.0%) 486
～29歳 48 (45.3%) 43 (40.6%) 13 (12.3%) 1 (0.9%) 0 (0.0%) 1 (0.9%) 106
30～39歳 239 (43.5%) 243 (44.2%) 47 (8.5%) 11 (2.0%) 2 (0.4%) 8 (1.5%) 550
40～49歳 139 (33.3%) 198 (47.5%) 53 (12.7%) 20 (4.8%) 2 (0.5%) 5 (1.2%) 417
50～59歳 82 (33.6%) 103 (42.2%) 37 (15.2%) 14 (5.7%) 3 (1.2%) 5 (2.0%) 244
60～69歳 49 (35.5%) 64 (46.4%) 15 (10.9%) 4 (2.9%) 0 (0.0%) 6 (4.3%) 1 8
FA-56
はい いいえ わからない 無回答 計
全体 405 (27.3%) 498 (33.6%) 551 (37.2%) 29 (2.0%) 1,483
大学 144 (17.4%) 280 (33.9%) 387 (46.9%) 15 (1.8%) 826
公的研究機関等 44 (30.6%) 32 (22.2%) 64 (44.4%) 4 (2.8%) 144
民間企業 212 (43.6%) 173 (35.6%) 93 (19.1%) 8 (1.6%) 486
～29歳 34 (32.1%) 32 (30.2%) 39 (36.8%) 1 (0.9%) 106
30～39歳 177 (32.2%) 180 (32.7%) 182 (33.1%) 11 (2.0%) 550
40～49歳 117 (28.1%) 144 (34.5%) 150 (36.0%) 6 (1.4%) 417
50～59歳 46 (18.9%) 81 (33.2%) 112 (45.9%) 5 (2.0%) 244
60～69歳 25 (18.1%) 54 (39.1%) 54 (39.1%) 5 (3.6%) 138
FA-57 あなたは現在の研究環境に満足していますか。
満足 概ね満足 やや不満足 不満足 無回答 計
全体 46 (3.1%) 648 (43.7%) 544 (36.7%) 225 (15.2%) 20 (1.3%) 1,483
大学 23 (2.8%) 329 (39.8%) 313 (37.9%) 151 (18.3%) 10 (1.2%) 826
公的研究機関等 12 (8.3%) 79 (54.9%) 36 (25.0%) 15 (10.4%) 2 (1.4%) 144
民間企業 11 (2.3%) 230 (47.3%) 185 (38.1%) 54 (11.1%) 6 (1.2%) 486
～29歳 7 (6.6%) 53 (50.0%) 38 (35.8%) 8 (7.5%) 0 (0.0%) 106
30～39歳 18 (3.3%) 246 (44.7%) 212 (38.5%) 67 (12.2%) 7 (1.3%) 550
40～49歳 9 (2.2%) 178 (42.7%) 152 (36.5%) 74 (17.7%) 4 (1.0%) 417
50～59歳 8 (3.3%) 101 (41.4%) 86 (35.2%) 45 (18.4%) 4 (1.6%) 244
60～69歳 3 (2.2%) 57 (41.3%) 47 (34.1%) 27 (19.6%) 4 (2.9%) 138
FA-58 研究環境としてどのような点が不満ですか。（複数回答可）
スペースや機
材などの研究
基盤が不十分
支援者、補助
者などの人的
環境が不十分
事務手続きが
煩雑
研究資金が不
十分
研究以外の業
務が多すぎる その他 計
全体 499 (33.6%) 802 (54.1%) 448 (30.2%) 482 (32.5%) 1011 (68.2%) 44 (3.0%) 1,483
大学 312 (37.8%) 460 (55.7%) 260 (31.5%) 347 (42.0%) 624 (75.5%) 20 (2.4%) 826
公的研究機関等 30 (20.8%) 77 (53.5%) 67 (46.5%) 29 (20.1%) 72 (50.0%) 9 (6.3%) 144
民間企業 150 (30.9%) 254 (52.3%) 108 (22.2%) 95 (19.5%) 295 (60.7%) 15 (3.1%) 486
～29歳 40 (37.7%) 48 (45.3%) 22 (20.8%) 15 (14.2%) 56 (52.8%) 4 (3.8%) 106
30～39歳 173 (31.5%) 293 (53.3%) 175 (31.8%) 126 (22.9%) 357 (64.9%) 21 (3.8%) 550
40～49歳 126 (30.2%) 237 (56.8%) 141 (33.8%) 167 (40.0%) 295 (70.7%) 9 (2 2 417
50～59歳 95 (38.9%) 138 (56.6%) 70 (28.7%) 106 (43.4%) 187 (76.6%) 7 (2.9%) 244
60～69歳 51 (37.0%) 71 (51.4%) 31 (22.5%) 57 (41.3%) 96 (69.6%) 3 (2.2%) 138
FA-59 博士号をもっていることは、あなたが社会生活を送る上で大きなメリットがあると思いますか。
非常にそう思う ややそう思うどちらともいえない
あまりそう思わ
ない
まったくそう思
わない 無回答 計
全体 165 (11.1%) 480 (32.4%) 335 (22.6%) 315 (21.2%) 140 (9.4%) 48 (3  1,483
大学 108 (13.1%) 272 (32.9%) 160 (19.4%) 174 (21.1%) 96 (11.6%) 16 (1.9%) 826
公的研究機関等 19 (13.2%) 49 (34.0%) 31 (21.5%) 28 (19.4%) 13 (9.0%) 4 (2 8%) 144
民間企業 34 (7.0%) 150 (30.9%) 137 (28.2%) 111 (22.8%) 29 (6.0%) 25 (5.1%) 486
～29歳 11 (10.4%) 38 (35.8%) 20 (18.9%) 24 (22.6%) 7 (6.6%) 6 (5.7%) 106
30～39歳 44 (8.0%) 171 (31.1%) 145 (26.4%) 122 (22.2%) 49 (8.9%) 19 (3.5%) 550
40～49歳 43 (10.3%) 127 (30.5%) 85 (20.4%) 99 (23.7%) 53 (12.7%) 10 (2.4%) 417
50～59歳 37 (15.2%) 81 (33.2%) 46 (18.9%) 48 (19.7%) 25 (10.2%) 7 (2 9  244
60～69歳 23 (16.7%) 56 (40.6%) 32 (23.2%) 18 (13.0%) 5 (3.6%) 4 (2.9%) 138
あなたの所属する機関では、研究者がその発明によって所属する組織にもたらした場合は、利益に応じた報酬(発明報酬)を受け取るようになってい
ますか。
研究者
FA-60 あなたの所属する研究機関には、研究支援者が常駐し、常時サービスを提供する研究支援のための組織がありますか。
ある ない 無回答 計
全体 437 (29.5%) 1013 (68.3%) 33 (2.2%) 1,483
大学 219 (26.5%) 588 (71.2%) 19 (2.3%) 826
公的研究機関等 64 (44.4%) 76 (52.8%) 4 (2.8%) 144
民間企業 151 (31.1%) 328 (67.5%) 7 (1.4%) 486
～29歳 36 (34.0%) 69 (65.1%) 1 (0.9%) 106
30～39歳 168 (30.5%) 364 (66.2%) 18 (3.3%) 550
40～49歳 134 (32.1%) 279 (66.9%) 4 (1.0%) 417
50～59歳 66 (27.0%) 174 (71.3%) 4 (1.6%) 244
60～69歳 33 (23.9%) 101 (73.2%) 4 (2.9%) 138
FA-61 あなたは、研究を技術的にサポートしてくれる研究支援者を必要としていますか。
必要としている必要としていない 無回答 計
全体 1203 (81.1%) 259 (17.5%) 21 (1.4%) 1,483
大学 665 (80.5%) 149 (18.0%) 12 (1.5%) 826
公的研究機関等 123 (85.4%) 17 (11.8%) 4 (2.8%) 144
民間企業 395 (81.3%) 87 (17.9%) 4 (0.8%) 486
～29歳 78 (73.6%) 28 (26.4%) 0 (0.0%) 106
30～39歳 451 (82.0%) 92 (16.7%) 7 (1.3%) 550
40～49歳 343 (82.3%) 68 (16.3%) 6 (1.4%) 417
50～59歳 195 (79.9%) 45 (18.4%) 4 (1.6%) 244
60～69歳 113 (81.9%) 23 (16.7%) 2 (1.4%) 138
FA-62 あなたの研究を技術的にサポートしてくれる研究支援者の数は充足していますか。
十分充足してい
る 充足している 不足している
非常に不足して
いる 無回答 計
全体 27 (1.8%) 315 (21.2%) 674 (45.4%) 370 (24.9%) 97 (6.5%) 1,483
大学 9 (1.1%) 144 (17.4%) 347 (42.0%) 267 (32.3%) 59 (7.1%) 826
公的研究機関等 5 (3.5%) 29 (20.1%) 69 (47.9%) 32 (22.2%) 9 (6.3%) 144
民間企業 13 (2.7%) 137 (28.2%) 247 (50.8%) 64 (13.2%) 25 (5.1%) 486
～29歳 4 (3.8%) 38 (35.8%) 42 (39.6%) 17 (16.0%) 5 (4.7%) 106
30～39歳 11 (2.0%) 135 (24.5%) 250 (45.5%) 117 (21.3%) 37 (6.7%) 550
40～49歳 8 (1.9%) 79 (18.9%) 196 (47.0%) 113 (27.1%) 21 (5.0%) 417
50～59歳 4 (1.6%) 37 (15.2%) 105 (43.0%) 74 (30.3%) 24 (9.8%) 244
60～69歳 0 (0.0%) 22 (15.9%) 68 (49.3%) 39 (28.3%) 9 (6.5%) 138
FA-65 あなたは、研究を事務的にサポートしてくれる事務支援者を必要としていますか。
必要としている必要としていない 無回答 計
全体 1008 (68.0%) 437 (29.5%) 38 (2.6%) 1,483
大学 593 (71.8%) 211 (25.5%) 22 (2.7%) 826
公的研究機関等 103 (71.5%) 35 (24.3%) 6 (4.2%) 144
民間企業 291 (59.9%) 186 (38.3%) 9 (1.9%) 486
～29歳 64 (60.4%) 41 (38.7%) 1 (0.9%) 106
30～39歳 354 (64.4%) 182 (33.1%) 14 (2.5%) 550
40～49歳 297 (71.2%) 112 (26.9%) 8 (1.9%) 417
50～59歳 184 (75.4%) 52 (21.3%) 8 (3.3%) 244
60～69歳 88 (63.8%) 44 (31.9%) 6 (4.3%) 138
FA-66 あなたの研究を事務的にサポートしてくれる事務支援者の数は充足していますか。
十分充足してい
る 充足している 不足している
非常に不足して
いる 無回答 計
全体 48 (3.2%) 614 (41.4%) 449 (30.3%) 240 (16.2%) 132 (8.9%) 1,483
大学 11 (1.3%) 283 (34.3%) 261 (31.6%) 187 (22.6%) 84 (10.2%) 826
公的研究機関等 8 (5.6%) 70 (48.6%) 35 (24.3%) 17 (11.8%) 14 (9.7%) 144
民間企業 29 (6.0%) 255 (52.5%) 139 (28.6%) 32 (6.6%) 31 (6.4%) 486
～29歳 7 (6.6%) 62 (58.5%) 20 (18.9%) 10 (9.4%) 7 (6.6%) 106
30～39歳 26 (4.7%) 252 (45.8%) 158 (28.7%) 70 (12.7%) 44 (8.0%) 550
40～49歳 9 (2.2%) 180 (43.2%) 124 (29.7%) 73 (17.5%) 31 (7.4%) 417
50～59歳 4 (1.6%) 70 (28.7%) 84 (34.4%) 57 (23.4%) 29 (11.9%) 244
60～69歳 2 (1.4%) 45 (32.6%) 49 (35.5%) 23 (16.7%) 19 (13.8%) 138
研究者
FF-01 年齢(才)
20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70～ 無回答 計
全体 106 (7.1%) 550 (37.1%) 417 (28.1%) 244 (16.5%) 138 (9.3%) 5 (0.3%) 23 (1.6%) 1,483
大学 19 (2.3%) 181 (21.9%) 260 (31.5%) 217 (26.3%) 132 (16.0%) 4 (0.5%) 13 (1.6%) 826
公的研究機関等 5 (3.5%) 76 (52.8%) 45 (31.3%) 14 (9.7%) 2 (1.4%) 0 (0.0%144
民間企業 81 (16.7%) 287 (59.1%) 106 (21.8%) 10 (2.1%) 1 (0.2%) 0 (0.0%) 1 (0.2%) 486
～29歳 106 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 106
30～39歳 0 (0.0%) 550 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 550
40～49歳 0 (0.0%) 0 (0.0%) 417 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 417
50～59歳 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 244 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 244
60～69歳 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 138 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 138
FF-02 最終学歴
中学卒業 高等学校卒業 短期大学卒業 専門学校卒業 高専(高等専門学校)
4年制大学学部
卒業 修士課程修了 博士課程修了 その他
全体 0 (0.0%) 7 (0.5%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 2 (0.1%) 270 (18.2%) 548 (37.0%) 567 (38.2%) 74 (5.0%) 
大学 0 (0.0%) 3 (0.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.1%) 109 (13.2%) 207 (25.1%) 436 (52.8%) 64 (7.7%) 
公的研究機関等 0 (0.0%) 2 (1.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 21 (14.6%) 50 (34.7%) 64 (44.4%) 7 (4.9%) 
民間企業 0 (0.0%) 2 (0.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.2%) 134 (27.6%) 284 (58.4%) 63 (13.0%) 2 (0.4%) 
～29歳 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 13 (12.3%) 76 (71.7%) 15 (14.2%) 1 (0.9%) 
30～39歳 0 (0.0%) 2 (0.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 88 (16.0%) 244 (44.4%) 198 (36.0%) 16 (2.9%) 
40～49歳 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.2%) 77 (18.5%) 115 (27.6%) 197 (47.2%) 26 (6.2%) 
50～59歳 0 (0.0%) 3 (1.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.4%) 49 (20.1%) 64 (26.2%) 108 (44.3%) 18 (7.4%) 
60～69歳 0 (0.0%) 1 (0.7%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 40 (29.0%) 43 (31.2%) 38 (27.5%) 13 (9.4%) 
無回答 計
全体 15 (1.0%) 1,483
大学 6 (0.7%) 826
公的研究機関等 0 (0.0%) 144
民間企業 0 (0.0%) 486
～29歳 1 (0.9%) 106
30～39歳 2 (0.4%) 550
40～49歳 1 (0.2%) 417
50～59歳 1 (0.4%) 244
60～69歳 3 (2.2%) 138
FF-03 最終学位
学士号 修士号 博士号 なし 無回答 計
全体 169 (11.4%) 357 (24.1%) 932 (62.8%) 12 (0.8%) 13 (0.9%) 1,483
大学 31 (3.8%) 56 (6.8%) 735 (89.0%) 1 (0.1%) 3 (0.4%) 826
公的研究機関等 13 (9.0%) 23 (16.0%) 104 (72.2%) 3 (2.1%) 1 (0.7%) 144
民間企業 120 (24.7%) 273 (56.2%) 84 (17.3%) 8 (1.6%) 1 (0.2%) 486
～29歳 13 (12.3%) 77 (72.6%) 15 (14.2%) 0 (0.0%) 1 (0.9%) 106
30～39歳 84 (15.3%) 209 (38.0%) 252 (45.8%) 5 (0.9%) 0 (0.0%) 550
40～49歳 47 (11.3%) 51 (12.2%) 312 (74.8%) 4 (1.0%) 3 (0.7%) 417
50～59歳 15 (6.1%) 10 (4.1%) 216 (88.5%) 3 (1.2%) 0 (0.0%) 244
60～69歳 7 (5.1%) 7 (5.1%) 122 (88.4%) 0 (0.0%) 2 (1.4%) 138
FF-04 現在の所属機関の種別（小区分）
国立大学法人 公立大学 私立大学 大学共同利用機関 独立行政法人
省庁直轄研究
機関 民間企業 その他・不明 計
全体 425 (28.7%) 26 (1.8%) 373 (25.2%) 2 (0.1%) 115 (7.8%) 28 (1.9%) 486 (32.8%) 28 (1.9%) 1,483
大学 425 (51.5%) 26 (3.1%) 373 (45.2%) 2 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 826
公的研究機関等 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 115 (79.9%) 28 (19.4%) 0 (0.0%) 1 (0.7%) 144
民間企業 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 486 (100.0%) 0 (0.0%) 
～29歳 10 (9.5%) 2 (1.9%) 7 (6.7%) 0 (0.0%) 4 (3.8%) 1 (1.0%) 81 (77.1%) 0 (0.0%) 105
30～39歳 98 (17.7%) 5 (0.9%) 79 (14.3%) 1 (0.2%) 63 (11.4%) 16 (2.9%) 289 (52.2%) 3 (0.5%) 554
40～49歳 152 (36.5%) 6 (1.4%) 103 (24.7%) 1 (0.2%) 37 (8.9%) 8 (1.9%) 106 (25.4%) 4 (1.0%) 417
50～59歳 111 (45.5%) 7 (2.9%) 100 (41.0%) 1 (0.4%) 10 (4.1%) 4 (1.6%) 10 (4.1%) 1 (0.4%) 244
60～69歳 51 (36.7%) 5 (3.6%) 78 (56.1%) 0 (0.0%) 3 (2.2%) 0 (0.0%) 1 (0.7%) 1 (0.7%) 139
研究者
FF-04 現在の所属機関の種別（大区分）
大学 公的研究機関等 民間企業 その他 計
全体 826 (55.7%) 144 (9.7%) 486 (32.8%) 27 (1.8%) 1,483
大学 826 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 826
公的研究機関等 0 (0.0%) 144 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 144
民間企業 0 (0.0%) 0 (0.0%) 486 (100.0%) 0 (0.0%) 486
～29歳 19 (17.9%) 5 (4.7%) 81 (76.4%) 1 (0.9%) 106
30～39歳 181 (32.9%) 76 (13.8%) 287 (52.2%) 6 (1.1%) 550
40～49歳 260 (62.4%) 45 (10.8%) 106 (25.4%) 6 (1.4%) 417
50～59歳 217 (88.9%) 14 (5.7%) 10 (4.1%) 3 (1.2%) 244
60～69歳 132 (95.7%) 2 (1.4%) 1 (0.7%) 3 (2.2%) 138
FF-05 現在の専門分野
理学系 工学系 農学系 医学系 複合領域系 その他 無回答 計
全体 206 (13.9%) 630 (42.5%) 156 (10.5%) 349 (23.5%) 121 (8.2%) 0 (0.0%) 21 (1.4%) 1,483
大学 131 (15.9%) 242 (29.3%) 79 (9.6%) 307 (37.2%) 63 (7.6%) 0 (0.0%) 4 (0.5%) 826
公的研究機関等 27 (18.8%) 47 (32.6%) 39 (27.1%) 10 (6.9%) 18 (12.5%) 0 (0.0%) 3 (2.1%) 144
民間企業 46 (9.5%) 331 (68.1%) 34 (7.0%) 29 (6.0%) 39 (8.0%) 0 (0.0%) 7 (1.4%) 486
～29歳 16 (15.1%) 57 (53.8%) 11 (10.4%) 10 (9.4%) 12 (11.3%) 0 (0.0%  0 0 0%  1 6
30～39歳 72 (13.1%) 279 (50.7%) 59 (10.7%) 82 (14.9%) 51 (9.3%) 0 (0.0%) 7 (1.3%) 550
40～49歳 52 (12.5%) 152 (36.5%) 46 (11.0%) 142 (34.1%) 24 (5.8%) 0 (0.0%) 1 (0.2%) 417
50～59歳 42 (17.2%) 84 (34.4%) 23 (9.4%) 70 (28.7%) 21 (8.6%) 0 (0.0%) 4 (1.6%) 244
60～69歳 20 (14.5%) 52 (37.7%) 14 (10.1%) 39 (28.3%) 11 (8.0%) 0 (0.0%  2 1.4%) 138
FF-07 雇用のタイプ(常勤/非常勤の別)
常勤 非常勤 無回答 計
全体 1461 (98.5%) 9 (0.6%) 13 (0.9%) 1,483
大学 817 (98.9%) 7 (0.8%) 2 (0.2%) 826
公的研究機関等 141 (97.9%) 1 (0.7%) 2 (1.4%) 144
民間企業 484 (99.6%) 0 (0.0%) 2 (0.4%) 486
～29歳 106 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 106
30～39歳 542 (98.5%) 6 (1.1%) 2 (0.4%) 550
40～49歳 416 (99.8%) 1 (0.2%) 0 (0.0%) 417
50～59歳 243 (99.6%) 0 (0.0%) 1 (0.4%) 244
60～69歳 133 (96.4%) 2 (1.4%) 3 (2.2%) 138
FF-08 雇用のタイプ(終身雇用/任期付の別)
終身型雇用 任期付雇用 無回答 計
全体 1317 (88.8%) 150 (10.1%) 16 (1.1%) 1,483
大学 685 (82.9%) 133 (16.1%) 8 (1.0%) 826
公的研究機関等 134 (93.1%) 10 (6.9%) 0 (0.0%) 144
民間企業 481 (99.0%) 4 (0.8%) 1 (0.2%) 486
～29歳 98 (92.5%) 8 (7.5%) 0 (0.0%) 106
30～39歳 495 (90.0%) 50 (9.1%) 5 (0.9%) 550
40～49歳 372 (89.2%) 45 (10.8%) 0 (0.0%) 417
50～59歳 219 (89.8%) 24 (9.8%) 1 (0.4%) 244
60～69歳 118 (85.5%) 19 (13.8%) 1 (0.7%) 138
FF-09 雇用のタイプ(給与原資の別)
研究機関の経
常人件費で雇
用されている
研究機関にプ
ロジェクト経費
で雇用されてい
る
わからない その他 無回答 計
全体 1270 (85.6%) 14 (0.9%) 121 (8.2%) 27 (1.8%) 51 (3.4%) 1,483
大学 744 (90.1%) 6 (0.7%) 41 (5.0%) 9 (1.1%) 26 (3.1%) 826
公的研究機関等 139 (96.5%) 0 (0.0%) 3 (2.1%) 1 (0.7%) 1 (0.7%) 144
民間企業 372 (76.5%) 8 (1.6%) 76 (15.6%) 15 (3.1%) 15 (3.1%) 486
～29歳 80 (75.5%) 2 (1.9%) 19 (17.9%) 2 (1.9%) 3 (2.8%) 106
30～39歳 450 (81.8%) 10 (1.8%) 70 (12.7%) 10 (1.8%) 10 (1.8%) 550
40～49歳 376 (90.2%) 2 (0.5%) 21 (5.0%) 7 (1.7%) 11 (2.6%) 417
50～59歳 222 (91.0%) 0 (0.0%) 7 (2.9%) 6 (2.5%) 9 (3.7%) 244
60～69歳 124 (89.9%) 0 (0.0%) 3 (2.2%) 2 (1.4%) 9 (6.5%) 138
研究者
FF-11 業種
水産・農林業 鉱業 建設業 製造業 電気・ガス業運輸・情報通信業 サービス業 その他 無回答
民間企業 0 (0.0%) 0 (0.0%) 42 (8.6%) 227 (46.7%) 19 (3.9%) 3 (0.6%) 3 (0.6%) 1 (0.2%) 191 (39.3%) 
～29歳 0 (0.0%) 0 (0.0%) 9 (11.1%) 44 (54.3%) 2 (2.5%) 0 (0.0%) 1 (1.2%) 0 (0.0%) 25 (30.9%) 
30～39歳 0 (0.0%) 0 (0.0%) 20 (7.0%) 129 (44.9%) 12 (4.2%) 2 (0.7%) 2 (0.7%) 1 (0.3%) 121 (42.2%) 
40～49歳 0 (0.0%) 0 (0.0%) 14 (13.2%) 45 (42.5%) 4 (3.8%) 1 (0.9%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 42 (39.6%) 
50～59歳 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 9 (90.0%) 1 (10.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 
60～69歳 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 
計
民間企業 486
～29歳 81
30～39歳 287
40～49歳 106
50～59歳 10
60～69歳 1
FF-10 年収
～300万円 300～400万円 400～500万円 500～600万円 600～700万円 700～800万円 800～900万円 900～1000万円1000～1200万円
全体 11 (0.7%) 44 (3.0%) 126 (8.5%) 182 (12.3%) 154 (10.4%) 159 (10.7%) 139 (9.4%) 126 (8.5%) 211 (14.2%) 
大学 4 (0.5%) 9 (1.1%) 30 (3.6%) 52 (6.3%) 59 (7.1%) 89 (10.8%) 82 (9.9%) 104 (12.6%) 183 (22.2%) 
公的研究機関等 0 (0.0%) 1 (0.7%) 10 (6.9%) 21 (14.6%) 22 (15.3%) 29 (20.1%) 20 (13.9%) 5 (3.5%) 9 (6.3%) 
民間企業 7 (1.4%) 34 (7.0%) 83 (17.1%) 109 (22.4%) 68 (14.0%) 38 (7.8%) 34 (7.0%) 16 (3.3%) 18 (3.7%) 
～29歳 5 (4.7%) 22 (20.8%) 43 (40.6%) 21 (19.8%) 1 (0.9%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 
30～39歳 6 (1.1%) 20 (3.6%) 72 (13.1%) 145 (26.4%) 99 (18.0%) 77 (14.0%) 32 (5.8%) 7 (1.3%) 5 (0.9%) 
40～49歳 0 (0.0%) 0 (0.0%) 7 (1.7%) 13 (3.1%) 46 (11.0%) 61 (14.6%) 82 (19.7%) 73 (17.5%) 49 (11.8%) 
50～59歳 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.4%) 1 (0.4%) 3 (1.2%) 14 (5.7%) 20 (8.2%) 37 (15.2%) 98 (40.2%) 
60～69歳 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3 (2.2%) 2 (1.4%) 5 (3.6%) 5 (3.6%) 4 (2.9%) 8 (5.8%) 56 (40.6%) 
1200～1400万
円
1400～1600万
円
1600～1800万
円
1800～2000万
円 2000万円～ 無回答 計
全体 72 (4.9%) 21 (1.4%) 10 (0.7%) 3 (0.2%) 4 (0.3%) 221 (14.9%) 1,483
大学 65 (7.9%) 19 (2.3%) 10 (1.2%) 3 (0.4%) 4 (0.5%) 113 (13.7%) 826
公的研究機関等 2 (1.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 25 (17.4%) 144
民間企業 5 (1.0%) 1 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 73 (15.0%) 486
～29歳 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (0.9%) 13 (12.3%) 106
30～39歳 2 (0.4%) 1 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 84 (15.3%) 550
40～49歳 13 (3.1%) 1 (0.2%) 2 (0.5%) 0 (0.0%) 1 (0.2%) 69 (16.5%) 417
50～59歳 27 (11.1%) 8 (3.3%) 3 (1.2%) 1 (0.4%) 0 (0.0%) 31 (12.7%) 244
60～69歳 26 (18.8%) 11 (8.0%) 4 (2.9%) 2 (1.4%) 1 (0.7%) 11 (8.0%) 138
FF-10 年収（大学の研究者）
～300万円 300～400万円 400～500万円 500～600万円 600～700万円 700～800万円 800～900万円 900～1000万円1000～1200万円
～29歳 博士号なし 0 2 4 0 0 0 0 0 0
～29歳 博士号あり 0 2 3 4 1 0 0 0 0
30～39歳 博士号なし 1 1 7 11 3 4 0 0 0
30～39歳 博士号あり 3 3 12 29 30 23 14 1 5
40～49歳 博士号なし 0 0 1 3 4 4 2 2 1
40～49歳 博士号あり 0 0 1 2 15 38 45 58 31
50～59歳 博士号なし 0 0 1 1 0 4 1 1 3
50～59歳 博士号あり 0 0 0 0 2 9 17 33 85
60～69歳 博士号なし 0 0 1 0 3 0 0 2 3
60～69歳 博士号あり 0 0 0 2 1 5 3 6 52
1200～1400万
円
1400～1600万
円
1600～1800万
円
1800～2000万
円 2000万円～ 有効回答計
～29歳 博士号なし 0 0 0 0 1 7
～29歳 博士号あり 0 0 0 0 0 10
30～39歳 博士号なし 0 0 0 0 0 27
30～39歳 博士号あり 1 1 0 0 0 122
40～49歳 博士号なし 0 0 0 0 0 17
40～49歳 博士号あり 10 1 2 0 1 204
50～59歳 博士号なし 1 0 1 0 0 13
50～59歳 博士号あり 23 7 2 1 0 179
60～69歳 博士号なし 2 1 0 0 0 12
60～69歳 博士号あり 24 9 4 2 1 109
研究者
FF-10 年収（公的研究機関等の研究者）
～300万円 300～400万円 400～500万円 500～600万円 600～700万円 700～800万円 800～900万円 900～1000万円1000～1200万円
～29歳 博士号なし 0 0 3 0 0 0 0 0 0
～29歳 博士号あり 0 0 1 0 0 0 0 0 0
30～39歳 博士号なし 0 0 1 8 6 4 0 0 0
30～39歳 博士号あり 0 1 4 11 9 21 5 0 0
40～49歳 博士号なし 0 0 0 1 3 0 4 0 0
40～49歳 博士号あり 0 0 1 1 3 4 8 4 3
50～59歳 博士号なし 0 0 0 0 1 0 2 1 0
50～59歳 博士号あり 0 0 0 0 0 0 0 0 5
60～69歳 博士号なし 0 0 0 0 0 0 0 0 0
60～69歳 博士号あり 0 0 0 0 0 0 1 0 1
1200～1400万
円
1400～1600万
円
1600～1800万
円
1800～2000万
円 2000万円～ 有効回答計
～29歳 博士号なし 0 0 0 0 0 3
～29歳 博士号あり 0 0 0 0 0 1
30～39歳 博士号なし 0 0 0 0 0 19
30～39歳 博士号あり 0 0 0 0 0 51
40～49歳 博士号なし 0 0 0 0 0 8
40～49歳 博士号あり 1 0 0 0 0 25
 50～59歳 博士号なし 0 0 0 0 0 4
50～59歳 博士号あり 1 0 0 0 0 6
60～69歳 博士号なし 0 0 0 0 0 0
60～69歳 博士号あり 0 0 0 0 0 2
FF-10 年収（民間企業の研究者）
～300万円 300～400万円 400～500万円 500～600万円 600～700万円 700～800万円 800～900万円 900～1000万円1000～1200万円
～29歳 博士号なし 5 18 29 17 0 0 0 0 0
～29歳 博士号あり 0 0 2 0 0 0 0 0 0
30～39歳 博士号なし 0 12 40 74 43 19 9 3 0
30～39歳 博士号あり 2 3 7 12 5 6 4 3 0
40～49歳 博士号なし 0 0 4 4 13 9 16 5 7
40～49歳 博士号あり 0 0 0 2 7 4 5 4 7
 50～59歳 博士号なし 0 0 0 0 0 0 0 1 3
50～59歳 博士号あり 0 0 0 0 0 0 0 0 1
60～69歳 博士号なし 0 0 1 0 0 0 0 0 0
60～69歳 博士号あり 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1200～1400万
円
1400～1600万
円
1600～1800万
円
1800～2000万
円 2000万円～ 有効回答計
～29歳 博士号なし 0 0 0 0 0 69
～29歳 博士号あり 0 0 0 0 0 2
30～39歳 博士号なし 0 0 0 0 0 200
30～39歳 博士号あり 1 0 0 0 0 43
40～49歳 博士号なし 0 0 0 0 0 58
40～49歳 博士号あり 2 0 0 0 0 31
 50～59歳 博士号なし 2 0 0 0 0 6
50～59歳 博士号あり 0 1 0 0 0 2
60～69歳 博士号なし 0 0 0 0 0 1
60～69歳 博士号あり 0 0 0 0 0 0
研究支援者
調査票G 研究支援者
発送数 有効回収数 有効回収率
666 311 46.7%
GA-01 あなたの所属する研究機関には、研究支援者が常駐し、常時サービスを提供する研究支援のための組織がありますか。
ある ない 無回答 計
全体 206 (66.2%) 96 (30.9%) 9 (2.9%) 311
大学 66 (65.3%) 32 (31.7%) 3 (3.0%) 101
公的研究機関等 34 (60.7%) 19 (33.9%) 3 (5.4%) 56
民間企業 100 (69.0%) 43 (29.7%) 2 (1.4%) 145
～29歳 42 (60.0%) 26 (37.1%) 2 (2.9%) 70
30～39歳 70 (64.8%) 33 (30.6%) 5 (4.6%) 108
40～49歳 45 (64.3%) 24 (34.3%) 1 (1.4%) 70
50～59歳 39 (79.6%) 9 (18.4%) 1 (2.0%) 49
60～69歳 9 (75.0%) 3 (25.0%) 0 (0.0%) 12
GA-02 あなたの所属する機関では過去3年の間に新規の研究支援者を採用しましたか。
採用した 採用していない わからない 無回答 計
全体 194 (62.4%) 92 (29.6%) 25 (8.0%) 0 (0.0%) 311
大学 60 (59.4%) 29 (28.7%) 12 (11.9%) 0 (0.0%) 101
公的研究機関等 45 (80.4%) 6 (10.7%) 5 (8.9%) 0 (0.0%) 56
民間企業 81 (55.9%) 57 (39.3%) 7 (4.8%) 0 (0.0%) 145
～29歳 56 (80.0%) 6 (8.6%) 8 (11.4%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 65 (60.2%) 35 (32.4%) 8 (7.4%) 0 (0.0%) 108
40～49歳 36 (51.4%) 28 (40.0%) 6 (8.6%) 0 (0.0%) 70
50～59歳 27 (55.1%) 22 (44.9%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 49
60～69歳 9 (75.0%) 0 (0.0%) 3 (25.0%) 0 (0.0%) 12
GA-03 あなたは所属する研究機関内で、人事異動を経験したことがありますか。
ある ない 無回答 計
全体 112 (36.0%) 199 (64.0%) 0 (0.0%) 311
大学 20 (19.8%) 81 (80.2%) 0 (0.0%) 101
公的研究機関等 16 (28.6%) 40 (71.4%) 0 (0.0%) 56
民間企業 73 (50.3%) 72 (49.7%) 0 (0.0%) 145
～29歳 11 (15.7%) 59 (84.3%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 40 (37.0%) 68 (63.0%) 0 (0.0%) 108
40～49歳 36 (51.4%) 34 (48.6%) 0 (0.0%) 70
50～59歳 20 (40.8%) 29 (59.2%) 0 (0.0%) 49
60～69歳 4 (33.3%) 8 (66.7%) 0 (0.0%) 12
GA-04 できれば現在の研究組織でずっと働きたいと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえないあまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 84 (27.0%) 103 (33.1%) 85 (27.3%) 21 (6.8%) 16 (5.1%) 2 (0.6%) 311
大学 29 (28.7%) 26 (25.7%) 33 (32.7%) 8 (7.9%) 4 (4.0%) 1 (1.0%) 101
公的研究機関等 17 (30.4%) 16 (28.6%) 12 (21.4%) 7 (12.5%) 4 (7.1%) 0 (0.0%) 56
民間企業 36 (24.8%) 58 (40.0%) 36 (24.8%) 6 (4.1%) 8 (5.5%) 1 (0.7%) 145
～29歳 20 (28.6%) 25 (35.7%) 15 (21.4%) 6 (8.6%) 4 (5.7%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 20 (18.5%) 41 (38.0%) 35 (32.4%) 6 (5.6%) 6 (5.6%) 0 (0.0%) 108
40～49歳 21 (30.0%) 20 (28.6%) 19 (27.1%) 4 (5.7%) 4 (5.7%) 2 (2.9%70
50～59歳 18 (36.7%) 11 (22.4%) 14 (28.6%) 4 (8.2%) 2 (4.1%) 0 (0.0%) 49
60～69歳 5 (41.7%) 5 (41.7%) 1 (8.3%) 1 (8.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 12
GA-05 あなたには所属機関内の他の研究支援者と情報交換や交流する機会が十分にありますか。
ある ない 無回答 計
全体 208 (66.9%) 101 (32.5%) 2 (0.6%) 311
大学 53 (52.5%) 47 (46.5%) 1 (1.0%) 101
公的研究機関等 36 (64.3%) 19 (33.9%) 1 (1.8%) 56
民間企業 113 (77.9%) 32 (22.1%) 0 (0.0%) 145
～29歳 47 (67.1%) 23 (32.9%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 68 (63.0%) 39 (36.1%) 1 (0.9%) 108
40～49歳 45 (64.3%) 24 (34.3%) 1 (1.4%) 70
50～59歳 42 (85.7%) 7 (14.3%) 0 (0.0%) 49
60～69歳 5 (41.7%) 7 (58.3%) 0 (0.0%) 12
研究支援者
GA-06 あなたには他の研究機関の研究支援者と情報交換や交流する機会が十分にありますか。
ある ない 無回答 計
全体 90 (28.9%) 219 (70.4%) 2 (0.6%) 311
大学 28 (27.7%) 73 (72.3%) 0 (0.0%) 101
公的研究機関等 11 (19.6%) 44 (78.6%) 1 (1.8%) 56
民間企業 49 (33.8%) 95 (65.5%) 1 (0.7%) 145
～29歳 13 (18.6%) 57 (81.4%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 28 (25.9%) 79 (73.1%) 1 (0.9%) 108
40～49歳 23 (32.9%) 47 (67.1%) 0 (0.0%) 70
50～59歳 23 (46.9%) 25 (51.0%) 1 (2.0%) 49
60～69歳 3 (25.0%) 9 (75.0%) 0 (0.0%) 12
GA-07 あなたは、所属する組織から技術力を高めるための研修等の機会を十分に与えられていますか。
まったくそのとおり そのとおり どちらともいえないほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
全体 25 (8.0%) 112 (36.0%) 107 (34.4%) 47 (15.1%) 20 (6.4%) 0 (0.0%) 311
大学 12 (11.9%) 29 (28.7%) 33 (32.7%) 18 (17.8%) 9 (8.9%) 0 (0.0%) 101
公的研究機関等 3 (5.4%) 17 (30.4%) 22 (39.3%) 10 (17.9%) 4 (7.1%) 0 (0.0%) 56
民間企業 9 (6.2%) 62 (42.8%) 49 (33.8%) 18 (12.4%) 7 (4.8%) 0 (0.0%) 145
～29歳 9 (12.9%) 23 (32.9%) 21 (30.0%) 12 (17.1%) 5 (7.1%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 6 (5.6%) 37 (34.3%) 41 (38.0%) 15 (13.9%) 9 (8.3%) 0 (0.0%) 108
40～49歳 3 (4.3%) 25 (35.7%) 29 (41.4%) 9 (12.9%) 4 (5.7%) 0 (0.0%) 70
50～59歳 5 (10.2%) 24 (49.0%) 12 (24.5%) 7 (14.3%) 1 (2.0%) 0 (0.0%) 49
60～69歳 2 (16.7%) 3 (25.0%) 3 (25.0%) 3 (25.0%) 1 (8.3%) 0 (0.0%) 12
GA-08 あなたには研修等の参加のための経費(旅費等)の使用が認められていますか。
認められている 認められていない 分からない 無回答 計
全体 203 (65.3%) 46 (14.8%) 59 (19.0%) 3 (1.0%) 311
大学 52 (51.5%) 20 (19.8%) 28 (27.7%) 1 (1.0%) 101
公的研究機関等 26 (46.4%) 17 (30.4%) 12 (21.4%) 1 (1.8%) 56
民間企業 119 (82.1%) 8 (5.5%) 17 (11.7%) 1 (0.7%) 145
～29歳 37 (52.9%) 8 (11.4%) 24 (34.3%) 1 (1.4%) 70
30～39歳 77 (71.3%) 12 (11.1%) 18 (16.7%) 1 (0.9%) 108
40～49歳 45 (64.3%) 14 (20.0%) 10 (14.3%) 1 (1.4%) 70
50～59歳 38 (77.6%) 6 (12.2%) 5 (10.2%) 0 (0.0%) 49
60～69歳 4 (33.3%) 6 (50.0%) 2 (16.7%) 0 (0.0%) 12
GA-09 あなたのお仕事は、特定の研究者または特定の研究室だけに支援サービスを提供するものですか。
まったくそのとおり そのとおり どちらともいえないほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
全体 52 (16.7%) 77 (24.8%) 74 (23.8%) 31 (10.0%) 75 (24.1%) 2 (0.6% 311
大学 18 (17.8%) 30 (29.7%) 20 (19.8%) 7 (6.9%) 25 (24.8%) 1 (1.0%) 101
公的研究機関等 16 (28.6%) 16 (28.6%) 15 (26.8%) 2 (3.6%) 7 (12.5%) 0 (0.0%  56
民間企業 15 (10.3%) 28 (19.3%) 37 (25.5%) 22 (15.2%) 42 (29.0%) 1 (0.7%) 145
～29歳 13 (18.6%) 23 (32.9%) 15 (21.4%) 8 (11.4%) 9 (12.9%) 2 (2.9%) 70
30～39歳 21 (19.4%) 32 (29.6%) 25 (23.1%) 13 (12.0%) 17 (15.7%) 0 (0.0%) 108
40～49歳 14 (20.0%) 12 (17.1%) 19 (27.1%) 4 (5.7%) 21 (30.0%) 0 (0.0%) 70
50～59歳 4 (8.2%) 7 (14.3%) 8 (16.3%) 5 (10.2%) 25 (51.0%) 0 (0.0%) 49
60～69歳 0 (0.0%) 2 (16.7%) 6 (50.0%) 1 (8.3%) 3 (25.0%) 0 (0.0%) 12
GA-10 あなたが今支援している研究者との連携は、十分円滑に行われていますか。
まったくそのとおり そのとおり どちらともいえないほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
全体 61 (19.6%) 176 (56.6%) 59 (19.0%) 8 (2.6%) 5 (1.6%) 2 (0.6%) 311
大学 25 (24.8%) 50 (49.5%) 21 (20.8%) 3 (3.0%) 2 (2.0%) 0 (0.0%) 101
公的研究機関等 11 (19.6%) 35 (62.5%) 6 (10.7%) 3 (5.4%) 0 (0.0%) 1 (1.8%) 56
民間企業 23 (15.9%) 85 (58.6%) 31 (21.4%) 2 (1.4%) 3 (2.1%) 1 (0.7%) 145
～29歳 14 (20.0%) 44 (62.9%) 8 (11.4%) 3 (4.3%) 1 (1.4%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 24 (22.2%) 57 (52.8%) 23 (21.3%) 2 (1.9%) 2 (1.9%) 0 (0.0%) 108
40～49歳 13 (18.6%) 35 (50.0%) 18 (25.7%) 2 (2.9%) 1 (1.4%) 1 (1.4%) 70
50～59歳 7 (14.3%) 32 (65.3%) 7 (14.3%) 1 (2.0%) 1 (2.0%) 1 (2.0%) 49
60～69歳 3 (25.0%) 7 (58.3%) 2 (16.7%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 12
研究支援者
GA-11 あなたは研究者の要求に対して十分に応えることができていますか。
まったくそのとおり そのとおり どちらともいえないほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
全体 17 (5.5%) 176 (56.6%) 108 (34.7%) 5 (1.6%) 1 (0.3%) 4 (1.3%) 311
大学 6 (5.9%) 59 (58.4%) 32 (31.7%) 1 (1.0%) 1 (1.0%) 2 (2.0%) 101
公的研究機関等 6 (10.7%) 31 (55.4%) 15 (26.8%) 3 (5.4%) 0 (0.0%) 1 (1.8%) 56
民間企業 3 (2.1%) 83 (57.2%) 57 (39.3%) 1 (0.7%) 0 (0.0%) 1 (0.7%) 145
～29歳 3 (4.3%) 35 (50.0%) 29 (41.4%) 3 (4.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 5 (4.6%) 62 (57.4%) 39 (36.1%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 2 (1.9%) 108
40～49歳 5 (7.1%) 40 (57.1%) 23 (32.9%) 1 (1.4%) 0 (0.0%) 1 (1.4%) 7
50～59歳 2 (4.1%) 31 (63.3%) 13 (26.5%) 1 (2.0%) 1 (2.0%) 1 (2.0%) 49
60～69歳 2 (16.7%) 7 (58.3%) 3 (25.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 12
GA-12 論文の謝辞等に自分の名前が掲載されたことがありますか。
ある ない 無回答 計
全体 114 (36.7%) 196 (63.0%) 1 (0.3%) 311
大学 54 (53.5%) 47 (46.5%) 0 (0.0%) 101
公的研究機関等 24 (42.9%) 32 (57.1%) 0 (0.0%) 56
民間企業 31 (21.4%) 113 (77.9%) 1 (0.7%) 145
～29歳 17 (24.3%) 53 (75.7%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 40 (37.0%) 68 (63.0%) 0 (0.0%) 108
40～49歳 32 (45.7%) 37 (52.9%) 1 (1.4%) 70
50～59歳 18 (36.7%) 31 (63.3%) 0 (0.0%) 49
60～69歳 7 (58.3%) 5 (41.7%) 0 (0.0%) 12
GA-13 論文の著者として名を連ねたことがありますか。
ある ない 無回答 計
全体 139 (44.7%) 170 (54.7%) 2 (0.6%) 311
大学 60 (59.4%) 40 (39.6%) 1 (1.0%) 101
公的研究機関等 34 (60.7%) 22 (39.3%) 0 (0.0%) 56
民間企業 41 (28.3%) 103 (71.0%) 1 (0.7%) 145
～29歳 22 (31.4%) 48 (68.6%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 56 (51.9%) 51 (47.2%) 1 (0.9%) 108
40～49歳 34 (48.6%) 35 (50.0%) 1 (1.4%) 70
50～59歳 19 (38.8%) 30 (61.2%) 0 (0.0%) 49
60～69歳 7 (58.3%) 5 (41.7%) 0 (0.0%) 12
GA-14 あなたは個人として、業績や能力が評価されていますか。
はい いいえ わからない 無回答 計
全体 115 (37.0%) 30 (9.6%) 164 (52.7%) 2 (0.6%) 311
大学 32 (31.7%) 11 (10.9%) 58 (57.4%) 0 (0.0%) 101
公的研究機関等 24 (42.9%) 3 (5.4%) 28 (50.0%) 1 (1.8%) 56
民間企業 57 (39.3%) 14 (9.7%) 73 (50.3%) 1 (0.7%) 145
～29歳 22 (31.4%) 7 (10.0%) 41 (58.6%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 45 (41.7%) 7 (6.5%) 56 (51.9%) 0 (0.0%) 108
40～49歳 27 (38.6%) 13 (18.6%) 30 (42.9%) 0 (0.0%) 70
50～59歳 16 (32.7%) 3 (6.1%) 28 (57.1%) 2 (4.1%) 49
60～69歳 4 (33.3%) 0 (0.0%) 8 (66.7%) 0 (0.0%) 12
GA-15 あなたの技術力は所属機関から適切な評価を受けていると思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえないあまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 27 (8.7%) 129 (41.5%) 106 (34.1%) 34 (10.9%) 14 (4.5%) 1 (0.3%) 311
大学 12 (11.9%) 32 (31.7%) 38 (37.6%) 15 (14.9%) 4 (4.0%) 0 (0.0%) 101
公的研究機関等 6 (10.7%) 27 (48.2%) 14 (25.0%) 6 (10.7%) 3 (5.4%) 0 (0.0%  56
民間企業 9 (6.2%) 66 (45.5%) 50 (34.5%) 13 (9.0%) 6 (4.1%) 1 (0.7%) 145
～29歳 9 (12.9%) 29 (41.4%) 22 (31.4%) 6 (8.6%) 4 (5.7%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 6 (5.6%) 53 (49.1%) 33 (30.6%) 12 (11.1%) 3 (2.8%) 1 (0.9%) 108
40～49歳 4 (5.7%) 27 (38.6%) 25 (35.7%) 11 (15.7%) 3 (4.3%) 0 (0.0%) 70
50～59歳 5 (10.2%) 16 (32.7%) 20 (40.8%) 4 (8.2%) 4 (8.2%) 0 (0.0%)49
60～69歳 2 (16.7%) 4 (33.3%) 5 (41.7%) 1 (8.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 12
GA-16 あなたは評価に応じた処遇を受けていますか。
はい いいえ わからない 無回答 計
全体 111 (35.7%) 54 (17.4%) 145 (46.6%) 1 (0.3%) 311
大学 32 (31.7%) 21 (20.8%) 48 (47.5%) 0 (0.0%) 101
公的研究機関等 23 (41.1%) 11 (19.6%) 21 (37.5%) 1 (1.8%) 56
民間企業 53 (36.6%) 22 (15.2%) 70 (48.3%) 0 (0.0%) 145
～29歳 26 (37.1%) 8 (11.4%) 36 (51.4%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 40 (37.0%) 18 (16.7%) 50 (46.3%) 0 (0.0%) 108
40～49歳 27 (38.6%) 15 (21.4%) 28 (40.0%) 0 (0.0%) 70
50～59歳 13 (26.5%) 10 (20.4%) 25 (51.0%) 1 (2.0%) 49
60～69歳 4 (33.3%) 2 (16.7%) 6 (50.0%) 0 (0.0%) 12
研究支援者
GA-17 あなたの給与や昇進等の処遇は年功序列的ですか。
はい いいえ わからない 無回答 計
全体 111 (35.7%) 119 (38.3%) 78 (25.1%) 3 (1.0%) 311
大学 48 (47.5%) 25 (24.8%) 27 (26.7%) 1 (1.0%) 101
公的研究機関等 9 (16.1%) 31 (55.4%) 16 (28.6%) 0 (0.0%) 56
民間企業 52 (35.9%) 59 (40.7%) 33 (22.8%) 1 (0.7%) 145
～29歳 28 (40.0%) 24 (34.3%) 18 (25.7%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 37 (34.3%) 40 (37.0%) 30 (27.8%) 1 (0.9%) 108
40～49歳 27 (38.6%) 27 (38.6%) 16 (22.9%) 0 (0.0%) 70
50～59歳 17 (34.7%) 20 (40.8%) 11 (22.4%) 1 (2.0%) 49
60～69歳 1 (8.3%) 7 (58.3%) 3 (25.0%) 1 (8.3%) 12
GA-18 あなたの現在の役職では能力次第で昇給や昇格が可能ですか。
まったくそのとおり そのとおり どちらともいえないほとんどそうでない まったくそうでない 無回答 計
全体 14 (4.5%) 65 (20.9%) 83 (26.7%) 59 (19.0%) 87 (28.0%) 3 (1.0%) 311
大学 3 (3.0%) 4 (4.0%) 24 (23.8%) 23 (22.8%) 46 (45.5%) 1 (1.0%) 101
公的研究機関等 2 (3.6%) 6 (10.7%) 14 (25.0%) 12 (21.4%) 21 (37.5%) 1 (1.8%) 56
民間企業 8 (5.5%) 54 (37.2%) 42 (29.0%) 22 (15.2%) 18 (12.4%) 1 (0.7%) 145
～29歳 3 (4.3%) 12 (17.1%) 23 (32.9%) 12 (17.1%) 20 (28.6%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 3 (2.8%) 21 (19.4%) 25 (23.1%) 26 (24.1%) 32 (29.6%) 1 (0.9%) 108
40～49歳 6 (8.6%) 22 (31.4%) 15 (21.4%) 9 (12.9%) 18 (25.7%) 0 (0.0%) 70
50～59歳 1 (2.0%) 10 (20.4%) 17 (34.7%) 10 (20.4%) 9 (18.4%) 2 (4.1%) 49
60～69歳 1 (8.3%) 0 (0.0%) 2 (16.7%) 2 (16.7%) 7 (58.3%) 0 (0.0%) 12
GA-19
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえないあまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 110 (35.4%) 154 (49.5%) 42 (13.5%) 5 (1.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 311
大学 36 (35.6%) 51 (50.5%) 12 (11.9%) 2 (2.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 101
公的研究機関等 21 (37.5%) 24 (42.9%) 11 (19.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 56
民間企業 51 (35.2%) 73 (50.3%) 18 (12.4%) 3 (2.1%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 145
～29歳 29 (41.4%) 34 (48.6%) 6 (8.6%) 1 (1.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 40 (37.0%) 54 (50.0%) 13 (12.0%) 1 (0.9%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 8
40～49歳 27 (38.6%) 31 (44.3%) 10 (14.3%) 2 (2.9%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 70
50～59歳 12 (24.5%) 26 (53.1%) 10 (20.4%) 1 (2.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 49
60～69歳 1 (8.3%) 8 (66.7%) 3 (25.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 12
GA-20
はい いいえ わからない 無回答 計
全体 73 (23.5%) 76 (24.4%) 161 (51.8%) 1 (0.3%) 311
大学 10 (9.9%) 31 (30.7%) 60 (59.4%) 0 (0.0%) 101
公的研究機関等 8 (14.3%) 7 (12.5%) 41 (73.2%) 0 (0.0%) 56
民間企業 54 (37.2%) 38 (26.2%) 52 (35.9%) 1 (0.7%) 145
～29歳 10 (14.3%) 13 (18.6%) 47 (67.1%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 23 (21.3%) 22 (20.4%) 63 (58.3%) 0 (0.0%) 108
40～49歳 19 (27.1%) 23 (32.9%) 27 (38.6%) 1 (1.4%) 70
50～59歳 18 (36.7%) 15 (30.6%) 16 (32.7%) 0 (0.0%) 49
60～69歳 3 (25.0%) 2 (16.7%) 7 (58.3%) 0 (0.0%) 12
GA-21 あなたは自分自身の技術開発テーマを持っていますか。
はい いいえ 無回答 計
全体 127 (40.8%) 182 (58.5%) 2 (0.6%) 311
大学 45 (44.6%) 54 (53.5%) 2 (2.0%) 101
公的研究機関等 29 (51.8%) 27 (48.2%) 0 (0.0%) 56
民間企業 48 (33.1%) 97 (66.9%) 0 (0.0%) 145
～29歳 31 (44.3%) 39 (55.7%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 52 (48.1%) 54 (50.0%) 2 (1.9%) 108
40～49歳 26 (37.1%) 44 (62.9%) 0 (0.0%) 70
50～59歳 15 (30.6%) 34 (69.4%) 0 (0.0%) 49
60～69歳 3 (25.0%) 9 (75.0%) 0 (0.0%) 12
あなたの所属する機関では、研究者がその発明によって所属する組織にもたらした場合は、利益に応じた報酬(発明報酬)を受け取るよう
になっていますか。
研究者は個々の職務発明について、所属する組織にもたらした利益に応じた報酬(発明報酬)を受け取るのは当然であると思いますか。
研究支援者
GA-22 あなたは将来、研究者になりたいと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえないあまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 48 (15.4%) 57 (18.3%) 93 (29.9%) 63 (20.3%) 48 (15.4%) 2 (0.6%) 3 1
大学 20 (19.8%) 21 (20.8%) 27 (26.7%) 18 (17.8%) 15 (14.9%) 0 (0.0%) 01
公的研究機関等 16 (28.6%) 10 (17.9%) 11 (19.6%) 12 (21.4%) 6 (10.7%) 1 (1.8%) 56
民間企業 11 (7.6%) 23 (15.9%) 52 (35.9%) 31 (21.4%) 27 (18.6%) 1 (0.7%) 145
～29歳 11 (15.7%) 14 (20.0%) 23 (32.9%) 14 (20.0%) 8 (11.4%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 26 (24.1%) 25 (23.1%) 31 (28.7%) 15 (13.9%) 11 (10.2%) 0 (0.0%) 108
40～49歳 8 (11.4%) 11 (15.7%) 19 (27.1%) 20 (28.6%) 11 (15.7%) 1 (1.4%) 70
50～59歳 1 (2.0%) 5 (10.2%) 16 (32.7%) 11 (22.4%) 15 (30.6%) 1 (2.0%) 49
60～69歳 2 (16.7%) 2 (16.7%) 3 (25.0%) 3 (25.0%) 2 (16.7%) 0 (0.0%) 12
GA-23 あなたは将来のキャリアパスに不安を感じますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえないあまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 40 (12.9%) 67 (21.5%) 146 (46.9%) 42 (13.5%) 8 (2.6%) 8 (2.6%)311
大学 13 (12.9%) 28 (27.7%) 47 (46.5%) 8 (7.9%) 2 (2.0%) 3 (3.0%) 101
公的研究機関等 14 (25.0%) 11 (19.6%) 19 (33.9%) 8 (14.3%) 3 (5.4%) 1 (1.8%) 56
民間企業 10 (6.9%) 27 (18.6%) 77 (53.1%) 25 (17.2%) 3 (2.1%) 3 (2.1%) 145
～29歳 12 (17.1%) 18 (25.7%) 32 (45.7%) 7 (10.0%) 1 (1.4%) 0 (0.0%)70
30～39歳 17 (15.7%) 28 (25.9%) 45 (41.7%) 14 (13.0%) 2 (1.9%) 2 (1.9%) 108
40～49歳 9 (12.9%) 12 (17.1%) 38 (54.3%) 8 (11.4%) 1 (1.4%) 2 (2.9%) 70
50～59歳 2 (4.1%) 7 (14.3%) 28 (57.1%) 8 (16.3%) 3 (6.1%) 1 (2.0%) 49
60～69歳 0 (0.0%) 2 (16.7%) 2 (16.7%) 5 (41.7%) 1 (8.3%) 2 (16.7%) 12
GA-25 あなたは現在あなたが専門としている技術力をさらに高めたいと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえないあまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 118 (37.9%) 117 (37.6%) 60 (19.3%) 10 (3.2%) 3 (1.0%) 3 (1.0%) 11
大学 44 (43.6%) 35 (34.7%) 21 (20.8%) 1 (1.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 101
公的研究機関等 34 (60.7%) 13 (23.2%) 6 (10.7%) 2 (3.6%) 0 (0.0%) 1 (1.8%) 56
民間企業 37 (25.5%) 67 (46.2%) 31 (21.4%) 6 (4.1%) 3 (2.1%) 1 (0.7%) 145
～29歳 28 (40.0%) 31 (44.3%) 8 (11.4%) 1 (1.4%) 2 (2.9%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 56 (51.9%) 32 (29.6%) 14 (13.0%) 5 (4.6%) 1 (0.9%) 0 (0.0%) 108
40～49歳 21 (30.0%) 27 (38.6%) 21 (30.0%) 1 (1.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 70
50～59歳 10 (20.4%) 23 (46.9%) 13 (26.5%) 2 (4.1%) 0 (0.0%) 1 (2.0%) 49
60～69歳 3 (25.0%) 4 (33.3%) 3 (25.0%) 1 (8.3%) 0 (0.0%) 1 (8.3%) 12
GA-27 あなたは他の新しい分野の技術力を習得したいと思いますか。
非常にそう思う ややそう思う どちらともいえないあまりそう思わない まったくそう思わない 無回答 計
全体 70 (22.5%) 101 (32.5%) 115 (37.0%) 21 (6.8%) 2 (0.6%) 2 (0.6%) 311
大学 26 (25.7%) 33 (32.7%) 37 (36.6%) 4 (4.0%) 0 (0.0%) 1 (1.0%) 101
公的研究機関等 20 (35.7%) 19 (33.9%) 14 (25.0%) 3 (5.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 56
民間企業 20 (13.8%) 47 (32.4%) 62 (42.8%) 14 (9.7%) 2 (1.4%) 0 (0.0%) 145
～29歳 18 (25.7%) 25 (35.7%) 24 (34.3%) 2 (2.9%) 1 (1.4%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 32 (29.6%) 32 (29.6%) 39 (36.1%) 5 (4.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 108
40～49歳 13 (18.6%) 22 (31.4%) 28 (40.0%) 6 (8.6%) 0 (0.0%) 1 (1.4%) 70
50～59歳 6 (12.2%) 16 (32.7%) 19 (38.8%) 7 (14.3%) 1 (2.0%) 0 (0.0%) 49
60～69歳 1 (8.3%) 6 (50.0%) 4 (33.3%) 1 (8.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 12
GA-30 あなたはご自身の処遇について、どのようなことを希望しますか。あてはまるものをいくつでも選んでください。（複数回答可）
給与等の金銭面の
処遇を良くしてほし
い
組織における地位
を向上させてほしい
労働の負荷を軽減
して欲しい
貢献度に応じた評
価をして欲しい 特に希望はない その他 計
全体 120 (38.6%) 66 (21.2%) 32 (10.3%) 114 (36.7%) 69 (22.2%) 12 (3.9%) 311
大学 41 (40.6%) 20 (19.8%) 6 (5.9%) 35 (34.7%) 27 (26.7%) 3 (3.0%) 101
公的研究機関等 25 (44.6%) 12 (21.4%) 3 (5.4%) 20 (35.7%) 13 (23.2%) 5 (8.9%) 56
民間企業 51 (35.2%) 33 (22.8%) 21 (14.5%) 56 (38.6%) 27 (18.6%) 4 (2.8%) 145
～29歳 40 (57.1%) 12 (17.1%) 2 (2.9%) 23 (32.9%) 15 (21.4%) 2 (2.9%) 70
30～39歳 39 (36.1%) 18 (16.7%) 13 (12.0%) 38 (35.2%) 21 (19.4%) 4 (3.7%) 108
40～49歳 23 (32.9%) 20 (28.6%) 11 (15.7%) 21 (30.0%) 17 (24.3%) 4 (5 7 70
50～59歳 15 (30.6%) 15 (30.6%) 4 (8.2%) 26 (53.1%) 12 (24.5%) 0 (0.0%) 49
60～69歳 3 (25.0%) 1 (8.3%) 2 (16.7%) 5 (41.7%) 4 (33.3%) 2 (16.7%) 12
研究支援者
GF-02 最終学歴
中学卒業 高等学校卒業 短期大学卒業 専門学校卒業 高専(高等専門学校)4年制大学学部卒業 修士課程修了
全体 2 (0.6%) 59 (19.0%) 19 (6.1%) 15 (4.8%) 5 (1.6%) 107 (34.4%) 68 (21.9%) 
大学 0 (0.0%) 13 (12.9%) 5 (5.0%) 6 (5.9%) 2 (2.0%) 34 (33.7%) 26 (25.7%) 
公的研究機関等 1 (1.8%) 6 (10.7%) 2 (3.6%) 1 (1.8%) 0 (0.0%) 19 (33.9%) 15 (26.8%) 
民間企業 1 (0.7%) 40 (27.6%) 12 (8.3%) 8 (5.5%) 3 (2.1%) 49 (33.8%) 25 (17.2%) 
～29歳 0 (0.0%) 8 (11.4%) 7 (10.0%) 3 (4.3%) 0 (0.0%) 23 (32.9%) 26 (37.1%) 
30～39歳 0 (0.0%) 18 (16.7%) 8 (7.4%) 6 (5.6%) 1 (0.9%) 27 (25.0%) 25 (23.1%) 
40～49歳 0 (0.0%) 16 (22.9%) 2 (2.9%) 3 (4.3%) 3 (4.3%) 31 (44.3%) 10 (14.3%) 
50～59歳 1 (2.0%) 12 (24.5%) 2 (4.1%) 2 (4.1%) 1 (2.0%) 22 (44.9%) 6 (12.2%) 
60～69歳 0 (0.0%) 5 (41.7%) 0 (0.0%) 1 (8.3%) 0 (0.0%) 4 (33.3%) 1 (8.3%) 
博士課程修了 その他 無回答 計
全体 26 (8.4%) 6 (1.9%) 4 (1.3%) 311
大学 14 (13.9%) 1 (1.0%) 0 (0.0%) 101
公的研究機関等 9 (16.1%) 2 (3.6%) 1 (1.8%) 56
民間企業 2 (1.4%) 3 (2.1%) 2 (1.4%) 145
～29歳 1 (1.4%) 2 (2.9%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 20 (18.5%) 1 (0.9%) 2 (1.9%) 108
40～49歳 4 (5.7%) 1 (1.4%) 0 (0.0%) 70
50～59歳 0 (0.0%) 2 (4.1%) 1 (2.0%) 49
60～69歳 1 (8.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 12
GF-03 博士号取得の有無
あり なし 無回答 計
全体 37 (11.9%) 266 (85.5%) 8 (2.6%) 311
大学 21 (20.8%) 79 (78.2%) 1 (1.0%) 101
公的研究機関等 11 (19.6%) 43 (76.8%) 2 (3.6%) 56
民間企業 3 (2.1%) 139 (95.9%) 3 (2.1%) 145
～29歳 1 (1.4%) 68 (97.1%) 1 (1.4%) 70
30～39歳 25 (23.1%) 81 (75.0%) 2 (1.9%) 108
40～49歳 6 (8.6%) 62 (88.6%) 2 (2.9%) 70
50～59歳 3 (6.1%) 45 (91.8%) 1 (2.0%) 49
60～69歳 2 (16.7%) 10 (83.3%) 0 (0.0%) 12
GF-04 現在の所属機関の種別
国立大学法人 公立大学 私立大学 大学共同利用機関 独立行政法人 省庁直轄研究機関 民間企業
全体 75 (24.1%) 6 (1.9%) 17 (5.5%) 3 (1.0%) 46 (14.8%) 10 (3.2%) 145 (46.6%) 
大学 75 (74.3%) 6 (5.9%) 17 (16.8%) 3 (3.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 
公的研究機関等 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 46 (82.1%) 10 (17.9%)0 (0.0%) 
民間企業 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 145 (100.0%) 
～29歳 14 (20.0%) 3 (4.3%) 4 (5.7%) 0 (0.0%) 12 (17.1%) 5 (7.1%) 31 (44.3%) 
30～39歳 34 (31.5%) 0 (0.0%) 8 (7.4%) 1 (0.9%) 17 (15.7%) 4 (3.7%) 40 (37.0%) 
40～49歳 16 (22.9%) 3 (4.3%) 3 (4.3%) 1 (1.4%) 6 (8.6%) 1 (1.4%) 37 (52.9%) 
50～59歳 9 (18.4%) 0 (0.0%) 1 (2.0%) 1 (2.0%) 5 (10.2%) 0 (0.0%) 33 (67.3%) 
60～69歳 2 (16.7%) 0 (0.0%) 1 (8.3%) 0 (0.0%) 6 (50.0%) 0 (0.0%) 3 (25.0%) 
その他・不明 計
全体 9 (2.9%) 311
大学 0 (0.0%) 101
公的研究機関等 0 (0.0%) 56
民間企業 0 (0.0%) 145
～29歳 1 (1.4%) 70
30～39歳 4 (3.7%) 108
40～49歳 3 (4.3%) 70
50～59歳 0 (0.0%) 49
60～69歳 0 (0.0%) 12
GF-06 雇用のタイプ(常勤/非常勤の別)
常勤 非常勤 無回答 計
全体 248 (79.7%) 60 (19.3%) 3 (1.0%) 311
大学 69 (68.3%) 31 (30.7%) 1 (1.0%) 101
公的研究機関等 32 (57.1%) 24 (42.9%) 0 (0.0%) 56
民間企業 141 (97.2%) 3 (2.1%) 1 (0.7%) 145
～29歳 47 (67.1%) 23 (32.9%) 0 (0.0%) 70
30～39歳 87 (80.6%) 20 (18.5%) 1 (0.9%) 108
40～49歳 60 (85.7%) 10 (14.3%) 0 (0.0%) 70
50～59歳 49 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 49
60～69歳 4 (33.3%) 7 (58.3%) 1 (8.3%) 12
研究支援者
GF-08 雇用のタイプ(給与原資の別)
研究機関の経常人
件費で雇用されて
いる
研究機関にプロジェ
クト経費で雇用され
ている
派遣元の会社に雇
用されている わからない その他 無回答 計
全体 176 (56.6%) 44 (14.1%) 38 (12.2%) 22 (7.1%) 19 (6.1%) 12 (3.9%) 311
大学 60 (59.4%) 20 (19.8%) 3 (3.0%) 9 (8.9%) 4 (4.0%) 5 (5.0%) 101
公的研究機関等 15 (26.8%) 20 (35.7%) 12 (21.4%) 4 (7.1%) 3 (5.4%) 2 (3.6%) 56
民間企業 98 (67.6%) 1 (0.7%) 22 (15.2%) 9 (6.2%) 12 (8.3%) 3 (2.1%) 145
～29歳 24 (34.3%) 14 (20.0%) 13 (18.6%) 13 (18.6%) 5 (7.1%) 1 (1.4%) 70
30～39歳 61 (56.5%) 22 (20.4%) 11 (10.2%) 5 (4.6%) 3 (2.8%) 6 (5.6%) 10
40～49歳 49 (70.0%) 7 (10.0%) 5 (7.1%) 3 (4.3%) 6 (8.6%) 0 (0.0%) 70
50～59歳 37 (75.5%) 0 (0.0%) 4 (8.2%) 1 (2.0%) 4 (8.2%) 3 (6.1%) 49
60～69歳 5 (41.7%) 1 (8.3%) 5 (41.7%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (8.3%) 12
GF-08-2 雇用のタイプ(終身雇用/任期付の別)
終身型雇用 任期付雇用 無回答 計
全体 186 (59.8%) 118 (37.9%) 7 (2.3%) 311
大学 56 (55.4%) 43 (42.6%) 2 (2.0%) 101
公的研究機関等 7 (12.5%) 48 (85.7%) 1 (1.8%) 56
民間企業 119 (82.1%) 24 (16.6%) 2 (1.4%) 145
～29歳 28 (40.0%) 38 (54.3%) 4 (5.7%) 70
30～39歳 58 (53.7%) 49 (45.4%) 1 (0.9%) 108
40～49歳 56 (80.0%) 13 (18.6%) 1 (1.4%) 70
50～59歳 41 (83.7%) 8 (16.3%) 0 (0.0%) 49
60～69歳 2 (16.7%) 10 (83.3%) 0 (0.0%) 12
GF-01 年齢(才)
20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 無回答 計
全体 70 (22.5%) 108 (34.7%) 70 (22.5%) 49 (15.8%) 12 (3.9%) 2 (0.6%) 311
大学 21 (20.8%) 43 (42.6%) 23 (22.8%) 11 (10.9%) 3 (3.0%) 0 (0.0%) 101
公的研究機関等 17 (30.4%) 21 (37.5%) 7 (12.5%) 5 (8.9%) 6 (10.7%) 0 (0.0%) 56
民間企業 31 (21.4%) 40 (27.6%) 37 (25.5%) 33 (22.8%) 3 (2.1%) 1 (0.7%) 145
資料E インタビュー調査結果
以下は研究マネージャー向けアンケートの設計のための事前インタビュー調査で
得られた回答を、詳細調査領域別にまとめたものである。
E.1 研究人材の流動性向上
E.1.1 研究人材の養成と確保
• 公募制が普及している状況からは、採用の入り口は大きく変化していると思
われるが、選考プロセスについてはあまり変化がないようである。
• トップの独断による人事は無く、大学、国研ともに部局単位の主要研究者 (教
授、研究リーダー等)の合議によって審査されている。研究分野を理解でき
る研究者の判断が尊重されている。
• ある大学、国研では外部 (国内、海外)から人材採用、組織新設等の審査のた
めの委員を招聘するなど、組織外部の見方を採り入れようとする動きもある。
E.1.2 公募制の普及
• 公募が一般的になっているが、ある私立大学では公募制を導入せず、教員の
推薦によってのみ候補者が選ばれている。理工系に比較して人文系ではク
ローズドな候補者選考が残っているようである。
• 理工系では形式公募を含めると多くが公募による採用であると見られる。し
かし一部の大学では公募によっても最適な人材が得られる保証がないとして、
教員の紹介を重視している機関もある。
• 原則公募とする機関が多い。ただし特に地方の大学では、形式的に公募制を
とるが、実際には公募以前の時点でほぼ決定している例も少なくない。
E.1.3 任期付任用制
• 多くの機関で任期付任用制が導入されている。ある国研では全体の 70%が任
期付きという例もあるが、多くの機関では任期付任用は外国人、不足の補充、
定員外雇用のためといった部分的な導入、補完的な活用にとどまっている。
• 任期付きの対象者は全職員の 1%から 70%まで様々である。一般に国研では
比率が高い。
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• 任期付任用者の方が活気がある、周囲に刺激を与えている、という回答が
あった。
• 機関では任期終了後のキャリア・パスについてほとんど把握していない。
• 任期付任用制度導入から十分な期間が経っておらず、移動の事例が少ないた
めか、任期付きの採用により組織間の移動が盛んになったという声はほとん
ど聞かれなかった。
• 任用後の就職については、まったく配慮しない、ある程度配慮する、採用時
にすでに再任を織り込んでいる、といった多様な意見が得られた。また、任
期を試用期間とみなし、テニュアトラック的に運用している大学もある。
E.1.4 研究人材の流動性の向上
• 基本計画が流動性をうたっていることは認知されているものの、流動性が大
幅に増大したという声は聞こえない。一般論として流動性が低いという認識
はある。
• 退職金の実質目減り、住居、子供の教育 (特に海外人材)。公立大学は地方公
務員法により任期をつけられない、といった人材施策以外の要因によって、
流動性が阻害されている例が聞かれた。
• 労働基準法によって、任用期間が長い場合や再契約回数が多い場合などは実
質期間を定めない雇用とみなされてしまうため、任期の設定 (再任)に制限が
ある。
• よい人材を外部から調達できた場合にはメリットがあると回答しているが、
ある機関では優秀な人材が次々と引き抜かれてしまう、という課題を持って
いる。
• 一部の優れた若手研究者の間には非常に高い流動性が実現しているように見
られる。
• 流動市場がなく、1機関が流動性を目指しても仕方がない、という声が多く
聞かれた。
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E.2 研究人材の多様なキャリア・パス形成
(1) キャリア・パスの現状
• 多くの機関では研究者に複数のキャリア・パスは用意されていない。国
研から停年、あるいは停年間近で大学に転出する例はある。
• 多様なキャリア・パスの必要性についてあまり意識されていない。
• 研究者のキャリア・パスについても多様性が乏しい。組織の中にあって
別のコースを選択できる例は聞かれなかった。一部の独立行政法人では
企画戦略部門に研究者を兼務させる例はある。
• 基本計画におけるキャリア・パス多様化の記述はあまり認知されてい
ない。
• 幅広い教養を身につけるための取組みは特に見られない。専門分野にお
いてよりよい成果を出すことに主眼が置かれている。
• ある大学では定年後も外部資金を獲得し、研究資金と人件費をまかなえ
る者にはテニュアを与えるという制度検討を行っている。そのためには
外部資金が人件費やオーバーヘッドを許容する必要がある。
(2) 多様なキャリア・パス形成への取組み
• キャリア・パス形成を目的とした支援策については有意な回答はない。
ただし、規模が大きく、組織内に試験場等の研究所以外の「現場」を有
する機関では、結果として組織内部に多様なキャリアパスが形成されて
いる。
• 評価のたびに研究者としての適不適を判断しているが、現状では不適の
場合にとりうる手段が限定されいてる。実際には組織の長でも辞めさせ
ることができない。
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E.3 若手研究者の養成と自立支援
(1) 自立のための環境
• 若手の自立については賛否があり、分野によっては自立することによっ
て、かえって人材が養成されず、研究テーマが小さくなることを指摘す
る声がある。
• 大学では校費が少ないため、若手が独立しすぎると (助教授まで分配す
ると)1人あたり数十万円となり、研究費として意味がなくなる。
• 若手が外部資金を獲得することにより、自由になる研究費は確保できる
が、機関へのオーバーヘッドが認められないためスペースを確保でき
ない。
• 小規模の地方国立大学、公立大学及び私立大学では講座制はほとんど
残っておらず、助教授クラスでも教授と同等に独立している。これに対
して中堅以上の国立大学では講座制が残っている。
• 国研では研究員の高齢化を問題視しており、これをポスドク採用で解決
(中和)しようとしている。
(2) ポストドクター支援
• 地方では支援を受けているポスドクの数は非常に少ない。そのため地方
では独自のポスドク支援制度を設けている私立大学がある。ポスドクの
地域偏在があると推測される。
• ポスドクの就職状況は厳しいという見方が多い。ただし、地方ではポス
ドクの就職先に適した教職ポストも少なくないが、そのような地方にポ
スドクが配属されていないようである。
• 近年、研究者が自分のテーマを見つけて自立できる年齢が遅くなってお
り、そのためテーマを定める時期としてポスドク期間が重要である、と
いう回答がある。
• 全体として研究者のキャリアにポスドクは当然という認識が広がって
いる。
E.4 研究開発マネジメントの充実
(1) 組織の長によるマネジメント
• 特に独立行政法人化された機関においては、組織を改変し、基礎研究組
織、プロジェクト対応 (時限)組織、バーチャル組織というような多層
組織を形成している箇所がある。
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• 特に規模の大きい大学、研究機関では、学長、理事長がファンド・ス
ペース・ポストを保有し、これを内部競争によって獲得する制度が導入
されている。ただし、大幅な傾斜をつけるまでにはいたっていない。
• 大学では研究者による自治が原則であり、自治が対象とする業務範囲も
広範である。国研においては人事、会計については事務部門との役割分
担が明確になされている。
• 大学では学部または学科別に組織される教授会が実質的な決定機関と
なっており、学長の権限は限定されているようである。国研については
権限は拡大しており、それを支えるスタッフ組織についても徐々に整備
されつつある。
(2) 評価と処遇
• 独法化を契機に抜本的な見直しがされた例もあるが、評価の改革は非常
に難しいという声が多い。明確な評価基準を有するという機関は少な
い。論文数、特許数についても、評価への組込みには抵抗が大きい。
• 大学における評価には、評価の基準、方法等に関して評価者と被評価者
の合意及び被評価者間の合意が必要である、との回答が多い。しかし、
現状ではその合意が十分に形成されていないためか、個人別評価は実施
に至っていないようである。これに対して、国研では評価のための予算
確保、人員の充当が進んでいるようである。
• 厳格に点数化されている例 (独立行政法人)がある一方、個人の評価が
ほとんど行われていないと見られる例 (大学)がある。
E.5 研究支援の充実
(1) 研究支援者
• 研究者 1人あたり研究支援者 1人という目標についてはあまり認知され
ていない。
• 外部資金を獲得できた場合には研究支援者の確保は可能になっている。
獲得できない場合、定員の関連で定常経費からは支援者のための費用を
出すことが難しくなっている。
• 日本では研究者が支援者的作業をしていることが多い、という回答が
ある。
• 高度化が必要であるという認識は共通である。しかし、高度な技能者を
処遇する制度がないため、研究者か補助作業者かどちらかで処遇するし
かない現状がある。
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• 事務部門では定員削減の圧力が強く、既存人材の移動、研修で必要機能
を実現しようとしている。
• 国立大学では高齢化した技官の処遇が問題になっている。キャリア・パ
ス形成ができていない。私立大学では大学院生をうまく活用しているよ
うである。研究支援者の将来の進路については、現状ではほとんど具体
的な配慮がされていないようである。
• 組織内集約、組織化によってポストを作ることについてはいくつかの機
関で検討されている。私立大学では既に組織化され、キャリア・パスが
展望できるようになっているところがある。
• 分野によって支援者のクラス (高度技能者からアルバイト程度まで)や
必要度がさまざまである。
(2) 事務支援者
• 広報、特許管理、産学連携、海外対応など事務支援部門の業務は確実に
多様化、高度化しているようである。私立大学は組織改変や人員の強化
が容易であり、これらの変化に的確に対応できているようである。
• 特に国公立大学では人事ローテーションが頻繁にあり、ノウハウの蓄積
と継承がおこなわれていない。
• 海外対応のために事務職員に英語の研修を行っている箇所もある。
E.6 その他
E.6.1 海外人材の活用
• アジアを中心に海外人材の任用が増加していると見られる。
• 海外人材を採用する理由として、日本人とは違った発想がある、日本の研究
状況を海外に伝える役割を担う、等の回答があった。
• 「研究人材は日本という枠で考える時代ではない」といった回答があった。
• 海外人材を確保する上で生活面、特に住居の購入、年金、子供の教育、言葉
等の障害がある。
E.6.2 その他
• 組織的取組みにインセンティブを与えるために、競争的資金にオーバーヘッ
ドをつけるべきである、という回答があった。
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• 研究者のやる気を引き出すための方策として、認めらること、誉めること、
プライドを保たせること、等さまざまであった。給与を上げる等の金銭面の
インセンティブを指摘する回答は少ない。
• 外部資金で一旦よい研究環境を手に入れると、それを維持拡大しようと非常
にがんばる研究者がある、という回答があった。
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資料F 移動状況調査
F.1 調査方法
2004年度実施「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
において、「移動経験に関する質問」として、回答者 (研究者)が高等教育機関修了
後、回答時点までに経験した機関全てについて、以下の項目を質問した。
(1) 機関の種類
• 大学 (出身大学と同じ)
• 大学 (出身大学以外)
• 公的研究機関等
• 民間企業
• 海外機関
• その他 (記述式)
(2) 1機関あたりの在職期間 (年)
(3) 身分の別
• ポストドクター・研究生等
• 任期付任用型職員・社員
• 終身雇用型職員・社員
(4) 職種の別
• 研究職
• その他 (記述式)
対象者は、大学、公的研究機関等、民間企業の各研究者である。調査期間、対象
者の選定法、対象者の属性等の調査方法の詳細については、8 ページ、1.3.5 「ア
ンケート調査」 に記している。
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F.2 調査結果
F.2.1 平均経験機関数
年齢階層別平均経験機関数
図 F–2–1: 年齢階層別平均経験機関数
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経験機関の内訳
図 F–2–1で示した経験機関数の機関種別の内訳を図 F–2–2～F–2–4に示す。
(1) 大学
図 F–2–2: 年齢階層別 経験機関の内訳 (大学の研究者)
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(2) 公的研究機関等
図 F–2–3: 年齢階層別 経験機関の内訳 (公的研究機関等の研究者)
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(3) 民間企業
図 F–2–4: 年齢階層別 経験機関の内訳 (民間企業の研究者)
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経験機関数別研究者比率
(1) 大学
図 F–2–5: 年齢階層別・経験機関数別 研究者比率 (大学の研究者)
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(2) 公的研究機関等
図 F–2–6: 年齢階層別・経験機関数別 研究者比率 (公的研究機関等の研究者)
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(3) 民間企業
図 F–2–7: 年齢階層別・経験機関数別 研究者比率 (民間企業の研究者)
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教授職の生涯移動回数期待値
表 F–2–1: 大学教授職の生涯移動回数期待値 (カーネギー調査・レビュー調査)
1993年カーネギー調査 勤務校数 移動回数 経験年数 年間移動値 生涯移動期待値
各国計 1.80 0.80 14.72 0.05 1.63
オランダ 2.46 1.46 12.42 0.12 3.53
香港 1.97 0.97 10.83 0.09 2.69
オーストラリア 2.14 1.14 13.24 0.09 2.58
ブラジル 2.13 1.13 14.00 0.08 2.42
ドイツ 1.78 0.78 11.68 0.07 2.00
英国 1.86 0.86 14.56 0.06 1.77
スウェーデン 1.84 0.84 14.98 0.06 1.68
イスラエル 1.96 0.96 17.52 0.05 1.64
米国 1.88 0.88 16.33 0.05 1.62
メキシコ 1.57 0.57 11.12 0.05 1.54
チリ 1.87 0.87 17.20 0.05 1.52
韓国 1.34 0.34 12.35 0.03 0.83
日本 1.52 0.52 19.89 0.03 0.78
ロシア 1.40 0.40 22.36 0.02 0.54
2004年レビュー調査 経験機関数 移動回数 経験年数 年間移動値 生涯移動期待値
大学全体(N=240) 1.77 0.77 23.25 0.03 0.99
国立大学法人(N=116) 1.72 0.72 22.58 0.03 0.96
公立大学(N=10) 1.80 0.80 20.30 0.04 1.18
私立大学(N=114) 1.81 0.81 24.19 0.03 1.00
出典: カーネギー財団「大学教授職国際調査」(1992–1993)[15]、「これからの人
材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」(2004年実施) より作成
注 1: 基本計画レビュー調査における算出方法:
1) 回答者から教授職のみを抽出する。
2) 各回答者の高等教育機関における経験機関数を算出する。経験機関数
から 1を引いたものを移動回数 Aとする。
3) 各回答者の高等教育機関における経験年数Bを算出する。
4) A/Bを計算しこれを年間移動回数期待値Cとする。
5) 生涯の在職期間を 30年と仮定し、Cを 30倍したものを生涯移動回数
期待値とする。
注 2: 助手以上の大学の教員としての経験を対象としている (ポストドクター、
研究生等の経験は除外)。
注 3: 海外における経験は除外している。
注 4: 同一高等教育機関内での移動は含まない。
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研究者の生涯移動回数期待値
表F–2–2は、カーネギー調査における算出方法に倣い、平成 16年度実施したア
ンケート調査の回答者の生涯移動回数期待値を試算し、第 1 機関種別に集計した
ものである。
表 F–2–2: 第 1機関種・年齢階層別の生涯移動回数期待値
第1機関 年齢階層 経験機関数 A 移動回数 B 経験年数 年間移動値 C 生涯移動期待値
出身大学 30～39(N=108) 2.04 1.04 4.59 0.23 6.77
40～49(N=130) 2.73 1.73 14.55 0.12 3.57
50～59(N=99) 2.34 1.34 24.04 0.06 1.68
60～69(N=52) 2.54 1.54 32.85 0.05 1.41
出身大学以外の大学 30～39(N=50) 1.68 0.68 5.44 0.12 3.75
40～49(N=55) 1.87 0.87 15.27 0.06 1.71
50～59(N=58) 2.29 1.29 24.52 0.05 1.58
60～69(N=31) 1.90 0.90 32.10 0.03 0.84
公的研究機関等 30～39(N=63) 1.59 0.59 4.97 0.12 3.55
40～49(N=54) 2.17 1.17 13.43 0.09 2.61
50～59(N=22) 2.59 1.59 24.36 0.07 1.96
60～69(N=12) 3.50 2.50 30.92 0.08 2.43
民間企業 30～39(N=301) 1.37 0.37 4.25 0.09 2.63
40～49(N=142) 2.04 1.04 13.51 0.08 2.30
50～59(N=46) 2.52 1.52 24.74 0.06 1.85
60～69(N=28) 2.86 1.86 33.04 0.06 1.69
海外 30～39(N=6) 2.33 1.33 4.00 0.33 10.00 ▲
40～49(N=12) 3.08 2.08 13.25 0.16 4.72 ▲
50～59(N=9) 2.89 1.89 23.56 0.08 2.41 ▲
60～69(N=2) 3.00 2.00 31.50 0.06 1.90 ▲
その他 30～39(N=6) 2.67 1.67 5.83 0.29 8.57 ▲
40～49(N=8) 3.75 2.75 13.63 0.20 6.06 ▲
50～59(N=5) 4.00 3.00 23.60 0.13 3.81 ▲
60～69(N=2) 6.00 5.00 31.50 0.16 4.76 ▲
注 1: 算出方法
1) 回答から高等教育課程修了後の経験機関数Aを算定する。
2) Aから 1を引いた値を回答者の移動回数 Bとする。
3) 回答者の年齢から 30を引いた値を回答者の経験年数とみなし、Bをこ
の経験年数で除し、これを年間移動回数期待値 Cとする。
4) 研究者としての生涯活動期間を 30年と仮定し、Cを 30倍したものを
生涯移動回数期待値とする。
注 2: 表 F–2–1とは異なり、海外における経験、ポストドクター、研究生等の
経験を含む。
注 3: ▲はサンプル数が少なく、参考値であることを示す。
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移動状況調査
移動状況調査
第１～第５機関までの全移動
「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」2004年度実施結果より
第１機関 人数 第2機関 人数 第3機関 人数 第4機関 人数 第5機関 人数 第6機関 人数
出身大学 407 出身校以外の大学 114 出身大学 15 出身校以外の大学 4
移動：260 移動：48 海外 2 出身大学 2 出身校以外の大学 1
定着：147 定着：66 その他 1 1
出身校以外の大学 23 出身大学 1 出身校以外の大学 1
出身校以外の大学 6 出身校以外の大学 2 出身校以外の大学 1
公的研究機関等 1
海外 2 出身校以外の大学 2
公的研究機関等 3 出身校以外の大学 2 出身校以外の大学 1 出身校以外の大学 1
民間企業 1
海外 6 出身校以外の大学 6 出身校以外の大学 1
公的研究機関等 34 出身大学 6 公的研究機関等 1
移動：19 海外 2 出身大学 2 公的研究機関等 1
定着：15 出身校以外の大学 6
公的研究機関等 4 公的研究機関等 1
海外 1 公的研究機関等 1 出身校以外の大学 1
民間企業 1
海外 2 出身大学 1
出身校以外の大学 1
民間企業 29 出身大学 9 公的研究機関等 1 出身校以外の大学 1
移動：23 民間企業 3 出身大学 1
定着：6 公的研究機関等 1
民間企業 1 出身大学 1
海外 4 出身大学 3 公的研究機関等 1
民間企業 1 出身大学 1
出身校以外の大学 5 出身大学 1
公的研究機関等 3 出身大学 2
民間企業 1
民間企業 5 出身校以外の大学 3 出身校以外の大学 1
民間企業 2 出身校以外の大学 1
海外 1 出身大学 1
海外 76 出身大学 47 出身校以外の大学 11 出身大学 1
移動：76 海外 1 出身校以外の大学 1
定着：0 民間企業 1 出身大学 1
海外 1 出身大学 1
出身校以外の大学 18 出身大学 1
出身校以外の大学 4 出身校以外の大学 1
民間企業 1 出身校以外の大学 1
公的研究機関等 3 出身大学 1
公的研究機関等 2 出身校以外の大学 1
公的研究機関等 1
民間企業 2 出身校以外の大学 1 出身校以外の大学 1
海外 6 出身大学 2 出身校以外の大学 2
出身校以外の大学 3
海外 1 出身大学 1
その他 7 出身大学 6 出身校以外の大学 1 出身大学 1
移動：7 公的研究機関等 1 公的研究機関等 1 出身大学 1
定着：0 海外 2 出身大学 2 公的研究機関等 1
その他 2 出身大学 1 出身校以外の大学 1
公的研究機関等 1
第１機関 人数 第2機関 人数 第3機関 人数 第4機関 人数 第5機関 人数 第6機関 人数
出身校以外の大学 205 出身大学 10 出身校以外の大学 3 海外 1 出身校以外の大学 1
移動：101 出身校以外の大学 61 出身大学 3
定着：104 出身校以外の大学 14 出身大学 1
出身校以外の大学 2 出身校以外の大学 2 出身校以外の大学 2
公的研究機関等 1 出身校以外の大学 1 出身大学 1
海外 6 出身校以外の大学 2
民間企業 1
海外 3 出身大学 1
海外 2
海外 出身校以外の大学 2
公的研究機関等 8 出身校以外の大学 2 出身校以外の大学 1
公的研究機関等 1 出身校以外の大学 1 公的研究機関等 1 出身校以外の大学 1
民間企業 1 民間企業 1
民間企業 2 海外 1 出身校以外の大学 1
海外 19 出身大学 2
出身校以外の大学 15 出身校以外の大学 3 出身校以外の大学 1
海外 2 出身校以外の大学 2
その他 1 出身校以外の大学 1 その他 1 出身校以外の大学 1 出身校以外の大学 1
注1：機関種別「その他」には、病院、官庁、財団法人、社団法人、高等学校等が含まれる。
注2：有効回答1,428のうち、本表掲載の対象となった経験機関数が6以下の回答者は1,419人（99,4%）である。
移動状況調査
第１機関 人数 第2機関 人数 第3機関 人数 第4機関 人数 第5機関 人数 第6機関 人数
公的研究機関等 156 出身大学 17 出身校以外の大学 4
移動：85 民間企業 3 出身校以外の大学 2
定着：71 民間企業 1 出身校以外の大学 1
海外 4 出身大学 3
公的研究機関等 1 海外 1 出身大学 1
出身校以外の大学 26 出身大学 1
出身校以外の大学 9 出身校以外の大学 1
公的研究機関等 1
公的研究機関等 23 出身校以外の大学 4 出身校以外の大学 1
公的研究機関等 6 出身大学 2 出身校以外の大学 1
民間企業 1 民間企業 1 出身校以外の大学 1
民間企業 1 民間企業 1 民間企業 1
海外 2 出身校以外の大学 1
公的研究機関等 1
民間企業 5 出身大学 1
出身校以外の大学 1
民間企業 2 出身校以外の大学 1
民間企業 1 出身校以外の大学 1
海外 12 出身校以外の大学 2 出身校以外の大学 1
公的研究機関等 10 公的研究機関等 2
その他 2 公的研究機関等 2
その他 2 公的研究機関等 1
その他 1 公的研究機関等 1
第１機関 人数 第2機関 人数 第3機関 人数 第4機関 人数 第5機関 人数 第6機関 人数
民間企業 604 出身大学 38 出身校以外の大学 5
移動：218 公的研究機関等 4 出身校以外の大学 2 出身校以外の大学 1 公的研究機関等 1
定着：386 公的研究機関等 1 その他 1
民間企業 5 海外 1 民間企業 1
海外 5 出身大学 3
出身校以外の大学 2 出身校以外の大学 1
出身校以外の大学 72 出身大学 3
出身校以外の大学 13 出身校以外の大学 2 出身校以外の大学 1
民間企業 8 出身校以外の大学 1 民間企業 1
公的研究機関等 1 民間企業 1 民間企業 1
民間企業 1 公的研究機関等 1 出身校以外の大学 1
海外 2 出身校以外の大学 1
公的研究機関等 1 出身校以外の大学 1 出身校以外の大学 1
公的研究機関等 24 出身大学 1
出身校以外の大学 4 出身大学 1
出身校以外の大学 1
公的研究機関等 1
民間企業 10 出身校以外の大学 3 出身校以外の大学 1 出身校以外の大学 1
民間企業 1 出身校以外の大学 1
海外 1 公的研究機関等 1
民間企業 72 出身大学 4 民間企業 1
出身校以外の大学 7 出身大学 1
出身校以外の大学 1
民間企業 1 出身校以外の大学 1 出身校以外の大学 1
民間企業 22 出身大学 2 民間企業 1
出身校以外の大学 1
民間企業 4 民間企業 1 民間企業 1
海外 4 出身校以外の大学 1
民間企業 3
海外 11 出身大学 2 出身校以外の大学 1
出身校以外の大学 3 出身大学 2 出身校以外の大学 1
民間企業 5 出身校以外の大学 1
海外 1 出身校以外の大学 1
その他 1 出身校以外の大学 1
第１機関 人数 第2機関 人数 第3機関 人数 第4機関 人数 第5機関 人数 第6機関 人数
海外 31 出身大学 14 出身校以外の大学 5 出身校以外の大学 2 出身大学 1
移動：31 公的研究機関等 2 出身大学 1
定着：0 民間企業 1 出身大学 1
出身校以外の大学 10 出身校以外の大学 3
公的研究機関等 1 出身校以外の大学 1 出身校以外の大学 1
公的研究機関等 2 出身大学 1
民間企業 1
海外 2 出身大学 1 出身校以外の大学 1
公的研究機関等 1 公的研究機関等 1 出身大学 1
その他 2 出身校以外の大学 1 海外 1 出身校以外の大学 1
公的研究機関等 1 公的研究機関等 1
第１機関 人数 第2機関 人数 第3機関 人数 第4機関 人数 第5機関 人数 第6機関 人数
その他 25 出身大学 5 公的研究機関等 1 出身校以外の大学 1 公的研究機関等 1
移動：24 海外 1 その他 1 出身大学 1
定着：1 その他 2 出身大学 2 海外 2 出身大学 1
出身校以外の大学 1
出身校以外の大学 5 出身校以外の大学 3
公的研究機関等 6 出身校以外の大学 3
民間企業 1 出身校以外の大学 1
海外 1 出身大学 1 出身校以外の大学 1 出身校以外の大学 1
その他 6 出身大学 3 出身校以外の大学 2 出身校以外の大学 1 出身校以外の大学 1
その他 1 その他 1
海外 1 出身大学 1
公的研究機関等 2 出身大学 1
その他 1 公的研究機関等 1
計（人） 1,428 719 424 189 85 33
F.2.3 時期別移動状況
表F–2–3は、高等教育課程修了後、いずれの時期に移動が発生しやすいかを把握
するため、時期別の平均移動回数を算出し、第 1機関種別に集計したものである。
表 F–2–3: 第 1機関種・年齢階層・時期別の平均移動回数
～10年未満 10～20年 20～30年 30～40年
出身大学 30～39歳(N=83) 1.23
40～49歳(N=95) 1.19 0.84
50～59歳(N=77) 0.78 0.57 0.40
60～69歳(N=40) 0.65 0.38 0.30 0.65
出身大学以外の大学 30～39歳(N=42) 0.93
40～49歳(N=45) 0.71 0.31
50～59歳(N=47) 0.57 0.57 0.34
60～69歳(N=28) 0.39 0.25 0.21 0.54
公的研究機関等 30～39歳(N=55) 0.78
40～49歳(N=50) 0.74 0.66
50～59歳(N=17) 0.35 0.59 1.00
60～69歳(N=10) 0.70 0.60 0.90 0.70
民間企業 30～39歳(N=255) 0.50
40～49歳(N=125) 0.69 0.62
50～59歳(N=33) 0.48 0.58 0.52
60～69歳(N=19) 0.63 0.05 0.37 0.79
第1機関に所属してからの年数
現在の年齢第１機関
注 1: 算出方法
1) 経験年数において、10年未満、10年以上 20年未満、20年以上 30年未満、
30年以上 40年未満の 4つの期間区分を設定する。
2) 各回答者が、各期間区分において何回移動を経験しているかを算定する。
3) 各期間区分別の移動回数の総和を回答者数で除した値をその期間区分にお
ける平均移動回数とみなす。
4) 上記の方法による算定を各年齢区分及び各期間区分において行う。
注 2: 職歴が十分に経過していないと思われる箇所は空白としている。
年代別に見ると、現在 60歳代の研究者では、高等教育課程修了後 10年未満及
び 30 年～40年の期間に移動が発生しやすく、それに比べ、10年～30年の間には
移動が少ないことが分かる。
現在 50歳代の研究者については、やや傾向が異なり、高等教育課程修了後 10年
～20年の間にも比較的移動が多くなっている。
現在 40歳代及び現在 30歳代の研究者については、十分な経験期間がないため、
上記のような傾向を見ることはできない。
次に、第 1機関に所属してから 10年未満の移動回数に着目し、年齢区分間で比
較してみると、民間企業を除き、現在の年齢が若いほど平均経験機関数が大きく
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なっている。これに対して、職歴 10～20年の期間では、職歴 10年未満ほどには
平均経験機関数は高まっていない。これらの結果から、特に職歴 10年未満の若手
の時期において、近年流動性が高まっているのではないかと推察できる。
F.2.4 研究職以外の経験
(1) 大学
図 F–2–8: 研究職以外の経験の有無 (大学の研究者)
15.8%
17.4%
25.5%
21.1%
24.6%
84.2%
82.6%
74.5%
78.9%
75.4%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
～29歳(N=19)
30～39歳(N=178)
40～49歳(N=251)
50～59歳(N=213)
60～69歳(N=122)
あり なし
(2) 公的研究機関等
図 F–2–9: 研究職以外の経験の有無 (公的研究機関等の研究者)
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61.5%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
～29歳(N=4)
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40～49歳(N=43)
50～59歳(N=13)
あり なし
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(3) 民間企業
図 F–2–10: 研究職以外の経験の有無 (民間企業の研究者)
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あり なし
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資料G 研究環境に関する調査
G.1 調査方法
2004年度実施「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
において、「研究環境に関する質問」として 14の項目を設定し (表G–1–1)、各項
目で 4段階の重要度から 1つを選択する方式で質問した。また、各項目について
「最も期待できる場所」、「最も期待できない場所」として大学、公的研究機関等、
民間企業を選択肢としてそれぞれ 1つを選択するよう回答者に求めた。
表 G–1–1: 質問項目 (研究環境選択の際に重視する項目)
No. 項目
1 一貫した研究テーマを長期間継続することが可能であること
2 研究の課題選択の自由度が大きいこと
3 研究の実施方法の自由度が大きいこと
4 商品や事業等、実用につながる成果が出しやすいこと
5 新しいテーマに取り組むことができる/新しい分野の知識が習得できること
6 研究活動のための時間が十分にとれること
7 優れた研究者や学生が所属していること
8 研究環境が資金面、設備面で充実していること
9 研究支援体制が充実していること
10 研究者の評価が公平で透明性があること
11 自分の研究が高く評価されること
12 給与等の金銭面の処遇が良いこと
13 終身雇用であること
14 良い研究指導が得られること
対象者は、大学、公的研究機関等、民間企業の各研究者と、ポストドクター、博
士課程学生である。調査期間、対象者の選定法、対象者の属性等の調査方法の詳
細については、8 ページ、1.3.5 「アンケート調査」 に記している。
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G.2 調査結果
G.2.1 回答区分別の結果
大学、公的研究機関等、民間企業の各研究者と、ポストドクター、博士課程学
生の 5つの回答区分別の回答傾向について記す。
研究者 (大学)
(1) 研究環境で重視する要素
設定した 14の各項目について、大学の研究者がどの程度重要視している
かを図G–2–1に示す。
図 G–2–1: 研究環境で重視する要素 (大学の研究者)
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35.6%
32.0%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
一貫した研究テーマを長期間継続することが可能であること
研究の課題選択の自由度が大きいこと
研究の実施方法の自由度が大きいこと
商品や事業等、実用につながる成果が出しやすいこと
新しいテーマに取り組む/新しい分野の知識が習得できること
研究活動のための時間が十分にとれること
優れた研究者や学生が所属していること
研究環境が資金面、設備面で充実していること
研究支援体制が充実していること
研究者の評価が公平で透明性があること
自分の研究が高く評価されること
給与等の金銭面の処遇が良いこと
終身雇用であること
良い研究指導が得られること
重要である やや重要である あまり重要でない 重要でない 無回答
「重要である」との回答割合が最も大きいのは「研究活動のための時間が
十分に取れること」(79.5%)であり、次いで「研究の課題選択の自由度が大
きいこと」(64.3%)、「新しいテーマに取り組むことができる/新しい分野の
知識が習得できること」(63.7%)が続いている。一方、あまり重視されてい
ないと思われるのは、「商品や事業等、実用につながる成果が出しやすいこ
と」(12.3%)、「終身雇用であること」(16.2%)などである。
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(2) 期待できる機関
14の各項目について、大学、公的研究機関等、民間企業に分た場合、最も
期待できる機関の回答を図G–2–2に示す。
図 G–2–2: 期待する要素を満たす機関 (大学の研究者)
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一貫した研究テーマを長期間継続することが可能であること
研究の課題選択の自由度が大きいこと
研究の実施方法の自由度が大きいこと
商品や事業等、実用につながる成果が出しやすいこと
新しいテーマに取り組む/新しい分野の知識が習得できること
研究活動のための時間が十分にとれること
優れた研究者や学生が所属していること
研究環境が資金面、設備面で充実していること
研究支援体制が充実していること
研究者の評価が公平で透明性があること
自分の研究が高く評価されること
給与等の金銭面の処遇が良いこと
終身雇用であること
良い研究指導が得られること
大学 公的研究機関等 民間企業 無回答
自身の所属機関である大学に特に期待できる要素として「研究の課題選択
の自由度が大きいこと」(84.4%)、「一貫した研究テーマを長期間継続するこ
とが可能である」(79.3%)等が挙げられている。先の設問で非常に重要視さ
れていることがわかった「研究活動のための時間が十分にとれること」であ
るが、大学でそれが最も満足されるとの回答割合は 27.6%に過ぎず、先の回
答 (図G–2–1)は研究活動のための時間が十分にとれないことへの不満の表
れであると見ることもできる。
大学の研究者が民間企業で満たされると考えている要素は、「商品や事業
等、実用につながる成果が出しやすい」(84.0%)、「給与等の金銭面の処遇が
良い」(69.6%)である。また公的研究機関等で満たされると考えている要素
は、「研究活動のための時間が十分にとれる」(52.4%)、「研究支援体制が充
実している」(46.6%)などである。
372
研究者 (公的研究機関等)
(1) 研究環境で重視する要素
14の各項目について、公的研究機関等の研究者がどの程度重要視している
かを図G–2–3に示す。
図 G–2–3: 研究環境で重視する要素 (公的研究機関等の研究者)
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一貫した研究テーマを長期間継続することが可能であること
研究の課題選択の自由度が大きいこと
研究の実施方法の自由度が大きいこと
商品や事業等、実用につながる成果が出しやすいこと
新しいテーマに取り組む/新しい分野の知識が習得できること
研究活動のための時間が十分にとれること
優れた研究者や学生が所属していること
研究環境が資金面、設備面で充実していること
研究支援体制が充実していること
研究者の評価が公平で透明性があること
自分の研究が高く評価されること
給与等の金銭面の処遇が良いこと
終身雇用であること
良い研究指導が得られること
重要である やや重要である あまり重要でない 重要でない 無回答
「重要である」との回答割合が最も大きいのは大学の研究者と同じく「研
究活動のための時間が十分に取れること」(83.3%)であり、次にやや回答の
割合が小さくなるが「一貫した研究テーマを長期間継続することが可能であ
る」(57.6%)、「研究環境が資金面、設備面で充実している」(56.3%)が続い
ている。一方、あまり重視されていないと思われるのは、「商品や事業等、実
用につながる成果が出しやすいこと」(11.1%)、「給与等の金銭面の処遇が良
いこと」(23.6%)などである。
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(2) 期待できる機関
14の各項目について、大学、公的研究機関等、民間企業に分た場合、最も
期待できる機関の回答を図G–2–4に示す。
図 G–2–4: 期待する要素を満たす機関 (公的研究機関等の研究者)
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一貫した研究テーマを長期間継続することが可能である
研究の課題選択の自由度が大きい
研究の実施方法の自由度が大きい
商品や事業等、実用につながる成果が出しやすい
新しいテーマに取り組む/新しい分野の知識が習得できること
研究活動のための時間が十分にとれる
優れた研究者や学生が所属している
研究環境が資金面、設備面で充実している
研究支援体制が充実している
研究者の評価が公平で透明性がある
自分の研究が高く評価される
給与等の金銭面の処遇が良い
終身雇用である
良い研究指導が得られる
大学 公的研究機関等 民間企業 無回答
自身の所属機関である公的研究機関等に特に期待できる要素として「研究
環境が資金面、設備面で充実している」(59.7%)、「終身雇用である」(54.2%)
等が挙げられている。また、「研究活動のための時間が十分にとれること」は
41.7%であり、大学や民間企業と比較した場合は公的研究機関等で最も満足
される要素であると考えられている。
公的研究機関等の研究者が民間企業で満たされると考えている要素は、「商
品や事業等、実用につながる成果が出しやすい」(81.9%)、「給与等の金銭面
の処遇が良い」(69.4%)である。また大学で満たされると考えている要素は、
「研究の課題選択の自由度が大きい」(81.9%)、「一貫した研究テーマを長期
間継続することが可能である」(68.8%)などである。
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研究者 (民間企業)
(1) 研究環境で重視する要素
14の各項目について、民間企業の研究者がどの程度重要視しているかを図
G–2–5に示す。
図 G–2–5: 研究環境で重視する要素 (民間企業の研究者)
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一貫した研究テーマを長期間継続することが可能であること
研究の課題選択の自由度が大きいこと
研究の実施方法の自由度が大きいこと
商品や事業等、実用につながる成果が出しやすいこと
新しいテーマに取り組む/新しい分野の知識が習得できること
研究活動のための時間が十分にとれること
優れた研究者や学生が所属していること
研究環境が資金面、設備面で充実していること
研究支援体制が充実していること
研究者の評価が公平で透明性があること
自分の研究が高く評価されること
給与等の金銭面の処遇が良いこと
終身雇用であること
良い研究指導が得られること
重要である やや重要である あまり重要でない 重要でない 無回答
民間企業の研究者の回答は「重要である」との回答割合が大学や公的研究
機関等と比較して全体的に小さい割合であるが、その中でも回答割合が最も
大きいのは「研究活動のための時間が十分にとれること」(58.8%)、「商品や
事業等、実用につながる成果が出しやすいこと」(58.0%)、「研究環境が資金
面、設備面で充実していること」(50.0%)などである。一方、あまり重視さ
れていないと思われるのは、「終身雇用であること」(16.7%)、「研究支援体
制が充実していること」(31.3%)などである。
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(2) 期待できる機関
14の各項目について、大学、公的研究機関等、民間企業に分た場合、最も
期待できる機関の回答を図G–2–6に示す。
図 G–2–6: 期待する要素を満たす機関 (民間企業の研究者)
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一貫した研究テーマを長期間継続することが可能である
研究の課題選択の自由度が大きい
研究の実施方法の自由度が大きい
商品や事業等、実用につながる成果が出しやすい
新しいテーマに取り組む/新しい分野の知識が習得できること
研究活動のための時間が十分にとれる
優れた研究者や学生が所属している
研究環境が資金面、設備面で充実している
研究支援体制が充実している
研究者の評価が公平で透明性がある
自分の研究が高く評価される
給与等の金銭面の処遇が良い
終身雇用である
良い研究指導が得られる
大学 公的研究機関等 民間企業 無回答
自身の所属機関である民間企業に特に期待できる要素として「商品や事業
等、実用につながる成果が出しやすい」(94.7%)、「給与等の金銭面の処遇が
良い」(67.5%)等が挙げられている。また、民間企業の研究者が最も重視す
る「研究活動のための時間が十分にとれること」は大学が 57.0%、公的研究
機関等が 33.5%であるのに対して、自身が所属する民間企業で満たされると
回答したのは僅か 4.1%であり、この点について不満が大きいのではないか
と推察される。
民間企業の研究者が大学で満たされると考えている要素は、「一貫した研
究テーマを長期間継続することが可能である」(79.6%)、「研究の課題選択の
自由度が大きい」(68.3%)などである。また公的研究機関等で満たされると
考えている要素は、「研究支援体制が充実している」(55.3%)、「研究環境が
資金面、設備面で充実している」(52.5%)などである。
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ポストドクター
(1) 研究環境で重視する要素
14の各項目について、ポストドクターがどの程度重要視しているかを図
G–2–7に示す。
図 G–2–7: 研究環境で重視する要素 (ポストドクター)
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一貫した研究テーマを長期間継続することが可能であること
研究の課題選択の自由度が大きいこと
研究の実施方法の自由度が大きいこと
商品や事業等、実用につながる成果が出しやすいこと
新しいテーマに取り組む/新しい分野の知識が習得できること
研究活動のための時間が十分にとれること
優れた研究者や学生が所属していること
研究環境が資金面、設備面で充実していること
研究支援体制が充実していること
研究者の評価が公平で透明性があること
自分の研究が高く評価されること
給与等の金銭面の処遇が良いこと
終身雇用であること
良い研究指導が得られること
重要である やや重要である あまり重要でない 重要でない 無回答
ポストドクターが研究環境で最も重視すると回答しているのは「研究活動
のための時間が十分にとれること」(75.7%)であり、次に「研究環境が資金
面、設備面で充実している」(65.4%)、「研究の課題選択の自由度が大きいこ
と」(61.5%)などである。一方、あまり重視されていないと思われるのは、
「商品や事業等、実用につながる成果が出しやすいこと」(16.3%)、「終身雇
用であること」(27.5%)などである。
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(2) 期待できる機関
14の各項目について、大学、公的研究機関等、民間企業に分た場合、最も
期待できる機関の回答を図G–2–8に示す。
図 G–2–8: 期待する要素を満たす機関 (ポストドクター)
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一貫した研究テーマを長期間継続することが可能である
研究の課題選択の自由度が大きい
研究の実施方法の自由度が大きい
商品や事業等、実用につながる成果が出しやすい
新しいテーマに取り組む/新しい分野の知識が習得できること
研究活動のための時間が十分にとれる
優れた研究者や学生が所属している
研究環境が資金面、設備面で充実している
研究支援体制が充実している
研究者の評価が公平で透明性がある
自分の研究が高く評価される
給与等の金銭面の処遇が良い
終身雇用である
良い研究指導が得られる
大学 公的研究機関等 民間企業 無回答
ポストドクターは大学に特に期待できる要素として「研究の課題選択の
自由度が大きい」(84.0%)、「一貫した研究テーマを長期間継続することが可
能である」(76.7%)等を挙げている。公的研究機関等で満たされると考える
要素として「研究支援体制が充実している」(58.6%)、「研究環境が資金面、
設備面で充実している」(57.4%)、「研究活動のための時間が十分にとれる」
(55.0%)を挙げている。民間企業では「商品や事業等、実用につながる成果
が出しやすい」(82.8%)、「給与等の金銭面の処遇が良い」(63.0%)を挙げて
いる。
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博士課程学生
(1) 研究環境で重視する要素
14の各項目について、博士課程の学生がどの程度重要視しているかを図
G–2–7に示す。
図 G–2–9: 研究環境で重視する要素 (博士課程学生)
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一貫した研究テーマを長期間継続することが可能であること
研究の課題選択の自由度が大きいこと
研究の実施方法の自由度が大きいこと
商品や事業等、実用につながる成果が出しやすいこと
新しいテーマに取り組む/新しい分野の知識が習得できること
研究活動のための時間が十分にとれること
優れた研究者や学生が所属していること
研究環境が資金面、設備面で充実していること
研究支援体制が充実していること
研究者の評価が公平で透明性があること
自分の研究が高く評価されること
給与等の金銭面の処遇が良いこと
終身雇用であること
良い研究指導が得られること
重要である やや重要である あまり重要でない 重要でない 無回答
博士課程学生が研究環境で最も重視すると回答しているのは「研究活動
のための時間が十分にとれること」(76.4%)であり、次に「研究環境が資金
面、設備面で充実していること」(64.9%)、「良い研究指導が得られること」
(60.9%)などである。一方、あまり重視されていないと思われるのは、「終身
雇用であること」(14.1%)「商品や事業等、実用につながる成果が出しやす
いこと」(22.3%)、などである。
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(2) 期待できる機関
14の各項目について、大学、公的研究機関等、民間企業に分た場合、最も
期待できる機関の回答を図G–2–10に示す。
図 G–2–10: 期待する要素を満たす機関 (博士課程学生)
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一貫した研究テーマを長期間継続することが可能である
研究の課題選択の自由度が大きい
研究の実施方法の自由度が大きい
商品や事業等、実用につながる成果が出しやすい
新しいテーマに取り組む/新しい分野の知識が習得できること
研究活動のための時間が十分にとれる
優れた研究者や学生が所属している
研究環境が資金面、設備面で充実している
研究支援体制が充実している
研究者の評価が公平で透明性がある
自分の研究が高く評価される
給与等の金銭面の処遇が良い
終身雇用である
良い研究指導が得られる
大学 公的研究機関等 民間企業 無回答
博士課程学生のほとんどが大学に所属しているが、自身の所属機関である大
学に特に期待できる要素として「研究の課題選択の自由度が大きい」(78.5%)、
「一貫した研究テーマを長期間継続することが可能である」(76.6%)等が挙げ
られている。公的研究機関等で満たされると考えている要素は「研究支援体
制が充実している」(51.6%)、「研究環境が資金面、設備面で充実している」
(45.7%)などであり、民間企業については「商品や事業等、実用につながる
成果が出しやすい」(89.7%)、「給与等の金銭面の処遇が良い」(68.2%)と見
なされている。
G.2.2 回答者区分間の比較
以下では、大学、公的研究機関等及び民間企業の研究者、ポストドクター、博
士課程学生 (以下「回答者区分」という)の、研究環境で重視する要素および期待
できる機関についての回答の傾向を相互に比較し、各回答者区分の特徴について
分析を行う。
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研究環境で重視する要素
「研究環境で重視する要素」の 14の各項目について、回答区分別に「重要であ
る」の回答割合をチャートにしたものを図G–2–11に示す。
図 G–2–11: 回答区分別「研究環境で重視する要素」
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共通の特徴
研究環境の選択において重視する要素 (図 G–2–11)について、民間の研究者の
み、他の回答者区分とは明らかに異なる傾向があることが分かるが、その他につ
いては類似点が多い。民間企業以外の研究者についてみたとき、以下を共通の特
徴として挙げることができる。
• 「研究活動のための十分な時間」を最も重視している。
• 「研究の課題選択の自由度」及び「研究の実施方法の自由度」を重視する割
合が大きい。
• 「商品等実用化へのつながりやすさ」を重視する割合が非常に小さい。
• 「金銭面の処遇」を重視する割合が小さい。
• 「終身雇用」を重視する割合が極めて小さい。
民間を除く研究者についてみた場合、「終身雇用」や「金銭面の処遇」といった、
経済的な待遇よりも、研究の自由度、研究のための時間、支援や設備といった研
究のための環境をより重視しているということができよう。
なお、民間企業を含めて見た場合にも、「研究活動のための十分な時間」を重視
する割合が大きい点及び「終身雇用」を重視する割合が小さい点は共通している。
所属機関による比較
以下では各回答区分について、大学の研究者 (図G–2–11中央)と比較した際の
特徴等について述べる。
(1) 公的研究機関等
大学の研究者と比較した際の公的研究機関等の研究者の特徴として、以下
を挙げることができる。
• 「新しいテーマ/新しい分野の知識」を重視する割合がやや小さい。
• 「研究の課題選択の自由度が大きいこと」についてはやや小さい。
• 「優れた研究者や学生が所属していること」が小さいが、これは大学と
は異なり、学生が所属していないことから予想される傾向である。
• 「研究者の評価が公平で透明性があること」についてはやや小さい。
• 「終身雇用であること」については大学よりも大きい。
公的研究機関等の回答では、大学の研究者に比べ「新しいテーマ/新しい
分野の知識」や「研究の課題選択の自由度」を重視する割合が低くなってい
る。これは公的研究機関等の多くでは、研究の分野やテーマが機関の設置目
的として定められていることが一つの要因ではないかと思われれる。
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(2) 民間企業
大学の研究者と比較した際の民間企業の研究者の特徴として、以下を挙げ
ることができる。
• 全体に「重要である」の回答割合が小さい。
• 「研究の課題選択の自由度が大きいこと」の回答割合がかなり小さい。
• 「一貫した研究テーマを長期間継続することが可能であること」の回答
割合がかなり小さい。
• 「研究の実施方法の自由度が大きいこと」の回答割合がかなり小さい。
• 「新しいテーマ/新しい分野の知識」の回答割合がかなり小さい。
• 「給与等の金銭面の処遇が良いこと」の回答割合が大きい。
• 「商品や事業等、実用につながる成果が出しやすいこと」の回答割合が
かなり大きい。
他の回答区分と比較した場合、民間企業の研究者のグラフは特徴的であり、
回答傾向の相違が最も大きいということができる。
(3) ポストドクター
大学の研究者と比較した際のポストドクターの特徴として、以下を挙げる
ことができる。
• 「新しいテーマ/新しい分野の知識」の回答割合がやや小さい。
• 「研究環境が資金面、設備面で充実していること」の回答割合がやや大
きい。
• 「一貫した研究テーマを長期間継続することが可能であること」の回答
割合がやや小さい。
• 「研究者の評価が公平で透明性があること」の回答割合がやや大きい。
• 「給与等の金銭面の処遇が良いこと」の回答割合がやや大きい。
全体の形状は他の回答区分と比較しても最も大学の研究者に近いというこ
とができる。
(4) 博士課程学生
大学の研究者と比較した際の博士課程学生の特徴として、以下を挙げるこ
とができる。
• 「研究の課題選択の自由度が大きいこと」の回答割合がやや小さい。
• 「一貫した研究テーマを長期間継続することが可能であること」の回答
割合が小さい。
• 「給与等の金銭面の処遇が良いこと」の回答割合がやや大きい。
• 「終身雇用であること」の回答割合が小さい。
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• 「良い研究指導が得られること」の回答割合が大きい。
博士課程学生については、民間企業ほどではないものの、「金銭面の処遇」
がやや重視されている点、「研究テーマの一貫性」がやや小さい点などにポ
ストドクター、大学の研究者、公的研究機関の研究者とは若干異なった傾向
が見られる。
図G–2–12は大学の研究者について、分野別に「研究環境で重視する要素」に対
して重要である」と回答した割合をチャートにしたものである。
図 G–2–12: 分野別「研究環境で重視する要素」(大学の研究者のみ)
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「研究テーマの一貫性・継続性」に特徴が見られ、理学系及び農学系で重視す
る割合が大きく、複合領域系では重視する割合が比較的小さくなっている。
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G.2.3 研究環境に対する満足度
2004年度実施「これからの人材育成と研究の活性化のためのアンケート調査」
において、博士課程学生、ポストドクター及び研究者に対し、研究環境の満足度
に関し、以下の 2問を共通して質問している。
• 「あなたは現在の研究環境に満足していますか」
• 「研究環境としてどのような点が不満ですか」
以下に、これらの回答結果及び回答の特徴について記す。
図 G–2–13: 研究環境に対する満足度 (博士課程学生、ポストドクター、研究者)
あなたは現在の研究環境に満足していますか。(DA-27,EA-17,FA-57)
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ポストドクター及び博士課程学生の満足度は研究者に比較して大きく、「満足」
と「概ね満足」を合わせた肯定的回答の割合は、ポストドクターで 75.0%、博士課
程学生で 70.1%に達する。
公的研究機関等の研究者については、肯定的回答の割合が否定的回答よりも大
きく、概ね満足との回答であったが、大学では否定的回答 (56.2%)の方が肯定的回
答 (42.6%)よりも多い。民間企業については、肯定的回答と否定的回答が同程度
であった。
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図 G–2–14: 研究環境に対する不満 (博士課程学生、ポストドクター、研究者)
研究環境としてどのような点が不満ですか。(DA-28、EA-18、FA-58)
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不満足の内容を見ると (図 G–2–14)、大学では「研究以外の業務が多すぎる」
(75.5%)、「支援者・補助者などの人的環境が不十分」(55.7%)等が主な不満点で
ある。公的研究機関等では「支援者・補助者などの人的環境が不十分」(53.5%)、
「事務手続きが煩雑」(46.5%)の回答割合が高い。民間企業の回答傾向は大学と似
ており、「研究以外の業務が多すぎる」(60.7%)、「支援者・補助者などの人的環境
が不十分」(52.3%)の回答割合が高い。
ポストドクター及び博士課程学生については、概ね満足との回答が多いことが
示すように、不満との回答は上記の研究者に比較して少ないが、その中でも、「支
援者・補助者などの人的環境が不十分」との回答が、ポストドクター及び博士課
程学生に共通して多い。
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